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3第１章　序論
１−１．本論文の背景と目的
（１）本論文の背景
東京の都市構造と鉄道
　東京の都市構造は鉄道のネットワークによって成立していると言っても過言ではない。そして、その鉄道
ネットワークは「万里の長城」とも呼ばれた山手線を境に、郊外からの私鉄がせき止められ、山手線の内側
は東京都と国家資本による地下鉄ネットワークに支えられている。政策的に、私鉄が都心部へ直接アクセス
することが認められず、山手線沿線の駅をターミナルとしたことで、現代までに山手線沿線に東京でも有数
の都市が形成された。こうした地域の都市史を対象化することは、現代の東京の成立過程を考える上では、
極めて重要である。
鉄道ターミナル近傍の都市と闇市
　東京の副都心とよばれる、山手線★ 1 沿線の駅を中心としたエリアの多くは、1932 年 10 月に東京市の市
域が拡大し、いわゆる大東京が成立するまでは市域外に位置しており、戦前期はインナーリング（都市周縁）
とでも呼ぶべきエリアであった。関東大震災以降の東京郊外の市街地化に合わせて、私鉄が電気鉄道（郊外
電車）を敷設し、その都心側のターミナルとなったことで、こうしたエリアの都市化が進み、新宿駅・渋谷
駅・池袋駅などは国鉄、市電、私鉄、その他の交通の結節点となり、駅近傍は都市の核として成長を始めた。
これが要因となって駅付近の都市基盤整備（再開発）が都市計画上の大きな課題となる。
　日本の再開発はこの昭和戦前期の駅前再開発がルーツといわれ、かつ駅前再開発は今日にいたるまで都市
再開発の主要動機であった。戦後の東京において、おもに戦災復興土地区画整理事業や市街地改造事業など
によって行われた駅前再開発は、闇市を起源とする不法占拠マーケットの整理の過程でもあった。本論文が
対象とする地区の現在の都市基盤も、戦後の闇市の形成と整理の過程で生まれている。
　新宿駅、渋谷駅、池袋駅周辺は戦前から新興の盛り場として発展しつつあったが、とくに「敗戦直後から
ヤミ市の成立とその発展を契機に、現在の副都心と呼ばれているような機能を備えるに至った」★ 2 といわれ、
駅を中心とした都市形成が終戦から本格化した。
　本論文では新宿、池袋、渋谷の形成過程を対象化するうえでは、戦後の闇市の形成と整理の過程を捉える
必要があると考えている。
駅を中心とした都市　東京のインナーリングエリアの都市史研究
　現在の東京の都市構造は鉄道ネットワークによって成立している。グローバルに見ても日本の大都市圏の
ように鉄道ネットワークが張り巡らされた都市はなく、またその鉄道ネットワークの結節点に位置するター
ミナル駅とその近傍が高度に都市化してきたことは日本の大都市の特徴であろう。こうしたターミナル駅と
その近傍の形成過程を対象とした研究は、日本の近・現代都市史研究として極めて重要であると考えられる
が、これまで充分に取り組まれてきたとは言いがたい★ 3。
★ 1：路線としての山手線は、東京都港区の品川駅を起点に、渋谷駅・新宿駅・池袋駅を経由して北
区の田端駅を結ぶ全長 20.6km の鉄道路線であり、田端駅から上野駅・神田駅を経由して東京駅を結
ぶ区間は東北本線、東京駅から新橋を経由した品川駅までの区間は東海道本線である。
★ 2：東京百年史編集委員会『東京百年史 第六巻』東京都 , 1972 年 , p.79。
★ 3：副都心のターミナル駅とその近傍の都市空間に関する研究は、社会学、地理学、建築学、都市
工学などの諸分野から交通調査や、機能分布、人間行動などの分析をテーマに取り組まれてきたが、
時間軸のなかで駅周辺の市街地の物的な変化や所有構造の変化を追った研究はない。
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　さらに東京の近代都市史的研究の蓄積には既にきわめて厚いものがあるが、従来の研究対象は（１）日本
橋や銀座などのいわゆる下町の歴史的市街地および（２）郊外住宅地とに大きく偏っており、戦後に副都心
を形成する新宿・渋谷・池袋などのインナーリングとも呼ぶべき地域の都市史研究は大きく立ち後れてきた。
そして、（１）では近世から近代への土地や空間構造の強固な連続性に、（２）では社会的・経済的・空間的
な計画性と均質性に、それぞれ根拠を置くことで明瞭な研究方法が組み立てられてきたのに対して、インナー
リングの新宿・渋谷・池袋等の戦後の状況は一見無秩序とも思えるような激しい新陳代謝と景観変容に特徴
づけられる。戦前期の私鉄敷設による駅のターミナル化と東京の西側への郊外化を背景とする都市化、戦中
期の疎開空地による土地所有構造の劇的変化と建物の除去、戦後復興期の闇市を起源とするマーケットによ
る土地の不法占拠、区画整理による市街地の再編、高度経済成長を背景とする建物の建て替えと高度化など
劇的な変化を経験しており、これまでの都市史研究の方法ではうまく扱えていない。もちろん、都市計画史
の分野からの都市計画図の分析や、建築史からもターミナル周辺の機能分布変遷に関する研究は行われてき
た。しかし、それらの研究は実際の物的な都市空間の変化を捉えてはいない。 
都市組織の動態を捉える
　こうしたターミナル近傍の劇的な景観変化は、都市計画者や地主・借地人など都市形成に関わるあらゆる
主体の営為によるものであるが、それぞれの意思はバラバラの方向を向いており、当然統一されてはいない。
都市は分裂的なものである。これまでの日本近代都市史の多くは、現実の都市が分裂的であるにもかかわら
ず計画する側（都市計画者側）、もしくは計画される側（市井の人々）のいずれかの歴史として描いてきた。
都市空間はある主体の一義的な意思によって決定されているわけではない。バラバラの方向を向いた意思
が、あらゆるレベルにおいて、そして時間軸を伴って都市へと投入されることで、その総体としてある場所
の環境ができあがっている★ 4。にもかかわらず都市はある方向性をもって形成されているようにみえる。本
論文はこうした複数の主体の意思の重合として現れる物的な都市空間を対象化するために、都市組織（urban 
tissue）★ 5 に注目する。
　都市組織は一般に「建物のあるところとないところを繊維の糸の絡み合った状態に例えた表現で、ひとつ
のまとまりをなす都市的枠組みの諸要素の総体である。都市組織は、地形、道路網、地割、建築されたとこ
ろと空地との関係、スケール、建物の形やスタイルなどに寄与する具体的／物質的な要素の総体とこれらの
★ 4：クリストファー・アレグザンダーは空間の機能が一義的に決定されている近代都市計画思想を
批判して「A city is not a tree.」と述べた（クリストファー・アレグザンダー「都市はツリーでは
ない」（押野見邦英訳、『Design』206 巻、1965 年））。都市とはその空間の機能が多義的な性質を
もつセミラティス構造であると。ツリー構造は一義的であるがゆえに、意味体系において同時に多義
的なセミラティス構造にはなり得ない。この二つの構造の対立にたいして、中谷礼仁は『セヴェラル
ネス 事物連鎖と人間』（鹿島出版会、2005 年）のなかで、セミラティスは「時間差を含めれば、事
物の一義的な状態としてのツリー構造が重合したものとして解釈でき」、ツリー構造とセミラティス
構造の対立は、「時間概念を含めれば、連続的になる」と説明した。アレグザンダーは「都市はツリー
ではない」ことを指摘したのではなく、文字通り「ひとつの都市はひとつのツリーではない」ことを
指摘したのだと。
★ 5：都市組織という日本語は、警察や消防などの都市を維持する組織をさす言葉として使用される
場合もあるが、建築史の分野で一般に英語でいう「urban tissue・urban fubric（tessuto urbano（伊）
／ tissu urbain（仏））」を指す言葉である。
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要素を結びつける関係性によって構成され」★ 6、場所の持つ自然的条件、経済的条件などに答えるように固
有のパタンを織り上げている。当然、都市計画事業が行われた地区の都市組織には、その都市計画の痕跡も、
その都市計画に影響を受けた土地や建物も痕跡として残っていく。都市空間へ介入した痕跡が、都市計画に
とって計画する側のものであれ、計画される側のものであれ、都市組織には並列に刻まれるのである。こう
した点が、本論文が都市組織に注目する理由である。
　通常、都市組織は共時的な平面で捉えられ、隣接する都市組織同士が示すパタンの差異を分析することに
より、一定の空間の広がりの中に、重層的な時間の内包を見いだすことができる。こうした方法をもっとも
鮮やかに打ち出したのが、イタリアで確立され、陣内秀信氏によって日本に紹介された「ティポロジア」（建
築類型学、tipologia edilizia）である。ティポロジアはイタリアの歴史的市街地を対象とし、都市を都市組
織（tessuto urbano）と建築類型（tipo edilizio）から読み解き、都市の動的な変化のプロセスを捉える方
法を提示した。この動的な変化のプロセスとは、社会的、経済的、あるいは高密度に集合する都市からの要
請など、その外的・内的性質（都市組織にとって）に関わらず、条件の変化に応じて建築類型が変容し、そ
のつど都市組織を更新していくというプロセスである。都市とは、都市組織が条件の変化に応じて自身を変
質し、整合性をとってきた痕跡が堆積したものである。
　しかしながら、永続的な形態が支配的で、かつ建物と敷地が強固に関係し合ったイタリアの都市組織とは
対照的に、流動性が高く、建物と敷地が別々に扱われる日本の都市空間、とりわけ副都心の新宿・渋谷・池
袋といった激しく新陳代謝を繰り返してきたような場所では、ティポロジア的な都市解読は難しい。なぜな
らば、そこでは建築類型を捉えることも、共時的な都市組織の中にその変容を見ることもできないからであ
る。むしろ、都市組織を共時的な構造として抽出するだけではなく、動態として捉える必要がある。本論文
では、可能な限り時間軸を輪切りにして都市組織を復原し、その都市組織の層を比較し、その間に都市組織
の変容の型、振る舞いの類型学を考えようとするものである。この方法論において、本論文は「計画する側」「計
画される側」いずれかを主語とする都市史ではなく、都市組織の動態を対象化し、対象地区の変容と持続の
過程を明らかにするであろう。
再々開発の時期がせまるターミナルとその近傍　
　終戦から約 70 年が経過し、戦災復興期あるいは高度成長期に現在の基盤をかたちづくった地域では、現
在再々開発を迫られているところもある。本論文が対象とする地区も、その基盤は戦後復興期から高度成長
期にかけて成立しており、今後本格的な再開発が進むことになるだろう。
　渋谷では既に、東急資本によって大規模な駅とその周辺の再々開発が進められているし、新宿駅、池袋駅
周辺でも今後再々開発の計画が進むことが予想される。
　言うまでもなく、戦後爆発的に増え続けた日本の人口も既に減少時代に突入し、都市拡張路線から縮小の
時代に入って久しい。こうした状況にあって、再々開発を進める上では、その場所が戦後にどのように都市
★ 6：松本裕「「ポスト・オスマン」期のパリ都市空間形成—レオミュール通りにおける都市組織の
変遷をめぐって」（鈴木博之・石山修武・伊藤毅・山岸常人 編『シリーズ都市・建築・歴史 6　都市
文化の成熟』東京大学出版会、pp.315−366、2006 年）において松本が『都市計画と地域開発の辞典』
MERLIN, Pierre et CHOAY, Françoise, Dictionnaire de l’urbanisme et de l’aménagement, Puf, 
Paris, 1988(2éme édition).pp.792-793. から引用している「tissu urbain」の解説文より。また、
陣内秀信『イタリア都市再生の論理』（鹿島出版会、1978 年）を参照。
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の復興がなされてきたか考察することは、現在の都市の問題として極めて重要である。本論文は新宿駅、渋
谷駅、池袋駅とその近傍を対象とするが、当然全国主要都市（115 市）の駅前を中心に戦災復興計画が実施
されたことを考慮すれば、本論文が全国の主要都市の今後の問題を考える知見をも有するはずである。
　本論文はこうした背景から、東京の都市形成史の一端を解明する上で、副都心ターミナル近傍を対象とし、
戦後の闇市の形成と整理の過程を土地所有の分析とともに明らかにする。
（２）本論文の目的
　東京の副都心ターミナル駅とその近傍（新宿・池袋・渋谷）を対象とする本論文は、1930 年代半ばから
70 年頃にかけての対象地の都市組織を段階的に復原し、とくに闇市に注目しながら、それを動態として把
握する。また、その都市組織の動態を土地所有との関係で分析することで、戦災復興土地区画整理事業が
フォーマルな土地権利関係だけでなく、闇市・マーケットが土地を不法占拠することによって発生した占有
権や営業権などの権利を補償しながら進められたことに焦点を当てる。
　こうした作業から、第一に駅を中心とした新宿・渋谷・池袋それぞれのエリアの戦災復興から高度成長期
の形成過程を、それを担った主体とともに明らかにし、またそれぞれの形成過程を比較することでそれぞれ
のエリアの形成過程の特徴を捉え、第二に東京の副都心ターミナル近傍の形成過程の特質、具体的には闇市
の形成とそれを取り込む形で進められた戦災復興土地区画整理事業の都市計画的な意義を問い直すことを目
的とする。
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１−２．先行研究の成果と本論文の位置づけ
　本論に先だって、ここではこれまでの日本近代都市研究の動向を振り返り、本論文の位置を見定めること
を試みたい。
　はじめに建築学・都市工学以外の分野から整理されたこの分野の研究史について概観し、ついで建築学・
都市工学分野といった工学系分野からの日本近代都市史研究の状況を述べ、本論文と時代や素材、視点の上
でとりわけ関わりの深い既往研究については詳しくみていくこととしたい。
（１）日本近代都市史研究の道程　
　この分野の研究史については工学系分野以外から成田龍一、原田敬一、横井敏郎、成田龍一、水内俊雄、
芝村篤樹などによる総括★ 7 がある。これらによれば、まず 1960 年代に高度成長以後急速に変化する国土や、
大都市で顕在化した都市問題、市民運動の展開から「都市への関心」が高まり、建築学、経済学、政治学、
経済学、都市工学、財政学、法学などの諸科学において、都市史研究の必要性がよびおこされた。これ以降、
都市問題（とくに都市下層）、都市民衆運動、都市政策（都市支配）の領域に都市史研究の成果が蓄積され
ていく。
　1970 年前後、羽仁五郎『都市の論理−歴史的条件−現代の闘争』（勁草書房、1968 年）と、『岩波講座 現
代都市政策』（11 巻、別巻 1、岩波書店、1972−73 年）が広く読まれ、都市論という領域を生んだ。こうし
た都市論に刺激をうけ、先の諸科学の分野においては都市史研究がさらに活発化し、歴史学はこうした都市
史の分野に後から「参入」するかたちとなったこともしばしば指摘されている。
　1980 年代に入ると都市史研究も胎動をはじめ、二つの潮流をかたちづくっていった。そのひとつのは、
都市のインフラを巡る財政について、都市をかたちづくる基礎を明らかにしようと試みた宮本憲一『都市経
済論−共同生活条件の政治経済学』（筑摩書房、1980 年）に代表され、もうひとつは文学評論の立場から、
都市空間経験を文学テキストの史的分析によって浮かび上がらせた前田愛『都市空間のなかの文学』（筑摩
書房、1982 年）に代表されるものであった。これら２つの潮流は、1980 年代から 90 年代にかけて、前者
は都市政策を軸とした「都市を支えるもの」、後者は「生きられた都市」をめぐる研究群をかたちづくって
いく。
　前者の「都市を支えるもの」という視点からの研究群は、人口、公共性、施設と計画といった領域の研究
を急速に進めていった。都市の膨張が一段落し、都市化が人口の集中・集積の拡大一方向のみではないこと
が認識された結果、近代の人口膨張期をあらためて検討しなおそうという問題意識や、と都市における権力
の問題が注目されたことが背景にある。また、後述するがソフト面だけでなくハードの面らから、とくに都
市計画史や建築史から都市の施設や計画をとらえる見方もこの時期活発化した。
　これに対して都市の地域的・歴史的個性を描くとき、後者の「生きられた都市」としての叙述が提出され、
とくに都市下層社会、衛生と病い、文化の領域において研究が進められた。都市の下層社会は近代日本史研
★ 7：初出順に、原田敬一「都市問題論から近代社会論へ—近代都市史の研究成果をめぐって—」（『近
代都市史研究』思文閣出版、1997 年。初出は『歴史評論』471 号、1989 年）、横井敏郎「日本近
代都市史研究の動向」（『ヒストリア』130 号、1991 年）、成田龍一「近代日本都市史研究のセカンド・
ステージ」（『近代都市空間の文化経験』岩波書店、2003 年。初出は『歴史評論』500 号、1991 年）、
水内俊雄「近代都市史研究と地理学」（『経済地理学年報』40 号、1994 年）、芝村篤樹「日本近代都
市史研究の現状と課題」（『日本近代都市の成立—1920・30年代の大阪—』 松籟社、1998年。初出は『ヒ
ストリア』150 号、1996 年）がある。ここでは特に成田龍一（1991）を中心にあつかった。
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究の主要なテーマの一つであり、既に蓄積があった領域であるが、従来手がつけられていなかった時期・地
域の研究がこのころ展開した。また、文化を軸に文化的集合体として都市空間を把握しようとする試みとし
て建築史を中心に、繁華街や盛り場の史的研究が提出された。
　こうして、個別の諸科学の分野から提出された都市への歴史的アプローチが、あらためて都市史研究とし
て位置づけなおされ、日本近代都市史として括られ「都市史の自立」を研究史の上から跡づけられるように
なったのが 1990 年前後である。
（２）工学系分野からの日本近代都市史研究
都市計画制度史・事業史
　次にこうした日本近代都市史研究のなかで、建築学や都市工学など工学系分野から取り組まれた研究につ
いてさらに詳しく見ていきたい★ 8。工学系分野からの日本近代都市史研究も、大別して２つの研究潮流に位
置づけることができる。ひとつは都市を権力主体からとらえる研究であり、もうひとつは民衆を中心にすえ
てとらえる研究である。これは先述した他分野の日本近代都市史研究の動向と矛盾やズレはない。
　前者には都市工学の石田頼房、渡辺俊一に代表される都市計画史研究や藤森照信の研究が、後者には初田
亨の繁華街・盛り場研究などが位置づけられる。これまでの多くの研究がこの２つのベクトルのもと進めら
れてきた。まずはこの２つの潮流にそって主要な研究を概観したうえで、次に本論文の視点につながるそれ
ら双方をつなぐ視点を有しにも研究をみていきたい。
　はじめに都市工学からの都市計画史研究の成果をみていきたい。石田による一連の通史研究は、外国の都
市計画技術の影響、都市計画の主体、都市計画技術の発展、都市計画財政、土地利用問題、都市計画を担う
人と組織といった時代を横断する視点を持ち、実際の事業に基づいた制度の評価や地方都市の問題にも及ぶ
もので、都市計画制度の解明に大きく寄与するものであった。これに対して渡辺の研究は、19 世紀後半か
ら 20 世紀初頭にかけてヨーロッパ及び北米において現れた都市計画技術を、それまでの都市改造事業と切
り離して「近代都市計画」として位置づけ、その世界的伝搬の一環として日本の旧都市計画法の成立過程を
明らかにした。通史を描いた石田に対して、渡辺は旧都市計画法の成立過程に対象を絞って、日本の都市計
画の理念を明らかにしようとした。だがこれらの研究は実際の事業や、都市の状況について言及しているも
のの、制度史の枠にとどまっており、都市計画が実際の都市に与えた影響についてはあまり重視していない。
都市史の主語の交替可能性
　次に藤森照信の研究を見ていきたい。建築史及び都市計画史からアプローチしした日本近代都市史研究に
おいて、その研究レベルを従来よりも飛躍的に高めたのは藤森による『明治の東京計画』（岩波書店、1982 年）
であろう。明治期の東京における銀座煉瓦街、明治 10 年代の防火計画、市区改正事業、官庁集中計画など
を取上げ、政治家、財界人、評論家など様々な権力者の意向がその背景にあったことを読み解き、これまで
断片的にしか語られてこなかった、明治政府による首都計画の全体像を一挙に解明したものである。藤森は
実現された都市計画だけでなく、検討過程に同時併存したが淘汰され、実現することなく消えていった計画
に対する個人の意向をも明らかにしている。この研究が明らかにした成果は建築史にとどまらず、歴史学な
ど他分野の研究へも影響も大きい。
★ 8：建築史分野からの日本近代都市史研究を総括した中川理「日本近代都市史」（『建築史学』26 号、
1996 年）、砂本文彦「日本近代都市史」（『建築史学』55 号、2010 年）を参照した。
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　こうした成果の一方で、『明治の東京計画』は様々な批判に晒されることにもなる。その代表的なものに、
石塚裕通によるものがある。石塚は藤森の『明治の東京計画』の書評（『歴史評論』405 号、1984 年／石塚
裕通『日本近代都市論』東京大学出版会、1991 年に再録。）のなかで、その提出された史実の重要性につい
ては大きく評価しながらも、藤森の史実の解釈は、銀座煉瓦街にしても東京市区改正にしても、つねに近代
化を進めた事業として積極的な評価をしており、近代化による「歪み」という視点を欠いたものだと批判した。
歴史学系の研究が重視してきた近代化の「歪み」論からの批判であった。一方で先述した都市工学からの都
市計画史は、こうした近代化の「歪み」論からの問いかけに対して充分に答える内容を持ち合わせていたとし、
それは彼らが解明を試みた旧都市計画法の成立が、明治末期から顕在化する都市社会問題を前提に誕生して
いたことから、当然のことであったと中川は評価する★ 9。
　こうした状況にあって、青井哲人による『明治の東京計画』の解釈★ 10 が都市計画史を近代化の光と影か
らみる構図自体を相対化する視点を示したとして、砂本（2010）はこれを積極的に位置づけている。青井は、
近代化の「光」を対象とする都市計画史研究も、そこからこぼれ落ちた近代化による「歪み」をすくいとろ
うとする研究も、ともにテクノクラシーを前提とした視点であり、都市計画史・政策史の領域にとどまった
研究であると相対化する。『明治の東京計画』は、そうした研究が前提とする政治体制が確立する以前の状
況を「うたかたに消え」た人々とその夢を復権させることで生き生きと描き出した。何が嫡流になるか定ま
る以前、「主語がいつでも逆転しうるという緊張が、『明治の東京計画』を成り立たせている」とした。嫡流
を追う都市工学からの都市計画史研究には、こうした視点はない。
民衆史・社会史としてのアプローチ
　以上のような権力主体を中心にすえて都市をとらえた研究に対して、初田亨の繁華街や盛り場の史的研究
★ 11 は一般民衆のレベルから建設された建物・都市を扱ったもので、建物や都市を一握りのエリート建築家
が作り出したものとしてとらえるだけでなく、棟梁や職人、市井の人々の視点を通してみていこうとしたも
のである。いわば、民衆史の方法論を用いて建築史分野からの都市史研究を再構築しようとした試みであっ
た。また、それまで建築史分野では軽視されてきた商業建築市を評価する新たな視覚を切り開いたことは特
筆すべきものがある。『繁華街の近代—都市・東京の消費空間』（東京大学出版会・2004 年）では、都市に
おける文化の展開と空間形成の関係性に、多様な局面で迫っている。人々の欲望が解放された近代社会にお
いて提示された社会的欲求（消費欲、生活モデルなど）が、都市空間を変えていく大きな原動力になったこ
とを示した。
　また、橋爪紳也による都市開発史研究★ 12 は、遊園地やホテル、百貨店などの都市施設、およびリゾート
地に立地する諸施設の開発行為を、計画者・設計者の視点だけではなく、使用者の視点からのとらえ、日本
近代都市史を社会史として論じる可能性を示した。とりわけ、都市における住民ではなく使用者に焦点をあ
て「ビジター都市」という概念から論じたことが注目される。
★ 9：中川理「日本近代都市史」（前掲）
★ 10：青井哲人「多くはうたかたに消え、いくつかは生きて地に降り　都市史の主語は何か」（『10+1』
44 号、2006 年）。
★ 11：初田亨『都市の明治』（筑摩書房、1981 年）、初田亨『繁華街の近代　都市・東京の消費空間』
（東京大学出版会、2004 年）など。
★ 12：橋爪紳也『倶楽部と日本人』（学芸出版会、1989 年）、橋爪紳也『明治の迷宮都市』（平凡社、
1990 年）など。
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２つのベクトルをつなぐ方法
　このように多くの研究が計画する側（権力主体・計画者）か計画される側（市井の人々）のいずれかを主
語とするという二つのベクトルのもと進められてきた。そのような状況にあって、この両者の視点をつなぐ
可能性を示した研究に、陣内秀信による一連の東京史研究★ 13、鈴木博之による一連の土地論★ 14、松山恵の
市区改正事業に関する研究★ 15 などがある。
　陣内秀信はイタリアで学んだ「ティポロジア」を日本に持ち込み、東京を対象に応用した★ 16。ティポ
ロジアは、建物類型「tipologia edilizia」と都市組織「tessuto urbano（英は urban tissue または urban 
fabric）」から都市を共時的／通時的に分析する方法である。とりわけ『東京の町を読む』が対象とした下谷・
根岸は、江戸からの都市組織・建物類型が 1980 年頃でも連続性をもって読みとることができたため、ティ
ポロジアの方法論が直接的に応用された。その後の『東京の空間人類学』では、視点を都市組織や建物のレ
ベルから地形に注目したテリトリーのレベルへシフトし対象を東京全域に広げ、また時代的にも基盤として
の江戸の構造まで遡ったうえで、空間をタイポロジカルに分析した。陣内の都市の形態には、さまざまな歴
史が複合されており、都市の多面性を総合する方法であった。先述の通り、本論文は都市組織のレベルで分
析を行うものであり、陣内の方法論に多くを学んでいる。陣内は近世の構造が残る下谷・根岸以外の地域で
は、都市組織から地形や武家地の敷地割へと視点のレベルを移したが、本論文は都市景観の変化が激しいイ
ンナーリングエリアにおいて都市組織による分析方法を鍛え直そうとするものである。
　鈴木博之による一連の土地論研究は、特定の土地についての歴史を、そこにまつわる事件や人物の来歴な
どからひとつの物語として描こうとしたものであり、開発者・地主の企図、政治的状況、行政制度などと開
発行為の間に、都市全体を俯瞰することでは決して見えてこない関係性を見ようとするもので、そこに既往
の研究とは一線を画すものがある。都市は巨大な地主であれ、零細な地主であれ、それら土地所有者たちの
土地経営の総体として変化していくものであるとし、地主の所有形態を集中型大土地所有、集積型大土地所
有、小規模土地所有に分類、その経営的特性から東京の変化をとらえた。
　松山恵は市区改正事業を対象に、とくに土地権利関係がもたらした問題を明らかにしている。ひとつには
市区改正による道路拡幅を、土地集積を進めていた三井の動きに見いだし、資本の動きに事業遂行の影響力
を見いだしたことであり、ふたつめに東京防火令によって誕生した土蔵づくりの町並みを市区改正が破壊し
ていくとともに、江戸期に都市の表通りの住人の大半を占めた地借層をはじき出す地震売買を引き起こした
ことを明らかにしたことである。とりわけ、ふたつめの地震売買に関しては借地人運動を引き起こし、借地
法の前身である「建物保護法（1909 年）」の成立につながり、日本の近代都市における土地建物の法的構成
を確立する重要な流れの端緒を明らかにした。
　本論文は、こうした土地所有形態が都市空間の変貌へ与えた影響を見るという視角を、鈴木や松山の研究
から得ている。
★ 13：陣内秀信『東京の町を読む 下谷・根岸の歴史的生活環境』（相模書房、1981 年）、陣内秀信『東
京の空間人類学』（筑摩書房、1985 年）など。
★ 14：鈴木博之『東京の［地霊］』（文春文庫、1998 年）、鈴木博之『日本の近代 10　都市へ』（中
央公論新社、1999 年）など。
★ 15：松山恵「近代移行期の東京」（『伝統都市　第１巻　イデア』東京大学出版会、2010 年）。
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（３）都市組織を読む
　さて、以上雑駁にではあるが主に日本近代都市研究を振り返ってきた。そのなかで多くの研究が先に指摘
した２つのベクトルのもとに個別に進められてきたことを確認した上で、２つのベクトルを繋ぐ方法論を示
す研究を取上げた。
　ここではその２つのベクトルを繋ぐ方法論のひとつであり、本論文が注目する都市組織に焦点をあてた研
究を見ていきたい。まずはイタリアにおける都市組織論の誕生とヨーロッパ諸国への展開を一瞥した上で、
近年の近代都市史研究において都市組織の変貌に注目した特筆すべき研究をみていく。
都市組織論の誕生と展開
　福村任生によれば★ 16、イタリアにおける都市組織論（tessuto urbano）と建物類型学（tipologia edilizia）は、
1920 年代までに G・ジョバンノーニによって体系化の手前まで押し進められ、1950 年代に S・ムラトー
リがこれをヴェネツィア調査において再検討するなかで体系化し、その後、ムラトーリの弟子の G・カニッ
ジャによって 1960 年代にいわゆるティポロジアが方法論として確立されたという。この過程で「都市組
織」という言葉が登場するのは、1950 年の S・ムラトーリの論文「都市の生命と歴史」★ 17 であるというが、
1930 年頃までにその下地として、カミロ・ボイトを中心に次のようなとらえ方が出ていた。それは、たと
えば建物の群としての「建築的な環境（l’ambiente architettonico）」、様々な時間の重なりを建築にみる「積
層（stratificazione）」、建物を環境との有機的な組織体とする「建築のオルガニズモ（organismo）」といっ
たとらえ方である。こうして長期にわたって培われたティポロジアは、1960 年代後半からはチェントロ・
ストリコ（centro storico）の保存再生を進める際の手法として標準化し、都市計画の現場に生かされていっ
た。
　1960 年代後半から 70 年代にかけて、イタリアで育まれた方法論がヨーロッパ諸国あるいは日本へ伝播す
るなど、世界的な拡がりをみせる。オランダの N.J. ハブラーケンが 1960 年代後半から都市組織の研究に没
頭し、それを土台にオープン・ビルディングのレベル理論（infill ／ support ／ tissue）を構想したことが知
られており★ 18、またフランスへはアンドレ・シャステル、フランソワーズ・ブドンらのグループによって
★ 16：福村任生『20 世紀イタリアの歴史的環境論　−建築家サヴォリオ・ムラトーリを中心に−』（東
京大学修士論文、2012 年）、福村任生「近現代イタリア歴史的環境論の展開に関する研究」（日本建
築学会都市史小委員会、於 京都工芸繊維大学、2013 年 2 月 17 日）、福村任生「戦後期イタリアに
おける都市組織論の誕生−建築家サヴォリオ・ムラトーリ（1910-73）の思想と方法論−」（都市発生
学研究会報告、於 明治大学、2013 年 7 月 11 日）。
★ 17：たとえばモニュメントを取り囲む住居群を指して「都市の活き活きとした織物・」と
い う 表 現 を し て い る。（Muratori, Saverio, Vita e storia delle citta’, in “Rassegna critica di 
architettura”, gennaio-aprile 1950, n.11-12.）
★ 18：N.J. ハブラーケン「相互作用としての建築」（『もつれた建築をほどく…』住宅総合研究財団、
pp.49−58、1995 年）
★ 19：Françoise Boudon, André Chastel, Hélène Couzy et Françoise Hamon, Système de 
l’architecture urbaine. le quartier des Halles á Paris, CNRS, 1977.
★ 20：陣内は 1974 〜 76 年にヴェネツィアとローマへ留学。帰国後、ティポロジの方法論は東京
大学稲垣研究室によって行われた竹原、大和郡山、奈良盆地、宿根木の調査（1980 年）に応用された。
（『SUR Vol.19_2012_08』東京大学・都市持続再生研究センター、2012 年）。
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ムラトーリ学派の研究が導入された★ 19。日本への導入が陣内秀信によってなされたこと★ 20 は、先述の通り
である。さらにコーリン・ロウの仕事★ 21 なども考えれば、1960 年代から 70 年代にかけては、世界的なムー
ブメントととして都市組織論が展開された時期と考えて良いであろう。
都市組織を読む
　通常、都市組織は共時的な平面でとらえられ、隣接する都市組織同士が示すパタンの差異（ティポロジア
でいえば建物類型の違い）を分析することで、一定の空間の広がりのなかに、重層的な時間の内包を見いだす。
しかし、近年の研究には都市組織の動態をとらえるなかで、都市計画事業と既存の都市組織との関係を明ら
かにしようとするものが見受けられる。
　まず、松本裕によるポスト・オスマン期のパリの都市組織の変遷をめぐる研究★ 22 を見ていきたい。松本は、
オスマンによるパリ大改造で計画されたレオミュール通りの道路開設事業（対象となる第三期道路延長事業
はポスト・オスマン期に行われた）を契機として、既存の都市組織がいかに再編していったかを明らかにし
ている。レオミュール通りに接する土地が道路開設に際して残地収用され、画地が再編されるとともに道路
開設後に分譲されていった過程を、地割の変遷から明らかにしている。さらに、規制緩和や「ファサード・
コンクール」によって、分譲後の土地に地主によって建てられる建物が華やかにになるような政策がとられ、
実際に壮麗なファサードが形成されていった過程を明らかにした。政策を中心にした叙述であるが、都市計
画が既存の都市組織をいかに切り刻んだかということだけでなく、その切断面においてどのような縫合が行
われたのかを明らかにしている。
　こうした研究手法をより戦略的に試みた研究に青井哲人の研究がある★ 23。青井は日本植民地統治下の台
湾の都市・彰化に注目した。碁盤目状の道路を敷設する市区改正事業は、毛細血管状に細い巷が張り巡らさ
れた伝統的な市街地を文字通り切断していった。そこには碁盤目状の街路を生み出した市区改正事業と、そ
の街区の内側に保存された細い街路でネットワーク化された伝統的な市街地という二重性を都市にもたらし
た。しかし、青井はそこに単純な二項対立を見いだすのではなく、むしろ市区改正によって生まれた切断面
において観察された、伝統的都市の自己生成とも呼ぶべき現象に注目した。それは元来台湾の伝統的都市が
持ち合わせていた性質を、市区改正に際しても発動させたものであった。青井の研究は、制度史としての都
市計画史と、空間論的な都市史の狭間を埋める手法を鮮やかに打ち出した。
　青井が観察した都市の自己生成・再生というべき現象は、災害後において顕著に現れる。都市計画もある
いは都市にとっては災害とも言えるかもしれない。本論文もこうした視点から、都市の自己生成・再生とい
うべき現象を日本の都市において観察するために、戦災復興期の東京、そのなかでも特にダイナミックな都
市組織の再生が観察できると思われるインナーリングエリアを対象としている。東京における先行研究とし
ては、関東大震災前後の市街地とそこでの生活をあつかった田中傑の研究★ 24 が方法論的示唆を与えてくれ
る。田中は驚異的な解像度で、関東大震災の直前の市街地、被災後のバラックによる仮説市街地、区画整理
★ 21：コーリン・ロウ＋フレッド・コッター『コラージュ・シティ』鹿島出版会、1992 年（原著はコー
リン・ロウ＋フレッド・コッター『COLLAGE CITY』MIT プレス、1978 年）
★ 22：松本裕「「ポスト・オスマン」期のパリ都市空間形成—レオミュール通りにおける都市組織の
変遷をめぐって」（鈴木博之・石山修武・伊藤毅・山岸常人 編『シリーズ都市・建築・歴史 6　都市
文化の成熟』東京大学出版会、pp.315−366、2006 年）
★ 23：青井哲人『彰化 一九〇六年 市区改正が都市を動かす』（アセテート、2006 年）
★ 24：田中傑『帝都復興と生活空間 関東大震災後の市街地形成の論理』（東京大学出版会、2006 年）
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後の市街地を段階的に復原するとともに、個別の土地と建物ごとに所有構造を類型化した。戦後復興期を対
象とする本論文にとっても、田中の方法論は極めて有用である。特に都市組織の復原方法においては、田中
の研究手法に多くをおっている。
　本論文はこうした研究手法を踏まえた上で、当該期の新宿駅・渋谷駅・池袋駅近傍の都市組織を段階的に
復原し、土地の権利関係とともにその動態をとらえる。特に、戦後復興期における闇市を起源とするマーケッ
トを中心とした再生の過程、戦災復興土地区画整理事業によって土地が動き都市組織が再編する過程を具体
的に明らかにする。本論文はそうした過程に、都市組織とそれに関わる主体の持続と変容の類型学を見いだ
そうとするものである。
（４）ターミナル駅に接続した商業空間 
　さて、ここからは本論文と分析素材や時期が直接かかわる先行研究に目を向け、本論文の視座を示すこと
としたい。
　戦前戦後を通じてターミナル駅近傍は駅を中心に複数の主体が集中し、それらがそれぞれの意思を投下す
ることで都市が形成されてきた。都市計画を遂行する行政、鉄道資本、地元商店、戦後に闇市を組織したテ
キヤ、百貨店などである。ここではターミナル駅に接続したこれらの商業空間を扱った既往研究をみていき
たい。
闇市に関する研究
　本論文が当該期の都市組織の分析において最も注目するのは闇市★ 25 である。東京の闇市については、松
平誠による一連の研究★ 26 が特筆すべき成果を上げている。松平は、新宿、渋谷、新橋、銀座、有楽町、上
野、池袋といった山手線の駅前にできた闇市を対象に研究を行っており、特に池袋と新宿東口について詳し
く研究を行い、建築的に把握した上で模型による復原を行っている★ 27。松平の研究はそれまで、ぼったく
り飲食店や売春・麻薬取引に繋がる店が存在するなど、負のイメージを持って語られてきた闇市を「ヤミ市」
と標記し直し、「「本音」の世界の砦であり、庶民生活のエネルギーの源であった」とその評価を大きく転換
したうえで、鉄道ターミナル駅近傍に現れた闇市を当時の新聞や聞き取りから生き生きと詳細に描き出した。
祭の研究者である松平は、「ヤミ市」を祝祭や聖域に通じる一時的な空間と位置づけた。闇市の空間は大別
して木造長屋形式で土地に定着したマーケット★ 28 と、公道上に並んだ露店であるが、松平はマーケットは
1946 年春頃に各地で現れ始め、1950 年頃には主要なものは消滅していったとし、戦後復興期特有の空間と
してとらえている。
★ 25：本稿では、公定価格ではなく闇値で商品取引が行われている場を「闇市」とよび、空間を表
す語としては使用しない。形態としては、当初は立ち売りやゴザを敷いて始めたものがほとんどであっ
たが、徐々に露店やマーケットへと移り変わっていく。
★ 26：松平誠『ヤミ市 東京池袋』（ドメス出版、1985 年）、松平誠『ヤミ市　幻のガイドブック』（筑
摩書房、1995 年）
★ 27：池袋駅東口に存在した森田組マーケットは豊島区立郷土資料館、新宿駅東口のヤミ市は江戸
東京博物館にそれぞれ模型化し展示してある。
★ 28：マーケットは大半が木造長屋形式であったが、戸建てで構成されたものも存在した。石榑督和・
初田香成「ヤミ市の建築—都市建築の一系譜」（橋本健二・初田香成『盛り場はヤミ市から生まれた』
青弓社 , 2013 年）pp.199-219。
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　しかし、山手線沿線の駅前のマーケットは 1950 前後から戦災復興土地区画整理事業によって整理されて
いったものもあるが、本論文のなかでも明らかになっていくように、1960 年前後まで依然として駅前に残
存したものも多く、また移転して存続するものや、ビル化や地下街化を進めて建物の形態を変えながら持続
していったものも多く存在した。闇市を起源とする建物や、人的組織を 1940 年代後半の戦後復興期特有の
限られた存在とみなすことには疑問を感じる。むしろマーケットや露店など、闇市の場となった建物類型は、
戦後復興期に限られるものではなく、千数百年の日本都市の歴史に通底するものであり、何度も再帰し都市
に現れてきたはずである。
　こうした松平の研究に対して、戦前戦後を通じた時間軸のなかで闇市を位置づけようとした研究に、初田
香成によるものがある★ 29。初田は東京都区部全域を対象にマーケットの位置や代表者の比較から、戦前の
小売市場と戦後の一部のマーケットに連続性があることを明らかにし、また戦後のマーケットの移転、ビル
化、地下街化のなかで営業者の特性が受け継がれていたことを示した。本論文もこうした初田の視座を共有
しており、対象地区において終戦以前の状況が闇市の発生にどのように影響したか、また 1950 年以降戦災
復興計画が進められるなか、マーケットが物的にも社会的（営業者やテキヤなどの開発主体）にもいかに持
続していったかを明らかにする。しかし、初田は都区部全域といえるほどの広範囲を対象に、マーケットを
点としてとらえ、その後の変遷もビルや地下街として把握しているため、面的な広がりの中でマーケットを
都市組織としてとらえる視点は欠けている。各地での闇市の発生と変容は、当然、その地区の歴史に根ざし
た問題であり、土地の権力や周辺との関係から考える必要がある。こうした視点から本論文では闇市の発生
と変容の過程がとらえ直されるだろう。さらに初田は、不法占拠として誕生したマーケットが徐々に正式な
借地・借家契約を結んでいく過程を、新橋西口、有楽町、池袋西口、新宿西口の事例から明らかにしている。
この土地権利関係の変遷は、終戦直後から 1950 年前後までに正式な地主と営業者の間に媒介し、収入を得
ていたテキヤが 1950 年前後に抜け、地主と営業者との間に公式な権利関係が結ばれる過程としてとらえら
れている。しかし、本論文で明らかになっていくように、こうした事例はターミナル近傍に広がった闇市の
一部にしか過ぎない。むしろこうした事例よりも、立退料と営業補償費を受け取って移転した営業者が大多
数であった。本論文ではこうした事実から、闇市の変容・整理の過程を占有権と営業権からみていくことと
する。詳しくは本節（６）で詳述する。
　また日本全国の闇市を対象とした研究は橋本健二・初田香成編著『盛り場はヤミ市から生まれた』（青弓社 , 
2013 年）によって急激に蓄積が進んだ。『盛り場はヤミ市から生まれた』では新橋、新宿（石榑督和が分担）、
渋谷、吉祥寺、盛岡、神戸などの闇市を対象とした研究のほか、初田香成による東京露店商同業組合の社会
構造をあつかった研究（初田香成「東京の戦後復興とヤミ市」pp.19-50）、石榑督和・初田香成によるヤミ
市の建物類型に関する研究（「ヤミ市の建築—都市建築の一系譜」pp.199-219）が注目される。
★ 29：初田香成『都市の戦後 雑踏のなかの都市計画と建築』（東京大学出版会、2011 年）の第二章
（pp.133−170）および第八章（pp.361−384）。
★ 30：本論文では日本の国有鉄道を経営していた事業体を広く「国鉄」と呼ぶ。本稿に関係する時
期の事業体を具体的に挙げれば、1920 年 5 月 15 日以降は鉄道省、1943 年 11 月 1 日以降は運輸
通信省、1945 年 5 月 19 日以降は運輸省、1949 年 6 月 1 日以降は日本国有鉄道である。
★ 31：向山裕二『東京におけるターミナルデパートの誕生』（東京大学修士論文、2013 年）
★ 32：建築史分野では、すでに初田亨『百貨店の誕生』（三省堂、1993 年）によって百貨店と地下
鉄の接続が、橋本紳也『モダン都市の誕生 大阪の街・東京の街』（吉川弘文館、2003 年）によってター
ミナルデパートの誕生と展開が明らかにされているが、向山は東京に対象を絞り百貨店の交通インフ
ラの接続と、ターミナルデパートの建設事業の過程を詳細に追うっている。
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　初田は「東京の戦後復興とヤミ市」のなかで、これまで扱われてこなかった江戸東京博物館に所蔵されて
いる東京露店商同業組合の資料を分析するなかで、同組合の社会構造を明らかにしている。とくに同組合の
幹部構成と、露店商の種類（コミセ、三寸、コロビなど）を明らかにし、さらに「組」組織の内部構造とし
て露店商と「組」組織の幹部との関係を通時的に明らかにしている。本論文では、こうした初田が明らかに
した事実をもとに、新宿・池袋・渋谷の具体的な闇市の分析を行っている。
　また、石榑督和・初田香成「ヤミ市の建築—都市建築の一系譜」は闇市の場となった建物類型として、露
店とマーケットを建築的に分析したうえで、1950 年以降の変容過程にも目を向けている。このなかで筆者は、
マーケットを敷地の形状と接道条件から類型化し、その計画性を明らかにした。本論文でもこの成果を踏ま
え、マーケットは戦後復興期に焼け跡や疎開空地にテキヤが計画性をもって建設した商業空間であるという
認識をもっている。
私鉄ターミナルビルに関する研究
　戦後、ターミナル近傍において新築で堅牢な建物を建設する場合は、戦災復興土地区画整理事業において
その土地の換地が確定されなければ着工することができなかった。1950 年前後になると戦災復興土地区画
整理事業が始まり、それに伴って鉄道資本の動きが活発化する。昭和戦前期までに私鉄、国鉄★ 30 は駅およ
びその近傍において広域に土地を所有しており、こうした土地の換地が確定し、駅ビルの建設が本格化する
のが 1950 年代である。
　戦前期の東京におけるターミナルデパートの成立を対象にした向山裕二の研究★ 31 は、関東大震災以降の
百貨店の大衆化、また立地に地下鉄駅との接続や鉄道ターミナルへの近接を見いだし、その背景を追ったう
えで、私鉄ターミナルに開店した松屋浅草と東横百貨店の計画と建設の経緯を明らかにした★ 32。松屋浅草、
東横百貨店ともに限られた敷地での事業であったため、鉄道機能と百貨店機能が近接・錯綜することとなっ
たことを空間的に明らかにしている。特に渋谷駅においては、東横百貨店が行政との折衝を繰り返し、国鉄
駅に寄り添う形で誕生したことを指摘し、関西の阪急が決して国鉄と接続しなかったことと対比的に示して
いる。
　こうした視点は、原武史の一連の鉄道史★ 33 でも指摘されている。原は関西の私鉄を対象に、その沿線で
の開発行為から関西の私鉄を文化装置としてとらえ、さらにターミナルの独立性を強調した。関西の私鉄は
国鉄との乗換駅があっても、その駅は私鉄にとってはターミナルではなく、多くの私鉄が国鉄環状線を越え
て都心へアクセスしていることとを、万里の長城とも呼ばれ私鉄の都心へのアクセスを妨げた東京の山手線
と関東私鉄の関係と比較している。原の指摘する通り、こうした背景のもと関西私鉄の成長は東京に比して
著しく、戦前期にはターミナルデパートも関西を中心に建設された。しかし、戦後になると東京の私鉄ター
★ 33：原武史『「民都」大阪対「帝都」東京 思想としての関西私鉄』（講談社、1998 年）、原武史『「鉄
学」概論 車窓から眺める日本近現代史』（新潮社、2011 年）など。
★ 34：石田雅人『坂倉準三と渋谷計画』（明治大学修士論文、2009 年）
★ 35：田村圭介『迷い迷って渋谷駅 日本一の「迷宮ターミナル」の謎を解く』（光文社、2013 年）
★ 36：日建設計駅まち一体開発研究会「駅まち一体開発〜公共交通志向型まちづくりの次なる展開〜」
『建築と都市 2013 年 10 月臨時増刊』新建築、2013 年。
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ミナルが山手線の駅に接続していることが、インナーリングエリアの都市化に繋がっていくことになる。対
象地区では戦後復興期には闇市が、その後には民衆駅や私鉄ターミナルビルが建設されていったことが、本
論文のなかで明らかになっていくであろう。
　建築分野から戦後の東京のターミナルを対象とした研究には、建築家坂倉準三の渋谷計画を対象とした石
田雅人★ 34 や田村圭介★ 35 による渋谷駅のサーキュレーションに関するものがある。石田は渋谷駅の形成過程、
建築家坂倉準三と私鉄との関係構築を押さえつつ、渋谷駅とその近傍における坂倉準三の設計の建物の実現
過程を明らかにしている。渋谷駅の戦後の形成を網羅的に扱っており、本論文は渋谷駅及びその近傍におけ
る坂倉設計の施設に関して、石田の研究に多くを負っている。田村の研究は、石田が明らかにした渋谷駅の
形成過程を、三次元的なサーキュレーションとして明らかにしたものである。
　この他、鉄道ネットワークに支えられた日本の都市における駅とその周辺のまちを一体として開発する事
業を、日本の都市特有の再開発手法としてまとめ、モデル化し、開発途上国の今後の開発に応用しようとす
る動きも見られる★ 36。
（５）近代都市史・都市計画史の展開　戦後を中心に
　近年、近代都市史・都市計画史に新たな視角と方法論を構築した研究の蓄積が進みつつある。こうした研
究は３０代後半の研究者を中心に進められており、彼らは建築史分野、都市計画分野それぞれの立場から、
これまでに蓄積されてきた近代都市史研究の成果と方法論が、必ずしも相互に検証されてこなかったことを
踏まえて、これまでの論点と枠組みを乗り越える方法論の構築を行っている。とりわけ、両分野の方法論を
繋ぎ合わせるような視座を共有している。
　たとえば、中島直人の『都市美運動 シビックアートの都市計画史』（東京大学出版会、2009 年）は、都
市計画を社会的な運動ととらえることで、都市を駆動させる力学関係とそのダイナミズムを明らかにした。
また、中島直人は藤沢駅前の防災建築街区を対象とした研究★ 37 や、池袋駅東口の地下街を対象とした研究★
38 では、都市計画史に立脚しながらもその事業過程を地元との関係を含めて極めて立体的に描いてみせ、制
度史に偏りがちだった都市計画史研究に新たな視座を開いた。
　初田香成の『都市の戦後』（東京大学出版会、2011 年）はこうした視角から極めて戦略的な研究手法で終
戦から 1960 年代半ばまでの日本の都市に迫った。初田は終戦から 1960 年代半ばまでを、さまざまな都市
像が提示され選択肢が複数存在し、可能性に満ちた時代であったとし、現在の都市へと接続する時期として
その都市空間を生き生きと描き出した。「東京の戦後復興」「都市不燃化運動」「揺籃期の「都市再開発」」と
いう三つの主題を設定し、それぞれについて公的主体とともに地元住民をはじめとする多様な主体がかたち
づくる地域固有の社会構造との関係のなかで、都市空間形成の実態を解明した。初田はこれまで、建築史分
★ 37：中島直人「藤沢駅前南部第一防災建築街区造成の都市計画史的意義に関する考察」『日本建築
学会計画系論文集』78 巻 688 号、pp.1301-1310、日本建築学会。
★ 38：中島直人「都市計画事業家・根岸情治の履歴と業績に関する研究」『都市計画論文集』46-3 号、
pp.283-288、日本都市計画学会。
★ 39：中島直人・西成典久・初田香成・佐野浩祥・津々見崇『都市計画家・石川栄耀　都市探求の軌跡』
鹿島出版会、2009 年。
★ 40：藤賀雅人『戦災復興計画標準の構築過程に関する研究』明治大学博士論文、2012 年。
★ 41：中島伸『戦災復興土地区画整理事業による街区設計と空間形成の実態に関する研究−東京都戦
災復興土地区画整理事業地区を事例として−』東京大学博士論文、2013 年。
17
第１章　序論
野からはほとんど手がつけられてこなかった戦後の都市を対象とし、その方法論からも近代都市史研究にお
いて画期的な意義を有するものである。しかし、中嶋節子が指摘する通り、歴史軸上に「戦後」を位置づけ
るのであれば、初田によって明らかにされた戦後の都市空間形成と、戦前あるいは戦中の都市計画や都市空
間がどのように関係していたのかについて明示する必要があると思われるが、そうした言及は少ない。当然、
対象とする時期にいかなる可能性が生まれたかということを明らかにするとともに、戦前からの移行を解明
することもまた、戦後都市史の大きな課題と言えるであろう。本論文では対象地区が限られるものの、戦後
の都市空間に戦前からの持続と、戦後復興期特有の変化を積極的に位置づけることを意識している。
　さらに中島直人や初田香成らは『都市計画家 石川栄耀』★ 39 において、一人の都市計画家の生涯の仕事と
活動を追うことで、これまでの都市計画史の方法論では記録されてこなかった領域をとらえる仕事を行って
いる。
　他方で、藤賀雅人による全国に示された戦災復興計画標準に関する研究★ 40 や、中島伸による東京都にお
ける戦災復興土地区画整理事業をとりわけ街区設計に注目して明らかにした研究★ 41 によって、近年、戦災
復興計画の再評価が飛躍的に進んでいる。
　藤賀は既往研究では戦災復興計画標準が、戦前計画標準との比較研究でしか取り扱われてこなかったこと
や、計画指針の変更理由や発展的思想の詳細を示せていないことを指摘し、戦前・戦後を通じた都市計画技
術のなかで戦災復興計画標準の構築プロセスを明らかにした。
　中島伸は、日本における土地区画整理事業の空間的展開と時間軸上の展開を把握した上で、東京都戦災復
興土地区画整理事業の再評価を行っている。とりわけ、これまで扱われてこなかった新資料として東京都戦
災復興土地区画整理事業計画書を提示し、地区ごとの計画意図を踏まえたうえで現状の市街地の状況と比較
し明らかにされた事実は極めて重要である。中島伸は区画整理を計画段階と事業実施段階に分けて整理し、
前者における計画を街区設計、後者を換地設計として捉え、街区設計を分析し実現した空間との比較するな
かで、東京都戦災復興土地区画整理事業を捉え直している。本研究はむしろ換地の結果に注目しており、戦
後復興期に建設されたマーケットの整理・移転に注目している。東京都の戦災復興土地区画整理事業に注目
する研究としては対極的な視点と方法をとっていると言える。
　最後に、近年の戦後建築史・都市史・都市計画史研究が日本建築学会の前現代都市・建築遺産計画学的研
究 [ 若手奨励 ] 特別研究委員会（2011 〜 2013 年）を中心に研究者間で問題意識、視座が共有され、徐々に
多くの研究者によって展開されつつあることも指摘しておきたい★ 42。
★ 42：前現代都市・建築遺産計画学的研究 [ 若手奨励 ] 特別研究委員会『前現代都市・建築遺産計
画学的研究 [ 若手奨励 ] 特別研究委員会 報告書』日本建築学会、2013 年。
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（６）本論文の視座と仮説
「場所」と「空間」
　以上のような先行研究を踏まえた上で、最後に本論文における東京の副都心ターミナル近傍の戦災復興過
程のとらえ方を示す。まず、これにあたって中谷礼仁による場所と空間の定義を援用したい。
　中谷は「先行形態論」★ 43 のなかで、場所が空間に比して固有の性格を持ち、その領域がすでに「歴史的
な経緯や実体的な特性をともなって」おり、それ故に「場所は偏在概念として」は成り立ち得ないことを示
している。つまり、つねにその場所でしか意味をなさない性質を備えているものであり、当然「その場所」
には、実体的な特性だけでなく、生活のしきたりや所有といった非実体的な権利なども「すでに豊富に含ま
れている」と考えられる。
　これに比して空間は、「ユークリッド空間を代表とする幾何概念に表象されるような、三次元的領域に対
する、より普遍的なとらえ方である。その意味からすれば空間は、ある具体的な都市や生活領域を指し示す
必然性すらない」とする。
　さらに中谷はこのような場所と空間の基本的な意味を拡張して、都市などの物理的な領域に適用すると、
「場所とはすでに固有な意味や自然・都市・建築的スケールでの得意な形態が先行して存在している経緯を
示しているといえよう。また空間とは、タブラ・ラサ（白紙状態）からの三次元認識やそれにもとづき刷新
的計画概念ならびに手法として現れてくるものともいえる」としている。
　そして場所と空間とを時間の推移のなかで連続的にとらえようとした場合、「すでに先行する三次元領域
の存在の性格（＝場所）と、いまからそこに加えられようとする計画的行為（＝空間）との、前後関係とし
て把握することができるであろう。ある時期の空間概念によって付加された新しい要素も時が経てば、その
場所の性格の一端を担うようになるのだ」としている★ 44。当然この際、空間は場所に従って歪められるこ
とで実現する。
　こうした中谷の場所と空間の定義を本論文が対象とする時代と地区にあてはめて考えると、図 1-2-1 のよ
うに時間軸を３つのフェーズに分けて、場所と空間の関係を考えることができるのではないか。
場所と空間からみる東京の副都心ターミナル近傍の形成過程
　具体的には次のように、それぞれのフェーズにおける場所とそこへ計画された空間との関係をとらえよう
としている。本論文では、1930 年代後半から 1970 年頃までの東京の副都心ターミナル近傍の形成過程を
対象とするが、その過程は図 1-2-1 のようにとらえることができるはずだ。フェーズ１とフェーズ２の間に
は戦災の影響が、フェーズ２とフェーズ３の間には市街地のバラック再建による再生があり、これがそれぞ
れ次のフェーズの場所を規定したことにも留意したい。
　フェーズ１は 1930 年代後半から終戦までを期間としている。このフェーズ１までに、新宿・池袋・渋谷
は鉄道や市電、バスなどの交通拠点として発展し、各種交通機関のターミナルとなっていた。新宿・池袋・
渋谷の各都市は、近世からの街道筋や宿場町として発展してきていたが、ターミナル化によってさらに発展
し、交通渋滞や混雑が増していた（第２章第１節）。こうした状況（場所）に対して、新宿・池袋・渋谷に
おいて 1930 年代後半に計画されたのが、駅前広場および街路の計画であった。先行研究では、駅前広場お
★ 43：中谷礼仁『セヴェラルネス＋（プラス）―事物連鎖と都市・建築・人間』鹿島出版会 , 2011 年 , 
pp.264-265。
★ 44：この場所と空間のとらえ方は、注★ 4 で示した中谷礼仁のクリストファ ・ーアレグザンダーの「A 
city is not a tree.」のとらえ方にも繋がっている。
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フェーズ１：副都心のターミナル化と戦前・戦中の都市計画（1930 年代後半から終戦まで）
フェーズ２：仮設的な都市組織の再生　闇市の時代（終戦から 1948 年頃）
フェーズ３：恒常的な都市組織へ　復興へ（1949 年頃から）
場所
場所
場所
○ターミナル化した駅とその近傍
　→交通渋滞・混雑
○戦災を受けた焼け跡と交通疎開空地
　→土地所有権・地割などが場所性か
　　ら欠落した状態
○所有権・借地権
　→フォーマルな土地権利関係
○占有権・営業権
　→フェーズ２で生成したインフォー
　　マルな権利関係
焼け跡や疎開空地はタブラ・ラサでは
ないにしろ、常時には「場所」に含ま
れるいくつかの要素を欠損していた
所有権をもたない土地を仮設的に利用
し、商業空間をつくりだす。
面的な広がりの中に効率的な動線を計
画してより多くの店舗を配置すること
（バワリ）で、出店した営業者から収
穫（ショバ代）を得る。
こうした計画と事業の後に空襲を受け
る
終戦直後に半ば土地権利関係を無視
して建設されたマーケットが、この
フェーズ３の「場所」では所与のもの
となっている。
土地所有権・借地権とは別に、マーケッ
トの建設によって占有権・営業権が発
生。
戦災復興土地区画整理事業は、マー
ケットの建設（不法占拠）によって発
生した占有権・営業権を無視せず、そ
れらを補償しながら進められた。
○駅前広場および街路計画（事業）
○交通疎開空地計画（事業）
○マーケット（闇市）
　→テキヤ的空間生成論理
　→開発主体はテキヤ・地主・借地人
○戦災復興計画
　→土地区画整理事業（地主・借地人）
　→マーケットの整理（占有者・営業者）
空間
戦災
空間
空間
再生
図 1-2-1：本論文の対象時期・地区の形成過程の見取り図
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よび街路の計画は新宿駅西口でのみ事業化し、池袋・渋谷の計画は事業化されず、戦後の戦災復興計画に引
継がれたとしているが、本論文ではこうした計画が戦中期の交通疎開空地に引継がれた可能性を指摘してい
る（第２章第２節）。交通疎開空地では新宿・池袋・渋谷の各駅近傍の建物が除去され、土地は都に買収さ
れるか借地されるが、いずれの場合も東京都が管理する場所となっている。こうして駅近傍が東京都に管理
された空地になった後に、新宿・池袋・渋谷は空襲を受け、耐火建築を残して焼け野原となっていった。
　フェーズ２では、フェーズ１での場所の性質と計画そしてその後の戦災が、すべて場所の性格の一部となっ
ている。フェーズ２の場所の性格として注目すべきは、戦中期に疎開空地となり東京都の所有地や管理地と
なった土地や、焼け野原となり地主が不在となった土地など、所有権が主張されない土地がターミナル周辺
に広がっていたことである。こうした土地は、タブラ・ラサではなかったにしろ、常時であれば空間をゆが
める場所の性格となる要素（土地権利や地割など）が欠落していたととらえることができるのではないか。
　そして、自然発生的な露店として始まった闇市が、しだいにテキヤによって統制され、やがて疎開空地や
焼け跡にマーケットが建設されていった。このマーケットはテキヤ的な空間生成論理にもとづいた、計画的
行為であったことは先行研究★ 45 が示している★ 46。マーケットが建設されたことによって、フォーマルな土
地所有権、借地権を持たないまま、建物所有者であるテキヤに占有権、営業者に営業権が生まれた。
　フェーズ３の期間に入ると、交通疎開空地の土地の権利（所有権・借地権）が東京都から戦前の地主へと
返還される（1947 年）。疎開空地に建設されたマーケットの多くは、都から建設の許可を得ていたが、マー
ケットを建設した主体は土地所有権や借地権を持っておらず、土地が戦前の地主に返還されると不法占拠者
となった。
　戦災復興土地区画整理事業は、本来土地所有権と借地権を空間的に変換する技術である。しかし、計画
的行為としての戦災復興土地区画整理を事業として進めるためには、すでに場所の性格の一端を担っている
マーケットの占有権と営業権を無視することはできず、これらの権利を清算あるいは取り込むことでしか空
間を実現することができなかったのではないか。 本論文で中心的なテーマとなるのは、こうした占有権と営
業権の清算と、マーケットの変容の過程をとらえることになるであろう。その過程は、それぞれの場所の性質、
ひいては戦中期の交通疎開空地、焼け跡の地主の性質、マーケットの建設などこれまでの形成過程に規定さ
れている。
　以上のように本論文では、1930 年代後半から 1970 年頃の副都心ターミナル近傍の形成過程を３つの
フェーズに分けて、図 1-2-1 のような見取り図でとらえることが可能ではないかと仮定している。
★ 45：松平誠「焼け跡再興のプロデューサー」（『ヤミ市 幻のガイドブック』筑摩書房 , 1995 年）
pp.163-182、石榑督和・初田香成「ヤミ市の建築—都市建築の一系譜」（橋本健二・初田香成『盛
り場はヤミ市から生まれた』青弓社 , 2013 年）pp.199-219、など。
★ 46：そもそも場所を改変する行為は、都市計画であれ建物を一棟建てることであれすべて計画的
行為であるが、ここでは自然発生的な個人が営んだ露店と比較し、より大規模な計画的行為としてマー
ケットの建設を位置づけている。
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１−３．研究の方法
　研究の方法は事業誌・新聞・情報誌等の関連文献の整理・考察と地図・図面・写真資料からの市街地と地
割の復原を基本とし、当該期の形成過程を分析・考察する。
　具体的には本論文は次のような手順で対象地区の都市組織を段階的に復原し、それらを比較することで共
時的平面の積層の間に都市組織の振る舞いを観察する。
　具体的には、戦前から高度成長期までの対称地区の都市組織を段階的に復原し、それぞれを比較分析する。
都市組織の復原方法は下記の通りであるが、具体的な資料については各章で示すこととする。
（1）各年代の建物の状況の復原方法
　新宿と渋谷についてはの建物については、東京特別都市計画事業復興土地区画整理の「現形予定図」（中
島伸『戦災復興土地区画整理事業による街区設計と空間形成の実態に関する研究−東京都戦災復興土地区画
整理事業地区を事例として−』（東京大学博士論文、2013 年）の巻末資料所収）に描かれた対象地区を基準に、
戦前戦後の都市整図社『火災保険特殊地図』、1960 年代から 1970 年代前半の住宅地図などを参考に各年代
の状況を復原した。 
　しかし、池袋周辺の東京特別都市計画事業復興土地区画整理の「現形予定図」に、戦後の対象エリアの建
物が描かれていなかったため、復原図を同様の制度できなかった。そのため、火災保険特殊地図や住宅地図
を使って分析をおこなった。
東京特別都市計画事業復興土地区画整理の「現形予定図」
　東京特別都市計画事業復興土地区画整理の「現形予定図」は、区画整理前の建物の状況と、区画整理の街
区設計図面を重ねた図面である。1948 年前後の建物の配置が正確に描かれているため、本論文で復原図を
作成する際の基準とした。東京特別都市計画事業復興土地区画整理の「現形予定図」は、中島伸『戦災復興
土地区画整理事業による街区設計と空間形成の実態に関する研究−東京都戦災復興土地区画整理事業地区を
事例として−』（東京大学博士論文、2013 年）の巻末資料に納められている。
　図 1-2-1 は、第 8 地区第 1 工区の現形予定図である。薄い線で 1948 年当時の建物の配置が描かれ、濃い
線で区画整理後の街区が示されていることがわかる。
火災保険特殊地図
　火災保険特殊地図は、株式会社都市整図社が作成した地図である。火災保険をかける際に建物の評価額を
算定するために描かれた地図で、建物の形状とともに防火性能（構造・屋根材など）が記録されている。
　1930 年代から 1960 年頃まで、なんども描かれている。特に戦後復興期は建物の更新が激しかったため、
数年単位で描かれており、都市組織の動態を捉えようとする本論文には極めて有用な資料である。
　図 1-2-2 は新宿駅東口の 1949 年の火災保険特殊地図である。鉄筋コンクリート造などの耐火建築は二重
線で、土蔵などの防火建築は太線で、木造は細線で描かれていることがわかる。また、それぞれのたてもの
は業種や店名が記されており、複数の年代の火災保険特殊地図からは店舗の変化をみることも出来る。
　ただ、地図としての正確性はそれほど高くなく、建物や道をデフォルメして描いている場合があることを
留意する必要があった。そのため、復原図作成の上では東京特別都市計画事業復興土地区画整理の「現形予
定図」を基準とした。図 1-2-3 は火災保険特殊地図の凡例である。
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図 1-3-1　第 8 地区第 1 工区現形予定図　中島伸『戦災復興土地区画整理事業による街区設計と空間形成の実態に関
する研究−東京都戦災復興土地区画整理事業地区を事例として−』（東京大学博士論文、2013 年）
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図 1-3-2　新宿駅東口の火災保険特殊地図（1949 年）
図 1-3-3　火災保険特殊地図の凡例
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（2）各年代の地割りの復原方法
　新宿駅周辺については、地割りの変遷も復原した。地割については旧土地台帳附属地図が法務局出張所に
所蔵されているが、精度が低く比較分析のための図面資料としては不十分であるため、戦災復興土地区画整
理事業における換地図の従前図（東京都都市整備局市街地整備部区画整理課所蔵）を基準に、地図史料編纂
会『地籍台帳・地籍地図〔東京〕』（柏書房、1989 年）、『東京地籍図 復刻版』（不二出版、2010−12 年）お
よび旧土地台帳（法務局出張所所蔵）の記載事項などから各時期の土地境界を復原した。
換地確定図・換地明細書
　換地確定図は戦災復興土地区画整理事業の各地区の換地処分時点での、区画整理以前と以後の地割と地番
を示した図面である。そして、これらの図面の土地が区画整理で、どのように換地されたのかを示した資料
が換地明細書である。換地明細書には、土地一筆につき区画整理前の町丁名・地番・地目・地積と、区画整
理後の街区番号・町丁名・地番・地目・地積と、土地の関わる登記の状況や抵当権など所有権以外の権利の
情報、所有者名、所有者の住所が記載されている。本論文の調査では、個人情報の関係から所有者名、所有
者の住所、抵当権など所有権以外の権利の情報については得られなかったが、それ以外の事項については換
地明細書を閲覧し、メモを取ることで情報を得た。
図 1-3-4　第 8 地区第 1 工区の換地確定図（区画整理以前）
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　本論文ではこの換地確定図をもとに換地処分時点での、区画整理以前と以後の地割を復原し、さらに換地
明細書の情報から換地を復原した。
　図 1-2-4 は第 8 地区第 1 工区の換地確定図（区画整理以前）、図 1-2-5 は第 8 地区第 1 工区の換地確定図（区
画整理以後）である。こうした図面をもとに第３〜５章までの換地図を復原している。
旧土地台帳
　換地確定図から土地の形状、換地明細書から換地の状況を復原したが、土地所有者については把握できな
かったため、法務局の各出張所に保管されている旧土地台帳によってことを補った。
　図 1-2-5 はある一筆の旧土地台帳である。旧土地台帳には明治時代以降、廃止される 1960 年頃までの各
筆の登記情報が記載されている。
図 1-3-5　第 8 地区第 1 工区の換地確定図（区画整理以後）
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　情報としては一番右に土地の字、地番が示され、その左に上から、地目、反別（地積）、地価、地租が記され、
沿革として土地の分筆や合筆、税金に関わる事項が記され、真中から下に登記年月日・事故（相続・売買な
どの登記情報変更の理由）・所有者の住所・所有者名が記されている。
　本論文での土地所有に関する情報はこの旧土地台帳から情報を得るとともに、補足的に一般財団法人 民事
法務協会が提供する登記情報提供サービス（http://www1.touki.or.jp/）から、旧土地台帳廃止以降の土地
所有についても情報をえた。
図 1-3-6　旧土地台帳
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（３）都市組織の動態をとらえる上で利用したその他の資料
　以上のような地図資料の他、本論文では都市組織の動態をとらえる上で次の資料を利用した。
 A．『読売新聞』
 B．『朝日新聞』
 C．建設省編『戦災復興誌　第拾巻』都市計画協会 , 1961 年
 D．東京都建設局区画整理部計画課『甦った東京　東京都戦災復興土地区画整理事業誌』1987 年
都市組織の動態
　まず、本論文では都市組織の微視的な変化をおうために新聞を利用した。とくに資料 A『読売新聞』や資
料 B『朝日新聞』を利用し、第３章では新宿を対象とする新聞も利用した。新聞紙上ではマーケットの火災
や取り壊しの情報が随時報告されている。資料 D などのの事業誌と新聞の記載事項が異なっている場合は、
他の資料から信憑性を確認した上で、基本的には同時代的な報告である新聞の情報を優先している。
戦災復興土地区画整理事業に関する資料
　戦災復興土地区画整理事業に関しては資料 C 建設省編『戦災復興誌　第拾巻』（都市計画協会 , 1961 年）
と資料 D 東京都建設局区画整理部計画課『甦った東京　東京都戦災復興土地区画整理事業誌』（1987 年）を
を中心的な資料として、都市組織の動態と戦災復興土地区画整理事業の関係を明らかにしている。
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１−４．本論文の構成
　本研究では新宿駅、池袋駅、渋谷駅近傍の形成過程を具体的に明らかにするが、それに先立って第２章で
は東京の副都心ターミナルとその近傍の形成を三つの視点から概観する。第一に東京の鉄道敷設について、
当該期までを東京の市街地の拡大の過程とともに概観する。第二に副都心ターミナル近傍の基盤整備につい
て、とくに戦前の駅前広場計画と戦中期の交通疎開空地について分析する。そして、第三に副都心ターミナ
ルとその近傍の形成を担った特徴的な主体として、露店商と民衆駅をとりあげる。
　第２章を踏まえた上で、第３章で新宿駅、第４章で池袋駅、第５章で渋谷駅近傍の 1930 年代後半から
1970 年頃までの都市組織を把握し、その動態を復原する。そして、第６章で新宿・池袋・渋谷の形成過程
を比較し、東京の副都心ターミナル近傍の形成過程の一貫性と地域的な特徴を明らかにする。
　また、第７章には「新興市場地図」の分析から戦後の東京都区部におけるマーケットを建物の形と配置か
ら分析した「「新興市場地図」にみる戦後東京のマーケットの建築的分析」を補論として付け加えた。
第１章　序論
第６章　結論
第２章　東京の副都心の形成　−鉄道敷設・基盤整備・都市アクター−
第３章　新宿駅とその近傍の
戦災復興過程
第４章　池袋駅とその近傍の
戦災復興過程
第５章　渋谷駅とその近傍の
戦災復興過程
第２章
東京の副都心の形成
—鉄道敷設・基盤整備・都市アクター—
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第２章　東京の副都心の形成　―鉄道敷設・基盤整備・都市アクター―
２−０　はじめに
　本論文では東京の副都心のターミナルである、新宿（第３章）、池袋（第４章）、渋谷（第５章）のそれ
ぞれの駅とその近傍の戦災復興過程を明らかにすることを目的としている。本章では、第一に鉄道敷設、
第二に副都心駅前の基盤整備事業、第三に副都心をつくっていった都市アクターという３つの視点から、
東京における対象地区の歴史的、地理的位置づけを行ない、第 3 〜 5 章で具体的に新宿・渋谷・池袋を分
析するうえで前提となる事項を拾っておきたい。
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２−１　東京における鉄道敷設　国鉄と私鉄の関係性
（１）はじめに　
　関東の私鉄が急速に敷設された背景には、関東大震災後の東京郊外の市街地化がある。下町で被災した
人々のなかには、郊外へ移り住みものが多くいた。これに伴って私鉄の敷設が急激に進み、これが郊外か
ら都心への通勤を可能にした。しかし、東京の私鉄は「万里の長城」と呼ばれた山手環状線に起点を置い
ていたため、郊外から乗り換え無しで直接都心へアクセスできるわけではなかった。
　原武史は関東と関西それぞれの国鉄と私鉄の関係性を比較して、関東を「官」の鉄道に支配された「帝国」、
関西を各社私鉄が沿線ごとに文化圏を作り出す「王国」と呼んだ★ 1-1。戦前期、山手線に阻まれ都心へアク
セスできず、山手線に寄り添う形で都心側のターミナルをつくった関東の私鉄に対して、関西の私鉄は国
鉄★ 1-2 に従属するのではなく、独自に都心にターミナルを作り出し（国鉄をこえて）、沿線に住宅地開発、
観光地開発を行っていき、民間としての独立性があったと評価している。そして前者を代表する私鉄を東急、
後者を代表する私鉄を阪急とし、「旧国鉄＝「官」に対立する阪急と、旧国鉄＝「官」に依存する東急」★
1-3 ととらえている。
　本論文でもこの事実を踏まえつつ議論を進めるが、関東の鉄道敷設が国鉄に従属する形で進んだが故に、
山手線沿線に大規模なターミナルが複数生まれたという点を評価したい（これが副都心となる）。国鉄の駅
をターミナルとして私鉄が鉄道を敷設し、国鉄と私鉄が相互連絡できるよう駅を整備したことが、戦後の
ターミナル近傍での闇市の発生や、複合的なターミナルビル形成の背景になったことは間違いない。
　本節ではこうした視点に立って、東京の鉄道網の形成をみていきたい。
（２）東京における鉄道の展開
　青木栄一は、明治中期から現代までの首都圏における大手私鉄の展開を六期に区分し、特に高速電車の
路線網の延伸に注目して整理している★ 1-4。ここでは本論文が対象とする期間の東京を中心とした鉄道交通
網の展開を青木による整理を下敷きにして、適宜情報を補いみていくこととする。
第一期：明治中期まで
　1872 年、新橋−横浜間に日本最初の鉄道が敷設される。日本近代の鉄道はこのときから都市部だけに敷
設することではなく、全国に展開することを目標としていた★ 1-5。
　この時期の鉄道は蒸気鉄道であって、もちろん高速輸送にも、頻繁な運転にも対応していなかった。鉄
道は市街地の周縁部に起点をつくり、そこから広がる放射線と、起点をつなぐ連絡線（後の山手環状線）
とから成っており、路線の密度は低かった。
★ 1-1　原武史『「民都」大阪対「帝都」東京 思想としての関西私鉄』講談社 , 1998 年。
★ 1-2　本論文では日本の国有鉄道を経営していた事業体を広く「国鉄」と呼ぶ。本稿に関係する
時期の事業体を具体的に挙げれば、1920 年 5 月 15 日以降は鉄道省、1943 年 11 月 1 日以降は
運輸通信省、1945 年 5 月 19 日以降は運輸省、1949 年 6 月 1 日以降は日本国有鉄道である。
★ 1-3　原武史『「鉄学」概論 車窓から眺める日本近現代史』新潮社 , 2011 年 , pp.113-142。
★ 1-4　青木栄一「総説」『民鉄経営の歴史と文化 東日本編』今昔書院 , 1992 年 , pp.1-17。
★ 1-5　原武史『「民都」大阪対「帝都」東京 思想としての関西私鉄』講談社 , 1998 年 , p.20。
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　図 2-1-1 はこの時期までに敷設された鉄道を示している。先にみた通り、新橋をターミナル駅とする官
設鉄道（東海道線）が 1872 年に誕生。1883 年上野駅を起点とする日本鉄道（1890 年に上野−秋葉原間開通。
のちの国鉄東北線・常磐線）が誕生しその後延伸する★ 1-6。そして、1885 年に日本鉄道が品川−赤羽間で
この二本の鉄道を繋いだ★ 1-7。このとき新宿駅、渋谷駅が設けられている。新宿は青梅街道と甲州街道、渋
谷は大山街道が通っているため鉄道との結節点としてつくられた駅であった。1889 年には新宿駅（のちに
は飯田町駅）を始発とする甲武鉄道が開通し、さらに 1894 年に本所駅（のちには両国橋駅）よりの総武
鉄道が開通した。
　以上の四蒸気鉄道が 1894 年までに開業したが、日本鉄道以下の私鉄は政府の保護や助成を受けていたり、
資金の貧しい政府に代って主要鉄道を建設、運営する会社としての側面が強かった。また、これらの私鉄は、
陸軍の軍事的見地および澁澤栄一ら財界首脳による経済基盤の整備という観点から、1906 年に鉄道国有法
が制定されたことによって、国有化されていった★ 1-8。
　市街地の周縁部を鉄道の起点としていることからわかるように、この時期の鉄道は都市内交通を担って
はいなかった。都市内の交通は馬車と馬車鉄道による路上交通機関が主なものであった。馬車鉄道としては、
東京馬車鉄道と品川馬車鉄道が開業していた。
　この時期の新宿駅には日本鉄道、甲武鉄道が通っていたが、都市としての中心は新宿三丁目の追分（青
梅街道と甲州街道の分岐点）にあり、駅の周辺は都市としては拓けていなかった。むしろ、鉄道の交差点
であることから物流の拠点として発展し、栃木や群馬、山梨方面などから木材や石材、薪炭が運ばれてく
るため、東口にはそれらを取り扱う材木屋や石屋や薪炭問屋や運送屋が建ち並んでいた。
★ 1-6　日本国有鉄道『日本国有鉄道百年史 通史』1974 年 , pp.56-57。
★ 1-7　日本国有鉄道『日本国有鉄道百年史 通史』1974 年 , p.57。
★ 1-8　原武史『「民都」大阪対「帝都」東京 思想としての関西私鉄』講談社 , 1998 年 , p.21。
図 2-1-1：1895 年の鉄道　『民鉄経営の歴史と文化』p.4
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　他方で渋谷駅には日本鉄道しか通っておらず、駅周辺は田園であったと考えてよい。この時、池袋駅は
まだ存在しない。
第二期：明治中期から大正中期
　この時期は、馬車や馬車鉄道に代って市街地の交通を担うことになる、低速の路面電車が急速に敷設さ
れた期間である。図 2-1-2 は 1910 年の首都圏の鉄道と DID を示している。当時の市街地は山手線と隅田
川に囲まれるエリアであったが、徐々にその外側のエリアが市街地化されつつあった。西側の武蔵野台地
は主に住宅地として開発されていたが、北側あるいは南側の台地を刻む谷戸では工場と住宅の混在する土
地利用がみられる★ 1-9。大正に入ると、さらに街道に沿ってや、鉄道に沿って郊外へ市街地化が進む。
　第一期に整備されていた鉄道では、起点と郊外を往復する郊外列車の運転を増やし、さらに全国的な鉄
道よりも周辺地方都市と東京を結ぶ、よりローカルな鉄道が新たにつくられた。こうした地域を走る列車
は蒸気鉄道だけでなく、既設の蒸気鉄道が電化された高速電車や、軌道条例★ 1-10 による許可を受けた軌道
を走る低速電車も存在した。
　またこの期間には、現在私鉄として存続しているもののうち古いものが開業した時期である。それらは
当時の東京市 15 区の外縁部から郊外へと向かう鉄道で、東武鉄道、東上鉄道、武蔵野鉄道が蒸気鉄道とし
て、京浜電気鉄道、玉川電気鉄道（玉電）、京成電気軌道、京王電気軌道（終戦間際まで山手線を越えて新
宿追分をターミナルとしていた）などが低速電車として開業した。これらの鉄道は東京市電の終点もしく
★ 1-9　日埜直彦はこうした地域を「下町／山手」という図式からはずれた場所として「サード・
ドメイン」と呼び、東京の形成史において極めて重要な地域としている。「北は駒込、滝野川、王
子近辺、南は戸越、荏原、碑文谷あたり。南北に分かれたまったく別の地域なのだが、意識して調
べてみると共通点が少なくない。例えば北には石神井川、南には目黒川と立会川が流れ、川が台地
を浸食したちょっとした谷がある。起伏に富んだ地形に沿った道が、歩くにつれて展開する街路の
景観を形成している。川沿いには精密工業・軍需工業が明治以来立地し、このあたりの住宅地には
そこで働く賃労働者が多かったろう。もっぱら集約的で近代化された工業に従事する労働者たちが
住んだ街がサード・ドメインである。」（日埜直彦「山の手／下町／サード・ドメイン」『10 ＋ 1』 
No.46, 2007 年 , pp.48-56。）
★ 1-10　原武史『「民都」大阪対「帝都」東京 思想としての関西私鉄』講談社 , 1998 年 , p.26。
図 2-1-2：1910 年の鉄道と DID　筆者作成
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は山手線上の駅をターミナルとする放射線を形成していた図 2-1-3。とはいえ、郊外へ伸びる放射線といっ
ても、沿線の地域のほとんどは市街地化していない農村で、通勤・通学といった郊外と都心を繋ぐ様な交
通需要はそれほど発生していない。
　1903 年に日本鉄道に田端への支線を設けるにあたり、池袋駅が開設されている。池袋駅からは 1914 年
には東上鉄道、1915 年には武蔵野鉄道が郊外へと開通し、このとき既に現在のターミナルの基本的な構造
ができあがっている。この間、渋谷駅には東口に東京市電（1911 年）が、西口には玉電（1907 年）が敷
設されている図 2-1-4。こうして郊外と都心を繋ぐようになったとはいえ、玉川電気鉄道は当初は玉川の砂
利を東京市内へ運ぶことを目的に敷設されたものであり、郊外と都心を繋ぐ旅客輸送を担っていたとは言
いがたい。
　新宿ではこの時期、急激に軌道（路面電車）の敷設が進んだ。西郊から駅北側のガードまで西武軌道（1922
年）が、京王電気軌道（1915 年）が国鉄を跨いで新宿追分まで敷設されている。また、新宿三丁目まで開
通していた東京市電が新宿駅前まで延伸し、東大久保からも市電が延びてきた（図 2-1-5）。
図 2-1-3：1920 年の鉄道　『民鉄経営の歴史と文化』p.4
図 2-1-4：1911 年の渋谷　『鉄道と町・渋谷駅』p.52
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第三期：大正末期から1940年頃
　第一次世界大戦以降、住まいと職場の地域的な分離が進み、急増した中産階級を中心とする人々が郊外
に住宅を構えるようになる。こうした傾向は関東大震災後に急速に進み、多くの人々が西郊へ居を移した。
こうして郊外と都心部の間の交通需要が増したことで、既設の鉄道交通網の高速電車化が促進され、高速
電車線の敷設や蒸気鉄道の電車化、路面電車の路線改良と移設などによって、大量輸送、高速、頻繁な運
転能力が向上していった。また、既成市街地では高架鉄道や地下鉄が敷設されたが、依然として都市内交
通の主力は路面電車であった（図 2-1-6）。
　この時期新たに開業した電気鉄道には、池上電気鉄道、目黒蒲田電鉄、東京横浜電鉄、小田原急行鉄道、
西武鉄道（高田馬場−東村山間）、帝都電鉄などがあり、東京の鉄道交通網の基盤はこの時期にできあがっ
たと考えてよいだろう。しかし、こうした電気鉄道は依然として山手環状線上を起点としていた。つまり「万
里の長城」とも呼ばれた山手線を越えて、都心部にターミナルを置くことはできなかったのである。この
理由のひとつとして、「東京市内交通機関の公営方針を貫く東京市の交通政策」★ 1-11 によって、東京市が私
鉄の市内への延伸を拒んでいたことが挙げられる。私鉄を利用して郊外から都心にアクセスする場合、必
ず山手環状線上で乗り換えを必要としたのである。まさに原武史が指摘する「官」の現れであった。
　またこの時期、バス網も急速に発達していったことにも触れておきたい。当初は高速電車の郊外の駅を
ターミナルとし、個人経営で始ったが、徐々に私鉄系資本によってこれが買収され、統合されていった。
　この時期、新宿駅からは小田原急行鉄道が開通し、既設であった西武軌道が東口まで延伸された。こう
して、戦後復興期までのターミナルの基盤ができあがった（図 2-1-7）。この時期の新宿駅の様子を生き生
きと捉えた今和次郎の文章があるので、少し長いが引用したい。
「正確に四分の時をはさんで発着する中央線電車は、これは夫れ夫れ数万の居住者を有
★ 1-11　小風秀雅「京浜急行電鉄 −戦間期における都市縦貫計画とその挫折−」『民鉄経営の歴史
と文化 東日本編』今昔書院 , 1992 年 , pp.89-110。
図 2-1-5：1922 年の新宿　『鉄道と街・新宿駅』p.100 図 2-1-6：1929 年の鉄道と DID　筆者作成
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する大久保、東中野、中野、高円寺、阿佐ヶ谷から、更らに吉祥寺、国分寺、立川ま
で延びて、それ等の居住者を一手に引き受けて運んで来る。汽車は遠く信州、甲州か
らの客を運び、山手線、小田原急行線が、それぞれの沿線住民を運び込む。これ等が
四つのプラツトホームへ集り、そこから潮の如く階段をなだれ下るこれが即ち新宿駅
である。
　早朝から深夜まで、こゝはまことに肩磨轂撃。最近の鉄道省の調べに依ると、乗降
客数東京駅を凌ぐこと数万、即ち一日の乗客が九万余、降客がまた九万余、合せて
十八万余の人間が、あの長い明るいタイル張りの地下道を流れ通るのである。しかも
新宿駅は、他駅の如くラツシユアワーの時刻にのみ雑沓するのではなく、未明から夜
明けまで、間断なしの群衆の洪水なのである。この洪水を流す地下道はこれまさに日
本一の地下道で、都下に日本一は数多くあるが、これほど素晴らしい日本一は他には
あるまい。
　駅前の広場が、市電の終点の起点、西武電車の起点、市営、私営のバスがここで方
向を転換をする。その間を縫つて疾走する無数の円タク。三丁目の京王電車の発着駅
と併せて、こゝ新宿は都の西郊、中部日本、裏日本の大関門となり、東京駅と上野駅
とが都の二つの表玄関であれば、こゝは出入自在の通用門といふところである。
　で、新宿の群衆は、浅草の停滞、上野の遊楽、銀座の漫歩と異なり、すべて流動す
る人間の集まりだ。忙しさうな顔をした急速テンポの大衆だ。」★ 1-12
（今和次郎『新版大東京案内　上』筑摩書房 , 2001 年 , p.226。底本となった『新版大東京案内』は
1929 年、中央公論社刊）
図 2-1-7：1927 年の新宿　『鉄道と街・新宿駅』p.100
★ 1-12　本節の内容とずれるが、ここで今が「新宿の群衆は…すべて流動する人間の集まりだ」と
捉えていることにも注目したい。この頃から駅舎空間は電車を待つ滞留の空間から、電車と都市を
繋ぐ道路のような流動空間へとつながる。これを駅空間の設計論とし、御茶ノ水駅で展開したのが
国鉄の建築家伊藤滋である（詳しくは本章第三節）。
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　このように戦前の新宿は終着駅、そして都心と郊外との中継点として発展していった。
　他方、渋谷駅周辺は東京横浜電鉄と帝都電鉄が開業し、この間急激に変化している。玉電が山手線の嵩
上げの後にその下をくぐり抜け、1924 年に天現寺橋まで延伸した。1938 年、玉電が東京横浜電鉄と合併、
1938 年に玉電ビル（1937 年着工）の二階に乗入れるため、市内側の路線とは直通運転ではなくなる（図
2-1-8）。こうして渋谷でもターミナルの基盤ができあがる。この時期、新宿と渋谷に遅れて池袋駅前にも
東京市電が延伸されてくる。
　こうして新宿駅、渋谷駅、池袋駅近傍の鉄道交通網の基盤がこの時期までに完成したと考えてよいだろう。
第四期：1940年頃から1955年頃（図2-1-9）
　第四期は、第二次世界大戦から戦災復興の期間にあたる。1938 年に施行された陸上交通事業整備法（昭
和 13 年 4 月 2 日 法 71）は、私鉄間の過度な競争を抑制し、二重投資を避けるために私鉄を統合して連絡
輸送を強化する目的を持っていた。これにより東京の私鉄は、1942 年から 1944 年にかけて、西南地区の
東京急行電鉄、西北地区の西武鉄道、東北・北地区の東武鉄道、東南地区の京成電鉄に統合された。しかし、
図 2-1-9：1952 年の鉄道と DID　筆者作成
図 2-1-8：1927 年・1933 年・1938 年の渋谷　『鉄道と街・渋谷駅』p.52
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終戦直後の 1946 年から 1948 年には、GHQ のもと施行された集中排除法によって、こうした戦中期に行
われた私鉄の合併を再び戦前に近い姿に分解することとなる。東京では 1948 年に東京急行電鉄から京浜
急行電鉄、小田急電鉄、京王帝都電鉄が分離し、東京急行電鉄はかつての東横、目蒲、池上、玉川の各電
鉄の範囲に戻った。
　一方で、都心部では地下鉄を経営していた東京地下鉄道と東京高速鉄道は陸上交通事業整備法により帝
都高速度交通営団に統合された。当初は民間資本も入っていたが、戦後には排除され、国鉄と東京都のみ
の出資となっている（図 2-1-10）。
第五期：1955年頃から1975年頃
　この間、日本住宅公団が設立（1955 年）され、住宅金融公庫融資付建て売りが販売開始（1950 年代半
ばから私鉄各社の住宅分譲が本格化）されるなど、大型住宅地開発が進むとともに、中小の地主が持つ農
地も急速に宅地化していった。郊外の都市化が進み、各私鉄は高速電車の車輌を大型化、車両数を増やし
て、大量・高速輸送、頻繁な運転を目指した。時期でいえば、1955 年から 1965 年にかけて郊外電車の旅
図 2-1-10：1940 年の鉄道　『民鉄経営の歴史と文化』p.5
図 2-1-11：1960 年の鉄道と DID　筆者作成 図 2-1-12：1970 年の鉄道と DID　筆者作成
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客輸送量は二倍ほどに膨れあがっている。こうした郊外の都市化は図2-1-11と図2-1-12からも読みとれる。
東武鉄道や西武鉄道など、これ以前にはほとんど田園地帯を走っていた鉄道が、通勤電車として本格的に
整備されていくのはこの頃である。
　この時期、新規の鉄道敷設は少なかったものの、東急田園都市線や京王帝都高尾線など、沿線の宅地開
発や分譲事業と密接に関係したものがみられた。
　都心部では地下鉄網が拡大し、路面電車が地下鉄に置き換えられていく。また、郊外電車との相互乗入
れも進み、郊外と都心が直通運転で繋がる区間が拡大した。
　こうして東京全体の鉄道交通網の形成と、新宿、渋谷、池袋ごとのターミナルの形成過程みてくると、
概ね終戦までに鉄道交通の基盤が整ったうえで、戦後に郊外の後背地が爆発的に成長していることがわか
る。また、新宿、池袋、渋谷のどの駅でも、国鉄の駅舎に対して平行になるように私鉄が駅へと近づき（玉
電は例外だが、国鉄渋谷駅のうえに乗入れるような形になっている）、私鉄と国鉄が有機的な関係性をもっ
てターミナルを形成している。こうしたことが、ターミナルとなった新宿、渋谷、池袋駅近傍の発展を生み、
戦後復興期、駅前に広大な闇市を形成する背景となった。
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２−２　副都心の基盤整備計画と事業
（０）はじめに
研究の背景と目的
　前節でみてきたように、東京では関東大震災後に郊外の市街地化が進み、私鉄郊外電車が多く敷設された。
これによって山手環状線上のターミナル駅近傍では交通量が激増した。先にみた新宿を観察した今和次郎
の言葉が、それを物語っている。これに対処すべく、都市計画東京地方委員会では駅前広場の計画および
街路計画をおこない、1932 年に新宿、池袋、渋谷、大塚、1939 年には駒込、巣鴨、目白、目黒、五反田、
大井町、蒲田の各駅近傍の駅前広場計画および街路計画を都市計画決定している★ 2-1。
　これまでの越沢明を中心とした先行研究では、こうした戦前期の計画のうち、「都市計画事業として決定
されていたのは新宿（1934 年 4 月決定）と渋谷・池袋・大塚（1936 年 4 月決定）であり、実際に事業が
着手されたのは新宿のみであった」★ 2-2 とされ、さらに新宿西口を除き着手されなかった計画は「戦災復
興事業において原計画が継承され（1946 年 8 月 20 日都市計画決定）」★ 2-3、完成を見たと捉えられてきた。
もちろん越沢がいうように都市計画からの視点でいえば、戦後になり、新宿、渋谷、池袋が副都心として
急激に成長していく一つのきっかけが、戦前の駅前広場計画に端を発するとしてよいだろう。しかし、本
論文ではこうした戦前の計画が、戦後の戦災復興計画に直結して継承されたという捉え方には異論がある。
むしろ両計画の間に目を向けなければならない。
　本節の内容を先取りして言えば、事業が着手されていないとされてきた渋谷駅近傍の駅前広場と街路計
画は、東口の一部で事業着手されており、渋谷駅西口の駅前広場と池袋駅東西両側の駅前広場は、交通疎
開空地として終戦間際の 1944 年には曲がりなりに完成していたと見るべきだと筆者は考えている。
　こうした視点はこれまでの東京の駅前広場の研究にはなかったものであるが、交通疎開空地の目的が「特
に交通量多く且附近に家屋密集する駅の附近に空地を設け之を広場又は道路として非常時に於ける交通の
混乱を防止せんとするもの」★ 2-4 である以上、戦前期の駅前広場計画と同様の形態であってもおかしくない。
　本節では戦前期の駅前広場計画と戦後の戦災復興事業で実現する駅前広場の間に、交通疎開空地を位置
づけ、特に渋谷駅近傍と池袋駅近傍でこれを検証することを目的としている。
研究方法
　本節では、東京市監査局都市計畫課『新宿驛前廣場計畫概要』（1937 年調製 , 筆者所蔵）と東京市役所
『渋谷驛前廣場計畫概要』『池袋驛前廣場計畫概要』（ともに調製年不明 , 筆者所蔵）をもとに、戦前の駅前
広場計畫と事業区域を把握したうえで、渋谷駅東口については旧土地台帳の記載事項から東京市が買収し
た土地を特定し、事業の実施状況を復原する。
　交通疎開空地については次の資料から実態を把握し、その上で戦前の計画と比較検討を行う。航空写真
からは交通疎開空地の形状を、旧土地台帳からは所有関係の変化を読みとる。
　新宿駅近傍については 1945 年 1 月 6 日に陸軍が撮影した航空写真「95D4-C1-2」　（国土地理院所蔵）
と 1947 年 9 月 8 日に米軍が撮影した「USA-M451-29」（国土地理院所蔵）および旧土地台帳の記載事項
★ 2-1　越沢明『東京都市計画物語』日本経済評論社 , 1991 年 , pp.74-76。
★ 2-2　越沢明『東京都市計画物語』日本経済評論社 , 1991 年 , p.76。
★ 2-3　榛沢芳雄・為国孝敏「東京の駅広場計画の変遷　－明治時代からの戦災復興期まで－」『日
本土木史研究発表会論文集』第 9 巻 , 1989 年 , pp.201-208。
★ 2-4　東京都『東京都戦災誌』明元社 , 2005 年 , 185。
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をもとに 1944 年から 1947 年の駅前広場の状態を捉え、東京市監査局都市計畫課『新宿驛前廣場計畫概要』
と比較を行う。
　池袋駅近傍については東京都防衛局建物疎開課『豊島区建物疎開地区図』（1944 年 5 月 , 豊島区郷土資
料館所蔵）と 1944 年 10 月 22 日に陸軍が撮影した航空写真「8912-C1-150」（国土地理院所蔵）と 1947
年 8 月 8 日に米軍が撮影した「USA-M390-34」（国土地理院所蔵）および旧土地台帳の記載事項をもとに
1944 年から 1947 年の駅前広場の状態を捉え、東京市役所『池袋驛前廣場計畫概要』と比較を行う。
　また渋谷駅近傍についても、1945 年 1 月 19 日に陸軍が撮影した「95F15-C4-54」（国土地理院所蔵）
と 1947 年 9 月 8 日に米軍が撮影「USA-M449-116」（国土地理院所蔵）および旧土地台帳の記載事項から
東京市が買収した土地を特定し 1944 年から 1947 年の駅前広場の状態を捉え、東京市役所『渋谷驛前廣場
計畫概要』と比較を行う。
（１）戦前の計画と事業
新宿駅前広場計画
　戦前の新宿駅前広場計画については越沢★ 2-5 が詳しくその全体像と都市計画的意義を明らかにしている
ため、ここでは交通疎開空地との比較ができるよう東京市監査局都市計畫課『新宿驛前廣場計畫概要』か
ら主に位置と規模のみをおさえることとする。
　駅前広場の位置は「近く移転する新宿駅西側の専売局淀橋工場跡地の中央部」★ 2-6 とし、その面積は
20,664㎡（6,251坪）としている。広場の南東で国鉄と小田原急行鉄道の駅と接続し、広場内には集団駐車場、
乗合自動車乗降場、芝生、車道、歩道等を適当に配置して、将来敷設予定の西武高速鉄道および地下鉄道
のターミナル駅は、この広場地下に収容し既設鉄道駅との連絡を至便にする方針であった。
　さらにこの広場から附近の主要街路との連絡のため街路を放射状に新設することとし、甲州街道へ通じ
る幅員 33m 延長 204m の第一号路線、淀橋浄水場方面へ通じる幅員 27m 延長 268m の第二号路線、青
梅街道へ通じる幅員 33m 延長 115m の第三号路線、第三号路線と第五号路線を連絡する幅員 11m 延長
114m の第四号路線、都心方面へ通じる幅員 27m 延長 128m の第一号路線第五号路線が計画された。
　この計画は資材統制下でありながら工事は進み、広場は 1941 年に概成した。
　図 2-2-1 の通り、こうした計画は全て駅の西側で計画されている。越沢によれば 1936 年 12 月に「新宿
駅付近広場及街路」の決定区域も東口を含むように変更されたというが、その詳細は明らかでない★ 2-7。
★ 2-5　越沢明『東京都市計画物語』日本経済評論社 , 1991 年 , pp.76-87、越沢明『東京の都市計画』
岩波書店 , 1991 年 , pp.100-112 など。
★ 2-6　常用漢字に変更している。
★ 2-7　越沢明『東京都市計画物語』日本経済評論社 , 1991 年 , p.81。
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渋谷駅前広場計画
　『渋谷驛前廣場計畫概要』によれば、渋谷駅は大山街道に面する唯一の駅としてもともと栄えていたが、
特に関東大震災を契機として一層東京西南部の郊外地域が急激に発展したため、経済上も交通上も枢要な
駅となり、山手線を中心に、東京市電、東横電鉄、玉川電鉄、帝都電鉄および東京高速度鉄道の鉄道ならびに、
市営、東横、玉川、山ノ手などの会社のバスが渋谷駅を中心に発着しており、これらの電車とバスを合わ
せて平日一日の乗降客数は 25 万人に達し、東京駅、上野駅を遥かに凌駕する状態に達していたという。
　こうした状況に対処すべく、駅前広場と街路が次のように計画された。
　まず、駅前広場計画であるが、渋谷駅西側の玉川電気鉄道株式会社附近とし、その面積は 12,098㎡とし
た（図 2-2-2）。国鉄、玉電、帝都電鉄と目下工事中の東京高速度鉄道の停車場を集約して共同駅舎（玉電
ビルとして建設される）とし乗客の利便性を向上させ、将来市電を移設して広場を通過するよう計画して
いた（図 2-2-3）。
　そして、この駅前広場と周辺の主要街路を連絡するために、７線の街路を新設し、既に計画済みの二路
線の一部を接続させる計画となっている（図 2-2-2）。第一号路線は宮益坂中腹より渋谷小学校東側に沿っ
て渋谷町道路第６号路線に通じる幅員 11m 延長 105m で、第二号路線は東横百貨店東側より玉川電車通り
に沿って渋谷町道路第６号路線に通じる計画であった。この第二号路線は駅東側の広場としての機能も備
えており、集団駐車場、芝生なども設置される予定となっており、幅員は 28 〜 49m、延長 135m となる
計画であった。第三号路線は広場から渋谷町道路第１９号路線に通じる幅員 18m 延長 29m の街路、第四
号路線も広場から渋谷町道路第十九号路線に通じる幅員 18m 延長 45m の街路。第五号路線は大山街道か
図 2-2-1：東京都市計画新宿駅付近広場及街路之図
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図 2-2-2：東京都市計画渋谷駅付近広場及街路之図
図 2-2-3：東京都市計画渋谷駅付近街路計画図（1935 年 12 月 16 日）
『民鉄経営の歴史と文化 東日本編』今昔書院 , 1992 年 , pp.56。
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ら広場に通じる幅員 25 〜 33m 延長 101m、第６号路線は第五号路線より渋谷駅前を通過し大山街道へ通
じる幅員 6 〜 10m 延長 75m の街路、第七号路線は大山街道の一部を拡幅するもので幅員 22 〜 29m 延長
103m。これに加え、渋谷町道路第六号路線の一部として、宮益坂上の大山街道から駅西側の広場へ通じる
幅員 20 〜 22m 延長 465m の街路と、渋谷町道路第１９号路線の一部として、駅西側広場の外側を回る街
路が計画された。
　『渋谷驛前廣場計畫概要』によれば、こうした「前述の諸計画を全部実施して初めて広場計画の全機能を
発揮し得るものであるが、本市財政の現状に照し差当り其の内最も急施を要すると認めらるる東口の」第
一号路線、第二号路線、第七号路線、渋谷町第六号路線ノ二の「四路線を実施し、激化せる交通の現状を
緩和し更に進んで宅地の利用を増進せしむる為め一部の附近地に対し土地区画整理をも併せ実施せむとす
る」としている。
　また、『渋谷驛前廣場計畫概要』の図 2-2-2 をみると、渋谷町第６号路線ノ二が「広場街路事業区域」となっ
ている。
　先述した通り既往研究★ 2-8 では、こうした渋谷駅近傍における駅前広場および街路計画は事業着手され
ておらず、戦後の戦災復興事業に継承されたとされていが、上記の通り渋谷駅東口では事業化されていた。
旧土地台帳の記載事項から、こうした地域で東京市がどれ程土地を買収していたかをみてみよう。
　図 2-2-4 は東京都市計画第８−１地区復興土地区画整理事業の換地処分時の地割（区画整理前）のうち、
旧土地台帳の記載から 1940 年もしくは 1943 年に東京市が買収を行っている土地を網掛けした図である。
この図 2-2-4 を図 2-2-2 と比較すると、渋谷町第六号路線ノ二、第一号路線、第二号路線の一部の土地の
買収が行われていることがわかる。以上から渋谷駅東口では、西口に先立って広場及び街路計画が事業化
され、1940 年もしくは 43 年に東京市によって土地買収が進んでいたと見ることができる。買収が一部で
あったことからも事業は戦時体制から頓挫したとみてよいだろう。そして、1945 年 1 月 19 日に陸軍が撮
影した航空写真「95F15-C4-54」を確認すると、鉄筋コンクリート造の大阪貯蓄銀行（戦後は協和銀行）
が第二号路線予定地に存在ものの、図 2-2-2 の計画地の建物が除去され空地になっていることがわかる。
これは「最も混雑する駅付近の建物を疎開して広場及道路を造成する」★ 2-9 ことを目的に 1943 年度に行
われた主要駅付近疎開事業の一環で建物が除去された地域であると考えられる。主要駅付近疎開事業では、
渋谷駅附近 560 坪が指定されている。さきに見た東京市の土地買収のうち、1943 年に行われたものはこ
の主要駅付近疎開事業によるものの可能性もあるが、資料的限界から東京都市計画渋谷駅付近広場及街路
事業によるものか、主要駅付近疎開事業よるものか明らかにすることができない。
★ 2-8　越沢明『東京都市計画物語』日本経済評論社 , 1991 年、越沢明『東京の都市計画』岩波書
店 , 1991 年、榛沢芳雄・為国孝敏「東京の駅広場計画の変遷　－明治時代からの戦災復興期まで－」
『日本土木史研究発表会論文集』第 9 巻 , 1989 年、など。
★ 2-9　東京都『東京都戦災誌』明元社 , 2005 年 , p.181。
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0 10 50m
N
：戦前に東京市が買収（1940or43 年）
60-2
60-1
58-1
図 2-2-4：1940 年もしくは 43 年に東京市が買収した土地　筆者作成
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池袋駅前広場計画
　『池袋驛前廣場計畫概要』によれば、戦前期の池袋駅付近は環状線明治通りに接し（駅東側）東京の西北
部に於ける殷賑な盛り場となっていた。池袋駅は交通上の要所になっており、後背地が急速に発展したこ
とで交通量が増加していた。山手線、東武鉄道東上線、武蔵野鉄道、王子電軌バス、東京環状バス、池袋
バス等を合わせて一日の乗降客は平均 11 万人に及んでいた。また、駅近傍の自動車の交通量も一日約 1
万 2 千台に達し、将来の道路事業によってさらに増加するものと予想されていた。さらに池袋駅をターミ
ナルとする市営地下鉄、東京東北鉄道、武蔵野鉄道の護国寺方面延長線の敷設計画があり、将来ますます
混雑することが予想された。こうした状況へ対処するために駅前広場が計画されている。
　池袋駅附近の駅前広場及び街路計画は図 2-2-5 の通りである。東西口に駅前広場が設けられ、その周辺
に主要街路を連絡する街路が計画されている。
　まず、駅前広場は駅の東西両側で、10,241㎡の東側広場と 8,698㎡の西側広場が計画された。これに加え、
駅東側の明治通りに沿う幅員 18m 延長 422m の第一号路線、東側広場より第一号路線に通じる幅員 18m
延長 78m の第二号路線、西側広場より目白方面に通じる幅員 15m 延長 116m の第三号路線、西側広場か
ら豊島師範学校前に通じる幅員 15m 延長 47m の第四号路線、豊島師範学校前から放射線第八号路線方面
に至る幅員 15 〜 18m 延長 387m の第五号路線、第五号路線と直行する幅員 11 〜 15m 延長 149m の第
六号路線、その第六号路線と直行し第五号路線と並走する幅員 11m 延長 33m の第七号路線の計七路線の
街路が計画されていた。
　また渋谷の計画と同様、計画全体を同時に実施するわけではなく、最も急施を要する西口広場を先に実
施するとしている。しかし、渋谷駅東口と異なり、図 2-2-5 には「広場街路事業区域」に指定された場所
はなく、旧土地台帳の記載事項を確認しても池袋駅西口広場附近で図 2-2-5 に従って 1944 年までに東京
市に買収された土地は見当たらない。以上から池袋駅前広場及び街路の計画は事業着手されていなかった
と考えられる。
　このように新宿駅、渋谷駅、池袋駅近傍の広場及び街路の計画は、新宿では 1941 年に概成し、渋谷で
は優先して東口の事業が着手されたが完成には至らず（西口は未着工）、池袋では事業が着手されていなかっ
たことが確認できた。しかし、常時と非常時の違いはあれ目的を共有していた 1944 年以降の交通疎開空
地事業によって渋谷や池袋の駅前広場が実現することとなる。
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図 2-2-5：東京都市計画池袋駅付近広場及街路之図
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（２）交通疎開空地
　では、渋谷駅西口と池袋駅東西口で行われ交通疎開空地事業を確認し、先の計画と比較することとしよう。
渋谷駅西口
　1945 年 1 月 19 日に陸軍が撮影した航空写真（図 2-2-6）をみると、駅西側に曲線を描きながら広大な
空地が取られていることがわかる。この空地が疎開事業の第一次（1944 年 1 月 26 日）と第三次（1944
年 4 月 17 日）で指定された交通疎開空地 3,390 坪である★ 2-10。渋谷驛前廣場計畫として計画された駅前
広場は 3,659.65 坪（12,098㎡）であったため、規模が少し小さいものの、図 2-2-6 と図 2-2-2 を比較すると、
ほとんど同じ規模で広場が取られていることがわかる。
　さらに旧土地台帳の記載事項を確認すると、このうち図 2-2-7 と図 2-2-8 の網掛け部分の土地が 1944 年
から 1945 年の間に東京都に買収されている。疎開空地の「土地は所有者の申出に依り都で買うか借りる
こと」★ 2-11 になっていたが、ここでは大部分が都に買い取られている。
　渋谷駅西口の疎開空地は戦後に闇市などに不法占拠されることなく広場として利用されている。1947 年
9 月 8 日に米軍が撮影した図 2-2-9 をみると、緑地帯が設けられ駅前広場として利用されていることがわ
かる。
　また、戦前の計画が事業着手されたものの未完成となっていた東口でも、協和銀行がそのままの位置に
あるものの、第二号路線は成立しているように見受けられる。ただ、買収が進んでいた渋谷町第６号路線
ノ二、第一号路線の土地には草が生い茂り、街路としては利用されていない。
★ 2-10　第一次指定された渋谷区上通３丁目の 790 坪と、第３次指定された渋谷区上通３丁目、
大和田町、桜ヶ丘町の 2,600 坪。東京都『東京都戦災誌』明元社 , 2005 年 , pp.186-188。
★ 2-11　東京都『東京都戦災誌』明元社 , 2005 年 , p.182。
図 2-2-6：1945 年 1 月 19 日に陸軍が撮影「95F15-C4-54」
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図 2-2-7：交通疎開空地として東京都に買収された土地　筆者作成
図 2-2-8：交通疎開空地として東京都に買収された土地　筆者作成
9-1
9-2
5
3-1
1-8
1-6
1-5
1-4
1-3
1
1-2
7
1-7
一筆内の借地境界線
土地境界線
疎開空地として都に買収された土地（1944-45）
0 10 50m
N
1-3
1-1
8-117-2
5-1 4-2
16-2
8-6
桜丘町
大和田町
並木町
一筆内の借地境界線
土地境界線
疎開空地として都に買収された土地（1945 年）
0 10 50m
N
51
第２章　東京の副都心の形成 —鉄道敷設・基盤整備・都市アクター—
図 2-2-9：1947 年 9 月 8 日に米軍が撮影した航空写真「USA-M449-116」
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★ 2-12　東口は豊島区池袋１丁目、同２丁目、雑司ヶ谷町５丁目。西口は豊島区池袋２丁目。東京
都『東京都戦災誌』明元社 , 2005 年 , pp.186-188。
★ 2-13　池袋駅付近の旧土地台帳は法務局豊島出張所に所蔵されているが、東口の交通疎開空地の
土地の旧土地台帳は保管されていなかった。
★ 2-14　「池袋に連鎖市場の店開き」『朝日新聞』1946 年 2 月 13 日朝刊 , p.2。
池袋駅前広場
　本論文が対象とする三つの駅近傍のうち、池袋駅近傍については唯一疎開空地の図面が残されている。『豊
島区建物疎開地区図』（東京都防衛局建物疎開課 , 1944 年 5 月）がそれである。この図面では疎開空地が、
幅員の広い「疎開空地帯（緑）」、あるポイント周辺を面的に建物疎開をする「疎開空地（黄）」、幅員の狭
い帯状の「疎開小空地（赤）」に塗り分けられている。
　池袋駅東西口の交通疎開空地は「疎開空地」に該当し、図 2-2-10 では黄色く塗られている。これは疎開
事業の第三次（1944 年 4 月 17 日）で指定された交通疎開空地、池袋駅東口の 5,300 坪と西口の 2,100 坪
である★ 2-12。この交通疎開空地は、1944 年 10 月 22 日に陸軍が撮影した航空写真（図 2-2-11）で、建物
が除去されていることがわかる。
　図 2-2-10 と図 2-2-5 を比較すると、東口では交通疎開空地が武蔵野鉄道の駅舎部分も含んでいることか
ら面積が広くなっているものの、西口ではほとんど同規模の空地がつくられていることがわかる。
　池袋の駅前広場の土地のうち、東口広場の土地に関する旧土地台帳は散逸して確認することができない
が★ 2-13、西口広場の土地については図 2-2-12 の網掛け部が 1945 年に疎開空地として東京都に買収されて
いることが、旧土地台帳の記載事項からわかる。
　図 2-2-13 は 1947 年 8 月 8 日に米軍が撮影した航空写真である。戦後になると、東口広場では疎開空地
のうち建物が除去されていた場所に、池袋露店商組合支部が「明るい連鎖市場（J・V・C）」を看板に掲げ、
250 戸のマーケットを建設している★ 2-14。また、武蔵野鉄道用地（戦後 1946 年からは西武鉄道）には武
蔵野デパートが建設されている。ただ、こうしたマーケットも 1950 年までに戦災復興土地区画整理事業
図 2-2-10：豊島区建物疎開地区図　豊島区郷土資料館蔵
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図 2-2-11：1944 年 10 月 22 日に陸軍が撮影した航空写真「8912-C1-150」
図 2-2-13：1947 年 8 月 8 日に米軍が撮影した航空写真「USA-M390-34」
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図 2-2-12：池袋西口で交通疎開空地として東京都に買収された土地　筆者作成
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によって早期に整理が進んでいる。
　一方の西口の交通疎開空地は、何棟かのバラックが建設されているが、大半は空地のまま残されている。
1950 年にはここに池袋西口民衆駅が建設されるが、こうして戦後も交通疎開空地がほとんど占拠されず、
空地として存在していたことが大きく影響していると考えられる（詳しくは第４章参照）。
新宿駅東口
　新宿駅近傍では、先にみた通り 1941 年に西口に広場が概成しており、広場に面した街区には資材統制
のため建物が建たず、更地のまま終戦を迎える。そのため疎開事業では、駅の東側に交通疎開空地が設け
られている。
　1945 年 1 月 6 日に陸軍が撮影した航空写真（図 2-2-14）からは、駅東側一帯の建物が除去されている
ことがわかる。これは疎開事業の第三次（1944 年 4 月 17 日）で指定された 1,900 坪の交通疎開空地である。
　渋谷、池袋と異なり戦前の計画（図 2-2-1）とは対応しない空地である。この疎開空地のうち、駅に近い
２つの街区の土地のみが 1945 年に買収されている。
　この都に買収された区域は、戦災復興土地区画整理事業によって駅前広場になっている。これを考慮す
ると、1936 年 12 月に東口を含むように変更された「新宿駅付近広場及街路」計画がこの場所に駅前広場
を設けることとしていた可能性がある。交通疎開空地のなかでも、駅前広場にする計画となっていた場所
の土地は買収していたということである。これは仮説の段階を越えず、実証することはできないが、戦前
の都市計画と戦後の都市計画を繋ぐ視点として、今後精査する必要があるだろう。
　以上のように、新宿、渋谷、池袋の駅近傍を対象とする戦前の都市計画と、交通疎開空地事業を比較し、
その関係性を見てきた。目的の一致、戦前の駅前広場と交通疎開空地の形態的一致、都による土地買収な
どを確認し、さらに渋谷西口と池袋西口では交通疎開空地が戦後も空地として存在したことを指摘した。
　これまでの研究では指摘されることがなかったが、戦災復興土地区画整理事業による駅前広場の造成と
戦前の駅前広場計画の関係性を指摘する上では、戦災復興事業の前に交通疎開空地が存在したことを考慮
する必要がある。
図 2-2-14：1945 年 1 月 6 日に陸軍が撮影した航空写真「95D4-C1-2」
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２−３　都市アクター
　本節では、副都心ターミナルとその近傍の戦後の形成を担った、特徴的な主体として露店商と民衆駅を
開発主体として取り上げる。
東京の露店商と闇市
　東京には戦前から夜店や縁日の露店として店を開く露天商が多く存在した。戦争が激しくなると、露店
の数は減ったがなくなることはなかった。弁士、漫談家、作家、俳優であった徳川夢声は、1945 年 6 月
22 日、既に空襲で焼け野原となった新宿で見た露店を次のように日記に記している。「新宿の盛り場は、今、
露天商人の天下である。ゴム紐、ボタン、針、麻糸、靴底、さつま芋苗、種などコマゴマした物ばかり、
いずれも腹の立つほど高価である」★ 3-1。
　終戦と同時に露天商によるやみ取り引きがターミナル周辺で表立って行われるようになり、各地で広大
な闇市を組織していった。ここでは戦前の露天商を把握した上で、戦後につくられた東京露店商同業組合
と闇市の関係を既往研究からみていく。
民衆駅の誕生と展開
　戦後復興期の国鉄は輸送力の回復に重点がおかれ、中大規模の駅舎の復興に資金が回らなかったため、
民間資本を導入して駅ビルを建設することを考える。これが民衆駅である。とくに首都圏の郊外電車のター
ミナルとなっていた駅の再建では、民間企業が駅舎建設費の全額を負担し、その代わりに駅舎機能として
利用される地階と一階以外を民間企業が所有し、不動産開発を行えるようにしたタイプの民衆駅が建てら
れていく。池袋駅はこうした民衆駅のパイロット事業として早期に再建が始った駅である。
　ここでは「民衆駅」という駅舎再建方式がどのようなもので、どのように構想され、また全国に展開し
たのかを明らかにする。
★ 3-1　徳川夢声『夢声戦争日記 昭和 20 年』上 , 第六巻（中公文庫）, 中央公論社 , 1977 年 , p.296。
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２−３−１　東京の露店商と闇市
（１）戦前の東京の露店
　一般に、露店とは道路や広場、社寺境内などの露天において移動に簡便な店を張り、初現（ふり）の客
を相手に、現金取引によって商売をする店をいう。露店が平日化し、さらに夜店が発達したのは江戸時代
の中頃、享保年間だとされ★ 3-2、歴史的には災害後など経済の復興期、たとえば江戸時代の明暦の大火後、
関東大震災後、昭和恐慌後などにおいて、その活動が活発化した★ 3-3。戦後復興期もこうした災害後の経済
の復興期に位置づけられる。
　露店は江戸時代から取り締まりの対象となってきたが、明治時代以降では、まず 1873 年 10 月 31 日東
京府令により、一般の露店（植木商は除く）の構造が間口九尺、奥行き四尺に制限される。これが露店の
基本寸法となる。その後、1882 年、1897 年の二度露店撤廃令が出され、1900 年には警視庁令により見
世物興業に鑑礼制を設けるとともに、社寺境内、私有の空地以外の一般街頭での興業が禁止されるが、そ
の後も黙許されたまま営業が続けられる。1926 年 2 月に警視庁が庁令第 5 号交通取締規則第 40 条★ 3-4 に
より、所轄警察署の指定する区域内でのみ露店の出店を許可すると定め、それまで黙許のかたちであった
出店慣行が区域を指定されたものの公認となる★ 3-5。
　戦前の露店商は、縁日や祭礼に際して一定の日時に限って出店する縁
えん
日
にち
商人と、それ以外の慣行地に指
定された街路に日常的に出店する平
ひら
日
び
商人に大別され、前者のほとんどはテキヤであった。その業態には、
おとなしく客待ちをする「コミセ」、口上をつけて商売を行うものの静かな「三寸」、口上、タンカを述べ
ながら勢いよく商売をする「コロビ」、根無しの植木を巧みに売りつける「ハボク」などが含まれる★ 3-6 が、
このうち「ハボク」以外をテキヤと称した。
　テキヤは盃を交わす親分子分関係を結んだ露天商人集団が一家をなし、非常に強固な相互扶助の関係を
もった社会を形成している。親分は露店出店の際、場所割りを紛争なく仕切ることがその最大の仕事であ
る。入門者には、その特殊な販売技術の習得のための修行を施すが、その修行は親分の商品を貸与し販売
させることから始まる。一方、平日商人はテキヤの口上のような特殊な技術を使った商売を行わない者で、
それぞれの地域の露店組合に入会金を支払い、露店慣行地として定められた路上に出店する。そして月々
の組合費及び交際費を負担すること、寄り合いに参加することが義務づけられる★ 3-7。
　戦前では関東大震災後と昭和恐慌後に露店商の動きが活発になったと言われるが、震災後のひとつの動
きに露店電灯問題がある★ 3-8。一般住宅に電灯が普及し始めた大正期、露店でも電灯の使用が始まる。東京
★ 3-2　東京市役所『露店に関する調査』東京市役所 , 1932 年 , p.13。
★ 3-3　秦孝治郎『露店市・縁日市』中央公論社 , 1993 年 , pp.101-102。
★ 3-4　露店ハ所轄警察署ニ於テ指定シタル区域内ニ非サレハ之ヲ出スコトヲ得ス。
★ 3-5　添田知道『てきやの生活』雄山閣出版 , 1973 年 , pp.152-159。
★ 3-6　「コミセ」は露天商人の業態としては最古のものと言われ、縁日の際に寺社から最も近いと
ころに出店する。「三寸」は売台の寸法からつけられた名前で、軒先から三寸離れて店を構えるとい
う意味もある。テキヤにはこの他にも多くの業態が存在するが、いずれにしても特殊な販売技術が
必要となる。
★ 3-7　戦前の露店商に関しては和田信義『香具師奥義書』文藝市塲社 , 1929 年 , 東京市役所『露
店に関する調査』東京市役所 , 1932 年、横井弘三『露店研究』（出版タイムス社、1931 年）、大
岡聡「昭和恐慌前後の都市下層をめぐって―露店商の動きを中心に―」（『一橋論叢』 118 巻 2 号 , 
pp.342-360, 1997 年 8 月）、添田知道『てきやの生活』雄山閣出版 , 1973 年などを参照。
★ 3-8　大岡聡「昭和恐慌前後の都市下層をめぐって―露店商の動きを中心に―」（『一橋論叢』 118
巻 2 号 , pp.342-360, 1997 年 8 月）p.345。
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では畑商会などの業者が電力会社と独占契約を結び、配線などの設備を整え、各地の露店慣行地へと電力
を供給していた。しかし、その料金は住宅向けの電気料金の 5 倍から 8 倍で、露店商からは不満が募った。
そこで、東京府下 6202 名の露店商が日本露店組合連合会（倉持忠助会長）を結成し、1926 年 7 月から料
金値下げ運動を起こし、逓信省、東京電燈会社、東京市電気局に働きかけた。その結果、昭和 2 年（1927）
7 月に、畑商会の設備と権利の譲渡をうけて、東京露店電灯組合が設立され、露店電灯事業の一部が露店
商による自営となる。新宿通りの露店も昭和 2 年（1927）までは畑商会から電力供給を受けていたが、昭
和 2 年（1927）以降は百燭光につき一晩 15 銭の電気代を個人個人で電力会社に納めることとなる★ 3-9。
　つぎに露店に注目が集まるのは昭和恐慌下である。「昭和恐慌下の失業者や廃業を余儀なくされた商工業
者の受け皿の一つは露店商であった」★ 3-10。また「露店の発達は一方に於て慣行地付近に於ける小売商人の
売上を増加せしめる」★ 3-11 と言われ、恐慌下で売上の減る小売商にとっては、露店の集客力が自身の店舗
の売上増進につながるものと期待され、この意味でも露店商が注目される。この時期新宿においても、露
店が出店していなかった新宿一丁目・二丁目の商店街から露店誘致運動が起きた★ 3-12。昭和 5 年（1930）7
月、昭和恐慌の直中、警視総監丸山鶴吉氏による失業者救済策として市内外各所に臨時露店の開設を失業
者にのみ許可され、16,493 人以上が出願、開業した。各地の町会は、出店者に対して電灯料や掃除代を負
担するなど優遇処置をとり、臨時露店の集客力に期待を寄せたが、この事業は完全に失敗に終わる。素人
の商売に消費者がついてこなかったことと、出店者が過剰になったことが原因であった。
　明治 37 年（1904）に 7,000 人余と言われた露店商は、昭和 5 年（1930）の国勢調査では「露天商人行
商人呼売商人」に属するものが東京市内で 12,237 人を数え、昭和 6 年（1931）の東京市『露店に関する調査』
は市内の露店出店者数を 13,942 人と推定している★ 3-13。その後、日中戦争、太平洋戦争と進むにつれ露店
商は減少してゆき、昭和 19 年（1944）初頭には約 4,000 人に、終戦時にはテキヤ総数は約 3,500 名に減少し、
東京全体の露店出店数はテキヤ数の約七分の一の 500 店前後にすぎなかった★ 3-14。
（２）闇市の発生
青空市場の出現
　終戦直後からターミナル近傍や繁華な通りでは、自然と全くの素人同士が集まり、物々交換を行う場「い
ちば」として闇市は発生した。それは、それまで公定価格に対する闇値による取引が隠れて行われていた
のに対して、闇値での取引が公の世界を覆い尽くすように現れたものであった。すなわち、それまで「正常」
とされてきた流通機構が完全に麻痺した状況に於いて、人々が自衛手段として自然に生んだ物であり、闇
市は庶民の生活に欠かせないものとなっていった。
　こうした終戦直後の路上での商売は立ち売りや、ムシロに商品を並べたり、板の上に商品を並べるなど
★ 3-9　「新ブラ夜店」『大新宿』大新宿社、1930 年 9 月号、p.17
★ 3-10　大岡聡「昭和恐慌前後の都市下層をめぐって―露店商の動きを中心に―」（『一橋論叢』 
118 巻 2 号 , pp.342-360, 1997 年 8 月） p.349
★ 3-11　東京市役所『露店に関する調査』東京市役所 , 1932 年 , p.259
★ 3-12　新宿区民族調査会『新宿区の民族（３）新宿地区編』新宿区立新宿歴史博物館 , 1993 年 , 
p.63。
★ 3-13　大岡聡「昭和恐慌前後の都市下層をめぐって―露店商の動きを中心に―」（『一橋論叢』 
118 巻 2 号 , pp.342-360, 1997 年 8 月） p.343
★ 3-14　東京市役所『露店に関する調査』東京市役所 , 1932 年 , pp.242-243
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の差はあっても、全くの青空市場であった。終戦直後から東京の主要ターミナル周辺は、こうした青空市
場をひらく人々とそこで商品を求める人々で埋め尽くされた。一般の商店が商業活動を放棄している時期、
東京の商業、流通を担ったのはほとんどがこうした素人商人であった。
　素人商人がターミナル周辺に集まり、青空市場を開き、それがある程度発展してくると、戦前からのテ
キヤ集団がそうした素人商人（素人露店商）たちを統制するようになり、闇市において強力な利権を持つ
ようになる。
東京露店商同業組合の組織形態
　東京の闇市の支配権を握っていた露店商の親分たち（テキヤ・平日商人両方を含む）によって、1945 年
10 月 16 日に東京露店商同業組合という組織が結成されている。東京都と警視庁は、東京露店商同業組合
の本部の下に、警察署ごとの支部を設けさせ、さらにその下に露店商の「組」組織を配置した組織構造を
つくらせた。そして、末端の「組」組織には露店商が所属するというものである。警視庁はこの東京露店
商同業組合を積極的に組織させ、自主的な活動を促進し、かつ警察の管理下におくことで、取り締まりが
及ばない闇市を間接的に管理しようとした★ 3-15。
　露店商は、所属する「組」組織に多様な経費を納めることで、営業を許可されていた。具体的に、塚斌・
高橋洸・濱誠が明らかにしている新橋の松田組についてみると★ 3-16、まず露店を出店したい者は松田組に
対して組合入会金を 10 円、組合費を月 3 円、支部入会金を 10 円、支部費を月 2 円納め、営業を認める鑑
札を得る必要があった。そして、営業する場合は毎日、塵銭 1 円、土地占有料 1 円、直接税甲 2 円、乙 1 円、
★ 3-15　東京露店商同業組合の組織形態に関しては全面的に初田香成「東京の戦後復興とヤミ市」
（『盛り場はヤミ市から生まれた』青弓社 , 2013 年 , pp.19-54）を参照した。
★ 3-16　塚斌・高橋洸・濱誠「戦後における露店市場」（『戦後社会の実態分析』日本評論社、1950 年 , 
pp.216-261）。
図 2-3-1：露店市場の機構図　『戦後社会の実態分析』p.219
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丙 50 銭、間接税飲食物販売者 2 円、雑貨販売者 1 円、小物販売者 50 銭といった経費を納めていた。いず
れも東京露店商同業組合愛宕支部が営業者から直接微収するとともに、税金については特例で同支部長が
査定まで行っていたという。こうした組に所属した露店商のうち、もともと露店商であった人は 19.5% で、
残りの大半 79.8% の人々は戦後になって組に所属した素人露店商であった★ 3-17。
　このうち税金は支部から芝税務署・東京財務局へと支払われ、塵銭は支部を経て各組の収入となっていた。
そして、組合費の半分も所属露店商の数に比例して各組に配分されていた。つまり、組合本部は入会金と
組合費のうち各組に配分されなかった半分、各支部は支部入会金と支部費、各組は塵銭と組合費の半分が、
収入となっていた。
東京露店商同業組合の役員
　2-3-1（１）でみた通り、露店商にはコミセ、三寸、コロビ、ハボク、平日商人（常設）、臨時露店とい
う６つの種類があり、戦後も戦前からの露店商の一部は継続的に露店を出していた。
　初田は東京露店商同業組合の理事一覧を、それぞれの露店商の種別と代表を勤めるマーケット名ととも
に名簿にしている★ 3-18。
　本論文の対象地区に関係する理事は、まず新宿に関係する理事としては東京露店商同業組合の理事長で
あり淀橋支部長でもある尾津喜之助（コロビ）、原宿支部長であり新宿駅前にマーケットを建設した和田薫
（コロビ）、新宿通りの露店を戦前から仕切っていた比留間重雄（常設・平日商人）、四谷支部長であり新宿
二丁目近辺の露店も仕切っていた丸山茂がいた。池袋については池袋支部長の森田信一（コロビ）、渋谷に
ついては丸國マーケットを建設・管理した渋谷支部長の國松健三が名を連ねている。
東京露店商同業組合の解散
　以上のように東京露店商同業組合のもとに東京の露店商がすべて配置され、闇市が同組合によって取り
仕切られていた期間は終戦から二年ほどのことで、1947 年 8 月 31 日には東京露店商同業組合は解散決議
をおこなっている。そして、警察の取り締まりもこれ以降は露店商の親分や、「組」組織にもおよび、テキ
ヤたちは闇市の表舞台から消えていった。東京露店商同業組合による東京全体の統制は極めて短い期間の
ことであったが、それぞれの闇市では同組合の解散以降もテキヤはマーケットの管理者あるいは建物所有
者として、力を持ち続けていく。
　これ以降のテキヤと闇市の関係については、第３〜５章で具体的にみていくこととする。
　
★ 3-17　塚斌・高橋洸・濱誠「戦後における露店市場」（『戦後社会の実態分析』日本評論社、1950 年）
p.223。
★ 3-18　初田香成「東京の戦後復興とヤミ市」（『盛り場はヤミ市から生まれた』青弓社 , 2013 年）
pp.32-34。
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２−３−２　民衆駅の構想と展開
（1）はじめに
　戦後復興期、国鉄では荒廃した線路、車輌設備の新増設を最優先に低下した輸送力を回復することに重
点がおかれたため、駅舎の復旧には資金が回らずほとんど進まなかった。一方で、特に地方都市において
は駅周辺の都市の戦災復興土地区画整理事業が進み、駅前広場が整備され始めると、都市の玄関口である
駅舎の復旧が強く要請されるようになり、建設費を地元で負担してでも駅本屋を改築したいという申請が
出始めた。こうして、1950 年 3 月豊橋市と同市商工会議所によって建設費の一部が負担され、民衆駅第一
号の豊橋駅が誕生した。
　民衆駅とは、駅本屋の建設費の一部または全部を国鉄以外の事業者に負担させ★ 3-19、その条件として駅
本屋の一部をその事業者に使用させる事を認めたものである。1950 年の豊橋民衆駅から 1971 年に日本国
有鉄道法（以下、国鉄法）施行令第１条が改正され、国鉄が駅ビル開発事業に直接投資が出来るようにな
るまで、全国 55 カ所の駅（現存 30 カ所）がこの方式によって建設された。現在の JR 主要駅には必ずと言っ
てよいほど駅ビルが存在し、大規模ターミナルの開発は近年目覚ましいものがあるが★ 3-20、それら JR の駅
ビル開発の起源はこの民衆駅にある。
　民衆駅を建設した技術者・建築家が自身で民衆駅についてまとめた文献はあるものの、第３者によって
民衆駅を対象とした研究はこれまでほとんど無く、近現代建築史ではほとんど言及されてこなかった。管
見の限りでは、鈴木悠也の研究★ 3-21 が唯一民衆駅を総合的に扱ったものである。鈴木は民衆駅の誕生から、
1971 年の国鉄法改正までの法制度の変遷をおさえつつ、民衆駅第一号の豊橋駅および最大規模の民衆駅で
あった東京都八重洲口の鉄道会館の建設経緯を具体的に明らかにし、さらに全国に建設された民衆駅を概
観している。しかし、資本、所有、立地など重要な視点からの分析がかけている。すなわち、国鉄と民間
事業者との間の建設費負担はどのように行われていたのか、またその負担額によって建物の所有権はどの
ように決められたのか、民衆駅は地方都市にも大都市ターミナルにも建設されているが、その立地条件の
違いは民衆駅にどのような違いを生んだのかなどである。
　本研究は鈴木の研究をふまえつつ、民衆駅の誕生を発案者の手記と第一号および第二号民衆駅の建設経
緯から明らかにし、民衆駅という駅建設方式を全ての民衆駅を一覧し、特に建設費の分担、建物の所有形
態を分析することで実態にせまった。
★ 3-19　国鉄が負担する建設費は駅務施設と、旅客公衆（コンコース、待合室等）に限られ、店舗
など鉄道事業以外の事業となる部分には直接出資出来ないよう、日本国有鉄道法施行令第１条に定
められていた。
★ 3-20　1982 年 4 月、国鉄は分割民営化にともなって新たに不動産業に乗り出した。京都ステー
ションシティ以降、小倉、博多、名古屋、札幌、大阪と続々と大規模な駅周辺の再開発を進めている。
（参考：藤村龍至「巨大開発の時代（1968-2011）の終焉と現代日本の新たな生命線」『建築雑誌』
2012 年 11 月号、pp.24-27 など。）
★ 3-21　鈴木悠也「戦後日本における「民衆駅」の誕生と変遷—駅空間形成過程の一端—」人間環
境大学、卒業論文、2010 年。
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（２）民衆駅の誕生
民衆駅の立案
　まず民衆駅がどのような経緯で考案されたのかについて、その発案者である立花次郎と伊藤滋の手記か
ら明らかにしたい。伊藤の部下であった太田和夫によれば、当時運輸省施設局停車場課課長であった立花が、
1946 年の春、同局建築課課長であった伊藤滋に「駅本屋の復旧を国鉄が自分の金だけで造ることなんかと
てもできない。人のふんどしで相撲をとることを考えなきゃだめだ。空襲で焼けてしまった 120 以上の全
国の駅は他人の金を集めて駅ビルを造るべきだ」★ 3-22 と提案したことから、立花・伊藤を中心に民衆駅が
立案されたという。民衆駅の方針は、立花の後を引継ぎ、1947 年に停車場課長になった工藤智によって、
鉄道政策の最高諮問機関である鉄道会議にがかけられ、可決。1948 年から正式に始動した。
　それでは立花次郎の手記から見ていこう。立花は「民衆駅の歴史と意義」★ 3-23 の中で民衆駅を発案した
経緯を次のように語っている。
　資金難のなか駅舎の復旧を進めるために、立花はその建設費に民間資本を導入したいと考え、いろいろ
と試みたがうまくいかなかった。そんな時に彼の目に映ったのが大阪駅の戦後の状態であったという。大
阪駅は戦前に運輸省の資金でつくったものであったが、終戦直後は露天商が入り込み国鉄に対して家賃を
払うこともなく店を開いており、旅客もこれを便利にしていたという。これを見た立花は「建築協力金と
か入居保証金とか言うものを相当に支払わせて、所謂利権でなしに商業ベースの取引の上で、駅舎内に商
人を入れれば、相当の民間資本が導入出来て、相当立派な不燃建築の駅舎が出来るではないか」と考えた。
これが民衆駅のアイディアにつながる。後述することになるが、民衆駅に入居し営業を行う商店から、そ
れぞれ資金を集め、それを建設費にあてるというこの方法は、地方都市の民衆駅の建設方法につながって
いる。
　一方で、伊藤滋は少し異なる方法を考えていたようである。伊藤の手記を見てみよう★ 3-24。伊藤は、外
部資金に頼って国鉄の復興をするために「国鉄の事業の内、民間に委せられるものを放出して沢山の専門
会社に分担させる」ことを考える。既に「アメリカの鉄道では、線路会社、車輛会社、構内運営会社、石
炭積込会社といつた無数の会社があるので、その流儀を採用することによつて、民間資金の活用をしよう
というのである。（中略）そうした諸会社の一つに停車場会社が数えられたのはいうまでもなく、既にアメ
リカに数個の実例もあつた」という。すなわち、停車場を設計・建設・運営することを目的とする会社を
国鉄以外の出資でつくり、その会社が民衆駅を建設するという方法である。これは後述する大都市ターミ
ナル型の民衆駅の建設方法につながる方法である。
　立花、伊藤の二つの民間資本の導入方法は、民衆駅第一号の豊橋駅および第二号の池袋駅西口本屋とし
てそれぞれ実現することとなった。
★ 3-22　『素描・太田和夫』（株式会社建築家会館、1991 年）p.57。
★ 3-23　立花次郎「民衆駅の歴史と意義」『鉄道建築ニュース』1961 年 10 月号、pp.26-31。
★ 3-24　伊藤滋「民衆駅略録」『鉄道建築ニュース』1961 年 10 月号、pp.20-24。
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豊橋民衆駅　建設の経緯
　1947 年豊橋駅建設期成同盟会が結成され、豊橋市長・商工会議所会頭等が中心となって、駅の早期改築
運動を起こし、同年 12 月 26 日に市長より駅改築の請願書が提出された。これが、同時期に議論されてい
た民衆駅の方針とかさなり、民衆駅方式で駅が改築されることとなった。1948 年 7 月 2 日建設が承認され、
1949 年 4 月 21 日に契約、1950 年 3 月 14 日に竣工した（図 2-3-2-1）。木造二階建てで、一階に駅施設
と売店、二階に駅長室とデパート（豊栄百貨店）が入った。
　民衆駅の空間は大別して、国鉄が使用する国鉄施設、民間施設が営業を行う民衆施設、国鉄側も民間側
も利用する広間や待合室などの公衆施設の三つにわけられる。このうち、国鉄施設の建設費は国鉄が負担、
民衆施設は市が負担、公衆施設は国鉄と市の折半負担とし、市が負担した施設は竣工と同時に国鉄の所有
となった。開業後、国鉄は出店者から建物使用料として、保守費のみを微収した。
　建設費は総額で 2,684 万円。このうち 1,779.2 万円を市が負担した。市は出店者を募集し、一階の出店
者および二階の豊栄百貨店から 1,784.7 万円を微収し、この建設費の負担にあてている。この豊橋民衆駅
の建設経緯は、立花が大阪駅を目にして描いた構想に非常に近い。
池袋西口民衆駅　建設の経緯
　後に国内最大規模の民衆駅となる東京・新宿・池袋の駅本屋の戦災復興計画は、1947 年から策定が始まっ
た★ 3-25。そのなかで、停車場会社による民衆駅建設のテストケースとして選ばれたのが、池袋西口である。
★ 3-25　山崎兌・天沼彦一・福岡博次「東京・新宿・池袋の綜合駅計画に就て」『建築雑誌』1947
年 11 月号、p.14。
図 2-3-2-1：豊橋民衆駅
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終戦直後から東京駅では戦災にあった丸ノ内口駅舎の修復が行われていたし、新宿には関東大震災後に建
設された RC 造の駅舎が焼け残っていたため、池袋が選択されたのだろう。
　伊藤滋は 1947 年 1 月に運輸省を退職し★ 3-26、自身が民間人となって、同年 11 月 27 日、池袋西口に民
間資本による駅本屋を含むデパート計画を立案し、建設の申請を行った。翌 1948 年 2 月に、停車場及び
その付帯施設の建設、経営、賃貸その他を目的とする日本停車場株式会社を設立し★ 3-27、事業家の矢下治
藏を社長に据え★ 3-28、自身は副社長に就任する。会社の重役 13 名中 6 名は元国鉄幹部、社員 26 名中国鉄
退職者は 6 名であった★ 3-29。資本金 2,500 万円でスタートし、東京銀行、勧銀、入居予定の東横百貨店か
ら賃貸料 5,000 万円を先に払い受けるとともに、3,000 万円を借入れ、民衆駅建設費にあてた。
　もともと池袋西口は民衆駅第一号として運輸省内で議論されていたが、隣接する東武鉄道との交渉に手
間取っているうちに、豊橋駅に先を越されてしまった★ 3-30。池袋西口民衆駅は 1948 年 12 月 23 日に建
設承認を受け、1949 年 11 月着工し、1950 年 12 月に竣工した（図 2-3-2-2・図 2-3-2-3）。建設費 1 億 3,700
万円は全額日本停車場株式会社の負担で、建物の所有権は減価償却年数（60 年）を経過した後、日本停車
場株式会社から無償で国鉄にわたることとなった★ 3-31。こうして伊藤滋自らが民間事業者として進めた池
袋西口民衆駅の計画は実現した。
　日本停車場株式会社は池袋西口のあと、1950 年に新宿東口の民衆駅建設に対しても請願書を提出してい
る★ 3-32。
★ 3-26　「伊藤滋氏経歴」『鉄道建築ニュース』1971 年 11 月号、p.4。
★ 3-27　第 17 回国会決算委員会第 1 号 1953 年 10 月 30 日（金）13:40 開会議事録。
★ 3-28　『素描・太田和夫』（株式会社建築家会館、1991 年）p.64。
★ 3-29　行政管理庁監察部『日本国有鉄道第一次報告書』1953 年、pp.131-132。
★ 3-30　『素描・太田和夫』（株式会社建築家会館、1991 年）p.64。
★ 3-31　施設事務研究会編『施設事務叢書第２編民衆駅概論付構内営業』（日本国有鉄道、1956 年、
非売品）pp.4-5。
★ 3-32　小林正雄（東建工・建築第三課長）「まえがき・反省期に来た民衆駅」『鉄道建築ニュース』
1964 年 9 月号、pp.4-5。
図 2-3-2-2：池袋西口民衆駅平面図
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図３　池袋西口民衆駅の平面図　　参考文献２）所収。
図４　池袋西口民衆駅 配置図
田崎茂（1951）「池袋西口本屋新築工事」『鉄道建築ニュース』（第 13 号 , 
pp.6-11）所収。
写真２　池袋西口民衆駅 (右上 )と闇市を起源とするマーケット
豊島区立郷土資料館（1992）『写真に見る豊島 60年のあゆみ展』豊島区教育
委員会、所収。
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図５　東京都戦災復興土地区画整理事業第 10 地区第二工区の区画整理以前・以後の地割りを示した図
駅前広場、街路、東武鉄道の土地に囲まれた土地（★）を中心に池袋西口民衆駅本館は建設された。一部東武鉄道の土地にまたがっ
ている。東京都所蔵の東京都戦災復興土地区画整理事業換地完了図（前・後）及び換地明細書から換地を復元。土地の所有について
は法務局豊島出張所所蔵の旧土地台帳より復元。
国鉄所有地
東武鉄道所有地
★
表１　豊橋民衆駅・池袋西口民衆駅の概要
建設承認 民衆駅名 原因 構造：階数 出願者 財産帰属（躯体の所有） 建設費負担 営業者（構内営業承認） 開業
1948 年 7 月 2 日 豊橋民衆駅 戦災 木造：地上２階 豊橋市長 国鉄所有 折半負担 豊栄百貨店　外 12 1950 年 4 月
1948 年 12 月 13日 池袋西口民衆駅 戦災 ＲＣ造：地上５階地下
１階（当初は地上４階）
日本停車場
株式会社
会社所有（減価償却 60
年後無償で国鉄へ）
会社が全額
負担
日本停車場株式会社（東横百
貨店、野村証券などに賃貸）
1950 年 12月
0 10 50m
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（３）鉄道会館問題と民衆駅方式の確立
　豊橋、池袋西口以降、秋葉原、尾張一宮、門司、高円寺、札幌、西鹿児島、福井、富山、金沢、沼津、
松江と地方都市を中心に民衆駅の建設が進んでいった。しかし、1953 年、最大の民衆駅事業として建設が
進めていた東京駅八重洲口の鉄道会館が、外部から大きく批判をうけることとなった。
株式会社鉄道会館
　まず、鉄道会館の建設経緯を確認する。
　国鉄 80 周年記念事業として、多年の懸案であつた東京駅八重洲口本屋を民衆駅として建設することにな
り、1952 年 5 月国鉄内で東京駅八重洲本屋建設計画委員会が組織され、建設計画の要項が策定された。そ
の概要は、次の５点である。①資本金は三億円程度で国鉄関係（国鉄以外）より優先募集。②鉄道記念日
の 10 月 14 日に起工し、二年間で完成させること。③国鉄は鉄道会館に用地を賃貸し、当社はその用地を
立体的に活用して高層ビルを建てること。④同ビルと高架ホームに挟まれた空き地に期間限定で連絡上家
を建設すること。⑤これらの建物の中で駅業務に支障のない場所は、店舗・デパート・オフィス等を設け
図 2-3-2-3：池袋西口民衆駅
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図３　池袋西口民衆駅の平面図　　参考文献２）所収。
池袋西口民衆駅 配置図
田崎茂（1951）「池袋西口本屋新築工事」『鉄道建築ニュース』（第 13号 , 
pp.6-11）所収。
池袋西口民衆駅 (右上 )と闇市を起源とするマーケット
豊島区立郷土資料館（1992）『写真に見る豊島 60年のあゆみ展』豊島区教育
委員会、所収。
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東京都戦災復興土地区画整理事業第 10 地区第二工区の区画整理以前・以後の地割りを示した図
駅前広場、街路、東武鉄道の土地に囲まれた土地（★）を中心に池袋西口民衆駅本館は建設された。一部東武鉄道の土地にまたがっ
ている。東京都所蔵の東京都戦災復興土地区画整理事業換地完了図（前・後）及び換地明細書から換地を復元。土地の所有について
は法務局豊島出張所所蔵の旧土地台帳より復元。
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豊橋民衆駅・池袋西口民衆駅の概要
建設承認 民衆駅名 原因 構造：階数 出願者 財産帰属（躯体の所有） 建設費負担 営業者（構内営業承認） 開業
1948 年 7 月 2 日 豊橋民衆駅 戦災 木造：地上２階 豊橋市長 国鉄所有 折半負担 豊栄百貨店　外 12 1950 年 4 月
1948年 12 月 13日 池袋西口民衆駅 戦災 ＲＣ造：地上５階地下
１階（当初は地上４階）
日本停車場
株式会社
会社所有（減価償却 60
年後無償で国鉄へ）
会社が全額
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日本停車場株式会社（東横百
貨店、野村証券などに賃貸）
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て不動産事業を行うことであった★ 3-33。
　当時の国鉄幹部の気持ちには、民間人だけの民衆駅経営は、国鉄にとって後々不都合があるので、国鉄
が間接的に不動産事業に進出して漸次国鉄の息のかかつた一連の民衆駅会社を広めたいと云う希望があっ
た★ 3-34。つまり、当初民間資本を導入して駅舎を復興するということが、民衆駅の最大の目的であったのが、
商業的ポテンシャルの高い国鉄用地を高度利用し、収入を得ようとする方向へと目的が変容していったの
である。
　国鉄の息のかかった民衆駅会社をつくるため、当時の国鉄総裁長崎惣之助は、前総裁加賀山由之雄氏に
対し八重洲本屋建設に民間の立場として協力するよう依頼した。加賀山はこれを引き受け、民衆駅発案者
である伊藤滋、立花次郎の両氏を専務として迎え、株式会社鉄道会館を 1952 年 9 月 1 日設立した★ 3-35。
伊藤滋としても、テストケースとして始めた日本停車場株式会社から、民衆駅建設の本格的主体としての
株式会社鉄道会館に、その活動の場を移したことになる。先述の通り、株式会社鉄道会館の資本金は国鉄
関係者から優先的に集め、その最大の株主は国鉄共済組合であった。国鉄としては、発起人、資本構成並
びに会社の常勤役員等を国鉄関係で固めた株式会社鉄道会館が★ 3-36、今後の民衆駅の開発主体となり、巨
大な不動産業者になることを目論んでいたのである★ 3-37。しかし、これが原因で、国鉄外部から大きな批
判を浴びることになる。
鉄道会館問題と民衆駅方式の確立
　1953年6月26日の第16回国会において、国鉄財産の部外使用について、国鉄や鉄道会館が批判を受けた、
当時「鉄道会館問題」と呼ばれる議論がおき、会計検査院・行政管理庁等からも構内営業の改善に関する
指摘があった。株式会社鉄道会館が民間企業と言いながらも、あまりにも国鉄独善の要素が強かったために、
強烈な批判を受けたのである。
　鉄道会館ではこの問題のために、加賀山社長、立花次郎が退任することとなった。また、国鉄としては、
1953 年 10 月 1 日、民衆駅の建設および運営、土地建物および高架下の売買や賃貸に関する国鉄総裁の諮
問機関として、外部の有識者を委員とする民衆駅等運営委員会を設置した。そして、委員会にもとづき、
1954 年 7 月 1 日に「日本国有鉄道構内営業規則」を改正、同年 7 月 24 日には「民衆駅に関する請願の取
扱処理方」を制定した★ 3-38。これによって、民衆駅の建設方法、方針が明確化され、この後の全国的な展
開をスムーズにしたが、一方で株式会社鉄道会館によって全国の民衆駅を建設していくという、国鉄の目
論みは崩れることとなったのである。
　東京駅八重洲口本屋は、駅施設は国鉄、民衆施設は鉄道会館、旅客公衆施設部分は両者が折半負担する
ことによって工事が進み、1954 年 10 月 14 日に駅舎国鉄部分の使用が開始され、大丸が入居した民衆施
設部分は同年 12 月 20 日に開業した。建物の所有は二階以上が鉄道会館の所有、それ以外が国鉄の所有と
なった★ 3-39。
★ 3-33　『鉄道会館 50 年のあゆみ』（鉄道会館、2002 年）pp.4-6。
★ 3-34　立花次郎「民衆駅の歴史と意義」『鉄道建築ニュース』1961 年 10 月号、pp.26-31。
★ 3-35　山崎兌「東京驛八重洲本屋の計画について」『鉄道建築ニュース』1953 年 7 月号、pp.2-
7。
★ 3-36　立花次郎「民衆駅の歴史と意義」『鉄道建築ニュース』1961 年 10 月号、pp.26-31。
★ 3-37　『素描・太田和夫』（株式会社建築家会館、1991 年）p.68。
★ 3-38　日本国有鉄道『民衆駅問題に関する資料』1955 年、p.1。
★ 3-39　施設事務研究会編『施設事務叢書第２編民衆駅概論付構内営業』（日本国有鉄道、1956 年、
非売品）pp.15-18。
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（４）地方都市型民衆駅と大都市ターミナル型民衆駅
　表１は全 55 箇所の民衆駅の情報を示したものである。これをもとに民衆駅建設の出願者の違いと、建設
費の負担方式の違いから、民衆駅を地方都市型と大都市ターミナル型に分類した。
地方都市型民衆駅
　地方都市型民衆駅は地方公共団体の首長、主に市長が代表者になって建設を出願するものである。表
2-3-2-1 では白い背景の枠で表示してある。先述した民衆駅第一号の豊橋民衆駅をはじめ、このタイプの民
衆駅が全体の約８割を占める。
　地方公共団体が、民衆施設部分の建設費全額と、待合室や広間等の公衆施設部分の建設費の半額程度を
負担するが、竣工後は躯体全てが国鉄の所有となる。初期の民衆駅においては、この資金を入居者から権
利金として集める場合（豊橋・西鹿児島等）、県や市が多くを支出する場合（尾張一宮・門司・富山・松江・
沼津等）、協同組合を設立し出資金として集める場合（札幌等）などさまざまであったが、徐々に市長を社
長とする会社を設立し、会社において資金調達を行うことが一般的になる★ 3-40 ★ 3-41。営業者は、出願者で
ある地方公共団体の推薦のもと、国鉄が選定する。多くの場合は、資本調達の際に設立された株式会社ま
たは、協同組合等の組織が選定される。
　民衆駅が一般化する 1950 年代において、戦災を受けた地方都市は戦災復興土地区画整理事業によって
復興しつつあったこと、区画整理によって駅本屋建設用地、駅前広場が確保されたことが、民衆駅の建設
を押し進めた。また、非戦災都市である戸畑、帯広、高岡などでも、1956 年から始まる都市改造事業によっ
て基盤整備を行う際に、同時に民衆駅を申請し建設している。
大都市ターミナル型：停車場（民衆駅）会社方式
　もう一つは大都市ターミナル型の民衆駅である。表 2-3-2-1 ではグレーで表示している。これは民間人
が設立した民衆駅会社が、国鉄用地に高層建築を建設し、不動産事業として運営するもので、大都市のター
ミナルの駅本屋として建設される民衆駅である。財産区分は基本的に駅施設が存在する一階と地下階は国
鉄に帰属し、二階以上は国鉄専用部分および将来業務上必要になる可能性がある部分を除いて会社に帰属
する★ 3-42。構内営業については、国鉄がこの民衆駅会社に対して承認を行う。このタイプの民衆駅会社の
多くには国鉄 OB が所属し、事業を進めている。例えば、池袋西口と鉄道会館に勤めた伊藤滋。鉄道会館、
川崎交通建物、錦糸町交通会館に勤めた立花次郎。天王寺ステーションビルディングに勤めた堂垣正温な
どである★ 3-43。また、日本停車場株式会社、株式会社鉄道会館の社員が国鉄関係者が多数占めていたこと
は先述のとおりであるし、株式会社秋葉原会館、池袋ステーションビル株式会社の社員についても、国鉄
★ 3-40　ここで分類したそれぞれの駅は、必ずしも一つの調達方法によって、資金を集めたわけで
はなく、いくつかの方法をとっている場合がほとんどである。ここでは、そのうち一番高額な資金
を集めている資金調達方法で分類した。
★ 3-41　施設事務研究会編『施設事務叢書第２編民衆駅概論付構内営業』（日本国有鉄道、1956 年、
非売品）pp.3-21。
★ 3-42　藤島茂「民衆駅について」『鉄道建築ニュース』1956 年 10 月号、pp.2-8。
★ 3-43　堂垣正温（株式会社天王寺ステーションビルディング取締役施設部長）「天王寺民衆駅の
あれこれ」『鉄道建築ニュース』1963 年 1 月号、pp.46-49。
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順位 年月日 駅名 原因 構造 現存 建設費負担 躯体の所有 営業者名（1956年10月現在） 営業種目 出願者 開業
1 1948.7.2 豊橋 戦災 木造：地上２階 × 折半負担 国鉄 株式会社豊栄百貨店　外12 店舗・食堂等 豊橋市長 1950.4
改良 RC造：地上３地下１ ○ 折半負担 豊橋ステーションビル株式会社 貸店舗 1970.7
2 1948.12.13 池袋西口 戦災 RC造：地上５地下１（当初４階） × 全額負担
会社（60
年後国鉄
へ）
日本停車場株式会社　社長：矢下治蔵 デパート・銀行・食堂等 日本停車場K.K 1590.12
SRC造・S造：地上15地下４ ○ 日本停車場株式会社 貸店舗（百貨店） 1971.11
3 1950.9.6 秋葉原 戦災 RC造：地上３（高架下） × 全額負担 国鉄 株式会社秋葉原デパート　社長：小沢豊 デパート・貸事務室・銀行・食堂 秋葉原会館K.K 1952.2
4 1950.10.21 尾張一宮 戦災 RC造：地上３ × 折半負担 国鉄 株式会社第一証券　外66 事務室 尾張一宮市長 1952.1
5 1951.3.6 門司 戦災 RC造：地上２ × 折半負担 国鉄 鉄道弘済会　支部長：奥廣太郎 事務室・食堂 門司市長 1952.3
6 1951.3.20 高円寺北口 戦災 RC造：地上３（一部地下１） × 全額負担 国鉄 財団法人東京青少年文化協会　理事長：吉田義雄 デパート・銀行・映画館 高円寺復興協力会 不明
7 1951.8.19 札幌 老朽化 RC造：地上４地下１ × 折半負担 国鉄 ステーション・デパート協同組合　理事長：菅野常一郎 店舗・食堂・ニュース映画館 札幌市長 1952.12
8 1951.9.3 西鹿児島 RC造：地上２ × 折半負担 下原清市　外13 店舗（構内旅客営業） 1952.4
9 1951.10.16 福井 戦災 RC造：地上３ × 折半負担 国鉄 株式会社福井ステーション・ビル　社長：熊谷太三郎 ホテル・店舗・食堂・集会室 福井市長 1952.6
10 1951.11.17 富山 戦災 RC造：地上３ × 折半負担 国鉄 富山商店街共同組合　理事長：中田保（1961年5月現在：株式会社富山ステーションデパート） デパート・食堂・陳列場 富山市長 1953.11
11 1952.9.25 東京八重洲口 老朽化 RC造：地上12（当初６）地下２ × 折半負担 国鉄＋会社 株式会社鉄道会館　社長：松井春生 店舗・デパート・貸事務室・国鉄クラブ等 鉄道会館 1954.10
12 1952.9.30 金沢 RC造：地上４地下１ × 折半負担 国鉄 金沢地下ビル株式会社　社長：土井登 店舗・食堂（２～４階 鉄道管理局） 金沢市長 1953.3
13 1952.10.2 沼津 戦災 RC造：地上２ ○ 折半負担 国鉄 株式会社沼津駅デパート　社長：石橋治八　外１（1961年5月現在：沼津ステーションビル株式会社） 店舗・食堂等 沼津市長 1953.3
14 1952.10.6 松江 戦災 RC造：地上２ × 折半負担 国鉄 鉄道弘済会　支部長：中村豊四郎 店舗・食堂等 松江市長 1953.3
15 1954.10.28 八幡 改良 RC造：地上３ × 折半負担 国鉄 八幡市長　大坪純（1961年5月現在：北九州市） 展示場・事務室 八幡市長 1955.7
16 1955.9.20 水戸 戦災 RC造：地上２ × 折半負担 国鉄 協同組合水戸駅観光デパート　代表：和田裕之助（1961年5月現在：株式会社水戸観光デパート） 店舗・食堂 水戸市長 1956.12
17 1955.11.4 池袋東口 戦災 RC造：地上９地下３ ○ 全額負担
１階以下国
鉄＋２階以
上会社
株式会社東京丸物　社長：中林仁一郎（1961年5月現
在：株式会社パルコ） デパート
池袋ステーションビ
ルK.K 1958.9
18 1956.11.5 新潟 改良 RC造：地上２地下１ × 折半負担 国鉄 協同組合新潟名店デパート　理事長：石本清太郎 店舗・食堂 新潟市長 1958.4
RC造：地上６地下１ 株式会社新潟ステーションデパート（1961年5月現在） 店舗（２～６階 鉄道管理局）
19 1956.11.10 小倉 改良 RC造：地上４（一部地下１） × 折半負担 国鉄 株式会社小倉ステーションビル　社長：村上巧児 デパート・ホテル・貸事務室 小倉市長 1958.3
20 1957.3.20 宇都宮 RC造：地上２ × 株式会社宇都宮デパート 社長：小野小七 貸店舗 1958.2
21 1957.9.27 川崎 戦災 RC造：地上５塔屋２地下１ ○ 全額負担 川崎交通建物株式会社　社長：根本茂（1961年5月現在：株式会社川崎ステーションビル） 貸店舗・貸室 1959.3
22 1958.5.8 岐阜 RC造：地上２ × 折半負担 株式会社岐阜ステーション・デパートメントストアー社長：長谷川忠 貸店舗・貸室 1959.10
23 1958.8.30 姫路 RC造：地上５地下１ ○ 株式会社姫路観光交通会館社長：石見元秀 貸店舗・貸室 1959.11
24 1958.10.29 盛岡 RC造：地上２地下１ × 盛岡ステーションビル株式会社社長：山本弥之助 貸店舗（2階 森岡車掌区その他） 1959.11
25 1959.1.14 四日市 RC造：地上２ ○ 三重交通株式会社　社長：安保正敏　外１（1961年5月現在：三重交通株式会社・三岐鉄道株式会社） 事務室 1960.5
26 1959.6.13 旭川 老朽化 RC造：地上２地下１ × 折半負担 旭川ステーションビル株式会社 貸店舗（２階 鉄道管理局） 1960.6
27 1960.2.11 天王寺 改良 RC造：地上８地下１ ○ 折半負担 株式会社天王寺ステーション・ビルディング　社長：鈴木角一郎 ホテル・名店街・お好み食堂街・映画館 1962.9
28 1960.6.8 秋田 老朽化 RC造：地上３ × 折半負担 秋田ステーションデパート株式会社　社長：川口大助 貸店舗 1961.9
29 1960.9.7 錦糸町 RC造：地上６地下１ ○ 全額負担 株式会社錦糸町交通会館　社長：那波光正（1961年5月現在：株式会社錦糸町ステーションビル） 貸店舗・貸室 1962.4
30 1960.9.9 釧路 老朽化 RC造：地上４地下１ ○ 折半負担 釧路ステーション・ビル株式会社　社長：宮地米造 貸店舗（２～４階 鉄道管理局） 1961.9
31 1961.5.17 横浜西口 戦災・改良 RC造：地上７地下２ ○ 全額負担 株式会社横浜ステーションビル　取締役社長：鳥居菊造 貸店舗・食堂街・遊戯施設（民衆駅で初めてボーリングセンター）等 1962.11
32 1961.7.29 新宿東口 改良 RC造：地上８地下３ ○ 折半負担 株式会社新宿ステーションビルディング 貸店舗・貸室 1964.5
33 1961.9.13 福島 老朽化・改良 RC造：地上２地下１ ○ 折半負担 福島ステーションビル株式会社 民衆施設デパート・貸室 1962.1
34 1961.10.9 蒲田東口 戦災・改良 RC造：地上７地下１ ○ 全額負担 蒲田振興株式会社 貸店舗 1963.3
35 1961.12.26 千葉 都市計画（戦災）
RC造：地上８地下１
（一部高架下） ○ 折半負担 株式会社千葉ステーションビル
食堂・店舗・ホール・結婚式場・宴会場・
診療所・子供遊園地・廻転展望台 1963.4
36 1962.2.21 博多 RC造：地上７地下１ × 株式会社博多ステーションビル 貸店舗（百貨店）・貸室（ホテル） 1964.5
37 1962.3.5 明石 戦災・改良 RC造：地上２（高架下） ○ 折半負担 株式会社明石ステーションセンター 貸店舗 1964.1
38 1963.3.7 戸畑 改良 RC造：地上４地下１ × 折半負担 戸畑ステーションビル株式会社 貸店舗・貸室・ホテル 1964.9
39 1963.12.16 広島 戦災・改良 RC造：地上７地下１ ○ 折半負担 広島ステーションビル株式会社 ホテル・デパート・映画館・浴場・駐車場 1965.1
40 1964.2.24 鶴見東口 RC造：地上７地下２ ○ 鶴見振興株式会社 貸店舗 1965.7
41 1964.4.14 別府 RC造：地上１（高架下） ○ 株式会社別府ステーションセンター 貸店舗 1966.7
42 1965.6.15 帯広 老朽化・改良 RC造：地上４地下１ × 折半負担 帯広ステーションビル株式会社 貸店舗・貸室・ホテル 1966.1
43 1965.6.23 高岡 老朽化・改良 RC造：地上３地下１ × 折半負担 株式会社高岡ステーションビル 貸店舗 1966.1
44 1965.10.27 目黒 RC造：地上５地下２ ○ 全額負担 株式会社目黒ステーションビル 貸店舗 1967.1
45 1966.3.2 山形 RC造：地上２地下１ × 株式会社山形ステーションビル 貸店舗 1967.8
46 1966.6.20 大宮 老朽化・改良 RC造：地上６地下２ ○ 折半負担 株式会社大宮ステーションビル 貸店舗 1967.10
47 1966.9.26 和歌山 老朽化・改良 RC造：地上４地下２ ○ 折半負担 株式会社和歌山ステーションビルディング 貸店舗 1968.3
48 1968.5.21 徳山 改良 RC造：地上３地下１ ○ 折半負担 徳山ステーションビル株式会社 貸店舗 1969.10
49 1968.5.21 蒲田西口 戦災・改良 RC造：地上10地下２ ○ 全額負担 蒲田振興株式会社 貸店舗・貸室 1970.4
50 1968.9.27 吉祥寺 RC造：地上２地下１（高架下） ○ 株式会社吉祥寺ステーションセンター 貸店舗 1969.12
51 1970.12.26 小岩 RC造：地上１地下１（高架下） ○ 東京高架株式会社 貸店舗 1972.7
52 1970.12.26 市川 RC造：地上１地下１（高架下） ○ 千葉高架株式会社 貸店舗 1972.9
53 1970.12.26 本八幡 RC造：地上１地下１（高架下） ○ 千葉高架株式会社 貸店舗 1972.10
54 1970.12.26 船橋 RC造：地上１地下１（高架下） ○ 千葉高架株式会社 貸店舗 1972.11
55 1971.11.18 津 老朽化・改良 RC造：地上３地下１ ○ 折半負担 津ステーションビル株式会社 貸店舗 1973.3
建設承認
●藤島茂「民衆駅について」『鉄道建築ニュース』（1956年10月号、pp.2-8）所収「民衆駅一覧（1956年10月現在）」、青木実「民衆駅」『鉄道建築ニュース』
（1961年5月号、pp.31-32）所収「民衆駅一覧表（1961年5月現在）」、「民衆駅一覧（1973年3月現在）」『日本国有鉄道百年史』（第13巻、pp.319-322、日本国
有鉄道、1974年）より作成。個別の民衆駅の情報はそれぞれ次の文献から補った。「川崎民衆駅」『鉄道建築ニュース』1959年6月号、「旭川民衆駅」『鉄道建築
ニュース』1961年3月号、「秋田民衆駅」『鉄道建築ニュース』1961年10月号、「明石民衆駅」『鉄道建築ニュース』1961年10月号、「釧路民衆駅」『鉄道建築ニ
ュース』1962年6月号、「天王寺民衆駅」『鉄道建築ニュース』1963年1月号、「千葉民衆駅」『鉄道建築ニュース』1963年7月、「横浜西口民衆駅」『鉄道建築ニ
ュース』1963年7月号、「福島民衆駅」『鉄道建築ニュース』1963年7月号、「蒲田東口民衆駅」『鉄道建築ニュース』1963年9月号、「新宿東口民衆駅」『鉄道建
築ニュース』1964年9月号、「明石民衆駅」『鉄道建築ニュース』1965年4月号、「戸畑民衆駅」『鉄道建築ニュース』1965年8月号、「広島民衆駅」『鉄道建築ニ
ュース』1966年4月号、「帯広民衆駅」『鉄道建築ニュース』1967年5月号、「高岡民衆駅」『鉄道建築ニュース』1967年5月号、「目黒民衆駅」『鉄道建築ニュー
ス』1968年5月号、「和歌山民衆駅」『鉄道建築ニュース』1968年5月号、「大宮民衆駅」『鉄道建築ニュース』1968年5月号、「徳山民衆駅」『鉄道建築ニュー
ス』1971年2月号、「蒲田西口民衆駅」『鉄道建築ニュース』1971年2月号、林吉之「津民衆駅計画」『鉄道建築ニュース』1972年11月号。
表1　民衆駅一覧
：地方都市型。	 
：大都市ターミナル型（全額負担）。首都圏にのみ存在。	 
：大都市ターミナル型（折半負担）。近距離移動・中遠距離移動の旅客ともに扱う民衆駅。
表 2-3-2-1
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関係者が多数を占めていたことが指摘されている★ 3-44。
　このタイプには建設費の負担方式によって、２つの分類ができる。旅客公衆部分の建設費を折半負担し
ている場合（東京駅八重洲口、新宿東口、天王寺）と、全額負担している場合（池袋西口、池袋東口、川崎、
錦糸町、横浜西口、蒲田東口、目黒、蒲田西口）である。
　これは駅の旅客の性質によって異なっている。旅客の大半が定期券旅客で、待合室も置かない、公衆施
設が通過空間としての性質が強いような駅を対象として全額負担の民衆駅は建設されている。一方で、遠
距離旅客と定期券旅客が混在する駅においては、十分な通過の空間を用意した上で、待合室など滞留の空
間も確保しなければならず、そういった駅は折半負担の対象となっている★ 3-45。
　ここで注目したいのは、大都市ターミナル型の全額負担で建設された民衆駅が、首都圏に限られている
ことである。この状況を捉えるには、関西地方の国鉄と私鉄の関係と、関東のそれを比較する必要がある。
　関西においては、明治から大正・昭和にかけての私鉄各線の敷設の過程と国鉄のそれとが時期的にほと
んど重なっており、また私鉄どうし、及び私鉄・国鉄間の営業路線が競争的平行線であることも要因となっ
て、私鉄が都心までアクセスでき個々に独自のターミナルビルを建設している。結果、国鉄の駅と私鉄の
駅がうまく接続していないことが多い。
　これに対して関東では、国鉄と私鉄の競争は関西程ではなく、またその発展の時期も私鉄が国鉄よりも
遅れ、大正末から昭和にかけて、私鉄が国鉄への接続を求めて国鉄の構内に乗り入れたものが多い。また、
山手線が私鉄の都心へのアクセスを阻止していたといえる。これが関西では戦前に実現した都心部でのター
ミナルビルが、関東では渋谷を除けばほとんど発達しなかった理由でもあり、関東では戦後期においても
多いにターミナル百貨店の可能性があったということである。そして、それを実現したのが全額負担の民
衆駅であった。こうした関東の鉄道の状況は、結果として私鉄と国鉄のターミナルにおける接続を関西の
それと比べて有機的にし、地下道などを通じて容易に相互の旅客の連絡輸送を行えるという状況を作り
出している★ 3-46。
（５）まとめ
　以上のように、地方公共団体が主導した地方都市型の民衆駅と、民衆駅会社が開発した大都市ターミナ
ル型の民衆駅を分類し、その成立の背景を明らかにした。また、大都市ターミナルには首都圏を対象にした、
工事費全額負担による方式があったことも指摘した。
　本論文が対象とする新宿・池袋・渋谷では、池袋駅の東口、西口両側で、民衆駅会社の全額出資で民衆
駅が建設されており、新宿でも大規模な民衆駅が建設されている。また、私鉄と国鉄の駅が結合してター
ミナルを形成しているため、新宿西口では小田急の駅舎を国鉄や京王の旅客が通り抜けていたり、渋谷で
は東急会館の中に国鉄の改札口が設けられたりした。
　こうした駅の特徴は、国鉄の駅めがけて私鉄がターミナルをつくっているからであり、一店にターミナ
ルが集中しているが故に、開発主体としても全額負担の民衆駅を建設するメリットが東京のターミナルに
はあったと考えられる。
★ 3-44　行政管理庁監察部『日本国有鉄道第一次報告書』1953 年、pp.131-132。
★ 3-45　斎藤隆雄「天王寺民衆駅の経過と問題点」『鉄道建築ニュース』1963 年 1 月号、pp.8-
13。
★ 3-46　斎藤隆雄「ターミナルビルの最近の傾向について」『鉄道建築ニュース』1963 年 9 月号、
pp8-14。
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第３章　新宿駅とその近傍の戦災復興過程
３−１　はじめに　
　本章は新宿駅とその近傍の 1930 年代から 1970 年頃までの形成過程を明らかにする。これまで新宿を対
象とした研究・書籍は多数発行されてきたが、その形成過程を都市組織レベルで明らかにした都市史研究
はない。ここではとくに関わりの深い先行研究を整理した上で、使用する資料、対象地区を示す。
３−１−１　先行研究
　新宿駅近傍の形成あるいは闇市、区画整理、マーケットをあつかった研究・書籍には、以下のものが挙
げられる。
	 a：芳賀善次郎『新宿の今昔』紀伊国屋書店 ,	1970 年
	 b：河村茂『新宿・街づくり物語	−誕生から新都心まで三〇〇年−』鹿島出版会 ,	1999 年
	 c：戸沼幸市	編著『新宿学』紀伊国屋書店 ,	2013 年
	 d：初田亨・他による機能分布変遷に関する一連の研究
	 	 内野伸勝・初田亨・平井充・小黒康典・西岡大輔「商店・事業所の機能分布からみた都市・
	 	 新宿駅東口周辺の変遷 (1933-2004)	-	東京の繁華街に関する都市・建築史の研究	その 4」
	 	 （『工学院大学研究報告』第100号 ,	pp.145-152）、二本柳望・初田亨・川島一記・佐藤勇輝「新
	 	 宿駅西口周辺における 1958 年から 2005 年までの商店・事業所の分布からみた都市の歴
	 	 史的変遷」（『工学院大学研究報告』第 106 号 ,	pp.87-94）ほか。
	 e：ヤミ市調査団・他『ヤミ市模型の調査と展示』江戸東京博物館 ,	1994 年
	 f：松平誠『ヤミ市幻のガイドブック』筑摩書房 ,	1995 年
	 g：初田香成「闇市の簇生と変容—都市建築としてのマーケット」（『都市の戦後	雑踏のなかの都
	 					市計画と建築』東京大学出版会 ,	2011 年）pp.83-131
　新宿の宿場としての誕生から、副都心へ発展をとげるまでを都市史として最初に描いた書籍が芳賀（a）
である。芳賀（a）をもとに、より都市計画史の視点から計画図を参照しつつ新宿の形成過程を捉えたのが
河村（b）であり、また、都市空間だけでなく新宿の形成を担った有力者（中村屋・新宿高野・紀伊国屋・
安田善一など）に目を向け、さらに今後のまちづくりの提案も視野にいれたのが戸沼（c）である。これら
の研究・書籍は数百年の幅で、時期ごとに特徴的な変化が見られる場所に注目して新宿の形成過程を明ら
かにしているため、本論文が捉えようとするターミナル近傍の激しい新陳代謝を空間として捉えようとす
る視点はない。当然、本章も芳賀（a）・河村（b）・戸沼（c）の成果を踏まえるものの、対象を空間的に限
定し都市組織の変遷を追う。
　新宿駅近傍に対象を絞った、建築史からの研究に初田亨（d）がある。初田亨（d）は 1930 年代から現
代までも火災保険特殊地図と住宅地図をもとに、駅近傍の商店と事業所の分布を捉え、新宿駅近傍の形成
過程に迫っている。初田亨（d）は分布図を描き、ターミナル近傍の変遷を明らかにしているが、あくまで
それは機能分布であるため空間に迫っていない。建物が激しく新陳代謝する東京の繁華街にあるからこそ、
都市組織レベルで対象地区を復元し、所有を把握する事で都市形成の実態に迫る必要がある。
　新宿の闇市を対象とした研究には、松平（f）と松平誠が中心となって調査が行われたヤミ市調査団（e）
がある。この両者の研究で、松平は新宿駅東口の闇市を極めて詳細に建築的に明らかにしている。しかし、
両研究ともに終戦直後の闇市の実態を明らかにする事が目的であったため、闇市が発生した場所が戦前に
はどういう場所だったのか、あるいはその後どのように変容していったのかについては明らかにしていな
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い。本章は松平の研究・調査の結果を最大限利用しながら、都市組織として闇市を捉えるとともに、戦前
の同地の状態、1950 年以降の闇市の変容に注目することでターミナル近傍の形成過程を明らかにする。
　初田香成（g）は闇市を戦前の勧工場や小売市場との関係で議論し、さらに再開発後の共同ビル化や地下
街化を明らかにしている点で本論文と視点を共有する。新宿駅近傍の闇市については、1946年頃までのマー
ケットの建設状況と、戦災復興土地区画整理事業による和田組マーケットの整理、安田組マーケットの共
同ビル化（新宿西口会館）や地下街への移転（小田急エース）を明らかにしている。初田香成は都市建築
としてマーケットを捉え、その変化の類型を明らかにしているため、対象は特徴的な類型や事業誌が編纂
されている事例に限られ、本論文が捉えようとしている駅近傍の闇市のうち、一部に言及するにとどまっ
ている。本章では初田香成の知見を参照し、それが新宿駅近傍の都市組織にいかに位置付いていたのかを
明らかにするとともに、土地所有との関係も明らかにすることで、新宿駅近傍の形成過程を明らかにする。
３−１−２　使用する資料
　第２節から第４節の対象地区で都市組織を把握する上で使用した資料は次の通りである。
	 A．東京特別都市計画事業復興土地区画整理第９地区現形予定図　1968 年 6月 11 日
	 B．火災保険特殊地図　1938 年
	 C．火災保険特殊地図　1949 年
	 D．火災保険特殊地図　1951 年
	 E．火災保険特殊地図　1954 年
	 F．火災保険特殊地図　1958 年
	 G．住宅地図　1962 年
	 H．住宅地図　1967 年
	 I．陸軍撮影の航空写真「95D4-C1-2」　1945 年
	 J．米軍撮影の航空写真「USA-M451-29」　1947 年
	 K．東京特別都市計画事業復興土地区画整理第9−1地区換地確定図（区画整理以前／区画整理以後）　
	 					1969 年 1月 25 日
	 L．東京特別都市計画事業復興土地区画整理第 9−2 地区換地明細書　1969 年 1月 25 日
	 M．東京特別都市計画事業復興土地区画整理第9−2地区換地確定図（区画整理以前／区画整理以後）　
	 					1970 年 3月 31 日
	 N．東京特別都市計画事業復興土地区画整理第 9−2 地区換地明細書　1970 年 3月 31 日
　各年代の対象地区の都市組織を、東京特別都市計画事業復興土地区画整理第九地区現形予定図を基準と
しながら、各年代の地図や航空写真を参照して復元した。
　また、地割については換地確定図の区画整理以前の地割を基準に、旧土地台帳の記載事項を参照し、各
年代ごとの地割を復元した。	
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３−１−３　本章の対象地区
　　本章では新宿駅近傍の 1930 年代後半から 1970 年頃までの形成過程を明らかにする。第２節で東口駅
前、第３節で中央口前から南口にかけて、第４節で西口を対象とする。それぞれの節の対象地区は図 3-1-1
の通りである。
都電車庫
0 20 100m
N
3-2
3-6
3-3
図 3-1-1　終戦直後の新宿駅近傍と各節の対象地区
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３−2　新宿東口駅前街区の戦後復興過程　
３−2−０　本節の対象
　本節は図 3-1-1 の「3-2」の範囲である新宿東口駅前街区を対象とする。戦前は商店がほとんどなかった
西口に対して、東口は昭和戦前期から新興の盛り場として発展していた。その中でも対象地区は、北側で
戦前戦後を通じて新宿のメインストリートである新宿通りに接しており、それに沿って対象地区内には新
宿高野や中村屋といった新宿を代表する商店が軒を連ねている。本章が対象とする期間を通じて、新宿駅
近傍において最も商業的ポテンシャルが高い場所のひとつであった。
３−2−１　終戦までの対象地区
（１）戦前
　戦前の新宿について図 3-2-1・3-2-2 からは土地の状況を、図 3-2-3 からは建物の状況を確認したい。図
3-2-1 は 1912 年、図 3-2-2 は 1938 年の対象地における地番、土地境界を示した図である。1912 年には
5筆で構成されていた対象地区が、1938 年までに 16筆に分筆され、宅地の細分化が進んでいる。
図 3-2-1　1912 年の地割 図 3-2-2　1938 年の地割
図 3-2-3　1938 年の対象地区の建物の状況
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　1938 年時点の土地所有について旧土地台帳からは、高野と聚楽が建つ土地（［13］と［1-22］［1-25］）
はそれぞれの経営者が所有していることが分かる。また、高野については店舗の建つ土地だけでなく、土
地［1-50］［1-52］も所有している★2-1。一方で、中村屋は淀橋の大地主であった渡辺家★2-2 の土地［12］
を借地していた。後述するが、1948 年 6 月 29 日、中村屋は尾津組と不法占拠問題で争っている時期に、
この土地［12］を渡辺家から買収している。
　対象地区の戦前からの地主が、戦後に闇市どのように関係を持っていたのかを証言した貴重な聞き取り
があり★2-3、対象地区では土地［1-3］の地主と、土地［1-6］［1-23］［1-24］の地主が証言をしている。
土地［1-3］は旧土地台帳が現存せず、戦前期の権利関係は明らかではないが、戦前のある時期から炭問屋
を営んでいた清水家が所有していたことがわかる★2-4。清水家は戦後に同地の大半を不法占有した野原組
と係争をしながら、同地の一部で炭問屋を再開している。ただ、同地をいつから所有しているのかは明ら
かでない。土地［1-6］［1-23］［1-24］の所有者である市島敬造は★2-5、第３節で扱う土地［1-67］［1-68］
も所有しており、市島家は戦前は土地［1-67］［1-68］で石炭問屋と運送業を営んでいた。
　次に建物の状況を確認する。1938 年時点の対象地区に建つ建物は 31棟で、そのうち 5棟がコンクリー
ト造、1棟が土蔵、5棟がラスモルタル壁の建物、残りの 20棟が木造瓦葺きの建物であった（図 3-2-3）★
2-6。大正末から昭和初期にかけては、木造瓦葺きの建物群の中に高野★2-7、中村屋★2-8 ★ 2-9、聚楽★2-10、新
宿ホテル★2-11 といった鉄筋コンクリート造三階建て以上の建物が徐々に建ち始めた時期である。ここでは、
★ 2-1：聚楽の創業者である加藤清二郎が、聚楽の建つ土地［1-22］［1-25］を所有している。ま
た 1938 年現在、高野の建物が建つ土地［13］、それに隣接する土地［1-50］は高野芳雄が所有し、
土地［1-52］は高野吉太郎と土地［1-7］を所有する菊池平吉が共同所有している。高野芳雄は高
野の経営者が受け継ぐ「吉太郎」の名を 1956 年に襲名した（三代目）。
★ 2-2：1938 年 11 月 7 日以降は渡辺文雄所有。
★ 2-3：ヤミ市調査団・他『東京都江戸東京博物館調査報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査報
告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』江戸東京博物館 , 1994 年 , pp.92-129。
★ 2-4：「F.S. 氏の話」（ヤミ市調査団・他『東京都江戸東京博物館調査報告書 第 2 集 常設展示制作
に伴う調査報告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』江戸東京博物館 , 1994 年）p.120 より。
F.S. 氏は（株）しみず代表取締役社長であり、（株）しみずは戦災復興土地区画整理事業後に「しみ
ず喫茶」を開いているが、その換地前の土地が［1-3］である。また、F.S. 氏の地所は戦中に疎開空
地になり、戦後に野原組に占拠されたことなど空間的にも土地［1-3］と一致している。
★ 2-5：旧土地台帳より土地［1-6］［1-23］［1-24］が市島敬造所有であることがわかる。
★ 2-6：火災保険特殊地図ではコンクリート造およびレンガ造を耐火建造物、ラス張り ( ラスモル
タル壁 ) および土蔵造を防火建造物に分類している。
★ 2-7：高野本店ビル 1 号館は 1936 年竣工。2 号館は 1937 年竣工。共に地上 3 階・地下 1 階建て。
新宿高野 100 年史編集委員会『新宿高野 100 年史 創業 90 年の歩み 戦前編』新宿高野 , 1975 年 , 
pp.169−175。
★ 2-8：中村屋新館は 1933 年竣工。地上 5 階建て。ヤミ市調査団・他『東京都江戸東京博物館
調査報告書　第 2 集　常設展示制作に伴う調査報告 2（大型模型 2）ヤミ市模型の調査と展示』
pp.116−117
★ 2-9：中村屋工場ビルは 1937 年 3 月竣工。地上 5 階地下 1 階建て。中村屋社史編纂室『中村屋
100 年史』株式会社中村屋 , 2003 年 , pp.110。
★ 2-10：聚楽は 1934 年竣工。地上 5 階建て。聚楽社史編集委員会『聚楽 50 年のあゆみ』株式会
社聚楽 , 1974 年 , pp.60−61。
★ 2-11：新宿ホテルは 1926 年開業。地上 3 階建て。新宿歴史博物館『新宿盛り場地図』(2005 年 )
の写真⑰「武蔵野館と新宿ホテル」のキャプションより。
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中村屋の RC造のビルが接道しておらず、新宿通り沿いには木造瓦葺きの店舗が建っていたことを確認し
ておきたい。後述するが、これが戦後復興期の中村屋の営業に大きく関係することとなる。
　以上のように戦前期の土地と建物について、それぞれ確認した。戦前期の対象地区は、土地 1筆に対し
て 1つの建物が建てられているのは新宿ホテル、新宿帝国館など 3カ所で、聚楽のみ 2筆の土地に対して
1棟の建物が建っている。これら以外は同一所有者の土地（一筆であれ、複数の土地のまとまりであれ）
に対して複数の建物が建っていた。図 3-2-3 はこの同一所有者の土地（破線で示した）と建物の関係を示
している。
　他方で戦後に対象地区にマーケットを建設することとなる尾津喜之助や野原松次郎といったテキ屋が、
大正末期から昭和初期にかけてのこの時期、自身の組をつくり新宿を拠点として縁日を回り露店を出して
いたことを確認しておく。
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図 3-2-4　1944 年の対象地区の建物の状況 図 3-2-5　1944 年の対象地区の地割
図 3-2-6　終戦時点の対象地区の建物の状況
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（２）戦災　1944−45 年
建物疎開
　対象地区に関係する疎開空地は、1944 年 4月 17 日の第三次指定（内務省告示第 177 号）により交通疎
開空地に指定された新宿駅東口の 1900 坪（交通疎開空地番号：111）で、同年 7月 31 日までに耐火建物
を除き建物の除去を終えている★2-12。東京都の建物疎開は、建物に対しては補償がなされたが、土地につ
いては、買収された場所と買収されず賃貸となっていた場所がある★2-13。管見の限りでは新宿駅東口の交
通疎開空地に関する図面を確認できなかったため、対象地における建物疎開の実態を、1945 年 1 月 6日
に陸軍によって撮影された航空写真★2-14 と、旧土地台帳に記載された土地所有の変遷をもとに推定する。
　陸軍の航空写真からは、対象地区において建物が建っていない範囲が図 3-2-4 の斜線部分のであること
が推定できる。旧土地台帳によれば、この範囲のうち図 3-2-5 の土地［1−7］［1−23］［1−24］［1−52］［1
−112］［1−113］★2-156 筆は、1944 年末頃に東京都に買収され、1947 年 9 月頃にその多くがもとの所有
者に売却されるまで都有地であった。また、旧土地台帳が欠損し登記情報がない土地のうち、［4−6］は
1948 年に払下されるまで都有地であった★2-16。厳密にはどの範囲が疎開空地に指定されたかは明らかでは
ないが、鉄筋コンクリート造の聚楽が建つ土地［1−22］［1−25］を除いて、図 3-2-5 の太い破線で囲んだ
範囲の土地が都に買収され、建物が除去されたと考えられる。
戦災
　対象地区は 1945 年 5月 25 日夜から 26 日の午後にかけての空襲によって劫火に包まれ、灰燼に帰した
★2-17。ここでは、1945 年 8 月から 9月にかけて撮影された米軍の航空写真をもとに描かれた地形図★2-18
と、報道写真家影山光洋が 1945 年 9 月 30 日に撮影した新宿の風景写真★2-19 から、戦災直後の対象地を
図 3-2-6 のように復元した。空襲後に対象地区に焼け残った建物は、鉄筋コンクリート造の建物 5棟と、
土蔵 1棟である。
★ 2-12：東京都『東京都戦災誌』1953 年 , pp.178−198。
★ 2-13：越澤明『復興計画』中央公論新社 , 2005 年 , pp.147。
★ 2-14：国土地理院所蔵 1945 年 1 月 6 日陸軍撮影の空中写真「95D4−C1−2」。
★ 2-15：［ − ］で示した数字は、その土地の地番である。字はすべて角筈一丁目。
★ 2-16：『読売新聞』1952 年 9 月 6 日朝刊 ,p.3。
★ 2-17：新宿区『新宿区史 区成立 50 周年記念 第 1 巻』1998 年 , pp.387−392。
★ 2-18：地図資料編纂会『戦災復興期　東京 1 万分 1 地形図集成』柏書房 , 1988 年 , p.28。
★ 2-19：ヤミ市調査団・他『東京都江戸東京博物館調査報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査報
告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』p.33。
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３−２−２　戦災復興から高度成長までの対象地区　1945 − 1970 年
（１）1945−47 年
　終戦直後から、対象地区において仮設的な市街地の再生を担ったのは、闇市であった。戦後復興期、山
手線の駅前に出現した闇市の多くは、テキ屋集団、引揚者団体、あるいは土地の有力者などが差配したも
のであったが、新宿駅近傍の闇市においては、特に戦前から新宿周辺を庭場★2-20 としてきたテキ屋集団の
力が顕著であった★2-21。テキ屋の職能は、縁日に露店を出したり、それらをしきることからもわかるように、
自身が法的になんの権利も持たない土地を刹那的に利用し、そこに集まる人々の欲望に応えるモノや場を
創出・管理することである★2-22。むろん敗戦直後の東京には、テキ屋がその職能を発揮できる場所として、
疎開空地や焼け跡が広がっていた。
　図 3-2-7 の斜線部は、テキ屋の尾津喜之助が終戦後 5日目にして始めた闇市、新宿マーケットの一部で
ある。尾津喜之助が終戦翌日から露店再開★2-24 の準備を始め、その許可を得るために所轄の淀橋警察署を
訪ねると、署長の安方四郎はそれに賛同し新宿マーケット設営のバックアップを約束した★2-25 ★ 2-26。尾津
組組員による焼け跡の整理が終わり、資材が届くと、新宿通りに沿った高野の 2号館の東から三越にかけ
ての土地に全 32コマの仮設建築（木材でフレームを組み、日よけのヨシズを載せただけの建物）を建設し、
うち 12コマで 1945 年 8月 20 日に新宿マーケットを開店した。当初は仕入れから販売まで全コマが直営
であった。
★ 2-20：テキ屋の「ナワ張り」のことを「庭場」という。
★ 2-21：新宿駅周辺の闇市を組織したテキ屋には、本稿であつかう尾津組・野原組の他に、武蔵野
館の西から新宿駅南口にかけて闇市をつくった和田組、省線線路西側に沿って青梅街道から小田急
改札口にかけ闇市をつくった安田組がある。戦後復興期の新宿駅は東西両側において闇市に囲まれ
ていた。
★ 2-22：闇市とテキ屋の関係については、松平誠『ヤミ市 幻のガイドブック』pp.164−182。
★ 2-23：国土地理院所蔵 1947 年 9 月 8 日米軍撮影の空中写真「NI−54−25−6」を参考に作図した。
★ 2-24：尾津喜之助は新宿が空襲を受けるようになってからも、戦中期終戦直前まで、路上で露店
営業を続けていた。尾津喜之助『新やくざ物語』早川書房 , 1953 年 , p.106。
★ 2-25：尾津喜之助『新やくざ物語』p.99。
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2号館
中村屋
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新宿ストアー
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：木造建築 N
0 10 50m
図 3-2-7　1947 年の対象地区の建物の状況★ 2-23
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　当初ヨシズ張りであった新宿マーケットは、1945 年末、暖取り用の焚き火が燃え移り 16コマを焼失し
た事をきっかけに、木造屋根付きでペンキ塗装を施した建物へと建て替えられている★2-27。尾津組は新宿
マーケットだけでなく、新宿通りに並ぶ数百軒もの露店も差配していた。
　尾津が新宿マーケットを建設した土地は空襲による焼け跡で、都有地（疎開空地）ではなく民有地であっ
た。つまり、公権力の協力があったとはいえ、法的には不法占拠である。新宿マーケットが占拠した土地
には、3-2-1 で確認した中村屋の木造店舗の焼け跡も含まれていた。中村屋としては、ビルは焼け残ったが、
そのビルへアクセスする店舗部分の土地を占拠されてしまったため、戦後に営業が再開できなくなってし
まった。やむを得ず裏側で居酒屋を経営していた安田善一氏に対して、焼け残ったビルの 3階の一部と 4・
5階を安田氏に貸す代わりに、安田氏が湯沢不動産から借り受けていたビル裏手に面する土地の一部を貸
与するよう交渉した。安田善一は本節の対象地区の南側の街区に土地を持っていたが、戦中期に交通疎開
空地に指定されており、1947 年まで都有地になっていた。さらに、1947 年に返還されてからも和田組マー
ケットに同地を占拠されており、土地を使用することができなかったため、対象地区に土地を借り商売を
行っていた。1947 年 4月安田氏が中村屋の申し出を承諾し、中村屋は南側の路地から客を引き入れること
で営業を再開した。安田氏は中村屋ビルで旅館を経営している★2-28。
　終戦後しばらくすると、尾津は中村屋を中心とする地主や借地人など 11人から土地の返還を求められる
★2-29。そして、終戦直後協力的であった警察も、社会が安定に向かうとともにテキ屋に対する規制を強め、
尾津は土地問題で地主を脅迫したとして 1947 年 6月 26 日逮捕された★2-30。尾津の逮捕後、尾津組は同年
7月 23 日に解散、尾津組商事株式会社へと改組し、新宿マーケットの管理は新会社へ引き継がれる★2-31。
このときには既にマーケットは直営ではなくなっており、マーケットの区画は占有者へ転売されていた。
地主は占有者に対して土地不法占有問題で訴訟を起こした。その結果、占有者は地上権を得たが、地主に
対して地代を支払うこととなり★2-32、公式な借地契約を結んだ。この裁判の結果を受け立退く店舗もあり、
1948 年夏頃に中村屋の土地の一部が返還され、さらに徐々にではあるがその他の土地も返還されていった。
　以上のように、マーケットの発生が合法的な都市組織の形成に大きく影響を与えていたことがわかる。
　尾津は新宿マーケットを建設する一方で、1945 年 8月 26 日から、高野の本店ビル 1号館で無料診療所
を開業している★2-33。当初は 1階で開業したが、1ヶ月後には設備と人員を整え 2階へ移転。その後、時
★ 2-26：尾津喜之助と尾津組は、戦中期に防空壕の建設、焼け跡の整理などで警察に協力してお
り、所轄の淀橋署と深い関係があったことから、警察の協力をえられた。尾津喜之助『新やくざ物語』
pp.84−8,pp.98−99。また、終戦直後の盛り場を、テキ屋に仕切らせることで、間接的にでも支配
しようとした意図も公権力側にはあったと考えられる。
★ 2-27：「新宿マーケット」の建設と変容過程については、尾津喜之助『新やくざ物語』を参照。
★2-28：前掲18）『中村屋100年史』p.132。安田善一氏は後に伊勢丹の重役も勤めた、新宿の有力者。
★ 2-29：1946 年、同地の地主・借地人 11 人は「睦会」という団体をつくり、尾津に土地の返還を要求。
1947 年 4 月 11 日に尾津組に対して撤退を求める訴訟を起こす。中村屋社史編纂室『中村屋 100
年史』p.132、有馬宏明 (1977)『新宿大通り二八〇年』新宿大通商店街振興組合 , p.63 など。
★ 2-30：『読売新聞』1947 年 6 月 27 日朝刊 ,p.2。
★ 2-31：『読売新聞』1947 年 8 月 22 日朝刊 ,p.2。
★ 2-32：「（９）T.K. 氏の話」ヤミ市調査団・他『東京都江戸東京博物館調査報告書 第 2 集 常設展
示制作に伴う調査報告 2（大型模型 2）ヤミ市模型の調査と展示』江戸東京博物館 , 1994 年 , p.108。
★ 2-33：尾津喜之助『新やくざ物語』pp.212−215。
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★ 2-34：1948 年 10 月 15 日に社名「株式会社野村組」を「野村工事株式会社」へ改称。現在の
大和小田急建設。野村専太郎は 1949 年 1 月 23 日の第 24 回衆議院議員総選挙に東京 1 区から民
主自由党公認として立候補し、当選。1952 年まで衆議院議員を勤める。1947 年 4 月 25 日の第
23 回衆議院議員総選挙には同区から尾津喜之助が立候補し、落選している。
★ 2-35：関根弘『新宿　盛り場・ターミナル・副都心』大和書房 , 1964 年 , pp.180-181、（『週刊朝日』
1949 年 10 月 2 日号 , 朝日新聞社、からの引用）。
★ 2-36：ヤミ市調査団・他『東京都江戸東京博物館調査報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査報
告 2（大型模型 2）ヤミ市模型の調査と展示』p.101、p.118。当時の関係者へのインタビュ （ー1990
年 2 月 13 日、1990 年 2 月 22 日）より。誌面では「S.N. 氏」と表記されているが、土建屋であ
ることと当時の年齢、さらに「高野のところを不法占拠していた尾津組を追っ払って、自分が高野
の 3 階に入った」という証言から、野村専太郎と断定。
★2-37：平山巳之吉『小狸の体験記』私家版, p.231。平山巳之吉は野村工事の戦後をささえた取締役。
★ 2-38：「民自内部で利権争い 暴力の街 ” 新宿 ”」『新宿民報』第 20 号 , 1949 年 8 月 1 日 , p.1。
期は定かではないが、1948 年初頭までに高野ともめることもなく裏通りへと移転している。高野のビルは
新宿マーケットとは異なり尾津組が建設したわけではないし、またそこで商売をしていたわけでもないの
で、当然尾津の立退きがスムーズだったとも言えるが、これには野村工事株式会社★2-34 社長野村専太郎が
関係したという雑誌報道と証言がある。すなわち、野村専太郎が尾津組に立退きを交渉し、その対価とし
て野村工事が 1948 年 4月から高野ビル 1号館 3階を賃貸することになったということである★2-35。この
背景には、当時の関係者に野村専太郎は「尾津の番頭をしていた」★2-36 と証言されるほど、野村専太郎と
尾津喜之助が深い関係にあったことがある。
　この一年ほど前である 1947 年 6月、市島敬造は都から返還された土地［1-6］［1−23］［1−24］に露店
街を建設しようと区役所へ行き出店許可を願い出たところ、復興都市計画緑地に指定されているため、建
物の建設は許可できないと拒否された。そこで仕方なく、土地を手放すこととした。これを聞いた野村専
太郎は、1947 年 12 月 18 日に尾津喜之助から融資を受け★2-37、この土地を驚くほど安い値段で購入した
という★2-38（登記は野村組）。この土地には、1948 年以降野原組がマーケットを建設することになるが、
これは野村専太郎が関わっていたとする報道がある★2-39。
　野村組は、戦後復興期の新宿の中心地とも言える東口駅前の高野本店ビル 3階に事務所を構え、新宿通
りから靖国通りへの都電の路線変更工事★2-40（1949 年）や、露店整理事業で建設された新宿サービスセン
ター★2-41 の施工（1951 年 12 月竣工）を一手に請負うなど、戦後復興期から高度成長期にかけて建設会社
として新宿の形成に大きく関わっていくこととなった。
　一方、高野の商店としての復興はどうであったかというと、果実部が 1947 年 1月から仮営業をはじめ、
同年 2月 26 日からは二号館で果実部、フルーツパーラーが本格的に業務再開する。そして、同年 3月 26
日からは二号館の 2階、3階、地下 1階を東急会館（東急百貨店の食堂部門）へ貸与し、二号館の全フロ
アの使用が始まる。その後、東急会館は歌舞伎町に建設した新宿東急文化会館を 1956 年 11 月末に開業す
るまで高野二号館に入居していた★2-42。1947 年当時、高野の社史によれば一号館は未使用となっているが、
尾津の無料診療所が入居していたはずである。
　図 3-2-7 に戻り 1947 年 9 月 8日現在の新宿マーケット以外の建物を確認する。戦前・戦後を通じて民
有地であった土地には、地主もしくは借地人がバラック令★2-43 にもとづき、戦前の建物よりも小振りなバ
ラックを建設している。そうしたなかで、唯一高野が一号館の南側に接して 2階建ての防火建築を建設し
ている。この建物の入口は西側を向いている（図 3-2-8）。高野の西側の土地には戦前であれば建物が建っ
ており、入口を設けることはできなかったが、先述した通り戦時中に疎開空地になっていた。対象地区の
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尾津組
三越
高野
増築部
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中村屋
武蔵野館
聚楽
新宿駅
甲州街道
野原組①
野原組②
和田組
図 3-2-8　1948 年 4 月の新宿駅東口におけるマーケットの分布。
注）影山光洋撮影の写真「復興を始めた新宿」３枚を筆者合成。所収：ヤミ市調査団・他『東京都江戸東京博物館調査報告書 
第 2 集 常設展示制作に伴う調査報告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』（東京都江戸東京博物館 ,1994 年）30—32 頁。
★ 2-39：「民自内部で利権争い 暴力の街 ” 新宿 ”」『新宿民報』第 20 号 , 1949 年 8 月 1 日 , p.1。
★ 2-40：戦後、新宿通りの交通量が増加したため、交通の円滑を妨げている都電の移設が計画され、
新宿通りを走っていた都電の軌道が 1949 年 4 月に靖国通りへと付け替えられた。
★ 2-41：露店整理事業からの 6,700 万円の融資と自己資金 2,000 万円をもとに、伊勢丹西の都有
地である交通局車庫跡地の一部、靖国通りに面した 747.97 坪の払い下げを受け、建設された百貨
店ビル。建設費 6,729 万円で鉄筋コンクリート造、地上三階、地下一階、延べ床面積 1,139 坪の建物。
北鬼助・眞継不二夫「露店商デパート」『中央公論』1953 年 2 月号 ,p.152。
★ 2-42：新宿高野 100 年史編集委員会『新宿高野 100 年史 創業 90 年の歩み 戦後編』pp.28−
32。
★ 2-43：東京都は 1945 年 9 月 22 日、都訓令甲第 123 号「戦災地における住宅その他の建築物
の築造に関する件」を定め、本建築は許可せず、15 坪以下で移動の容易い簡易的な建築物にするよ
う規定し、これを布達し 10 月 1 日より実施した。東京都『東京都戦災誌』pp.531−533、建設省『戦
災復興誌 第十巻 都市編Ⅶ』都市計画協会 , 1961 年 , pp.63−66。
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図 3-2-9　1949 年の対象地区の建物の状況
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疎開空地であった土地には、一部を除き建物が建っていない。そのため、高野一号館の増築部の入口は疎
開空地を通ってアクセスするような場所に設けることが可能であった。これが後に換地設計に影響を与え
ることとなる。
　戦時中に疎開空地に指定され都有地となっていた土地は、金銭清算された［1−52］［1−112］を除き
1947 年 9月までにすべて戦前の所有者に売却するか、1948 年に払下するかによって民有地になっていく。
この疎開空地であった場所では、1947 年 7 月頃から野原組★2-44 によって縄で地割りが行われ、闇市が組
織されつつあった★2-45。これは市島が同地に露店街の建設を計画し都に認められず、土地を手放すことを
検討し始めたころと時期が一致する。
★ 2-44：杉東会岡本分家野原組。親分野原松次郎。1926 年創立。『読売新聞』1950 年 9 月 12
日夕刊 ,p.2。
★ 2-45：『読売新聞』1951 年 3 月 18 日朝刊 ,p.3。
★ 2-46：野原組はここへマーケットを建設する前に西口でマーケットを建設している。「二百軒の
マーケットを旧淀橋専売局後に建て、これらマーケットには主に引揚者、戦災者、その他特に困っ
ている人には事情により無料で世話したが、半年後に地主より土地返却の要求があったのでマーケッ
トで働いていた人々を露店商に転向させ直ちにマーケットをとりこわし土地の明渡しをした」とい
う。場所は特定できなかった。「一年前に親分制度を解消 先覚野原松太郎氏の時局談」『新宿ニュース』
第四号（週間）, 1947 年 7 月 25 日（金）, p.2 より。
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★ 2-47：国土地理院所蔵 1947 年 9 月 8 日米軍撮影の空中写真「NI−54−25−6」と、図 3-2-8 の
比較から断定。
★ 2-48：『サン写真新聞』1948 年 1 月 21 日 ( 水 ) 号掲載の写真から断定。毎日新聞社『毎日グラ
フ別冊 サン写真新聞 “ 戦後にっぽん ” ③昭和 23 年－ 1948・戊子』1989, p.52。
★ 2-49：1948 年 9 月撮影の写真より。新宿高野 100 年史編集委員会『新宿高野 100 年史 創業
90 年の歩み 戦後編』p.40。
★ 2-50：渡辺英綱『新宿ゴールデン街』晶文社 , 1986 年 , p.80。
★ 2-51：旧土地台帳より。
★ 2-52：『読売新聞』1952 年 9 月 6 日朝刊 , p.3。
★ 2-53：「（１５）F.S. 氏の話」ヤミ市調査団・他『東京都江戸東京博物館調査報告書 第 2 集 常設
展示制作に伴う調査報告2（大型模型2）ヤミ市模型の調査と展示』江戸東京博物館, 1994年, p.120。
★ 2-54：『新宿大通り二八〇年』p.63。
（２）1948−49 年
　図 3-2-8 は 1948 年 4 月の東口駅前であるが、図 3-2-7 では更地になっていた場所にバラックが並んで
いる。このうち図 3-2-9 の斜線部の建物は、野原組によって建設されたマーケットである★2-46。聚楽周辺
の野原組マーケット①は、1947 年 9月 8日から 1948 年 4月の間に建設された★2-47。高野の西側に鉤の手
状に並ぶ野原組マーケット②は、1948 年 1月撮影の写真には写っていないため、1948 年 1月から 4月の
間に建設されたと断定できる★2-48。建設後しばらくして、駅からは見えないように壁がつくられ隠されて
いる★2-49。一コマの広さは 6尺 ×4 尺 5寸で、小さなコマが並ぶその見た目から、後にハモニカ横丁と呼
ばれるようになった★2-50。
　マーケット①が建つ土地の一部（［1-6］［1−23］［1−24］）は、野村組が 1947 年 12 月 18 日に買収した
土地であり★2-51、マーケット①の建設は、野村組の土地取得と相関していると考えてよいだろう。また、マー
ケット②は1948年に尾津喜之助が払下げを受けた土地［4-6］であり★2-52、尾津の土地取得の時期とマーケッ
ト②の建設時期が相関する。さらに先述した通り、マーケット①の建設を差配したのは野村専太郎だとい
う報道もあり、また後述する龍宮マーケットの建設を野原組の後継組織が請負っていることからも、尾津
組と野原組と野村組はかなり密接な関係になったと推察される。
　こう考えると、野原組のマーケット①は土地［1-6］［1−23］［1−24］を野村組から借地し、それ以外の
土地［1-3］［1-7］［1-50］［1-52］を不法占拠していたと推察され、また同様に野村組のマーケット②は、
土地［4-6］を尾津喜之助から借地し、土地［1-3］を不法占拠していたと推察される。
　土地［1-3］の地主である清水家は、1947 年に都から疎開空地であった土地を返還されたが、戻ったと
きにはすでに野原組のマーケット②に土地の大半を占拠されていた。そのため、土地［1-3］の東端、高野
1号館の南に５〜６坪のバラックを建設し、炭問屋を再開した★2-53。清水家は1949年か50年から55年まで、
野原組を相手に土地不法占拠問題で裁判をしたが、結局解決したのは戦災復興土地区画整理事業が行われ
たときであった（1960 年頃）。
　先述した通り、1948 年夏頃に中村屋の借地の一部が尾津組から返還された。そして、時を同じくして
1948 年 6月 29 日に中村屋は借地であった土地［12］（図 3-2-5）を地主から買収している。その後、中村
屋の土地が全て返還されたのは1953年。新宿マーケットが占拠した土地のうち、借地人からの返還が遅かっ
た土地では 1976 年というところもあった★2-54。
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（３）1950−51 年
　図3-2-10は 1951年の対象地区である。野原組マーケット①は聚楽の南北両側で建て増しが進んでいる。
1950 年初頭になると対象地区の南側の街区では戦災復興土地区画整理事業に伴い和田組マーケットの除
去・移転が進み、暫定的な駅前広場ができていった★2-55。この影響で、野原組マーケット①周辺の空地に
新たにマーケットが建てられ、一部の営業者が移ってきた可能性がある。
　マーケットの建て増しが進む一方で、それを管理する野原組に対しては警視庁の取締が行われ★2-56、
1950 年 9月 12 日、野原組は団体等規制令違反として解散指定を受ける。しかしこれは表向きの取り締ま
りにすぎず、野原組は野原商事株式会社へ改組されるが、依然としてマーケットに対しては力を持ち続け★
2-57、管理費など何らかの名目で営業者から搾取を続けていく。
★ 2-55：石榑督和「闇市の発生と整理からみる新宿駅近傍の形成過程—都市組織の動態分析」
2010 年度明治大学大学院理工学研究科建築学専攻修士論文 , 2011 年 , pp.86−97。
★ 2-56：『読売新聞』1950 年 9 月 12 日夕刊 ,p.2 など。
★ 2-57：淀橋署長の渡会（安方四郎の後任）と野原松次郎は 1948 年末から賄賂でつながってお
り、警察の取り締まりが行われる場合も、事前に伝えられていた。『読売新聞』1951 年３月 18 日
朝刊 ,p.3。
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：防火建築
：木造建築 N
0 10 50m
図 3-2-10　1951 年の対象地区の建物の状況
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新宿駅
対象地区
新宿駅
対象地区
0 20 100m
N
図 3-2-11　東京都市計画第 9-2 地区復興土地区画整理事業前後の街区形状と対象地区（左：前／右：後）
（４）1952−54 年
	1952—54	年の間に、対象地区においても、戦災復興土地区画整理事業の仮換地の影響による都市組織の
変化が観察される。ここでは、対象地区を含む区画整理事業を確認したうえで、都市組織の動態を追って
いく。
東京都市計画第 9−2 地区復興土地区画整理事業★ 2-58
	対象地区を含む、新宿駅東口の戦災復興土地区画整理事業は東京都市計画第 9−2	地区復興土地区画整理
事業として、1946	年 4	月 25 日に都市計画決定、1948	年 6	月 3	日都市計画事業決定され、1970 年 3	月
31	日に換地処分されている★2-59。図 3-2-11	は第 9−2	地区の区画整理従前・従後の街区形状を記したもの
である。対象地区については、街区内部に幅員 4m	の L	字状道路が挿入されていること、駅前広場（全体
で 14,188	㎡）ができたことにより街区の西側が大きく削られていることが確認できる。
★ 2-58：戦災復興土地区画整理事業に関しては、東京都建設局区画整理部計画課『甦った東京 東
京都戦災復興土地区画整理事業誌』東京都建設局区画整理部計画課 , 1987 年、建設省『戦災復興
誌 第十巻 都市編Ⅶ』を参照。
★ 2-59：15.26ha の地区で換地処分時の土地は 513 筆、所有者は 291 人、借地権者は 47 人であっ
た。事業の目的は、①新宿駅の混雑緩和と都市美を備えた駅前広場の造成、②道路網の整備と整然
とした街区の造成、③宅地規模の適正化による通風、日照、採光など環境条件等の改善、④公共用
地の確保とともに用地に応じた宅地の適正な配置である。東京都建設局区画整理部計画課『甦った
東京 東京都戦災復興土地区画整理事業誌』pp.104−105。
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都市組織の動き
　1952 年 5月、尾津喜之助はサンフランシスコ講和条約の恩赦で保釈される★2-60。「出所後新宿区歌舞伎
町八七九旅館かぶき（久子夫人経営）に落ちついて」★2-61 いたが、1952 年 9 月に「「尾津商事株式会社」
を設立、最初の事業として新宿駅前の（中略）百坪の土地にマーケット」の建設を計画する。尾津商事の
専務は戦前戦後を通じて淀橋警察署長を勤めた安方四郎であった。これは、尾津と地元警察とが深い関係
にあったことを明白に物語っている。尾津がマーケット建設を計画した土地は、疎開空地であった「かつ
ての都有地」で、昭和「廿三年の払下げで尾津氏の所有となった（都第三復興事務所談）」土地である。同
地は区画整理用地であるため、建築物の建設が許可されていない。そこで、尾津は「柱、土台、壁、屋根
のない簡易店舗（テーブルに四本の鉛管をつけビニールの天井）の設立を計画（中略）野原商事株式会社
（元野原組）に請負わせ」た。「この店舗使用の保証金（実際には権利金）が坪卅五万円から五十万円、ほ
かに日掛として二百円ぐらいで雑貨、洋品店など五十店を予定し、将来区画整理で換地になる新宿三越横
三百五坪の土地に地上五階、地下一階のビルを建て、保証金はその時に使う」計画であった。龍宮マーケッ
トと名付けられたこのマーケットの位置は、図 3-2-12 の通りである。
　尾津が龍宮マーケットを建設した翌年の 1953 年 10 月 7日、同マーケットが建つ土地［4−6］から土地［4
−36］が分筆され、野村工事が取得している★2-62。ここにも尾津と野村の深い関係を感じずにはいられない。
［4−37］の旧土地台帳は散逸しているものの、［4-36］と同時かそれ以降 1960 年までに分筆されている★
2-63（図 3-2-13）。
　尾津喜之助は龍宮マーケットを建設した土地の他にも、1958 年 11 月 21 日に土地G［1−23］とH［1−
24］を取得し、時期は定かではないが 1970 年までに土地 B［1−6］も取得している★2-64（図 3-2-15）。
　一方で先述した通り、1953 年に中村屋は新宿マーケットに占拠された土地をすべて取り戻す。区画整理
に伴った建物の不燃化のため、中村屋に対して新宿通り沿いに建つ木造店舗（新宿マーケットから返還さ
れた土地に建つ店舗）をコンクリート造に建替えるよう行政指導が行われた★2-65。中村屋はこれに従い木
造店舗の建替えを行うこととしたが、二つの問題が浮上した。一つは、建替え工事期間中の代替の売り場
を設けなければならないこと。二つ目は、新宿通り側の店舗は中村屋の土地で唯一接道する部分であるため、
建替え工事期間中も敷地裏のビルを使用するためには、別の場所からアクセスできるようにしなければな
らないことであった。『中村屋 100 年史』によれば、この対策を検討していたところ、中村屋の敷地の東
側に隣接する「キャバレー「パリー」の土地約 20坪（66㎡）を買収できることが分かり、ただちに 1489
万円で」それを買い取り、「新しいビル「東館」を建設して、急場を凌ぐことにした」★2-65 という。
　しかし、この中村屋が買収したというビル東側の土地は、図 3-2-15 の土地N［前：1-132 ／後：12-23］で、
★ 2-60：『朝日新聞』1952 年 5 月 13 日朝刊 ,p.3。
★ 2-61：『読売新聞』1952 年 9 月 6 日朝刊 ,p.3。
★ 2-62：角筈 1 丁目地番［4−36］の旧土地台帳より。
★ 2-63：旧土地台帳附属地図（1960 年に廃止）では分筆されているため、1960 年までに分筆さ
れたと断定できる。
★ 2-64：換地処分時点での角筈 1 丁目地番［1−6］の土地所有者が尾津喜之助であるため。
★ 2-65：中村屋社史編纂室『中村屋 100 年史』pp.159−160。
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もともとこの場所にあった土地ではなく、換地前は図 3-2-15 の★の位置にあった土地である。図 3-2-5・
3-2-13 の土地 a［11-1］ではない。旧土地台帳によれば、中村屋はこの土地を 1953 年 8 月 19 日に買収
している。その後、1953 年 11 月に東館建設工事に着工。翌年 6月に竣工している★2-65。すなわち、これ
は中村屋の意図が区画整理の換地設計に影響を与えたのではないかという可能性を感じさせる。実際には、
この土地の仮換地がいつ決まったのか、区画整理委員会において仮換地がどのような経緯で決定されたの
か明らかにしなければ断定はできないが、管見の限りそれを明らかにできる資料は見つかっていないため、
ここでは中村屋が図 3-2-13 における自身の土地［12-1］の隣地である土地［11-1］の一部を買収したので
はなく、対象地区の南東約 100mに位置した土地N［1-132（従前）］（図 3-2-15）を買収し、その土地が
中村屋のビルの東側に換地されたことによって、中村屋は東館を建設することができたという事実を確認
しておきたい。これによって、中村屋は店舗の建替え工事期間中も営業を続けることができたのである。
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図 3-2-12　1954 年の対象地区の建物の状況 図 3-2-13　1960 年の対象地区の地割
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第９-２地区境界線（東京都市計画復興土地区画整理事業）
換地処分時に尾津喜之助が所有していた土地
★
図 3-2-15　戦災復興土地区画整理事業における対象地区の換地。着色した土地は尾津喜之助所有の土地。（左：前／右：後）
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した。
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一筆内に同じ数字の借地が複数ある場合、同じ借地
権者を表している。
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第９-２地区境界線（東京都市計画復興土地区画整理事業）
換地処分時に尾津喜之助が所有していた土地
★
注）東京都所蔵『戦災復興土地区画整理第九地区第二工区換地確定図』と、東京都所蔵『換地明細書』の情報をもとに、
換地による土地の動きを復元した。
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東口（尾津・野原）
ページ 1
町丁名 地番 地目 地積（㎡） 町丁名 地番 地目 地積（㎡） 減歩率（％） 備考
A 角筈１丁目 １-３ 宅地 174.96 角筈１丁目 １２-７ 宅地 132.89 24.05
B 角筈１丁目 １-６ 宅地 63.4 角筈１丁目 12-５ 宅地 58.51 7.71
C 角筈１丁目 １-７ 宅地 282.94 角筈１丁目 ８０２-９ 宅地 245.91 13.09
角筈１丁目 １２-３ 宅地 341.91
角筈１丁目 １１-１ 宅地 182.14
E 角筈１丁目 １-９ 宅地 359.86 角筈１丁目 12-2 宅地 381.48 -5.17 換地によって合筆
F 角筈１丁目 １-２２ 宅地 418.08 角筈１丁目 １２-１１ 宅地 422.68 -1.1
G 角筈１丁目 １-２３ 宅地 143.76 角筈１丁目 １２-６ 宅地 90.24 37.23
H 角筈１丁目 １-２４ 宅地 8.19 角筈１丁目 １２-２４ 宅地 7.63 6.84
I 角筈１丁目 １-２５ 宅地 5.09 角筈１丁目 １２-１０ 宅地 5.12 -0.59
J 角筈１丁目 １-５０ 宅地 37.35 角筈１丁目 12-２５ 宅地 35.7 4.42
K 角筈１丁目 １-５２ 宅地 77.22 ‒ ‒ ‒ ‒ 100 法９０条により金銭清算法１０４条１項により消滅
L 角筈１丁目 １-１１２ 宅地 153.25 ‒ ‒ ‒ ‒ 100 法９０条により金銭清算法１０４条１項により消滅
M 角筈１丁目 １-１１３ 宅地 118.47 角筈１丁目 １２-４ 宅地 83.73 29.3238795
N 角筈１丁目 １-１３２ 宅地 54.94 角筈１丁目 １２-２３ 宅地 67.7 -23.32 宅地地積の適正化
O 角筈１丁目 １-２１４ 宅地 112.42 角筈１丁目 １１-５ 宅地 67.76 39.73
P 角筈１丁目 １-２１５ 宅地 68.36 角筈１丁目 １１-６ 宅地 41.22 39.7
Q 角筈１丁目 １-２１６ 宅地 43.9 角筈１丁目 １１-４ 宅地 26.47 39.7
R 角筈１丁目 １-２１７ 宅地 35.5 角筈１丁目 １１-３ 宅地 19 46.48
S 角筈１丁目 １-２２９ 宅地 396.69 角筈１丁目 ６-８ 宅地 308.69 22.18
T 角筈１丁目 １-２５０ 宅地 63.17 角筈１丁目 １２-８ 宅地 47.96 24.08
U 角筈１丁目 １-２５１ 宅地 195.68 角筈１丁目 １２-９ 宅地 148.59 24.06
V 角筈１丁目 １-２５２ 宅地 414.39 角筈１丁目 １２-１ 宅地 414.61 -0.05
W 角筈１丁目 １-２５４ 宅地 5.86 角筈１丁目 １２-２６ 宅地 5.78 1.37
角筈１丁目 ７-１５ 宅地 367.76
角筈１丁目 １２-１２ 宅地 66.61
Y 角筈１丁目 ４-３６ 宅地 214.9 角筈１丁目 ８０３-９ 宅地 154.74 27.99
Z 角筈１丁目 ４-３７ 宅地 129.25 角筈１丁目 １２-１３ 宅地 104.66 19.03
a 角筈１丁目 １１-１ 宅地 217.65 角筈１丁目 １２-２２ 宅地 152.77 29.81
b 角筈１丁目 １１-１１ 宅地 94.51 角筈１丁目 １２-２０ 宅地 84.82 10.25
c 角筈１丁目 １１-１２ 宅地 51.96 角筈１丁目 １２-２１ 宅地 46.97 9.6
d 角筈１丁目 １２-１ 宅地 720.52 角筈１丁目 １２-１６ 宅地 660.46 8.34
e 角筈１丁目 １２-２ 宅地 66.18 角筈１丁目 １２-１８ 宅地 66.14 0.06
f 角筈１丁目 １２-３ 宅地 66.18 角筈１丁目 １２-１７ 宅地 66.14 0.06
g 角筈１丁目 １３-１ 宅地 458.84 角筈１丁目 １２-１５ 宅地 440.2 4.06
h 角筈１丁目 １３-２ 宅地 509.75 角筈１丁目 １２-１４ 宅地 545.48 -7.01
i 角筈１丁目 ８１９-１０ 宅地 110.97 角筈１丁目 １２-１９ 宅地 79.3 28.54
換地によって分筆
換地によって分筆-14.37
29.54
X 角筈１丁目 ４-６ 宅地 379.80
戦災復興土地区画整理事業　以後戦災復興土地区画整理事業　以前図中の
英字
D 角筈１丁目 １-８ 宅地 743.80
表 3-2-1　対象地区に関する換地情報
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（５）1955−58 年
　1954 年 12 月 30 日午前 2時頃、野原組マーケット①内の飲食店から出火、聚楽を含む「約 12棟 96 世
帯 400 坪が全半焼」★2-66 した。焼失した野原組マーケット①の店舗の営業者たちは、ただちに復興対策委
員会をつくり、まとまって安い材木を仕入れ、再建をはじめる。このマーケットの再建に際して、消防庁、
都建設局、都建築局からそれぞれ個別の見解が出された。すなわち、消防庁からは焼失以前の路地が狭す
ぎるため、消防活動が可能な幅員へ変更するよう要求する通告、都建設局からは 1955 年 3 月までの昭和
29 年度は予算がないため区画整理を施工しないので、1955 年 3月末までの期限付きであれば建物を建て
てよいという見解、都建築局からは区画整理用地であるため建築物の建設を禁じるという通告である。こ
れに対して、マーケット営業者は「九尺の道路を中にはさんで両側に一坪平均の連鎖式店舗六十三軒をつ
くり、一軒一軒の土台には四つの車輪のような板きれをくっつけた。つまり、消防庁のいう幅の広い道路
もあれば、建築局のいう “建物 ”ではない移動式屋台が六十三軒、区画整理地に集まったという」★2-67 こ
とにしたのである（図 3-2-14）。路地を三倍に広げたため各店舗はそれだけ建坪が減り、従来の一坪半が
一坪に縮まった。これを都建築局では「固定した建物を建ててはいけない。あの建物には車がついている
ので一軒一軒の屋台があつまったものとして黙認」★2-67 する。終戦から 10 年を経過し、なおも不法占拠
でありながら、公的に再建を黙認された。
　1954 年に東館を建設した中村屋は、1958 年から行政指導に従って新宿通りに面した木造平屋の店舗を
鉄骨鉄筋コンクリート造に建替え、既存ビルと一体化し、既存ビルも大規模な改修を行った。地下では地
下鉄丸ノ内線新宿駅に通じるメトロプロムナードと繋ぐこととし、1958 年 1月から工事を開始した★2-68。
工事は予定通り 1958 年 11 月末に終了し、地上 6階地下 2階の本社・本店ビルが竣工した（図 3-2-14）。
★ 2-66：『読売新聞』1954 年 12 月 30 日朝刊 ,p.7。
★ 2-67：『読売新聞』1955 年 1 月 18 日朝刊 ,p.7。
★ 2-68：中村屋社史編纂室『中村屋 100 年史』pp.160−162。
図 3-2-14　1958 年の対象地区の建物の状況
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高野
1号館 高野
2号館
中村屋
聚楽
：耐火建築
：防火建築
：木造建築 N
0 10 50m
曳家
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（６）1959−62 年
　1959 年末からは駅前広場の施行を行うため、対象地区の不法占拠マーケットが撤去されていく。また、
これ以降、地下鉄丸ノ内線新宿−池袋間が開通したことや、新宿通り地下のメトロプロムナードが完成した
ことなどを背景に、建物の建替え、増改築が相次いで行われていく。
　図 3-2-15 は対象地区に関わる換地を、図 3-2-16 は対象地区の区画整理がある程度すすんだ 1962 年の
建物の状況を示している。対象地区内に戦前に建設され、戦後も焼け残った建物は 6棟で、そのうち 1棟
の土蔵は戦災復興土地区画整理事業に伴って取り壊されている。土蔵以外の鉄筋コンクリート造の 5棟の
うち、聚楽を除く 4棟は堅牢建物として建物移転を行わず、その敷地は原位置換地された。
　ここで聚楽の土地・建物について注目したい。聚楽の建物は鉄筋コンクリート造の堅牢建物であるが、
駅前広場をつくるためには原位置換地を行うことはできなかったため、曳家による建物の移転が行われた。
　1959 年末から、聚楽の曳家を行うために、その周辺に存在した野原組のマーケットが撤去されていく。
野原組のマーケットはすべて不法占拠であったため、区画整理後に移転する土地が存在しない。そのため
反発も強く、仮移転場所を求めて、マーケット営業者 14、5名が駅前の土地に新たにバラックを建てて占
拠するという事件まで起きた★2-69。
　1960 年のはじめに不法占拠のマーケットが整理されると、曳家工事が行われる。聚楽は地上 5階地下
2階の延べ床面積 2209.42㎡、5800t の建物★2-70 で、第一次の曳家では北へ 10m、第二次の曳家では東へ
25m移動した★2-71。この曳家で対象地区の区画整理が一気に進み、換地先には次々と中高層のビルが建ち
並んでいくことになる。また、野原組によって長期に続いた不法占拠も、区画整理によってそれが解消され、
地主は換地を使用出来るようになった。
　次に図 3-2-15 より、土地 h［以前：13−2 ／以後：12-14］の換地に注目したい。換地設計は可能な限り
宅地が接道するように行われ、一般的には宅地がいずれかの辺で接道するように行われるが、図 3-3-16 の
従前・従後を比較すると、土地 h［以前：13−2 ／以後：12-14］は南北で接道しているにも関わらず、不
自然な形で西側でも接道していることが分かる。この土地は、鉄筋コンクリート造の高野一号館が建って
いたため、現位置換地となった土地である。そして、高野一号館が、戦後すぐに南側へ増築されていた（図
3-2-6・3-2-7・3-2-8）。換地が不自然な形をしているのは、この戦後に増築された建物の出入口を戦災復
興土地区画整理事業後も使用できるよう考慮して、換地設計を行ったためと推測される。2013 年現在もこ
こは高野ビルへの入口となっている。このように、移転が行われなかった堅牢建物とその増築部のプランが、
換地設計に影響を与えたと考えられる。
　対象地区には原則的に区画整理で建物移転を前提としない堅牢建物が周辺の街区よりも多く存在し、さ
らに駅前広場の整備のために対象地区の西側が削られたことによって、堅牢建物の敷地以外は周辺の街区
へ移動換地されるなど、大幅な組み替えが行われた。
　高野は 1959 年 5月から 1ヶ月の工期で一号館、二号館ともに大規模な改修を行い、両館を統一したファ
サードで覆い外観上一棟の建物とし、内部では二棟を連結する通路を造り、地下ではメトロプロムナード
★ 2-69：『読売新聞』1959 年 11 月 3 日夕刊 ,p.5。
★ 2-70：東京都建設局区画整理部計画課『甦った東京 東京都戦災復興土地区画整理事業誌』p.55。
★ 2-71：聚楽社史編集委員会『聚楽 50 年のあゆみ』p.104。
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への接続口を設けた★2-72。
　他方で区画整理事業が進むと、尾津喜之助は自身の所有する３カ所の換地に、それぞれ雑居ビルを建設
していった（図 3-3-15・3-3-16・3-3-17）。
★ 2-72：新宿高野 100 年史編集委員会『新宿高野 100 年史　創業 90 年の歩み 戦後編』p.74。
0 10 50m
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：建物
図 3-2-16　1962 年の対象地区の建物の状況
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図 3-2-17　1968 年の対象地区の建物の状況
（７）1963−1970 年
　区画整理事業が進むにつれて対象地区およびその周辺では建物の建替え、増改築が相次いで行われてい
く。1964 年 5月 20 日には国鉄の民衆駅である新宿ステーションビルと駅前広場が竣工した。
　高野は 1959 年に改修した建物を 1967 年 10 月から取壊し、新社屋建設に着工した。以降、1967 年 10
月から 1969 年 4 月に高野新ビルが竣工するまでの２年半の間、高野は新宿ステーションビル内の第一売
店と紀伊国屋北側の都電通りに面して建設した第二仮店舗にて営業を行った★2-73。
　図 3-2-17 からは土地A［前：1-3 ／後 12-7］の所有者である清水家（株式会社しみず）が、換地にしみ
ず喫茶を建設していることがわかる。清水家が、野原組に不法占拠されていた自らの土地の権利を全て取
り戻したのは、この戦災復興土地区画整理事業以降である。
★ 2-73：新宿高野 100 年史編集委員会『新宿高野 100 年史　創業 90 年の歩み 戦後編』p.124。
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３−2−３　本節のまとめ
　本稿は新宿駅東口に隣接する街区を対象とし、戦前と戦災の状況を確認しつつ戦後復興期から高度成長
期過程にかけての都市組織の動態を、闇市を起源とするマーケットの発生とそれが周辺に与えた影響に注
目して、具体的に明らかにしてきた。
　端的に言って、対象地区の戦後の形成過程は二つのフェーズとして考えられる。一つ目はバラックによっ
て仮設的な都市組織が形成・持続されるフェーズ。二つ目はその仮設的な都市組織が戦災復興土地区画整
理事業によって再編され、同時に高度経済成長を背景とした建物の高層化・不燃化が進んだフェーズである。
　一つ目のフェーズの都市組織の動態は、特に土地を不法占拠したマーケットの発生過程と、その土地の
所有者・借地人の性質に注目することで、捉える試みをした。本稿で取り上げた、テキ屋の尾津喜之助（尾
津組）と野原松次郎（野原組）によって 1940 年代に建てられたマーケットは、共に不法占拠であるものの、
前者の新宿マーケットは焼け跡を整理して建てたもの、後者の野原組のマーケットは戦時中に疎開空地と
なり一時的に都有地となっていた土地に建てたもの、というように土地の権利関係に差があり、それはそ
のまま存続の差異にもなっていった。民有地である焼け跡に新宿マーケットを建設し、土地を不法占拠し
た尾津組に対して、戦後しばらくすると地主たちが土地の返還が求めた。これに関連して地主を脅迫した
として 1947 年 6月尾津は逮捕され、1948 年夏からは土地が地主や借地人へと徐々に返還されていった。
これが影響して、後に尾津喜之助が土地を取得したことは注目すべきことである。本来土地を持たず他人
の土地で商売を行うテキ屋（インフォーマルセクター）が、土地を所有し公式な市街地形成に参加していっ
た事例である。尾津は取得した土地に建築確認上建築物では無い「龍宮マーケット」を建てて、区画整理
が実施されるまで、仮設的な店舗で営業を行った。
　一方で、野原組マーケットが建設された土地は、終戦から約 2年間都有地として更地のままであったが、
大半が 1947 年 9 月に戦前の所有者に売却されて民有地になっていた土地である。野原組マーケットは、
途中で焼失し再建を行いながらも、車輪らしき板を付けるなどして仮設物であることを記号的に示しつつ、
聚楽の曳家工事が着工される直前、1960 年頃まで新宿駅前に不法占拠のまま存続していった。このように
野原組マーケットが不法占拠であるにもかかわらず長期に存続したのは、戦後約２年間都有地となってお
り、その後に戦前の所有者に権利が移ったとはいえ、大半の土地の所有者が不在地主となっていたことも
その要因として考えられる。
　龍宮マーケットは建築確認のレベルにおいて、野原組マーケットは建築確認のレベルにおいても土地権
利関係のレベルにおいてもインフォーマルな存在として持続していた。いずれの場合も曖昧な存在であり
つづけることで、結局 10年以上もの間、新宿駅前に仮設的な場を持続させていったのだ。
　尾津の土地は戦災復興土地区画整理事業の換地によって駅前の 2カ所と三越南の 1カ所の計 3カ所にま
とめられ、尾津はそれぞれの土地に雑居ビルを建設し、1973 年に売却するまで、不動産経営を行っていっ
た★2-74（図 3-2-15・3-2-17）。
　また、建設業者の野村工事が、尾津喜之助から融資を受け土地を取得し野原組にマーケットを建設させた。
そして高野本店ビルの３階に事務所を置くことができ、東口駅前を拠点とする地元企業として大きく力を
発揮していたことを指摘した。
　他方で、終戦直後に尾津組が建設した新宿マーケットが土地を不法占拠したことによって、戦後に戦前
と同じ状態では営業を再開できなかった中村屋が、裏側の土地の一部を借りるなどして応急的に営業を再
★ 2-74：『朝日新聞』1977 年 6 月 30 日朝刊 ,p.23。
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開したことは、マーケットが合法的な都市形成に大きく影響を与えていたことを示している。
　二つ目のフェーズの都市組織の動態を捉える上では、特に戦災復興土地区画整理事業に注目した。戦災
復興土地区画整理事業によって駅前広場を整備するため、堅牢建物であるにも関わらず聚楽の建物が曳家
され、野原組マーケットが整理されたことで、対象地区の戦災復興土地区画整理事業が急激に進み、終戦
後 10年以上も続いた不法占拠も解消された。
　他方で、戦災復興土地区画整理事業において中村屋や高野の土地に対して、特徴的な換地が行われてい
たことを観察した。区画整理はそれぞれ従前の土地の価値を算出し、平等に換地するよう行われる。戦災
復興土地区画整理事業の従前・従後において、個々の権利が平等に補償されるよう、換地を行い、従後の
土地に生じた不釣り合いは、金銭清算によって平準化されていた。
　中村屋や高野は戦争で焼け残った堅牢建物を戦後も改修して利用していたが、戦災復興土地区画整理事
業では、こうした堅牢建物を極力移動させずに換地設計を行っていた。3-2-2（4）で確認した中村屋の東
館が建設された土地の換地や、3-2-2（6）で確認した高野の換地が西側へ突起状に接道した得意な形状を
していることには、中村屋と高野それぞれの建物を移転させなかったことが影響していた。
　戦災復興土地区画整理事業によって駅前広場となった場所に存在した土地の一部には、周辺の街区へ移
動換地された、あるいは金銭清算によって消滅した土地もあった。これに比して、戦前期、既に木造の建
物から鉄筋コンクリート造のビルへと建て替えを行えるほど資本力を持っていた主体（高野、中村屋、聚
楽、新宿ホテル（戦後は新宿ストアー）、地主・借地人であるに関わらず）の土地は、戦災復興土地区画整
理事業に際して、地積についても場所についても変化が少なかった。むしろ、基盤整備が進んだにも関わ
らず減歩が少なかったことや、接道性が上がったことからみれば、戦災復興土地区画整理事業以前に際して、
自らの意向を実現させていた可能性が高いと言える（もちろん、こうした他の土地と比較した際の不平等
は金銭によって清算されているであろうが）。これは都市計画事業レベルにおけるインフォーマルな動きと
言えるであろう。もちろん、建物が耐火建築であったために、戦中期に疎開空地として東京都に土地が買
収されなかったことも、戦前戦後を通じた土地の持続性には大きく関係している。このように、個別の土
地の物的な持続性という意味では、戦前から資本力を持っていた主体と、それ以外の主体との間には大き
な差があったことを確認しておきたい。
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３−３　和田組マーケットの戦災復興過程
３−３−０　本節の対象地区
　本節が対象とする地区は、前節で対象とした新宿東口駅前街区の南側から甲州街道までの三つの街区で
ある（図 3-3-1）。この地区の３つの街区を北から、街区Ⅰ、街区Ⅱ、街区Ⅲとし、分析を進める。
　本節の対象地区の特徴は、主に次の３点である。第一に 1930 年には一社の所有地だったが、戦後細分
化が進み多くの新規地主を生んだ地区であるということ。第二に新宿駅周辺のヤミ市を起源とするマーケッ
トで、最初に戦災復興土地区画整理事業によって整理が始まった場所であるということ。第三に和田組解
散後に結成されたマーケットの商店街組合や、区画整理に際して営業者の権利を守るために結成された対
策委員会など、営業者が組織した団体複数存在し、その機関誌が存在していることである。本節では和田
組解散後も便宜的に和田組マーケットと呼ぶ。
図 3-3-1　対象地区
街区Ⅰ
街区Ⅱ
街区Ⅲ
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３−３−１　終戦までの対象地区
（１）戦前
　戦前の対象地区の地割については図3-3-2 と図 3-3-4 から、建物の情況については図3-3-3 から確認する。
　図 3-3-2 は 1930 年当時の対象地区の地割である。街区Ⅱと街区Ⅲは、街区ごとに一筆の土地になって
いるが、街区Ⅰは街区単位での分割が進んでおらず、周辺の街区と一体の地番（角筈一丁目 1-1 の土地の
一部）であった。また、これらの土地は全て東京建物株式会社の所有で、この当時、対象地区には既に建
物が建ち並んでいたが★3-1、すべて借地人として建物を建設していたと考えられ、土地の細分化は進んでい
なかった。
　図3-3-3は 1938年の対象地区の建物の情況を示している。戦前の対象地区には武蔵野館★3-2、朝日ニュー
ス劇場、新宿劇場、ムーランルージュ★3-3 などの劇場が存在し、東側で隣接する通りに沿っては商店が建
ち並んでいたが、街区の西側は倉庫や資材置き場が占めていた。明治時代から新宿駅は日本鉄道と甲武鉄
道が交差する物流の拠点となっていたことから、駅近傍に多くの薪炭問屋や石屋が存在していたが、1938
年時点でもこれらの店の倉庫や資材置き場がこの辺りに存在した。当時の耐火建築のほとんどが、こうし
★ 3-1　国土地理院発行 2 万 5 千分の 1 地形図「東京西部」1929 年二修 , 1931 年発行より。
★ 3-2　武蔵野館は 1920 年に新宿の商店街の店主たちが株主となって、新宿通り沿い、三越の建
つ場所で開館した。その後観客の増加とともに 1928 年対象地区に移転。『新宿盛り場地図』新宿歴
史博物館 , 2005 年より。
★ 3-3　ムーラン・ルージュ新宿座は 1931 年に開場。『新宿盛り場地図』新宿歴史博物館 , 2005
年より。
図 3-3-2　1930 年の対象地区の地割 図 3-3-3　1938 年の対象地区
N
0 10 50m
土地境界線
◯-◯で示した数字は地番。字は全て「角筈１丁目」
1-1 の一部
1-36
1-37
第９-２地区境界線（東京都市計画復興土地区画整理事業）
5-3
：耐火建築
：防火建築
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倉庫
倉庫
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倉庫
炭倉庫
ムーランルージュ
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た店の石造の倉庫であった。
　図 3-3-4 は 1938 年の対象地区の地割である。街区Ⅰと街区Ⅲの街区で土地の細分化が進んでいる。街
区Ⅰは特に細分化が進み、土地［1-47］［1-57］のみ東京建物の所有で、あとの六筆の土地は売却されている。
土地［1-1］［1-46］は武蔵野館の所有、土地［1-48］［1-49］［1-53］は安田与一★3-4 の所有となっていた。
安田与一は関東大震災後にここへ転居し、メリヤス問屋、割烹料理店を営んでいた。
　街区Ⅲの街区では土地［1-67］［1-68］が分筆され、市島敬造の所有地となっている。市島敬造はここで
炭問屋と運送屋を営んでいた★3-5。戦後になると、この土地［1-67］は和田組マーケットによって不法占拠
されることになる。
　以上のように戦前の対象地区の土地・建物について確認した。対象地区は 1930 年までに市街地化が進
んでいたものの土地は細分化しておらず、借地として市街地化が進んでいた。これが 1938 年になると、
北側と街区Ⅲの街区で土地の分筆が進み、建物所有者の一部が借地であった土地を買収していったことが
わかる。
　他方で戦後に対象地区において闇市を組織しマーケットを建設することになる和田薫は、この時期すで
に和田組を結成し、小倉二代目尾津喜之助の弟分として主に原宿を庭場としていた★3-6。
★ 3-4　安田与一は、前節の対象地区内の中村屋上階でホテルととやを経営していた安田善一の
父。この土地は戦後に安田善一が相続することとなる。江戸東京博物館『ヤミ市模型の調査と展示』
1994 年 , p.118 より。
★ 3-5　江戸東京博物館『ヤミ市模型の調査と展示』1994 年 , p.100 より。同書では K.I. と記載さ
れているが旧土地台帳より市島敬造とわかる。
★ 3-6　塚斌・高橋洸・濱誠「戦後における露店市場」（『戦後社会の実態分析』日本評論社、1950
年）p.236。
◯-◯で示した数字は地番。字は全て「角筈１丁目」
1-1
1-48
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1-43
1-53
1-47
1-57
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5-3
図 3-3-4　1938 年の対象地区の地割
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（２）戦災　1944−45 年 8 月
建物疎開
　前節同様、本節の対象地区の一部は、1944 年 4月 17 日の第三次指定（内務省告示第 177 号）により交
通疎開空地に指定された新宿駅東口の 1900 坪（交通疎開空地番号：111）の一部で、同年 7月 31 日まで
に耐火建物を除き建物の除去を終えている★3-7。本節では、対象地における建物疎開の実態を、1945 年 1
月 6日に陸軍によって撮影された航空写真★3-8 と、旧土地台帳に記載された土地所有の変遷をもとに推定
する。
　陸軍の航空写真からは、対象地区において図 3-3-5 の斜線部の範囲の建物が、石造の倉庫を含め除去さ
れていたことがわかる。図 3-3-6 は 1945 年の対象地区の地割を示したものであるが、旧土地台帳によれ
ばこのうち土地［1-43］［1-47］［1-48］［1-49］［1-53］［1-57］が 1945 年前半に東京都に買収されている。
管見の限りでは交通疎開空地の指定範囲をしめした図面が存在しないため、厳密には疎開空地の範囲を特
定できないが、図 3-3-5 の斜線部が交通疎開空地に指定されたと考えてよいだろう。この斜線部のうち街
区Ⅰでは一部を除き東京都が土地を買収していたが、街区Ⅱと街区Ⅲの街区では東京都に買収された土地
はない。疎開空地に指定された「土地は所有者の申出に依り都で買うか借りることに」★3-9 なっていたため、
交通疎開空地指定範囲内にこうした土地所有の差が生まれと推察される。
図 3-3-5　1944 年の対象地区 図 3-3-6　1945 年の対象地区の地割
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：防火建築
：木造建築 N
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5-3
★ 3-7　東京都『東京都戦災誌』1953 年 , pp.178−198。
★ 3-8　国土地理院所蔵 1945 年 1 月 6 日陸軍撮影の空中写真「95D4−C1−2」。
★ 3-9　東京都『東京都戦災誌』1953 年 , p.182。
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戦災
　対象地区は 1945 年 5月 25 日夜から 26 日の午後にかけての空襲によって劫火に包まれ、灰燼に帰した
★3-10。ここでは、1945 年 8 月から 9月にかけて撮影された米軍の航空写真をもとに描かれた地形図★3-11
と、報道写真家影山光洋が 1945 年 9 月 30 日に撮影した新宿の風景写真★3-12 から、戦災直後の対象地を
図 3-3-7 のように復元した。対象地区において戦後も使用できる程度に焼け残った建物は、新宿武蔵野館
と対象地区から街区Ⅲの甲州街道へと登る斜路に立つ二棟の建物だけであった。街区Ⅱに倉庫が一棟焼け
残っていたが、屋根が焼け落ちていることが影山光洋の写真からわかる。
図 3-3-7　1945 年の対象地区の建物の状況。
★ 3-10　新宿区『新宿区史 区成立 50 周年記念 第 1 巻』1998 年 , pp.387−392。
★ 3-11　地図資料編纂会『戦災復興期　東京 1 万分 1 地形図集成』柏書房 , 1988 年 , p.28。
★ 3-12　ヤミ市調査団・他『東京都江戸東京博物館調査報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査報
告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』p.33。
：耐火建築
：防火建築
：木造建築 N
0 10 50m
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図 3-3-8　1947 年の対象地区の建物の状況。
３−３−２　戦災復興から高度成長期の対象地区
（１）1945 年 8 月−47 年 6 月
和田組マーケットの建設
　ここでは終戦から和田組が解散する 1947 年 7 月以前の対象地区の変化を観察する。終戦直後、対象地
区の都市組織の再生は、①戦中期に疎開空地に指定された範囲においては和田組のヤミ市が、②それ以外
の範囲においてはほとんどが公的な権利関係のもと地主・借地人によって建設されたバラックが担った。
　図 3-3-8 は 1947 年の対象地区の建物の情況を、米軍の撮影した航空写真「USA-M451-29」★ 3-13 と
1949 年の火災保険特殊地図から復元した図である。ここではまず和田組マーケットの成立過程と建物の権
利関係、形状を確認する。
　①の範囲には和田組によって建設されたマーケットが３街区にまたがって南北に伸び、街区Ⅰでは 3本、
中央と街区Ⅲの街区では 2本の通りを挟むように長屋が並んでいる。和田組は、終戦直後、三越裏の焼け
跡にゴザを敷いて闇市を開いていたが★3-14、同地の所有者と所有権をめぐって紛争となったことをきっか
けに、和田薫氏と宮内淀橋署長、区長の三者がその打開策を検討した結果、新宿の戦災復興のためと対象
地区の疎開空地であった場所を「都の命令あり次第何時でも立退く」という条件付きで和田氏に貸与する
ことになり、1945 年 12 月、和田組の闇市がここへ移転した★3-15。
★ 3-13　1947 年 9 月 8 日撮影。
★ 3-14　ヤミ市調査団・他「生活（１）聞き取り（２）K.S. 氏、S.N. 氏の話」『東京都江戸東京博
物館調査報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査報告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』p.92。
K.S. 氏は終戦直後から和田組の配下、1947 年から 50 年は新宿を離れている。S.N. 氏は 1947 年
頃から野原組の新宿西口のマーケットの集金係。東口のことはよくわからない。
：耐火建築
：防火建築
：木造建築 N
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図 3-3-9　和田組マーケット
出典＝『1 億人の昭和史　占領から講話へ』毎日新聞
社、1975 年 , p.41
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★ 3-15　「立退きの気運のう厚 マーケット（和田組）紛争の跡を辿る」『新宿新報』第 98 号 , 
1949 年 9 月 10 日 , p.1。はつ
★ 3-16　ヤミ市調査団・他「生活（１）聞き取り（３）T.Y. 氏の話」『東京都江戸東京博物館調査
報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査報告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』p.93。T.Y. 氏
は、和田組マーケットの初期から解散時まで、長くそこで商売をした方である。組合の役員も務めた。
★ 3-17　初田香成は和田組マーケットを 1946 年 10 月竣工としているが、その情報元は不明。初
田香成『都市の戦後』東京大学出版会 , 2011 年 , p.91。
★ 3-18　塚斌・高橋洸・濱誠「戦後における露店市場」（『戦後社会の実態分析』日本評論社、1950 年）
p.226。
★ 3-19　『一億人の昭和史 5 占領から講話へ』毎日新聞 , 1975 年 , p.41。
★ 3-20　それぞれ露店部、八十四軒部、六十三軒部と呼ばれ、1947 年 11 月からは第一マーケット、
第二マーケット、第三マーケットとも呼ばれるようになる。「投書函」『新宿武蔵野商業組合機関誌　
武蔵野』創刊号 , 1947 年 10 月 , pp.20-21 および、書記長 浅岡日出三郎「報告 議事録集」『新宿
武蔵野商業組合機関誌　武蔵野』第三号 , 1947 年 12 月 , pp.12-18 より。
★ 3-21　『一億人の昭和史 5 占領から講話へ』毎日新聞 , 1975 年 , p.41。また、1949 年の火災
保険特殊地図から区画数を数えると 201 コマ存在することが確認できる。
　移転した和田組の闇市は、当初は文字通りの露天市場で、和田薫親分が場所割り（「ショバワリ」あるい
は「バワリ」）を行ない、そこへそれそれの営業者が屋台を持ち込んで並べ、背中合わせや向かい合わせ
で 100 くらいの店が並んでいたという。おそらく地面に縄で区画割がされていたものと推察されるこの闇
市は、対象地区の街区Ⅰに展開されていた。これがしばらくすると、ヨシズで区画されるようになり、横
に連続した区画を背合わせにして列をつくり、通りを挟み込む形で４列ほどが並んでいたという。そこへ、
それまで使っていた屋台をいれて商売を行っていた。一区画の大きさは一間 ×一間ほどで、区画に対して
屋台をどう配置するかは、商売の性質や客の座席を置くかどうかによって様々であった。出店場所の決定は、
まず「お偉方」（和田組の親分・子分）が立地の良い区画に入り、次いでそれまで商売をやっていた人が抽
選で決めたという★3-16。
　この当時、ヨシズ張りの区画に持ち込まれた屋台の形状は様々であったが、大半の屋台のカウンター上
部に、開けると日除けになる蔀戸状の扉がついていた★3-16。
　時期は定かではないが、街区Ⅰでヨシズ張りの闇市が開かれている間に、街区Ⅱと街区Ⅲの街区には木
造マーケットが建設されていたという★3-16 ★ 3-17。これは図 3-3-8 に復元した街区Ⅱと街区Ⅲの街区のマー
ケットと同様のものである。1946 年 5 月 10 日に行われた立教大学学生による露店市場の実態調査では、
新宿に存在するマーケットは 32店となっており★3-18、これは尾津組による新宿マーケットのコマ数と一致
するため、1946 年 5 月時点では新宿には新宿マーケット以外のマーケットが存在しなかったと考えられ
る。また、街区Ⅰのヨシズ張りの闇市（「銀メシ横丁」と呼ばれていた）200 軒は、1947 年 3 月 14 日に
統制違反である主食を売っていたとして営業停止となっているが★3-19、この時既にマーケット化しており、
当然街区Ⅱと街区Ⅲの街区のマーケットは同年初頭までにはマーケットへと建替えられていたと考えられ
る。すなわち和田組の闇市は1946年 5月下旬以降に、まず街区Ⅱと街区Ⅲの街区にマーケットが建設され、
その後 1947 年初頭までに街区Ⅰもマーケット化したということである（図 3-3-8）。
　以上のように 1947 年初頭までに建設された和田組マーケットは、街区ごとにまとまった組織として名
称が付けられおり★3-20、不動産的な取扱もそれぞれに異なっていた。
　街区Ⅰのマーケットは「露店（部）」と呼ばれ、区画数は 200 コマ★3-21、一区画の大きさは一間 ×一間
半で、通路幅は一軒半であった★3-22。この露店部は 1940 年代末まで露店慣行地として警察へ申請されて
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いた。木造のバラックでありながら、法的に仮設の空間として申請しており、当然テキヤと営業者との賃
貸関係（営業者はテキヤから区画を借りて「場代」あるいは「塵銭」を支払う）も短期的で、店舗の入れ
替わりも激しく、マーケットの形態を持ちながらも戦前からのテキヤの文化を強く引継いでいる場所であっ
たと考えられる★3-23。後述するが、露店部は 1947 年末には 10日単位で貸し出しており、街商が借りるこ
とを前提としていた★3-24。これに対し、街区Ⅱと街区Ⅲの街区のマーケットはコマが大きく、権利関係も
露店部とは異なるものであった。
　街区Ⅱのマーケットは「八十四軒（部）」、街区Ⅲのマーケットは「六十三軒（部）」と呼ばれ、文字通り
84 軒と 63 軒の区画を有し、ともに一区画の大きさは「一間半 ×二間が基本」★3-25 であった。八十四軒、
六十三軒ともに和田組が建設したが、八十四軒は和田薫を大家とする賃貸店舗、六十三軒は和田薫を地主
とする販売店舗であった★3-26。店舗の内部には奥に畳二枚を敷いた店と、鉤の手型にカウンターを持つ店
とがあったというが★3-27、八十四軒の営業者は和田薫と賃貸契約を、六十三軒の営業者は和田薫と売買契
約を結んだうえで、こうした店内の造作物を整備した。
和田組マーケットと土地権利関係
　図 3-3-10 から終戦から 1947 年 6月までの対象地区の土地所有と和田組マーケットの建物との関係をみ
ていきたい。街区Ⅰの露店部は、土地［1-46］を除き都有地に建っていた。これに対し、街区Ⅱ・Ⅲは民
有地を不法占拠する形でマーケットが建設されていた。先述した通り、和田組の闇市は淀橋署長、区長の
同意のもと駅前の旧疎開空地に移転したが、あくまで都有地という前提があった。しかし、実際には疎開
空地の多く、特に街区Ⅱ・Ⅲは戦中期に都有地になっておらず、和田組マーケットは民有地を占拠するこ
ととなっていた。
　街区Ⅱ・Ⅲにおいて和田組マーケットに占拠されたのは東京建物の土地［1-36］［1-88］［1-89］と市島
敬造★3-28 の土地［1-67］であった。ここで注目すべきは、街区Ⅱの土地［1-36］から 1946 年 12 月 28 日
に土地［1-74］が分筆され、和田友一が買い取っていることである★3-29。和田友一という人物についての
★ 3-22　ヤミ市調査団・他「生活（１）聞き取り（８）T.M. 氏の話」『東京都江戸東京博物館調査
報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査報告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』p.106。T.M. 氏
は、1940 年代の新宿で演歌の流しをしていた。
★ 3-23　ヤミ市調査団・他「生活（１）聞き取り（４）S.N. 氏ご夫妻の話」『東京都江戸東京博物
館調査報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査報告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』p.98。
S.N. 氏は大正 7 年 12 月 5 日浅草生まれ、妻は大正 9 年 3 月 2 日生まれ。戦前は神田で寿司屋に
勤めた。1946 年 7 月頃から、和田組マーケットにあった寿司屋に勤めたが、1947 年には自ら飲
み屋を開業し、48 年からは寿司屋「むらさき」にした。
★ 3-24　書記局「議事録集」『新宿武蔵野商業組合機関誌　武蔵野』第二号 , 1947 年 11 月 , 
pp.8-12。
★ 3-25　ヤミ市調査団・他「生活（１）聞き取り（８）T.M. 氏の話」『東京都江戸東京博物館調査
報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査報告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』p.106。
★ 3-26　権利関係上、和田薫は実際には地主ではないが、六十三軒の営業者から地代を取っていた。
会計 山田仁保「正義の下吾等起つ！！」『協議会報』第四号 , 新宿武蔵野商業街区画整理対策協議会
発行 , 1948 年 4 月 25 日 , p.1。
★ 3-27　ヤミ市調査団・他「生活（１）聞き取り（８）T.M. 氏の話」『東京都江戸東京博物館調査
報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査報告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』p.106。
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情報はないが、住所が和田組親分和田薫と一致しており、和田薫の親族あるいは本人の本名であったと考
えて大過ないだろう。このことから、1946 年末に和田組と地主東京建物の間に何らかの接触があり、不法
占拠であった［1-36］［1-88］［1-89］についてもなんらかの賃貸関係が結ばれたと推察される★3-30。
　一方で地主市島敬造と和田組の関係はどうだったか。市島は『ヤミ市模型の調査と展示』の中で、和田
組とのやり取りを詳しく述べているので紹介したい★3-31。市島が終戦となり出兵先から新宿に戻ると、街
区Ⅲの自身の土地に和田組のマーケット（六十三軒部）が建設されていた。これに対して市島が土地を「空
★ 3-28　市島敬造は 1911 年 5 月 23 日生まれ。戦前から新宿駅前に土地を持ち、戦後は和田組マー
ケットの隣で「パチンコポパイ」を経営。市島家は戦前に石炭の問屋と運送屋を営んでいた。戦前
の火災保険特殊地図では土地［1-67］に旭運送社と倉庫、前節の対象地区には本郷バー市島氏の家
が記載されている。江戸東京博物館『ヤミ市模型の調査と展示』には「（６）K.I. 氏の話」という聞
き取り記録が収められている。戦前期に父が前節の対象地区に所有していた土地を、戦後尾津喜之
助が買い取ったという話が収録されているが、前節の対象地区で尾津が戦後に取得した土地は戦前
に市島亀三郎（敬三の父）が所有していることから、この「K.I. 氏」が市島敬造氏であると断定する。
★ 3-29　土地［1-74］の旧土地台帳より。
★ 3-30　1948 年 4 月の時点では和田薫が東京建物に地代を支払っている。その関係が 1946 年
末から始ったと推察される。山田仁保（会計）「正義の下吾等起つ！！」『協議会報』第四号 , 新宿
武蔵野商業街区画整理対策協議会発行 , 1948 年 4 月 25 日 , p.1 より。
★ 3-31　「（６）K.I. 氏の話」『東京都江戸東京博物館調査報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査報
告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』p.101。
図 3-3-10　1947 年 6 月の対象地区の地割
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けろ」と和田組へ主張したところ、和田組はしぶしぶ街区Ⅰの和田組マーケットの一部を市島に使用させ
ることとしたという。面積は土地［1-67］よりも狭いものの、より駅や新宿通りに近い場所であった（図
3-3-8）。こうして市島氏は自身の土地を占拠された代わりに街区Ⅰの一部（都有地）を使用して、でパチ
ンコ屋「ポパイ」を営むことになった。
和田組マーケット以外の都市組織
　次に和田組マーケット以外②の土地建物の情況を確認したい。まず街区Ⅰでは焼け残った新宿武蔵野館
が戦後も同地で営業を再開している。新宿武蔵野館の南側は空地のままで、武蔵野館と和田組マーケット
の間には共栄社★3-32 の作業所がある。新宿武蔵野館は戦前からの所有地に変化はないが、共栄社は都有地
と新宿武蔵野館の土地にまたがって立地している。共栄社は 1949 年末まで同地に存続するが、管見の限
りではどういった会社であったか示す資料がない。後述するが、この共栄社の跡地が戦災復興土地区画整
理事業による和田組マーケットの整理に重要な意味をもつことになる。
　街区Ⅱ内部には戦前から南北の私道（１）が存在し主に倉庫が建ち並んでいたが、戦後は病院や小売店、
旅館などが建ち並ぶ通りとなっている。また、これに直行する形で東西に私道（２）が存在し和田組マーケッ
トの八十四軒部へと繋がっている。街区Ⅱではこれら２本の私道と、東側の道路に沿って建物が建ち並ん
でいる。特に東側の道路に沿っては狭長の木造建築が並んでいる。図 3-3-8 のように戸建てのバラックが
建ち並んでいるものの、土地の細分化は進んでいない（図 3-3-10）。		
　街区Ⅲではムーラン・ルージュが再建されている他、街区の沿道部分に店舗が建ち並んでいる。対象地
区に戦後に再建された建物の中で防火建築で再建されたのは、街区Ⅲの南側中央の配給所とムーラン・ルー
ジュの二棟のみである。図 1945L と図 1947-6L を比較すると街区Ⅰ・Ⅱと比して、街区Ⅲの土地が終戦
から約２年の間に急激に細分化していることがわかる。東京建物の所有地であった土地［1-37］（図 3-3-
6）が 11 筆に分筆され、そのうち土地［1-84］［1-85］［1-86］［1-87］は個人に売却されている★3-33。これ
らの土地に立つ建物の所有者と、土地の所有者の関係は不明であるが、戦後の占有者に則した形で土地の
分筆と売却が早期に進んだものと推測される。
和田組の社会
　以上のように終戦から 1947 年 6 月までの対象地区の都市組織の変化を観察してきた。ここでは最後に
和田組の社会について、簡単に触れておきたい。和田組は戦前から原宿を本拠地とするテキヤであったが、
戦後は主に新宿駅周辺を庭場としていた。1946 年 7 月の東京における露店商は、約 20%のテキヤと約
80%の素人露店商によって構成されており★3-34、素人露店商はテキヤの傘下に入ることによって闇市での
商売を行っていた。当然、テキヤの中には戦後に組織に加わったものも存在した。和田組も同様に戦後に
大量の素人露店商を抱え込んでいた。彼らはテキヤではなかったが、「かおる会」という和田薫の名を冠し
た組織に加入し、和田組の支配下に置かれていた★3-35。かおる会に所属する営業者は、日々和田組に対し
★ 3-32　株式会社共栄社。後に新宿武蔵野商業組合結成時に寄付金をだしているなど和田組との関
係があったことはわかるが、業種は不明。会計部長 山田芳「財政報告」『新宿武蔵野商業組合機関
誌　武蔵野』創刊号 , 1947 年 10 月 , pp.29-31 より。
★ 3-33　旧土地台帳より。
★ 3-34　塚斌・高橋洸・濱誠「戦後における露店市場」（『戦後社会の実態分析』日本評論社、1950 年）
p.223。
★ 3-35　「新宿武蔵野街の裏表」『新宿民報』第三号 , 1948 年 10 月 2 日（土）, p.2
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て店舗の賃貸費としての場代（「塵銭」）の他に組合費を納めていた★3-36。つまり、彼らはマーケットのコ
マを借りる賃貸料の他に、営業を行っていく上では「かおる会」に所属し、組合費を毎月納めなければな
らなかったということである。また、彼らはテキヤではなかったものの、月に一回の寄合に出席し、仁義
を切らされていいたということにも触れておきたい★3-37。
★ 3-36　「投書函」（『新宿武蔵野商業組合機関誌　武蔵野』創刊号 , 1947 年 10 月 , pp.20-21）に、”
かほる会 ” の毎月の組合費が 30 円だったとの記載がある。
★ 3-37　「（３）T.Y. 氏の話」『東京都江戸東京博物館調査報告書 第 2 集 常設展示制作に伴う調査
報告 2( 大型模型 2) ヤミ市模型の調査と展示』p.94。
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（２）1947 年 7 月−49 年 12 月
　和田組が解散した 1947 年 7 月から戦災復興土地区画整理事業による和田組マーケットの整理が始る直
前である 1949 年 12 月までの対象地区の変化を見る。
都市組織の動態
　図 3-3-11 は 1949 年の対象地区の建物の情況を示している。この時期、対象地区の建物のフットプリン
トには大きな変化はないが、一部で建増しが観察されるほか、和田組マーケットでは増築が進む。また、
街区Ⅱの和田組マーケットである八十四軒部が、1947 年 11 月以降「八十八軒部」★3-38 と呼ばれるように
なり店舗数が増加したと考えられるが、航空写真と火災保険特殊地図の比較からは読みとれない。
　図 3-3-12 は 1949 年頃の和田組マーケット露店部の写真である。図 3-3-9 と比較すると、屋根上への増
築が進んだことと、通りの入口に門が設置されていることがわかる。この時期、屋根上への増築は露店部
だけでなく、八十八軒部、六十三軒部でも進み、特に八十八軒部と六十三軒部では二階が街娼の利用する
売春宿となっている店も存在した★3-39。こうした増築は、1947 年 7月に和田組が解散し、営業者と和田組
の関係が浅くなり、マーケットへの統制が弱くなったことが影響していると考えられる。また、和田組マー
★ 3-38　浅岡日出三郎「報告 議事録集」『新宿武蔵野商業組合機関誌　武蔵野』第三号 , 1947 年
12 月 , pp.12-18
★ 3-39　松平誠『ヤミ市 幻のガイドブック』筑摩書房 , 1995 年 , p.45。
図 3-3-12　1950 年頃の和田組マーケット
出典＝ヤミ市調査団・他（前掲書）
図 3-3-11　1949 年の対象地区
：耐火建築
：防火建築
：木造建築 N
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図 3-3-13　1949 年 12 月の対象地区の地割
ケット内には、1947 年 12 月 16 日に同地の居住者を対象とした生活協同組合「新宿購買利用組合」が結
成されている。組合員数は 153 名で、新宿武蔵野商業組合よりも 100 名ほど少ないものの、マーケット内
に居住者が相当数いたことを示している。これにはマーケットの増築が進み居室が確保されたことも影響
しているであろう。			
　露店部入口に設置された門は、和田組解散後に結成された新宿武蔵野商業組合の組合委員会によって
1947 年 12 月 7日に設置が決定され、1947 年年末から 1948 年の年始にかけて設置された。
　建物のフットプリントに大きな変化がなかったのに対して、地割には大きな変化があった。図 3-3-12 は
1949 年 12 月時点での対象地区の地割である。（図 3-3-10）と比較して、街区Ⅱの土地［1-69］［1-71］の
分筆が進んでいることがわかる。特に街区東側では道路に沿って1947年当時から並ぶ商店の建物に従って、
土地の分筆が進んでいる。このうち土地［1-159］［1-160］［1-161］などは東京建物かた個人へ売却が進
んでいるが、それ以外の土地の所有者に変化はない。
　一方で街区Ⅲの東側においては、1947 年 6月までに分筆が進んでいた土地［1-82］［1-83］［1-164］の
売却がすすんでいる★3-40。
　以上のように 1949 年末までの対象地区では、和田組マーケットに占拠された土地に大きな動きは見ら
れないものの、それ以外の土地では戦後の占有建物に従って土地が分割され、地主が土地を売却していっ
た過程がみられた。
　また、街区Ⅰにおいては疎開空地に指定され、都に買収されていた土地のうち土地［1-47］が 1947 年 6
月 6日、［1-48］［1-49］［1-53］［1-57］が 1947 年 11 月 13 日に戦前の所有者へ売り戻されている（土地
◯-◯で示した数字は地番。字は全て「角筈１丁目」
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旧土地台帳が散逸している土地
★ 3-40　旧土地台帳より。
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［1-43］は都有地のまま。戦前の所有者が売り戻しを要求しなかったと考えられる）。よって、この 1947
年以降、露店部は都有地ではなく民有地を占拠することとなった★3-40。
　このように焼け跡や疎開空地から再生し、土地の分筆が進んだ対象地区の都市組織であったが、1948 年
夏には既に対象地区において戦災復興土地区画整理事業によるマーケットの整理が決定しており、1949 年
1月 31 日限りで和田組マーケットの露店部の立退が命じられていた★3-41。
　しかし、これは約一年延期される。後述するが、これは新宿区事業協同組合（新宿武蔵野商業組合の後
継組織）理事長が、東京都第三復興区画整理事務所移転係長に賄賂を贈って延期させたものであった★3-42。
和田組マーケットの社会構造の変化
①和田組の解散
　1947 年 7月に和田組が解散して以降、営業者を中心にいくつかの組織が誕生している。このうち代表的
なものが 1947 年 8月に結成された「新宿武蔵野商業組合」と、戦災復興土地区画整理事業にともなうマー
ケットの整理に対抗するために 1948 年 1 月に六十三軒部で結成された「新宿角筈六十三軒区画整理対策
委員会」である。ここではこれら二つの組織の機関誌である『武蔵野』★3-43 と『六拾参軒』★3-44 を中心的
な資料として、和田組解散後の和田組マーケットの社会構造にせまる。
　1947 年夏以降、東京において闇市に対する規制が強まり、各地の闇市に大きな変容が始る。この時期の
闇市に対する取締には大きく二つの取締があった。
　一つは「東京における六月一日からの「六・一休業」であり、七月一日に公布された飲食営業緊急措置例（政
令一一八号）で」★3-45 あった。これによって、飲食店のうち、外食券食堂や旅館、喫茶店などを除くすべ
てが営業を禁止されてしまったのである。この影響を受けて、この時期、和田組マーケット内にも空き店
舗が増えている★3-46。
　もう一つは、それまで末端の露店や闇市の営業者に限定されていた警察の取締りが、「組」組織へと向かっ
たことである。1947 年 6 月 27 日の『読売新聞』には「暴力団・不良を一斉追放　尾津喜之助氏を収容　
関東一圓に “厳戒 ”の緊急指令」との見出しがあり、新宿マーケットの土地問題で地主側を脅迫したとし
て警視庁が尾津喜之助を強制収容した事を伝えている。警察は以後全国的に「街の顔役」狩りを実施する
★ 3-41　「露店（第一マーケット）は一月末で立退きだ」『委員会報』第９号 , 新宿角筈六十三軒区
画整理対策委員会発行 , 1948 年 8 月 25 日 , p.2。
★ 3-42　「官廰にも波及か 新宿粛正 池の内氏を逮捕」『読売新聞』1951 年 7 月 6 日夕刊 , p.3。
武蔵野商業組合は 1949 年 6 月には「ボス組合のレッテルをはられて今や解散を命ぜられる一歩手
前」にあったようで、これ以降に新宿区事業協同組合へと改組したと考えられる。「武蔵野商業組合
解散 購買利用組合に合流？」（『新宿小路新聞』第２０号 , 全国借地借家人同盟新宿支部・新宿小路
商業会発行 , 1949 年 6 月 15 日 , p.2）より。
★ 3-43　1947 年 10 月創刊。1948 年 3 月までに全 6 号が発行された。第五・六号は新宿武蔵野
商業組合および新宿購買利用組合の機関誌となっている。新宿購買利用組合は 1947 年 12 月に新
宿武蔵野商業組合の居住者で結成された生活協同組合。
★ 3-44　新宿角筈六十三軒区画整理対策委員会の機関誌として創刊。組織形態が変るごとに『協
議会報』、『委員会報』、『新宿小路新聞』などと改題し、1948 年 2 月から 1949 年 6 月までに、全
20 号を発行。国会図書館プランゲ文庫所蔵であるが、第 15・17・19 号は収蔵されていない。
★ 3-45　松平誠『ヤミ市 東京池袋』ドメス出版 , 1985 年 , pp.44-45。
★ 3-46　書記局「議事録集」『新宿武蔵野商業組合機関誌　武蔵野』第二号 , 1947 年 11 月 , 
pp.8-12 などで、空き店舗対策について議論されている。
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こととなる。これを背景に、東京各地の闇市を支配する「組」組織は解散へと追い込まれ、和田組も 1947
年 7月 6日に幹部会を開き解散を決定する★3-47。しかし実際には、「組」組織は解散を宣言しながらも組織
形態を株式会社などに変えただけで、その性質はこれ以降も温存され、マーケットに対する利権をもちづ
づける。
　この「組」組織の解散を「組」組織がマーケットから得る収入を二つに分類して、整理したい。「組」組
織がマーケット出店者から得る収入は、一つは組合費や会費とよばれた出店者が「組」組織に所属する上
で支払わなければならない費用であり、もう一つは塵銭や場代と呼ばれた出店者が店舗の区画を使用する
ためのに支払う家賃である。「組」組織の解散によって、親分たちは露店やマーケットの表舞台から退くも
のの、前者においては協同組合の主要なポストに子分を就かせることによって、後者においては地主・大
家として振る舞い、賃料収入を継続的に得ることによって利権を保持し続けようとした。こうした情況の
具体的な事例として、和田組マーケットの商業組合をみることができる。
　和田組は 1947 年 7月 6日に解散を決定し、すぐに後継の営業者組織「新宿街商かおる親睦会」を結成
するが、その幹部は会長に元組長和田薫、副会長に野村篤、同和田正久などが就任するものであった。つまり、
和田組は営業者組織としても継続的に利権を得ることを目論んでいたのである。			
　この情況に外部からの圧力があったのか、同年 8月 2日「新宿街商かおる（薫）親睦会」は幹部会を開
き、改めて「新宿武蔵野商業組合」を結成することを決定する★3-48。当日、新理事長の選挙を「新宿街商
かおる親睦会」の幹部（つまり旧和田組組員）によって選挙が行われ、和田組事務長の野村篤氏が当選した。
和田薫が代表者から退いたものの、幹部の多くは和田組組員によって占められることとなる。
②新宿武蔵野商業組合の結成
　新宿武蔵野商業組合の結成総会は 1947 年 8 月 25 日に開催された。組合員は全 260 名、総会出席者は
180 名であった。和田組マーケットには露店部、八十八軒、六十三軒で総計約 350 の区画があり、一店舗
で複数の区画を使用している店舗があったことを想定しても、組合員数が 260 人であることは相当数の空
き店舗が存在したことを感じさせる。
　結成総会では新宿区長代理の山崎土木課長、重原新司淀橋署長、和田薫、自由党四谷支部長丸山茂★3-49、
尾津東口睦会会長河井栄一★3-50 が祝辞を述べ、旧役員代表として鈴木金作（新宿武蔵野商業組合の相談役
に就任）が挨拶をしている★3-51。組合の役員は（図 3-3-14）の通り決定した。先述した通り、和田組事務
長であった野村篤が委員長になったほか、後に和田組社長となる和田正久なども役員に名を連ねている。
こうした新宿武蔵野商業組合の組織形態からは、和田組が依然としてマーケットの日々の運営にも影響力
を持とうという意思が見える。
　さらに、商業組合と和田薫（和田組）との関係は金銭のやり取りとしても現れてくる。総会では組合員
が組合へ納める費用が一日七円（衛生費 3円、夜警費 1円半、組合費 2円、水道費半円）、一ヶ月 210 円
★ 3-47　「民主に即応する街の顔役 実業界に組合に第一歩」『新宿ニュース』第四号 , 1947 年 7
月 25 日（金）, p.2
★ 3-48　「和田組改組」『新宿ニュース』第五号 , 1947 年 8 月 6 日（水）, p.2
★ 3-49　新宿二丁目赤線街周辺の露店を配下におく親分。
★ 3-50　尾津組配下だった露店を尾津組解散後に仕切っている、尾津組後継組織と推察される。  
★ 3-51　書記局「報告 議事録集」『新宿武蔵野商業組合機関誌　武蔵野』創刊号 , 1947 年 10 月 , 
pp.12-15。
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図 3-3-14：六十三軒部役員一覧表
と決定しているが、総会の一週間後（9月 3日）には新宿区内での和田薫の交際費は組合費から捻出する
ことが決定しており、さらに 10 月 3日には組合員が月に支払う金額の 3/7 にあたる衛生費をすべて和田
薫氏に移譲することが決定している★3-52。本来、トイレなどの衛生設備の整備、清掃にあてられる衛生費
を和田薫に移譲したものの、その後の『武蔵野』にはトイレの清掃が全くされていないという苦情や、衛
生費を支払っている出店者自らが清掃を行っているという記事が掲載されていおり★3-53、衛生費は実質和
田薫へ毎月渡すだけの金となっていたようだ。このように新宿武蔵野商業組合の運営において、和田薫へ
の金銭の流れが見えてくる。
★ 3-52　書記局「議事録集」『新宿武蔵野商業組合機関誌　武蔵野』第二号 , 1947 年 11 月 , 
pp.8-12。
★ 3-53　企画部長 栗原春人「論説 年頭所感」『新宿武蔵野商業組合機関誌　武蔵野』第四号 , 
1948 年 1 月 , pp.2-3。
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③新宿角筈六十三軒区画整理対策委員会の動き
　新宿武蔵野商業組合結成後も依然として和田薫の影響下にあった和田組マーケットであったが、1948 年
になり戦災復興土地区画整理事業の実施がせまってくると、一部のマーケット出店者らが自らの権利を守
るために委員会を組織し、和田薫とも敵対しながら闘争を繰り広げることとなる。それが、六十三軒部の
営業者が結成した新宿角筈六十三軒区画整理対策委員会である。
　新宿角筈六十三軒区画整理対策委員会は、和田組マーケットの六十三軒部の営業者 46名によって 1948
年 1 月 28 日に結成された。六十三軒部は、和田組マーケットの中でも唯一営業者が建物を和田薫から購
入し、月々地代を和田薫へ納めていた。戦災復興土地区画整理事業に際して、彼らは地主の東京建物と和
田組から立退を要求されたため、借地人としての権利を守るために対策委員会を結成した★3-54。
　彼らは「地上権・居住権・営業権」★3-55 の保証を受けるため、都庁、区役所、登記所などを周り、権利
を主張した。都庁は六十三軒部の主張を認めたものの、権利を明文化するためには土地管理者である和田
薫の連署のある営業権、占有権、地上権に関する申告書を提出する必要があった。六十三軒部では営業者
の申告書を作成し和田薫に提出したが、和田氏は「（地主の）東京建物の言に依り署名することは出来ぬと
し該申告書を返戻して来た」★3-56。またその後に、和田氏に代って地主である東京建物に申告書の連署を
嘆願したが「君たちに土地を貸したのではなく和田氏に貸したのであるから、君達の話には応じられなぬ」
★3-57 と断られたため、六十三軒部では理由書を添え申告書を都知事宛で提出した。こうした活動の結果と
して、区画整理に伴うマーケットの整理に際しては都から営業保証金が支払われている。
　こうした活動の途中、新宿角筈六十三軒区画整理対策委員会は露店部と八十八軒部の営業者とも合流し
闘争を続けるが、借地人である六十三軒の営業者と、借家人である露店部と八十八軒部の営業者とに目的
のズレが有り、数ヶ月で分離している。ただ、ここで注目しておきたいのは、六十三軒部の営業者ととも
に闘争に参加しようとした露店部と八十八軒部の営業者は、多くが朝鮮人や中国人などの外国人であった
ことだ。新宿武蔵野商業組合の幹部には全く入っていなかった外国人が、営業者レベルには相当数存在し、
かつ彼らがテキヤに対して闘争の意思をしめしたことは注目に値する。
　さら 1948 年 9 月には、建物の所有権を明確にするため、マーケットの建物を個人ごとの分割登記する
こととし、新宿区役所、中野登記所、淀橋税務署等を訪問した。しかし、そもそも和田組マーケットの建
物について和田薫が登記を行った事実が無いことが判明する。やむを得ず「和田氏をして登記せしめ、然
るのち吾々の個人個人の分割登記を行うことに一決」★3-58 し、「税務署側に於いても吾々の要求を承認、早
急に此の件について処理することになった」★3-58 が、当然これにも和田氏は同意せず、登記は進まなかった。
また、こうした活動の支援を受けるため、1948 年 10 月より六十三軒部は全国借地借家人同盟に加入して
いる★3-60。
★ 3-54　会計 山田仁保「所感」『六拾参軒』第 1 号 , 新宿角筈六十三軒区画整理対策委員会発行 , 
1948 年 2 月 10 日 , p.2。
★ 3-55　「東京都庁は確認したぞッ！！俺たちの生活権を ＝区画整理対策闘争で＝」『六十三軒☆
改題　協議会報』第 2 号 , 新宿武蔵野商業街区画整理対策協議会発行 , 1948 年 3 月 5 日 , p.1。
★ 3-56　「和田氏 申告書に捺印せず」「土地所有者連署に応ぜざる理由書（七月十三日提出）」『委
員会報』第七号 , 新宿角筈六十三軒区画整理対策委員会発行 , 1948 年 7 月 25 日 , p.1。
★ 3-57　「土地所有者連署に応ぜざる理由書（七月十三日提出）」『委員会報』第七号 , 新宿角筈
六十三軒区画整理対策委員会発行 , 1948 年 7 月 25 日 , p.1。
★ 3-58　「家屋登記に奔走のところ 和田氏の非合法発覚」『委員会報』第１２号 , 新宿角筈六十三
軒区画整理対策委員会発行 , 1948 年 10 月 5 日 , p.1。
★ 3-59　「全国借地借家人同盟に吾が対策委員会加盟す。」『委員会報』第１２号 , 新宿角筈六十三
軒区画整理対策委員会発行 , 1948 年 10 月 5 日 , p.1。
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④六十三軒部の土地を地主から買収することが決定
　こうした活動を展開して来た六十三軒部（1948 年 10 月に「新宿小路商業会」へ改称。新宿武蔵野商業
組合のうち六十三軒部の営業者によって組織されている。）に対して、1949 年 4月、和田薫は栗原春人（新
宿小路商業会理事長）宛に、栗原春人を含む 57名との土地賃貸契約を解除する旨の内容証明による示達書
を送った★3-60。これを契機として、新宿小路商業会に交渉委員会が設置され、和田氏と土地問題に関して
交渉を進めることとなる。交渉は 1949 年 4 月前半に行われ、その場で和田氏より「六十三軒地域を売買
する妥協案」★3-61 が示されたことで、新宿小路商業会が同地を買収することになり、この問題を解決する
方向へと急速に進み始めた。
　新宿小路商業会では 1949 年 4 月 13 日に臨時総会を開き、次の３点を条件に居住地を買収する事を決
定した。その条件は、（１）通路を含む六十三軒地域を全部買収すること、（２）希望価格として坪当たり
１万２千円とすること、（３）資金は日割り計算で消却すること、である★3-62。
　この条件をもとに新宿小路商業会交渉委員会は和田氏と交渉し、次の条件で土地を買収する合意を得た。
土地買収の条件は、（１）地価は坪当り１万四千円とすること、（２）道路は売買せず無償で貸借すること、（３）
将来和田氏は道路を宅地其の他に使用せざる様公正証書をいれること、（４）売買は全額即金とすること、
（５）売買は新宿小路商業会代表栗原春人と東京建物との間に行うこと、の５点である★3-63。そして、売買
後は至急、各個人に分筆登記せなばならないことを栗原春人氏は強調している。しかし、先述したように
六十三軒部の立つ土地のうち、土地［1-88］［1-89］は東京建物の所有地であったが、土地［1-67］は市
島氏の所有地であり、この部分は買収することができなかった。
　結局、新宿小路商業会が購入する土地は、北側の旧 11班の土地（市島所有の土地［1-67］）を除いた、「旧
12班 150 坪と決定」（これは土地［1-88］［1-89］と推察される。しかし、［1-88］と［1-89］を地積を足
すと 176.31 坪である。）した★3-64。この土地購入に新宿小路商業会の組合員のどれ程が参加したかは不明
であり、和田氏との合意時には、支払い能力を持った組合員が三分の一程度しかいなかったこと、当初の
六十三軒部の面積よりも買収可能な土地の面積が狭かったことを考慮しても、組合員全員が土地購入に参
加したとは考えにくい。
　さて、以上のように和田組マーケット六十三軒部における営業者の権利をかけた闘争を追ってきた。そ
の結果として新宿小路商業会による土地買収が決定していた。しかし、後述することとなるが、栗原春人
が東京建物から土地を買収した事実は旧土地台帳には残されておらず、代わりに土地［1-88］［1-89］は、
和田栄一によって 1951 年 7月 12 日に東京建物より買収されている。和田栄一は、和田薫に氏と住所が一
致しており、和田薫の親族と考えられる。『新宿小路新聞』は 1949 年 6月 15 日発行の第２０号を持って
★ 3-60　「和田氏よりの内容証明による示達書（全文）」『新宿小路新聞』第１８号 , 全国借地借家
人同盟新宿支部・新宿小路商業会発行 , 1949 年 5 月 20 日 , p.1。
★ 3-61　「臨時総会開催され居住土地の買収決定す」『新宿小路新聞』第１８号 , 全国借地借家人同
盟新宿支部・新宿小路商業会発行 , 1949 年 5 月 20 日 , p.1
★ 3-62　「臨時総会開催され居住土地の買収決定す」、「総会出席四十九名！議長に栗原・書記に阿
部選任」、「交渉委員会設置さる 総会決議の執行機関として」より。すべて『新宿小路新聞』第１８号 , 
全国借地借家人同盟新宿支部・新宿小路商業会発行 , 1949 年 5 月 20 日 , p.1。
★ 3-63　「地価壱萬四千円と確定＝交渉委員の最後的妥協案＝」『新宿小路新聞』第１８号 , 全国借
地借家人同盟新宿支部・新宿小路商業会発行 , 1949 年 5 月 20 日 , p.2。
★ 3-64　「購入土地は一五〇坪 但し区画整理後の旧拾弐班の地域とす」『新宿小路新聞』第２０号 , 
全国借地借家人同盟新宿支部・新宿小路商業会発行 , 1949 年 6 月 15 日 , p.2。
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廃刊しており、新宿小路商業会のその後の動きを知ることはできない★3-65。資金不足によって新宿小路商
業会での購入に至らなかったため、和田家が代って土地を買い取ったと考えるべきであろうか。こうした
過程を明らかにすることはできない。
★ 3-65　『新宿小路新聞』最終号では浅草、池袋、神田、銀座、品川、蒲田、五反田、新宿のマー
ケット及屋台の業者で連合会組織をつくり、飲食営業臨時規整法と食品衛生法の二法令による弾圧
へ対抗する動きを見せており、最終号発刊後も新宿小路商業会は存続したと考えられるが、その活
動は不明である。「マーケット屋台連合会結成準備会構成さる！」、「浅草、池袋、神田、銀座、品川、
蒲田、五反田、新宿の全マーケット屋台の業者、続々と連合会組織に参加結集！」より。ともに『新
宿小路新聞』第２０号, 全国借地借家人同盟新宿支部・新宿小路商業会発行, 1949年6月15日, p.1。
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（３）1950 年 1 月−51 年
露店部（第一マーケット）の共栄社空地への移転
　新宿駅近傍の闇市を起源とするマーケットの整理★3-66 は、1950 年 1 月 5日の和田組マーケット露店部
の取り壊しと移転から始った★3-67。1950 年 1月 5日午前 10時より、店舗を取り壊して、隣接地の共栄社
跡地に建設された新築マーケットへ移転した。この取り壊しと移転は、1949 年 12 月 30 日に業者代表と
都との間で決定したものであるが、この決定後に業者が新築マーケットの建設に取り掛かったとすれば、
その工期はおよそ一週間であったことになる。露店部には主に飲食店が入っていたため、移転に際しては
「カマ、ナベなどがせまい道路を運ばれて大混雑した」★3-67 という。先述の通り、露店部は 1949 年 1 月
31 日限りで立退きを命じられていたが、結局立退が１年延期されたことになるが、後述する通り、これに
は都第三復興区画整理事務所移転係長と新宿区事業協同組合（旧新宿武蔵野商業組合）の幹部の賄賂によ
る癒着が影響している。また、和田組マーケットの取壊しが議論され始めたころは、共栄社跡地への移転
は八十八軒部の移転として都第三復興区画整理事務所で検討されていたが、実際には露店部が移転するこ
とになった★3-68。
　（図：造成された暫定的な駅前広場）は露店部の整理後の同地を撮影した写真である。露店部であった
場所は土塁で囲まれた暫定的な駅前広場となっている。図 3-3-18 は 1951 年の対象地区の建物の情況であ
る。この露店部の整理では 184 戸の店舗が移転したが、1951 年の火災保険特殊地図では新築マーケット
に 164 の区画が確認できる。区画は整理前の露店部と同規模（一間 ×一間半）と推察される。屋根は露店
部ではバタフライ屋根となっていたが、新築マーケットでは背割り部分に隙間を空けており、雨仕舞を考
慮してのことと推察される。この新設マーケットが建つ土地は、大半が将来駅前広場になる土地で、暫定
的な移転であった。こうした暫定的な移転を許された背景には、和田組組員で和田薫の親族であったと思
われる和田友一が、新宿駅近傍を対象とした戦災復興土地区画整理事業の第９地区の土地区画整理委員で
あったことも関係していると考えられる★3-69。
　露店部の整理につづいて、都は「残り百六十二戸の居住者に対し第二次立退を要求していた」★3-70 が、
業者が立退かないため、1950 年 3月 31 日に一部の強制取壊しを行った。これに対して、業者は居住者大
会を開き「移転さきに水道、電気、ガス、衛生施設を完備せよ」と主張したため、都は取壊しを中断し、
業者とさらに懇談することとなった。この時、強制取壊しを行った分の業者の為にマーケット 10戸を仮設
し収容した。図 3-3-18 を見ると、図 3-3-11 では空地だった場所に新築マーケットが建設されていること、
一戸建ての建物であったものがマーケットになっていることがわかる。こうしたマーケットが、都が仮設
★ 3-66　和田組マーケットの整理については、東京都建設局区画整理部計画課『甦った東京 : 東京
都戦災復興土地区画整理事業誌』1987 年 , p.57 に記載がある。先述の通り、和田組解散後に設立
されたのが新宿武蔵野商業組合でありマーケットとしては同一のものである。しかし、同資料には
和田組マーケットと新宿武蔵野商業組合が異なるマーケットとして記載されており、資料としての
信憑性に疑いがある。このため本論では、和田組マーケットの整理過程については『甦った東京 : 
東京都戦災復興土地区画整理事業誌』ではなく、新聞情報をもとに記述する。
★ 3-67　「新宿和田組マーケット取壊し」『読売新聞』1950 年 1 月 6 日夕刊 p.2。
★ 3-68　「共栄社空地への六十三軒移動は不許可方針」『委員会報』第七号 , 新宿角筈六十三軒区画
整理対策委員会発行 , 1948 年 7 月 25 日 , p.1。
★ 3-69　建設省『戦災復興誌 第拾巻』都市計画協会 , p.83。
★ 3-70　「一部を強制取り壊し 新宿和田組マーケット」『読売新聞』1950 年 4 月 1 日夕刊 p.2。
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図 3-3-15　解体中の和田組マーケット
出典＝ヤミ市調査団・他（前掲書）
図 3-3-16　造成された暫定的な駅前広場
出典＝ヤミ市調査団・他（前掲書）
図 3-3-17　暫定的な駅前広場と新築された新宿東口協同組合のマーケット。
出典＝ヤミ市調査団・他（前掲書）
新設のマーケット
暫定的な駅前広場
したマーケットであるか定かではないが、露店部と後述する八十八軒部の整理の際に行き場を失った業者
が存在しており、その一部がこうした新設マーケットに移転した可能性がある★3-71。
八十八軒部の三光町への移転とゴールデン街の形成
　1950 年 3 月に中断された和田組マーケットの整理は、その後、都と営業者の間で話し合いが進み、
1951 年 3月までに八十八軒部のマーケットが撤去され★3-71（図 3-3-18）、多くの営業者は新宿三光町花園
神社西がわへ集団移転した★3-72。これが現在のゴールデン街の一部である。
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図 3-3-18：1951 年の対象地区の建物
★ 3-71　「明るい新宿建設へ 消える区画整理のガン 和田組マーケット明渡し」『読売新聞』1951
年 9 月 29 日朝刊 p.4。
★ 3-72　「焼け野原が細切れにして売られた」（『週刊朝日』1986 年 10 月 24 日号　書誌情報はっ
きり）で三光商店街建設時を知る人物への聞き取りが行われ、「ここへ移った人たちはさまさまだが、
新宿のヤクザだった和田組のマーケット内で営業していた人など、新宿周辺の露天商が多かった」
という証言がなされている。また、新宿区事業協同組合が土地を買収していること、同地の最初に
できたマーケットが 81 区画であり、八十八軒に近似することから、三光商店街を八十八軒部の移
転と推定する。『新宿ゴールデン街』（晶文社、1986 年）で、渡辺英綱は三光商店街を尾津組の竜
宮マーケットが移転したものとしているが、竜宮マーケットが新宿駅前に建設されるのは 1952 年
であるため 1950 年に移転することは不可能。『ヤミ市 東京池袋』で松平誠は 1950 年 1 月 5 日の
和田組マーケットの整理で、一部が三光町へ移転すると記しているが、「新宿和田組マーケット取壊
し」（『読売新聞』1950 年 1 月 6 日夕刊 p.2）には 1 月 5 日の取壊しでは隣接する共栄社あとへと引っ
越したと記されており、これも正しい情報とは考えにくい。また、『都市の戦後』で初田香成は『ヤ
ミ市 東京池袋』の情報をもとに和田組マーケットの整理と三光町への移転について記述しているた
め、これも上記の理由で正しくない情報と考える。
：耐火建築
：防火建築
：木造建築 N
0 10 50m
新宿武蔵野館
　新宿駅
ムーランルージュ
ポパイ
122
第３章　新宿駅とその近傍の戦災復興過程
　図 3-3-19 は 1951 年のゴールデン街周辺の火災保険特殊地図である。ゴールデン街は二つの地域から
露店商とマーケット営業者が、それぞれに集団移転して建設された木造二階建てのマーケットである。図
3-3-19 の線で囲ったマーケットのうち、北側が和田組マーケット八十八軒部が集団移転し建設した三光商
店街、南側が新宿二丁目の赤線附近で営業をしていた露店商が集団移転し建設した花園商業組合（後のゴー
ルデン街）である★3-73。
　八十八軒部の三光町への移転は、1950 年 9月 12 日に細川タミの土地［三光町 49-1］503.11 坪を、新
宿武蔵野商業組合の後継組織である新宿区事業協同組合が買収し★3-74、木造二階建てのマーケットを建設
することで実現している。強制取壊しが中断した 1950 年 3月 31 日から、新宿区事業協同組合が土地を買
収する 1950 年 9月 12 日までの間に、都と八十八軒の営業者との間でどのような話し合いが行われたかを
明らかにすることができないため、土地購入の際に都の斡旋を受けたのか、あるいは協同組合自らがこの
土地を選択したのかは判別できない。しかし、八十八軒部の集団移転とほぼ同時期に、隣接地に新宿二丁
目の露店商が集団移転し、八十八軒部と新宿二丁目の営業者が一体となってマーケットを形成しているこ
とからも、都から何らかの協力があったのではないかと推察する。
　それではここで、1950 年 1月から 51年という時間の幅を越えることになるが、少し詳しくゴールデン
街の形成過程を明らかにしたい。ゴールデン街は二つの組合によって成立している。一つは三光商店街振
興組合（旧新宿区事業協同組合）、もう一つは花園商業組合（後の新宿ゴールデン街商業組合）である。
　まず、三光商店街について、その形成過程を復元したい。まず、1950 年 9月 12 日に新宿区事業協同組
合は 503.11 坪の民有地［三光町 49-1］を買収し、マーケットを建設した（図 3-3-19）。八十八軒部の営
業者は、1951 年 3月までにこのマーケットへの移転を終え、同月末までに和田組マーケットの八十八軒部
（第二マーケット）は撤去を終えていることから★3-75、三光商店街のマーケットは 1950 年 9 月から 1951
年 3 月の半年間の間に建設されたこととなる。1953 年 6 月 3日には、土地［三光町 49-1］から 81 筆の
花園商業組合
三光商店街
図 3-3-19　1951 年の火災保険特殊地図。
花園商業組合
三光商店街
図 3-3-20　1958 年の火災保険特殊地図。
★ 3-73　渡辺英綱『新宿ゴールデン街』晶文社、1986 年 , pp.91-92。
★ 3-74　旧土地台帳より。
★ 3-75　「明るい新宿建設へ 消える区画整理のガン 和田組マーケット明渡し」『読売新聞』1951
年 9 月 29 日朝刊 p.4。
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土地［三光町 49-4 〜 84］が分筆されているが、これらの土地は全てマーケットの各コマに沿ったもので、
分筆後の［三光町 49-1］はマーケットの通路部分と西側空地を占めている（図 3-3-21）。土地［三光町
49-4 〜 84］の地積は、81 筆中 9筆がちょうど６坪、残り 71 筆はちょうど３坪であった。一店舗の基本
区画を３坪とし、一区画であれば３坪、２区画であれば６坪と規格を決めた上でマーケットを建設したと
考えられる。土地［三光町 49-4 〜 84］は分筆から一ヶ月後の 1953 年 7 月 2日、新宿区事業協同組合か
ら営業者（大半が同地に居住している）へ売却されている★3-76。
　三光商店街に独自の組織ができたのは 1951 年で、「新宿区事業協同組合は、高い組合費を取り、私腹を
こやす人がいたので」、営業者達は「強引に独立して、三光事業協同組合を創設した」という背景があった
という★3-77。これは、和田組マーケットの八十八軒部の整理が完了した時期と一致しており、三光町への
移転が修了した時に新宿区事業協同組合から独立したと考えられる。			
　図 3-3-19 を見ると、土地［三光町 49-4 〜 84］だけでなく土地［三光町 49-1］の西側のエリアにも狭
長の建物が一棟建設されており、さらに 1958 年（図 3-3-20）にはこれが長屋状の店舗に仕切られ、二棟
に増えている。さらに新宿区事業協同組合が所有し、主に通路となっていた土地［三光町 49-1］は、1958
年 3月 3日に 93名（持分 1/106 が 80 名、持分 2/106 が 13 名）の営業者に売却され、共同登記されてい
る★3-76。
　また、図 3-3-19 では土地［三光町 49-1,	4 〜 84］だけでなく、土地［三光町 48-10,	11］にも長屋状
の店舗が建設されていることがわかる。この土地［三光町 48-10,	11］は、戦後すぐは民有地であったが、
財産税の物納として 1949 年 6 月 7 日に大蔵省の所有地となっており、図 3-3-19 が描かれた時点では大
蔵省が所有している。1955 年 1 月 14 日に新宿区事業協同組合がこの土地の払下げを受けており、1951
年当時に立っていたマーケットも新宿区事業協同組合所属の店舗と考えられる。1955 年 2 月 2日、土地
［三光町 48-11］は土地［三光町 48-10］へ合筆され、同日土地［三光町 48-10］は 19 筆の土地［三光町
48-22 〜 40］を分筆している。この 19 筆の土地［三光町 48-22 〜 40］は、1955 年 3 月から 1957 年 6
月の間に新宿区事業協同組合所属から営業者へバラバラの時期に売却されており、さらにその地積も［三
光町 48-22 〜 39］は 3.23 〜 3.51 坪、［三光町 48-31］と［三光町 48-32］は 6.66 坪と 7.39 坪で他の約
二倍の地積、［三光町	48-40］は 33.61 坪で、土地［三光町 49-4 〜 84］のマーケットとは異なり区画が規
格化されていないことがわかる★3-76。これには長屋状の建物を建設したあとに、建物に合わせて土地を分
割したからではないかと考えられる。当初に建てられた長屋の１コマの大きさが統一されておらず、それ
をそのまま土地の分筆の基準にしたため分筆後の地積にばらつきがでたのではなかろうか。
　渡辺英綱によれば、1986 年当時、「「三光商店街振興組合」に属する店は、一軒あたり約三・五坪であり、
私有地の路地を含めると約五坪」★3-78 であったという。三光商店街の一区画は当初３坪であったから、建
設から約 35年の間に徐々に増築がされたと推察される。
　次に花園商業組合の形成過程をみていきたい。花園商業組合のマーケットは土地［三光町 50-1］に立っ
ている。土地［三光町 50-1］は、1950 年 3月 10 日、日掛貯金東京殖産株式会社が富士産業株式会社から
買収したのち、1952 年 11 月 19 日に土地［三光町 50-9 〜 53］を分筆し、さらに 1952 年 12 月 12 日に
こらの土地は日掛貯金東京殖産株式会社から営業者（同地居住）へ贈与されている★3-79。
★ 3-76　旧土地台帳より。
★ 3-77　「焼け野原が細切れにして売られた」（『週刊朝日』1986 年 10 月 24 日号）
★ 3-78　渡辺英綱『新宿ゴールデン街』晶文社 , 1986 年 , pp.91-92。
★ 3-79　旧土地台帳より。
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図 3-3-21：三光町の旧土地台帳付属地図
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　土地［三光町 50-1］は、大正末期から新宿市場があった場所で、1941 年に個人へ売却されるまで財団
法人東京府市場協会の所有地であった。1941 年以降、中島飛行機に売却され、さらに 1946 年に富士産業
株式会社へ所有権が移転している★3-80。
　渡辺英綱によれば 1986 年当時、花園商店街（ゴールデン街）の「店は、１軒あたり平均約四・五坪」★
3-81 であったというが、1952 年 12 月 12 日に営業者へ贈与された際の地積には３坪・４. ５坪・６坪・９
坪とばらつきがあった。しかし、店舗の１区画は３坪と４. ５坪があり、その倍を所有する権利者もいたと
考えれば、全体に規格化された建物であったと考えられる。
　先述したように、新宿二丁目付近の露店商が集団移転し建設したのが、花園商業組合のマーケットである。
現在もゴールデン街できしめん屋を営む「双葉」★3-82 は、戦後復興期に新宿二丁目の遊郭周辺で始めた屋
台が起源である。双葉はこの屋台が戦災復興土地区画整理事業によって取払われたことをきっかけに、三
光町へ移転する★3-83。この双葉には尾津喜之助（1898-1977 年）が出入りしていた。これは戦後復興期に
新宿二丁目附近で露店営業を行っていたころからの関係と推察される。図 3-3-22 は 1949 年の新宿遊郭周
辺の火災保険特殊地図である。遊郭の北側新宿通り沿いに小さな屋台群が、西側の都電軌道に沿って長屋
状のマーケットが並んでいることがわかる。こうした屋台、マーケットが戦災復興土地区画整理事業に伴っ
て撤去され、一部がまとまって三光町へ移転した。
　花園商業組合の形成過程に、日掛貯金東京殖産株式会社がどのように関わったのかを示す資料は無く、
実証的にその経緯を明らかにすることはできない。しかし、日掛貯金東京殖産株式会社が花園商業組合の
マーケットが建設された時期に、同地を買収し、数年後に土地を分筆し営業者へ個別に「贈与」してい
る。これを集団移転をする営業者がまとまり（花園商業組合）、日掛貯金東京殖産株式会社に土地［三光町
50-1］の購入を依頼。日掛貯金東京殖産株式会社は土地［三光町 50-1］を購入し、その代金と利子を営業
者組織から二年間に渡って受け取り、完済した時点で土地を店舗ごとに分筆、それぞれへ贈与したと、仮
説を立てることができないだろうか。こうしたプロセスを踏んで、花園商業組合は土地を確保し、マーケッ
トを建設したと考えて大過ないだろう。
　以上のようにゴールデン街形成のプロセスを見てきた。和田組マーケット八十八軒部の営業者も、新宿
遊郭周辺の屋台営業者も、ともに土地を持たなかったのにもかかわらず、代替地を確保し移転することが
できた。しかし、和田組マーケットは駅前という立地、新宿二丁目付近の露店は遊郭周辺という立地を活
かして商売を行っていたがゆえに、三光町に代替地を与えられ、集団性を持ってマーケットを開設するこ
とができたものの、商業的に依存できる対象を失ったそれらの零細な商業者がそのままの業態で利益を生
むことは困難であり、非合法の風俗営業を行う青線地帯へと変化していった★3-84。
★ 3-80　旧土地台帳より。
★ 3-81　渡辺英綱『新宿ゴールデン街』晶文社 , 1986 年 , pp.91-92。
★ 3-82　二代目はバー、現在はきしめん屋を営んでいる。初代の店主萩原清光さんは「ゴールデン
街」の名付け親。「3-3-2 インタビュー 1：「双葉」2 代目 萩原幸子さん」（草間詠子『都市の盛り場
の再生に関する研究　−新宿ゴールデン街再生計画−』明治大学修士論文、2000 年）より。
★ 3-83　「3-3-2 インタビュー 1：「双葉」2 代目 萩原幸子さん」（草間詠子『都市の盛り場の再生
に関する研究　−新宿ゴールデン街再生計画−』明治大学修士論文、2000 年）より。
★ 3-84　渡辺英綱『新宿ゴールデン街』（晶文社、1986 年）。
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図 3-3-22：新宿遊郭の 1949 年の火災保険特殊地図
新宿区事業協同組合幹部の横領・逮捕
　さて 1951 年に戻り、この時期の和田組マーケット内部の社会に目を向けたい。1949 年 6月には「ボス
組合のレッテルをはられて今や解散を命ぜられる一歩手前」★3-85 となっていた新宿武蔵野商業組合は、時
期は定かではないが 1949 年 10 月までに改組し、新宿区事業協同組合を結成している。しかし、この改組
は組織の内部社会の構造に大きな変化を与えることはなかった。封建的な組合幹部が問題視され改組を余
儀なくされたにもかかわらず、新宿区事業協同組合理事長山田新一を含む４名の幹部は、組合員から微収
した電気料、衛生費、税金、区画整理立退料など計数百万円にも及ぶ横領の疑いで、1951 年 6月 21 日逮
捕された★3-86。また、新宿区事業協同組合理事長山田新一は 1949 年 10 月 15 日に、都第三復興区画整理
事務所移転係長に贈賄し、和田組マーケット露店部の立退き一年延期させ、更に換地の選択を有利にして
くれるよう依頼、また換地にたてる新マーケット木材割当額を不当に増すようにしむけたことが明らかに
なっている★3-87。当然これは先述した露店部の立退き延期と、マーケットの新設に関わっている。
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図 3-3-23：1953 年の対象地区の地割
★ 3-85　「武蔵野商業組合解散 購買利用組合に合流？」（『新宿小路新聞』第２０号 , 全国借地借家
人同盟新宿支部・新宿小路商業会発行 , 1949 年 6 月 15 日 , p.2）。
★ 3-86　「横領四幹部取調べ 新宿和田マーケットのボス退治」『読売新聞』1951 年 6 月 22 日朝
刊 p.2。
★ 3-87　「官廰にも波及か 新宿粛正 池の内氏を逮捕」『読売新聞』1951 年 7 月 6 日夕刊 p.3。
★ 3-88　「不動産開発の意思を持たない和田家の土地取得」の記述は旧土地台帳の記載情報による。
不動産開発の意思を持たない和田家の土地取得
　以上のように、戦災復興土地区画整理事業にともなう、和田組マーケットの露店部と八十八軒部の立退
きと移転のプロセスを明らかにした。急激に対象地区の風景が変化した 1950 年 1 月から 1951 年末にか
けて、土地所有に注目すると和田薫の親族と思われる人物（和田栄一と和田友一）による、和田組マーケッ
トが占拠していた土地の取得が目立つ★3-88。
　図 3-3-23 で網掛けされた土地は 1951 年末までに和田薫の関係者・新宿区事業協同組合の関係者に取得
された土地である。和田栄一と和田友一はともに和田薫と住所と氏が一致しており、和田薫の親族であっ
た可能性が高い。
　和田友一が対象地区で取得した土地は３筆で、いずれも街区Ⅱの土地であるが、八十八軒部の立ってい
た場所ではない。１筆目は図 3-3-23 の土地［1-74］で、1946 年 12 月 28 日に東京建物から買収し（先述）、
1949 年 6 月 15 日には個人へ売却している。２筆目めと３筆目は土地［1-169］と［1-170］で、ともに
1950 年 3 月 29 日に土地［1-69］の相続人から無償譲渡を受けたのち、1951 年 1 月 13 日に高千穂ビル
1-126
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土地境界線
第９-２地区境界線（東京都市計画復興土地区画整理事業）
旧土地台帳が散逸している土地
：和田組、和田組マーケット関係者が所有した土地
◎：和田友一所有（1946.12.28～1949.6.15）／◯：和田友一所有（1950.3.29
～1951.1.13）／☆：和田栄一所有（1951.7.3～1952.12.16）／□：和田栄一所
有（1951.7.12～）／▽：山田新一所有（1949.6.20～1954.7.14）
同一所有者の土地どうしの境界線
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ヂング株式会社（1954 年に会社合併で三信興業株式会社）へ所有権移転をしている。高千穂ビルヂングと
和田友一の関係は不明であるが、和田友一の土地所有は数年間と短期間であり、前節の尾津喜之助のよう
に自らが不動産事業を展開しようという意図はなかったようである。
　一方で、和田栄一が対象地区で取得した土地は、先述した六十三軒部の土地（２筆）を含め４筆で、そ
のうち３筆が和田組マーケットがたっていた場所の土地である。まず街区Ⅱの土地［1-178］は、和田栄一
が取得した土地で唯一和田組マーケットの立っていた土地ではない。1951 年当時は、火災保険特殊地図を
確認すると「たぬき」という飲み屋が入った店舗併用住宅が立っている。２筆目は八十八軒部の北端に位
置する土地［1-179］である。和田栄一は土地［1-178］を 1951 年 1 月 29 日に、土地［1-179］を 1951
年 7月 3日に東京建物から買収し、1952 年 7月 12 日に両筆とも個人（別々の個人であるが住所と氏が同
一で親族と考えられる）へ売却している。一年と一年半の所有で、この間に同地で建物を更新した形跡は
ない。
　３筆目、４筆目は、先述した六十三軒部「新宿小路商業組合」が買収することになっていた土地［1-88］
と［1-89］である。新宿小路商業組合による買収が、なぜ頓挫することになったのか、明らかにする資料
がない。この２筆の土地は、1960 年以降に和田栄一（和田組）から野村工事へ売却されている。
　また、和田組ではないが新宿区事業協同組合の理事長山田新一が、この時期に土地［1-126］を取得して
いることに注目しておきたい。
1950 年 1月から 1951 年末の建物
　次にこの時期の和田組マーケット露店部と八十八軒部以外の建物の変化を見ていきたい。
　まず図 3-3-18 から、六十三軒部の南端の建物の配置に変化があることがわかる。（図 3-3-11）では街
区Ⅰからつづく和田組マーケットの動線に突き当たりをつくり、南端で折り返す様なサーキュレーション
をつくる配置になっていたが、図 3-3-18 では南側へ通り抜けられる配置へと変化している。先述の通り
六十三軒部の立つ土地の３分の２程度が、東京建物から和田栄一へ所有者がかわっている。和田薫と新宿
小路商業会とのあいだで交わされた土地売買の約束は果たされなかった。しかし、六十三軒部のマーケッ
トは、この時期も同地に存続している。
　和田組マーケット以外の建物に目を向けると、建物更新が進み裸木造から防火建築、あるいは耐火建築
へと更新している建物が見受けられる。特にムーランルージュ北側の防火建築は道路に建設されているこ
とに注目したい。この時期には既に、同地の戦災復興土地区画整理事業の仮換地指定がされており、この
建物は仮換地に移転し、更新された建物であると考えられる。このように、これ以降、対象地区では仮換
地への建物移転が急速に進んでいったが、図 3-3-18 と図 3-3-25 の比較で観察することができるであろう。
　さて、以上のように対象地区の 1950 年 1 月から 1951 年末の急激な都市組織の変化を見てきた。特に
注目した和田組マーケット露店部と八十八軒部の整理は、新宿駅近傍に存在した闇市を起源とするマーケッ
トで最初の整理であった。露店部の立退きに際しては、隣接地への暫定的な移転ができたこと。八十八軒
部の立退きでは、三光町の土地の取得と集団移転が可能となったことが、マーケットの早期の整理を可能
にしたと考えられる。
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（４）1952 年−54 年
対象地区の換地と都市組織の動態
　対象地区では 1952 年以降、戦災復興土地区画整理事業による街区の再編が進む。ここでは、まず対象
地区の換地完了図から換地のよる土地の動きを把握し、建物の変化との関係を見ることで、都市組織の動
態を捉えたい。
　図 3-3-24 は対象地区の戦災復興土地区画整理事業による換地処分時の換地をしめしている。街区Ⅰでは
西側が駅前広場となり、この部分に位置した土地［前：1-176 ／後：14-13］［前：1-46 ／後：14-12］［前：
1-49 ／後：10-12］［前：1-53 ／後：10-11］［前：1-48 ／後：10-13］が南側の街区へ、土地［前：1-47 ／後：
7-16］［前：1-57 ／後：7-18］が東側の街区へ飛び換地され、都有地のままであった土地［1-43］は金銭
清算法に基づいて消滅した。一方で、街区Ⅰの東側に位置した、堅牢建物の新宿武蔵野館がたつ土地［前：
1-1 ／後：11-8］は原位置換地となり、隣接する土地［前：1-181 ／後：11-2］もほぼ原位置換地となっ
ている。
　街区Ⅱ・Ⅲは街区の中央を駅前広場から甲州街道に向かって斜めに街路が敷設されるとともに、北側で
は道路が拡幅され、南北に分かれていた街区が統合された上で、東西に二分されている（東側を街区 E、
西側を街区Wをする）。しかし、街区Ⅰと異なりほとんどの土地は原位置に近い場所に換地されており、
大きく飛換地されたのはそれぞれ隣接する土地［前：1-148 ／後：8-21］［前：1-210 ／後：8-20］と、土
地［前：1-126 ／後：9-11］［前：1-247 ／後：9-26］だけである。
　街区Ⅱの内側に存在した私道の土地、およびそれに沿って並んでいた土地は街区 Eに換地されている。
図 3-3-25 は 1954 年の対象地区の建物の状況を示している。この場所に建った建物と、土地の関係を見る
と土地［後：10-14］を共有の道路とし、［後：10-14］と［後：10-22］の間から北へ［後：10-18］と［後：
10-27］の間までを［後：10-14］に連続する道路としていたことがわかる。ただ、これらの土地は 1954
年時点では分筆されていなかった（図 3-3-23 土地［1-69］）。区画整理後の土地に上記のように建物を建設
したことをきっかけに、後に分筆されたものと推察される。
　街区Ⅰでは建物に変化がないものの、暫定的に造成された駅前広場は 1953 年 12 月 28 日から淀橋署が
監理する無料駐車場として使用されている。新宿通りが同月 20日から駐車禁止となったことで、裏通りに
路上駐車が増加したことが原因であった★3-89。この時期以降、ターミナル駅近傍での駐車場問題が深刻化
する。戦災復興土地区画整理事業はモータリゼーション以前の都市計画であり、こうした問題は新宿だけ
でなく、池袋でも駅前広場の地下駐車場として対応を行うことになる。
　街区 Eおよび街区Wは区画整理後の土地に沿った建物の変化が見られる。図 3-3-18 と図 3-3-25 を比較
すると特に街区 Eの東側に稠密に建物が並んでいる。このうち土地［前：1-175 ／後：10-34］の処女林（い
わゆるカフェー）の建物（地下１階地上１階、鉄筋コンクリート造、延床面積 221㎡、320t）は、建物所
有者と占有者の間で係争があったため、強制執行により約 10m曳家されている★3-90。その他の建物も同程
度の移転、あるいは部分的な除去が行われ、その上で改築が行われたと考えられるが、その実態を明らか
にする資料はない。多くの建物が裸木造から、防火建築へと改築が行われている。ムーラン・ルージュであっ
た建物はこの時期にはパチンコ店になっているが、この建物の土地［前：1-37 ／後：10-39］［前：1-84 ／後：
10-7］は原位置換地され、建物の一部を除去したものと考えられる。
　一方の街区Wでは、北側には建物が立っておらず、南東端の防火建築の五棟、六十三軒部のマーケット、
★ 3-89　「新宿に新駐車場」『朝日新聞』1953 年 12 月 29 日。
★ 3-90　『甦った東京』p.54。
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図 3-3-24　対象地区の換地確定図。右が区画整理後、左が区画整理前。
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その北側の木造の二棟だけである。六十三軒部のマーケットは区画整理で空いた土地に店舗をさらに建設
しておりコマ数が増えている。
　さらに図 3-3-25 で注目したいのは、対象地区の南側に位置し、対象地区と国鉄南口をつなぐヘアピン
状に屈折した斜路である。ここに複数の店舗が建設されている。この斜路に店舗を建設建設する計画は、
1949 年初頭から六十三軒部内で議論されている。当初は露店慣行地として申請することが企図されてい
たが、その後有志によって商業店舗を建設することになった★3-91。また、和田組マーケットの露店部と
八十八軒部の整理の時に、移転できず行き場のない店舗も存在した。こうした和田組マーケットの営業者
が中心となって、この斜路に店舗を建設していったと考えられる★3-92。この斜路は国鉄所有地であり、店
舗はすべて不法占拠であった。こうした店舗は、1986 年に新宿駅に埼京線が乗入れする際に新改札を建設
するために、同地の 21店舗に対して立退き交渉が進められるまで存続し★3-93、新宿駅の東側では最も遅く
まで戦後の闇市の性質を残した場所であった。
★ 3-91　「南側高台より六十三軒周辺に屋台設置再燃」や「南側高台より周辺一帯の屋台設置は」。
ともに『新宿小路新聞』第１６号 , 新宿小路商業会発行 , 1949 年 1 月 30 日 , pp.1-2 所収。
★ 3-92　「明るい新宿建設へ 消える区画整理のガン 和田組マーケット明渡し」『読売新聞』1951
年 9 月 29 日朝刊 p.4。
★ 3-93　「戦後のヤミ市の面影残す　新宿駅南口の一画　立ち退き交渉難航」『読売新聞』1986 年
1 月 16 日 , 朝刊 , p.18。
：耐火建築
：防火建築
：木造建築 N
0 10 50m
新宿武蔵野館
処女林
　新宿駅
パチンコ
図 3-3-25　1954 年の対象地区の建物
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図 3-3-26　1958 年の対象地区の建物
（５）1955−58 年
　図 3-3-26 は 1958 年時点の対象地区の建物の状況を示している。まず、街区Ⅰの露店部が移転してでき
たマーケットの一部が整理されていることがわかる（図 3-3-26 の元図とした火災保険特殊地図は 1958 年
中頃作成されたもの）。1958 年当時このマーケットの営業者組織は、新宿東口協同組合（旧新宿区事業協
同組合）となっていた。新宿東口協同組合のマーケットは、1958 年 6 月までに 124 軒が立退き、残りの
65軒は 1958 年 8月 29 日に自主的に立退き、マーケットの取壊しを行った★3-94。図 3-3-26 はその途中を
描いた地図である。マーケット西側に暫定的に存在した駅前広場に接して、国鉄の新宿駅中央口ができて
いる。
　六十三軒部のマーケットも同様に北側が除去され、面積が小さくなっている。マーケットが除去された
土地は、かつて和田栄一の所有地であったが 1952 年に売却されている。和田栄一の次の土地所有者がビ
ルを建設し、その分六十三軒部のマーケットは除去されて短くなっているが、これで和田栄一所有の土地
にたつマーケットのみが残ったことになった。六十三軒部の残存部分は地主である和田栄一に地代を支払っ
て、存続していたと推察される。
★3-94　「ハーモニカ横町姿消す 新宿 けさ自主的に立退く」『朝日新聞』1958年8月29日夕刊 p.5。
：耐火建築
：防火建築
：木造建築 N
0 10 50m
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処女林
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（６）1959−62 年
　1962 年になると、終戦直後に誕生したヤミ市を起源とするマーケットが新宿駅の東側から姿を消す。図
3-3-27は1962年の対象地区の建物の状況を示している。まず街区Ⅰ周辺では新宿東口協同組合のマーケッ
トが完全に整理され、さらに北側に隣接する街区（前節の対象地区）の区画整理が進んだことで、暫定的
な駅前広場が拡がっている。また、六十三軒部も 1962 年には姿を消している。
　一方で、対象地区の南側の斜路に並ぶ店舗が増加している。これは新宿東口協同組合のマーケットや
六十三軒部に入居していた営業者が、整理後に行き場を失い、この場所に新たに店舗を構えたためと考え
られる。
　こうして新宿駅東口における闇市を起源とするマーケットは全て整理されたが、その一部は対象地区南
側の斜路の一部へ移転し、同地を不法占拠することで、闇市的なものはその後も駅前に存続していくこと
になる。
N
0 10 50m
新宿武蔵野館
ととや
　新宿駅
新宿国際劇場
図 3-3-27　1962 年の対象地区の建物
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図 3-3-28　1968 年の対象地区の建物
（７）1963−68 年
　1968 年になると、現在の対象地区における都市組織の基盤がほぼ完成する。新宿駅の改築が進み、民衆
駅である新宿ステーションビルが竣工、駅前広場も完成し、民衆駅会社による地下駐車や地下街が開業した。
　図 3-3-28 は 1968 年の対象地区の建物の状況を示している。街区Ⅰには稠密にビルが建ち並び、街区 E
でも安田善一の土地を除いて建物が稠密に並んでいる。一方で街区Wにはほとんど建物が並んでいない。
安田善一は土地［後：14-13］に喫茶ととやを開いているが、仮建築である。
　和田栄一の所有地であった土地［後：14-3 〜 8］は、すべて野村工事（社長野村専太郎）へ売却され、
野村工事の事務所が立っている。野村工事代表取締役であった平山巳之吉によれば、野村工事は自社の所
有地であった土地［前：4-36 ／後：803-9］（前節の図を参照）と、この土地［後：14-3 〜 8］を和田組と
交渉して交換したという★3-95。このとき、土地［前：4-36 ／後：803-9］は野村工事から和田雄幸の所有になっ
ている。前節で尾津組と野村工事の関係を指摘したが、ここでは和田組と野村工事の関係が見える。野村
工事は戦後復興期の新宿において、尾津組や和田組など主要なテキヤ組織と近い関係にあったことがわか
る。
★ 3-95　平山巳之吉『小狸の体験記』私家版 , p.232。
N
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３−３−３　本節のまとめ
　以上、対象地区の戦前、戦中、戦災の状況を把握した上で戦後の形成過程を明らかにしてきた。主に和
田組マーケットに焦点をあて、和田組マーケットを周辺を含めて都市組織として捉え物的な変容過程を追
うとともに、その内部社会の変容も明らかにした。
　和田組マーケットは三つの部に分けられ、それぞれ権利関係や規模が異なっていた。街区Ⅰの露店部は
一区画の規模が最も小さく（一間×一間半）、契約も短期的で建物も仮設的であった。街区ⅡとⅢの八十八
軒部と六十三軒部はともに同規模（一間半 ×二間）で、バラックでありながら屋根裏に寝泊まりすること
ができた。八十八軒部は借家であったが、六十三軒部は建物を営業者が買い取っていた。
　当初の和田組マーケットは権利関係上も、営業組織上も和田組の支配下にあったが、1947 年中旬から和
田組による直接支配から、営業者で構成された新宿武蔵野商業組合による運営に変った。しかし、その構
造は和田組時代を引きずるもので、依然として組織の上層部が下層の営業者を搾取する構造に変化はなかっ
た。
　こうした社会構造の中にも、ボトムアップ組織として「新宿角筈六十三軒区画整理対策委員会」が誕生し、
和田組や地主に対して闘争を開始した。マーケットのコマを賃貸する営業者ではなく、建物を所有してい
た六十三軒部だからこそ可能となった、テキヤから独立した組織体であった。
　1950 年を過ぎるとマーケットの整理が始った。このときには、和田組マーケットの組織は新宿武蔵野
商業組合から新宿区事業協同組合へと改組している。露店部は隣接する共栄社跡地へマーケットを新設し、
暫定的な移転を行った。一方で八十八軒部は三光町の土地を買収し、集団移転を行っている（ゴールデン街）。
前者は不法占拠でありながら駅前という好立地を保持しつつけたが、暫定的な移転であったため 1958 年
には整理された。一方で後者は土地を取得し集団移転を行ったものの、駅前から離れたことで営業形態を
変える必要があった。しかし、土地を取得したことによって、戦後のマーケットの様相を残す都市組織と
して現存している。
　共栄社跡地へ移転したマーケットの営業者組織は、1958 年には新宿東口協同組合という名称になってい
る。この新宿東口協同組合のマーケットと、六十三軒部のマーケットは 1962 年までに姿をけした。その
一方で対象地区南側の斜面には仮説的な店舗が増設されており、新宿東口協同組合や六十三軒部の営業者
の一部が立退き後に、この場所に店舗を構えた可能性が高い。
　こうした和田組マーケットの整理過程に、和田組マーケットが立っていた土地を和田組関係者（全員の
氏が「和田」）が一時的に取得していることには注目する必要がある。前節で分析した尾津喜之助とは異なり、
自身で不動産開発を行うことはなかったものの、テキヤ組織が公的に土地を所有していた。その意図は不
明であるが、和田組が不法占拠していた土地であり、戦中期には疎開空地になっていたことからも、区画
整理前に地主から格安で土地を買収し、区画整理後に転売して利益を得ていた可能性があることを指摘し
ておきたい。
　一方で和田組の不法占拠に屈しなかった地主も存在した。市島敬造は自身の土地を和田組マーケットに
占拠されたものの、和田組に場所を空けるよう要求し、露店部の一画を使用することとなった。市島はそ
こでパチンコ店「ポパイ」を経営した。「ポパイ」は露店部の共栄社跡地への移転後も存続し、1958 年ご
ろまで同地で営業を続けた。テキヤによる不法占拠に泣き寝入りしていた他の多くの地主と異なり、市島
は自身の土地ではないもののマーケット内に占有する空間を持っていた。
　本節の対象地区は 1930 年にはすべて東京建物の所有地であったが、街区Ⅰの戦前の細分化、街区Ⅱ・
Ⅲの戦後の細分化と売却を経て多くの地主を生んだ。和田組マーケットの占有していた土地以外の場所が、
区画整理に際して建物ごとに分筆され細分化していったことが、本節の対象地区では特徴的であった。
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３−４　三越の土地集積と戦災復興土地区画整理事業
　さて、第２節・第３節と新宿駅東口の形成過程を都市組織の動態と、それに関わる社会構造の変容とし
て観察してきた。その中で、戦後復興期における闇市やマーケットの形成に交通疎開空地が重要な役割を
果たしたことを示したが、ここでは戦災復興土地区画整理事業によって恒常的な都市空間が形成されてい
く中で三越が行った土地集積をみていく。この土地集積の一部は交通疎開空地の土地であった。
　本節の内容を先取りしていえば、三越は戦後疎開空地に土地や、近隣の土地をいくつか取得し、戦災復
興土地区画整理事業によって戦前からの堅牢建物周辺へ土地を集中させ、増床工事を行い売場面積を増や
した。こうした戦災復興土地区画整理事業の換地によって土地を集中させる動きは、第２節の中村屋の動
きにもつながり、強力な資本力を持った主体の動きとして捉えることができるだろう。
３−４−１　戦前の三越
　図 3-4-1 は戦災復興土地区画整理事業による三越所有の土地の換地を示した図である。図の左側が区画
整理前、右側が区画整理後の地割である（ともに換地処分時点（1970 年 3月 31 日）の地割）。
　三越は図 3-4-1 の左側（区画整理前）の太い破線で囲んだ箇所に、1930 年に地上８階地下３階建ての新
店舗を建設し、新宿駅前の二幸の位置から店舗を移した。三越はこの新店舗の土地［前：1-13 ／後：6-3］
［前：1-14 ／後：6-1］［前：1-15 ／後：6-22］［前：6-2 ／後：6-20］［前：6-4 ／後：6-21］［前：7-4 ／後：
6-19］を全て 1927 年に買収している★4-1。次いで、三越は 1936 年に土地［前：1-45 ／後：6-2］を買収し、
倉庫を建設した★4-1。戦前の新宿の三越は、新宿通り沿いに堅牢建物の店舗を立て、裏通りを挟んで倉庫を
持っていた。
３−４−２　戦後の土地集積と戦災復興土地区画整理事業による集中
　終戦直後からターミナル近傍を占拠し、「時代の寵児」★4-2 とも呼ばれた闇市を起源とするマーケットは、
周辺の都市組織が再生するとともに衰退していった。1950 年頃には、ターミナルに集まる消費者を吸収す
るのは、マーケットから百貨店へと移り変わっていた。東京のターミナル駅周辺には次々と百貨店が建設
されたが、特に関西を拠点とする百貨店の進出が目立った★4-3。戦前からの百貨店も次々と増床の計画を立
て、次々と改築が行われていった。
　当然、新宿の三越も増床を計画し、1950 年から戦災復興土地区画整理事業が換地処分される 1970 年ま
でに 10 筆の土地を買収し集積している。そのなかには戦前期の三越の所有地に隣接する土地だけでなく、
土地［前：1-57 ／後：7-18］［前：1-229 ／後：6-8］［前：11-5 ／後：6-9］［前：1-129 ／後：6-6］など、
三越所有の土地に隣接していない土地も含まれていた。
　また、このうち土地［前：1-57 ／後：7-18］［前：1-229 ／後：6-8］は、交通疎開空地として戦中から
戦後の一時期、都有地となっていた土地で、［前：1-57 ／後：7-18］は尾津喜之助から、［前：1-229 ／後：
6-8］は安田善一から買収している★4-4。
　こうした土地は区画整理がなければ、三越が戦前から所有していた土地とは離れており、三越の増床に
★ 4-1　旧土地台帳より。
★ 4-2　小林幸雄「マーケット見聞録」（『商店界』第 2 巻第 2 号 , 1947 年）、p.22。
★ 4-3　「デパート新地図 大阪方の攻勢 狙う東京駅、銀座、新宿、池袋」（『読売新聞』1952 年 11
月 23 日夕刊）p.3。
★ 4-4　土地登記情報より。
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図 3-4-1　三越所有地の換地
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は役立たなかったはずであるが、（図 3-4-1）の通り換地で三越の建物の立つ土地へと引き寄せられている。
（図 3-4-1）の右側（換地後）の太い破線が増床後の三越の建物が立つ土地で、土地［後：6-5］［後：6-7］［後：
6-25］などの他の所有者の土地も含めて一体的なビルとなっている。増床工事は 1962 年から 1968 年の
間に行われた（図 3-4-2）。また三越の南側の街区に集められた土地［後：7-1］［後：7-17］［後：7-18］［後：
7-19］は 1960 年代は駐車場として利用され、後に三越の別館が建設されている。
　三越に関わる換地についてもう一つ、土地［前：1-45 ／後：6-2］の換地に注目したい。三越の建物は
堅牢建物のため建物移転を行わないよう換地が行われた。しかし、第２節の新宿高野や中村屋の換地のよ
うに減歩が殆どなかったわけではない。三越が戦前から所有する土地［前：1-13 ／後：6-3］［前：1-14 ／
後：6-1］［前：1-15 ／後：6-22］［前：6-2 ／後：6-20］［前：6-4 ／後：6-21］［前：7-4 ／後：6-19］［前：
1-45 ／後：6-2］の総面積は 2358.55㎡で、これらの土地の区画整理後の総面積は 1905.38㎡と全体で約
20％減歩されている。三越の店舗を移転せずに区画整理を行うためには、南側の街区に位置した土地［前：
1-45 ／後：6-2］を建物の場所へ換地する必要があった。こうした点は、同じく戦前から堅牢建物を建て
ていた新宿高野や中村屋の換地とは異なり、正当な減歩が行われている。堅牢建物が立つ土地以外の所有
地の有無によって、堅牢建物の換地の方法が異なることがわかる。
1962 年の三越周辺の住宅地図
図 3-4-2
1968 年の三越周辺の住宅地図
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３−５　新宿東口民衆駅の計画と建設
３−５−０　はじめに
　第２節・第３節でみた通り、1960 年を過ぎると戦災復興土地区画整理事業が進み、漸く駅前広場の外形
が整い、駅舎の改築が可能となった。新宿駅東口駅舎の建設予定地の換地は図 3-4-1 の土地［前：5-8 ／後：
13］である。
　新宿駅東口駅舎も全国の主要駅と同様に民衆駅方式で改築が行われた駅である。本節では各主体による
民衆駅建設の請願を追いながら、最終的に新宿東口民衆駅を建設することとなる株式会社新宿ステーショ
ンビルディングの設立と、民衆駅の建設の過程をみていきたい。
　新宿東口民衆駅は全国で誕生した 57の民衆駅（池袋西口と豊橋は二回建設承認を受けている）のうち、
32番目に建設承認を受けた駅である。新宿東口民衆駅の建設請願から承認がおりるまでの期間、特に高島
屋の新宿東口民衆駅への進出計画が明るみに出ると、地元から強力な反対運動が起きた。すでに東京駅八
重洲口鉄道会館の大丸、池袋の東横、西武、東京丸物、渋谷の東横、大井町の阪急など★5-1、東京のターミ
ナルにおける民衆駅への百貨店の進出が一般化しており、さらに私鉄資本の百貨店業への進出、既存百貨
店の増床申請が目立ち、中小企業の小売店を圧迫するようになっていた。こうした背景のなか、本格化し
た高島屋の新宿東口民衆駅の建設請願に対して、新宿とその後背地（新宿区、中野区、杉並区、世田谷区、
三鷹市、武蔵野市、…）の商店が集団的に反対運動を行ない、この反対運動を契機として百貨店法が制定
されるまでになった。
　さらに新宿では 1950 年代中盤までターミナルビルの建設が本格化しておらず、さらに伊勢丹や三越新
宿店が伝統的な百貨店の地歩を守っていた。
　こうした背景のもと、新宿東口民衆駅は始めての建設請願があった 1950 年 8月 4日（池袋西口民衆駅
を建設した日本停車場株式会社による出願）から、建設承認（1961 年 7 月 29 日）が下りるまでに 11 年
を要することになる。それではこの紆余曲折の過程をみていこう。
３−５−１　高島屋の新宿進出計画
　新宿東口民衆駅建設が大きな話題となったのは、高島屋が民衆駅建設の出願を行っていることが新聞に
取り上げられた 1955 年 8月頃からである★5-2。
　戦前に大阪のミナミのターミナル難波への進出に成功していた。戦後は東京への進出を目指し、新店舗
の開設地として新宿に目を付けた。新宿は日本最大のターミナルでありながら、戦後にターミナルビルが
建設されておらず、立地としては申し分ない。高島屋は 1952 年 1月、1953 年 4月、1954 年 7月と毎年
国鉄総裁に宛てて新宿東口民衆駅建設の出願をしている。この間、高島屋に対して東京駅八重洲口の鉄道
会館、名古屋の名鉄ビル、大阪梅田の阪神ビルなどから出店の勧誘があったが、新宿出店に専念していた★
5-3。
　高島屋が極秘裏に進めていたこの計画が、1955 年 8月 18 日付の日本経済新聞で次のように報道された。
★ 5-1　「” 第二の都心 ” 新宿」『エコノミスト』第 33 年第 52 号、1955 年 12 月 24 日号、pp.50-
52。
★ 5-2　新宿東口民衆駅の建設の過程について特記無き場合は、新宿ステーションビルディング
社史編纂委員会『新宿ステーションビルディング 30 年の歩み』（新宿ステーションビルディング , 
1991 年）の情報を元に記述している。
★ 5-3　高島屋『高島屋 150 年史』高島屋 , 1982 年 , p.145。 
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　「新宿駅を民衆駅にしようとの建設計画は、同駅前広場の区画整理のメドがつかず足
踏み状態だったが、最近国鉄と東京都との間の話し合いもまとまり、いよいよ現実化
への第一歩として、このほど新宿建物株式会社創立発起人代表の元日本航空会長原邦
造氏ら 11 氏から、わが国では初めての試みの地上地下制の駅前広場、駅を中心にし
て新宿一帯に伸びる地下計画を含めた大ターミナル・ビルの建設計画が国鉄総裁、東
京と建設局長あてに申請された。
　新宿駅東口を民衆駅にしようとの計画は、27年にすでに新宿停車場会社が名乗りを
あげ、東口本屋を含めて、約千百坪に地下２階、地上８階のビルを建てるという計画
もあったが、東京駅の鉄道会館の汚職事件★5-4 以来国鉄がこの問題に消極的で、その
上新宿駅前の広場計画が国鉄側と都側とで若干の食い違いがあってお預けの形になっ
ていた。ところが今春来、国鉄首脳部も民衆駅承認のハラを固めて来ているといわれ、
一方、懸案だった新宿駅前広場計画は具体的に取り上げられねばならぬところまで来
ていた。
　今度の新宿建物会社の民衆駅プランは、このような潮どきをとらえて、発起人には
代表の原邦造氏をはじめ、石坂泰三、藤原銀次郎、正力松太郎各氏などの有力者をそ
ろえており、一方この申請と同時にさきに提出された新宿停車場株式会社発起人の申
請は取り下げられているので、関係者の間ではこの新会社により新駅計画は実現の見
込みが大きいとみられている。
　この計画の内容は、新しく創立される新宿建物会社が現在の駅の裏側に建坪 800 坪、
地上 3階、地下 2階（一部中２階）延べ 5千坪の新駅舎を建て、この構内に西武鉄道、
新しく敷かれる予定の地下鉄を引き込み地下の目標である新宿 ”副都心計画 ”にタイ
アップした交通センターを作るとともに、構内の２、３階、地下には東京駅八重洲口
と同様にいろいろな店舗を入れ、一大商業センターを作ろうというもの」	。
　ここで取り上げられている新宿建物株式会社と新宿停車場株式会社の代表者は、ともに原邦造と飯田慶
三（高島屋創業者一族 1952 年に高島屋社長に就任）であり、両者ともテナントとして高島屋を想定した
ものであり、新宿駅への高島屋の進出の可能性が高まる報道であった。
　さらに同紙では、地下広場に建設予定の立体駐車場や地下街計画などの将来構想を取り上げている。
★ 5-4　「東京駅の鉄道会館の汚職事件」とは通称鉄道会館問題（民衆駅問題）のことで、国鉄用地
（国有地）を民間企業が利用して駅ビルの開発をすることに対して、国会で取り上げられたもの。東
京駅八重洲口の民衆駅建設に際して、国鉄 OB によって設立された株式会社鉄道会館が有利に開発
できるよう国鉄と同社が癒着していると指摘されたもの。この責任をとって鉄道会館の上層部が辞
任している。
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３−５−２　地元の反対運動と地元案の提出
　先述した通り、東京駅八重洲口鉄道会館の大丸、池袋の東横、西武、東京丸物、渋谷の東横、大井町の
阪急などの進出に端を発し、この時期東京中のデパートが増築を開始していた。そして、これに対して、
どこの商店街でもいっせいに反対運動が起こっていた。
　当然、新宿駅への高島屋の出店に対しても、地元商店街から反対運動が起きる。特に新宿大通り商店街
が強く反対。さらに反対運動は輪を広げ、新宿区商店街連合会がこの問題を取り上げることになり総会を
開いて、中小企業の生活権を脅かす重大問題だとして「新宿駅百貨店進出反対期成同盟」を結成するに至っ
た。
　また、この運動は新宿にとどまらずその後背地や周辺地区へと拡がりを見せる。新宿を中心とした中野、
杉並、世田谷、渋谷の５区の区商店街連合会が参加し、その規模は当時の新宿後背地の全域に及び、なん
と参加店 23,000 軒という勢力になった。この運動は参加店 23,000 軒の資金カンパに始まり、国会、代議
士、運輸省、通産省、国鉄に対しての波状的な陳情運動に発展し、さらに商店会の主婦を動員しての主要
駅でのビラ配り、アドバルーン掲揚へと拡がりを見せる。
　他方で、新宿駅百貨店進出反対期成同盟の活動は、駅へ百貨店が進出することを阻止するということが
本来の目的であったため、新宿だけでなく広く百貨店と小売業者の問題を取り上げ、中小小売業者を擁護
する百貨店法の制定を推進した。1956 年 4月 25 日百貨店法が衆議院を通過した。百貨店法付帯決議第２
項に「政府は、国、地方公共団体及び公共企業体の所有する土地又は施設を利用して、百貨店業を営むこ
とを原則として許可しない。」と規定されたことによって、国鉄用地に建設される民衆駅には百貨店は進出
できなくなった。
　しかし同時期、地元の商店でも小売店ではなく飲食店などは高島屋の新宿駅進出に好意的な態度をしめ
している。駅舎施設の建設は地元発展のための喫緊の課題とし、主に飲食店経営者がまとまり「大新宿駅
舎建設推進連合会」という組織が設立されている★5-5。
　こうした状況に、地元で統一的な見解（地元案）を打ち出すべきとの意見が高まり、新宿経済会議所の
斡旋で「新宿総合駅舎建設促進委員会」という調整機関が設けられた★5-6。新宿駅の改造は緊急を要する課
題であるため、むしろ公共性の高い施設を建設するべきであるという意見が強まっていく。
　地元案のとりまとめ役として、先代から「新宿将軍」と呼ばれ人望も厚く、新宿の大地主でもある濱野
茂が地元から押された。同時に濱野は国鉄総裁からも同様のとりまとめ役を依頼されており、親友であり
姻戚関係にもある参議院議員の井野碩哉と相談し、さらに地元の有力者とも話し合ったうえで、この難役
を引き受けることにした。地元案のとりまとめ役、代表となった濱野茂と井野碩哉★5-7は、1956年3月10日、
★ 5-5　「貪欲バレて遂に敗退した高島屋の新宿進出」『実業展望』1956 年 4 月、pp.82-85。
★ 5-6　「貪欲バレて遂に敗退した高島屋の新宿進出」『実業展望』1956 年 4 月、pp.82-85。
★ 5-7　「井野氏の御出馬を見るに至った陰には、ご親戚にあたられる鉄道会館社長伊藤滋氏の御奔
走があった」という。山崎兌「新宿東口民衆駅雑語」（『東建工 新宿東口民衆駅特集』1965 年 2 月号 , 
pp.1-3）より。伊藤滋は民衆駅方式を生んだ国鉄の建築家であり、東京で最初の民衆駅池袋西口
民衆駅の建設に大きく関わった。池袋西口民衆駅について詳しくは第５章を参照。井野碩哉の息子
は現在もルミネエスト（新宿東口民衆駅）に現存するビアカフェ「ベルク」の創始者であるが、ベ
ルクは 2007 年からルミネから立退きを迫られている。新宿東口民衆駅の創始者の子孫の店が、新
宿東口民衆駅から立退きを迫られるとは皮肉なものである。詳しくは http://berg.s1.bindsite.jp/
sako2/cn23/redevelop.html。
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中央区日本橋室町 1丁目「日本橋クラブ」内に「株式会社新宿ステーション・ミーティングホールセンター」
創立事務所を開設し、国鉄総裁に宛てて民衆駅建設の地元案「東口ミーティングホールセンター」を提出
した。
　しかし、実際には地元の別派閥からも民衆駅建設案が提出され、ひとつにはまとまらなかった。出願者
別の出願経過は以下の通りである。
出願主体別の新宿民衆駅出願経過★ 5-8
※出願順。（　）は代表者名。
（０）日本停車場株式会社
　1950.8.4：「新宿駅東口本屋改装」日本停車場株式会社（矢下治蔵）　池袋西口民衆駅を建
設した会社
（１）高島屋系
　1952.1.1：「新宿駅中央口本屋新築」高島屋（飯田直次郎）
→ 1953.4.12：「新宿駅中央口本屋新築」新宿停車場株式会社（原邦造、飯田慶三）
→ 1954.7.12：「新宿駅中央口本屋新築」新宿停車場株式会社（原邦造、飯田慶三）
→ 1955.7.20：「新宿駅交通文化センター建設」新宿建物株式会社（原邦造、飯田慶三）
→ 1956.1.21：「新宿（東口及び東南口）改築」新宿建物株式会社（原邦造、飯田慶三）
→ 1956.4.10：「マーチャン　ダイズマート　オブ　トーキョー」新宿交通建物株式会社（原
邦造、飯田慶三）   
（２）地元（＋西武…地元小売店が中心）
　1956.2.10：「新宿駅東口本屋改築」新宿ステーションビル株式会社（井野碩哉、濱野茂）
→ 1956.3.10：「東口ミーティングホールセンター」 新宿ステーションビル株式会社（井野
碩哉、濱野茂）
（３）地元（地元飲食店が中心）
　1956.4.20：「東口民衆駅建設」百貨名店街ビル（池田仲治郎）
（４）地元（その他）
　1956.8.10：「新宿駅改装ビル」新宿駅改装ビル建設協力会（須貝正）
→ 1956.8.27：「新宿駅改装ビル　追加並びに変更」新宿駅改装ビル建設協力会（須貝正）
→ 1956.8.10：「新宿駅改装ビル　建設許可に関する願」新宿駅改装ビル建設協力会（須貝正） 
→ 1956.8.10：「新宿駅舎等建設について」新宿駅改装ビル建設協力会（須貝正） 
（５）三者協定（高島屋系（１）＋濱野（２）＋百貨名店街（３））
　1958.3.3：「新宿駅東口駅舎及び同駅前広場地下街建設」株式会社新宿文化センター（濱
野茂）
→ 1959.4.3：「同上　駅舎単独目論見書提出」 株式会社新宿文化センター（濱野茂）
→ 1959.4.14：民衆委に於いて株式会社新宿文化センターに対して民衆駅建設の許可がおり
る 
→ 1959.10.10：「社名変更」株式会社新宿ステーションビルディング （濱野茂）
→ 1960.1.12：「新宿東口駅前広場地下駐車場設置」株式会社新宿ステーションビルディン
グ （濱野茂）
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３−５−３　競願者の調整と計画案の一本化
　1956 年春の時点で、高島屋系の新宿交通建物株式会社（代表：原邦造、飯田慶三）、地元＋西武系の新
宿ステーション・ミーティングホール・センター（代表：井野碩哉、濱野茂）、地元の別の一派の百貨名店
街ビル（代表：池田仲治郎）の三者が競願している状態であった。こうした状況に、民衆駅問題について
の国鉄総裁の諮問機関、民衆駅等運営委員会（委員長代理工藤昭四郎氏）では 1956 年 8月 20 日、新宿駅
の東口に民衆駅を建設するかどうかの問題について「競願中の三者が折り合わなければ新宿駅の混雑緩和
のため、国鉄は自己資金で駅を建設すべきだ」との中間報告を国鉄当局に提出した★5-9。
　これを受けて上記三者は計画案を一本化することとし、新宿交通文化センタ （ー代表：濱野茂）にまとまっ
て、1958 年 3月 3日「新宿東口駅舎及び同駅前広場地下街建設整備に関する請願書」を国鉄へ提出した。
この計画は民衆駅の建設だけでなく、駅前広場に地下街を建設する計画も含んでいた。民衆駅は１階全て
と２階の大部分を国鉄が使用し、３階に西武鉄道が乗入れ（後に２階に変更）★5-10、残りの床を会社が使
用するという割当であった。
　しかし、この計画案は民衆駅等運営委員会を通過しなかった。デパート形式にすると増築をきびしく制
限している百貨店法にふれるうえ★5-11、地下街をつくりその権利、敷金を建設資金にあてるという点が ”
確実性を欠く”と判断されたためであった。また、民衆駅においては一度に大量の観客が出入りするホール、
映画館、劇場は、国鉄の客扱に混乱を与えるとの理由で拒否されたためであった★5-12。
　これを受けて新宿交通文化センターはホールを民衆駅から除くこと、百貨店形式はやめて名店街、問屋街、
物産展示場、食堂などにする方針に切替えて代案を作成し（駅舎のみの請願書）、1959 年 4月 3日に国鉄
へ提出した★5-13。そして 1959 年 4月 15 日、第 52回民衆駅等運営委員会は、新宿民衆駅の認可について、
新宿交通文化センター（発起人代表濱野茂）案を適当と認める答申を出した。
　なおこの決定後、もう一者の競願者であった新宿駅改装ビル建設協力会と新宿交通文化センターの話し
合いの場が設けられ、円満に妥結。新宿駅改装ビル建設協力会代表須貝正は国鉄にこれを報告、請願書を
取り下げることとなった。
★ 5-8　（株）新宿ステーションビルディング社史編纂委員会『新宿ステーションビルディング 30
年の歩み』（株）新宿ステーションビルディング , 1991 年 , pp.23-24、「貪欲バレて遂に敗退した
高島屋の新宿進出」（『実業展望』1956 年 4 月）pp.82-85、「新宿民衆駅　こんどは実現か あす審
議会で検討 昨年の計画をねり直し申請」（『読売新聞』1959 年 1 月 8 日朝刊）p.6 より作成。
★ 5-9　「” 競願、折り合わねば国鉄が乗り出せ ” 新宿東口の民衆駅建設 運営委が答申」『朝日新聞（東
京）』1956 年 8 月 21 日朝刊 , p. ７。
★ 5-10　西武線を歌舞伎町の西武新宿駅から延伸し、駅舎の二階に連絡する予定であったが、
1965 年 3 月 25 日の取締役会で、乗客の予想以上の増加で現在のホームでは対応できず、乗客に
危険が及ぶ可能性があるため、また運輸省関係からの勧告があり、断念することになった。
★ 5-11　「新宿民衆駅　こんどは実現か　あす審議会で検討　昨年の計画をねり直し申請」『読売新
聞』1959 年 1 月 8 日朝刊 , p.6。
★ 5-12　民衆駅ではニュース映画館（定員 200 〜 300 名）しか許可されていない。斎藤隆雄「ター
ミナルビルの最近の傾向について」『鉄道建築ニュース』1963 年 9 月 , pp.8-14。
★ 5-13　「新宿民衆駅　こんどは実現か　あす審議会で検討　昨年の計画をねり直し申請」『読売新
聞』1959 年 1 月 8 日朝刊 , p.6。
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３−５−４　株式会社新宿ステーションビルディングの設立
　こうして株式会社新宿文化センターが新宿東口民衆駅を建設することに決定した。1959 年 4 月 23 日、
新宿文化センター発起人会を開催し、社名を株式会社新宿ステーションビルディングに改称し、代表が濱
野茂に決定した。
　同年 8月 25 日の発起人会において、発起人の引受株式が次の通り決定した。
　　濱野茂　　　64,000 株　…東口ミーティングホールセンター案の発起人。新宿の大地主。
　　飯田慶三　　30,000 株　…高島屋創業者一族。
　　飯田新一　　20,000 株　…高島屋創業者一族。
　　井野碩哉　　20,000 株　…東口ミーティングホールセンター案の発起人。政治家。濱野茂の親戚。
　　池田仲治郎　90,000 株　…百貨名店街ビル案の発起人。
　　堤清二　　　90,000 株　…西武グループ創業者の息子。
　　内田秀五郎　90,000 株
　　不破祐俊　　20,000 株
　　小菅千代市　90,000 株　…伊勢丹創業者一族。
　　比留間安治　20,000 株
　　牧野良三　　		6,000 株　…政治家。競願時に高島屋と濱野、井野を仲介した。
　　早川愼一他　60,000 株
　　計　　　　		600,000 株
　こうして地元有力者、高島屋、西武、伊勢丹などの資本が入った株式会社新宿ステーションビルディン
グ（資本金 3億円、授権 12億円）が同年 10月 10 日に設立された。
３−５−５　新宿ステーションビルディングと駅前広場地下施設の建設と開店
　株式会社新宿ステーションビルディングでは、民衆駅建設の承認の見通しが明らかになると、改めて駅
前広場の地下街建設の請願に取り組むこととなった。
　1960 年 1月 12 日、株式会社新宿ステーションビルディングは東京都知事に宛てて「新宿東口駅前広場
地下駐車場設置願」を提出し、2月 29 日に同設置願いを国鉄総裁宛で提出した。3月 22 日、東京都都市
計画地方審議会で、新宿東口地下駐車場、および地下道を特許事業とする件が認可され、4月 18 日に国鉄
総裁からも特許を与えることに支障はないが、具体的な設計、施行については建設省、東京都、国鉄間で
協議を行うこととするという回答があった。
　1961 年 2 月 24 日、第 64 回民衆駅等運営委員会において新宿東口民衆駅と地下駐車場の建設は、株式
会社新宿ステーションビルディングに承認を与えることが決定した。さらに 5月 15 日には、東京都市計
画街路（新宿駅付近地下公道）事業ならびに東京都市計画自動車駐車場（新宿駅東口）の建設について、
建設大臣より特許の許可がおりた。
　そして 1961 年 12 月 20 日、ついに新宿東口民衆駅同特許駐車場および同地下道建設工事に着工した。
これらの施設の設計は、民衆駅の躯体と駅部分は国鉄が行い、それ以外の部分は鉄道会館が行ない、工事
は間組が担当し施行することとなった。着工から２年半後の1964年5月18日、総工費43億円で新宿ステー
ションビル（地上 8階、地下 3階、延べ床面積 42,800㎡）は竣工し、5月 20 日開店した。
　250 軒の専門店を中心に、ギャラリー、催物場、総合文化学園、文化クラブ、結婚式場、屋上には庭園
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と屋外ステージ、ビアホールを備えていた（図：新宿ステーションビルディング 30年のあゆみ p.55 断面
＋平面）。
　以上のように紆余曲折を経ながらも、1964 年 5月 20 日に新宿ステーションビルがオープンした。これ
で新宿東口の戦災復興が概ね完成したといってよいだろう。
　順調な売上げを記録し、開店から 14年を経た 1978 年に全館改装を行ない、この時一般公募により呼称
をマイシティに変更した。さらに 2006 年 4月 1日、JR東日本グループである株式会社ルミネに吸収合併
され、ルミネエストに名称が変更されている。
図 3-5-1　新宿東口民衆駅および駅前広場地下平面概略図
図 3-5-2　新宿東口民衆駅断面概略図
148
第３章　新宿駅とその近傍の戦災復興過程
３−６　新宿駅西口の戦災復興過程
３−６−０　本節の対象
　本節は新宿駅西口の国鉄線路に沿ったエリアを対象とする。図 3-6-1 で示したエリアを扱うが、広場形
状や隣接街区についても可能な限り言及することとする。
図 3-6-1　対象地区
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★ 6-1　境浄水場に淀橋浄水場の機能を移転する計画。実際に移転し、浄水場が廃止となるのは
1965 年。越沢明「東京都市計画史話（6）新宿西口の都市改造―新宿新都心のルーツ」『地域開発』
（1991 年 4 月号〔319 号〕）p.52 より。
★ 6-2　越澤明『東京都市計画物語』日本経済評論社 , 1991 年 , p.78。
★ 6-3　越沢明「東京都市計画史話（6）新宿西口の都市改造―新宿新都心のルーツ」『地域開発』（1991
年 4 月号〔319 号〕）pp.53-54。
★ 6-4　越澤明『東京都市計画物語』日本経済評論社 , 1991 年 , p.82。
道路、広場等の整備に必要な土地面積以上に買収（超過収用）し、土地区画整理事業を施行し、土
地を処分する。
★ 6-5　越沢明「東京都市計画史話（6）新宿西口の都市改造―新宿新都心のルーツ」『地域開発』（1991
年 4 月号〔319 号〕）p.57。
３−６−１　終戦までの対象地区
（１）戦前
　戦前の時点で、新宿駅西口では駅前広場を中心とした周辺街路が都市計画事業決定し（1934 年 4月 18
日決定）、駅前広場は 1941 年に竣工している。まずは、この新宿駅前広場及び周辺街路計画を把握するこ
とから、戦前の対象地区を読み解いていこう。
　関東大震災以降、盛り場として一気に発展した新宿であったが、東口方面とは異なり西口方面は東京地
方専売局淀橋工場と淀橋浄水場があるくらいで、それ以外には人家と学校があるだけの閑散とした地域で
あった。そのため、広大な面積を占める浄水場の移転が大正末期頃から地元民によって要望され始めていた。
1932 年 4月、東京市による淀橋浄水場の移転が計画される★6-1。これを受け、都市計画東京地方委員会は
浄水場移転を前提とした街路計画を策定し、昭和 7年（1932）9月 30 日に都市計画決定する★6-2。
　一方、浄水場移転計画と時を同じくして、大蔵省東京専売局淀橋工場の品川への移転も計画され、これ
を背景に都市計画東京地方委員会は新宿駅西口側の大改造を計画し、1932 年 8 月にその計画案を作成す
る。これを元に 1932 年 11 月〜 1933 年 6月の間、関係機関（内務省、鉄道省、東京府、警視庁、東京市、
都市計画東京地方委員会）の協議会が６回開催され計画案がまとまり、「新宿駅付近広場及街路計画」は
1934 年 4月 18 日に都市計画決定し、同日都市計画事業としても決定された★6-3。
　図 2-2-1 はその計画図である。越澤明によれば、この駅前広場計画の特徴は①超過収用の方式を導入し
た土地区画整理事業を行うことで広場周辺の敷地造成を行い、②さらにそこに建築物の形態規制を行うこ
とで土地の高度利用を図ったこと、また③鉄道施設と駅前広場及び街路を一体的に計画したことであると
いう★6-4。
　①については、元専売局の土地とその周辺の土地において、都市計画法（1919 年公布の旧法）第 16条
代 2項による超過収用を採用した土地区画整理事業を実施し、広場（6250 坪）の周囲に建築敷地（9065
坪）を造成し、それを 16区画に区分し建築条件付きで売却した。その売却方法は「五区画（5560 坪）は
一般公開入札」し、「都市計画法第 16 条第２項により強制買収した民有地六区画（2993 坪）は旧地権者
に指名競争入札」、「省線、小田急、京王、東京高速鉄道の停車場予定地五区画（1212 坪）は鉄道事業用地
として随意契約」するというものであった（図 3-6-2）。さらに、この売却には「売却後の転売、分譲は一
切許可しない」こと、「３年以内に本建築を完成させ」、「建物の高さは広場に面するものは軒高 17m（５
階建を想定）以上とし、それ以外は軒高 11m（３階建を想定）以上とする」★6-5 という条件がついていた。
三つの条件のうち、最後の建築物の軒高の最低限度を指定するものは、1934 年 4月 12 日に警視庁告示第
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92 号で高度地区に指定されている。
　③については、広場周辺区画の売却方法に省線、小田急、京王、東京高速鉄道の停車場予定地が含まれ
ていることからも伺えるが、「新宿駅付近広場及街路計画」では駅前広場とその周辺街区だけでなく、鉄道
施設も同時に計画されていた。当時、追分付近にあった京王電車の終点を小田急の新宿ターミナル駅西隣
に移設し、さらに渋谷が終点となっていた東横電鉄を新宿まで延長し、私鉄三線を合流させ、総合ターミ
ナル駅を建設する計画である。広場地上には集団駐車場、乗合自動車乗降場、芝生を適宜配置し自動車交
通の整備を行い、広場地下には東京高速鉄道及び西武高速鉄道の起終点駅を設置し、都心とも地下鉄で繋
がる計画となっている（図 3-6-3）。
　この「新宿駅付近及街路計画」には、1936 年 12 月 18 日に駅東側の六路線の街路計画が追加されるが、
戦時体制突入により着工されることはなかった。
　広場の「工事は戦時下の資材統制、資材不足の状況を考えると不思議なほど順調に進み」★6-6 ★ 6-7、1941
年 4 月に竣工している。同時期に、広場北側に隣接した角筈第一土地区画整理組合地区の区画整理が完了
し、省線軌道の東側では靖国通りができ、新宿通りが拡幅された。新宿駅近傍における、これ以外の計画
は戦争への突入で頓挫することとなり、広場周辺街区は建築物の形態規制による高度利用が図られたもの
の、建物が建つことはなく更地のまま終戦を迎えることとなった。
　このように戦災前夜の新宿駅西口前は広場を囲む建物は建っておらず、広場の北側に隣接する角筈第一
土地区画整理組合地区に建物が建つだけであった。
　図 3-6-4 は 1941 年の対象地区である。角筈第一土地区画整理組合地区の区画整理後の建物の状況を示
す資料がないため、復元することができなかったが、駅前広場周辺に造成された街区には建物は立ってお
らず、角筈第一土地区画整理組合地区にのみ建物が立っていた。
　図 3-6-5	は 1941 年の対象地区の土地境界を示している。角筈第一土地区画整理組合地区は苗村商事株
★ 6-6　越沢明「東京都市計画史話（6）新宿西口の都市改造―新宿新都心のルーツ」『地域開発』（1991
年 4 月号〔319 号〕）p.54。
★ 6-7　1938 年 7 月 16 日の読売新聞では新宿駅前広場を「大防空広場」と読んでいる。
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駅前広場計画の特徴は①超過収用の方式を導入した土地区画整理事業を
行うことで広場周辺の敷地造成を行い、②さらにそこに建築物の形態規
制を行うことで土地の高度利用を図ったこと、また③鉄道施設と駅前広
場及び街路を一体的に計画したことである。
　①については、元専売局の土地とその周辺の土地において、都市計画
法（1919 年公布の旧法）第 16 条代 2項★ 10 による超過収用を採用した
土地区画整理事業を実施し、広場（6250 坪）の周囲に建築敷地（9065 坪）
を造成し、それを 16 区画に区分し建築条件付きで売却した。その売却
方法は「五区画（5560 坪）は一般公開入札」し、「都市計画法第 16 条
第２項により強制買収した民有地六区画（2993 坪）は旧地権者に指名競
争入札」、「省線、小田急、京王、東京高速鉄道の停車場予定地五区画（1212
坪）は鉄道事業用地として随意契約」するというものであった。さらに、
この売却には「売却後の転売、分譲は一切許可しない」こと、「３年以内
に本建築を完成させ」、「建物の高さは広場に面するものは軒高 17m（５
階建を想定）以上とし、それ以外は軒高 11m（３階建を想定）以上とする」
★ 11 という条件がついていた。三つの条件のうち、最後の建築物の軒高の
最低限度を指定するものは、昭和 9年（1934）4 月 12 日に警視庁告示
第 92号で高度地区に指定されている【図 1-38】。
　③については、広場周辺区画の売却方法に省線、小田急、京王、東京
高速鉄道の停車場予定地が含まれていることからも伺えるが、「新宿駅付
近広場及街路計画」では駅前広場とその周辺街区だけでなく、鉄道施設
も同時に計画されていた。当時、追分付近にあった京王電車の終点を小
田急の新宿ターミナル駅西隣に移設し、さらに渋谷が終点となっていた
東横電鉄を新宿まで延長し、私鉄三線を合流させ、総合ターミナル駅を
建設する計画である。広場地上には集団駐車場、乗合自動車乗降場、芝
生を適宜配置し自動車交通の整備を行い、広場地下には東京高速鉄道及
び西武高速鉄道の起終点駅を設置し、都心とも地下鉄で繋がれる計画と
なっている【図 1-39】。
　この「新宿駅付近及街路計画」には、昭和 11 年（1936）12 月 18 日
に駅東側の六路線の街路計画が追加されるが【図 1-40】、戦時体制突入
により着工されることはなかった。
図 1-40：新宿駅付近広場及街路の計画
変更（1936 年 12 月）駅東側の街路計
画が追加されている。
図 1-38、図 1-39、図 1-40、図 1-43、
出典＝越沢明「東京都市計画史話（6）
新宿西口の都市改造―新宿新都心のルー
ツ」『地域開発』1991 年 4 月号〔319 号〕 
、P49-61
図 41：パンフレット『新宿駅付近建築敷地売却案内』。出典＝中島直人、西成典久、
初田香成、佐野浩祥、津々見崇『都市計画家 石川栄耀』鹿島出版会、2009 年
図 1-38：高度地区の決定。（1937 年
12 月 23 日警視庁告示）
図 1-39：新宿駅付近広場及街路計画
（1933 年 7 月現在）
★ 10―道路、広場等の整備に必要な
土地面積以上に買収（超過収用）し、土
地区画整理事業を施行し、土地を処分す
る。
★ 11―越沢前掲書、P57。
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　③については、広場周辺区画の売却方法に省線、小田急、京王、東京
高速鉄道の停車場予定地が含まれていることからも伺えるが、「新宿駅付
近広場及街路計画」では駅前広場とその周辺街区だけでなく、鉄道施設
も同時に計画されていた。当時、追分付近にあった京王電車の終点を小
田急の新宿ターミナル駅西隣に移設し、さらに渋谷が終点となっていた
東横電鉄を新宿まで延長し、私鉄三線を合流させ、総合ターミナル駅を
建設する計画である。広場地上には集団駐車場、乗合自動車乗降場、芝
生を適宜配置し自動車交通の整備を行い、広場地下には東京高速鉄道及
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　この「新宿駅付近及街路計画」には、昭和 11 年（1936）12 月 18 日
に駅東側の六路線の街路計画が追加されるが【図 1-40】、戦時体制突入
により着工されることはなかった。
図 1-40：新宿駅付近広場及街路の計画
変更（1936 年 12 月）駅東側の街路計
画が追加されている。
図 1-38、図 1-39、図 1-40、図 1-43、
出典＝越沢明「東京都市計画史話（6）
新宿西口の都市改造―新宿新都心のルー
ツ」『地域開発』1991 年 4 月号〔319 号〕 
、P49-61
図 41：パンフレット『新宿駅付近建築敷地売却案内』。出典＝中島直人、西成典久、
初田香成、佐野浩祥、津々見崇『都市計画家 石川栄耀』鹿島出版会、2009 年
図 1-38：高度地区の決定。（1937 年
12 月 23 日警視庁告示）
図 1-39：新宿駅付近広場及街路計画
（1933 年 7 月現在）
★ 10―道路、広場等の整備に必要な
土地面積以上に買収（超過収用）し、土
地区画整理事業を施行し、土地を処分す
る。
★ 11―越沢前掲書、P57。
図 3-6-2　パンフレット『新宿駅付近建築敷地売却案内』（東京市役所） 図 3-6-3　新宿駅付近広場及街路計画
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図 3-6-4　1941 年の対象地区の建物 図 3-6-5　1941 年の対象地区の地割
式会社所有の土地［764-1］と、十二社に住む淀橋の大地主渡辺文雄の土地［765-1］の二筆によって構
成されている。京王の電車が電力不足のため甲州街道の高架の坂を上れず、終点を新宿３丁目の追分から
新宿駅西口へと切替えるのは 1945 年 7 月のことであるが★6-8、駅前広場とその周辺街区の造成が進んだ
1940 年に、京王は土地［71-1］の払下げを受けている。また、同時期に小田急は土地［71-2］［71-3］の
払下げを受けている。さらに 1944 年には東京市所有の土地［71-4］から土地［71-5］が分筆され帝都高
速度交通営団に払下げられている★6-9（図 3-6-6）。
　図3-6-3の計画はそのまま実現されることはなかったが、追分にあった京王の終点を新宿西口へ移動させ、
帝都高速度交通営団に土地を払い下げるなど、西口に私鉄を集約する企図は土地の所有からも見えてくる。
　戦後、西口には省線軌道沿いに安田組のマーケットが建設される。その土地は、二名の地主が所有する
民有地と、「新宿駅付近及街路計画」のなかで鉄道の停車場予定地として確保された帝都高速度交通営団の
土地と東京市有地にまたがって建設されることとなる。
：建物が立っていたエリア
N
0 10 50m
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71-4
71-3
71-2
71-1
31-1 65-1
65-7
N
0 10 50m
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同一所有者の土地どうしの境界線
★ 6-8　京王電鉄『京王電鉄五十年史』（京王電鉄株式会社、1998 年）p.47。
★ 6-9　旧土地台帳より。
152
第３章　新宿駅とその近傍の戦災復興過程
図 3-6-6　1944 年の地割 図 3-6-7　1945 年の建物
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（２）戦災
　対象地区では交通疎開空地にも、疎開空地帯にも指定されておらず★6-10、1945 年 1月に陸軍によって撮
影された航空写真でも、角筈第一土地区画整理組合地区の建物が除去されていないことがわかる★6-11。
　対象地区のうち、駅前広場に隣接する土地は戦災以前から更地のままであり、角筈第一土地区画整理組
合地区は 1945 年 5月 25 日夜から 26日の午後にかけての空襲によって灰燼に帰すころになった。
　図 3-6-7 は 1945 年の対象地区である。木造で構成されていた角筈第一土地区画整理組合地区を含め、
焼け残った建物は一棟もなかった。
★ 6-10　東京都『東京都戦災誌』明元社 , 2005 年 , pp.186-188。
★ 6-11　三島富士夫・生方良雄『鉄道と街・新宿駅』大正出版株式会社 , 1989 年 , p.131。
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３−６−２　戦災復興期から高度成長期にかけての対象地区
（１）1945 年 8 月−1947 年
ラッキーストリートの開設からマーケット建設まで
　終戦後、東口ではすぐさま尾津組の新宿マーケットが開店したが、まもなく西口でも安田組が組織した
闇市「ラッキーストリート」が開かれる。東京早野会初代分家新宿安田組親分安田朝信は『都会の風雪	安
田朝信自伝』のなかで、「ラッキーストリート」ができた経緯を語っている★6-12。
　終戦からほどなくして、安田のもとに「淀橋警察の当時の安方署長から急いで会いたいとの連絡」が入る。
安田は戦時中に生活物資の物流を捌く輸送挺身隊の隊長として動き、当時から淀橋警察署長であった安方
とは戦前から面識を持っていた。
　安田が淀橋署に着くと、安方から「都や警視庁の当局者の間に、都民の極端な物資窮乏を緩和するため
の応急処置として、適当な管理者を定めて露店を開かしめようとの意見がきまった」と伝えられ、安田に
その管理者を引き受けてほしいという旨が伝えられた。都や警察は物資統制の法規がある以上表向きの政
策をとる事は出来ないため、テキヤを管理者にたて、当時の状況に対処しようとしていた。安田が引き受け、
西口の駅前をショバ★6-13 に希望すると、安方は安田とともに都や国鉄や私鉄会社などの土地所有者のもと
へ出かけ、土地利用の承諾を得る協力をする。土地所有者としても、この頃すでに第三国人の不法占拠が
問題となりつつあり、一括して安田に貸すことでその問題を解決できると、どこも快く承諾してくれたと
いう。このように、新宿西口の闇市は単なる不法占拠ではなく、公からの要請でもあった★6-14。
　安田組のラッキーストリートは他の闇市同様、しばらくは台やゴザを並べただけの文字通りの青空市場
であったが、1946 年夏に西口改札付近に一区画の間口が一間半、奥行きが二間半の新宿西口マーケットが
建設される。1946 年 9 月 15 日の『露商新報』によれば、このマーケットの権利金は 15,000 円、家賃は
600 円であったという。
　その後、1946 年 10 月 25 日、現在の思い出横丁の仲通りの店 3〜 40 軒（102 坪）が火事で全焼★6-15
したことを契機として、安田組は西口一帯にマーケットの建設を開始する。まずは焼失した場所に 50コマ
ほどの木造長屋が年末までにつくられる。これは間口七尺、奥行き九尺の木造平屋で、材料は杉、敷居が
あるが戸は入っておらず、三方は板張りで、中は土間であった。焼失前の営業者がこの新しいバラックに
入居する為には、もう一度権利金が必要であった。出店者は安田組から一コマの権利を買うと、各自で内
装や戸、看板、設備などを設置し、営業を開始した★6-16。そして、年が明けると青梅街道から西口改札前
まで一気にマーケットが建設され、新宿西口には約 300 軒ほどのマーケットができあがった★6-17。
　図 3-6-8 は 1947 年の対象地区の建物の状況を示している。新宿駅西口改札の北側から青梅街道にかけ
ての街区に、中心に南北の通りを通したマーケットが建設されていることがわかる。この当時の土地境界
と土地所有は３−６−１（１）で確認した図 3-6-6 から変化はない。
　終戦直後、対象地区の地主は一時的に安田朝信へ土地を貸したが、新宿駅西口は 1946 年 4 月には東京
★ 6-12　安田朝信『都会の風雪 安田朝信自伝』東京書房 , 1964 年 , p.34-44。
★ 6-13　「ショバ」とは露店を開く場所のこと。
★ 6-14　新宿西口会館社史編纂委員会『新宿西口会館 設立 40 周年記念誌』株式会社新宿西口会館 , 
2000 年 , p.34。
★ 6-15　『読売新聞』1946 年 10 月 26 日朝刊。
★ 6-16　金子正巳『やきとり屋行進曲 西新宿物語』文園社 , 1983 年 , pp.78-82。
★ 6-17　金子正巳『やきとり屋行進曲 西新宿物語』文園社 , 1983 年 , p.29。
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図 3-6-8　1947 年の建物
新宿駅西口
京王電車新宿駅
：緑地帯
：建物
N
0 10 50m
都市計画第９−１地区復興土地区画整理事業として都市計画決定され、区画整理が行われることとなってお
り★6-18、戦前の計画通り帝都高速度交通営団用地、都有地（旧市有地。国鉄へ払下げ国鉄の駅を建設する
予定であった）には駅を建設する予定であった。
　しかし、まだこうした計画が諸に就かない 1947 年、安田朝信が駅前の都有地（土地［71-4］と推察さ
れる）を国鉄用地と誤認して、東京鉄道局新宿保線区用地係宛にこの土地の借用と店舗建設の許可を願い
出たところ、同係がこれを承認してしまった。すでにマーケットを建設していた安田は、これによって法
的根拠を得たとし、隣接する帝都高速度交通営団用地や、国鉄用地でも強気に占有権を主張するようになっ
た。こうした状況を認識した東京都は、すぐに国鉄と安田朝信に対して抗議したが、戦後の混乱状態のな
か許可を取り消したり、立退きを要求できる情勢にはなかった。
★ 6-18　東京都建設局区画整理部計画課『甦った東京』1987 年 , p.102。
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安田朝信新宿区議会議員に選出と逮捕　安田組の解散
　東京都が安田朝信への立退きを強行できなかった背景には、1947 年に安田が新宿区議会議員に選出され
たことも影響していたと思われる。
　そこで都は国鉄と協議し、この土地（土地［71-4］と推察される）を仮設建築物に限って建設を許可す
る敷地として、1947 年 6 月に半年間の一時使用許可を与えた。この一時使用許可は、その後 1948 年 12
月まで延長されることとなっている★6-19。
　こうして強気に不法占拠を続けた安田組と安田朝信であったが、1947 年夏になると尾津喜之助と尾津組
同様取締の対象となる。封建的な親分制度を解体し、民主的な組織へという公の指導のもと、7月 3日に
関東早野会初代分家安田組（安田朝信）は解散する。しかしこの解散は和田組の解散と同様（第３節）、安
田組の人員を引継ぐ改組であった。安田組では新しく「新宿西口街商組合」を結成。会長に安田朝信氏、
顧問に石島武陽ほか二氏、幹事に安田秀雄ほか一氏がそれぞれ選任された。同組合は組合員五百名であっ
た★6-20。	
　さらに取締は進む。「安田組組長安田朝信、実兄興業場経営安田俊三兄弟」は「新宿駅付近の建築敷地に
からむ恐喝の疑いにより」★6-21、1947 年 7月 26 日検挙された。この検挙によって、区議選での安田朝信
の暗躍が明るみにでることとなった。安田は 1947 年 4月の選挙に際して、ー ケット居住者を強制的に（新
宿区に）転入させた上投票させていたことが明らかになり、さらに安田組の縄張りを利用して戦災者、引
揚者などの店子から金を巻き上げ、その金を区会議員連中にばらまき区政を我が物顔に振る舞っていたと
の報道がでている★6-22。
★ 6-19　小田急エース総務委員会『小田急エース 25 年のあゆみ・別冊』小田急エース名店会 , 
1992 年 , p.10。
★ 6-20　「民主に即応する街の顔役 実業界に組合に第一歩」『新宿ニュース』第四号 , 1947 年 7
月 25 日 , p.2。
★ 6-21　『朝日新聞』1947 年 7 月 27 日。
★ 6-22　「” 区議安田 ” の仮面剥がる 西口マーケットはどうなる」『新宿ニュース』第七号 , 1947
年 8 月 29 日（金）, p.2。
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（２）1948 年−1949 年
安田組マーケットの権利関係と中の島へのマーケット建設
　図 3-6-9 は 1949 年の対象地区の建物の状況を示している。図 3-6-8 から和田組マーケットには大きな変
化は無い。また、地割や土地権利関係も図 3-6-6 から変化はない。
　東京都には、戦前の計画通り土地［71-4］を駅舎建設用地として国鉄に譲り渡す意向があり、国鉄も
1950 年度から新宿駅西口本屋の建設に着工する方針であったため、都は安田朝信に対する土地［71-4］の
一時使用許可期限（1948 年 12 月末）満了後、安田組マーケットの立退きを要求した。しかし、安田組は
これに応じず、これ以降も不法占拠を続けることとなった。
　一方で、戦後の国鉄は輸送力の回復に業務の重点がおかれていたため、全国の駅舎の復興には手が回っ
ていなかった。こうした状況が民衆駅構想★6-23 を生むわけであるが、国鉄は新宿駅西口本屋の建設は断念
することとなった。こうして、安田組のマーケットが立退く理由がなくなり、事実上そのままの状態で営
業が継続されこととなった。
　他方でこの時期、新宿駅西口に新たなマーケットが建設されている。その場所は、安田組マーケットに
隣接した西口改札口正面の通称「中の島」と呼ばれた緑地帯であった。
　『小田急エース 25年のあゆみ・別冊』★6-24 によれば、ここは「国鉄の所有地で、都市計画事業による区
画整理用地の一部となっていた」土地で、「昭和二十三年に清田洋二氏★6-25 という人物がここに小売店設置
図 3-6-9　1949 年の建物 図 3-6-10　1953 年の建物
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の許可を新宿区に願い出たところ、区は道路占有権の範囲を誤認し、当時のRTO（連合軍鉄道運輸事務所）
の許可を得たうえで、二十九年六月までの期限でその使用許可を与えた」という。
　しかし、この「中の島」は土地［71-4］内の土地で、国鉄用地ではなく都有地である（図 3-6-6）。おそ
らく上記の記述が間違っており、新宿区はこの場所を道路だと誤認し道路占有権の範囲内で許可を出して
しまったということなのではないだろうか。いずれにしても、新宿区が清田洋二に対して、1954 年 6月ま
での期限で小売店設置の許可を与えたことは事実である。
　新宿区は許可を出した後、「許可を取り消し、立ち退き通告を発したが」、既に店舗が占有しており、こ
れ以降不法占拠がつづくこととなった★6-26。
　図 3-6-9 にはこの中の島のマーケットは描かれていないが、図 3-6-10 からはマーケットが建設されてい
ることがわかる。
戦災復興土地区画整理事業　土地区画整理委員
　戦災復興土地区画整理事業には民意を反映させるために土地所有者と借地人から選挙で選出された土地
区画整理委員が存在した。新宿駅近傍の戦災復興土地区画整理事業（第９地区）の特徴の一つは、この委
員の職に露店商とテキヤが３名（和田友一・安田朝信・比留間重雄）も就いていたことであろう。和田友
一については先述したが、新宿通りの露店を差配していた比留間重雄と、安田朝信も第９地区の委員となっ
ている★6-27。安田がこの委員会の委員であったことが影響したがどうかは委員会の議事録などの資料がな
いため明らかにすることはできないが、安田組のマーケットが立つ土地は全く減歩されること無く戦災復
興土地区画整理事業で換地が行われている。当時こうした動きに対しては、「区画整理の裏面には野村専太
郎、安田朝信などの地元のボスが暗躍している」との報道も出ている★6-28。
小田急の新宿西口総合開発計画
　新宿駅西口を対象とした東京都市計画第９−１地区復興土地区画整理事業は、1948 年 6月 3日に事業計
画決定した★6-29。これに続き、1948 年 12 月、建設省告示第 261 号によって、新宿西口駅舎建設予定地の
建設ラインが決定された（その後何度も修正された）ため、国鉄・小田急・京王の三者の間で駅舎建設に
ついての協議が進められることとなった★6-30。
★ 6-23　第２章第 3 節を参照。
★ 6-24　小田急エース総務委員会『小田急エース 25 年のあゆみ・別冊』小田急エース名店会 , 
1992 年 , pp.12-13。
★ 6-25　清田洋二は 1950 年 7 月 7 日時点で「元安田組幹部」となっているが、いつまで安田組
の組員であったかは不明。「新宿の ” 殺人横丁 ” 凶行の十七少年自首」『読売新聞』1950 年 7 月 7
日夕刊 , p.3。
★ 6-26　小田急エース総務委員会『小田急エース 25 年のあゆみ・別冊』小田急エース名店会 , 
1992 年 , p.13。
★ 6-27　建設省『戦災復興誌 第拾巻』都市計画協会 , p.83。
★ 6-28　「問題はらむ区画整理 背後にボスが暗躍 新宿駅前マーケット露店に大打撃」『新宿民報』
第 20 号 , 1949 年 8 月 1 日 , p.2。
★ 6-29　東京都建設局区画整理部計画課『甦った東京』1987 年 , p.102。
★ 6-30　小田急エース総務委員会『小田急エース 25 年のあゆみ・別冊』小田急エース名店会 , 
1992 年 , p.10。
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　小田急電鉄初代社長の安藤楢六は、この時期から駅ビルを建設して新宿西口を開発する構想を練ってい
たことを、後年次のように語っている★6-31。「新宿東口は戦前から都内有数の繁華街であったが、西口は小
田急開通の直前までたばこ工場があったり、つい先頃まで、浄水場があったりして発展が遅れていた。そ
の西口を玄関口としている小田急発展のカギは、西口の復興いかんにかかっている。」こうして、安藤楢六
は 1949 年頃に駅ビルの構想をしたというが、後述する通り、その構想が具体化するには 10年以上かかる
こととなる。
★ 6-31　安藤楢六「私の履歴書」日本経済新聞 , 1980 年（原本に当たれず、小田急エース総務委
員会『小田急エース 25 年のあゆみ・別冊』小田急エース名店会 , 1992 年 , p.10 からの孫引き）。
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（３）1950 年−1953 年
　戦災復興土地区画整理事業によって整理されていった新宿東口のマーケットに対して、西口の駅周辺は
戦前に基盤整備が進んでおり、先に述べた通り安田組のマーケットは全く減歩されることがなく換地がす
すんだため、戦災復興土地区画整理事業による整理を受けなかった★6-32。
　図 3-6-10 は 1953 年の対象地区の建物の状況をしめしている。マーケットの店舗裏側に存在した空地を
埋めるようにマーケットが改築され、店舗裏口用の通路が残るだけとなっていることがわかる。こうした
隙間は現在の思い出横丁でも確認することができるが、この当時既にマーケットのフットプリントは同程
度になっていたと推察される。
　この当時、安田組マーケットには８つの商店会が存在した。「青梅街道寄りの線路際が柳会、仲通りが新
宿会、小滝橋通り側が緑会、地下道に通じる通りが仲通り商店街」★6-33 で、ここまでが思い出横丁（新宿
西口商店街振興組合）として現存している。これより南にも４つの商店会が有り、「線路際が八部会（八番
目にできたところ）、駅近くが中之島商店街」、駅前広場側が「新興会、それと京王駅前商店街だった」★
6-34。
　先にみた通り、安田組マーケットの一部は帝都高速度交通営団（以下「営団」とする）の土地に建設さ
れていた。戦前からここには地下鉄駅が建設される予定であった。1951 年、戦前に計画され戦時体制で工
事が中止されていた丸ノ内線が、池袋で着工する。この直後から、営団は安田朝信に対して建物の撤去と
土地の明渡しを求めていたが、安田側はこれに一切応じようとしなかった。この時、同地で営業する商店
約 170 軒には、営団から安田朝信に対して建物の撤去が要求されていることは伝えられていなかった★6-35。
　また、安田組マーケットの西側の街区では、この頃から木造のバラックだけでなく防火建築が建設され
ていることがわかる。
　図 3-6-11 は 1953 年当時の対象地区の地割を示している。京王所有地［71-1］から［71-6］が分筆し、
現在の思い出横丁の街区で土地［764-1］から土地［764-2］［764-3］が、土地［765-1］から［765-5］
が分筆している。図 3-6-11 では土地［764-1］と［764-2］の境界を復元できなかったため示していない。
このうち、土地［764-1］は苗村商事株式会社から青木晴江へ、土地［764-3］は三甲◯業株式会社（◯は
判読できない文字）へ売却されている★6-36。また、土地［764-2］は分筆後に渡辺文雄から丸全青果有限会
社へ売却されている。土地［764-2］の売却は同地に青果店があるため、この青果店が土地を取得したとい
う可能性が有るが、この青果店の企業名が丸全青果有限会社であったかは明らかにできない。
　終戦直後から安田組マーケットで焼き鳥屋を経営していた金子正巳によれば★6-37、上記の土地［764-1］
［764-2］［764-3］［765-1］［765-5］で構成された街区（現在の思い出横丁）は、「もともと三人の地主が持っ
ていた。安田組と、不動産会社三光土地と、十二社に住む渡辺という地主だ」という。さらに安田組の土
★ 6-32　安田組マーケットが立つ土地の換地明細書より。
★ 6-33　緑会（『新宿西口会館 設立 40 周年記念誌』では美登利会と表記されている）と仲通り商
店街は、現在の思い出横丁よりも南まで続いていたため、一部現存しているが、1950 年代中頃以
降整理されたものもある。金子正巳『やきとり屋行進曲 西新宿物語』文園社 , 1983 年 , p.142 より。
★ 6-34　金子正巳『やきとり屋行進曲 西新宿物語』文園社 , 1983 年 , p.142。
★ 6-35　新宿西口会館社史編纂委員会『新宿西口会館 設立 40 周年記念誌』株式会社新宿西口会館 , 
2000 年 , p.42。
★ 6-36　旧土地台帳より。
★ 6-37　金子正巳『やきとり屋行進曲 西新宿物語』文園社 , 1983 年 , p.144。
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地の南隣りの土地が、三光土地の所有地だったと述べている。これを旧土地台帳に記載の登記情報と照合
すると、金子がいう安田組の土地は青木晴江所有の土地［764-1］と苗村商事株式会社所有の土地［764-2］
に、不動産会社三光土地の土地は三甲◯業株式会社所有の土地［764-3］に対応することとになる。金子が
詳細な会社名を忘れているとすれば、不動産会社三光土地と三甲◯業株式会社は同一の会社と考えてよい
だろう。一方で苗村商事株式会社は戦前からの所有者であり、安田組の関係者とは考えにくい。青木晴江
は安田組関係者であったのであろうか。この辺りを明らかにすることはできないが、当時を知る金子の証
言から推察すれば、土地［764-1］と［764-2］は事実上安田組が監理していたと考えてよいだろう。
図 3-6-11　1953 年の地割 図 3-6-12　1958 年の建物
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（４）1954 年−1958 年
　戦災復興土地区画整理事業では、立退きを免れた安田組マーケットであったが、1950 年代中盤以降の新
宿副都心計画と、それに伴う駅ビルの建設によって立退きを迫られることとなった。ここでは新宿副都心
計画を概観してから、安田組マーケットに関わる変化をみていきたい。
新宿副都心計画と新宿西口駅前広場
　1956 年 9月、戦前から要請されていた「淀橋浄水場の移転に関する請願」が都議会で採択され、新宿駅
西口は本格的に副都心へと胎動を始める★6-38。
　新宿副都心計画は 1956 年 4月に公布された首都圏整備法に基づき、1958 年 7月に首都圏整備委員会に
おいて、新宿・渋谷・池袋を副都心とし、整備する計画が策定された事に端を発している。1960 年 1月、
首都圏整備委員会は新宿副都心計画を決定し、同年 6月 15 日、東京都市計画新宿副都心計画が都市計画
決定される。この計画の対象区域は、新宿駅西口広場を要とする扇状の範囲で、北は青梅街道、南は甲州
街道、西は十二社通りに囲まれた範囲約 96万㎡であった。また、同年 6月 21 日には財団法人新宿副都心
建設公社が設立される。
　新宿駅西口広場の整備は新宿副都心計画においてまさに要の事業であったが、その周辺街区の土地は
1948 年 6 月 3日に事業決定された戦災復興土地区画整理でほとんど確定しており、広場の面積は限られ
ていた。また、淀橋浄水場跡地の事業地は西に行くほど土地が下がっており、これを処理する為に副都心
計画は二つの地盤面を重ねる計画となる。西口広場は、これら周辺の先行形態、及び今後の副都心計画に
即し、人と車の流れ、バス乗り場、各鉄道との接続、駐車場の問題、地下街などあらゆるものの流れと諸
問題とを一挙に解決しなければならないプロジェクトであった。
　図 3-6-12 は 1958 年の対象地区を示している。戦災復興土地区画整理事業が進行し、駅前広場の形状が
変わっていることがわかる。戦前に整備された駅前広場から面積が拡がり、広場西側のの街路が東西方向
に沿うように変更されている★6-39。
　この広場の設計は、1963 年に坂倉準三に依頼され、地上と地下の広場は新宿副都心建設公社、地下二階
の駐車場と、これに付帯する地下広場に面する店舗街は小田急電鉄の特許事業として建設されることとなっ
た★6-40。
　1966 年に新宿駅西口広場は完成し、これに先行して計画されていた地下鉄ビル、小田急新宿駅本屋ビル
も、それぞれ 1966 年、1967 年に竣工し、両ビルには小田急百貨店が入居する。こうして、完成した広場
及び周辺建物の多くに小田急が関与し、西口広場の現在の姿ができあがる（図 3-6-13・3-6-14）★6-41。
　この時期の新宿西口の開発においては、小田急電鉄の資本力が強く作用している。また、この開発の過
程こそ安田組のマーケットが整理されていく過程でもあった。
★ 6-38　新宿副都心建設公社『新宿副都心建設公社事業史』1968 年 , p.9。
★ 6-39　中島伸『戦災復興土地区画整理事業による街区設計と空間形成の実態に関する研究 −東京
都戦災復興土地区画整理事業地区を事例として−』東京大学学位論文 , 2013 年 , p.290。
★ 6-40　新宿副都心建設公社『新宿副都心建設公社事業史』1968 年。
★ 6-41　西口広場及び周辺における小田急に関する施設：東京建物新宿ビル（小田急ハルク）
1962 年竣工、地下鉄ビル（小田急百貨店新宿店本館北側部分）、新宿西口広場（地下街は小田急エー
ス）新宿駅西口本屋ビル（小田急百貨店新宿店本館南側部分）。
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安田組マーケット占有者へ営団の立退き要求
　1956 年 10 月、西口のマーケットのうち営団地下鉄の土地で営業する店舗約 170 軒に対して、立ち退き
を要請する書類が届く。営団が、地下鉄丸ノ内線の延伸（西銀座〜新宿間）に伴い、書面で土地の明渡し
を求めるとともに、建物占有者との直接交渉を開始したのである★6-42。不法占拠であったにもかかわらず、
マーケットを建設した安田組と営業者の間では建物の売買契約が行われ、更にその後には次々と転売が行
われているという状態にあった。
　立ち退き要請を受取ったマーケット営業者の中には諦めて移っていくものもいたが、多くの人は「この
店は安田から買った店」という意識が強く、営業者は団結して 1956 年 11 月に新宿西口協同組合を結成
し、営業既得権の保護を掲げ争うこととなった。当初の活動は営団との直接交渉で、集団で営団本社へ行き、
生活権・地上権の確保を訴えた。しかし、ほとんど門前払いで活動の成果は得られなかった。
　1957 年 2月、営団は東京地方裁判所に建物収去、土地明渡しの訴訟を起こし、法的措置に踏み切った。
その結果、建築主（安田組）に対しては営団勝訴の判決が早くに降りた。安田組はこれに控訴することな
く決着がつき、営団から立退き料を受け取り、この問題から手を引くこととなった★6-43。こうして建築主（安
田組）と地主の裁判は早期に決着する。
　一方で、不法占有者（営業者）に対する訴訟は、権利関係の複雑さから審理が進まなかった。この当時、
営団所有地に不法占拠していた店舗は「美登利会（表通り）36 店舗、仲通り 51 店舗、八部会（線路際）
22店舗の合計 109 店舗が営業して」★6-44 おり、占有者は 180 人ほどで権利関係は極めて複雑な状態にあっ
た。
　1958 年 3 月、営団は占有者 180 人との交渉が進まず、地下鉄荻窪線と新宿本駅施設の建設に支障が出
ると判断し、西口用地 995 坪のうち 241 坪の路線通過部分について早期決着を図るべく、東京地裁に「建
130
３．副都心へ　―新宿駅西口の変容―
　西口のマーケットは高度成長期、特に新宿副都心計画に伴って整理さ
れていく事となる。第１章で触れたように西口駅前広場とその周辺は、
戦前に区画整理が行われていた。そのため、西口における戦災復興土地
区画整理事業（第９−１地区）は、殆ど街区形状を変更する事なく進ん
でいき、安田組の建設したマーケットは区画整理による整理をうけるこ
となく、高度成長期まで存続する。
　本節では、高度成長期以降に変容する西口駅前の都市組織を把握し、
その実現過程で行われたマーケット整理のプロセスを追う。
新宿副都心計画と西口広場
　昭和 31 年（1956）9 月、戦前から計画されていた淀橋浄水場の移転
が都議会で採択され、新宿駅西口は副都心へと動き始める。★19
　新宿副都心計画は昭和 31 年（1956）4 月に公布された首都圏整備法
に基づき、昭和 33年（1958）7月に首都圏整備委員会において、新宿・
渋谷・池袋を副都心とし、整備する計画が策定された事に端を発している。
昭和 35年（1960）1月、首都圏整備委員会は新宿副都心計画を決定し、
同年 6月 15 日、東京都市計画新宿副都心計画が都市計画決定される。
この計画の対象区域は、新宿駅西口広場を要とする扇状の範囲で、北は
青梅街道、南は甲州街道、西は十二社通りに囲まれた範囲約96万㎡であっ
た。また、同年6月 21日には財団法人新宿副都心建設公社が設立される。
　新宿駅西口広場の整備は新宿副都心計画においてまさに要の事業で
あったが、その周辺街区の土地は昭和 23 年（1948）6 月 3 日に事業決
定された戦災復興土地区画整理でほとんど確定しており、広場の面積は
限られていた。また、淀橋浄水場跡地の事業地は西に行くほど土地が下
がっており、これを処理する為に副都心計画は二つの地盤面を重ねる計
画であった。西口広場は、これら周辺の先行形態、及び今後の計画に即し、
★ 19―新宿副都心計画と新宿西口広場
及びその周辺については、『財団法人　
新宿副都心建設公社事業史』（財団法人
新宿副都心建設公社、1968 年）、河村
茂 『新宿・街づくり物語―誕生から新都
心まで 300 年―』（勝田三良監修、鹿島
出版会、1999）、『建築』（1967 年 3 月
号／ 1968 年 3 月号）、『新建築』（1967
年 3 月号／ 1968 年 3 月号）、『国際建築』
（1965 年 12 月号）、『SD』（1968 年 8
月号）を参照。
新宿駅西口本屋ビル
（1967）
地下鉄ビル
（1966）
安田生命ビル
スバルビル
サッポロビル
小田急ハルク
新 宿 西 口 広 場・
地下駐車場
（1966）
図 3-49：新宿駅西口広場とその周辺ビル。新宿駅西口広場、新宿駅西口本屋ビル及び地下鉄ビルのファサードを坂倉準三が設計。
筆者作製。
図 3-6-13　新宿西口広場と周辺の建物
★ 6-42　新宿西口会館社史編纂委員会『新宿西口会館 設立 40 周年記念誌』（株式会社 西口会館、
2000 年）p.42。
★ 6-43　金子正巳『やきとり屋行進曲 西新宿物語』文園社 , 1983 年 , p.140。
★ 6-44　新宿西口会館社史編纂委員会『新宿西口会館 設立 40 周年記念誌』（株式会社 西口会館、
2000 年）p.44。
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第３章
　
闇市の整理
図 3-48：小田急新宿駅西口本屋ビル完成当時の新宿駅
周辺地下平面。出典＝『SD』1968年 8月号
小田急エース
小田急本屋ビル
地下鉄ビル 新宿西口会館
図 3-6-14　新宿の地下平面図
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物収去、土地明渡断行の仮処分命令」を申請する。東京地裁では 9ヶ月の審議の結果、営団の地下鉄建設
工事の緊急性と必要性を認め、1959 年 1月 16 日「建物所有者以外の債務者（組合員）は建物より退去して、
建物所有者は建物収去して、それぞれの債務者に対して建物敷地を明け渡すべし」★6-45 との判決がくださ
れた。営団の主張する地下鉄建設工事の公共の利益が私権に優先する者とした判決で、協同組合の敗訴が
決定した。
　こうした裁判の流れとは別に、1957 年夏頃から営団との裁判闘争の不利を悟った新宿西口事業協同組合
★6-46 の幹部は、政治的解決を模索し始め、賀屋興宣元大蔵大臣、林唯義衆議院議員、田中栄一衆議院議員、
安井謙参議院議員に協力を求めていた。1959 年 1月 14 日、先に述べた東京地裁の判決が下りる直前、賀
屋をはじめとする国会議員から組合側へ、この問題を解決するための仲介案が示される。その内容は、「①
組合側が不法占有している新宿西口周辺の営団所有地約 995 坪の土地から速やかに立ち去ること、②とく
に断行仮処分地域（丸ノ内線新宿駅建設工事地域）からは昭和 34年 4月 16 日までに土地建物を収去し立
ち去ること、③その他の部分については昭和 36 年 3月末日までに任意立退くことについて、裁判上の和
解を昭和 34年 4月 16 日までにすること、④前記した内容が履行したときには、占有者全員の出資により
設立した組織に対し西口用地の一部 250 坪を賃貸する。賃貸期間は 30 年間、賃料は土地の時価の基づく
相当額とする、⑤この内容の履行に当たり、賀屋興宣、田中栄一、林唯義、安井謙の各氏は責任を持って
協力すること」★6-47 などが、主な内容であった。これは 1959 年 4 月 15 日までに丸ノ内線の新宿駅まで
の開通を急ぐ営団と、裁判で敗訴が濃厚な組合を仲介する妥協案であった。
　この妥協案を記した「協議書」の内容は、1959 年 1月 13 日に賀屋興宣代議士と営団鈴木清秀総裁との
間で、16 日の裁判判決の勝敗に関わらず条件が成立するものとして、照認されていた。1月 26 日、新宿
西口事業協同組合の全体理事会はこの協議書の内容を受け入れることとし、翌 1月 27 日には営団総裁鈴
木清秀と営団所有地占有者全員（134 人）の代理人（賀屋以下４名の代議士）が、この協議書を交わした。
　こうして４人の政治家の仲介により営団と協同組合の間で和解が成立し、地下鉄工事への全面的協力、
営団が仮処分命令で申請した 241 坪 29 店舗の 1959 年 4月 16 日までの収去と立ち退き、それ以外の占有
者に対しては 1961 年 3月末日までに収去と立ち退きを行う事を条件に、営団は営団用地の北部 250 坪を
営業者全員の出資により設立する株式会社へ 30年間賃貸することが決定した。
★ 6-45　新宿西口会館社史編纂委員会『新宿西口会館 設立 40 周年記念誌』（株式会社 西口会館、
2000 年）p.46。
★ 6-46　1957 年 7 月、営業者は新宿西口協同組合を法人格を持った組織に再組織化し「新宿西口
事業協同組合」を設立している。
★ 6-47　新宿西口会館社史編纂委員会『新宿西口会館 設立 40 周年記念誌』（株式会社 西口会館、
2000 年）pp.60-61。
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小田急新宿駅本屋ビル建設の動き
　営団用地のマーケットの整理、丸ノ内線新宿駅の建設が進む一方で、営団所有地の南側では国鉄・小田急・
京王による駅舎建設の協議が進められていた。戦前から都内有数の盛り場として発展していた東口に対し
て、西口は戦前に駅前広場ができたものの発展が遅れていた。西口に接続する小田急・京王にとって、自
社の発展は西口の発展にかかっていた。
　1948 年 12 月、建設省告示第 261 号によって新宿駅西口駅舎建設予定地の建設ラインが決定され、国
鉄、小田急、京王の三社で駅舎建設に関して協議が進められた。新宿駅西口駅前は、都有地と国鉄、小田急、
京王所有の土地が入り組んでおり、駅ビルを建設するには、それらの土地の整理と都有地の払い下げを受
ける必要があった。1956 年 8月、国鉄、小田急、京王の三社は新宿駅西口本屋ビル建設に関する三者協定
を締結し、三者の連盟で都有地 412 坪の払い下げ及び、戦災復興土地区画整理用地 1440 坪の換地確定を
東京都知事に請願した。西口本屋ビル建設予定地はもともと、戦前の区画整理で西口駅舎用地として都が
確保した土地で国鉄に譲渡する予定であったが、戦後の国鉄は輸送力強化に追われ、新宿駅西口駅舎建設
には手が回らない状態であった。また、新宿駅東口では民衆駅の建設計画が進んでいた時期である。1955
年末に国鉄は、東京都に西口駅舎用地として都が所有している土地を、国鉄を除く私鉄二社に払い下げる
よう申し出た。これで事実上国鉄が西口本屋建設を断念した事となる。これを受け小田急、京王は共同駅
舎を計画するがまとまらず、小田急は単独で構想をまとめ、関係各方面と折衝を進めることとなった。そ
の結果、小田急の駅ビル内を国鉄をはじめ各交通機関の利用者を通す事を前提に、小田急が新宿駅西口本
屋ビルを建設する事となる★6-48。このように利用者を相互に通すということは、国鉄と私鉄の駅舎が連結
してターミナルを形成しているからである。当然、戦前の総合ターミナル駅の計画が影響しているが、私
鉄の駅が国鉄の駅から独立している関西とは異なり、東京のターミナル駅の特徴であるといえる。
思い出横丁の土地を営業者が取得
　以上のように、西口ではこの時期急激に再開発事業が開始されていた。しかし、そうした場所にあって、
思い出横丁は現在も再開発されることなく、戦後の闇市を起源とするマーケットの風景を残す。その背景
には、営業者が地主から土地を買い取っていたことがあるが、そうした営業者による土地買収が行われた
のもこの時期である。
　1953 年ごろ、土地［764-3］［765-1］をそれぞれの地主から密かに買い取ろうとする商人がいた。開発
が進みつつある西口の土地を買収し、再開発することを目論んでいたと考えられる。これを知った営業者
たちは、この商人に対抗し同地の買取りを進めることとなった★6-49。
　土地［764-3］で商売をする２０数軒の営業者は、土地を買収するために地主の三光土地（旧土地台帳で
は「三甲◯業株式会社」）に交渉を始める。その後、各店舗はそれぞれの店舗部分の土地を買い取り、それ
ぞれに所有することとなった。しかし、登記は三光土地（旧土地台帳では「三甲◯業株式会社」）のままと
したという★6-50。店舗の土地のみ、それぞれの店舗が買い取り、通路部分は三光土地（旧土地台帳では「三
★ 6-48　小田急エース総務委員会『小田急エース 25 年のあゆみ・別冊』小田急エース名店会 , 
1992 年 , pp.10-11。
★ 6-49　営業者が地主から土地を買い取っていく過程については、金子正巳『やきとり屋行進曲 
西新宿物語』文園社 , 1983 年 , pp.144-146。
★ 6-50　金子正巳『やきとり屋行進曲 西新宿物語』文園社 , 1983 年 , p.144。
166
第３章　新宿駅とその近傍の戦災復興過程
甲◯業株式会社」）の所有のままであったのであろう。現在は店舗ごとに分筆され、登記も個別に行われて
いる。
　土地［765-1］では、先の商人が地主から土地を買い取ろうとしているということを営業者がしったとき
には、既に地主の渡辺文雄は土地売買を決めていた。これに占有者である営業者は対抗して訴訟を起こし、
先の商人も「建物があって商売をやっている人には譲ると」★6-51 折れたという。その後、営業者たちは「新
宿繁栄協同組合」をつくり、組合名義で地主の渡辺文雄が重役を務める平和信用組合から金を借り、土地
を買い取った。1955 年 5月 31 日、土地は一括して「新宿繁栄協同組合」名義で登記されている★6-52。
　こうして土地［764-3］［765-1］は営業者が所有する土地となった。同地は何度も火災に見舞われているが、
店舗ごとに土地所有権が確保されていたために、（建築基準法違反であるとはいえ）再建することができ現
在の姿があるといえる。
★ 6-51　金子正巳『やきとり屋行進曲 西新宿物語』文園社 , 1983 年 , p.146。
★ 6-52　旧土地台帳より。 
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（５）1959 年−1960 年
　（図 3-6-15）は 1960 年時点の対象地区の土地境界を示している。1959 年 5 月 30 日に、土地［765-5］
から土地［765-6 〜 12］が分筆され、［765-5］［765-6］［765-9］［765-11］［765-12］が丸全青果有限会
社から売却されている。このうち［765-6］を買い取った「有限会社水仙屋」は 1958 年の火災保険特殊地
図、1960 年の新興市場伊地図から同地で営業していることが確認できる★6-53。このことから、この時期に
同地で営業していた店舗ごとに土地が分筆されて、売却されたと推察される。
　図 3-6-16 は 1960 年の対象地区を示している。図 3-6-15 の土地［765-5 〜 7］にビル（コンクリート造）
が建設されている。木造長屋形式のバラックとして誕生した安田組マーケット内に、本建築と見做せる建
物が建設されている。不法占有であったマーケットの土地の権利関係が整理され、占有者の所有になった
ことから、こうした建物更新が行われたと考えてよいだろう。仮建築から本建築への更新である。
　また、思い出横丁の西側の街区でも耐火建築が建設されていることがわかる。本建築の建設が進んでいる。
図 3-6-15　1960 年の地割 図 3-6-16　1960 年の建物
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765-6765-12
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65-7
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N
0 10 50m
71-1
71-6
土地境界線
同一所有者の土地どうしの境界線
新宿駅西口
小田急出札所
京王電車新宿駅
1960 年作成の「新興市場地図」に
建物の構造に関する情報が無い
：緑地帯
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N
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★ 6-53　旧土地台帳より。
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株式会社新宿西口会館の設立とマーケットの除去
　1959 年 1月、営団と新宿西口事業協同組合との間で協議書がかわされた。それいこう、協議書にそって、
まずは断行仮処分地域の建物撤去が急がれた。この地区の大方の店舗は早期に撤退したものの、商売が振
るわず経営が厳しい店舗はビルができるまでの空白期間を凌ぐのが切実な問題としてあり、マーケット内
の撤退も遅れていた。こうした店舗に対しては「ビル建設促進委員会」が組織され、説得と交渉にあたり、
多少の遅れがあったものの断行仮処分地域の撤退を完了した★6-54。図 3-6-16 からは丸ノ内線新宿駅の出入
り口をつくるため、断行仮処分地域に指定されていた場所のマーケットが除去されていることがわかる。
　1959 年 4月 14 日に営団用地の営業者全員が出資する株式会社新宿西口会館（資本金 5,000 万円）が設
立され、新宿西口会館ビル建設へと歩みはじめ、これ以降、資金調達、株主のフロアー割当にあたること
となった。
　断行仮処分地域以外も「ビル建設促進委員会」がリードして、建物の撤去が進められたが、例外的に撤
去が難航した店舗があった。それは、尾津組によって買収された一店舗と、安田朝信に賃貸された数店舗
であった★6-55。彼らは立退きに全く応じなかったために、最終的には立ち退き料を支払うことで交渉をす
すめ、撤去を完了した。
★ 6-54　新宿西口会館社史編纂委員会『新宿西口会館 設立 40 周年記念誌』（株式会社 西口会館、
2000 年）pp.104-105。
★ 6-55　新宿西口会館社史編纂委員会『新宿西口会館 設立 40 周年記念誌』（株式会社 西口会館、
2000 年）pp.105-106。
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（６）1961 年−1962 年
　図 3-6-17 は 1962 年の対象地区を示している。新宿西口会館は建設途中であるが図のとおり、営団所有
地［71-5］の北端に位置している。また、営団所有地に立っていたマーケットが全て撤去され、丸ノ内線
の出入り口が完成している。新宿西口会館の西側の街区では、東京建物所有地に東京建物新宿ビルが建設
中である。
マーケットからビルへ　新宿西口会館のフロアー割当
　1962 年 3月ビル建設に着工、1963 年 9月 20 日地上八階地下二階の新宿西口会館が竣工する（図 3-6-
18）。五階から八階にはテナントを入れ、その保証金と敷金を建設費の一部にあて、110 名以上の株主は地
下二階から地上四階までのフロアに入る事になった。こうして、マーケットはビルへと置き換わっていっ
たが、その過程で物理的な条件がどのように変換されたのか。
　株式会社新宿西口会館では割当委員会を設置し、以下の原則に従ってフロアの配分案を作製した。まず
基本的には、美登利会（表通り）は一階及び二階、仲通振興会（仲通り）は地下一階、地下二階及び四階、
八部会（線路際）は三階と整理前の商店会別にフロアを割り振った。割当坪数はマーケット一コマ（原則
として4.5坪）に対して通路部分を除く5坪を割り当てる（ただし四階は二割増）。さらにこれを点数制によっ
図 3-6-17　1962 年の建物 図 3-6-18　新宿西口会館
新宿駅西口
小田急出札所
地下鉄出入口
地下鉄出入口
新宿西口会館
：緑地帯
：建物
N
0 10 50m
京王電車新宿駅
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第３章
　
闇市の整理
ついて早期決着を図るべく東京地裁に「建物収去、土地明渡断行の仮処
分命令」を申請する。昭和 34年（1959）1月 16 日、東京地裁はこの営
団からの「建物収去、土地明渡断行の仮処分命令」申請を認める判決を
出す。しかし、この直前４人の政治家の仲介により営団と組合の間で和
解が成立し、地下鉄工事への全面的協力、営団が仮処分命令で申請した
241 坪 29 店舗の昭和 34 年（1959）4 月 16 日までの除去と立ち退き、
それ以外の占有者に対しては昭和 36 年 3 月末日までに除去と立ち退き
を行う事を条件に、営団は営団用地の北部 250 坪を営業者全員の出資に
より設立する組織に 30 年間賃貸することとなった【図 3-52】。その後、
昭和 34年（1959）4月 14 日に営業者全員が出資する株式会社新宿西口
会館（資本金 5,000 万円）が設立され、昭和 37年 3月ビル建設に着工、
翌38年（1963）9月20日地上八階地下二階の新宿西口会館が竣工する【図
3-53】。五階から八階にはテナントを入れ、その保証金と敷金を建設費の
一部にあて、110 名以上の株主は地下二階から地上４階までのフロアに
入る事となった。
　こうして、マーケットはビルへと置き換わっていったが、その過程で
どのように物理的な条件が変換されたのか。株式会社新宿西口会館では
割当委員会を設置し、以下の原則に従ってフロアの配分案を作製した。
まず基本的には、美登利会（表通り）は一階及び二階、仲通振興会（仲
通り）は地下一階、地下二階及び四階、八部会（線路際）は三階と整理
前の商店会別にフロアを割り振った。割当坪数はマーケット一コマ（原
則として 4.5 坪）に対して通路部分を除く 5坪を割り当てる（ただし四
階は二割増）。さらにこれを点数制によって調整を行う。つまり、保証金
の払込状況、除去期限が早い地域の優位、撤去状況、組合義務の遂行状
況、地域差、役員得点の事項において、株主を採点し、合計点の高い者
から 5坪のベースを基本とした希望スペースを配分していったのだ。ま
た、この際除去期限が早い地域から率先して建物を撤去した場合、比較
的に高得点となるように設定し、立ち退きを促進した。
　この割当方式は、ある程度平等な配分を行えたものの、マーケットを
積み上げ、素直にビルのフロアへと変換する方法であった為、株主には
割り当てられたスペースに対する強固な権利意識が生まれた。、これが雑
居ビルというビルディングタイプの特性である、フロアのフレキシビリ
ティを完全に奪う事となり、店舗相互の入れ替えなどは事実上不可能と
なる。
　昭和 55 年（1980）まで来客数は更新され続け、人気を集めた。昭和
50年代後半になると、株主の多くは自身での営業は行わず区画を賃貸す
る不動産業へと業務転換をしていき、平成 12 年（2000）に建て替えが
行われた。現在はユニクロがテナントとして入るビルとなっている。
小田急新宿駅西口本屋ビルと西口広場
　戦前から都内有数の盛り場として発展していた東口に対して、西口は
戦前に駅前広場ができたものの発展が遅れていた。西口に接続する小田
急にとって、自社の発展は西口の発展にかかっていた。★22
　昭和 23 年 12 月、建設省告示第 261 号によって新宿駅西口駅舎建設
予定地の建設ラインが決定され、国鉄、小田急、京王の三社で駅舎建設
図 3-53：新宿西口会館。出典＝新宿西
口会館社史編纂委員会『新宿西口会館 
設立 40 周年記念誌』株式会社 西口会館、
2000 年
★ 22―西口の駅ビルを中心とした開発
に関しては、小田急電鉄株式会社社史編
集事務局『小田急五十年史』（小田急電
鉄株式会社、1980 年）、小田急エース
総務委員会『小田急エース 25 年のあゆ
み』（小田急エース名店会、1992 年）、
小田急エース総務委員会『小田急エース
25 年のあゆみ・別冊』（小田急エース名
店会、1992 年）、初田香成『戦後日本
における都市再開発の形成と展開に関す
る史的研究』（2008 年度東京大学学位
論文）を参照。
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て調整を行う。つまり、保証金の払込状況、除去期限が早い地域の優位、撤去状況、組合義務の遂行状況、
地域差、役員得点の事項において、株主を採点し、合計点の高い者から 5坪のベースを基本とした希望スペー
スを配分していったのだ。また、この際除去期限が早い地域から率先して建物を撤去した場合、比較的に
高得点となるように設定し、立ち退きを促進した★6-56。
　この割当方式は、ある程度平等な配分を行えたものの、マーケットを積み上げ、ビルのフロアへと変換
する方法であった為、株主には割り当てられたスペースに対する強固な権利意識が生まれた。必然的にビ
ル全体よりは、各々の割当があるフロアの利権が優先されるようになった。これが時代に沿って変化し対
応すべき、ビル経営の障害となっていく。ビル全体で空間改変を行うべき場合でも、身動きが取れなくなっ
てしまった。
　新宿西口会館は 1980 年まで来客数は更新され続け、人気を集めた。1980 年代前半になると、株主の多
くは自身での営業は行わず区画を賃貸する不動産業へと業務転換をしていき、2000 年に建て替えが行われ
た。現在はユニクロがテナントとして入るパレットビルとなっている。
四者協定締結と都有地の小田急への払下げ
　1961 年 6 月 8日、小田急電鉄が新宿駅西口本屋ビル建設に関して、国鉄、交通営団、京王帝都電鉄と
の間で四者協定を締結した。四者協定の内容は、①新宿駅西口に散在する各社の用地を整理すること、②
各社の駅施設の内容を大筋で取り決め、各社相互の連絡方法を決めたこと、③東西口の駅前広場やお互い
の駅の床面が水平になるよう図面で示したこと、④さらに旅客が小田急の駅舎を通り抜けられることを条
件とした国鉄については、詳細な条項を取り決めたものであった。
　四者協定が締結された直後の 6月 27 日、小田急は東京都知事に宛てて正式に都有地 412 坪の払い下げ
を申請し、これに続いて 7月 3日、事業認可申請を行った。駅ビル建設の為とはいえ、都有地を民間企業
に払い下げることになるため、都の管財部は慎重に検討を進め、西口駅前の不法占有者の立ち退きを小田
急が処理することを条件に払い下げを決定した。1962年 1月 31日、小田急は約10億円で払い下げを受け、
所有権移転の登記を完了している★6-57。
　このように新宿西口で小田急が都有地の払下げを受け、大規模な駅ビル開発を行うことができた背景に
は、小田急電鉄初代社長安藤楢六の政治力があったという指摘がある★6-58。1940 年代、安藤楢六は小田
原急行鉄道の取締役であった五島慶太の元で働いており、渋谷での大東急の開発を間近でみていた。戦後、
大東急解体には大東急の副社長として尽力し、小田急電鉄初代社長となってからは、その知見を小田急電
鉄の駅本屋建設、小田急百貨店の設立に注ぎ、小田急グループの発展に尽力した。こうした安藤楢六の政
治力が、国鉄や東京都を説得し、新宿西口開発の仕事を小田急に引き寄せたのではないか★6-59。
　この当時小田急が払い下げを受けた元都有地には 37軒の占有者が営業しており、国鉄の所有地なども含
★ 6-56　新宿西口会館社史編纂委員会『新宿西口会館 設立 40 周年記念誌』（株式会社 西口会館、
2000 年）pp.110-112。
★ 6-57　『読売新聞』1964 年 7 月 16 日夕刊。
★ 6-58　小田急エース総務委員会『小田急エース 25 年のあゆみ・別冊』小田急エース名店会 , 
1992 年 , p.13。
★ 6-59　安藤楢六の人脈については更なる精査が必要と思われる。本論文では扱えていない。
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めると駅ビル建設予定地全体には 58軒の店舗が不法占拠していた（図：1962B）。小田急は①１坪あたり
80万円の立ち退き協力金を出す事、②副都心建設公社の建設する駅前広場地下店舗（地下名店街・後の小
田急エース）を優先して貸し付ける、という二つの条件を提示し、1962 年 3月に立ち退き勧告を発し交渉
を進めた。しかし、交渉は 1962 年末までに成立したのはわずか二軒、翌年秋までにさらに二軒というペー
スで、1964 年年 7月の時点で依然として 32軒が建設予定地で営業を続けていた。当時、不法占拠してい
た 32軒のうち 19軒が加入する新宿都西協同組合の古屋柴郎理事長は「西口の整備は、副都心としてもぜ
ひ必要なので、立ちのくことはやぶさかでない。たしかに住みついたいきさつから見ると不法占拠だが、
われわれも小田急と同時に都に土地払い下げの申請をした。ところが、小田急側がめんどうを見るからゆ
ずってくれとたのんできたので申請は取り下げたのだ。だから現在では不法占拠ではないと思っている金
を要求しているのではない。商売する場所が欲しいのだ」★6-60 と主張している。
★ 6-60　『読売新聞』1964 年 7 月 16 日夕刊。
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（７）1963 年−1968 年
マーケットの立退き
　1964 年のオリンピックを背景として東京の都市整備が行われ、新宿西口整備もこれらと歩調を合わせる
必要に迫られる。新宿副都心建設公社、国鉄、東京商工会議所新宿支所から小田急新宿西口駅本屋の早期
着工の要望書が提出されるなど、整備が急がれた。1963 年 12 月 18 日付けで新宿駅西口本屋ビルの建築
確認が東京都からおりた。そして、1964 年 10 月 13 日に東京地裁から立ち退き断行の仮処分申請がおり
たことを契機とし、小田急は占有者に対し強制執行のの処置をとる事を通知する。その結果、同年 11月 3
日までに 14 軒が立ち退いたが、四業者五軒が最後まで立ち退かなかったため、11月 4日、小田急は仮処
分断行で一軒を収去し、残る店舗も同月7日までに強制執行で撤去した。こうして、新宿西口駅前のマーケッ
トは全て整理される事となる★ 6-61。
戦災復興土地区画整理事業による対象地区の換地
　図 3-6-19 は対象地区の換地処分時点での換地を示している。対象地区を含む東京都市計画第９−１地区
復興土地区画整理事業は 1969 年 1月 25 日に換地処分された、29.13ha の地区である。この換地処分まで
に、思い出横丁の北側の土地が店舗ごとに細分化し、それぞれの店舗に売却されていることがわかる。
　換地時の減歩に目を向けると、第９−１地区全体の減歩率は 26.1％であるにもかかわらず、思い出横丁
の街区では換地に際して減歩がなく、それ以外の土地は平均 27%地積が増えている。
　先述した通り思い出横丁の街区の換地に減歩がないのには、戦前に基盤整備が済んでおり、戦災復興土
地区画整理事業で街区形状に変更がなかったこと、あるいは土地区画整理委員会の委員に安田朝信が入っ
ており、その力が働いたという可能性を指摘した。一方で、他の戦災復興土地区画整理事業の地区でも同
様であるが、戦後には旅客を処理するために駅舎面積が拡大し、駅ビル建設も想定されたため、駅舎建設
予定地の土地が広くなるように換地されている。本節の対象地区も、営団用地の途中から南側が西側へ広
がるように換地が取られている。特に小田急所有地の換地による地積の増加は顕著で、土地［前：71-2 ＋
71-3 ／後：1-3］は 191.7%へ、土地［前：71-4 ／後：1-4］は 169.2%へ拡大している。この辺りにも小
田急が新宿西口の開発を主導した結果が現れている。
地下鉄ビル・西口広場・新宿駅西口本屋ビルの竣工
　マーケットの整理に先立って、1963 年 6月には小田急の地上三線、地下二線の立体ホームが完成してい
る。また、小田急新宿駅西口本屋ビルに隣接する土地では交通営団が地下鉄ビルの建設を計画し、完成後
には大丸百貨店が借り受けデパートを営業することとなっていた。これに対して安藤楢六社長は、旧知の
仲である大丸会長の北沢敬次郎に面会し、大丸百貨店の新宿進出中止を懇願し、北沢氏がこれを承諾した。
あわせて、小田急は交通営団と交渉し、地下鉄ビルを大丸百貨店に代わって小田急百貨店が借り受けるよ
う契約をまとめた。この結果、新宿駅西口本屋ビルと一体で小田急が建設する事となり、二つのビルは坂
倉準三の統一されたファサードデザインで繋がれる事となった。さらに、小田急は新宿副都公社から委託
を受けた、西口広場の建設工事も併行して行っていた。西口広場は地上にバスターミナル、地下一階に公
共広場と店舗街、地下二階に駐車場を設ける三層構造の立体広場であった。
　24,000㎡の西口広場を掘削し、地下二層の空間を構築し、さらにこれに隣接し地上 12階（一部 14階）、
地下 2階、地下鉄ビルと小田急新宿西口本屋ビルを合わせて延べ 14 万㎡にも及ぶビルを同時に建設する
工事であった。
　まず、1966 年 9月、地下鉄ビルが竣工して小田急百貨店の新館として開店した。続いて同年 11月に西
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図 3-6-19　換地確定図
口広場が完成し、同時に地下街名店街も開店を迎える。ここに新宿西口駅前を占拠していたマーケット営
業者の一部が入居した。翌 1967 年 11 月小田急新宿駅西口本屋ビルが竣工、同月地下鉄ビルと合わせて新
たに小田急百貨店の本館とし、新宿店全館営業開始した（図 3-6-20）。
　以上が西口におけるマーケット整理と再開発の軌跡である。
★ 6-61　小田急エース総務委員会『小田急エース 25 年のあゆみ』（小田急エース名店会、1992 年）、
小田急エース総務委員会『小田急エース 25 年のあゆみ・別冊』（小田急エース名店会、1992 年）。
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図 3-6-20　1968 年の建物
地下鉄ビル
小田急新宿駅
本屋ビル
京王新宿駅
京王百貨店
：緑地帯
：建物
N
0 10 50m
新宿西口会館
小田急百貨店
３−６−３　本節のまとめ
　新宿西口を対象に戦前の都市計画と土地所有構造を踏まえ、戦後の安田組マーケットの発生と整理の過
程をみてきた。
　端的にその過程は、土地所有構造の差からマーケットの持続に差があらわれた。民有地に位置したマー
ケットは営業者が個別に土地を取得することができ、現在でもその姿が維持されている（思い出横丁）。一
方で、営団用地と都有地に位置したマーケットは整理されていった。
　また、この整理の過程では、東口のマーケット整理との対比が明確に出た。それは区画整理を進める都
の建設局によって整理が進められた東口に対して、西口ではマーケットを整理する主体が企業であったこ
とである。それ故に、企業が開発する地下商店街へ優先的に移転することや（西口広場地下街）、企業の所
有地の一部を賃貸することを条件に（新宿西口会館）、姿を変えながらも同地に存続することができた。こ
れは同地に存続することができなかった東口の事例とは大きく異なる。
175
第３章　新宿駅とその近傍の戦災復興過程
３−７　新宿の露店と露店整理事業
　これまで新宿駅近傍の戦災復興過程を、戦前の都市組織の状況をおさえつつ、特にマーケットに注目し
ながら明らかにしてきた。しかし、戦後復興期に闇市の空間となったのはマーケットだけではない。公道
上に並んだ露店も大きな役割を果たしていた。戦前から、新宿通りに露店が並んでおり、戦後も新宿通り
と西口の安田組マーケット周辺に並んでいた。ここでは、戦前から露店整理事業に至るまでを対象に、新
宿の露店の出店場所とその社会に迫っていきたい。
３−７−１　新宿の露店　―戦前―
　　戦前の新宿の露店を今和次郎が以下のように観察している。
　「露店は、浅草には及ばないが、銀座には負けないほどに並ぶ。しかも午後から夜
更けまで並んでゐる。道路は狭く、それへ露店が並ぶので、人道はまるで路次（ママ）
の如く狭い。そこを新宿駅から吐き出す十八万余の人波と、市電や徒歩で集つて来た
数万の群衆とがごつちやになつて往来するのだから、字義通り押すな押すなの騒ぎ、
この雑沓も正に日本一であらう。」★7-1
　戦前、新宿通りに並んだのは進商会、有信会、商道会の三つの組合によって運営さ
れた平日露店であった。1930 年の『大新宿』9月号の「新ブラ夜店」という記事に新
宿の露店（夜店）が詳しく説明されている。
　「夜店は昔は矢つ張りテキ屋の支配を受けたもので、関東で一番古いと言われる飯
嶋（ママ）一家などの息もかゝつてゐたし、又、小倉平三郎君（ママ。正しくは「米
三郎」）などは、つい最近まで、こゝを縄張りとしてゐたものであつたが、大正十年頃、
警察の方針で、斯うした制度を断然改めて、今のやうな組織にしたもので、始め振商
会（進商会）が出来、それから分れて商道会が出来、更に優新会（有信会）が出来て
来た。三つとも土地の有志が会長だの理事だのになつて、萬事を執行してゐる。」★7-2
　というように、当初はテキヤの庭場であったが、1912 年頃には警察によってテキヤが排除され、平日商
人による常設露店となっている。平日商人には振商会（進商会）、商道会、優新会（有信会）といった３つ
の組合があったが、こうした組合を束ねていたのは比留間重雄という平日商人であった★7-3。
　出店場所については初田亨と石原二郎が『露店に関する調査』と「新ブラ夜店」、「新宿夜店一覧表」★7-4
をもとに分析しており、それぞれの組合は（図 3-7-1）のように分布していた。また、新宿通りの露店は通
りの「左側右側と場所の変化があるが、それは、十日目毎に変わるのだ」★7-5 という記述からうかがえる
★ 7-1　今和次郎 編纂『新版大東京案内　上』筑摩書房、2001 年、p.226。底本となった『新版
大東京案内』は 1929 年、中央公論社刊。
★ 7-2　「新ブラ夜店」『大新宿』大新宿社、1930 年 9 月号、p.16。
★ 7-3　「民自内部で利権争い 暴力の街 ” 新宿 ”」『新宿民報』第 20 号 , 1949 年 8 月 1 日 , p.1 より。
比留間重雄は東京都市計画第９地区復興土地区画整理事業の土地区画整理事業委員に土地所有とし
て名を連ねており、地元の有力者であったと推察される（建設省『戦災復興誌 第拾巻』都市計画協会 , 
p.83 より）。
★ 7-4　岩田義之「新宿夜店一覧表」『考現學採集 : モデルノロヂオ』学陽書房、復刻版、1986 年。
★ 7-5　横井弘三『露店研究』出版タイムス社、1931 年、p.139。
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ように、通りの北側と南側を 10日毎に移って片側をあけていた。とはいえ、駅前から四谷にかけて北側あ
るいは南側だけに並んでいたわけではなく、南北交互に並んでいた（図 3-7-2）。通りに並ぶ露店の数は日
ごとに誤差があるであろうが、新宿駅前から太宗寺にかけて「新ブラ夜店」（1930 年）では 260 軒余、『露
店研究』（1931 年）では 258 軒と報告しており、「新宿夜店一覧表」（1931 年）では新宿駅前から新宿二
丁目停留所までで 298 軒並んでいた報告していることから、1930 〜 31 年頃、新宿駅前から太宗寺付近に
かけておおよそ 260 軒の露店が並んでいたと言えよう。
　それぞれの露店の大きさは間口が一間半（九尺）で奥行きが浅い。午後六時半から午後十一時のあいだ
に営業していたが、主に客の出るのは午後九時から午後十時であったという★7-6。組合費は組合によって異
なり、商道会は正会費毎月 70 銭、臨時出店者は会費 1日 5銭、進商会は掃除水費として一ヶ月 1円、臨
時出店者は 1日 10 銭、有信会は会費 70 銭、臨時出店者は毎夜 4銭を微収していた★7-7。また、組合費と
は別に電灯代は百燭光につき一晩 15銭を個人で電灯会社に納めていた★7-8。新宿は市内の露店慣行地の中
でも特に人出が多く、組合員ではないが臨時で出店したいという露店商が日に数十人ほど訪れ★7-9、その内
何人かが、休んだ店の代わりに出店していた。そのため組合としては臨時出店者のための組合費も定めて
いた。
　このように新宿通りの露店は表向きはテキヤの支配を完全に排除した、平日商人による運営であったが、
露店にはテキヤがモグリで出店することもあり、実際には「30銭貸せ、50銭出してくれ」というような、
いわゆるタカリがなかなか後を絶たなかったという★7-10。しかし、テキヤは表立って新宿通りの露店に関
わることはできず、このころは各所の縁日で商売を行っていた★7-11。		
★ 7-6　「新ブラ夜店」『大新宿』大新宿社、1930 年 9 月号、p.19。
★ 7-7　東京市役所『露店に関する調査』東京市役所、1932 年。
★ 7-8　「新ブラ夜店」『大新宿』大新宿社、1930 年 9 月号、p.17。
★ 7-9　横井弘三『露店研究』出版タイムス社、1931 年。
★ 7-10　野村敏雄『新宿裏町三代記』青蛙房、1982 年、p.266
★ 7-11　市内、近郊の毎月 1 日、２日の縁日だけを見ても、それぞれ 25 カ所、23 カ所存在した。
今和次郎 編纂『新版大東京案内　上』筑摩書房、2001 年、pp.333-334 より。
34
　出店場所については初田亨と石原二郎が『露店に関する調査』と「新
ブラ夜店」、「新宿夜店一覧表」【図 1-45】★ 29 をもとに分析しており、そ
れぞれの組合は【図 1-46】のように分布していた。また、新宿通りの露
店は通りの「左側右側と場所の変化があるが、それは、十日目毎に変わ
るのだ」★ 30 という記述からうかがえるように、通りの北側と南側を 10
日毎に移って片側をあけていた。とはいえ、駅前から四谷にかけて北側
図 1-46：新宿通りにおける露店組合の分布。初田亨、石原二郎「昭和戦前期の新宿通りと銀座通りの露店について」の図を見やす
く編集。初田亨と石原二郎は商道会の西部と有信会の出店場所が重なる部分は、商道会が有信会に変わって出店していたと考察さ
れている。
図 1-45：「新宿夜店一覧表」。出典＝岩田義之「新宿夜店一覧表」『考現學採集 : モデルノロヂオ』学陽書房、復刻版、1986 年
新宿駅
三越
伊勢丹
進商会
有信会
商道会
商道会
太宗寺
遊郭
★ 29―岩田義之「新宿夜店一覧表」『考
現學採集 : モデルノロヂオ』学陽書房、
復刻版、1986 年
★ 30―横井弘三『露店研究』出版タ
イムス社、1931 年、P139
図 3-7-1　新宿駅から四谷にかけての露店組織
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図 3-7-2　露店の出店場所
35
第１章
　
戦前の新宿駅とその近傍
あるいは南側だけに並んでいたわけではなく、南北交互に並んでいた【図
1-47】。通りに並ぶ露店の数は日ごとに誤差があるであろうが、新宿駅前
から太宗寺にかけて「新ブラ夜店」（1930 年）では 260 軒余、『露店研
究』（1931 年）では 258 軒と報告しており、「新宿夜店一覧表」（1931 年）
では新宿駅前から新宿二丁目停留所までで 298 軒並んでいた報告してい
ることから、1930 ～ 31 年頃、新宿駅前から太宗寺付近にかけておおよ
そ 260 軒の露店が並んでいたと言えよう。
　それぞれの露店の大きさは間口が一間半（九尺）で奥行きが浅い。午
後六時半から午後十一時のあいだに営業していたが、主に客の出るのは
午後九時から午後十時であったという。★31組合費は組合によって異なり、
商道会は正会費毎月 70 銭、臨時出店者は会費 1日 5銭、進商会は掃除
水費として一ヶ月 1円、臨時出店者は 1日 10 銭、有信会は会費 70 銭、
臨時出店者は毎夜 4銭を微収していた。★ 32 また、組合費とは別に電灯代
は百燭光につき一晩 15 銭を個人で電灯会社に納めていた。★ 33 新宿は市
内の露店慣行地の中でも特に人出が多く、組合員ではないが臨時で出店
したいという露店商が日に数十人ほど訪れ、★ 34 その内何人かが、休んだ
店の代わりに出店していた。そのため組合としては臨時出店者のための
組合費も定めていた。
　このように新宿通りの露店は表向きはテキヤの支配を完全に排除した、
平日商人による運営であったが、露店にはテキヤがモグリで出店するこ
ともあり、実際には「30 銭貸せ、50 銭出してくれ」というような、い
わゆるタカリがなかなか後を絶たなかったという。★ 35 しかし、テキヤは
表立って新宿通りの露店に関わることはできず、このころは各所の縁日
で商売を行っていた。★ 36
戦前・戦中の尾津喜之助と新宿のテキヤ
　戦後、新宿に闇市の空間をつくりだしたのは尾津喜之助、安田朝信、
和田薫、野原松次郎を中心とし、それぞれの苗字を組織名とした尾津組、
★ 31―前掲書「新ブラ夜店」『大新宿』
P19
★ 32―前掲書『露店に関する調査』
★ 33―前掲書「新ブラ夜店」『大新宿』
P17
★ 34―横井前掲書
★ 35―野村敏雄『新宿裏町三代記』
青蛙房、1982年、P266
★ 36―市内、近郊の毎月 1日、２日
の縁日だけを見ても、それぞれ 25カ所、
23 カ所存在した。今前掲書 P333-334
より。
図 1-47：「新宿夜店一覧表」と『露店研究』の記述より作製。露店は、十日ごとに新
宿通りの北側と東側を移って出店していた。（赤色の場所と黄色の場所を十日毎に移っ
ていた）
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３−７−２　新宿の露店　—戦後—
　図 3-7-3 は 1949 年の新宿を描いた火災保険特殊地図である。戦後の新宿の露店は、東口では新宿駅前
から新宿通りに沿って、西口では安田組マーケットに沿って並んでいた。
　戦前の新宿通りの露店は常設露店で平日商人の比留間重雄によって仕切られていたが、戦後になるとテ
キヤの尾津喜之助の勢力がのび、二つの勢力が縄張り争いを続けていた★7-12。比留間重雄は戦後に常設露
店の代表者として、東京露店商同業組合の理事を勤めており、尾津喜之助はその東京露店商同業組合の理
事長であり淀橋支部長であった★7-13。こうした状況が、尾津喜之助の逮捕（1947 年 6月 27 日）と、比留
間重雄の老齢による衰えによって変化する。浅草を庭場とする眞木康年配下の一派と、新宿二丁目遊郭周
辺の常設露店の親分丸山茂らが、ここに食い込んできた★7-14。丸山茂は先の東京露店商同業組合で四谷支
部長を勤めている★7-15。
　一方で西口の露店は出店場所はわかるものの、その露店を誰が仕切っていたのかはわからない。ただ、
西口をショバとしていたのは安田組と野原組（戦後の一時期）であるから、このいずれかの組が差配して
いた露店とみてよいだろう。1949 年当時、新宿駅近傍から新宿通りの路上には約 700 店の露店が並んで
いたという★7-16。
★ 7-12　「民自内部で利権争い 暴力の街 ” 新宿 ”」『新宿民報』第 20 号 , 1949 年 8 月 1 日 , p.1。
★ 7-13　初田香成「東京の戦後復興とヤミ市」（橋本健二・初田香成編『盛り場はヤミ市から生まれた』
青弓社 , 2013 年）pp.32-34。
★ 7-14　「民自内部で利権争い 暴力の街 ” 新宿 ”」『新宿民報』第 20 号 , 1949 年 8 月 1 日 , p.1。
★ 7-15　初田香成「東京の戦後復興とヤミ市」（橋本健二・初田香成編『盛り場はヤミ市から生まれた』
青弓社 , 2013 年）pp.32-34。
★ 7-16　北鬼助・眞継不二夫「露店商デパート」（『中央公論』第 68 年第 2 号）p.152。
図 3-7-3　新宿駅近傍のマーケットと露店
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図 3-7-4　新宿サービスセンター
３−７−３　新宿の露店整理事業　—新宿サービスセンターの建設と衰退—
　1949 年夏、東京都内の公道上の露店が全て整理されることとなった。いわゆる露店整理事業である★
7-17。
　新宿の露店整理は新宿通りに並んでいた露店と西口の安田組のマーケット周辺に並んでいた露店を対象
に行われ、400 名（うち飲食業者は 57名）が一つの組合にまとまり、当時「露店商デパート」ともよばれ
た新宿サービスセンターを建設することとなる。整理が始まった当時、新宿の路上に出店していた露店は
約 700 軒で、その半数以上が「新宿商業協同組合」を結成し、残りは転廃業した。6,700 万円の露店整理
事業での融資★7-18 と自己資金 2,000 万円をもとに、伊勢丹西の都有地である交通局車庫跡地の一部、靖国
通りに面した 747.97 坪の払い下げを受け、建設費 6,729 万円で鉄筋コンクリート造、地上三階、地下一階、
延べ床面積 1,139 坪の新宿サービスセンターを建設する★7-19。敷地は南北で八尺（約 2,424mm）の高低
差があり、建物に北から入ると一階、南から入ると二階という構成で、昭和 26年 8月に着工し、同年 12
月初旬竣工、同月 12 日に開店した（図 3-7-4）。こうして、新宿の露店整理は 1951 年 11 月 30 日に完了
する。店内は、地下が食料品、一階が諸雑貨、二階が繊維品、三階が古物とアメリカ中古品と特売所、屋
上は北側は子供遊園地、南側はストリップ劇場のフランス座に月極 8万円で小屋を貸し出していた。経営
は完全に百貨店形式★7-20 で、個人経営の店は一店舗もない。全ての商品を共同仕入れ、共同販売し、組合
員全員が理事長以下五部、三課に所属した経営者兼従業員（事務と販売）であった。昼夜デパートとうたっ
て、朝 10から夜 9時までの営業し、従業員は二部制勤務であった。
　しばらくは売上げが好調で、経営も安定していたが、他のデパートとの特売合戦で深刻な打撃を受け
1954 年 5月に株式会社に切り替えたものの赤字がかさみ、1955 年 8月に京都の丸物百貨店に買収される
こととなる。しかし、丸物も 1965 年 11 月 30 日に閉店、店舗は伊勢丹に買収され 1967 年に伊勢丹の新
館としてオープンする。新宿サービスセンターが建っていた場所は、現在伊勢丹新宿店メンズ館になって
いる。
★ 7-17　新宿の露店整理事業に関しては、北鬼助・眞継不二夫「露店商デパート」『中央公論』（1953
年 2 月）、東京都商工指導所・税務経営指導協会『露店問題に関する資料』（1952 年 4 月）、東京都
臨時露店対策部『露店』（1952 年 3 月）東京都露店対策部「露店整理対策の概要」『新都市』（6 巻
4 号、1952 年 4 月、20-24 頁）、芳賀善次郎『新宿の今昔』（紀伊国屋書店、1970 年）を参照した。
★ 7-18　当初 6,700 万円だった融資決定金額は、2,700 万円の追加が決定する。このうち、昭和
26 年（1951）12 月 31 日までに 5,996 万 3 千円が貸し出されている。
★ 7-19　施工は地元の野村工事。昭和 24 年と昭和 33 年の火災保険地図で、新宿駅東口駅前の高
野の裏に野村工事の事務所がある事が確認できる。
★ 7-20　新宿商業協同組合の総務部長小林重郎が、戦前、日本橋の横山町（問屋街）で百貨店相手
に洋反物の問屋をやっており、松坂屋に知己がいた影響で、運営方法を松坂屋に倣ったという（北
鬼助・眞継不二夫「露店商デパート」『中央公論』1953 年 2 月、P152）。
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図 3-5：『読売新聞』1951 年 12 月 11
日に掲載された新宿サービスセンターの
広告
図 3-2：伊勢丹に隣接した都電車庫跡。出典＝金子皓彦、青山卓『花園神社　
三百五十年誌』上下巻、宗教法人花園神社、1998年
図 3-3：新宿サービスセンター。出典＝東京都臨時露店対策部『露店』1952年 3月
図 3-4：新宿サービスセンター。出典＝東京都臨時露店対策部『露店』1952年 3月
図 3-6：屋上のフランス座。出典＝眞継
不二夫・北鬼助「露店商デパート」『中
央公論』（1953年 2月）
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３−７−４　実現しなかった尾津喜之助の大新宿計画
　このように新宿駅近傍の露店は、一つの組合にまとまり、新宿サービスセンターを建設することで整理
された。しかし、これには逮捕前の尾津喜之助が構想した「大新宿計画」が布石としてあったと考えるべ
きであろう。ここではこの尾津の「大新宿計画」の概要を明らかにし、新宿駅近傍の露店整理事業との関
係を分析する。
　終戦後しばらくして、尾津喜之助は新宿マーケットの土地不法占拠問題で中村屋ほか 12人の地主から立
ち退きを求められていた。それに対し、共同経営、土地買収案を地主に提示したが受け入れられず、尾津
は新宿マーケットの移転を考え始めていた★7-21。
　当時、新宿は新宿通りの交通量増加が問題となっており、交通の円滑を妨げる一つの原因は新宿通りを
走る都電であった。また、伊勢丹隣の都電車庫は一等地であり、車庫の立地に即していなかった。
　尾津は新宿マーケットをこの車庫の土地へ移転しようと考える。この計画は、都電が伊勢丹横の車庫を
大久保車庫に吸収し、都電が車庫跡地を尾津に払い下げる事で資金を調達、新宿三丁目〜新宿駅前間の軌
道を靖国通りへ移設することで新宿通りの交通問題に対処し、その一方で、尾津組は車庫跡地を新宿マー
ケットの代替地として営業を続けることができる、というものであった。
　当時の尾津としては、商品の揃わない百貨店よりも、自身の新宿マーケットの方が物流に長けており、
伊勢丹とも争えるという自負があったからこその計画であった。尾津はこの計画の実現のために、都の交
通局の大須賀局長、建設局の大森局長を訪れ説得し、払い下げの手続きについては再度大須賀交通局長、
大森建設局長と懇談し、価格は都議会の決定価格と決まる。都議会での折衝は、民主党の上條都議会議員、
民自党の野村都議会議員に依頼したという。新宿の地域新聞である『新宿民報』は「この払下げについて
は前々から尾津喜之助氏が買うそうだとのうわさもあった」★7-22 と報道しており、尾津は実際にこうした
折衝を行っていた可能性が高い★7-23。
　しかし、既に第２節で述べたように、1947 年 6月 26 日、尾津は土地不法占拠問題に関して地主を脅迫
したとして検挙される。それに伴い、以上のような新宿マーケットの移設計画も頓挫することとなった。
　尾津が「大新宿計画」の一環として構想し都の交通局と建設局の担当者を説得した、都電軌道と車庫の
移設は 1949 年 4月実現した。それまで新宿通りを走っていた都電が、靖国通りへと移設される。同時に、
伊勢丹横の車庫が大久保車庫に吸収され、広大な車庫跡地が残る。つまり、露店整理事業による新宿サー
ビスセンターの建設は、尾津の新宿マーケット移転計画である「大新宿計画」を布石としている、と捉え
る事ができる。
　新宿通りでは、都電軌道が撤廃された後、1951年 10月から幅２メートルのグリーンベルトが新設される。
これは、当時東京都の建設局長であった石川栄耀を中心に、新宿通りの商店街連合会が、500 万円の工費
でつくったものである。このグリーンベルトも 1957 年 2月、地下鉄建設工事のため撤去されることとなっ
た★7-24。
★ 7-21　尾津喜之助『新やくざ物語』早川書房、1953 年、P145
★ 7-22　「都電営業所の払下を繞り 新宿街のボス暗躍？」『新宿民報』第三号 , 1948 年 10 月 2 日
（土）, p.2。
★ 7-23　尾津の逮捕後は都電車庫跡地の払下げを狙って野村専太郎（都議）等が陳情運動を行っ
ているという報道もでている（都電営業所の払下を繞り 新宿街のボス暗躍？」『新宿民報』第三号 , 
1948 年 10 月 2 日（土）, p.2 より）。
★ 7-24　有馬宏明『新宿大通り二八〇年 新宿大通商店街振興組合 30 周年記念誌』新宿大通商店
街振興組合、1977 年。
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３−８　小結
（１）マーケットの発生と変容
新宿の「組」組織
　新宿の闇市はテキヤと建設業者の「組」組織によって統制されていたことが、その最大の特徴であった。
新宿駅近傍に建設された闇市を起源とするマーケットは、すべて「組」組織の名前を冠している。こうし
た「組」組織は互いに関係性をもち、マーケットの建設を委託したり、誘致を受けたり、土地の交換を行
うなど戦後復興期の新宿の都市組織形成に大きな影響力をもっていた。
　こうした「組」組織によって新宿駅近傍に建設されたマーケットと露店を、建設された土地の性質、変
容の過程からそれぞれ整理すると次の通りになる（図 3-8-1）。
新宿マーケット
　新宿マーケットが建設された土地は、戦前は木造三階建ての商店が建ち並んでいた新宿通り沿いの土地
で、それらの商店が戦災によって焼け、終戦直後は焼け跡となっていた私有地である。終戦直後からこの
焼け跡をテキヤの尾津喜之助が整理し、ヨシズの日除け屋根をもつ 32 コマのマーケットを建設し、1945
年 8月 20 日に 12 コマで開店したのが新宿マーケットであった。尾津によれば、都や警察に建設の許可を
得たというが、私有地であったため当然不法占拠であった。新宿マーケットが新宿通り沿いの土地を占拠
したことによって、敷地奥に鉄筋コンクリート造の建物が焼け残った中村屋は、裏の土地から客を入れて
戦後の営業を再開していた。地主たちが不法占拠で占有者を相手取って訴訟を起こしたが、1947 年半ばに
は建物は尾津組から営業者へ売却されていたため、営業者が占有権を得て正式な借地契約を結ぶこととな
り、一部の営業者は同地に借地人として残った。1947 年には尾津が逮捕されたこともあり、1948 年夏以
降徐々に地主へと土地が返っていき、マーケットとしては早期に解体されていった。
龍宮マーケット
　龍宮マーケットが建設された土地は戦中期に交通疎開空地として都に買収されていた土地で、1948 年に
尾津喜之助が取得した土地である。龍宮マーケットは 1952 年に保釈された尾津が最初の事業として、同
地に建設したもので、すでに闇市ではなかったが、仮設の建物として建設されたマーケットであった。こ
の建物は元野原組によって建設されたことが注目される。龍宮マーケットは 1960 年頃区画整理が行われ
ると除去され、尾津は換地に雑居ビルを建設した。本来土地を持たないテキヤが土地を取得し、公式な都
市開発に参加していった事例として注目される。
和田組マーケット
　和田組マーケットが建設された土地は戦中期に交通疎開空地に指定され、建物が除去されていた土地で、
都有地となっていた場所と民有地のまま都に借地されていた場所とにまたがっていた。和田組マーケット
は三街区にまたがって建設されたが、それぞれの街区ごとにマーケットの所有形態が異なっており、北か
らそれぞれ短期的な貸し出しを目的とした露店部、露店部よりも長期的な借家として貸し出された八十四
軒部（後に八十八軒部）、建物が営業者へ販売された六十三軒部と呼ばれていた。六十三軒部に占拠された
土地の地主市島敬造が和田組と交渉し、マーケットの一部を無償で利用していたことにも注目したい。
　和田組マーケットの整理は 1950 年頃と 1958 〜 1960 年頃に行われている。1950 年頃には露店部が隣
接する共栄社跡地へマーケットを新設し、暫定的に移転。その翌年、八十八軒部が新宿区事業協同組合名
義で三光町に土地を取得し、マーケットを建設して移転した。これが現在のゴールデン街の一部である。
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1930
1940
1945.8
1950
1960
1970
1980
●新宿マーケット
×尾津逮捕
　地主へ土地返却
　営業者へ占有権
●龍宮マーケット（1952）
●尾津が土地取得
◯交通疎開空地
　都有地に
◎民有地 ◎道路
●区画整理で除去
　換地に尾津がビルを建設
×尾津喜之助が不動産を売却
●和田組マーケット (露店部 )
●戦災復興土地区画整理事業
　共栄社跡地へ移転（1950）
×戦災復興土地区画整理事業
　除去・暫定的移転終了 (1958)
× 戦災復興土地区画整理事業
　除去
●和田組マーケット (八十四部 )
●新宿区事業協同組合（1951）
　土地を取得し三光町へ移転
●ゴールデン街として現存 ●思い出横丁として現存
●パレットビルとして現存
●小田急エースとして現存
●和田組マーケット (六十三部 )
●野原組マーケット②(ハモニカ )
【野村組土地取得】
【中村屋土地取得】
【民衆駅の建設】
【三越の増床工事】
【土地不法占拠問題】
【土地不法占拠問題】
【尾津喜之助保釈】
×戦災復興土地区画整理事業で除去
●野原組マーケット①
●安田組マーケット
●営業者が土地を
　買収・分筆
●営業者が営団地下鉄
　用地の一部を借地し
　て共同ビルを建設
●小田急新宿駅本屋ビル
　建設のためマーケット
　除去
　一部の営業者は地下街
　へ移転
●露店
●露店整理事業
　新宿サービス
　センター
×丸物百貨店に
　買収される
×伊勢丹に買収
　される
◯交通疎開空地
　都有地に
◯交通疎開空地
　民有地のまま
◯交通疎開空地
　都有地に
◯交通疎開空地
　都有地に
図 3-8-1：新宿駅近傍におけるマーケットの発生と変容
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六十三軒部は地主である東京建物と、土地管理者である和田組と闘争をつづけ、土地の買収することが和
田組との間で決まるが、結局購入することはなく、1960 年頃整理されていった。六十三軒部が整理された
ころ、共栄社跡地に暫定的に移転していた旧露店部も整理されていった。こうした 1960 年頃のマーケッ
トの整理では集団的な移転は行われていない。
野原組マーケット
　野原組マーケット①と野原組マーケット②は、同地の土地の一部を建設会社の野村組が尾津喜之助から
融資を受けた上で 1947 年末に取得した直後に建設されていた。同地は龍宮マーケットの土地同様、戦中
期に交通疎開空地に指定され、都有地になっていた土地であるが、1947 年には戦前の所有者に売り戻され
ていた。野村組が野原組へマーケットの建設を指示したかどうかは不明であるが、野原組によってマーケッ
ト①は 1947 年後半から 1948 年初頭に、②は 1948 年初頭に建設されている。野原組マーケットは野村組
の土地を借り、その周辺の土地を不法占拠することで建設されていた。その後、野原組マーケットが建設
されていた土地のうち、野村組の所有地は尾津喜之助に売却された。マーケットは 1960 年頃、区画整理
の施行によって除去された。営業者は立退料・営業補償費は受け取ったものの、集団移転をする土地はなかっ
た。
安田組マーケット
　安田組マーケットは、新宿駅西口の私有地と駅舎建設予定地であった帝都高速度交通営団用地と都有地
に建設されていた。終戦時点で、私有地は戦災で焼け野原になっており、帝都高速度交通営団用地と都有
地は駅前広場事業が竣工し区画が用意されたが更地のまま終戦を迎えている。安田組マーケットが建設さ
れた土地の周辺は、戦前に基盤整備が行われていたため、戦災復興土地区画整理事業によってマーケット
が整理されることはなかった。安田組マーケットのうち、私有地に建つ地区では 1950 年代前半に営業者
が地主から土地を買い取ることによって公式な土地権利関係を持つようになった。その後、店舗ごとに土
地の分筆登記が行われたことで、現在も増改築を繰り返しながら思い出横丁として現存している。一方で
駅舎建設予定地であった帝都高速度交通営団用地と都有地では、1950 年代末から駅ビルの建設計画によっ
てマーケットの整理が進んでいく。そして、帝都高速度交通営団用地のマーケットは同地の一部を借地し
共同ビルを建設することで整理が進む。他方で都有地は小田急に払下げられ、小田急の駅ビルが建設され
ることになった。こうして小田急用地となった土地に位置するマーケットは、小田急によって整理される
ことになり、一部は新宿西口広場の地下街にテナントとして入居していった。小田急は駅ビルの開発を進
めるために、マーケット営業者の地下街への優先的な入居を提案し立退料を支払った。
露店と新宿サービスセンター
　戦後の新宿駅の東西口、とくに新宿通りと安田組マーケット周辺に露店がならんでいた。このうち新宿
通りには戦前から夜店が存在し、戦後からのテキヤと、戦前からの平日商人が縄張り争いをしていた。
　露店整理事業が始まった 1949 年当時、新宿駅近傍には 700 軒ほどの露店が存在したが、このうち 400
軒ほどが新宿商業協同組合を結成し、都有地の払下げを受け、百貨店形式の組織形態で新宿サービスセン
ターを開業した。しかし、これは事業としてうまくいかず、しばらくして丸物百貨店に買収された。
闇市の変容過程のタイポロジー
　さて以上のように、本章が対象とした新宿駅近傍に発生したマーケットとその変容の過程を振り返った。
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最後にこれらのマーケットの発生と変容の過程を総合的な考察をしてみたい。
　新宿のマーケットが建設された土地の性質をその所有関係の差から、（１）私有地、（２）交通疎開空地、
（３）駅舎建設予定地に分類し、それぞれの土地に建設されたマーケットを整理したい。
　まず、（１）私有地に建設されたには新宿マーケット、安田組マーケットの一部（思い出横丁）がある。
この２つの土地を比較すると、新宿マーケットの土地は戦前から新宿でも中心的な商業地区であったため、
不法占拠に対する地主の反発が強く、営業者は占有権を認められたものの、占有者を排除する動きが強く
1976 年までにすべての土地が地主に戻っている。一方で、安田組マーケットの土地は、営業者が地主から
土地を購入することができ、現在もマーケットが増改築を繰り返しながら現存している。この差は、戦前
からの土地の商業的ポテンシャルの差によって、地主の意向に差が生まれたことが要因と考えられる。
　（２）交通疎開空地に建設されたマーケットには、和田組マーケットと野原組マーケット、龍宮マーケッ
トがある。和田組マーケットは都有地と都の管理地であった土地に建設され、主に 1950 年頃と 1960 年頃
に整理されたことは先にみた通りである。このうち、1950 年頃の整理では駅前に暫定的なマーケットを新
設し、依然としてマーケット営業者が駅前で営業を続けることを認められたこと、営業者組織が三光町に
土地を取得しマーケットを新設したことが注目された。一方で、1960 年頃の整理ではこうした移転地が存
在しなかった。ともに整理の際には営業者に対して立退料と営業補償費が支払われているが、その後の営
業者の動きに差があった。
　他方で野原組マーケットと龍宮マーケットは、戦中期に交通疎開空地に指定され都有地となっていた土
地が、戦前の所有者に売り戻されたあとに建設されていた。龍宮マーケットは同地を取得した尾津喜之助
によって建設されたもので、公式な権利関係をもっていた。野原組マーケットも野村組の土地は公式な借
地契約が結ばれていたと推察されるが、それ以外の土地は不法占拠であった。これらのマーケットは 1960
年頃に区画整理によって整理されていく。尾津は先述の通り所有地の換地に雑居ビルを建設し、不動産開
発を行っていく。一方の野原組マーケットは大半が不法占拠であったため、整理にさいしては営業者に立
退料と営業補償費が支払われたものの、野原組も営業者も同地からは消えていくこととなった。区画整理
に際して整理されたマーケットの建物所有者と営業者に対しては、都から立退料と営業補償費が支払われ
ている。
　最後に（３）駅舎建設予定地に建設されたマーケットをみていく。これに含まれるのは、帝都高速度交
通営団用地と都有地に建設された安田組マーケットである。安田組マーケットが、戦災復興土地区画整理
事業での整理を受けず、1950 年代末以降の駅舎建設計画に際して整理されていったことは先にみた通りで
ある。ほぼ同地に於いて、マーケット営業者は公式な借地人（新宿西口会館）や借家人（新宿西口広場地下街）
となっていった。この場合、マーケットの整理時には地主から立退料が支払われている。
　このように終戦までの土地の性質や権利関係が、終戦直後に発生したマーケットの、その後の変容に影
響を与えていたとみなすことができる。終戦直後は場所の性格が一部欠落し、一様にマーケットが建設さ
れたが、その後の変容は戦前までの場所の性格が呼び起こされる、変容過程の一部が規定されていた。
（２）戦災復興土地区画整理事業の換地
　以上のようなマーケットの整理の一方で、有力資本の土地や駅ビル用地が戦災復興土地区画整理事業に
よって、特異な換地が行われていることをみてきた。
有力資本の土地の換地
　戦前から鉄筋コンクリート造の建物を建設していた高野、中村屋、聚楽、新宿ホテル、武蔵野館といった、
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有力資本の土地は、堅牢建物が建っているが故に戦災復興土地区画整理事業では原位置換地が行われ、減
歩もほとんどされていない。これが、有力資本に有利に働いたと考えられる。
　当然、区画整理では公平性を担保すべきであるから、減歩されなかった土地については金銭的な清算が
行われたことが予想されるが、こうしたことを明らかにできる資料は管見の限りない。かりに仮換地が指
定された時点（1940 年代後半）で金銭的な清算が行われていたとしても、副都心が急激に発展したため換
地処分時点では地価は高騰していたはずで、減歩の少なかった有力資本が含み益を得たことは確かであろ
う。
　また、高野や中村屋の換地がより有利な形で行われていたことも確認した。そして、原位置換地ではなかっ
たものの、三越は戦後に複数の土地を取得し、戦災復興土地区画整理事業でこれらの土地が集約したことで、
売場の増床を行えたことも明らかにした。
駅ビル用地の換地
　他方で、戦災復興土地区画整理事業の換地では駅ビル建設用地が広く取られていることを確認した。と
くに、西口の小田急用地は区画整理前よりも広く換地が取られており、小田急の駅ビル開発の計画が換地
に影響した可能性がある。
　以上のように、戦災復興土地区画整理事業では有力な主体の換地が有利に行われている可能性を指摘し
た。また、土地が減歩されないことで、戦災復興期から高度成長期にかけての地価上昇のなかで有力資本
が得た含み益が大きかった可能性を指摘した。
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４−１　はじめに
　本章は池袋駅とその近傍の 1930 年代後半から 1970 年頃までの形成過程を明らかにする。これまで池袋
の形成過程を都市組織レベルで明らかにした都市史研究はない。ここではとくに関わりの深い先行研究を
整理した上で、使用する資料、対象地区を示す。
４−１−１　先行研究
　本章では池袋駅近傍を対象とし、第二節で東口、第三節で西口を扱う。
	 a．松平誠『ヤミ市　東京池袋』ドメス出版 ,	1985 年
	 b．星野朗・松平誠「池袋『やみ市』の実態	−第 2次世界大戦後の戦災復興マーケット−」『社会	
	 					応用学研究』No.25,	1984 年 ,	pp.119-153
	 c．初田香成「闇市の簇生と変容—都市建築としてのマーケット」（『都市の戦後	雑踏のなかの都
	 					市計画と建築』東京大学出版会 ,	2011 年）pp.83-131
　池袋の闇市を対象とした研究は松平誠と星野朗による豊富な蓄積がある（資料 a、資料 b）。ただ、松平
誠と星野朗の研究は闇市を起源とするマーケットの当時の状況を捉えることに力点をおいているため、闇
市以前あるいは以後の同地の状況を見る視点がかけている。本章は戦前の状況を踏まえつつ、闇市を土地
所有との関係から捉え、松平らがみていない 1950 年以降の状況をも追うことで、池袋駅近傍の戦災復興
過程を明らかにする。当然、その過程には駅前広場や駅ビルも関わってくることとなる。
　何度も紹介しているように、初田香成は資料 cのなかで闇市の 1950 年以降の変容を明らかにしてい
る。池袋についていえば、西口のマーケットの戦災復興土地区画整理事業での整理過程を概観し（資料 c．
pp97-98）、さらに一部の営業者が都有地の払下げを受けて建設した共同ビルの建設を明らかにしている（資
料 c．pp.104-105）。しかし、こうした分析では占有権や営業権には言及しておらず、整理という事実にし
か注目していない。また、池袋近傍のマーケットからみても、初田が明らかにした事例はごく一部であり、
さらに空間的な分析は行っていない。
　本章は以上のような先行研究の成果を踏まえつつ、都市組織の動態を明らかにすることに注目して当該
期の池袋の形成過程を明らかにしていく。
４−１−２　使用する資料
　第２節、第３節それぞれの対象地区で都市組織を把握する上で使用した資料は次の通りである。
東口（第２節）
A．火災保険特殊地図　1938 年
B．火災保険特殊地図　1953 年
C．新興市場地図　1953 年
D．火災保険特殊地図　1958 年
E．陸軍撮影の航空写真「NI-54-25-6」　1944 年
F．米軍撮影の航空写真「USA-M390-34」　1947 年
G．星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」　1947 年
H．換地確定図（区画整理以前／区画整理以後）　1960 年 10 月 31 日
190
第４章　池袋駅とその近傍の戦災復興過程
I．換地明細書　1960 年 10 月 31 日
西口（第３節）
A．火災保険特殊地図　1938 年
B．新興市場地図　1953 年
C．火災保険特殊地図　1958 年
D．陸軍撮影の航空写真「NI-54-25-6」　1944 年
E．米軍撮影の航空写真「USA-M390-34」　1947 年
F．星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」　1947 年
G．立教大学社会福祉研究室「池袋戦災復興マーケット実態調査」　1950 〜 1951 年
H．換地確定図（区画整理以前／区画整理以後）　1968 年 7月 6日		
I．換地明細書　1968 年 7月 6日		
　池袋駅周辺を範囲とする東京都市計画第 10地区復興土地区画整理事業の現形予定図には区画整理前の建
物の状況が描かれていないため、建物の状況を復元する上で基準することができない。そのため本章では、
建物の状況を復元した図面を描かず、航空写真と火災保険特殊地図の比較によって分析を進めることとし
た。
　また、西口の戦災復興土地区画整理事業（第10−2地区）に関する換地詳細書が5冊中2冊が紛失しており、
東京都で保管されていない。そのため、一部分析に関わる土地の換地が復元できなかった。	
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４−２　池袋東口方面の戦後復興過程
４−２−０　本節の対象地区
　本節は池袋駅東口の駅前広場とその近傍を対象とし、戦前の都市組織、駅前広場計画を確認したうえで、
交通疎開空地の範囲、戦災の状況、戦後のマーケットの形成、戦災復興土地区画整理事業によるマーケッ
トの整理・移転と露店整理事業、そして駅前広場の整備とその周辺の建物の建設を追う。
　図4-2-1の太線の範囲を主な対象範囲とするが、本論文の中心的なテーマとなるマーケットや露店の整理・
移転過程を追う上では、戦災復興土地区画整理事業との兼ね合いから、より広い範囲（破線の範囲）で議
論することとする。　
図 4-2-1 対象地区
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４−２−１　終戦までの対象地区
（１）戦前
　池袋駅周辺は、新宿、渋谷とともに副都心の繁華街として発展していくが、それは主に戦後のことで、「戦
前の池袋は駅を中心とした、いささか土臭い感じの盛り場であった」★2-1。
　池袋は、山手線の主要な駅近傍の繁華街のなかでも、都市としての蓄積は浅く、明治時代から大正中期
までは事実「村」であった。その池袋が発展し始めるのは武蔵野鉄道、東上鉄道など私鉄が開業してから
である。そして第一次世界大戦期に人口が年々増加し、豊島区域の人口は 1918 年には約 8万人、1920 年
には 10万人を超えて、畑と雑木林が広がる田園から東京の郊外住宅地へと変化していく。
	　1932年、東京市の市域が拡大し、巣鴨町・西巣鴨町・長崎町・高田町が合併して豊島区が誕生する。この頃、
宅地のインフラ整備もすすみ、交通拠点としての池袋駅の乗降客数は増加していった。
　本節の対象地区では、この頃になると駅前を中心に商店街が発展し始めた。その様子を、のちの豊島区
議会議長の森茂吉は次のように述べている。
「大正九年に私が店を出した頃の駅前は幅八米位の砂利道で自転車の数もまばらで乗
降客も少なかった。池袋の発展それは護国寺まで来ていた市電を延長する事だ。（略）
昭和二二年五月、区議会議員の中から護国寺線延長期成同盟なるものをつくった。委
員長である私と一五名の議員が市会の各委員会が開かれる毎に陳情に通った。（略）昭
和一四年四月に、めでたく開通。それと同時に人の足はどっと護国寺から池袋へと伸
び、休日の池袋駅では一万円からの売上げがあり、武蔵野鉄道の山名社長（当時社長
は空席で、山名義高は専務取締役）は駅員に一円の大入袋を出したりした。秋には遠
足の子供たちが豊島園へ押しかけた。」★2-2
　こうして池袋は国鉄、私鉄、市電の利用者、バスの乗降客によって賑わっていく。この時期、私鉄のター
ミナルには、従来からの百貨店や、私鉄資本による新しい百貨店が進出していった。池袋東口には 1935
年 11 月に、呉服店系老舗百貨店の白木屋と京浜電気鉄道が共同で設立した京浜百貨店が「菊屋デパート」
をオープンさせた。これを武蔵野鉄道が買収し、武蔵野デパートと改称してオープンさせたのが 1940 年 3
月であった。一方で、戦後に対象地区の駅前広場に面して店舗を建設する三越も、戦前に対象地区に進出
している。三越は、1928 年に駅前に分店を設置するために土地 723 坪を取得している★2-3。
　図 4-2-2 は、1938 年の火災保険特殊地図であるが、こうした百貨店以外の商店街は明治通り添いに発展
していることが確認できる。また、こうした表通りの小売店に対し、駅前の路地を入るとカフェが並んで
いる。そして、駅前には２つの市場があることにも注目したい。
　しかし、明治通りを中心に商店街が、裏通りにカフェ街が発展してきた池袋東口であったが、繁華街と
呼べるのは駅前に限られていた。とくに駅南東には、財団法人根津育英会の所有地（東武鉄道社長の根津
★ 2-1　宮尾しげを・伊藤栄洪・堀切康司・仲田喜三郎・後藤富郎『東京風土記〈上〉』東京美術 , 
1969 年 , p.184。
★2-2　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート, 1991年, p.9。初出は西武百貨店社内報『か
たばみ』41 号で、ここでは『セゾンの歴史｜上巻』より引用している。
★ 2-3　株式会社三越本社編『株式会社三越 100 年の記録』株式会社三越 , 2005 年 , p.121。
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嘉一郎が設立した奨学育成財団。大半の土地の地目は畑）である根津山と呼ばれた広大な林が、未開発の
まま残っていたことは、大きな意味をもつ。ここが終戦まで、地目上「畑」として残っていたことが、池
袋東口の戦災復興に大きく影響することとなる（図 4-2-3）。
明治
通り
根津山商店街
カフェ街
市場 M-4・5・6
M-3
池袋駅
図 4-2-2　1938 年の火災保険特殊地図を加工
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図 4-2-3　1938 年の火災保険特殊地図を加工
菊屋デパート
三越所有地
池袋駅
池袋会館
カフェ街
商店街
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（２）戦災　1944−45 年
建物疎開
　第二章第二節でみたとおり、対象地区では疎開事業の第三次指定（1944 年 4月 17 日）によって駅前の
建物が除去され、交通疎開空地がつくられた★2-4。図 2-2-10 は豊島区の疎開空地を示した東京都防衛局建
物疎開課発行（1944 年 5月発行）の「豊島区建物疎開地区図」★2-5 であり、対象地区の交通疎開空地の範
囲が示されている。これによれば、対象地区の交通疎開空地の範囲は、三越所有地の北東の端部から南へ
直線状に区画される駅前の街区と、武蔵野デパートと武蔵野鉄道の池袋駅一帯、そしてその間の明治通り
が指定されていることがわかる。
　図4-2-4は 1944年 11月 7日に陸軍によって撮影された池袋駅周辺の航空写真「NI-54-25-6」★2-6 である。
対象地区の交通疎開空地に指定されたエリアの建物が除去されていることがわかる。この交通疎開空地の
範囲は、武蔵野鉄道駅及び武蔵野デパートのエリアを除けば、戦前の駅前広場計画に酷似していることは
先にみた通りである。
戦災
　池袋駅周辺は 1945 年 4月 13 日の大空襲で焼き尽くされた。『豊島区史』によれば、この日、雑司ヶ谷
や池袋で早めに避難した人々は長崎方面へ逃げたが、逃げ後れた人の多くは根津山に避難したという。当時、
林と竹やぶとなっていた根津山には、コンクリート造の防空壕が数カ所つくられていたため、多くの人々
が避難してきたという。当時、雑司ヶ谷町五丁目に住んでいた風間洋郎も根津山に避難場所を求めた一人で、
1945 年 4月 13 日、根津山で一夜を明かしたことを次のように語っている。
★ 2-4　豊島区池袋一丁目、同二丁目、雑司ヶ谷町五丁目地内。東京都『東京都戦災誌』株式会社
明元社 , 2005 年 , pp.186-188。
★ 2-5　豊島区史編纂委員会編『豊島区史　通史編　二』東京都豊島区 , 1983 年 , pp.1212-1213
所収。
★ 2-6　国土地理院所蔵。
図 4-2-4　1944 年 11 月 7 日の池袋
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「あれだけ多数の焼夷弾が落とされたのにことごとく根津山をそれて、直撃による死傷
者は出なかった。しかし、周囲の空気が熱く林の中の空気が冷たいせいか、旋風が間
断なく発生し、火の粉の竜巻が林の中を東西南北縦横無尽に走り抜け始めた。その風
の強さは目撃者以外は信じられぬほどのもので、自転車などはまるで紙切れのように
軽々とどこまでも吹き飛ばしたし、家財を荷綱で結びつけたリヤカーでも、ゴロンゴ
ロンと十五、六間も転がして行ったほどで、そこら中に積み重ねてあった避難者の家
具や寝具は、火の粉の渦巻きとともに高く舞い上がり、あちこちの樫の木の枝に引っ
掛かったまま燃えていた。次から次と発生して根津山へ入り込み、林の中を走り抜け
て行く火の竜巻は…ただ立っていれば、吹き倒され転がされた。…ふと空を見上げる
と、マッチ箱より小さく見える紙片みたいなものが無数にヒラヒラと舞っている。…
だんだん下に落ちてくると意外と大きく、焼失家屋から巻き上げられた三尺に六尺の
トタン板で、グワシャングワシャンとあちこちに落ち始めた。」★2-7
　戦時中、根津山は重要な防災拠点になっていたことがわかる。
　図 4-2-5 は 1945 年 8 月から 9月にかけて撮影された米軍の航空写真をもとに、焼け残った建物のみが
描かれた地図である。空襲にあった対象地区には、鉄道施設が8棟描かれているのと、明治通りの北側にフッ
トプリントの大きな建物が 2棟確認できる。ただ、このうち明治通り北側の 2棟の建物は、1947 年の航
空写真には写っておらず、外形は焼け残ったものの使用できる状態ではなかったものと考えられる。
★ 2-7　豊島区史編纂委員会編『豊島区史　通史編　二』東京都豊島区 , 1983 年 , pp.1266-
1267。
図 4-2-5　『戦災復興期東京１万分１地形図修正』柏書房 , 1988 年
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４−２−２　戦災復興から高度成長までの対象地区
（１）1945−47 年
終戦直後の対象地区に関する資料
　終戦から 1947 年までの対象地区の再生を明らかにする資料は三つ存在する。一つは 1947 年 8 月 8日
に米軍によって撮影された航空写真「USA-M390-34」である。この航空写真は池袋駅を中心に、撮影され
た航空写真で、概ね建物の形状が判断できる解像度を持っている。二つ目は、当時東京高等師範学校文科
四部二年に在学中であった星野朗が、1947 年 2 月〜 5月の池袋駅周辺の連鎖商店街（マーケット）を対
象として、その実態を調査しまとめた記録「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」★2-8 である。この
記録には星野が調査した、全 13 カ所のマーケットの建設時期、規模、軒数、店の業種などの情報がまと
められており、当時のマーケットの状況を示す最も重要な資料である。ただ、マーケットの分布図が 1922
年に作成された地図をもとに作成しているため、道路形状が戦後のものとは異なっており、マーケットの
位置が誤って記されている個所がある。これについては、航空写真「USA-M390-34」との比較から、正確
な位置を特定する。三つ目は、松平誠が主となって 1983 年 3月〜 10月に実施した聞き取り調査の記録「池
袋『やみ市』の実態	−第 2次世界大戦後の戦災復興マーケット−」★2-9 である。この記録は、当時の営業者
に聞き取り調査を行いながら、インタビューイの店舗の当時の図面をそれぞれ描き、マーケットの造作ま
でも記録したものである。本節では、一つ目の航空写真「USA-M390-34」と、星野の「池袋駅を中心とす
る連鎖商店街について」を主な資料として用い、補足的に松平による「池袋『やみ市』の実態	−第 2次世
界大戦後の戦災復興マーケット−」を参照することで、1947 年の対象地区を把握することとする。
1947 年の対象地区
　まず、図 4-2-8 から、1947 年 8 月 8 日当時の対象地区を確認したい。戦中期に交通疎開空地として建
物疎開が行われた、駅前の街区および西武鉄道（旧武蔵野鉄道）の土地には建物が再建されていることが
わかる。とくに駅前の街区の疎開空地には、戦前の街区の範囲を埋めるようにマーケットが建設されてい
る。このマーケットは森田組東口マーケットと呼ばれ、松平誠が「戦後の盛り場のマーケットのうち、もっ
とも早くできあがったものである」★2-10 としたマーケットである。一方の西武鉄道の土地で、戦前に武蔵
野デパート（旧菊屋デパート）が立っていた場所には、戦後も武蔵野デパートが再建されている。そして、
これらの周辺に目を向けると、街区のガワの部分にのみ建物が再建されていることがわかる。とくに駅を
中心にした大通り沿いに建物が再建されているが、そこから一歩街区内部へ踏み入れると焼け跡が広がっ
ており、一部の宅地は農地に戻っている。終戦から二年が経過しても池袋東口はこういった状況であった。
　再建が進みつつあった対象地区であったが、戦災復興土地区画整理事業が行われる前の建物を描いた火
災保険特殊地図が存在せず、どういった建物が再建されていたか詳しくはわからない。ただ、マーケット
については星野朗による詳細な記録が存在するため、星野の記録から対象地区のマーケットについてみて
いくことにする。
　図 4-2-6 は 1947 年 5 月当時の池袋駅近傍のマーケットの分布を示している。対象地区には、①森田組
★ 2-8　星野朗・松平誠「池袋『やみ市』の実態 −第 2 次世界大戦後の戦災復興マーケット−」『社
会応用学研究』No.25, 1984 年 , pp.119-142 所収。
★ 2-9　『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , pp.83-153。
★ 2-10　松平誠『ヤミ市　東京池袋』ドメス出版 , 1985 年 , p.138。
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東口マーケット、⑥武蔵野デパート、⑨平和マーケット、⑩ミューズマーケット、⑪東口マーケットの５
つのマーケットが存在した。
森田組東口マーケットは戦後の盛り場のマーケットのうち、もっとも早くできあがったものか？
　①森田組東口マーケットは、1946 年 3 月に池袋駅周辺においてもっとも早く建設されたマーケットで
あった。終戦直後から池袋西口を中心に露店商による闇市が組織されていたが、池袋でマーケットとなっ
たこのはこれが最初であった★2-11。
　ここではまず、松平誠がこの森田組東口マーケットを「戦後の盛り場のマーケットのうち、もっとも早
くできあがったものである」としていることについて、詳しく検証したい。これは、対象地区の形成過程
の復元という本節の主旨からはずれることになるが、重要な先行研究である松平誠の研究と本論文の見解
が異なるため、詳述したい。
　松平は次の通り新聞記事を引用し、当時の貴族院議員松本学氏の提唱する同志連鎖商店組合（＝ J・V・
C）設立の提案を受けて、東京露店商同業組合池袋支部長であった森田信一が建設したマーケットであると
述べている。少し長いが全文引用したい。
　「貴族院議員松本学氏は全国十万の露店商を再組織して日本商業の主流たらしめよ
うと都内盛り場の八親分と話し合いアメリカの小売業者にならつて日本ヴォランタ
リー・チエーン（同志連鎖商店組合＝ J・V・C）を設立、…品物の共同仕入れや適正
★ 2-11　星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
pp.119-142。
図 4-2-6　池袋駅近傍のマーケット分布
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価格の査定不正の処置、同志共済の設備などに乗りだすことになった…」（一九四六年
一月一九日『朝日新聞』）
　この構想によれば、東京、京都、大阪などの大都市で、いまの露店商組合をそのま
ま支部とする「同志連鎖商店組合」をつくる。
　「支部の下に組をおき、…商品は本部で一括して注文し支部を通じて流す本部の収入
は…組立式移動店舗を商人に貸しその損料を…事業費にあて、組長は世話料として一
定の歩合を受取るほか、組合員からは組合費を前納させるが、これは事業費に充てず
そつくり組合員の福利厚生に使ふ」
　「…本部では事業部の拡張をはかり生産者や工場協会等と直接連絡をとり、物品の大
量購入を行つて組合員に流し悪ブローカー排除も行ふ」（同上）
　都下六二の露店商同業組合支部では、この提案をうけて、直ちに会合をひらき、対
策を協議している。そして、当初の露店ヴォランタリー・チエーンそのものは、必ず
しも意図通りに結実しなかったにせよ、ここからいくつかの動きが現れた。
　三月二〇日には、池袋露店商組合支部が、「明るい連鎖市場（J・V・C）」を看板にして、
組立移動式ではなく、木造の長屋式店舗 250 戸を完成し、そのトップをきった。
　六月一日には目白に第二連鎖市場ができ、ついで、新宿、渋谷、五反田などに、い
わゆるマーケットが続々と誕生した。★2-12
　このように、松平は貴族院議員松本学による「連鎖市場構想は、各地の盛り場マーケットの出現という
思わぬ発展をみせることとなった」としている。
　さらに松本学の提案に、東京露店商同業組合池袋支部がもっとも熱心であったことを述べ、1946 年 1月
19 日の『朝日新聞』に掲載された、同支部長森田信一氏の記事を次のように引用している。
　「松本氏の提唱する同志連鎖市場の運動に積極的に参加してゐる東京露店商同業者
組合池袋支部長森田信一氏は語る
　現在池袋の青空市場に日々集散する露店商人は八百に近い、遠くは興津から来る者
もあるといふ、一日商売の浮草商人が多いのでちゃんと屋台を構へて清潔なマーケッ
トとし商人もそこに固定させ屋台の頭に J・V・C・Mとマークを入れ商売の信用を会
得させて ”闇市場 ”の汚名をそゝぎたい、四月までに完成させる予定のマーケットは
屋台を二百七八十に限定、今の素人商人を立派に一人前の露店商に仕立て商売仁義に
徹せさせる。粗末な店でも一軒もてば勝手な値で売ったり馬鹿なことは出来ません、
第一食べ物を売るのに地べたに並べたり汚らしいなど商人の恥だ、きちんと屋台を
張って自分で工夫し飾って客を呼ぶようにすれば清潔にもなるし値段も下ると思ふ、
売るもの買うもの顔を覚えて笑って商売するこれが商人の仁義だ、こゝにや出所の判
らぬものをならべることはお断りでこのマーケットにや入れません、いまや問題の闇
屋の顔もこれで利かす隙もなくなり、これが本当の失業救済になると思ひましてね」
★ 2-12　松平誠『ヤミ市　東京池袋』ドメス出版 , 1985 年 , pp.33-35。
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　松平はこうした情報から同志連鎖市場の運動に積極的に参加し、マーケットを建設した森田組東口マー
ケットを「戦後の盛り場のマーケットのうち、もっとも早くできあがったものである」★2-13 としている。
はたして、そうであろうか。
　まず、貴族院議員の松本学の活動をみていきたい。松本は戦前に内務官僚として、神社局長や静岡県知
事を歴任し、その後1932年 5月からは警保局長を二年余り勤めている。その間、都内の盛り場を仕切る「組」
組織の親分たちとは一定の関係を持っていた。松本の戦後の日記には「安積知事に一寸会つて谷口薫を紹
介して闇市がひどくならぬやうに指揮させて適正価格をきめて露商をやらせるがよかろうと進言してやつ
た（1945 年 11 月 21 日）」★2-14 あるいは、「…マ司令部に一日も早く諒解を求めて断圧の手をふさぐ一石
を置いておかねばならぬと思ったので山口君を帯同して第一相互のマ司令部の経済科学部を訪ふ（1945 年
12 月 21 日）」などと記されており、闇市を合法化する活動を早くから行っていたことが伺える。
　そして、松本学は1946年初頭にヴォランタリ ・ーチェーンの活動を始めた。この時に書かれた『朝日新聞』
1946 年 1月 19 日の記事を全文みてみたい。これは、松平が池袋の森田組東口マーケットが戦後の盛り場
でもっとも早くできたマーケットだと示すために『ヤミ市　東京池袋』で引用した先の記事と同一のもの
でもある。
「”闇市 " の汚名を雪ぐ　明い ”連鎖市場 ”へ　全国の露店商を再編成
　露店商の親分連と内務省警保局時代から親交のあった貴族院議員松本学氏は全国
十万の露店商を再組織して日本商業の主流たらしめようと都内盛り場の八親分と語り
合ひアメリカの小売業者にならつて日本ヴオランタリー・チエーン（同志連鎖商店組
合）を設立、スマートな天幕ばり露店に J・V・C・Mのマークをつけた組合員の手に
よって品物の共同仕入れや適正価格の査定不正の処置、同志共済の設備などに乗りだ
すことになつたが、氏の語る露店商再建の構想—
　アメリカの小売商人はデパートの出現とチエーン・ストアの進出に脅かされ小売商
が結束してヴオランタリー・チエーンをつくつて対抗した生産者と一体となって共同
仕入れ、共同宣伝、販売をやり良品を安く仕入れて連鎖店に加入した同志の店で売る、
店も同じ型で色もマークも同じで番号制をとってゐるので不正品があれば本部へ申出
ると弁償するなり取り換へてくれる、この組級をまねてやつたらといふので先日露店
商の頭株にこれを話してみたんだがみんな賛成してくれた
　組合の組織は全国に一つの本部を置き、東京、京都、大阪などの大都市に支部（い
まの露店商組合をそのまゝ ) 支部の下に組をおき、組長にはいはゆる親分が就任する
が、名前も尾津組、芝田組をやめて番号で呼ぶ、商品は本部で一括して注文し支部を
通じて流す、本部の収入は天幕ばかりの組立式移動店舗を商人に貸しその借料を一日
五円なら五円でとり事業費にあて、組長は世話料として一定の歩合を受取るほか、組
合員からは組合費を前納させるが、これは事業費に充てずそっくり組合員の福利厚生
に使ふ
★ 2-13　星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
pp.119-142。
★ 2-14　松本学『松本学日記』山川出版社 , 1995 年 , 
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　組合のマーク、移動式店舗は十九日松田建設設計事務所（麹町幸町）で関係者が集
まり相談するが、でき次第直ぐ作る、さし当り一万ぐらゐ作るつもりで商工省当局と
も諒解をつけてゐるから ”闇市 ”の汚名を J・V・Cで払拭する日も近い、これができ
たからとて直ぐ何でも安くなるとは請けあへないが、盛んになればと自然と生産者、
卸方面を刺戟して物の売れる客足の集まる店に品物を廻すやうになるから物資の出廻
ることは確かだ
　価格の点は役人とチエーンの幹部で価格査定委員会をつくり協定値を定め将来は共
同仕入れのルー卜一本建てでいきたい」（下線部は松平が省略している部分）
　このように、松本は連鎖商店組合の加入者で共同仕入れ、共同宣伝、販売をおこない、良品を安く仕入
れてるとしており、「連鎖」という言葉をこの組織形態を表す言葉として使っている。さらに、松本は店舗
の形状を「天幕ばりの組立式移動店舗」と想定しているが、松平はこの部分を引用では省略している。「連
鎖市場」とは、決して木造長屋形式で店が鎖状に連なる建物の形状を示しているわけではないのである。
　同志連鎖市場の運動に積極的に参加した森田信一は、木造長屋形式のマーケットを建設することが目的
であったのではなく、むしろこうした組織形態を倣うことで、闇市場という汚名を雪ぎたかったのではな
いか。
　そして、仮に松平誠の「マーケット」という言葉が「木造長屋式店舗」をさすのであれば、第三章でみ
た通り 1945 年時点で新宿マーケットが存在している。また、先の森田信一が『朝日新聞』に語った内容
をみても、すでに「マーケット」という言葉が一般化しているような使い方をしている。これから建設す
る建物（森田組東口マーケット）が、「戦後の盛り場のマーケットのうち、もっとも早くできあがったもの
である」としたら、その時森田は先のようなニュアンスで「マーケット」という言葉を使っただろうか、
いやそれはないだろう。
　また、初田香成は『都市の戦後　雑踏のなかの都市計画と建築』で、マーケットが「〇〇マーケット」といっ
た名称で、戦前から存在していることを明らかにしている★2-15。
　こうした点から、本論文では森田組東口マーケットが松本学の提唱した連鎖商店組合の案にのっとって
建設された「連鎖市場」であっても、「戦後の盛り場のマーケットのうち、もっとも早くできあがったもの
である」とは認められない。
★ 2-15　初田香成『都市の戦後　雑踏のなかの都市計画と建築』東京大学出版会 , 2011 年 , 
p.119-124。
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図 4-2-7　東京都市計画第 10-1 工区復興土地区画整理事業換地確定図　区画整理以前の地割（1960 年 10 月 31 日現在）
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森田組東口マーケット
　さて、それでは改めてこの時期に対象地区に誕生したマーケットをそれぞれみていこう。
　森田組東口マーケットは、テキヤの森田信一を親分とする森田組によって建設された、池袋駅周辺で最
初の木造長屋形式のマーケットであった。1946 年 2月中旬に建設が始り、「明るい連鎖市場（J・V・C）」
を看板にして翌 3月にオープンした。建設段階では「一坪と一坪半ととりまぜ八棟二百五十戸の店が建つ
豫定だが、第一次として百三十二戸、残りの百十八戸は二次、三次工事でそれぞれ」★2-16 二月一杯に竣工
した。1946 年 2月に第一次の募集を行ったところ、400 人の申込があり東京露店商同業組合池袋支部で「露
店商人の範となるべき人を基準に」選定したという。申込金は千円、あとは店を開いた日だけ雑費として
五円取ることになっていた。
　星野朗が調査した 1947 年 2 〜 5 月頃には、600 〜 700 坪の土地を占め、建坪は 346 坪で 257 軒の店
舗が並んでいた★2-17。位置は国鉄池袋駅東口の明治通りを挟んだ向かいで、建物の配置は図 4-2-8 の通り
である。池袋駅東口正面から明治通りを渡ると、東へ街区の内側に伸びる道路がある。この道路が、森田
組東口マーケットを南三分の一程度のところを通っている。マーケットにはAから I までの、全 9列の店
舗がある。駅に一番近いA列は、明治通りに向かって店を開く長屋が並んでおり、この列より東は、B列
と C列、D列と E列、F列とG列、H列と I 列というように背合わせのコマが東西ひらきながら並んでいる。
こうした B列から I 列までの建物は切妻屋根で、平入の棟割り長屋となっている。マーケットの一区画の
★ 2-16　「池袋に連鎖市場の店開き」『朝日新聞』1946 年 2 月 13 日朝刊 , p.2。
★ 2-17　星野朗・松平誠「池袋『やみ市』の実態 −第 2 次世界大戦後の戦災復興マーケット−」『社
会応用学研究』No.25, 1984 年 , p.122, p.128。
図 4-2-8　森田組東口マーケット配置図
星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , pp.119-142
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規模は、A列およびH−I 列でいずれも間口一間奥行一間で、その他の列では一区画間口一間奥行一間ない
し間口一間半奥行一間であった。
　先述の通り、この土地は 1944 年に交通疎開空地に指定され、所有者の申出に依り都で買い取るか、借
りていた土地である。しかし、この一帯の土地の旧土地台帳は散逸しており、法務局豊島出張所には保存
されていなかったため、1944 年ごろから 1947 年の間に東京都の所有になっていたのか確かめることがで
きない。
　だが、戦災復興土地区画整理事業の換地確定図と換地詳細書から確認すると区画整理事業では、森田組
東口マーケットが立っている土地はすべて換地されており、さらに 1933 年の火災保険特殊地図を確認す
ると戦前からこらの土地は三越などの民有地であったと考えられ、1949 年から 1951 年にかけてこの一帯
で戦災復興土地区画整理事業が行われた時点では、これらの土地は民有地であったと考えられる。つまり、
第三章で見た新宿駅東口の交通疎開空地のように、森田組東口マーケットが建った土地は、戦前に民有地
だった土地で、交通疎開空地に指定されたことで 1944 年から 1945 年初頭から都に土地を買収あるいは
賃貸されたが、1947 年頃には戦前の所有者に土地の権利（所有権・使用権）が返還されたと推察される★
2-18。
　したがって森田組東口マーケットが建設された 1946 年 2 月当時、その土地は東京都の管轄下にあった
可能性が高い。そのため、貴族院議員松本学の提案のもと、東京露店商同業組合池袋支部長森田信一が東
京都にマーケット建設の許可を得たため、新聞でも公にその建設が大きく伝えられたと推察される。
★ 2-18　後述（第五章）するが、渋谷駅西口では交通疎開空地として都に買収された土地が、
1947 年ころになっても戦前の所有者に返還（売却）されず、都有地のまま、戦災復興土地区画整
理事業で削除され、区画整理後に駅前広場（道路）の土地が捻出され東京都に所有権帰属している。
同じ交通疎開空地でも、戦災復興土地区画整理事業における取扱が大きく異なっており、それがマー
ケットの形成と大きく関係していることを指摘しておく。つまり、マーケットに占拠された新宿駅
東口、池袋駅東口の交通疎開空地は、その所有権が戦前の所有者に帰っており、マーケットに占拠
されたなかった渋谷駅西口の交通疎開空地の土地は、戦前の所有者に権利が返還されていないので
ある。
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武蔵野デパート
　図 4-2-6 の⑥武蔵野デパートは、1946 年 12 月に再建されたもので、木造杉板葺き（トントン葺き）の
二棟が、国鉄池袋駅と武蔵野線池袋駅を繋ぐ通路の両側に並んでいた★2-19。このマーケットを建設したのは、
当然、テキヤではなく武蔵野デパートであり、土地は西武鉄道の所有であった★2-20。
　星野朗の調査によれば、この二棟の建物に 40戸の店が入り、そのうち 34戸が国鉄池袋駅と武蔵野線池
袋駅を繋ぐ通路に沿って、6戸が明治通りに沿って並んでいたという（図 4-2-9・図 4-2-10）。建坪は 200
坪で、店一戸あたり 5坪、「建物もしっかりした材木で大きくつくられている」★2-21。
　このマーケットが建設される以前、武蔵野デパート★2-22 は武蔵野線池袋駅改札口前にテントを張って、
1945 年 12 月から食料品の小売販売を行っていた。このテントの設置経緯は次のようであったと、西武関
係企業の復興工事を担当していた復興社（のちの西武建設）の中村正次が述べている。
「戦後、保谷に疎開中の西武鉄道本社に勤務していた。上司から豊島園にある軍から払
下げのテントで店を作れ、と指示された。自分はテントの知識がないため、もと陸軍
少尉とかいう国土計画興業の社員と一緒に豊島園に行き、野戦用の格納庫と戦闘機が
二機入るくらいのテント張りと、八畳か一〇畳分くらいの幕舎用のテント数張りを荷
車で引き取ってきた。このテントは、成増にあった業者に手伝って貰い、継ぎはぎをし、
付属品の鉄骨を支柱に使って組み立てた。その場所は、武蔵野線の池袋駅の改札口の
前であった。」★2-23
　こうして設営されたテントの店は48坪強の面積を持ち、内部をA・B・Cの３つのブロックに仕切り、野菜、
果物、魚などが販売された。鮮魚は福島県から、果物と野菜は西武鉄道沿線の埼玉県産のものをトラック
で運び店頭に並べていたという。
　このテントでの営業は約一年続けられ、1946 年 12 月にバラック建てのマーケットが建設されたことで
役目を終えた。堤康次郎の意向で、マーケットでは食料品だけでなく、日用品も販売されることとなった。
★ 2-19　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.44。
★ 2-20　戦災復興土地区画整理事業第 10-1 地区の換地確定図によれば、武蔵野デパートは西武鉄
道所有の土地［1188-4］［1188-12］［1190-1］［1190-4］に建設されている。
★ 2-21　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , pp.44-45 では総建坪を 20
坪、通路（2.7m×30m）としている。つまり、通路だけで 25 坪あったということになり、その両
側に並んでいた店舗の総建坪が 20 坪とは考えにくい。また、同書 45 頁の武蔵野デパートの復元図
では店舗が 28 戸並んでいる。総建坪が 20 坪で平屋であるならば、1 店舗あたりの面積は約 0.714
坪（2.36㎡）となり、同時期のマーケットの区画としても狭すぎる。そして、このマーケット以前
に使用されていたテントが 48 坪強あったことからも、再建したマーケットの総建坪が 20 坪であっ
たとは考えにくい。さらに、1947 年 8 月 8 日に米軍によって撮影された航空写真「USA-M390-34」
から見ても、武蔵野デパートの通路の長さは 50m 以上あったと推察される。以上から、星野朗の
調査の店舗数 40 戸、総建坪 200 坪という情報が正しいと判断した。
★ 2-22　1943 年 3 月から 1947 年 3 月までは社名を武蔵野食糧としている。由井常彦編『セゾ
ンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , pp.32-44 より。
★ 2-23　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.42。
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1947 年には新聞広告や縁故者で 20人を超えたという。注目したいのは店の経営体制についてである。武
蔵野デパートの直営の店は一部であり、「多くの売場は戦争で店舗を失った池袋近辺の人々や縁故者の出店
で、極めて雑多な店舗群を構成し」★2-24 ていたというのだ。すなわち、建物は武蔵野デパートで建設したが、
多くの区画は武蔵野デパート以外の営業者に貸し出していたということであり、まさに他のマーケットと
同じ状況であったということである。
　山手線池袋駅と西武・武蔵野線池袋駅とを結ぶ通路に位置した武蔵野デパートの盛況ぶりは、甚だしい
ものであったようで、作家の青地晨は、当時の盛り場の情景の一つとして、武蔵野でパートの店頭の情景
を次のように描写して、回想している。
「もう遠い記憶になってしまったが、敗戦間もない頃の池袋を、いくらか私は覚えてい
る。…ただ一つ眼をひいたのが、国電池袋駅から西武電車の改札口まで、うねうねと
つづく薄汚いバラックの建物であった。…カーキ色の軍隊服やモンペ姿の乗客のむれ
が、ひしめきながら通りぬけた。…この通路が最短距離だったからである。また雨が
降っても濡れないですむ、ただ一つの重宝な通りでもあった。
　通路の両側に大葉の葉っぱやイワシやシジミのたぐいが山と積み上げられ、店員た
★ 2-24　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.45。
図 4-2-9　武蔵野デパート平面図
星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街につ
いて」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
pp.119-142
図 4-2-10　1947 年の航空写真
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ちは手づかみで客へ売り、客はよごれた新聞紙にくるみ、肩からぶらさげた雑のうの
なかへ大事そうにしまいこんだ。
　生ぐさいにほいがムンムンと立ちこめるこの狭い通路は、魔女の大鍋のように、あ
らゆる雑多な品物がみちあふれていた。たとえそれが、海草でこしらえた奇怪なめん
類だったり、しがない寒天をかためてサッカリンを入れただけのゼリーだったにせよ、
当時は飢えから人間をまもる大切な糧だったのである。…せまい通路の両側が品物を
山と積みあげたマーケットなのだから、歩くのに随分と手まどった。」★2-25
　この描写から、マーケットの間の通路には屋根があったことがわかる。このマーケットが、統制品を闇
値で販売していたかどうかは管見の限り判別できないため、闇市であったのかどうかは判らない。マーケッ
トの区画は、他のテキヤが建設したマーケットと比較しても大きいが、その空間構成や、並べられていた
商品に関する青地晨の描写をみると、他のマーケットに近い風景だったのではないかと想像させられる。
★ 2-25　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.46。『セゾンの歴史｜上巻』
は『暮らしの夢のフロンティア−西武百貨店−』（FIC 出版部 , 1962 年 2 月）から引用している。
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平和マーケット
　図 4-2-6 の⑨平和マーケットは 1947 年 3 月に完成している。位置は池袋駅東口から明治通りを巣鴨方
面へ 150mほど進んだ南側で、土地［池袋一丁目 742-1］（図 4-2-8）に建設されていたと推察されるが、
航空写真が不鮮明なため明確に建物を特定できない（図 4-2-12）。土地［池袋一丁目 742-1］は戦前は富士
見湯という銭湯があった土地であるが、旧土地台帳が散逸しているため、戦前戦後の土地所有者は不明で
ある。
　平和マーケットの総建坪は 54坪で、3坪（間口一間半奥行二間）の区画を 18持っていた。明治通りを
挟んだ向かいに映画館があるものの、「やや通行人の少ない場所」であったことが原因となってか、1947
年 5月現在、開店しているのは 18区画中 4軒のみであったという★2-26。18 戸の区画は平面的には図 4-2-
11 のように配置されており、L字状の通路とマーケットの敷地西側にコマをひらく構成になっている。こ
のことから、敷地西側には空地があったものと考えられるが、やはり航空写真からはマーケットを特定で
きない。当時の権利金は明治通り沿いの区画で 2万円、敷地のなかに入ると 1.5 万円であったという★2-27。
★ 2-26　星野朗・松平誠「池袋『やみ市』の実態 −第 2 次世界大戦後の戦災復興マーケット−」『社
会応用学研究』No.25, 1984 年 , p.124。
★ 2-27　星野朗・松平誠「池袋『やみ市』の実態 −第 2 次世界大戦後の戦災復興マーケット−」『社
会応用学研究』No.25, 1984 年 , p.124。
図 4-2-11　平和マーケット平面図
星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街につ
いて」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
pp.119-142
図 4-2-12　1947 年の航空写真
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図 4-2-13　1947 年の池袋駅近傍の航空写真
ミューズマーケットと東口マーケットの位置
　先述した通り、星野朗・松平誠「池袋『やみ市』の実態	−第 2 次世界大戦後の戦災復興マーケット−」
所収のマーケットの分布図（図 4-2-6）は、1922 年に作成された地図をもとに作成しているため、道路形
状が戦後のものとは異なっており、マーケットの位置が誤って記されている。その位置を間違ってプロッ
トされているマーケットが、⑩ミューズマーケットと⑪東口マーケットである。
　図 4-2-6 の範囲と同じ範囲を 1947 年 8月 8日に米軍によって撮影された航空写真「USA-M390-34」で
切り取ると、図 4-2-13 のようになり、図 4-2-6 でミューズマーケットと東口マーケットがプロットされた
位置には建物が立っておらず、焼け跡のままになっていることがわかる。図4-2-6の駅や映画館、道路とマー
ケットの関係性から、1945 年の道路形状を示した地図にマーケットの分布を復元すると、図 4-2-14 のよ
うになる。この図で示したミューズマーケットと東口マーケットの位置には、航空写真「USA-M390-34」
から、マーケットが確認できるため、図 4-2-14 の位置で正しいと考えてよいだろう。
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図 4-2-14　1947 年時点での池袋駅近傍のマーケットの位置
『戦災復興期東京１万分１地形図修正』柏書房 , 1988 年を加工
ミューズマーケット
　ミューズマーケットは 1947 年 4月に完成した、全 9コマのマーケットである。総建坪は 36坪で、それ
ぞれの店舗は 4坪であった。注目すべきは、建物が「2階建て本建築」であったことである。また、入居
していた店舗もすべて高級料理店であったという★ 2-28。
　戦災復興土地区画整理事業の換地確定図から、ミューズマーケットが建つ土地を確認すると土地［池袋
一丁目 832-1］であることがわかるが、ここも旧土地台帳が散逸しているため戦前戦後の土地所有者は不
明である。また、戦前の火災保険特殊地図を確認しても、建物が立っていることがわかるだけで、業種な
どは記載されていない。
東口マーケット 
　東口マーケットもミューズマーケット同様、1947 年 4 月に完成している。全 18 区画のマーケットで、
喫茶店と料理店が各一店舗確認できたが、他の 16コマの店舗は不明であったという★ 2-29。
　戦災復興土地区画整理事業の換地確定図（図 4-2-7）から、東口マーケットが建つ土地を確認すると土地
［池袋一丁目 824-1］の北半分の借地であることがわかるが、ここも旧土地台帳が散逸しているため戦前戦
後の土地所有者は不明である。
　戦前の火災保険特殊地図を確認すると、土地［池袋一丁目 824-1］の北側には二棟の連結した建物が立っ
ており、片方の建物には「医院」との記載がある。戦災復興土地区画整理事業における土地［池袋一丁目
824-1］の区画整理後の土地の一部には、木村仁医院と記載された建物が建設されていることが 1953 年の
火災保険特殊地図から確認できるが、これが戦前の火災保険特殊地図に描かれた「医院」と同一のもので
あるかは明らかにできない。
★ 2-28　星野朗・松平誠「池袋『やみ市』の実態 −第 2 次世界大戦後の戦災復興マーケット−」『社
会応用学研究』No.25, 1984 年 , p.124, p.128。
★ 2-29　星野朗・松平誠「池袋『やみ市』の実態 −第 2 次世界大戦後の戦災復興マーケット−」『社
会応用学研究』No.25, 1984 年 , p.124, p.128。
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図 4-2-17　1947 年の航空写真
図 4-2-18　池袋駅周辺の露店の分布　『露店』より。
図 4-2-16　東口マーケットの平面図
星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街につ
いて」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
pp.119-142
図 4-2-15　ミューズマーケットの平面図
星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街につ
いて」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
pp.119-142
露店
　以上のようにこの時期、池袋東口に 5つのマーケットが並んだ、終戦直後から自然発生した露店も継続
的に路上に並んでいた。図 4-2-18 は池袋周辺の露店の分布を示している。この図からは駅前の森田組東口
マーケット周辺以外では、日活や人生座などの映画館周辺に露店が並んでいることに注目したい。これは、
駅前以外はあまり商店街の復興が進んでおらず、人が集まる場所は映画館に限られていたことを示してい
る。星野朗が図 4-2-6 の中に映画館をプロットしていたことにも納得がいく。
　新宿の新宿通りや、渋谷の道玄坂と異なり、戦前、池袋の道路には露店は並んでいなかった。そのため、
平日商人の組合は存在せず、戦後の露店はすべてテキヤの森田組あるいは上原組に所属していたと考えら
れる。
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（２）1948−53 年
　1948 年から 1953 年の間、戦災復興土地区画整理事業によってマーケットが整理されるとともに、一部
はまとまってマーケットを新設している。また露店整理事業によっても、新たにマーケットが建設された。
これらのマーケットは全て戦災復興土地区画整理事業第 10−1 工区の範囲内に建設されているが、これは
新宿ではみられなかったことである。この背景には、戦後の池袋が新宿と比較して市街地の再建が進んで
いなかったこともあるが、根津山が戦災復興土地区画整理事業第 10−1 工区内に存在したことが大きく影
響していた。
マーケットの新設と改築
　1948 年から、戦災復興土地区画整理事業によるマーケットの整理が始る 1949 年にかけては、森田組東
口マーケットの増改築が進んだ。これと併行して、森田組東口マーケットに隣接して新たにマーケットが
建設されている。	
　1948 年 3月 19 日の『読売新聞』によれば、1948 年 1月 13 日、池袋一丁目に当時住んでいた山本新吉が、
池袋東口駅前の一角で森田組東口マーケットが建設されていなかった土地［池袋一丁目 842］に池袋駅東
口復興マーケットを建設した（図 4-2-19）。このマーケットは 47 坪に 20 戸の店が並んだもので、一夜の
うちに無許可で建設されたという★2-30。池袋駅東口復興マーケットを記録した写真、地図はなく、どういっ
た形態をしていたのかは不明である。
　1948 年 3月、ターミナル周辺で緑地帯指定されている地区に増加してきたマーケットの無許可建設に対
して、東京都建設局は警視庁と協力して取締りを行うこととなった。池袋駅東口復興マーケットは、この
対象となり、1948 年 3月 18 日武装警官 50名に囲まれるなか、建設局工作隊によって撤去された。
　新宿で「組」組織が解散していった 1947 年中旬、東京の他の地域でも封建的な「組」組織が解散に追
い込まれた。しかしこれは、第三章でみた通り、形式的な解散で「組」組織の力は継続的にマーケットに
およぶ。森田組も 1948 年中頃までに解散している。さらに 1948 年 7月 20 日には、森田組が森田組東口
マーケット建設以降、営業者から税金や家賃と称して金を巻き上げ、暴利を得ていたとして池袋署が森田
信一の検挙に乗りだし★2-31、同月 29日に検挙している★2-32。
　一方で、西武資本によって建設された武蔵野デパートは、この時期に改築の計画が進められた。先の青
地晨の描写にみたように、武蔵野デパートは他のマーケット同様、極めて簡素なバラックであった。1947
年末になると、西武鉄道の駅舎事務所とともに木造の本建築へ改築する計画が始った。西武鉄道の関連会
社である復興社が設計と建設を担当し、1947 年 11 月に着工。資材は千葉県蘇我の元陸軍航空兵器研究所
の木造施設を落札・払下げによって調達した。しかし、この建物は建設途中の 1948 年 2月 3日未明に焼
失してしまった。そのため武蔵野デパートは建設途中も規模を縮小しながらに営業していたマーケットを
活用し、営業を継続することとし、再建をすすめることとなった。
　その後、木造モルタル外装二階建ての新しい建物は 1949 年 12 月に完成し、ターミナルデパートとして
社名を武蔵野デパートから西武百貨店に改称し再スタートした★2-33。新築の建物は、西武鉄道資本によっ
て西武鉄道の資産として建設された。同時に、それまで貸店舗を中心とした経営であった武蔵野デパートを、
直営の百貨店経営に変更した。これがターミナルデパートとしての西武百貨店の発展につながる。
★ 2-30　「池袋マーケット取壊し」『読売新聞』1948 年 3 月 19 日朝刊 , p.2。
★ 2-31　「元森田組手入れ」『朝日新聞』1948 年 7 月 21 日朝刊 , p.2。
★ 2-32　「元森田組幹部検挙」『朝日新聞』1948 年 7 月 30 日朝刊 , p.2。
★ 2-33　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , pp.47-48。
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図 4-2-19　池袋駅東口復興マーケット
星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , pp.119-142
池袋一丁目 824
西武の根津山買収
　西武は百貨店事業を進めるとともに、池袋駅東口の発展をにらんで土地の買収を進めていた。西武は、
武蔵野鉄道事務所用地に隣接する商店街の建物疎開による空地 360 坪（地主一名、借地権者 28 軒）を、
戦後早々に交渉をはじめ 1947 年 1月に買収を完了している。この土地は、1950 年に西武が最初の本格的
な駅ビル建設する際に、中心的な用地となる。
　西武がこの疎開空地に続いて買収を進めたのが、根津育英会が所有する根津山であった。根津山は約
15,000 坪にも及ぶ広い地所で、池袋駅の徒歩圏内でありながら広大な雑木林として終戦を迎えていた。西
武はこの土地の有用性に着目し、根津嘉一郎東武鉄道社長に譲渡を願い出るとともに根津育英会に直接交
渉し、根津山の大部分を買収することに成功、1946 年 3月に登記を行っている★2-34。ただし、土地買収時
に西武としてはこの土地において具体的な開発計画があったわけではなかった。
　他方でこの時期、戦災復興土地区画整理事業が進展し、1946 年 12 月には池袋駅東口（第 10−1 工区）
の地権者（地主・借地人）からなる土地区画整理委員会において、東京都提案の復興計画が具体化しつつ
あった★2-35。西武鉄道は同工区の大地主として、土地区画整理委員に名を連ねていた★2-36。東京都は戦災
復興土地区画整理事業推進のためには、駅前を占拠するマーケットの整理が急務であった。そのため、池
袋駅東口（第 10−1 工区）の区画整理を迅速に進めるために、西武所有となっていた根津山の土地を都へ
売却するよう願い出た★2-37。そして、西武は「都当局立案の復興・整備計画に全面的に協力することとし」
★2-38、1949 年早々に根津山を中心とした保有地を都に売却した。
　東京都はこの土地を森田組東口マーケットの区画整理で行き場のない人々、1949 年からの露店整理事業
で生まれた商業協同組合に購入させて整理を進めて行ったが★2-30、それはあくまで根津山の土地の一部で
★ 2-34　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.43。
★ 2-35　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.43。
★ 2-36　建設省編『戦災復興誌　第拾巻』都市計画協会 , 1961 年 , p.83。
★ 2-37　『甦った東京　東京都戦災復興土地区画整理事業誌』東京都建設局区画整理部計画課 , 
1987 年 , p.226。
★ 2-38　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.43。
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あり、実際には根津山の土地の分譲によってマーケット営業者や露店商以外にも多くの新規地主が生まれ
ていった。
　戦災復興土地区画整理第 10-1 工区の事業が都内でも極めて早期に進む。池袋東口が急激に発展して行っ
た背景には、この根津山の解体と新規地主の急増があったことは明らかである。
戦災復興土地区画整理事業第 10−1 工区の換地
　まずは池袋駅東口を対象とした、戦災復興土地区画整理事業第 10−1 工区の換地をみていこう。
　図 4-2-20 は東京都市計画第 10−1 地区復興土地区画整理事業の換地確定図である。左が区画整理以前、
右が区画整理以後を示している。東京都市計画第 10−1 地区復興土地区画整理事業は 1946 年 4月 25 日に
都市計画決定、1948 年 9月 2日に事業計画決定し、1960 年 10 月 31 日に換地処分されている★2-39。換地
処分が 1970 年前後までかかった新宿や渋谷、あるいは池袋西口と異なり、極めて早く事業が進んだこと
が特徴で、1953 年の火災保険特殊地図をみると、既に街区の整備は完了していることがわかる。
　駅前には 12,914㎡の広場が整備されているが、注目したいのはこの広場に面した駅舎建設用地の換地で
ある。区画整理前後を比較すると、区画整理後に国鉄、西武ともに駅舎建設用地の奥行が深くなっている。
これは戦前から急増していた旅客を流動的に処理するための広い駅舎を建設すること、商業床を上層に積
んだ駅ビルの建設を前提としたからである。後述するが、国鉄用地には民衆駅として東京丸物が、西武用
地には西武百貨店が開業することとなった。
　東京都市計画第 10−1 地区復興土地区画整理事業では換地処分時点で 978 筆の土地が存在したが、その
うち 187 筆が根津山の土地であった。この根津山が解体され、分譲されたことで土地所有権を持たなかっ
た森田組東口マーケットの営業者の多くが土地を得ることができた。図 4-2-21 は戦災復興土地区画整理前
に根津山であった土地の換地を示している。ほぼ原位置にあたる都電通り沿いだけでなく、広範囲に換地
されていることがわかる。
　それでは、戦災復興復興土地区画整理事業によるマーケットの整理と移転、露店整理事業事業に伴う営
業者の集団移転の過程を区画整理の換地とともに明らかにしていきたい。
森田組東口マーケットの整理
　1949 年 2月 17 日の『朝日新聞』によれば、森田組東口マーケットは戦災復興土地区画整理事業の施行
のため、1949 年 2月 20 日までに立退くよう都から指示されていた★2-40。立退きにあたり、都は建物所有
者である森田組と交渉を進め、営業者に対しては仮移転場所として「三百数十世帯に対して三角小屋十軒分」
を用意し、「換地として一坪３万円の土地を斡旋」★2-41 するなどしたが、営業者はこれに納得せず、1949
年 2月 16 日に副知事と会見し立退き延期を申入れた。
　1949 年 3月 2日の『読売新聞』によれば、森田組東口マーケットは都に立退きを求められたとき 460 坪、
20 棟に 298 戸の区画があり、そのうち 11戸には居住者がいたとし★2-42、一方同日の『朝日新聞』は 450
坪に 365 軒の店があったと伝えている★2-43。立退きの延期を求めたが、受入れられず 10 日ほど延期され
★ 2-39　『甦った東京　東京都戦災復興土地区画整理事業誌』東京都建設局区画整理部計画課 , 
1987 年 , p.106。
★ 2-40　「池袋マーケット立退き延期を申入れ」『朝日新聞』1949 年 2 月 17 日朝刊 , p.3。
★ 2-41　「池袋マーケット立退き延期を申入れ」『朝日新聞』1949 年 2 月 17 日朝刊 , p.3。
★ 2-42　「池袋東口マーケット取りこわし」『読売新聞』1949 年 3 月 2 日朝刊 , p.2。
★ 2-43　「池袋東口マーケット取り壊し始まる」『朝日新聞』1949 年 3 月 2 日朝刊 , p.2。
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たものの 1949 年 3 月 2日に強制執行で取壊しが決定したため、3月 1日に占有者は自主的にマーケット
を取り壊しはじめた。しかし、松平誠によれば森田組東口マーケットが本格的に取り壊されたのは、1950
〜 1951 年にかけてであるという★2-44。
　立退いた営業者の一部には、区画整理が進行中であった駅前広場周辺に土地を借り、バラックを建設し
て営業を続けた者もいた。松平誠の『ヤミ市	東京池袋』には、こうした営業者の証言が収録されている。
ここでは、二名の証言を紹介したい。
　志田恒平氏（仮名）は、終戦まではパイロットであったが、終戦から二年後に西口の復興マーケットで
八百屋をひらいた後、復興マーケットと森田組東口マーケットでパチンコ屋を営んだ人物である★2-45。森
田組東口マーケットが、区画整理で取り壊されると、西口の復興マーケットの店を売って、「森田組東口マー
ケットのすぐ裏で…一時的なマーケットみたいなもんで…一年中華料理屋をやった」という。このマーケッ
トのような商店が並んだバラックは、四軒続いた長屋で、志賀氏の店はその角に位置していたという。志
賀氏はその長屋の裏に空地があったため、６畳ほどの二階建ての住まいを建て、そこに住んでいた。一年
ほどで、この店と住宅も取り壊すことになり、志賀氏は 1948 年頃に購入していた根津山の土地へ移転し
て行くことになった。
　加賀谷勇氏（仮名）は、1946 年頃から森田組東口マーケットでそば屋を営んだ人物である★2-46。森田組
東口マーケットの整理が始ると、都から立退料をもらって立退いたという。加賀谷勇氏はそのとき、三越
の所有地の北側にあった池袋会館という戦前からの料理店の空いている地所を借りて移転した。この時期
には、新設のマーケットは認められていなかったため、加賀谷勇氏を含め、まとまって移転した 7軒は車
がついた屋台風の小屋をつくり、移動可能ということで都から許可を得た。その後、掘建小屋でマーケッ
トを建設し、呑み屋を始めたという。そのマーケットもすぐに立退くこととなり、「後ろに移った」という。
この移転地も区画整理後の池袋会館横の空地であった（図 4-2-22）。そこでも 7軒でマーケットを建設し
て飲み屋を続け、1954 年頃まで営業し、その後立退きを要求していた地主との示談が成立して土地を買い
取ると、それをすぐに三越に売却し、人生横丁の空いた区画を購入して移転したという。松平誠が聞き取
りを行った 1980 年代中頃、加賀谷勇氏は移転先の人生横丁でとんかつ屋を営んでいた。
　このように森田組東口マーケットの整理が始ってから完了する 1954 年頃までは、志賀氏、加賀氏など
のように駅前広場周辺の土地に、バラックを建設し営業を続けた人々がいた。地主としても、本建築を建
てるまで、短期的な借地を認めていたのであろう。駅前広場が竣工し周辺の土地でも本建築の建設が始ると、
そうした人々も立退きを求められ、さらに移転して行くことになる。
　駅前から立退いた営業者たちは、その後、個人で代替地を見つけて移転するものもいれば、まとまって
土地を購入し新たにマーケットを建設するものもいた。先述した通り、そうした人々の多くが区画整理用
地内で土地を取得できたことが、池袋東口の戦災復興の特徴である。森田組マーケットの営業者が集団で
土地を購入しマーケットを建設したものには、ひかり町通り、栄町通り、美久仁小路があったが★2-47、こ
のうちひかり町通りは根津山の土地を購入してる。また、栄町通り、美久仁小路を建設することになる営
★ 2-44　松平誠『ヤミ市 東京池袋』ドメス出版 , 1985 年 , p.131。
★ 2-45　志田恒平氏（仮名）の聞き取りの内容は、松平誠『ヤミ市 東京池袋』ドメス出版 , 1985 年 , 
pp.80-109 より。
★ 2-46　加賀谷勇氏（仮名）の聞き取りの内容は、松平誠『ヤミ市 東京池袋』ドメス出版 , 1985 年 , 
pp.110-130 より。
★ 2-47　橋本健二『居酒屋ほろ酔い考現学』毎日新聞社 , 2008 年 , pp.100。ここでは便宜的にそ
れぞれのマーケットを後年に使われていた通称で呼ぶこととする。
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日出町三丁目
西巣鴨一丁目池袋一丁目
池袋二丁目
雑司ヶ谷七丁目
雑司ヶ谷五丁目
雑司ヶ谷四丁目
図 4-2-20　東京都市計画第 10−1 工区復興土地区画整理　換地確定図　区画整理以前の地割
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0 20 100m
N
池袋東二丁目
池袋東一丁目
池袋東三丁目
区画整理前の主要街路を
破線で示している。
森田組東口マーケットの位置
区画整理以後の地割
0 20 100m
N
一筆内の借地境界線
土地境界線
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日出町三丁目
西巣鴨一丁目池袋一丁目
池袋二丁目
雑司ヶ谷七丁目
雑司ヶ谷五丁目
雑司ヶ谷四丁目
図 4-2-21　東京都市計画第 10−1 工区復興土地区画整理　換地確定図　区画整理以前の地割　根津山の土地を網掛け
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0 20 100m
N
池袋東二丁目
池袋東一丁目
池袋東三丁目
一筆内の借地境界線
土地境界線
区画整理以後の地割　根津山の土地を網掛け
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業者たちも 1947 年の航空写真では焼け跡や、畑になっていた土地を購入しマーケットを建設している。
1949 年以降、栄町通りと美久仁小路の業者が購入した土地が、どのように利用されていたか、あるいは利
用されていなかったのかを具体的に把握することはできないが、戦前は住宅地であった場所であり、戦後
も復興が進んでいた場所とは考えにくい。
　さて、それではこうした区画整理後に誕生したマーケットの誕生の経緯を考えていこう。
栄町通りと美久仁小路の誕生
　まず、栄町通りについてみていく。栄町通りは図 4-2-23 のM-3 の土地［前：池袋一丁目 689 ／後：池
袋東一町目 13-1］を集団で購入し、建設されたマーケットである。土地M-3 は区画整理前は 961.98㎡
の土地であったが、区画整理によって減歩され 603.86㎡になっている★2-48。土地［池袋一丁目 689］は
★ 2-48　土地［前：池袋一丁目 689 ／後：池袋東一町目 13-1］の換地明細書より。
図 4-2-22　池袋東口駅前の 1953 年の火災保険特殊地図
三越所有地
池袋会館
駅前広場
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1938 年の火災保険特殊地図（図 4-2-2）では、空地となっており、1947 年の航空写真でも建物が立って
いない。土地［池袋一丁目 689］の旧土地台帳は散逸しており、戦前戦後の土地所有者について知ること
はできないが、法務局で現在公開されている土地［池袋東一町目 13-1］の登記情報によれば、土地［池袋
東一町目 13-1］は 1951 年 11 月 30 日に 25 名によって買収されている。このM-3 は戦災復興土地区画整
理事業では図 4-2-23 の通り換地されている。換地後のM-3 は南北に長い敷地で、東と南で接道している。
マーケットが何時建設されたかは不明であるが、1953 年 1月に調査され描かれた図 4-2-25 によれば、敷
地に対して長て方向に通路が取られ、この通路と東側の道路に面して 34 軒の店が並んでいる。このうち
17軒が酒場となっており、店舗構成は森田組東口マーケットの性質を引継いでいるものと考えられる。現
在も飲屋街として賑わっている。
　つぎに美久仁小路についてみていく。美久仁小路は図 4-2-23 の区画整理後のM-4・M-5・M-6 に建設さ
れたマーケットである。M-4・M-5・M-6 はそれぞれ区画整理前後の地番でいえば、M-4［前：池袋一丁目
809-1 ／後：池袋東一町目 23-13］・M-5［前：池袋一丁目 807-8 ／後：池袋東一町目 23-4］・M-6［前：
池袋一丁目 807-1 ／後：池袋東一町目 23-3］である。1938 年の火災保険特殊地図をみると（図 4-2-2）、
これらの土地の一部には木造長屋の住宅が立っているが、大半は空地であり、1947 年の航空写真でも建
物は建設されていない。土地［池袋一丁目 809-1］、［池袋一丁目 807-8］、［池袋一丁目 807-1］の旧土地
台帳も法務局豊島出張所には保管されておらず、戦前から戦後すぐの所有関係を明らかにできない。しか
し、M-3 同様に法務局で現在公開されている登記情報からM-4［池袋東一町目 23-13］は 18 名によって
1951 年 5 月 29 日に購入されたこと、M-5［池袋東一町目 23-4］とM-6［池袋東一町目 23-3］は 1949
年 4月 3日にそれぞれ 17名によって購入されたことがわかる。M-5 とM-6 は登記されている所有者は一
致しており、購入日が同日であることからもまとまった 17人の営業者がマーケットを建設するために、ま
ずM-5 とM-6 を購入したと考えられる。M-5 とM-6 の土地取得は、森田組東口マーケットが整理が始まっ
た直後である。区画整理でM-4 は 470.08㎡から 301.22㎡へ、M-5 は 426.88㎡から 290.15㎡へ、M-6 は
405.32㎡から 276.13㎡へ減歩されている★2-49。
　このM-5 とM-6 に続いて、M-4 が 18 人によって購入され、先に購入していたM-5 とM-6 と連続して
マーケットを建設したと考えられる。M-4 を購入した 18 人のうち、2名はM-5 の購入者と一致するがそ
の他の 16人は新たに参加した営業者であると考えられ、美久仁小路は計 33名の地権者によって建設され
たマーケットであると推察される。マーケット自体がいつ建設されたかは不明であるが、1953 年 1月に調
査された図 4-2-25 では、美久仁小路に 39戸の店舗と住宅が確認でき、このうち 23軒が酒場になっており、
こちらの店舗構成も森田組東口マーケットの性質を引継いでいるものと考えられる。美久仁小路も飲屋街
として現在も賑わっている。
　こうして森田組東口マーケットの営業者の一部は、駅から 300mほど離れてしまったものの、区画整理
用地内に栄町通り（34軒）と美久仁小路（39軒）を建設し、営業をつづけることができた。
　
根津山の解体　ひかり町通りの誕生
　先述した通り、池袋東口の戦災復興には根津山の解体が大きな役割を果たしていた。これからみていく
ひかり町通りのマーケットは、栄町通りと美久仁小路同様森田組東口マーケットの元営業者が建設したマー
ケットであり、根津山の土地を購入して誕生したものである。また、池袋駅周辺における露店整理事業で
★ 2-49　土地［前：池袋一丁目 809-1 ／後：池袋東一町目 23-13］［前：池袋一丁目 807-8 ／後：
池袋東一町目 23-4］［前：池袋一丁目 807-1 ／後：池袋東一町目 23-3］の換地明細書より。
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池袋一丁目
池袋二丁目
M-3
M-4
M-5
M-6
栄町通り・美久仁小路の土地の換地　区画整理以前の地割
図 4-2-23
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池袋東一丁目
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M-6
0 20 100m
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一筆内の借地境界線
土地境界線
区画整理以後の地割
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R-1
I
I
I
I
I
R-2
R-4
R-3
M-1
M-2
日出町三丁目
池袋一丁目
池袋二丁目
雑司ヶ谷七丁目
雑司ヶ谷五丁目
根津山の土地の換地　区画整理以前の地割
図 4-2-24
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I
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一筆内の借地境界線
土地境界線
区画整理以後の地割
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は２つのマーケットが誕生しているが、その土地もかつて根津山であった土地であった。
　ここでは根津山の解体と、その後に誕生した都市組織をみていく。
　まず、森田組東口マーケットの元営業者が入居したひかり町通りをみていこう。ひかり町通りは、図
4-2-24 のM-1 とM-2 の土地に建設されたマーケットである。ともに区画整理前は根津山の南東端に位置
した土地で、M-1 である土地［前：日出町三丁目 10-187 ／後：池袋東一町目 14-1］は 1951 年 5 月 31
日に有限責任末廣住宅組合によって買収されており、一方のM-2 である土地［前：日出町三丁目 10-186
／後：池袋東一町目 14-2］は 1950 年 8 月 22 日に池袋新天地株式会社に買収されている★2-50。1953 年
10 月作図の火災保険特殊地図（図 4-2-26）をみると、M-1・M-2 を一帯の敷地として南北に通路を通し、
その通路と東側の道路に向かって店を並べているが、M-1 のマーケットは土地の北側で東の道路と接続す
る動線を持っており、その部分では店をこの動線に向かって並べることで、土地M-1 だけでまとまりをも
つ配置にもなっている。「ひかり町通り」とはM-1 とM-2 に建設されたマーケットをまとめて後に呼ばれ
るようになった呼称で、実際には２つの主体によって開発されたマーケットであった。1953 年 10 月作図
の火災保険特殊地図（図 4-2-26）からは、土地M-1 と土地M-2 それぞれに 33軒の店が並んでいることが
確認できる。
　M-2 を買収した有限責任末廣住宅組合については管見の限り推察できる情報は、旧土地台帳で有限責任
図 4-2-25　1953 年 1 月の新興市場地図 図 4-2-26　1953 年 10 月の火災保険特殊地図
栄町通り
美久仁小路
人生横丁
★ 2-50　旧土地台帳より。
ひかり町通り
栄町通り
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末廣住宅組合の所在地が「豊島区池袋一丁目 824」と表記されていることである。この住所は、池袋駅南
東側に存在した東口マーケットの住所に一致する。実証することは不可能であると考えられるが、東口マー
ケットを開発した主体が、新たにマーケットを開発することを目論み 1950 年に根津山のM-2 を買収し、
換地にマーケットを建設し、ここに森田組東口マーケットの旧営業者が入居したという可能性がある。
　その一方で、M-1のマーケットは、池袋新天地株式会社が土地M-1へマーケットを開発し、森田組東口マー
ケットの営業者の一部が店子として入居したと推察される。さらに、M-1 の土地［前：日出町三丁目 10-
187 ／後：池袋東一町目 14-1］は、1951 年 6月 28 日に 31 名に売却されており、営業者へ分譲されたも
のと推察される。31名のうち 29名の住所はM-1 である「日出町三丁目 10」となっているものの、2名は「池
袋 1-762」となっている。「池袋 1-762」とは森田組東口マーケットが立っていた土地の一部である。
　森田組東口マーケットの営業者の一部は、1949 年 3月の整理以降、造成中の駅前広場周辺の土地に一時
的に土地を借り、バラックを建設し営業を継続していた。こうした駅前広場周辺の土地にバラックを建設
していた営業者の一部が、池袋新天地株式会社が開発したマーケットへ入居した可能性がある★2-51。
　これまで有限責任末廣住宅組合や池袋新天地株式会社といった法人が、根津山の土地を購入しマーケッ
トを建設した過程をみてきたが、森田組東口マーケットの営業者の移転先は、新設のマーケットだけでは
なかった。
　例えば、先に松平誠の森田組東口マーケットの営業者への聞き取りで紹介した、志田恒平氏などは、新
設のマーケットに入居していない。1948 年頃に、根津山の土地が売りに出ていることを看板で知り、西口
の復興マーケットと森田組東口マーケットのパチンコ屋で稼いだ金を資金に、借金をして 65坪の土地を購
入している。この土地が戦災復興土地区画整理事業によて 40坪に減歩された。志田恒平氏はそこで連れ込
み旅館を経営した★2-52。
　この当時、森田組東口マーケットの営業者の中には、志田恒平氏のように根津山の土地の分譲を知り、
土地を購入した人々が他にもいただろうし、マーケット営業者以外でも土地を取得し地主になっていった
人々が池袋東口には多くいたと推察される。
　そして根津山の土地を購入し地主となったにもののなかには、マーケットで店を営んでいたような個人
もいれば、伊勢丹のような百貨店もいた。伊勢丹は、根津山の土地を計五筆、806 坪を購入している。そ
して、こらの土地は区画整理によって合筆され、499.30 坪の土地となっている★2-53（図 4-2-24）。伊勢丹
はここに池袋店を建設する計画で、動いており、新聞では新出デパートとして紹介されている★2-54。伊勢
丹は用地取得をしただけで、結局出店しなかったものの戦後の副都心ターミナル、とくに東急が地歩を固
める渋谷を除いた新宿と池袋は百貨店にとって新出を狙う、最も重要なエリアであったことは確かだ。
　このように戦後の根津山の解体は、個人から大企業まで様々な地主を生み出し、池袋東口の戦災復興に
極めて大きな影響をあたえた。
★ 2-51　有限責任末廣住宅組合、池袋新天地株式会社については、今後の精査が必要である。
★ 2-52　志田恒平氏（仮名）の聞き取りの内容は、松平誠『ヤミ市 東京池袋』ドメス出版 , 1985 年 , 
pp.80-109 より。
★ 2-53　土地［前：日出町三丁目 10-57・日出町三丁目 10-117・日出町三丁目 10-127・日出町
三丁目 10-141・日出町三丁目 10-142 ／後：池袋東一丁目 95-8］の換地明細書より。
★ 2-54　「デパート新地図　大阪方の攻勢　狙う東京駅、銀座、新宿、池袋」『読売新聞』1952 年
11 月 23 日夕刊 , p.3。
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露店整理事業　人生横丁・池袋商業協同組合マーケット街
　根津山の土地は戦災復興土地区画整理事業を進める上で重要な役割を果たしただけでなく、池袋の露店
整理事業においても、露店営業者組合の集団移転地として利用されている。
	　池袋の露店は図 4-2-18 の通り、東口では駅前と映画館の人生座・日活周辺に並んでおり、西口では復
興マーケットの裏手に並んでいた。『読売新聞』によれば、池袋の露店整理事業では、このうち東口の 68
軒と、西口の 65軒の露店が池袋商業協同組合（理事長小川竹松氏）を結成し、豊島区役所土木課との交渉
のすえ、1951 年 7 月 2日に区有地の払下げが決定し、西武鉄道所有地と個人名義の土地も「池袋発展の
ためなら…」と時価より安い値段で売買が行われることが当事者間で決定し、「恒久的な商店街として更生
することになった」★2-55。土地の交渉には 1年を要し、ようやくこの時まとまった。こうして池袋の露店
がまとまってマーケットを建設することとなった区有地、西武鉄道所有地、個人名義の土地は全てかつて
の根津山であった土地である。
　具体的には図 4-2-24 に示した土地のうち、R-1 が戦後に西武鉄道所有地となって土地「日出町三丁目
10-19」、R-2 が根津山の中でも珍しく終戦前の 1942 年 10 月 7日に根津育英会から個人へ分譲されていた
土地「日出町三丁目 10-42」、R-3 と R-4 が豊島区の土地として御野立所公園となっていた「日出町三丁目
19-16」である。R-3 と R-4 もかつては根津山であった地区である★2-56。
　池袋商業協同組合は、商工中金から融資を受け、これらの土地を購入しマーケットを建設することになっ
た。区画整理においてこれらの土地は、R-1 とそれ以外の R-2・R-3・R-4 とに分かれて換地されている。
そして R-1 には池袋商業協同組合マーケット街が、R-2・R-3・R-4 には人生座の近くということで人生横
丁という名のマーケットが建設された。
　池袋周辺の露店の立退きを予定通り進めるよう、1951 年 11 月中旬に池袋署は池袋東、西両口の露店代
表者を呼んで 11 月末での立退きを通告したが★2-57、結局露店業者は立退かず、1952 年 11 月時点でも東
口の裏通りで営業を続けていた★2-58。この時には既に二カ所のマーケットは建設されていたが、1953 年 1
月に調査された新興市場地図では人生横丁の店舗は全て空き店舗と表記されており、店は入っていなかっ
たようである。これが 1953 年 10 月作図の火災保険特殊地図（図 4-2-26）になると、人生横丁の半数ほ
どの区画には店名が入っているため、人生横丁の建物は 1952 年末には完成していたものの、露店商は駅
前の立地を手放すことができず露店のまま営業を続け、1953 年半ばになって徐々に入居していったものと
考えられる。
　また、人生横丁は発足当初から店の入れ替わりが起きていたようで、先に紹介した加賀谷勇氏（p.199）
は駅前の池袋会館横のバラック店舗が立退きとなると、1954 年に人生横丁の一区画の権利を 35万で買っ
て移転してくる。人生横丁と池袋商業協同組合マーケット街は、土地も建物も池袋商業協同組合所有となり、
組合員がそれを使用し、月々商工中金への借金を返すことになっていた。加賀谷勇氏が権利を買うと、そ
の区画の権利を加賀谷勇氏の前に持っていた元露店商がこうした返済を全くしていなかったことが発覚し、
★ 2-55　「生まれかわる露店商　池袋に新商店街　土地・資金・漸く纏まる」『読売新聞』1951 年
7 月 14 日朝刊 , p.4。
★ 2-56　それぞれの旧土地台帳の記載事項より。
★ 2-57　「池袋露店に立退要求　月末までの期限付きで」『朝日新聞』1951 年 11 月 16 日朝刊 , p.3。
★ 2-58　「池袋東口の露店解消」『朝日新聞』1952 年 11 月 12 日朝刊 , p.8。
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加賀谷勇氏は権利金だけでなく土地建物の返済金も支払うこととなったという★2-59。
　人生横丁は 2008 年 7 月末で営業を終了し、再開発され、現在は超高層ビルが立っている。人生横丁は
2007 年 3月時点でも土地・建物は組合によって所有されており、権利が個人に分かれていなかったことが、
再開発を進める一つの可能性となっているだろう。
戦災復興土地区画整理事業の市街化計画図
　こうして 1953 年には、森田組東口マーケット、露店を出自とするマーケットが誕生した（図 4-2-27）。
　図：4-2-28 は 1948 年 9 月 2日に東京都が作成した、戦災復興土地区画整理事業第 10 工区の市街化計
画計画図である。これまでみてきた区画整理後の新設マーケットが建設された場所は土地利用上は特殊飲
食業、興行場・遊技場に指定されている場所である。幹線道路から内側へ入った場所に位置する。こうし
た東京都の都市計画意図のもと、新設マーケットは森田組東口マーケットの営業者を中心とするものも、
露店整理事業によるものも、まとまりをもって換地されたと考えられる。
駅前の区画整理
　では、森田組東口マーケット以外のマーケットは戦災復興土地区画整理事業に際してどのように変化し
たのか。
　図 4-2-29 は池袋東口の駅前の区画整理前後の地割を示している。平和マーケットの土地の換地を「HE」、
ミューズマーケットの土地の換地を「MU」、東口マーケットの土地の換地を「HI」でそれぞれ示している。
３つのマーケット全て、一筆の土地全体に立っていたわけではなく、一筆がいくつかの借地に分かれて使
用されていた土地に立っていた。
　それぞれの土地の換地の建物を 1953 年の火災保険特殊地図から確認する。平和マーケットの換地「HE」
には三軒長屋と呑み屋が二軒立っているなど、一主体が借りている土地に複数の店舗が存在しているが、
区画整理以前の店舗名称などが不明なため、区画整理以前に存在した平和マーケットの店舗と連続性があ
るのかは判断できない。また、ミューズマーケットの土地の換地「MU」には戸建ての商店が四棟立ってお
り、複数の店が入居していたマーケットの性質を受け継いでいるようには見受けられない。
　一方で、東口マーケットの換地「HI」にはマーケットが再建され、八軒の飲み屋が入っている。東口マーケッ
トを建設した主体が、換地後の借地にもマーケットを建設したという可能性がある。ただ、これも区画整
理以前の以後の店名を明らかにする資料がないため、店の連続性を実証することはできない。また、同地
は土地M-1（ひかり町通りの南側）にマーケットを建設した有限責任末廣住宅組合の所在地となっている
場所であるが、火災保険特殊地図には関連する情報は表記されていない。
　これら３つのマーケットについては、星野朗の調査以外に有力な情報を得られる資料が無く、区画整理
に際してもその連続性を示すことは難しい。唯一、換地後の「HI」に呑み屋が並ぶマーケットが建設され
ていることが、区画整理前のマーケットとの関連を感じさせるものである。
★ 2-59　加賀谷勇氏（仮名）の聞き取りの内容は、松平誠『ヤミ市 東京池袋』ドメス出版 , 1985 年 , 
pp.110-130 より。
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東口駅前広場
池袋商業協同組合
マーケット街
池袋商業協同組合
人生横丁
美久仁小路
栄町通り
ひかり町通り
池袋新天地株式会社
ひかり町通り
末廣住宅組合
図 4-2-27　1953 年火災保険特殊地図
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図 4-2-28　第 10 地区市街化計画及公園緑地配置図　中島伸『戦災復興土地区画整理事業による街区設計と空間形成の実態
に関する研究−東京都戦災復興土地区画整理事業地区を事例として−』（東京大学博士論文、2013 年）の巻末資料所収。
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図 4-2-29
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百貨店の躍動
　戦災復興土地区画整理事業が進み、駅前のマーケットや露店が整理された。営業者たちは、駅からは離
れてしまったものの、区画整理用地内に土地を得てマーケットを建設したり、新設されたマーケットに入
居し、恒久的な店舗で営業を継続していく。仮説的な都市組織が、区画整理を経験して恒久的な都市組織
へと変化していく過程をマーケットに注目してみてきた。
　マーケットや露店が整理されて、駅前広場の整備が進むと、駅舎の改築が進んでいく。戦後、マーケッ
トから始った西武百貨店もこのころから本格的な建物の建設を始める。また一方で、国鉄用地では民衆駅
の建設計画が進み、民衆駅会社が設立されている。
　図 4-2-33 は国鉄と西武鉄道の所有地の換地を示している。先にも指摘した通り、換地では駅前広場に面
する国鉄所有地、西武鉄道所有地の奥行が増し、明確に駅ビルを建設する意図を持って街区設計と換地設
計が行われている。
　西武鉄道は 1949 年 12 月に建設した木造モルタル二階建ての西武百貨店を開業していたが、1950 年の
秋早々になって、堤康次郎はより本格的な鉄筋コンクリート造の百貨店の建設を決め、1950 年 11 月 5日
これに着工したた★2-60。場所は木造店舗の南側である。この背景には、池袋駅東口の旧国鉄駅舎が完成し
たこと、駅前広場を含めた区画整理が進捗したこと、1949 年 12 月に地下鉄丸ノ内線池袋−御茶ノ水間の
建設が決定したこと、そして決定的な出来事として 1950 年 12 月に開業した池袋西口民衆駅に東横百貨店
が新出したことがあった。1950 年、伊豆箱根鉄道の専用自動車道路の乗入れ問題をめぐって、激しく対立
していた五島慶太の東急資本下にある東横百貨店の池袋ヘの新出が、堤康次郎を強く刺激したことは事実
であろう。
　また、池袋西口民衆駅に入居した東横百貨店の開店レセプションに参加した、当時の西武百貨店支配人
は「池袋の文化は東横がつくる」という東横百貨店の口上を聞き、はらわたが煮えくりかえる気持ちだっ
たと、心情を明かしている★2-61。
　鉄筋コンクリート造の新店舗は 7階建ての計画であったが、資金不足と開店を急いだために、全館の完
成を待たずに、まず 1951 年 12 月 18 日に完成した 2階までをオープン、その後各階の工事完成の都度オー
プンを繰り返し、1952 年 9月、ついに 7階までの全館が開店した（図 4-2-30）。
　さらに 1953 年初旬、西武鉄道は木造店舗の北側に、北館の建設に取り掛かる。この西武百貨店建設第
二期の北館が、第一期に接続して建設できず、木造店舗を間に挟んだのには、1951 年 4月から始った丸ノ
内線の工事が要因となっていた。丸ノ内線はその後、1954 年 1 月 20 日に完成する。そして、地下一階、
地上二階建ての北館は 1954 年 6月 5日に竣工した★2-62。図 4-2-32 は西武百貨店北館完成時の池袋東口の
写真である。北館の右に写っている池袋駅東口の駅舎は元々の駅舎の位置に再建されたものであり、これ
と区画整理後の土地に建設された西武百貨店北館を比較すると、駅舎用地が広く換地されたことがよくわ
かる。また、この写真の国鉄池袋駅の奥に見えるのが、池袋西口民衆駅（東横百貨店）である。
★ 2-60　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , pp.58-59。
★ 2-61　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.59。
★ 2-62　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , pp.62-64。
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図 4-2-30　一期竣工後の西武百貨店　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.61。
図 4-2-31　一期　網掛け部分が一期工事箇所（図面は九期工事完成時）
由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.61。
図 4-2-32　二期竣工後の西武百貨店　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , pp.52-53。
▼　一期
▼　一期
▼　二期
▼　池袋西口民衆駅（東横百貨店）
▲　国鉄池袋東口駅舎
▼　1949 年 12 月開業の
　　木造店舗
一期
三期
二期
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図 4-2-33
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池袋東口民衆駅の計画
　西武百貨店の開発が進む一方で、池袋東口民衆駅の計画が進んでいる。1952 年 6月 18 日の『読売新聞』
には「私鉄や地下鉄を結ぶ	池袋交通会館９月に着工」という見出しで、池袋東口民衆駅の計画とそれを建
設する民衆駅会社の設立が紹介されている。
「池袋駅東口に国鉄駅本屋をかねた新ビルが来年末までに誕生する。これは地元有志が
設立した株式会社池袋交通会館（資本金一億円、発起人元運輸次官伊能繁次郎氏）で、
地上五階、地下一階、延四千三百五十坪地下と地上一階は国電池袋駅東口本屋に使用、
二階以上はホテル、貸事務所、貸店舗として地下鉄、東武線なども連結される予定、
九月から工費五億七千万円で着工、来年末までに完工、将来は八階建てにする設計と
なっている」★2-63
　この株式会社池袋交通会館が計画を進めるも、鉄道会館問題などによって実際には予定通りには進まず、
池袋東口民衆駅の開業は 1958 年となる。これ以降新聞では「「大池袋」の建設進む」★2-64 という見出しで
駅ビルや三越、銀行など駅前広場周辺のビル建設ラッシュや、丸ノ内線の建設によって浮上した地下街の
建設計画に注目が集まっていった。
★ 2-63　「私鉄や地下鉄を結ぶ 池袋交通会館９月に着工」『読売新聞』1952 年 6 月 18 日朝刊 , p.4。
★ 2-64　「「大池袋」の建設進む　上・信越線の引入れか」『朝日新聞』1952 年 7 月 2 日朝刊 , p.4。
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（３）1954−58 年
　1948 年から 1953 年までの期間は、戦災復興土地区画整理事業によって基盤整備が進んだ時期だとする
ならば、1954 年から 58 年はその上に本建築が次々と建設されていった時期である。とくに 1956 年に制
定された百貨店法の影響で、その直前に百貨店を中心とした建物の着工ラッシュが起きている。
池袋東口民衆駅の誕生
　池袋東口民衆駅を建設する民衆駅会社として発足した株式会社池袋交通会館は、1953 年 2月、社名を池
袋ステーション・ビル株式会社に改称し、資本金も 5,000 万円に変更している。これを契機とし、京都丸
物百貨店が池袋ステーション・ビル株式会社に対して、池袋東口民衆駅で百貨店営業を行うことについて
打診した。そして1954年10月、丸物百貨店が池袋ステーション・ビル株式会社の持株過半数を肩代わりし、
さらに 1億 5,000 万を増資し、資本金 2億円の新会社として発足することとなり、丸物からは役員が派遣
されることとなった。新会社の会長には池袋交通会館時代からの伊能繁次郎、社長には丸物社長の中林仁
一郎が就き★2-65、事業目的をステーション・ビルから百貨店に変更し、池袋東口民衆駅の建設申請を行った。
　1955 年 11 月 4 日、池袋東口民衆駅の建設承認が国鉄からおり、池袋ステーション・ビル株式会社が、
国鉄使用部分も含め総工費の 15億円を全額負担することで決定した★2-66。設計は、そごう大阪店を評価し
た社長中林仁一郎によって村野藤吾に依頼されている。
　1952 年 9月には東京駅八重洲口民衆駅の鉄道会館に大丸の進出が決まっており、1953 年には大井町へ
阪急百貨店が出店し、関西の百貨店の東京進出が進んでいた。そこへ池袋駅への丸物の進出が決まる。さ
らに池袋駅周辺の百貨店は、この時期に増築が決定しており、池袋地元商店街では反対運動が起こった。
1956 年 10 月 31 日には、地元商店街小売商 200 人がバスに分乗して、池袋駅への丸物進出と、東京駅へ
の大丸の出店許可の取り消し、他の百貨店の増床面積を減らしてもらいたいと通産省へ陳情に向かってい
る。これが影響し、通産省は、丸物の売場面積を申請床面積の 50%（約 3,320 坪）に限って認めることと
した。丸物としては、この売場面積削減は大きな痛手となり、その後の売り上げ不振につながった。
　1957 年 5 月、池袋ステーション・ビル株式会社は株式会社東京丸物に商号を変更、池袋東口民衆駅の
構内営業者として準備をすすめた。1959 年 3月、地下 3階、地上 8階建ての池袋東口民衆駅が竣工した。
建設費を全額民衆駅会社が負担し、一階以下を国鉄の所有、二階以上を東京丸物の所有としている東京圏
のターミナル特有の資本構成・所有構造の民衆駅として誕生した。
西武百貨店の完成　三・四期増築
　西武鉄道は、1954 年に竣工した二期工事に続き、地下鉄丸ノ内線が開通したことで、一期と二期に間に
あった木造店舗を改築する三期工事に着工した。1955 年末には地上三階、地下二階の建物が完成。この時、
南側の一期工事で完成した 7階建ての建物と接続し、北側の二期工事で完成した地上二階建ての建物を建
増しし、南北全館で三階までを完成させた★2-67。
★ 2-65　「関西百貨店また進出　京都の ” 丸物 ” 池袋東口へ　明後年実現」『読売新聞』1954 年
10 月 30 日朝刊 , p.7。
★ 2-66　石榑督和「国鉄民衆駅の誕生と展開 −駅本屋の戦災復興と大都市ターミナルビル開発−」『前
現代都市・建築遺産計画学的検討［若手奨励］特別研究委員会』日本建築学会 , 2013 年 3 月 , p.66。
★ 2-67　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.109。
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　ついで四期工事が着工された。四期工事は、二期と三期で完成した部分の上に、四階から七階を建設す
るというもので、1956 年 3月に着工され同年 11月に完成した。こうして、明治通りと駅前広場に沿った、
鉄筋コンクリート造地上七階建て、売場面積 1万 3000 坪の西武百貨店が完成した。この後も西武百貨店
の増床は続くが、四期までの建物で現在までの店舗の原型が完成したといってよい。四期が完成したことで、
西武百貨店は池袋東口の中心的な百貨店として地歩を固めた。
　四期工事は百貨店法施行に伴い、各地で百貨店の新築・改築が進む時期に行われている。先述の東京丸
物が民衆駅に入居し、駅前広場の反対側では三越が新築工事をすすめていた。丸物、三越同様、西武百貨
店も百貨店法の規制にあっている。1956 年 10 月 29 日、通産省百貨店審議会は、それぞれの百貨店が新築・
増築で申請した売場面積のうち、西武四割削減、三越二割削減、丸物五割削減という最終答申をだし、西
武もこれに従うこととなった。しかし、西武は今後の五・六期を見越した申請であったため、四期工事ま
では全く打撃を受けず、計画通りの規模で建設が進んだ★2-68。
三越池袋店の開業
　1955 年 11 月に着工していた三越池袋店は、1957 年 9月に竣工し、10月 1日に開店した。途中、百貨
店方による売場面積の二割の削減を受けたが、完成した建物は地上七階、地下二階、総面積 2万 5,466㎡で、
都内の三越四店のなかでは日本橋本店に次ぐ規模であった★2-69。
　三越が完成したことで、池袋東口には西武、丸物、三越の３つの百貨店が建ち並ぶことになり、駅を中
心に東口の東横百貨店を含め４つの百貨店がしのぎを削ることとなる（図 4-2-33）。
　以上みてきたように、池袋東口は1960年頃までには戦災復興をとげたといってよいだろう。これは新宿、
渋谷、池袋西口と比較しても極めて早い復興であった。
★ 2-68　由井常彦編『セゾンの歴史｜上巻』リブロポート , 1991 年 , p.113。
★ 2-69　株式会社三越本社『株式会社三越 100 年の記録』株式会社三越 , 2005 年 , p.190。
図 4-2-34　1957 年の池袋
出店＝『東京この 30 年』朝日新聞社 , 1984 年 , p.97
池袋西口民衆駅（東横百貨店）
池袋東口民衆駅（東京丸物）
西武百貨店
三越
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４−２−３　本節のまとめ
　本節の対象地区では、最大のマーケット（森田組東口マーケット）が新宿東口と同様に交通疎開空地後
に建設された。旧土地台帳が散逸しているため、実証はできなかったが、交通疎開空地の土地は戦争末期
の 1944 年から 1947 年にかけては都の管理下にあったと推察され、森田組東口マーケットは都の許可のも
と建設されたと考えられる。
　対象地区には戦後まで雑木林のままであった根津山があり、これが戦後分譲されたことで、戦災復興土
地区画整理事業では森田組東口マーケットの営業者の移転地、露店整理事業では露店商の移転地として、
土地の所有権を持たずインフォーマルな存在として駅周辺に存在した営業者に公的な所有権をもつ可能性
を与えた。多くはマーケットに入居したが、個人で土地を取得していくものもいた。また、根津山の分譲
は浮動的な存在であったマーケット営業者や、露店商に土地の買収の可能性を与えただけでなく、伊勢丹
のような大資本にも土地取得の機会を与えている。
　一方で、根津山だけでなく東口一帯に広がっていた住宅地の焼け跡の土地も、戦後に復旧が進まなかっ
たことで、比較的容易に他者が取得することができた可能性がある。美久仁小路や、栄町通りのマーケッ
トは、こうした住宅地の焼け跡やもともと空地であった土地を森田組東口マーケットの営業者が取得して
マーケットを建設し移転したものであった。
　さらにこうした区画整理後のマーケットは、まとまって飲屋街を形成していた。これらの地区は東京都
の市街化計画で特殊飲食業や興行場・遊技場に指定されており、区画整理の換地設計の際に意図的にまと
められたことが推察された。対象地区を含む東京都市計画第 10−1 地区復興土地区画整理事業は、根津山
など比較的自由に換地が行える土地が存在したため、こうした市街化計画の意図も反映しやすかったもの
と考えられる。
　対象地区は戦災復興土地区画整理事業が早期に進んだため、駅本屋の再開発も早期に進んだ。区画整理
では駅前広場に面して国鉄用地、西武鉄道所有地ともに奥行を深く大規模は駅ビルを建設することを想定
した換地が行われていた。そして、国鉄所有地には東京丸物による民衆駅が、西武鉄道所有地には西武百
貨店が建設され、駅前広場に沿って駅ビルの巨大な壁ができあがった。
　対象地区の戦災復興の特徴はこうした過程が 1960 年前後までに完了したということである。
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４−３　池袋西口方面の戦後復興過程
４−３−０　本節の対象地区
　本節は池袋駅西口の図 4-3-1 の範囲を対象とする。池袋駅西口から西へ伸びるバス通りの南側に戦後形
成されるマーケットを主な分析対象とする。
　本節の対象地区は前節の対象地区と比較すると、闇市を起源とするマーケットが長期間存在した場所で
ある。そうしたマーケットがどのように発生し、長期間存在し、また整理されていったのかを明らかにす
ることで、対象地区の戦災復興過程をみてきたい。
図 4-3-1　対象地区
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図 4-3-2　1938 年の火災保険特殊地図
４−３−１　終戦までの対象地区
（１）戦前
　図 4-3-2 は 1938 年の火災保険特殊地図である。戦前の対象地区は街区のガワ部分には商店が建ち並び、
裏通りの一部でも商店街を形成している。そこから路地を入り街区の内側へ入ると、住宅が建ち並んでいる。
　対象地区の主要な街路であるバス通り南側には、豊島師範学校があった。鉄筋コンクリート三階建ての
一棟を除き、全て木造の校舎である。この木造校舎が空襲で燃え、一筆の広大な焼跡が生まれたことが、
戦後に闇市を生む背景となる。
　第２章第２節でみた通り、池袋駅東・西両口には戦前に駅前広場の計画があった。この計画は着工され
なかったが、駅前広場の計画は交通疎開空地事業に引継がれている。
豊島師範学校 池袋駅西口
商店街
商店街
商店街
商店街
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（２）戦災　1944−45 年
建物疎開
　先述の通り対象地区では疎開事業の第三次指定（1944 年 4 月 17 日）によって駅前の建物が除去され、
交通疎開空地がつくられた★3-1。図2-2-10は豊島区の疎開空地を示した東京都防衛局建物疎開課発行（1944
年 5 月発行）の「豊島区建物疎開地区図」★3-2 である。対象地区の交通疎開空地の範囲が示されており、
これは概ね 1930 年代後半に計画された駅前広場の範囲と一致する（図 2-2-5）。
　また、図 2-2-11 は 1944 年 11 月 7 日に陸軍によって撮影された池袋駅周辺の航空写真「NI-54-25-6」
★3-3 であるが、この時点で対象地区の交通疎開空地に指定されたエリアの建物が除去されていることがわ
かる。
　さらに交通疎開空地に指定された範囲のうち、	図 4-3-4 の網掛け部の土地［池袋二丁目 852-1］［池袋
二丁目 852-3］［池袋二丁目 853］［池袋二丁目 854］［池袋二丁目 863-2］［池袋二丁目 866-4］は、1944
年末から 1945 年初頭にかけて疎開空地として東京都に買収されている。このなかで、土地［池袋二丁目
863-2］の形状に注目すると、街区を角切りするような土地形状で買収されている。これは交通疎開空地の
計画通り図 2-2-10 の形状であるが、図 2-2-5 の駅前広場と計画街路の関係を引継いだものではないか。こ
うした関係性を指摘しない限り、この交通疎開空地の南西端の形状は不自然である。
戦災
　池袋駅周辺は 1945 年 4月 13 日の大空襲で焼き尽くされた。図 4-3-3 は 1945 年 8月から 9月にかけて
撮影された米軍の航空写真をもとに、焼け残った建物のみが描かれた地図である。空襲にあった対象地区
には、鉄道施設が 3棟描かれているのと、豊島師範学校の鉄筋コンクリート造の建物が焼け残っていること、
この他まばらに建物が確認できる。しかし、戦後も建物として利用されたのは豊島師範学校の校舎だけで
図 4-3-3　終戦直後の池袋　
『戦災復興期東京１万分１地形図修正』柏書房 , 1988 年
★ 3-1　豊島区池袋一丁目、同二丁目、雑司ヶ谷町五丁目地内。東京都『東京都戦災誌』株式会社
明元社 , 2005 年 , pp.186-188。
★ 3-2　豊島区史編纂委員会編『豊島区史　通史編　二』東京都豊島区 , 1983 年 , pp.1212-1213
所収。
★ 3-3　国土地理院所蔵。 
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図 4-3-4　交通疎開空地のうち都に買収された土地
東京都市計画第 10−1 工区換地確定図　区画整理以前の地割（1968 年 7 月 6 日換地処分時）
バス
通り
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あったようである。
　また、豊島区西部と対象地区南側の住宅地の焼け残りが、対象地区の戦災復興に大きな影響を及ぼす。
こうした地域には間借りなどで人口が増え、徒歩で池袋駅周辺のマーケットへ来る人々が多く住んでいた。
1947 年に池袋駅周辺のマーケットを調査した星野朗は、池袋駅の西側に広く焼け残った住宅地があったた
め、対象地区では西側に伸びるようにマーケットが発生したと指摘している★3-4。
★ 3-4　星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
pp.119-142。
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４−３−２　戦災復興から高度成長までの対象地区
（１）1945−47 年
　星野朗の調査によれば、対象地区に 1947 年 5 月までに建設されたマーケットは、東京マーケット、森
田組西口マーケット、仁栄マーケット、永安公司A（永安マーケット）、永安公司 B（永安マーケット）、
復興商店街（復興マーケット）の６つのマーケットである。さらに、1947 年 8 月 8日に米軍によって撮
影された航空写真「USA-M390-34」からは、復興マーケットの南側に上原組マーケットが建設されている
ことが確認でき★3-5、本節の対象地区には終戦から 1947 年 8月までに 7つのマーケットが建設されたこと
がわかる。
東京マーケット
　戦後、池袋西口で最も早く建設されたマーケットは東武鉄道線路際の東京マーケットである。東京マー
ケットは 1946 年 7 月に開店している★3-6。建物配置は図 4-3-5・図 4-3-6 の通りで、街路形状に沿って L
字型の通路を造り、その通路に対して木造長屋を 4棟配置している。4棟の長屋（1棟は三角形）に 48の
区画を持っていた。これらの長屋は同時に建設されたのではなく、はじめにAと Bが建設され、ついでC、
★ 3-5　立教大学社会福祉研究室「池袋戦災復興マーケット実態調査」（『社会応用学研究』No.25, 
1984 年 , pp.143-153）によれば、1950 年から 1951 年にかけては復興マーケットの南側に上
原組マーケットが存在することが確認でき、1947 年 8 月 8 日に米軍によって撮影された航空写真
「USA-M390-34」に確認できるマーケットが上原組マーケットであると判断した。また、「無法地帯・
池袋　西口マーケット、10 年ぶり実態調査へ　都で区画整理に本腰」（『読売新聞』1955 年 7 月 1
日朝刊 , p.7）では同地を上原組親分である「豊島区池袋二丁目 1060 の上原幸助氏」が借地したこ
とが明記されている。
★ 3-6　星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
pp.119-142。
図 4-3-6　1947 年の航空写真図 4-3-5　東京マーケットの平面図
星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」
『 社 会 応 用 学 研 究 』No.25, 1984 年 , pp.119-
142
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最後にDという順番で建設されたという★3-7（図 4-3-5）。
　星野朗によれば、1947年 2〜5月時点でのマーケットに入居していたお店は、飲食店が15軒と最も多く、
ついで古物商、食料品店、日用品店つづき、10区画は空家であったという。立地としては、東武鉄道と国
鉄の線路の下を抜けて東口と西口を繋ぐ「歩行者専用地下道とは僅かながら離れており、それに加えて北
方にひろがる後背地はすべて焼失したまま復興していない」ため、「商店街としての活発さにかけて」いた
という★3-8。
　東京マーケットが建設されている土地の旧土地台帳を入手できなかったため、土地所有との関係は明ら
かにできない。
森田組西口マーケット・永安公司 B
　森田組（親分：森田信一）は東口にマーケットを開設して半年後の 1946 年 10 月、西口にもマーケッ
トを開設している。場所は豊島師範学校の敷地の東側、池袋駅を出て西へ 100m弱進んだ街区である（図
4-2-6）。この街区には、四分の三程度の面積を森田組西口マーケットが、残り四分の一を永安公司（星野
朗は永安公司が二カ所に存在するため、便宜的にこちらを永安公司 Bと呼んでいる。永安マーケットとも
呼ばれている）という名所のマーケットが占めている。
　森田組西口マーケットは図 4-3-7・図 4-3-8 の通り、東西方向に棟を平行にして長屋を並べている。街区
内に 4本の通路を通し、この通路に向かって並ぶ 8列の長屋と街区南側の道路に向かって店を開く 1列の
長屋で構成されている。マーケットの一区画あたりの面積は、すべて一坪で、全体で 136 の区画がある。
星野によれば「使用してある材木は、金融事情もやや円滑化しはじめた頃のためか、商店街をつくるため
に製材された材木が使用されている」★3-9 といい、小規模であるが東口の森田組マーケットに比較すれば、
本建築に近い資材を使用していたようである。
　森田組西口マーケットの店舗の業種構成をみると、「136 軒のうち 45 軒が未開店で、開店している 91
軒中 83軒が、酒をのませる店になっている。この総店舗数のうち 61%、開店中の 91％がいわゆる「のみ屋」
という構成は森田組東口マーケットより一層たかい割合を示している」★3-10。この他の店舗は、魚屋が 4軒、
八百屋 3軒、電気器具店が 1軒となっている。
　一方で同じ街区の一部に建つ永安公司 Bは、森田組西口マーケットの 4ヶ月後の 1947 年 2月に完成し
ている。建物は、森田組西口マーケットとの境界に L字型に長屋を配置し、「L」の内側に通路を 2本つくっ
て長屋をならべている（図 4-3-7・図 4-3-8）。この森田組西口マーケットとの境界に建つ店は、すべて森
田組のマーケットに対して背を向けており、永安公司 Bは森田組西口マーケットから独立した配置になっ
ている。駅側（東側）に他の区画よりも面積の大きい区画を並べていることが特徴であろう。この 3つの
区画のみマーケット内の通路ではなく、東側の道路に向かって店を開いている。区画は全部で 47あるもの
★ 3-7　星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
p.122。
★ 3-8　星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
p.122。
★ 3-9　星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
p.122。
★ 3-10　星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , 
p.122。
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図 4-3-8　1947 年の航空写真
図 4-3-9　森田組西口マーケットと永安公司 B の敷地となった土地の所有と地割
地割は東京都市計画第 10−2 工区換地確定図（区画整理以前）を使用。
図 4-3-7: 森田組西口マーケット・永安公司 B
星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」
『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , pp.119-142
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の、そのうち 26 軒が空家となっている。開店している 21 軒中 15 軒がのみ屋であり、こうした性質は森
田組西口マーケットに近いものがある。
　さて、ここまで森田組西口マーケットと永安公司 Bを一緒にみてきたが、ここでこの街区の土地所有に
ついてみてみたい。図 4-3-9 は、森田組西口マーケットと永安公司 Bが立つ街区の土地所有を示している。
これをみると、森田組西口マーケットと永安公司 Bが立つ土地は所有者が異なることがわかる。森田組西
口マーケットと永安公司 Bの建物所有者と、これらの土地所有者の間にどのような借地契約が結ばれてい
たかは不明であるが、土地所有形態とマーケットの配置が一致していることから、マーケット建設者は土
地の所有を前提に開発を行ったと考えてよいだろう。両マーケットともに、焼跡を不法占拠して建設した
ものとは考えにくい。
豊島師範学校の土地
　図 4-2-6 で⑥仁栄マーケット別館、⑦永安公司A、⑧復興商店街が立っている土地は、4-3-1（２）で確
認した通り豊島師範学校の焼跡である。豊島師範学校は戦災で 1947 年 1 月に小金井に移転しているが、
これを前後して、当時の豊島師範学校の校長を介してこれらの土地が地元有力者を中心としたいくつかの
主体に借地されている。
　こうした経緯が、1955 年 7 月 1日の『読売新聞』に整理されているので紹介する★3-11。まず、豊島師
範学校の土地が借地されるきっかけとなったのは、元都議会議員の原定良氏が、バス通りに面した豊島師
範学校の土地 385 坪の使用願いを当時の所有者である文部省に提出したことに始る。原氏は被災者、引揚
者の援護施設を作るという名目で、土地使用願いを提出し受理される。これに倣って、池袋戦災復興会（代
表者：井本常作氏）、東京都復興助成会（代表者：樺沢金作氏）、上原幸助氏（上原組親分）も土地使用願
いを提出した。文部省は、次の 4点を条件に土地の使用を認めることとし、これらの四者は当時校長であっ
た「大野◯毅氏」★3-12 と借地契約を結んでいる。その条件とは①第三者に転貸、譲渡をしない、②期限満
了の 1948 年 3月 31 日には借地前の土地に復旧して返還する、③期限前でも所有者が必要とするときは即
時返還する、④契約解除のときは代償を要求しない、という 4点であった。こうして、原定良氏が 385 坪、
池袋戦災復興会（代表者：井本常作氏）が 2,768 坪、東京都復興助成会（代表者：樺沢金作氏）が 2,583 坪、
上原幸助氏（上原組）が 2,000 坪を借地することとなり（図 4-3-10）、それぞれにマーケットが建設された。
　しかし、この条件は全く履行されることはなく、1948 年 3月 31 日を過ぎても同地に建設されたマーケッ
トは残存し続けた。さらに、原定良氏は土地の使用権を洪仁栄氏と堤栄治氏に譲り、洪氏は 30数軒の業者
に月 3,000 円前後で店舗を貸与し、堤氏もまた間口一間から二間の長屋式貸店舗を建設して一区画 20 万
円から 50万円で建物と土地使用権を営業者に譲渡するなど、権利関係の複雑化が進んだ。同様に池袋戦災
復興会でも飲食店、洋服店など約 500 名の業者に入居料として一区画 3千円から 4千円を微収し、使用料
として負担金の名目で月 3百円から 5百円で転貸するという事態となり、1951 年に土地の所有権が都に
返還されても、同地はマーケットに占拠されたままであった。
　借地契約から、区画整理による整理までの約 15年間、地代は全く支払われていない。
★ 3-11　「無法地帯・池袋　西口マーケット、10 年ぶり実態調査へ　都で区画整理に本腰」『読売
新聞』1955 年 7 月 1 日朝刊 , p.7。
★ 3-12　「無法地帯・池袋　西口マーケット、10 年ぶり実態調査へ　都で区画整理に本腰」（『読売
新聞』1955 年 7 月 1 日朝刊 , p.7）に氏名の記載があるが、「大野◯毅氏」の◯の文字が判読できない。
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図 4-3-10　豊島師範学校の土地を借地下主体と場所
「無法地帯・池袋　西口マーケット、10 年ぶり実態調査へ　都で区画整理に本腰」（『読売新聞』1955 年 7 月 1 日朝刊 , p.7）
図 4-3-11　仁栄マーケット・永安公司 A・復興商店街の平面図
星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984 年 , pp.119-142
仁栄マーケット
　こうした経緯を踏まえて元豊島師範学校の土地に立ったマーケットをみていくと、仁栄マーケット別館
は、その名称と立地から、原定良氏から土地使用権を譲り受けた洪仁栄氏が建設したマーケットだと推察
される（図 4-2-6）。仁栄マーケット別館は 1946 年 12 月 1日に開店した。建物としては一列の長屋に 16
の区画のもつ。2軒の飲食店と 2区画の空家以外は小売商であった。大通りに面していたため、小売店の
利益が高かったものと推察される。
永安公司 A
　永安公司Aは仁栄マーケット別館の西側に隣接するマーケットで、1947年2月に完成している。このマー
ケットを開発したのは原定良氏か堤栄治氏のいずれかであるが、どちらであったかは不明である。マーケッ
トの名称から、森田組西口マーケットに隣接する永安公司 Bも、原定良氏か堤栄治氏のいずれかが開発し
たものと考えられる。仁栄マーケット別館と同様、一列の長屋に 16 の区画のもつ。店舗構成は、13 区画
のうち 6軒が化粧品・薬品で最も多く、1軒の飲食店を除いて小売店である。
N
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復興商店街（復興マーケット）
　復興商店街（復興マーケット）は池袋駅周辺のマーケットで最大規模のものであった。1947 年 2月に完
成している。復興商店街は仁栄マーケット別館と永安公司Aの裏側に位置し、人通りの多いバス通りに面
するのは北西の出入り口のみであった。
　復興商店街の最大の特徴は、その配置にある（図 4-3-11）。全体は東西方向に６区画をもつ長屋を背中
合わせで並べる構成で、東西方向に 4本の通路をつくり、その通路に向かって店を開いている。しかし、
その構成を打ち切るように敷地北西のバス通りから、森田組西口マーケット方向へ向かって対角線状の通
路とそれに面した長屋を配置している。この対角線状の通路は、対象地区西側に広がる焼け残り住宅地か
ら続くバス通りと、池袋駅西口出口を最短距離で繋いでいるため、朝夕の通行人はもちろん、多くの人々
が使用する通路となっていた★3-13。
　配置に明快な意図を感じるだけでなく、建物も「かなりしっかりしていて、材料も良く、一軒が三坪、
中央で斜交する棟でも一軒二坪」★3-14 と比較的広かったという。このため営業者のなかにはマーケットま
で通勤する人もあったが、店舗併用住宅としている人々の方が多かったようである。この傾向はこの後さ
らに進み、専用住宅も多く存在するようになった。1950 〜 1951 年に行われた立教大学社会福祉研究室の
調査では、復興商店街の 510 区画（1950 〜 1951 年当時）のうち、182 区画が専用住宅になっていること
を明らかにしている★3-15。
　星野朗の調査によれば、店舗構成は全 492 区画のうち約三分の一の 154 軒が飲食店で、とくにマーケッ
トの東西方向に並ぶ区画に多く、次いで多い食料品や日用品の小売店は対角線上に配置された区画に多く、
空家は西南端の動線上奥になってしまう場所に多かったという★3-16。
上原組マーケット
　上原組マーケットは復興商店街の南側、森田組西口マーケットの西側に建設されたマーケットである。
1947 年 2 月から 5月にかけて池袋駅周辺のマーケットを調査した星野朗には、上原組マーケットの記録
はないが、1947 年 8月 8日に撮影された航空写真には映り込んでいる（図 4-3-12）。復興商店街や森田組
西口マーケットとに比べ規模が大きいことが航空写真から読みとれる。復興商店街、森田組西口マーケッ
ト同様に東西方向に長屋を並べた構成で、マーケット内に二本の通路を形成している。店舗数や店舗構成
については不明である。
駅前の商店街
　星野朗の調査は「池袋駅を中心とする連鎖商店街」を対象とするものであった。つまり、長屋状のマー
ケットのみを対象とするものであったため、戸建てが並んで構成された商店街などは対象から外れていた。
★ 4-3-2-1-8　星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984
年 , p.123。
★ 4-3-2-1-9　星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 1984
年 , p.123。
★ 4-3-2-1-10　立教大学社会福祉研究室「池袋戦災復興マーケット実態調査」『社会応用学研究』
No.25, 1984 年 , p.146。
★ 4-3-2-1-11　星野朗「池袋駅を中心とする連鎖商店街について」『社会応用学研究』No.25, 
1984 年 , p.123。
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しかし、1953 年の新興市場地図では、駅前の商店街も「新興市場」に指定しており、復興商店街や森田組
西口マーケットなどと同列に扱っている。（図 4-3-12）は不鮮明で建物の配置などは判読できないが、破
線の範囲の建物が再建されていることがわかる。
図 4-3-12　　1947 年の航空写真　上原組マーケット・駅前の商店街
上原組マーケット
駅前の商店街
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（２）1948−53 年
　この時期、東口では駅前の森田組東口マーケットの整理が行われ、区画整理がほぼ完了するじきであるが、
西口ではマーケットの整理はまったく進まない。1951 年に上原組マーケットが火災で焼失したことで被災
者に代替地を与える案が出されため、その後に 600 軒を超える西口に広がるマーケット営業者にも換地を
与えるかという議論が起こるが、各方面からの反対でそれが頓挫し、同時に区画整理の気運も低下した。
　一方で、国鉄の駅舎は東京都内初の民衆駅として極めて早期に再建されており、その用地だけはたより
も早く換地指定された。こうした背景には国鉄の意図が大きく働いていたものと考えられる。対象地区は、
都内最初の民衆駅が誕生した一方で、都内で最も遅くまで残存したマーケットが存在した地区である。
1950 年から 1951 年の復興マーケット
　1950 年から 1951 年にかけて復興マーケットを対象に、立教大学社会福祉研究室が調査を行っている★
3-17。立教大学社会福祉研究室の調査によれば、このころには仁栄マーケットがバス通り沿いを覆い、永安
公司はなくなっている。また、復興マーケットの店舗数も 510 店舗に増えている。このうち、空家は 1軒
のみであるが契約済で、ほぼ全ての区画が使用されている状態であった。
対象地区における戦災復興土地区画整理事業
　対象地区を対象とした戦災復興土地区画整理事業（東京都市計画第 10−2 地区復興土地区画整理事業）は、
1946 年 4 月 25 日に都市計画決定し、1948 年 9 月 2 日に事業計画決定がされ、1968 年 7 月 6 日に換地
処分されている★3-18。
　区画整理によって、幅員 18 〜 25m、延長 276mの都市計画道路補助第 172 号線と、幅員 25m、延長
568mの都市計画道路補助第 73号線が整備され、都市計画道路補助第 78号線が拡幅された。この都市計
画道路補助第 73号線と都市計画道路補助第 78号線の交点に、仁栄マーケットや復興マーケットが位置し
ており、区画整理では大規模な移転が必要であった。
　マーケットの整理が本格的に進むのは 1957 年以降であるが、1950 年には池袋西口民衆駅が開業する。
この駅ビルを建設するために、駅舎の敷地の分だけ早期に区画整理が行われ、永安公司 Bと森田組西口マー
ケットの一部が整理されている。
池袋西口民衆駅の建設
　後に国内最大規模の民衆駅となる東京・新宿・池袋の駅本屋の戦災復興計画は、1947 年から策定が始まっ
ていた★3-19。そのなかで、停車場会社による民衆駅建設のパイロット事業として選ばれたのが、池袋西口
であった。当時、東京駅は戦災にあった丸ノ内口駅舎の修復中であったし、新宿には関東大震災後に建設
されたRC造の駅舎が焼け残っていたため、戦災で駅本屋が焼失してしまった池袋が選択されたのであろう。
　1946 年晴子とから ”民衆駅 ”方式による駅舎の建設方法が、当時運輸省施設局建築課長であった伊藤滋
によって模索されていた。伊藤は、外部資金に頼って国鉄の復興をするために「国鉄の事業の内、民間に
★ 3-17　立教大学社会福祉研究室「池袋戦災復興マーケット実態調査」『社会応用学研究』No.25, 
1984 年 , pp.143-153。
★ 3-18　『甦った東京　東京都戦災復興土地区画整理事業誌』東京都建設局区画整理部計画課 , 
1987 年 , p.108。
★ 3-19　山崎兌・天沼彦一・福岡博次『東京・新宿・池袋の綜合駅計画に就て』『大会学術講演梗
概集 計画系』1-2 号 , 1947 年 , p.14。
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委せられるものを放出して沢山の専門会社に分担させる」★3-20 ことを考える。既に「アメリカの鉄道では、
線路会社、車輛会社、構内運営会社、石炭積込会社といった無数の会社があるので、その流儀を採用する
ことによって、民間資金の活用をしようというのである。（中略）そうした諸会社の一つに（ユニオンス
テーションの）停車場会社が数えられたのはいうまでもなく、既にアメリカに数個の実例もあつた」とい
う。つまり、駅本屋を設計・建設・運営することを目的とする会社を民間資本で設立し（国鉄は出資しな
い）、その会社に民衆駅を建設させるという方法である★3-21。単一の企業が不動産開発として駅を建設する
という方法である。
　伊藤は 1947 年 1月に国鉄を退職し、嘱託として席を残しながら★3-22、同年 11 月 27 日池袋西口に民間
資本による駅本屋を含むデパート計画を立案し、国鉄に対して建設の申請を行った★3-23。翌 1948年 2月に、
停車場及びその付帯施設の建設、経営、賃貸その他を目的とする日本停車場株式会社を事業家の矢下治藏★
3-24 に発起させ、同年 6月資本金 3,500 万円をもって設立の登記を完了した★3-25。矢下を社長に据え、伊藤
は副社長に就任する。会社の重役 13名中 6名は元国鉄幹部、社員 26名中国鉄退職者は 6名であり、矢下
をはじめ国鉄退職者が多くを占めていた★3-26。
　池袋西口の民衆駅建設予定地は国鉄の土地と東武鉄道の土地にまたがっていたため、国鉄と東武鉄道と
の間で土地の使用に関する交渉が行われ、東武鉄道の土地を国鉄が借り受け、それを日本停車場株式会社
に使用させることとなった★3-27。東武鉄道とのこの交渉や、建設予定地に建っていた「やみ建築」★3-28 を
撤去し更地にすることに手間取っているうちに、当初民衆駅のパイロット事業として国鉄が計画していた
池袋西口民衆駅は、豊橋駅に先を超され、第 2号の民衆駅となった★3-29。この「やみ建築」とは、森田組
★ 3-20　伊藤滋「民衆駅略録」『鉄道建築ニュース』142 号 , 1961 年 , pp.20-24。
★ 3-21　立花もアメリカのユニオンステーションに倣って、駅本屋の建設・経営を目的とした会社
を設立することを考えていたようであるが、あくまで国鉄の出資を前提にしていたため上手くいか
なかったという。
★ 3-22　小野田滋「鉄道建築のモダニスト 伊藤滋」『RRR：railway research review』54 巻 7 号 , 
1997 年 , pp.32-33、及び「伊藤滋氏経歴」『鉄道建築ニュース』263 号 , 1971 年 , p.4 より。
★ 3-23　この間、1947 年 8 月には御茶ノ水駅以降蓄積してきた、旅客流動理論の集大成とも言う
べき博士論文「省線電車駅に於ける旅客施設の設計について」を記している。さらに 1947 年から
2 年間日本建築学会の副会長を勤めた。小野田滋「鉄道建築のモダニスト 伊藤滋」『RRR：railway 
research review』54 巻 7 号 , 1997 年 , pp.32-33 より。
★ 3-24　矢下治藏は鉄道省出身の事業家。1927 年 3 月鉄道省教習所を卒業、名古屋鉄道局長野運
輸事務所勤務となる。1933 年 12 月依願退職し、1935 年 4 月神邦鉱業に入社、1940 年 4 月同
社代表取締役に。1943 年 1 月に雨竜鉱業開発代表取締役に。1945 年に両社ともに辞任。戦後は
日本停車場株式会社を設立したほか、ミツヤゴルフ、厚着国際ゴルフ場、厚木国際観光の社長に就
任。1963 年 6 月には日停モータースの社長に就任。1965 年には池袋西口駐車場の取締役に就任。
1969 年 6 月日本交通協会理事。1971 年 4 月 19 日長逝。日本交通協会鉄道先人録編集部『鉄道
先人録』日本停車場株式会社出版事業部 , 1972 年 , pp363-364 より。
★ 3-25　1953 年 10 月 30 日（金）第 17 回国会 参議院 決算委員会 1 号 会議録。国会会議録検
索システム（http://kokkai.ndl.go.jp/：2013 年 10 月 16 日アクセス）より。
★ 3-26　行政管理庁監察部『日本国有鉄道第一次報告書』1953 年 , pp.131-132。
★ 3-27　東武会館『東武会館建設の歴史』上巻 , 1985 年 , p.1。
★ 3-28　駅前を不法占拠した闇市の建物であると推察される。田崎茂「池袋西口本屋新築工事」『鉄
道建築ニュース』第 13 号 , 1951 年 , pp.6-11 より。
★ 3-29　太田和夫（1991）『素描・太田和夫』株式会社建築家会館 , p.64。
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図 4-3-13　新興市場地図　1953 年
西口マーケットの一部と、永安公司 Bの一部である。図 4-3-12 と図 4-3-13 を比較すると、両マーケット
の東側が斜めに削られていることがわかる。
　計画途中で、日本停車場株式会社は当初計画していた建物に接続して別館を建設することを計画する。
日本停車場株式会社は、土地所有者である東武鉄道にこの別館の建設を申請した。東武鉄道はその建物内
に東武鉄道の出札室、派出室、案内所を設置することを条件に土地の使用を承認した★3-30。こうして、池
袋西口民衆駅は本館一階に国鉄の駅舎機能、別館の一階に東武鉄道の駅舎機能を備えた建物として計画が
進む。
　こうして日本停車場株式会社、国鉄、東武鉄道の三社のやり取りで計画は進んだが、池袋西口民衆駅の
建設予定地は戦災復興土地区画整理事業用地であったため、東京都に換地を指定してもらわなければ、着
工できなかった。そのため日本停車場株式会社は東京都に対して民衆駅の敷地の範囲の換地を指定するよ
う申請した。これにもとづいて1949	年7	月29	日東京都知事から換地予定地指定通知がなされた。その後、
国鉄と東武鉄道の間で、換地予定の土地の境界線の変更について協議が行われ、都知事に対して換地指定
地の変更願いが提出され、最終的に 1950	年 7	月 17	日にこれが承認された★3-31。池袋西口民衆駅周辺の
国鉄所有地及び東武鉄道所有地の換地は図 4-3-14 の通りである。民衆駅が建った土地は国鉄所有であった
が、他の国鉄用地からは離れた飛び地であった。このとき、駅周辺の区画整理と比較して、国鉄用地と東
武鉄道用地を極めて早く換地指定したために、区画整理後の国鉄用地になる場所に存在した従前の土地に
対して、東京都が換地を与える事ができなかった。そのため国鉄がこの土地の換地決定（1953 年 8月）ま
での期間、この土地を借地し地代を支払う事になった★3-32。
39）東武会館『東武会館建設の歴史』上巻 , 1985 年 , p.2。
40）東武会館『東武会館建設の歴史』上巻 , 1985 年 , p.4。
41）行政管理庁監察部『日本国有鉄道第一次報告書』1953 年 , pp.239-240。
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図 4-3-14　　鉄道用地の換地　区画整理以前の地割
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図 4-3-14　　区画整理以後の地割
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国鉄
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　こうして 1948 年 12 月 23 日に国鉄から建設承認を受けた池袋西口民衆駅の建設工事は、1949 年 11 月
1 日に本館に着工、1950 年 12 月 6 日に竣工し、別館は 1950 年 12 月 11 日に着工、1951 年 3 月 20 日
に竣工した★3-33。工事費 1億 376 万 3千円は、全額日本停車場株式会社の負担であった。日本停車場株式
会社はこの建設費を借入金（東京銀行より 2,000 万円、日本勧業銀行より 5,000 万円）及び東横百貨店か
らの特別賃貸料の前渡金 5,000 万円をもって調達した。建物はすべて日本停車場株式会社の所有となり減
価償却年数（60年）を経過した後、日本停車場株式会社から無償で国鉄にわたることとなった。土地は国
鉄用地であるため日本停車場株式会社から土地使用料が国鉄に支払われ、国鉄は駅業務施設の使用料を日
本停車場株式会社に支払うこととなった★3-34。RC造地下一階地上四階建てであったが、1953 年増築され
地上五階建てとなった★3-35。
　伊藤滋自らが民間事業者として進めた池袋西口民衆駅は建設された。本館一階に国鉄の駅業務機能、別
館の一階に東武鉄道の駅業務機能を備え、それ以外の部分の多くは日本停車場株式会社から東横百貨店や
野村証券ほか二営業者へ賃貸された。日本停車場株式会社は池袋西口のあと、1950 年に新宿東口の民衆駅
建設に対しても請願書を提出していることから、池袋西口の民衆駅の建設を目的として作られた会社では
なく、各地の民衆駅の建設を不動産開発として行っていくことを目的としていたと考えられる★3-36。
上原組マーケットの火災と移転
　1951 年 1 月 11 日、上原組マーケットから発火、マーケット全 6棟のうち 4棟、39 世帯を全焼した★
3-37。
　同地区は返還期限を過ぎている国有地で、戦災復興土地区画整理事業用地でもあったため、東京都は上
原組マーケットの被災者に対して都市計画を強行することを伝え、関係当局は同地域に鉄条網をはり復旧
工事中止を命じた★3-38。これに対し、豊島師範付属小学校読書室の仮設収容所に入所していた上原組マー
ケットの被災者は、1951 年 1 月 11 日夜に被災者大会を開き、都の反対を押し切ってでも 12 日朝から 1
軒あたり 4万円平均の資金を出し合って、バラックを再建することを決議した★3-39。
　都としては、応急策として「豊島区日出町と国電大塚駅前の三角壕舎十二棟を仮説収容所とし、業者の
営業については池袋消防署わきに間口六尺、奥行三尺の車つき屋台を出すよう勧告し」★3-40、そして「将
★ 3-33　施設事務研究会編『施設事務叢書 第 2 篇 民衆駅概論 付構内営業』日本国有鉄道 , 1956 年 , 
p.4。
★ 3-34　施設事務研究会編『施設事務叢書 第 2 篇 民衆駅概論 付構内営業』日本国有鉄道 , 1956 年 , 
p.5。
★ 3-35　施設事務研究会編『施設事務叢書 第 2 篇 民衆駅概論 付構内営業』日本国有鉄道 , 1956 年 , 
p.4。
★ 3-36　1955 年 10 月 11 日（火）第 22 回国会 参議院 決算委員会 閉２号 議録。国会会議録検
索システム（http://kokkai.ndl.go.jp/：2013 年 10 月 16 日アクセス）より。
★ 3-37　「池袋でマーケット三百坪焼ける」『朝日新聞』1951 年 1 月 12 日朝刊 , p.2。「池袋西口マー
ケット焼く」（『読売新聞』1951 年 1 月 11 日夕刊 , p.2）では、マーケット五棟、47 世帯（約 160 名）
を全焼と報道されている。また、「解決の見通し漸くつく　池袋の焼失マーケット再建」（『読売新聞』
1951 年 2 月 22 日朝刊 , p.4）では 43 世帯と報道とされている。正確な数字は不明。
★ 3-38　「建築中止でもむ　燻ぶる池袋焼跡」『読売新聞』1951 年 1 月 13 日朝刊 , p.2。
★ 3-39　「都の反対押し切りか　池袋マーケット再建」『読売新聞』1951 年 1 月 12 日朝刊 , p.3。
★ 3-40　「建築中止でもむ　燻ぶる池袋焼跡」『読売新聞』1951 年 1 月 13 日朝刊 , p.2。
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来区画整理後に換地を与える」★ 3-41 という条件を出したが業者は反対し物別れに終わっている。これは
実現しなかったものの、土地所有権の無いマーケット営業者に対して、換地を与えるという案が出ている
ことに注目したい。
　1951 年 2月 22 日の『読売新聞』によれば、焼失した上原組マーケット営業者のうち 25世帯 60名の被
災者は豊島師範付属小学校読書室の仮収容所に入り、その後一ヶ月以上、関係当局とマーケット再建につ
いて交渉していたが、2月 21 日、豊島区役所は同付属小学校裏に仮小屋を一両日中につくり、完成次第被
災者をここに移しそのうち引揚者は都直営の引揚寮に収容することになった。そして、恒久策としては都
建設局が問題の土地を大蔵省の了解を求め都に返還してもらうことが決定したので、近く関係者が集まり
同地の払下げについて何らかの手が打たれるものとみられ、問題も解決の目安がついたという★ 3-42。
　しかし、実際にはこれは予定通りには進まなかった。都は「気の毒だから代替地をあっせんする、それ
までは隣接の豊島師範付属小学校裏に三坪の三角壕舎（五）と幕舎（二）を作りそこに住んでもらう」★
3-43としていたが、その仮収容所は一両日中の予定が三月中旬に完成した。そこへ12世帯50人が移ったが、
代替地のめどがつかないため、被災者たちは仮収容所に 15戸のバラックを建ててしまった。しかも、その
うち 3戸は被災者とは関係無い人物により、この紛糾に便乗したかたちで建設されたものであった。実際
のところ、土地所有権をもたない被災者に代替地を与えてしまうと、復興マーケットなど同様に豊島師範
学校の土地を占拠している業者にも代替地を与える必要がでてきてしまう。そのため、火災直後は代替地
を与えるといっていた都も、代替地を斡旋することができなくなっていた。結局、豊島区長、都第四建築
復興事務所長、被災者代表で話し合った結果、1951 年 5月いっぱいで仮収容所からはバラックを含めて立
退くこととなり、被災者はその後、池袋駅東口側の線路沿いに建設された 12戸の三角壕舎に収容されてい
る。
　こうして上原マーケットの焼失部分は再建されることなく、営業者も移転していった。
復興マーケット・上原組マーケットの換地問題
　上原組マーケットの火事の翌年初旬、都が仁栄マーケットや復興マーケット、上原組マーケットなどの
豊島師範学校跡地を占拠する営業者に換地を与え、池袋西口の戦災復興土地区画整理事業を強行しはじめ
た★ 3-44。
　マーケットの移転の換地として、豊島師範付属小学校校庭の西南約 700 坪をはじめ、校庭真向かいの同
町 1255 と 1253 番地などの一部を指定した。もしこれが実現すれば、学校が飲み屋を中心とした歓楽街に
取り囲まれることとなる。これには、文部省も有力な PTA会員、そして地元も強く反発した。
　結局、このマーケットに換地を与える計画には反対の声が強く、都の強硬姿勢も弱まり、中止となった。
しかし、600 軒を超えるマーケット営業者に対して、都が換地を与えることを計画し、なかば強行的に進
★ 3-41　「焼跡使用禁止　池袋マーケット」『朝日新聞』1951 年 1 月 13 日朝刊 , p.3。
★ 3-42　「解決の見通し漸くつく　池袋の焼失マーケット再建」『読売新聞』1951 年 2 月 22 日朝刊 , 
p.4。
★ 3-43　「池袋マーケット火事の不始末　バラック取壊し　都と被災者にらみ合い」『読売新聞』
1951 年 5 月 7 日夕刊 , p.3。
★ 3-44　「飲み屋街に包囲される付属豊島校　校庭の一部にも進出　都の ” 区画整理 ” 強行で　日
高文部次官談　安岡都副知事談　甲斐池袋署長談」『朝日新聞』1952 年 1 月 22 日朝刊 , p.3。
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めようとした、という事実は注目に値する。
　この計画が頓挫したことによって、西口の区画整理はさらに延期されることとなった。
1953 年の対象地区
　さて最後に、この間、上原組マーケットの一部が火災で焼失した以外、大きな変化がなかった対象地区
を 1953 年作成の新興市場地図から確認しておこう（図 4-3-13）。
　池袋西口民衆駅が建設され、森田組西口マーケットと永安公司 Bが一部除去されたことは既に確認した
が、その後にこれらのマーケットでさらに建増しが進んでいることがわかる。また、1953 年の新興市場地
図には永安公司という表記はなく、民衆駅西側のマーケットは「森田組マーケット」表記されている。
　森田組西口マーケットの北側の街区（池袋二丁目 866 〜 868）に建物が再建されていたことは図 4-3-12
でも確認できたが、建物の配置までは確認できなかった。新興市場地図を見ると街区中央に南北の路地が
通り、これを含めた街区周辺の街路に対して建物が配置されている。戦前の同地にはこの南北の路地はなく、
街区全体に対する建物の配置も異なり（図 4-3-2）、戦前からの営業者というよりも戦後に新たに借地した
営業者と考える方が自然である。区画整理では、この街区は建物に沿った借地で構成された土地として換
地されており、やはり、戦後に土地を借りた借地人がそれぞれに建てた商店であると考えられる（図 4-3-
15）。
　さらに、この街区の東側の街区（住所：池袋二丁目 853、854、856）も図 4-3-12 から 1947 年までに
再建されていることが確認できたが、土地に従った再建ではない。また、さらに東側の街区（民衆駅の北
側の街区）も土地に従った再建ではない。先述した通り、この一帯は交通疎開空地として都に買収されて
いた土地であり、こうした建物は不法占拠であった。この一帯の建物は 1957 年以降整理されていくこと
となる★ 3-45。
　以上の地区（池袋二丁目 853、854、856、866 〜 868）も、建物がバラックであったためか、新興市場
地図では新興市場に指定されている。
★ 3-45　「池袋西口　区画整理に乗出す　３年計画　マーケットの奥までやる」『読売新聞』1957
年 9 月 18 日朝刊 , p.6。
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図 4-3-15　駅前の商店街の土地の地割と地番
東京都市計画第 10−2 工区換地確定図（区画整理以前の地割）を使用
駅の北側、北西側で建物が
建っているエリア
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（３）1954−58 年
　1954 年から 1958 年にかけて、復興マーケット周辺や森田組西口マーケットの整理は進まなかったが、
駅北側の不法占拠店舗の一部の整理が進むとともに、東京マーケット周辺の区画整理が進んだ。
東京マーケットの整理
　1958 年までに東京マーケット周辺の戦災復興土地区画整理事業が施行されている。対象地区を含む東京
都市計画第 10−2 地区復興土地区画整理事業の換地明細書は、五冊存在したが、うち二冊が散逸しており
東京都に保管されていない。東京マーケットの立っていた土地の換地明細書は、散逸している二冊に含まれ、
換地の状況を把握できない。東京マーケットの土地の換地情報は散逸した 2冊に含まれるため、東京マー
ケットの土地がどこに換地されたのか不明であるが、1958 年の火災保険特殊地図から、東京マーケットが
立っていた土地の近くにマーケットが新築されていることがわかる。このマーケットが東京マーケットの
移転したものなのかは不明であるが、このマーケットは 1970 年代まで同地にマーケットととして存在し
ている。
東武会館建設計画
　池袋西口の民衆駅として、1950 年末に東横百貨店が開店した。東口では終戦直後から武蔵野デパートが
開店し、徐々に改築を続けて 1956 年には 7階建ての西武百貨店を完成させている。その隣接地には 1950
年代前半から民衆駅建設の計画があり、東京丸物が入居することになっていた。また、駅前広場を挟んだ
その向かいでは 1957 年に三越百貨店が開店した。こうして 1959 年までに池袋駅周辺には４つの百貨店が
しのぎを削るようになっていた。
　こうした池袋駅周辺での百貨店建設ラッシュに出遅れていた東武鉄道も、百貨店建設の計画に乗出した
が、1956 年に百貨店法が制定されるなど、東京各地の商店街の百貨店新設・増床に対する反発は強く、東
武は地元を説明に回ったが理解が得られないでいた。
　そこで、東武百貨店ではなく、東武会館という名称にして、当面は百貨店をつくらず、アミューズメン
トビルを建設するという計画に変更した。むろん、百貨店の申請が通れば、いつでも百貨店に改築する方
針であった。この案が地元の了解を得て、建設が決定したのは 1957 年 1 月のことであった。そして、同
年 2月には東武鉄道社内に、池袋東武会館建設部が設けられ、設計が進められ、1959 年 1 月、東武会館
は着工された★3-46。
池袋西口のマーケット街の取り締まり強化
　暴力団がらみの不法な店が増え、治安も非常に悪くなっていた池袋西口一帯のマーケット街に対して、
1955 年半ばから警察、保健所、都公安委員会などが協力して厳しい取り締まりを始めた。これ以降、こう
した取り締まりを強化しつつ、区画整理を進めることで西口のマーケット街が整理されていく。
　こうした取り締まりが始まる前は、復興マーケットや森田組に飲食店が何店舗あるのかということすら、
所轄の保健所や警察署は把握していない状態であった★3-47。
★ 3-46　東武鉄道社史編纂室『東武鉄道百年史』東武鉄道株式会社 , 1998 年 , pp.604-605。
★ 3-47　「陽の当たらない街・池袋　手ぬるい保健所　野放し営業に悪の花」『読売新聞』1955 年
6 月 24 日朝刊 , p.7。
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　1955 年 6月 29 日、客に暴力をふるい金を巻き上げた飲食店の粛正に都公安委員会が乗出す★3-48。これ
に続いて、保健所もマーケット内の飲食店の衛生面の取り締まりに乗出した★3-49。
池袋西口の区画整理　本格始動
　保健所や都公安委員会が取り締まりを続けるなか、1956 年 4月 2日、東京都市計画第 10−2 地区復興土
地区画整理事業を担当する東京都建設局第四復興区画整理事務所の出張所が、池袋東口から西口へと移転
した。この時、同出張所は「西口の仕事はむしろこれからだ。31 年度からは西口の区画整理に専念する。
その意気込みを、この辺の人に見てもらうためもあった、事務所を西口に移した」★3-50 とコメントしている。
　翌年ついにマーケットの整理が開始される。第四復興区画整理事務所は、1957 年 9月 16 日から本格的
な区画整理に乗出し、豊島区池袋二丁目 852、853、854 番地の店舗 27 戸に対して「26 日までに自発的
に立退くよう」期限付きの最終警告書を出した。民衆駅の北側の都有地で、商店が不法占拠していた地区
である。「同地区は終戦直後、都が道路用地として整地したところへ ”車つき屋台 ”が根をすえてしまった
のが初めで」★3-51 あるという。
　この立退きを求められた 27軒は、すでに 1956 年末から自発的に立退くよう第四復興区画整理事務所か
ら再三警告書を出されていた地区である。1957 年 10 月 8日、ようやく立退きが始った★3-52。商店が立退
いた後は、有刺鉄線で土地を囲み、「都管理地」との立札をたててあった。立退きは順調に進んだが、同年
年末になって大工三人を使って同地にバラックが建設される事件が起きている。バラックの建設を指示し
たのは、同地の元占有者で、都有地であるにも関わらず以前の同地の地主から同地を買ったという人物で
あった。かつての地主との係争を有利に進めるために、同地を占拠したという。これには警察がすぐに対
応し、元占有者は逮捕された★3-53。同地が不法占拠でありながら、権利関係が錯綜していたために起きた
事件である。
　1958 年の火災保険特殊地図では、1957 年 10 月 8日から整理された部分が空地になっている（図 4-3-
16）。
★ 3-48　「” 暴力の街 ” 池袋粛正へ　都公安委乗出す　飲食店ラ・セーヌ　営業許可取消し」『読売
新聞』1955 年 6 月 29 日朝刊 , p.7。
★ 3-49　「保健所も乗出す　池袋マーケットの粛正」『読売新聞』1955 年 6 月 29 日夕刊 , p.3。
★ 3-50　「池袋区画整理、西口へ　予定地区中の最難関」『朝日新聞』1956 年 4 月 2 日朝刊 , p.8。
★ 3-51　「池袋西口　区画整理に乗出す　３年計画　マーケットの奥までやる」『読売新聞』1957
年 9 月 18 日朝刊 , p.6。
★ 3-52　「広場になる池袋西口　マーケットの取払い作業開始」『朝日新聞』1957 年 10 月 9 日朝刊 , 
p.10。　
★ 3-53　「都の管理地に抜打ち建築　立退料 190 万円もらった後で」『読売新聞』1957 年 12 月
29 日夕刊 , p.3。
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建物が除去された場所
図 4-3-16　1958 年の火災保険特殊地図
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（４）1959−63 年
池袋西口マーケット街の取締り
　池袋西口のマーケット街に対する取り締まりは 1960 年から、さらに強化される。とくに暴力団関係の
飲食店の取り締まりを強化することを目的に、警視庁から防犯課員 20人、暴力取り締まりの捜査四課員 6
人、池袋署から約 20人でマーケット街専門の「ふくろう部隊」が 1960 年 7月 18 日新設された。そして、
機動隊を含め毎日 100 人体制で池袋西口マーケット街の取り締まりにあたることとなった★3-54。
　こうした警察の取り締まりと併行して、マーケット営業者の間でも「池袋西口浄化連合自治会」という
組織が生まれ、自主的にちょうちんを持って見回りをすることとなった★3-55。
復興マーケットの取壊し
　占有者と都との間で立退料、営業補償費の話し合いがつき、まず 1960 年 10 月に上原組関係の 39戸が
立退き、さらに 1960 年暮れに 34戸が立退いた★3-56。
　そして、1961 年 2月 1日、復興マーケットの取り壊しが始った。復興マーケットの店舗は 1961 年 1月
17 日からいっせいに休業し、2月 1日にまず 50 戸の撤去が行われ、2月 15 日までに 509 戸すべて撤去
された。これまで、都建設局第四区画整理事務所が再三計画しながらこの地帯の背後にある組織暴力団の
妨害にあって、その都度取りやめになっていたが、1950 年代半ばからの警察や保健所の取り締まりが功を
奏し区画整理を実施することができた★3-57。
森田組西口マーケットの撤去
　そして池袋西口に最後まで残っていた森田組西口マーケットも、都建設局第四区画整理事務所による 6
軒の強制撤去によって、1962年11月30日始った。マーケットの建物所有者と居住者220世帯に対しては、
都建設局から 1962 年 11 月末までに建物を取り壊して立退くようにと通知していたが、一部の居住者は立
退きの時期や補償金の額を不満として、立退きを渋っていた。そのため、都建設局は 28日に最後通告を出
し、30 日から強制取り壊しを行った。そしてマーケットの他の居住者には、12 月 6日までに立退くよう
に通告した★3-58。
　実際にはこの期限を超えたものの、1962年12月20日までに約800戸の上原組マーケット、復興マーケッ
ト、森田組西口マーケットの整理を完了し、池袋西口のマーケットの整理がすべて完了した。東京都市計
画第10−2地区復興土地区画整理事業の告示から16年がかかっての整理完了であった。この間に都が支払っ
た立退料は五億円を上回っている★3-59。
★ 3-54　「黒い地帯　池袋西口マーケット街　きょうから徹底的取り締まり　警視庁も協力」『読売
新聞』1960 年 7 月 18 日夕刊 , p.6。
★ 3-55　「ちょうちんで業者パトロール　池袋西口浄化へ」『朝日新聞』1960 年 7 月 18 日朝刊 , 
p.10。
★ 3-56　「” 黒い地帯 ” とりこわし始まる　池袋西口マーケット　混乱もなくまず 50 戸」『読売新聞』
1961 年 2 月 1 日夕刊 , p.6。
★ 3-57　「” 黒い地帯 ” とりこわし始まる　池袋西口マーケット　混乱もなくまず 50 戸」『読売新聞』
1961 年 2 月 1 日夕刊 , p.6。
★ 3-58　「６軒を強制撤去　池袋の ” 森田マーケット ”」『読売新聞』1962 年 11 月 30 日夕刊 , p.5。
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東武百貨店の設立と東武会館の建設
　東武鉄道は 1959 年 1月に東武会館に着工していたが、1960 年になって関係各方面から、百貨店の新設
がある程度の規模までは認められそうだという情報が入ったため、1960 年 9 月 1日に東武鉄道の全額出
資で株式会社東武百貨店を設立した。ついで同年 12月 10 日には、同様に東武鉄道の全額出資で株式会社
東武会館を設立した。東武会館はアミューズメントビルの運営主体として設立された。百貨店が認められ
た場合は、建設中の東武会館を改築し、百貨店に転用するつもりであったが、その場合は東武百貨店は東
武会館のテナントとして入居することとした★3-60。
　東武会館の建設工事は難航を極めたが、3年 5ヶ月を要して 1962 年 5月 25 日に竣工した。4階以下を
百貨店形式、5〜 7階にスケートリンク、5階に食堂、6、7階に名画座を設置し、1962 年 5月 29 日に東
武会館はオープンした★3-61。
★ 3-59　「池袋駅西口　戦後処理やっと終わる　最後のマーケット撤去」『読売新聞』1962 年 12
月 17 日夕刊 , p.5。
★ 3-60　東武鉄道社史編纂室『東武鉄道百年史』東武鉄道株式会社 , 1998 年 , pp.610-611。
★ 3-61　東武鉄道社史編纂室『東武鉄道百年史』東武鉄道株式会社 , 1998 年 , pp.670-673。
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（５）1964−70 年
豊島師範学校用地の換地
　1962 年末までにマーケットが取り壊され、整理が完了した池袋西口では区画整理が進み、1963 年中に
は概ね街路が整備された。
　図 4-3-17 は旧豊島師範学校の土地および同校付属校の土地の換地を示している。換地処分時点（1968
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年 7月 6日）で、A〜 Eの土地は都有地、Oは大蔵省用地であった★3-62。おもに都市計画道路補助第 73
号線沿いに換地され、Dは焼け残った東京学芸大学校付属小学校（旧豊島師範学校付属小学校）の鉄筋コ
ンクリート造の校舎を移動させないように換地されている。
　Dの敷地には 1964 年まで東京学芸大学校付属小学校があたが、周辺環境の悪化から小金井に移転して
いる。その後はスケートリンクになるなど、低利用地であったが、1990 年東京芸術劇場が竣工している。
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都有地の払下げと池袋西口センタービル
　こうした区画整理が行われる前、マーケットの占有者に対して都有地が払い下げられている。しかし、
価格が高かったため多くの占有者は購入権を譲渡し、転出していった。
　しかし、マーケットの組合のひとつであった池袋西口商業協同組合（旧仁栄マーケット）は都有地を
買い入れ、共同で 130 坪の土地に地下 2階、地上 8階建ての池袋西口センタービルを建設した。ビルは
1967 年に竣工し、1、2階には組合員が優先的に入居し、他の階はテナントとして貸し出した★3-63。池袋
西口センタービルの場所は、図 4-3-17 の土地 Bの北側部分である。
　こうして池袋西口の戦災復興がおわった。
★ 3-62　A 〜 E、O の換地詳細書より。
★ 3-63　初田香成『都市の戦後　雑踏のなかの都市計画と建築』東京大学出版会 , 2011 年 , p.105。
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４−３−４　本節のまとめ
　本節の対象地区では駅から比較的近い場所に豊島師範学校があったことが、戦後の復興に大きな影響を
与えた。
　戦後、国有地であった豊島師範学校の土地は、戦後に複数の主体によって借地され、マーケットが建設
された。2年間限定の借地契約であったが、同地に建設された仁栄マーケット、永安公司、復興マーケット、
上原組マーケットは契約期間後も同地を占拠し続けた。
　一方で、民有地に建設された森田組西口マーケットと永安公司の二つのマーケットは、土地所有者の違
いにもとづいて、土地所有境界を意識した配置がなされていた。しかし、地主との間に借地契約が成立し
ていたかは不明である。
　本節の対象地区は駅周辺をマーケットに囲まれていたが、駅本屋の再建は極めて早期に進んだ。これに
は国鉄が、”民衆駅 ”方式での駅本屋復興のパイロット事業として、池袋西口を位置づけていたことが大き
く影響している。民衆駅を建設するため、1940 年代後半に森田組西口マーケットと永安公司の一部が除去
された。民衆駅には東横百貨店がオープンしている。
　本節の対象地区の区画整理が本格的に動き出すのは 1950 年代末からであり、立退きに際してはマーケッ
ト占有者に土地の払下げが行われたが、価格が高かったため、多くの者は権利を譲渡して、転居していった。
一部の業者が組織する池袋西口商業協同組合だけが、土地の払下げを受け池袋西口センタービルを建設し、
同地に権利を手にした。
　こうした整理が進むまで、戦災復興土地区画整理事業の都市計画決定から 16年をようし、都が支払った
立退料および営業補償費は 5億円を上回ったという。
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４−４　小結
（１）戦災復興の母型　焼け野原に何が刻まれていたか
　戦災はすべてを焼き付くし、戦前の痕跡を消してしまったわけではない。焼け野原となっても、そこは
戦前の池袋が焼き付けられている。
　池袋駅近傍でマーケットが発生した土地は大別して、①都の管理下にあった東西両駅前の交通疎開空地、
②豊島師範学校の焼跡である国有地、③駅前の私有地の３つであった。
　①都の管理下にあった東西両駅前の交通疎開空地は、終戦直後から都の管理下にあったためか、不法占
拠による闇市の形成はみられなかった。1946 年春に東口の交通疎開空地に森田組東口マーケットが建設さ
れたが、都の許可のもとに建設されたものと推察された。また、西口の交通疎開空地はほとんど空地のま
ま 1947 年時点でも航空写真に写っている。
　②豊島師範学校の焼跡である国有地には、２年間の借地契約が交わされマーケットが建設された。しかし、
これは２年では除去されず、その後は再三の立退き要求に対して応ぜず、長期にマーケットが占拠するこ
とになった。短期間であれ、借地契約を結んだことが要因である。
　③駅前の私有地には地割に沿ったマーケットが建設されていることが観察された。地主あるいは借地人
によるマーケットの開発であると考えられる。
　また、東口の戦災復興土地区画整理事業では、終戦直後まで根津育英会の所有であった根津山の土地が
分譲されたことが大きな意味を持っていた。
（２）闇市の変容・持続のタイポロジー
　池袋駅周辺のマーケットおよび露店を発生した土地の性質と、その後の変遷から整理すると以下のよう
になる（図 4-4-1）。
森田組東口マーケット（①交通疎開空地：東口）
　森田組東口マーケットは、交通疎開空地に建設された。1949 年に整理が開始され、1951 年ころには整
理が完了している。都は整理にあたって、建物所有者と営業者に立退料を支払っている。そして、都の斡
旋によって営業者は集団で根津山や焼け跡の土地を購入しマーケットを新設して移転していった。また、
住宅組合をつくっての移転や、株式会社によるマーケットの開発じれもみられた。また、こうした集団移
転だけでなく、個人で根津山の土地を購入して店舗を建設していく営業者もいた。池袋東口では 1950 年
頃に区画整理が進み、根津山の土地をマーケットの整理や露店整理事業にあてられたことや、市街地化が
進んでおらず、焼け跡などの土地が購入しやすかったことがマーケットの早期の整理と移転につながった
と考えられる。
　占有権と営業権の金銭的補償と、代替地の斡旋がセットとなって行われたことが特徴である。
豊島師範学校跡地のマーケット（②国有地：西口）
　豊島師範学校跡地に建設されたマーケットには復興商店街、仁栄マーケット、永安公司、上原組マーケッ
トがある。先にみた通り、こうしたマーケットは２年間の契約で借地契約を結んだものの、契約終了後も
同地を不法占拠し続けた。こうしたマーケットの整理が本格化するのは 1960 年頃で、営業者は立退料と
営業補償費を受け取ってマーケットを自ら除去していった。
　こうした立退き交渉と併行して、都有地の払下げが行われたが、この時期には地価は高騰しており、営
業者の多くは土地を購入することができなかった。そして、一部の営業者のみが払下げを受け、池袋西口
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1930
1940
1950
1960
1970
1980
◎民有地 ◎豊島師範学校・国有地 ◎道路
●森田組東口マーケット
×区画整理で整理 ×区画整理で整理
×区画整理で整理
×区画整理で整理
●美久仁小路
●現存 ●現存●西武百貨店に
●現存
●栄町通り
●末廣住宅組合（ひかり町通り）
●池袋新天地株式会社（ひかり町通り）
●個人で根津山の土地を取得
●東京マーケット
●森田組西口マーケット ●仁栄マーケット
●永安公司A●永安公司B
●復興商店街
●上原組マーケット
×火事・一部移転
●一部の営業者が都有地
　の払下げを受け
　池袋センタービルを建設
●武蔵野マーケット
●西武百貨店一期工事（1952）
●西武百貨店二期工事（1954）
●西武百貨店三期工事（1955）
●西武百貨店四期工事（1956）
●平和マーケット
●換地にマーケット
　再建
●換地にマーケット
　再建
●ミューズマーケット
●東口マーケット
●露店
◯交通疎開空地
　都有地になったと推察
【2年間の借地契約】
【国有地→都有地】
【根津山の分譲】
【根津山の分譲】
×区画整理で整理
●露店整理事業
　池袋商業協同
　組合結成
●人生横丁
●マーケット街
図 4-4-1：池袋駅近傍におけるマーケットの発生と変容
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センタービルを建設した。
私有地のマーケット（③）
　私有地に建設されたマーケットは、東口では平和マーケット、ミューズマーケット、東口マーケット、
西口では東京マーケット、森田組西口マーケット、永安公司 Bがあった。このうち、東口の 3つのマーケッ
トは 1950 年頃に区画整理が行われた。このうち東口マーケットの換地ではマーケットが再建されている
ことが確認できたが、それいがいの２つのマーケットの換地では区画整理前後で営業者に連続性があるか
判別することはできなかった。
　同様に西口でも東京マーケットの土地は 1950 年代に区画整理され、換地にマーケットが再建されてい
る。一方で、森田組西口マーケットは池袋駅近傍では最後まで残った、闇市を起源とするマーケットであり、
1962 年になってようやく、都から立退料と営業補償費を受け取って立退いた。永安公司 Bは 1950 年代前
半に森田組西口マーケットに取り込まれている。このことから、森田組西口マーケットと永安公司 Bは私
有地を一時要許可を得てマーケットを建設したが、土地が返還されず、不法占拠化したものと考えられる。
露店
　池袋駅近傍に存在した露店は、露店整理事業によって池袋商業協同組合を結成し、根津山の土地を購入
して２つのマーケットを建設した。これらのマーケットは土地も建物の組合の所有としていた。ともに現
存していない。
　東口では、根津山の土地が分譲されたことによって、区画整理用地内にマーケットが多数再建され、営
業者が移ったことが大きな特徴である。一方の西口は区画整理が進まず、1960 年頃までマーケットが存続
したことが大きな特徴であろう。
（３）駅ビルと百貨店の隆盛
　終戦直後はマーケットによって担われていた駅周辺の商業空間も、1950 年頃から駅ビルへと置き換わっ
ていく。
　池袋西口民衆駅は国鉄の民衆駅方式による駅本屋建設のパイロット事業として、取り組まれ、1950 年末
に東横百貨店をテナントに向かえ開業した。これが、池袋駅周辺で最初の本格的な百貨店である。森田組
西口マーケットを一部除去することになったが、駅ビルの建設が比較的スムーズに進んだのは、戦後も西
口の交通疎開空地が空地として残っていたためである。
　区画整理では駅ビル用地が広く取られ、東西口で大規模は民衆駅と私鉄の駅ビルが建設された。
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５−１　はじめに
　本章では渋谷駅近傍を対象とし、第二節で駅北東側、第三節で駅南東側、第四節で駅北西側、第五節で
駅南西側、第六節で道玄坂と文化村通りに挟まれた三角形の街区を扱う。
５−１−１　先行研究
　渋谷の闇市を対象とした研究には次のようなものがある。
	 a．松平誠『ヤミ市幻のガイドブック』（筑摩書房 ,	1995 年）
	 b．初田香成「闇市の簇生と変容—都市建築としてのマーケット」（『都市の戦後	雑踏のなかの都
	 					市計画と建築』東京大学出版会 ,	2011 年）pp.83-131
	 c．青井哲人「渋谷−ヤミ市から若者の街へ」（『盛り場はヤミ市から生まれた』青弓社 ,	2013 年）
	 d．石田雅人『坂倉準三と渋谷計画』（明治大学修士論文、2009 年）
	 e．田村圭介『迷い迷って渋谷駅	日本一の「迷宮ターミナル」の謎を解く』（光文社、2013 年）
　松平（a）は山手線沿線のターミナル駅近傍にできたヤミ市を概観する中で、渋谷駅近傍のヤミ市をとら
えている。特に渋谷駅近傍で最も大きな闇市を形成した道玄坂と文化村通りの間の「三角地帯」に注目し
つつ、新宿や池袋に比べ「組」組織の統制が弱かったことを指摘している。本章で明らかになっていくが、
この指摘は新宿と比較するとより明らかである。ただ、これまで何度も指摘してきたように、松平の研究
には終戦から 1950 年頃までの闇市を対象化する視点しかなく、それ以前や以後には注目していない。
　初田は、（b）のなかで渋谷区における露店整理事業が端緒となった、渋谷駅前の地下街「しぶちか」の
建設過程を明らかにしている。その過程で東急と露店商との対立をとらえているが、本章のなかで明らか
になっていように、東急は露店商を取り込むことで地下街の開発を行っていく。初田は言及していないが、
これは開発を実現するために、大資本がインフォーマルなものを巻き込んでいった事業だとみるべきでは
ないか。詳しくは後述する。
　青井（c）は、松平や初田の研究を踏まえつつ、闇市以降のマーケットの変容や、露店整理事業をきっか
けとした地下街の形成をとくに東急電鉄との関係に注目して明らかにしている。とくに「三角地帯」を防
災建築街区造成事業で再開発して建設された 109 の建設過程を明らかにしている。しかし、実際には複数
の組織からなる「三角地帯」のマーケットを一体としてとらえたり、再開発事業について新聞記事を整理
するに留まり、土地権利関係とマーケットの形成の関係には迫っていない。
　また、本章で明らかになるが、松平、初田、青井が明らかにしてきた渋谷のマーケットは駅近傍のマーケッ
ト全体からみれば一部である。本章では、これらの研究を踏まえたうえで、都市組織として闇市をとらえ
るとともに、その土地所有を分析することで、より空間的な動態をとらえようとするものである。そして、
これまで対象化されてこなかったマーケットの形成と変容をとらえることで、渋谷駅近傍の形成過程を明
らかにする。
５−１−２　使用する資料
　第二節から第六節の対象地区で都市組織を把握する上で使用した資料は次の通りである。
A．東京特別都市計画事業復興土地区画整理第八地区現形予定図　1968 年 6月 11 日
B．火災保険特殊地図　1938-40 年
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C．火災保険特殊地図　1949 年
D．新興市場地図　1953 年
E．火災保険特殊地図　1955 年
F．火災保険特殊地図　1958 年
G．住宅地図　1963 年
H．住宅地図　1965 年
I．住宅地図　1967 年
J．住宅地図　1973 年
K．陸軍撮影の航空写真「95F15-C4-54」　1945 年
L．米軍撮影の航空写真「USA-M449-116」　1947 年
M．第 8−1 地区換地確定図（区画整理以前／区画整理以後）　1966 年 9月 1日
N．第 8−1 地区換地明細書　1966 年 9月 1日
O．第 8−2 地区換地確定図（区画整理以前／区画整理以後）　1972 年 9月 20 日
p．第 8−2 地区換地明細書　1972 年 9月 20 日
　各年代の対象地区の都市組織を、東京特別都市計画事業復興土地区画整理第八地区現形予定図を基準と
しながら、各年代の地図や航空写真を参照して復元した。
　戦災復興土地区画整理事業以前の地割については、換地確定図を使用しているため、換地処分時点の地
割となっている。ただ、図中で指示した土地については、旧土地台帳より地積や分筆状況などを確認して
いるため、その当時の状態を示していることに留意していただきたい。
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５−２　渋谷駅北東側の戦後復興過程
５−２−０　本節の対象地区
　本節が対象とする地区は、国鉄線路の東側、大山街道の北側に位置する一角である（図 5-2-1）。大山街
道を越えた、地区の南側には東横百貨店が戦前から存在する。ここには戦後建設され、20年以上存続した
マーケットが二カ所存在した。また、露店商が 1950 年頃に露店整理事業によって集団移転し建設したマー
ケットは、先のマーケットに隣接する形で建てられ、増改築を繰り返しながらも現存している。渋谷駅付
近では、戦後に建設されたマーケットが長期間存在し、かつ現存する唯一の場所である。
図 5-2-1　対象地区　米軍撮影の航空写真「USA-M449-116」
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５−２−１　終戦までの対象地区
（１）戦前
　図 5-2-2 は 1938 年の対象地区である。戦前期の対象地区は大山街道に沿って商店がならび、その裏側
である地区中央に一軒の邸宅が建ち、そのさらに奥には長屋の住宅がならんでいた。建物は大山街道沿い
の昭和銀行が鉄筋コンクリート造であっただけで、あとは全て木造家屋であった。
　戦後にマーケットが建設される渋谷川と国鉄線路に挟まれた土地には、松本楼という割烹店（土地［上
通二丁目 66］★2-1）や、公証役場（土地［上通二丁目 68-1］）などが立っている。もう一カ所、戦後にマーケッ
トが建設される昭和銀行の東側には、タバコ屋（土地［上通二丁目 62］）やそば屋などがなならんでいる。
　戦前期に対象地区を縦断する街路計画があったが、事業さされず、戦災復興土地区画整理事業へと引継
がれている（図 2-2-2）。
★ 2-1　土地の字と地番を示している。以下同様。
図 5-2-2　1938 年の対象地区の建物
東横百貨店
市電
田中
タバコ
床ヤ
公証
役場
渋谷川
ソバヤ
割烹
昭和銀行
0 10 50m
N
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
図 5-2-3　対象地区の戦災復興土地区画整理事業換地確定図（区画整理以前）
68-1
66
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62
58
54-7
54-6
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54-1
54-8
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52
50-252-266-3
68-2
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大山街道
大山街道
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（２）戦災　1944−45 年
建物疎開
　対象地区では渋谷川と国鉄線路に挟まれたエリアが疎開空地として、建物が除去されている。図 5-2-4
の斜線部がそのエリアである。具体的な事業名は不明であるが、1944 年 3月 17 日には土地［上通二丁目
68-1］が都に買収されており★2-2、建物も 1945 年 1月初旬には除去されている★2-3。
戦災
　渋谷区の多くは 1945 年 5月 24 日と 25 日の二日にわたってく空襲に遭い、劫火に包まれた。対象地区
は 1945 年 5月 25 日に焼夷弾攻撃を受け、対象地区は鉄筋コンクリート造の昭和銀行を除き、全て灰燼に
帰した★2-4（図 5-2-5）。
★ 2-2　旧土地台帳の記載情報より。
★ 2-3　1945 年 1 月 6 日に陸軍によって撮影された航空写真「95F15-C4-54」より。
★ 2-4　『渋谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , pp.2519-2522。
図 5-2-4　1945 年 1 月の対象地区の建物の状況
図 5-2-5　1945 年戦災を受けた対象地区の建物の状況
東横百貨店
市電
渋谷川
0 10 50m
N
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
東横百貨店
市電
渋谷川
0 10 50m
N
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
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★ 2-5　「渋谷区認定新興市場地区図　図 5　渋谷 12.13.14.15.16」都市整図社 , 1953 年 1 月。
★ 2-6　「渋谷に新名物 ” のんべい横町 ”　露店 40 軒が区の世話で集る」『読売新聞』1951 年 8 月
11 日朝刊 , p.4。
★ 2-7　1904 年に松本佐十朗が買収、1915 年に松本十力へ所有権移転。旧土地台帳より。
５−２−２　戦災復興から高度成長までの対象地区
（１）1945−47 年
　図 5-2-6 は 1947 年 9 月 8日に米軍によって撮影された対象地区の航空写真である。大山街道に沿って
建物が再建されつつあることがわかる。1949 年以降の火災保険特殊地図で確認できるマーケットが一カ所
確認できる。1953 年の新興市場地図★2-5 によれば、渋谷川と国鉄の線路に挟まれた土地［上通二丁目 66］
に立つマーケットは「渋谷中央マーケット」という名称である。
　渋谷中央マーケットは新聞では「松本マーケット」とも呼ばれている★2-6。この松本マーケット（渋谷中
央マーケット）の立つ土地［上通二丁目 66］は明治末から松本家が所有していた土地であり★2-7、マーケッ
トの名称から地主自らがマーケットを建設し店子へ貸していたと推察される。
　図 5-2-6 のように、対象地区では終戦後は戦前の街区に沿ってバラックによる再建が進んでいる。こう
したバラックの裏側は雑草が生い茂っており、ぱらぱらとバラックが立っているものの、空地が目立つ状
態であった。
図 5-2-6　1947 年 9 月 8 日の航空写真
渋谷中央マーケット
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（２）1948−49 年
　対象地区を含む東京都市計画第８地区復興土地区画整理事業は、1948 年 9月 30 日に換地予定地が決定
している★2-8（以降、何度も変更がある）。これに従い、対象地区では早くも 1949 年には街区形状が変更
され区画整理が進んでいる。
　図 5-2-7 は、1949 年の対象地区の建物の状況を示している。対象地区の大山街道沿いでは換地予定地に
従って建物が建てられ（土地［後：渋谷一丁目 24-4］［後：渋谷一丁目 24-5］など）、一部は防火建築に再
建され、マーケットも新たに一つ建設されている。1953 年の新興市場地図によれば、昭和銀行の東側の土
地［前：上通二丁目 62／後：渋谷一丁目 24-2］に立つマーケットは「渋谷小デパート」と呼ばれていた。
　渋谷小デパートの立つ土地［上通二丁目 62］と［上通二丁目 58］も渋谷中央マーケットの土地と同様に、
明治末に市野家が買得して以来、1960 年代に旧土地台帳が廃止されるまで市野家の所有地である★2-9。こ
こも戦後に土地が売買されておらず、相続による所有権変更のみであるため、新宿で見たようなマーケッ
トによる不法占拠が起きていたとは考えにくい。所有者の市野家がマーケットを自ら開発したのか、ある
いは借地人が開発したのか、定かではないが土地の権利者がマーケットを建設したと考えてよいだろう。
　図 5-2-8 は対象地区の戦災復興土地区画整理事業での換地による土地の動きを示している。対象地区の
東側に通っていた道路が大幅に拡幅され、対象地区の宅地の面積が狭くなっているものの、土地［前：上
通二丁目 50／後：渋谷一丁目 14-8］以外の土地は同一街区内で換地されている。
　渋谷中央マーケットと渋谷小デパートが立つ土地は、前者が土地［前：上通二丁目 66／後：渋谷一丁目
25-1］、後者が土地［前：上通二丁目 62／後：渋谷一丁目 24-2］及び［前：上通二丁目 58／後：渋谷一
丁目 24-3］である。この両マーケットが立つ土地は、ともに民有地で旧土地台帳の記載情報からはともに
在地の地主が明治時代から所有する土地であることがわかる。
　マーケットに目を向けると、火災保険特殊地図からコマ数（区画の数）がわかる。渋谷中央マーケット
は敷地の長手方向に通路を造り、その両側に一棟ずつの木造長屋で店舗の区画を並べている。コマ数は 16
★ 2-8　建設省『戦災復興誌 第拾巻』都市計画協会 , 1961 年 , p.90。
★ 2-9　土地［上通二丁目 58］は 1909 年に市野兼松が買得し、1931 年に市野鎌太郎が家督相続、
さらに 1963 年に市野シン他五名へ相続。土地［上通二丁目 62］は 1900 年に市野銀次郎が買得し、
1912 年に市野兼松へ所有権移転、1931 年に市野鎌太郎が家督相続、さらに 1963 年に相続され
ている。
図 5-2-7　1949 年の対象地区の建物の状況
東横百貨店
渋谷川
屋台飲屋街
都電
0 10 50m
N
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
富士銀行　渋谷支店
渋谷中央マーケット
渋谷小デパート
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で、大山街道沿いの二店舗（不動産屋と喫茶店）を除き「のみや」となっている。同様に渋谷小デパートも、
大山街道から通路を一本敷地へ引き込み、その両側に木造長屋四棟を並べ 19のコマを備えている。渋谷小
デパートでも大山街道に近い３店舗が小売店となっており、それ以外の大半が「のみや」となる店舗構成
である。
　また、1944 年に都有地となっていた土地［前：上通二丁目 68-1 ／後：渋谷一丁目 25-2］には「屋台飲
屋街」との記載がある。ここは露店整理事業によって「道玄坂、エビス駅前などに散在していた」★2-10 露
店（おもに飲食店の屋台）が集まり「渋谷常設商業協同組合」★2-11 を結成し、都有地の払下げを受け、の
んべい横町を建設する場所である。図 5-2-7 の時点ではのんべい横町は建設されていないものの、既に屋
台が集まり飲屋街を形成していた（図：のんべい横町	屋台写真（写真渋谷史・甦った東京））。これがマーケッ
トになるのは 1951 年のことである。
★ 2-10　「渋谷に新名物 ” のんべい横町 ”　露店 40 軒が区の世話で集る」『読売新聞』1951 年 8
月 11 日朝刊 , p.4。
★ 2-11　東京都商工指導所・税務経営指導協会『露店問題に関する資料』1952 年 4 月 , pp.70-
71。
図 5-2-8
図 5-2-9　のんべい横町となる土地に屋台が集まっている　『甦った東京』より
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（３）1950−53 年
　図 5-2-10 は 1953 年の対象地区の建物の状況を示している。渋谷中央マーケット、渋谷小デパートの両
マーケットともに改築が行われており、またのんべい横町が建設されている。
　渋谷小デパートは店舗数が 14 に減少し、通路の奥に便所が設けられている。のみやが 6店舗に減り、
小売店が増え、一区画住宅になっているものもある。通路の両側にそれぞれ二棟の長屋が隙間を空けて並
んでいたが、改築後は隙間が無くなっている。
　渋谷中央マーケットは東側の店舗は敷地内部の通路に正面を向けているが、西側の店舗は通路ではなく
敷地西側の公道に店舗の正面を向けるように改築されている。大山街道からみて、東側の長屋の一番奥の
コマが便所になり、それ以外の区画が 15存在し、便所も一区画と考えれば区画数は変っていない。
　渋谷中央マーケットの土地［前：上通二丁目 66 ／後：渋谷一丁目 25-1］は戦前戦後を通じて松本家の
土地であったが、1952 年 1 月 16 日に古作宗成他 14 名に買収されている★2-12。地権者の数が、マーケッ
トの区画数と一致することからも、この古作宗成他 14名は渋谷中央マーケットの営業者であると推察され
る。こうして地主が建設した渋谷中央マーケット（松本マーケット）は、終戦から 6年半後に営業者へと
土地が売却された。
　図 5-2-7 では建物になっていなかったのんべい横町が、マーケットになっている。渋谷中央マーケット
の通路に接続するように、敷地長手方向へ通路を一本通し、その通路の両側と西側の公道へ向かって 39の
店舗を開くように、計六棟の長屋が並べられている。渋谷常設商業協同組合で、都有地である［前：上通
二丁目 68-1 ／後：渋谷一丁目 25-2］を「一坪五千円で払い下げてもらい五カ年の割賦返済、そして、支
払い完了とともに所有権取得とする契約が、都との間に結ばれ」★2-13 た。こうして、マーケット建設時に
は土地の所有権変更の登記はされておらず、1956 年 7 月 3日になって渋谷東横前飲食街協同組合名義で
登記されている★2-14。
★ 2-12　旧土地台帳より。
★ 2-13　渋谷地下商店街振興組合編『しぶちか二十五周年誌』渋谷地下商店街振興組合 , 1984 年 , 
p.104。
★ 2-14　旧土地台帳より。
図 5-2-10　1953 年の対象地区の建物の状況
東横百貨店
渋谷川
都電
0 10 50m
N
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
富士銀行　渋谷支店
のんべい横町
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（４）1954−68 年
　1954 年以降は戦災復興土地区画整理事業で完成した明治通りに沿って、大型の建物の建設が進む。
　まず、大山街道と明治通りの交差点に面して鉄筋コンクリート造の渋谷東映劇場が建設され、1953 年
11 月にオープンする（図 5-2-11）。
　つづいて、その北側に鉄筋コンクリート造の映画館、渋谷全線座が建設され 1956 年にオープン。さら
に 1958 年までに、その北側に鉄筋コンクリート蔵の建物が建設されている。この建物と、先の渋谷全線
座の地下にはソープランド（火災保険特殊地図には「トルコ風呂」と記載されている）が入居しており★
2-15、映画館とともに歓楽街を形成していた（図 5-2-12）。
　対象地区はこれ以降 1970 年代まで大きな変化はないが、1970 年代中頃になるとマーケットが共同ビル
化される。渋谷小デパートはマーケットだけでなく、富士銀行を含め土地［後：渋谷一丁目 24-1］［後：
渋谷一丁目 24-2］［後：渋谷一丁目 24-3］を敷地として共同ビルを建設する。一方で、渋谷中央マーケッ
トは大山街道沿い東側の一角を除いてまとまり共同ビルを建設している。
　これらの共同ビルは現在も同地に存続し、また、のんべい横町も増改築を繰り返しながら現存している。	
★ 2-15　店名は「浮世風呂」。トルコ風呂で最も多かった名称が「ロマン風呂」「浮世風呂」だった
という。下川耿史『男性の見た昭和性相史 part4』第三書館 , 1993 年 , pp.178-179 より。
図 5-2-11　1955 年の対象地区の建物の状況
0 10 50m
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渋谷川
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
富士銀行　渋谷支店
都電
渋谷東映劇場
明治通り
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図 5-2-12　1958 年の対象地区の建物の状況
0 10 50m
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渋谷川
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：防火建築
：木造建築
富士銀行　渋谷支店
都電
渋谷東映劇場
渋谷東映劇場
（地下）浮世風呂
浮世風呂
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５−２−３　本節のまとめ
　本節の対象地区には戦後３つのマーケットが建設された。そのうち、１つは露店整理事業によるのんべ
い横町で、東京都から土地の払下げを受けていた。
　これ以外の渋谷中央マーケットと、渋谷小デパートはともに戦前戦後を通じて同一の所有者の土地に、
土地の権利者が建設したマーケットであった。渋谷中央マーケットの土地は 1952 年に営業者が買い取っ
ている。
　本節の対象地区に建設されたマーケットは、前章でみた新宿のマーケットとは大きく異なり、すべて公
式な権利関係のもと建設されたものであった。そのため当然、整理に合うことはなく、戦後復興期から高
度成長期にかけても持続的に商業空間であり続けた。そして、1970 年代半ばになると共同ビルへと建て変
わっていった。
　本節の対象地区の戦災復興では、戦災復興土地区画整理が早期に進行していたことも特徴であろう。
1949 年にはほとんど終了している。戦後に建物の再建がそれほど進んでいなかったことが要因となってい
ると考えられる。
　本節で扱ったマーケットは権利関係の整理から、そのまま三つのタイプとして分類できる。一つ目は戦
前戦後を通じて土地権利者に変化が無いまま、戦後にマーケットが建設され、1970 年代半ばに共同ビルへ
と建て変った「渋谷小デパート」。二つ目は、戦前からの土地権利者が戦後にマーケットを開発し、後に営
業者へ土地を売却した「渋谷中央マーケット」。渋谷中央マーケットも 1970 年代半ばに共同ビル化してい
ることは注目する必要がある。三つ目は露店整理事業によって建設された「のんべい横町」で、組合によっ
て土地が取得されている。
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５−３　渋谷駅南東側の戦後復興過程
５−３−０　本節の対象地区
　本節が対象とする地区は、渋谷駅東口付近である（図 5-3-1）。第一章第二節でみた通り、戦前の駅前広
場計画が着工されながら戦時統制下で頓挫したエリアである。
　戦前は駅に隣接して小学校があり、大山街道沿い以外は主に住宅地であった地区である。戦前、渋谷の
都市としての重心は道玄坂方面にあり、本節の対象地区は場末であった。1956 年、東急電鉄の五島慶太は
渋谷駅の東側に東急文化会館を建設し、東側へも人の流れを作り出した。主に住宅地であった対象地区が、
戦前の駅前広場計画、戦災、戦災復興を経験し、どのように変化していったのか。特に東急電鉄の動きに
注目してみていきたい。
図 5-3-1　対象地区　1947 年 9 月 8 日の航空写真
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５−３−１　終戦までの対象地区
（１）戦前
　第一章第二節でみた通り、戦前の駅前広場計画が着工されながら戦時統制下で頓挫した。図5-3-2の通り、
1940 年もしくは 1943 年に図の網掛け部の土地を東京市が買収し、道路にする為に建物を撤去している。
図 5-3-2 の土地［58-1］［60-1］［60-2］には、元来渋谷小学校が立っていたが、1943 年に渋谷区美竹町
に移転しており、同時に土地［60-1］［60-2］を東京急行電鉄（以下東急とする）が東京市から買収してい
る★3-1。
　渋谷小学校の建物は渋谷町道路第６号路線にかかっていたため、その部分が除去されたが、東急が本社
事務所の分室として利用していた★3-2。1944 年当時、渋谷駅東側の渋谷川沿岸（東急所有地）には建物が立っ
ていない。これが戦前の駅前広場計画によるものなのか、東急が自ら疎開事業を行ったのかは不明である。
いずれにしても、図 5-3-3 が 1944 年当時の対象地区の建物の状況である。
★ 4-3-1-1-1　旧土地台帳より。土地［58-1］は 1941 年 7 月 23 日に東京横浜電鉄（後の東京急
行電鉄）が明和不動産株式会社より買収している。
★ 4-3-1-1-2　東京急行電鉄株式会社社史編纂事務局『東京急行電鉄 50 年史』東京急行電鉄株式
会社社史編纂委員会 , 1973 年 , p.436。
図 5-3-2　戦前に東京市が買収した土地　東京都市計画第 8-1 工区換地確定図（区画整理以前）より作成
0 10 50m
N
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60-2
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58-1
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渋谷川
都電
稲荷神社
東横百貨店
協和銀行
0 10 50m
N
：建物が立っている街区
旧渋谷小学校
地下鉄
図 5-3-3　1945 年 1 月の対象地区の建物の状況
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（２）戦災　1944−45 年
戦災
　対象地区は 1945 年 5月 25 日に焼夷弾攻撃を受け、対象地区は鉄筋コンクリート造の東横百貨店、協和
銀行を除き、全て灰燼に帰した★3-3（図 5-3-4）。
★ 3-3　『渋谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , pp.2519-2522。 
渋谷川
都電
稲荷神社
東横百貨店
協和銀行
0 10 50m
N
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
地下鉄
図 5-3-4　1945 年戦災を受けた後の対象地区の建物の状況
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渋谷川
都電
稲荷神社
協和銀行
0 10 50m
N
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
地下鉄
東横百貨店
図 5-3-5　1947 年の対象地区の建物の状況
５−３−２　戦災復興から高度成長までの対象地区
（１）1945−47 年
　図 5-3-5 は 1947 年の対象地区の建物の状況を示している。戦前、渋谷小学校であった東急の土地と、
渋谷川の西側の稲荷神社の境内にマーケットが建設されている。また、戦前の駅前広場計画でつくられた
街区が戦災によって消えてしまったのだろう、それを無視したかたちでバラックが疎らに建設されている。
そして、バラックが建設されていない道路以外の空地には雑草が生い茂っている★3-4。
　1953 年に描かれた新興市場地図によれば、東急の土地に立つマーケットは「渋谷第一マーケット」、稲
荷神社の境内に立つマーケットは「稲荷橋小路」という名称である★3-5。
★ 3-4　1947 年 9 月 8 日に米軍が撮影した航空写真「USA-M449-116」（国土地理院所蔵）より。
★ 3-5　「渋谷区認定新興市場地区図 図 4 渋谷 10.11」都市整図社 , 1953 年 1 月。
稲荷橋小路
渋谷第一マーケット
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　渋谷第一マーケットは東西方向に三本の通路を設け、その両側に店舗を並べる。渋谷駅側を正面として
いるため通路を抜けても通り抜けられないよう、突き当たりには通路に直行する向きで長屋状の店舗が配
置され、通路は左右へと折れることになる。つまり、マーケット内には平面的には「m」の形になる通路
が設けられていた。
　東急の社史によれば、戦後各地の盛り場に闇市ができ繁盛しており、「渋谷のハチ公前広場にできたやみ
市のように第三国人が占拠し、物議をかもしていた所が多かった」★3-6 ため、東急では渋谷小学校跡地が
ハチ公前広場のように不法占拠されることを警戒し、この土地の管理を地元有力者の大宮福之助に依頼し
た。大宮は「ここに 70軒のバラック店舗を建てて賃貸し、これが渋谷第一マーケットになった」★3-7 という。
一方で 1953 年 10 月 31 日の『読売新聞』は、「同マーケットは終戦直後、東急から土地を借りた東横百貨
店が建て地元有力者の大宮福之助氏が百貨店から営業権を賃借、各店舗は大宮氏から賃借」★3-8 して店を
開いていると伝えている。いずれにせよ、地主である東急、あるいは建物所有者である東横百貨店とマーケッ
トを経営する大宮福之助との間には、フォーマルな賃借関係が成立しており、不法占拠ではない。むしろ、
不法占拠を恐れた東急もしくは東横百貨店が、自らマーケットを建設することでそれを防ごうとしたとい
う意図がみえる★3-9。終戦直後は国鉄私鉄ともに線路の復旧、輸送力の強化に力を注いでいたため、建物の
再建には予算が回っていなかった。そのため、ここでも東急自らが建物を再建するのではなく、地元有力
者に管理を委ねたものと考えられる。
　稲荷橋小路は、稲荷神社の参道両側に長屋状の店舗が並べられている。1947 年 9 月 8日に米軍が撮影
した航空写真「USA-M449-116」をみる限り、一続きの屋根がかけられた長屋であり、自然発生的に生ま
れたというよりは、稲荷神社が一体的にマーケットを建設したと考えてよいだろう。後述するが、このマー
ケットは戦災復興土地区画整理事業に際して、稲荷神社の土地の換地に再建されている。建物は取り壊さ
れれば、それに関わる権利が消滅してしまう。であるにも関わらず、再建されたということは、稲荷橋小
路は稲荷神社が自ら建設したマーケットであるか、あるいはマーケットの営業者と稲荷神社は明確な賃貸
関係にあったと考えてよいであろう。稲荷橋小路もフォーマルな権利関係のもと建設されたマーケットで
ある。
★ 3-6　東京急行電鉄株式会社社史編纂事務局『東京急行電鉄 50 年史』東京急行電鉄株式会社社
史編纂委員会 , 1973 年 , p.436。
★ 3-7　東京急行電鉄株式会社社史編纂事務局『東京急行電鉄 50 年史』東京急行電鉄株式会社社
史編纂委員会 , 1973 年 , p.436。
★3-8　「区画整理の波紋 渋谷第一マーケット 明渡し急ぐ東急」『読売新聞』1953年10月31日朝刊, 
p.6。
★ 3-9　七尾和晃は『闇市の帝王 王長徳と封印された「戦後」』（草思社 , 2007 年 , pp.143-151）で、
渋谷第一マーケットは王長徳が取得した土地に自ら建設し経営していたが、後に五島慶太が土地を
譲って欲しいと申し出たため売却したとしている。しかし、先にみた通りこの土地は戦前から東急
の所有地であり、旧土地台帳には王長徳が取得したという記載はない。
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（２）1948−49 年
　対象地区を含む東京都市計画第８地区復興土地区画整理事業は、1948 年 9月 30 日に換地予定地が決定
している★3-10（以降、何度も変更がある）。これに従い、対象地区では早くも 1949 年には街区形状が変更
され区画整理が進んでいる。
　図 5-3-6 は戦災復興土地区画整理事業による対象地区の換地を示している。対象地区における基盤整
★ 3-10　建設省『戦災復興誌 第拾巻』都市計画協会 , 1961 年 , p.90。
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図 5-3-6　東京都市計画第 8−1 工区復興土地区画整理事業　換地確定図（1966 年 9 月 1 日換地処分）
区画整理以前
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一筆内の借地境界線
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備としては、渋谷川の付け替え工事が行われ、駅前広場（土地［後：渋谷二丁目 25-4］［後：渋谷二丁目
25-5］［後：渋谷二丁目 25-5］）ができ、南北方向の明治通り（土地［後：渋谷二丁目 27-2］）東西方向の
国道 246 号線（土地［後：渋谷二丁目 25-6］［後：渋谷二丁目 27-1］）が整備された。
　注目する必要があるのは、戦災復興土地区画整理事業の第８−２地区に存在する東急の土地が、東急の渋
谷駅と東横百貨店の土地［後：渋谷二丁目 19-1］［後：渋谷二丁目 23-1］［後：渋谷二丁目 24-1］と、後
区画整理以後
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★ 3-11　「区画整理の波紋 渋谷第一マーケット 明渡し急ぐ東急」『読売新聞』1953 年 10 月 31
日朝刊 , p.6。
に東急文化会館が建設される敷地 TB（図 5-3-6）に集約されるていることである。敷地 TBには、旧渋谷
小学校用地で戦後には渋谷第一マーケットが建設された、土地［前：中通三丁目 60-1 ／後：渋谷二丁目
21-7］［前：中通三丁目 60-2 ／後：渋谷二丁目 21-8］［前：中通三丁目 58-1 ／後：渋谷二丁目 21-9］も
含まれている。
　稲荷神社の土地は、原位置換地された国道 246 号線の南側の一角［前：並木町 31-3 ／後：渋谷三丁目
19-2］［前：並木町 31-5 ／後：渋谷三丁目 19-4］［前：並木町 31-6 ／後：渋谷三丁目 19-3］と、飛び換
地された［前：並木町 31-1 ／後：渋谷二丁目 19-8］と［前：並木町 31-7 ／後：渋谷三丁目 4-2］の三カ
所に分かれることになる。
　図 5-3-8 は 1949 年の建物の状況を示している。渋谷第一マーケットの東側では、戦災復興土地区画整
理事業によって街区形状が変わり、換地に沿って建物が建てられている。特に敷地 TBの南側の街区では、
防火建築による再建が進んでいる。
　火災保険特殊地図からは、渋谷第一マーケットには 61の区画があることがわかる。店舗はのみやが多い
が、肉や、パチンコ、床屋、クリーニング、常磐相互銀行なども入居している（図 5-3-7）。営業者はマーケッ
トに入居する契約を締結する際に、大宮氏に対して権利金を支払い、さらに店舗の一部を増改築する際に
も一万円前後の「権利金」を支払っていたという★3-11。
　稲荷橋小路は、四棟の長屋に 25区画の店舗が設けられ、参道に社務所と一緒に並んでいる（図 5-3-8）。
図 5-3-7　渋谷第一マーケット　『目で見る渋谷区の 100 年』株式会社郷土出版社 , 2014 年より。
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図 5-3-9　1958 年の稲荷橋小路　『目で見る渋谷区の 100 年』株式会社郷土出版社 , 2014 年より。
図 5-3-8　1949 年の対象地区の建物の状況
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（３）1950−55 年
　1952 年 12 月 27 日、東京都から東急に対して戦災復興土地区画整理事業にもとづいて環状五号線（明
治通り）を拡幅するため、1953 年 3月 26 日までに渋谷第一マーケットを撤去するよう命令が降り、東急
はこれに対処し立退き交渉を進めるため、臨時建設部内に第一マーケット処理班（班長：山本忍総務部長
が兼任）を設けた★3-12。そして、1953 年 3月には東横百貨店と大宮福之助の権利はすべて東急に委譲され
ている★3-13。
　東急の社史によれば、土地明渡しを求めた際、渋谷第一マーケットには 70 店の占有者がいたという★
3-14。一方で、1953 年 10 月 31 日の『読売新聞』★3-15 には、渋谷第一マーケットは「敷地 722 坪、建物
12むね、55軒、居住者約 400 人」との記載がある。また、1953 年の新興市場地図からは 67軒の店舗が
確認でき、住宅となっている区画も存在する。この時、実際には占有する店舗が何軒あったのかは不明で
あるが、店舗だけでなく相当数の居住者がいたことは確かである。
　東急の立退き交渉に対して渋谷第一マーケットの営業者は、渋谷マーケット商業協同組合を結成する。
東急は交渉を続けたが、居住権や営業権を主張し、占有者は一向に立退こうとしなかった。そのため、第
一マーケット処理班では1953年9月渋谷簡易裁判所に調停を求めるとともに、1953年10月16日にはマー
ケットの一角に「東急総務部分室大沢事務所」を設け、上野の土建業大沢武三郎氏★3-16 に調停以外の組合
側との交渉を一任するという強行策に出た★3-17。第一マーケット処理班山本班長は「店子との契約書には
都電
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図 5-3-10　1955 年の対象地区の建物の状況
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公用微収のときには立退くとの条項がある」とし、立退きを求める正当性を主張している。
　これに対して組合側は、「暴力団による威圧的な解決方法だとして渋谷署に陳情」★3-18 した。組合側とし
ては、「区画整理には応じるが、地主の一方的な明渡し要求は承服できないと、あくまで区画整理で与えら
れるべき換地を貸すか補償金を与えよと主張、東急側の”各個撃破”を恐れて交渉は組合で行うことにした」
という。
　こうした状況のなか、まず渋谷第一マーケットうち非組合員の店舗五軒が約 10万円の補償（居住権・営
業権の補償と考えられる）を受けて、1953 年 10 月末までに立退いた★3-19。つづいて、交渉の末に組合員
の約半数の店舗が 1955 年 3月 1日に立退きに関する契約を結び、立退いた。残った店舗は代替地を要求
し立退かないため、東急が「渋谷区栄通一丁目に約 825 平方メートルの土地を購入し、木造の店舗を建てて」
1955年6月30日までに移転させた★3-20。こうして東京都の立退き要求から二年半を経て、渋谷第一マーケッ
トの立退きが完了した。
　図 5-3-10 は 1955 年の対象地区を示している。渋谷第一マーケットが立退き、稲荷神社周辺を残して区
画整理が進んだことがわかる。また、大山街道沿いや、敷地TBの街区でも本建築が立ち始めている。そして、
1956 年 11 月には敷地 TBに東急文化会館が建設されることになる。
幻のバスターミナル計画★ 3-21
　1955 年には、東急文化会館が着工されるが、東急文化会館が計画される以前に、同じ敷地に坂倉準三に
よるバスターミナル建設計画が存在していた。
★ 3-12　東京急行電鉄株式会社社史編纂事務局『東京急行電鉄 50 年史』東京急行電鉄株式会社社
史編纂委員会 , 1973 年 , pp.436-437。
★ 3-13　「区画整理の波紋 渋谷第一マーケット 明渡し急ぐ東急」『読売新聞』1953 年 10 月 31
日朝刊 , p.6。
★ 3-14　東京急行電鉄株式会社社史編纂事務局『東京急行電鉄 50 年史』東京急行電鉄株式会社社
史編纂委員会 , 1973 年 , p.437。
★ 3-15　「区画整理の波紋 渋谷第一マーケット 明渡し急ぐ東急」『読売新聞』1953 年 10 月 31
日朝刊 , p.6。
★ 3-16　大沢武三郎は右翼団体の政治結社「愛国青年連盟 上野総本部 」の初代団長、全日本愛国
者団体会議顧問などを勤めている。当時、大沢武三郎が率いる大沢組は上野署、愛宕署の管内暴力
団リストに含まれ、1950 年春の警視庁の暴力団取締では 20 名以上が検挙されている。
★ 3-17　「区画整理の波紋 渋谷第一マーケット 明渡し急ぐ東急」『読売新聞』1953 年 10 月 31
日朝刊 , p.6。
★ 3-18　「区画整理の波紋 渋谷第一マーケット 明渡し急ぐ東急」『読売新聞』1953 年 10 月 31
日朝刊 , p.6。
★ 3-19　「区画整理の波紋 渋谷第一マーケット 明渡し急ぐ東急」『読売新聞』1953 年 10 月 31
日朝刊 , p.6。
★ 3-20　日付、立退き問題の解決方法は社史（東京急行電鉄株式会社社史編纂事務局『東京急行電
鉄 50 年史』東京急行電鉄株式会社社史編纂委員会 , 1973 年 , p.437）に従ったが、先の通り店舗
数については情報が正しいとは言えない為、本文では明記しなかった。
★ 3-21　バスターミナルの計画については、石田雅人『坂倉準三と渋谷計画 ―大都市ターミナル
形成の一例として』明治大学大学院修士論文 , 2009 年 3 月 , p.77。
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　坂倉準三が渋谷計画に携わるのは 1952 年からであり、東急文化会館の着工が 1955 年のため、このバス
ターミナルが計画されたのは 1952 年～ 1955 年の間と推察される。石田雅人『坂倉準三と渋谷計画	―大
都市ターミナル形成の一例として』（明治大学大学院修士論文 ,	2009 年 3月）所収の図 5-3-11 を見ると、
バスターミナルビルと渋谷駅の間が空中回廊でつないがれており、この構成は東急文化会館にも通じるも
のがある。
　特徴的なのは、空中回廊以外にも、連絡地下通路によって東急百貨店や渋谷駅にもつながれており、よ
り立体的・重層的なターミナルをつくろうととした坂倉の意図を読み取ることができる。また、バスター
ミナルの機能を確保するために、広場の地下にバスターミナルを建設し、渋谷ターミナルの機能を強化す
ることで、急激な人口増加に対応しようとしていることもわかる。
図 5-3-11　バスターミナルの計画図
石田雅人『坂倉準三と渋谷計画 ―大都市ターミナル形成の一例として』より
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図 5-3-12　1958 年の対象地区の建物の状況
（４）1956−58 年
　終戦から 10年を経過しても、渋谷の繁華街は道玄坂と宮益坂の谷間周辺に限られ、しかもそれが山ノ手
と渋谷川によって東西に分断されていた。また、1954 年当時★3-22、渋谷は一日当たりの乗降客数が約 100
万人に登るにも関わらず、滞留時間は短く一人平均わずか五分に過ぎなかった。これは銀座の 45分、新宿・
池袋の 15分と比較しても極めて短く、渋谷が繁華街としてではなく乗り換え地点としての性格が強いこと
がわかる。
　こうした状況で、1951 年 8月東急電鉄に相談役（1952 年 5月会長に就任）として復帰した五島慶太は、
渋谷を東急の事業の中心に据え、さらに多角的な事業を展開し渋谷の発展に尽くすことが東急電鉄の発展
につながるという戦前からの経営理念を積極的に推し進めることにする。そして、1952	年春に東急電鉄は
渋谷総合計画の研究を坂倉準三に依頼し、坂倉を中心として計画について何度も審議が重ねられた★3-23。
　そして、まず東急会館および東急会館と東横百貨店を繋ぐ跨線橋に着手、ともに1954年11月に竣工した。
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★ 3-22　1954 年 6 月に行われた渋谷に関する調査による（磯村英一『都市の社会理論』有斐閣 , 
1989）。
★ 3-23　石田雅人『坂倉準三と渋谷計画 ―大都市ターミナル形成の一例として』明治大学大学院
修士論文 , 2009 年 3 月 , p.68。
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この東急会館内の東横ホールは、副都心での歌舞伎や演劇の普及と大衆化に大きな効果を挙げた。さらに、
東急電鉄は敷地 TB（図 5-3-6）に東急文化会館を建設、1956 年 11 月 30 日に竣工し、翌 12 月 1日から
営業を開始した。東急文化会館は、設計を坂倉建築事務所が担当し、施工は清水建設、構造設計は大阪建
築事務所が担当、敷地面積が 5,092㎡、延べ面積 2	万 9,072㎡であった。東急文化会館内のプログラムは
次の通りである★3-24。
地階	定員 500	人のニュース映画館「東急ジャーナル」
1	階	定員 1500	人のロードショー劇場「パンテオン」
2	階	商店
3	階	理髪室・美容室
4	階	東京田中千代服装学園
5	階	定員 1000	人の洋画封切館「渋谷東急」
6	階	定員 500	人の「東急名画座」
7	階	結婚式披露などの宴会場　ゴールデンホール
8	階	大社婚儀殿とゴールデンホール、天文博物館五島プラネタリウム
　さらに、分断された東西の道玄坂と宮益坂を緊密に連絡するため、東急文化会館と東横百貨店東館（東
急文化会館建設とともに増築を行った。1956 年 11 月竣工）を繋ぐ跨線橋を建設した（1956 年 11 月竣
工）。こうして東急電鉄は渋谷の立体的発展を促進し、渋谷の繁華街のエリアを広げていくこととなった（図
5-3-12）。
　図 5-3-12 は 1958 年の対象地区の建物の状況を示している。東横百貨店の増築、東急文化会館の竣工、
そしてそれらを繋ぐ跨線橋の竣工によって、山手線西側の東急会館から東口駅前広場を跨いだ東急文化会
館までが一体に繋がることとなった。
　東急電鉄の施設以外では、大山街道沿いでは本建築、特に耐火建築の建設が進んでいる。そして、山手
線の西側を終点としていた都電が〈大山街道→明治通り→国道 246 号線〉と回るルートに変更されている。
これによって、東口広場を終点としていた都電と接続し、東口広場内に都電の駅ができている。
★ 3-24　石田雅人『坂倉準三と渋谷計画 ―大都市ターミナル形成の一例として』明治大学大学院
修士論文 , 2009 年 3 月 , p.73。
305
第５章　渋谷駅とその近傍の戦災復興過程
（５）1959−63 年
　図 5-3-13 は 1963 年の対象地区の建物の状況を示している。1959 年から 63年の間に稲荷神社付近の戦
災復興土地区画整理事業が進んでいる。これで対象地区の戦災復興土地区画整理事業は、ほぼ完成している。
　先述の通り、稲荷神社の土地は三カ所に分かれて換地されている。原位置換地された国道 246 号線の南
側の一角［前：並木町 31-3 ／後：渋谷三丁目 19-2］［前：並木町 31-5 ／後：渋谷三丁目 19-4］［前：並
木町 31-6 ／後：渋谷三丁目 19-3］と、飛び換地された［前：並木町 31-1 ／後：渋谷二丁目 19-8］と［前：
並木町 31-7 ／後：渋谷三丁目 4-2］の三カ所である（図 5-3-6）。
　このうち国道 246 号線の南側の一角［後：渋谷三丁目 19-2］［後：渋谷三丁目 19-4］［後：渋谷三丁目
19-3］に、マーケットが再建されている。稲荷神社の参道に存在した稲荷橋小路は、1958 年時点で 24店
舗存在しているが、1963 年時点で土地［後：渋谷三丁目 19-2］［後：渋谷三丁目 19-4］［後：渋谷三丁目
19-3］に建設されているマーケットも店舗数は 24である。1963 年の原図として使用した住宅地図は、文
字がつぶれてしまっているため、店名の比較ができないが、店舗数が一致することから、土地［後：渋谷
三丁目 19-2］［後：渋谷三丁目 19-4］［後：渋谷三丁目 19-3］に建設されたマーケットは稲荷橋小路が移
転したものと考えてよいだろう。この新設マーケットは 1970 年頃まで同地に存在し、その後ビルへと建
替えられている。
都電
東急文化会館
渋谷川
渋谷川
0 10 50m
N
地下鉄
東横百貨店
図 5-3-13　1963 年の対象地区の建物の状況
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５−３−３　本節のまとめ
　以上のように対象地区の戦災復興過程をみてきた。
　戦後復興期、対象地区には二つのマーケットが建設されている。一つは稲荷神社参道に建設された稲荷
橋小路、もう一つは東急電鉄所有地に建設された渋谷第一マーケットであった。両者ともに不法占拠では
なく、フォーマルな権利関係のもと建設されたマーケットであったが、戦災復興土地区画整理事業によっ
て動く必要に迫られたときの変化が異なっていた。
　稲荷橋小路は、稲荷神社の土地の換地に新たにマーケットを再建し、移動している。移動前後で店舗数
が一致することからも、地主である稲荷神社が積極的にマーケット営業者の移転を認めた（行った）といっ
て良いだろう。こうして、稲荷橋小路の営業者は、区画整理後も同様な営業が続けられたものと考えられる。	
　一方で、渋谷第一マーケットは東急電鉄が自社の土地を闇市によって不法占拠されることを恐れたため、
地主の意向でマーケットが建設され、地元有力者大宮福之助によって管理されていた。1953 年、東急電
鉄は都から渋谷第一マーケットの立退きを要求された。東急は占有者と交渉し、金銭による補償を前提と
して立退きを進めたが、占有者な組合をつくりこれに対抗した。立退きを早期に進めたい東急は、暴力団
指定されている組織を使い立退きを進める。約半数は金銭による補償で立退いたが、残りは抵抗したため、
東急はやむを得ず、渋谷区栄通一丁目に約 825 平方メートルの土地を購入し、木造の店舗を建てて移転さ
せた。このように渋谷第一マーケットは不法占拠ではなかったものの、戦災復興土地区画整理事業に際し
ては地主と占有者の間に対立が生じた。
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５−４　渋谷駅北西側の戦後復興過程
５−４−０　本節の対象地区
　本節が対象とする地区は図 5-4-1 の範囲で、現在のハチ公前広場に面した地区である。戦前戦後を通じ
て山手線の駅舎が立っていた場所であり、渋谷駅近傍の中でも戦前から歓楽街として栄えていた道玄坂方
面へと続く渋谷駅の前の顔いえる地区である。
　渋谷の闇市の特徴の一つは、新宿や池袋ではテキヤ組織に組み込まれてしまっていた華僑の人々が独立
して大きな勢力を持っていたことであろう。本節の対象地区は、そうした台湾人グループが建設した「駅
前マーケット」★4-1が存在した。彼らは、渋谷警察署と激しく交戦することになる渋谷事件の当事者でもある。
　本節ではこうした台湾人の動きも確認しつつ、対象地区の戦後の形成過程を追っていく。
★ 4-1　『渋谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , p.2542。
図 5-4-1　対象地区　1947 年の航空写真
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５−４−１　終戦までの対象地区
（１）戦前
駅舎
　図 5-4-2 は 1940 年の対象地区の建物の状況を示している。1937 年に着工された玉電ビルはほぼ東横百
貨店と同じ規模の鉄骨鉄筋コンクリート造、地上 7	階、地下 2	階、延べ 1	万 7,438㎡の計画で、使用区分
としては、当初はその大半を百貨店とし、2	階を玉川渋谷駅、3・4	階を東京高速鉄道渋谷駅とする構想であっ
た★4-2。
　1936 年 10 月 5日、玉川電気鉄道は東京横浜電鉄に合併し、社長に就任した五島慶太は玉電ビルの構想
を発展させ、東京高速鉄道、玉川電車鉄道、帝都電鉄の三者で連絡工事に関する契約を締結し、玉電ビル
を介する相互連絡体制を構築した★4-3。
　そして、1938 年 12 月 20 日に東京高速鉄道が同ビルの 3	階へ、翌 1939 年 6月 1日には東京横浜電鉄
玉川線が 2	階へ乗り入れた。さらに同年 9	月 20	日には帝都電鉄線と玉電ビルの連絡橋も開通、1940 年 6
月 23 日には国鉄と玉川線の連絡階段が使用開始され、五島慶太のターミナルビルとしての玉電ビル計画が
進んでいった。
0 10 50m
N
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
玉電ビル
市電
渋谷駅 東横百貨店
第百銀行
1940
帝都電鉄
渋谷駅
東横映画劇場
図 5-4-2　1940 年の対象地区の建物の状況
★ 4-2　石田雅人『坂倉準三と渋谷計画 ―大都市ターミナル形成の一例として』明治大学大学院修
士論文 , 2009 年 3 月 , p.60。
★ 4-3　加藤新一「東京急行電鉄 ―戦前期「東急」の事業展開と渋谷「総合駅」の形成—」『民鉄
経営の歴史と文化 東日本編』古今書院 , 1992 年 , pp.53-66。
住宅
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図 5-4-3　工事が途中で止まった玉電ビル　『東急会館工事報告書 1955』より。
	　こうして玉川電気鉄道が建設に着手した玉電ビルは、東京横浜電鉄によって副都心総合ターミナルとし
ての機能を発揮することとなった。しかし、戦時の資材統制のため、工事は４階で中止され、玉電百貨店
が入居する予定であった上階は完成しなかった（図 5-4-3）。
　駅舎以外の建物では、駅前の第百銀行と大山街道沿いの東横映画劇場が鉄筋コンクリート造、それ以外
の建物は全て木造であった。
　大通りに面して比較的面積の広い商店が並び、その裏側にそれよりもフットプリントの小さな建物が並
んでいる。大山街道の北側山手線の西には街区の内側に住宅がみられる。帝都電鉄渋谷駅の北側の街区で
は、細い道路に沿っても床屋や喫茶などの小規模な店が並び、「イシヤ」と記載された店舗も数件確認でき
る。これは砂利を運んでいた玉電の影響で、駅周辺に石材を取り扱う店ができた名残であろう。
　戦前の渋谷の一番の繁華街は、駅前から道玄坂にかけてであった。しかし、渋谷そのものが、明治時代
後半に沼を埋めて街の形を整え始めたような「新開地」★4-4 であり、道玄坂が歓楽街として隆盛を見せる
のは関東大震災後である。そうした戦前期の対象地区をみた今和次郎は、「改札口を出ると同時に、向こう
側に軒をつらねた店店の看板、…そのさま、いかにも雑然として、今なお街としての完成の過渡期にある
ことを思はせる」★4-5 と語っている。
★ 4-4　藤田佳世『渋谷道玄坂』彌生書房 , 1976 年 , pp.19-23。
★ 4-5　今和次郎『新版大東京案内　上』筑摩書房 , 2001 年 , p.245。底本となった『新版大東京案内』
は 1929 年、中央公論社刊。
第四章　東急電鉄―五島慶太
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に終わったため、株式を取得することで玉川電鉄を 1936 年（昭和
11 年）10 月 22 日に傘下に収めた。（北原　2008）
―玉川ビルの建設―
玉川電気鉄道は、1937 年（昭和 12 年）、都市計画による駅前広場
計画の実施に伴い、玉川線渋谷駅と木造の玉川食堂を改築して玉電
ビルの建設に着手した。
　この玉電ビルの規模はほぼ東横百貨店と同じで、鉄骨鉄筋コンク
リート造で地上 7 階、地下 2 階、延べ 1 万 7,438 平方メートルであ
った。使用区分としては、当初は、その大半を百貨店とし、2 階を
玉川渋谷駅、3・4 階を東京高速鉄道渋谷駅とする構想であった。
　しかし、日華事変が拡大するにつれ、鉄鋼統制令などが出された
ため、変更を余儀なくされ、工事は４階の途中部分で中止となった。
　そして、玉川電気鉄道が東京横浜電鉄に合併された直後の昭和 13
年 12 月 20 日に東京高速鉄道が同ビルの 3 階へ、翌 14 年 6 月 1 日
には玉川線が 2 階へ乗り入れることとなった。（図 4-2.3.4）
　さらに同年 9 月 20 日、帝都電鉄線（井の頭線）との連絡橋も開
通した。（北原　2008）
　こうして玉川電気鉄道が建設に着手した玉電ビルは、東京横浜電
鉄によって都心総合ターミナルとしての機能を発揮することとなっ
たのである。
―五島慶太と鉄道事業―
　五島慶太が常務をつとめる東京高速鉄道株式会社は、1938 年（昭
和 13 年）、東京地下鉄株式会社の【新橋～虎ノ門】に直結させる形
で【渋谷～浅草】に地下鉄を建設（現銀座線）した。
　昭和 13 年 4 月１日に施行された、陸上交通事業調整法によって、
五島慶太は 1943 年（昭和 16 年）9 月、地下鉄事業を帝都高速度交
通営団（現東京メトロ）に取り上げられてしまうが、東京横浜電鉄
と京浜電気鉄道、小田急電鉄、京王電気軌道（現京王電鉄）を合併
することに成功する。
五島慶太は 1938 年（昭和 13 年）から 1944 年（昭和 19 年）まで
4-2  改築前の玉電ビル　写真①　
4-3  改築前の玉電ビル　写真②
4-4  渋谷駅マップ　昭和 15 年　
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道玄坂の露店
　1908 年、夜の暗い道玄坂の商店街へ客足を引き寄せるために夜店を出すことを思いつき、毎晩五銭ずつ
油代を出し合って露店商を呼んだ。夜店が出始めたことによって、道玄坂の商店も賑わうようになり「今
まで先祖からの田畑を守っていた人達も鋤、鍬を捨てて、ぽつりぽつりと」★4-6 道玄坂へ店を出し始めた
という。中には息子や娘を分家させる際に、道玄坂へ店を持たせた者も少なくなかったようである。
　明治末には頼んで出してもらっていた夜店も、「大正七、八年頃には逆に露店商が土地の顔役に場所代を
払って、僅かな地割を貰うにも苦労していた」★4-7 という。道玄坂の場所割りは、「一枚上りと云ふて、一
軒づつ毎日移動してゆくやり方で、最も、平等のデモクラシツクの方法だつたが、いつのまにか、世話役
による毎日の場所割に変化してゐた」★4-8 という。こうした利権が発生したのが、「大正七、八年頃」なの
であろう。
　露店商は「自分たちに割当てられた僅かな場所に三寸を組んで、青白いアセチレン瓦斯の灯でこの街の
夜を彩」★4-9 っていた。当時の駅前から道玄坂にかけての露店は次のような様子であったという。
　瓦斯の灯に浮かび出る小さな店は、古本屋、ローソク屋、ボタン屋、金物屋、大正
琴、尺八を売る店、五銭玉でキューピーの買える玩具屋、よりどり拾銭で櫛、かんざし、
カチューシャ止めも売っている小間物屋、ふわふわと真綿のような電気アメ、カルメ
焼き、煎り立ての塩豌豆、香ばしい焼きとうもろこし、氷まんじゅう、金魚屋、虫売り、
廻りどうろう。吊りしのぶに赤いガラス玉をさげた風鈴屋。やげん堀の七色とうがら
し、鼈甲あめに糝粉細工。と、限りもない。
　又、坂下、渋谷駅前には牛めし、おでん、焼とり、支那そばの屋台が店を張り、甘
く肉の煮える匂いや、香ばしい焼とりのけむりを上げ、風にはためく紺ののれん、ゆ
れる縄のれんの中から、「チュウ一杯上りつ」と、いう威勢のいい声で活気づいていた。
　ともあれ日が暮れれば、この坂の両側五丁ばかりはまったく露店商の世界になって、
逞しい夜の命がここに溢れた。★4-10
　この駅から道玄坂に並んだ露店は、戦後には範囲を広げて並ぶこととなる。その一部が、1949 年からの
露店整理事業によって第２節でみたのんべい横町を建設し、集団で移転した。
★ 4-6　藤田佳世『渋谷道玄坂』彌生書房 , 1976 年 , p.20。
★ 4-7　藤田佳世『渋谷道玄坂』彌生書房 , 1976 年 , p.24。
★ 4-8　横井弘三『露店研究』出版タイムス社 , 1931 年 , p.161。
★ 4-9　藤田佳世『渋谷道玄坂』彌生書房 , 1976 年 , p.24。
★ 4-10　藤田佳世『渋谷道玄坂』彌生書房 , 1976 年 , p.24。
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（２）戦災　1944−45 年
建物疎開
　対象地区では渋谷駅前一帯と、山手線沿いが疎開空地として、鉄筋コンクリート造の三菱銀行（旧第百
銀行）を除いた木造の建物が全て除去されている。図 5-4-4 の斜線部が、建物が除去されたエリアである。
　大山街道と玉川線の間のエリアは、疎開事業の第一次（1944 年 1月 26 日）で指定された渋谷区上通３
丁目地内の 790 坪の交通疎開空地である★4-11。この範囲の土地は、建物が除去されなかった三菱銀行の土
地を含め、全て1944年5月から1945年3月の間に東京都に買収されている（図5-4-5）。戦後、台湾人グルー
プと警察、新橋の松田組などが交戦することになる駅前の闇市は、ここに建設される。
　大山街道の北側、山手線沿いの建物疎開に関する具体的な事業名は不明であるが、建物が 1945 年 1 月
初旬には除去されている★4-12。
★ 4-11　東京都『東京都戦災誌』明元社 , 2005 年 , pp.186-188。
★ 4-12　1945 年 1 月 6 日に陸軍によって撮影された航空写真「95F15-C4-54」より。
0 10 50m
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
都電
交通疎開空地
玉電ビル
東横百貨店渋谷駅
1945.1
東横映画劇場
N
図 5-4-4　1945 年 1 月の対象地区の建物の状況
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図 5-4-5　疎開空地として東京都に買収された土地
東京都市計画第 8−2 工区復興土地区画整理事業　換地確定図（区画整理以前）より作成
9-1
9-2
5
3-1
1-8
1-6
1-5
1-4
1-3
1
1-2
7
1-7
一筆内の借地境界線
土地境界線
疎開空地として都に買収された土地（1944-45）
0 10 50m
N
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戦災
　本節の対象地区も前節までの対象地区と同様、1945 年 5月 25 日に焼夷弾攻撃を受けたが★4-13、鉄筋コ
ンクリート造の三菱銀行、東横映画劇場、玉電ビルが焼け残った（図 5-4-6）。	
★ 4-13　『渋谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , pp.2519-2522。
0 10 50m
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
都電
玉電ビル
東横百貨店
1945.5
N
図 5-4-6　1945 年 5 月末の対象地区の建物の状況
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図 5-4-7　駅から道玄坂方面を映した写真①　
５−４−２　戦災復興から高度成長までの対象地区
（１）1945−47 年
敗戦直後の対象地区
　渋谷の闇市を撮影した最も古い写真は、1945 年の対象地区を撮影した図 5-4-7 である。この写真は、撮
影した視点の高さ、位置から、鉄筋コンクリート造の元三菱銀行の屋上から撮影された写真であると推測
される。画面の右中央から左へと抜けていく通りが道玄坂。道玄坂の途中、画面中央でＹ字路になって右
へ抜けていくのが現在の文化村通りで、この二本の道路に挟まれた場所が松平誠が「エネルギッシュな三
角地帯」と呼んだ、渋谷駅近傍でもっとも大きな闇市が広がっていた場所である。この三角地帯では焼け残っ
た道玄坂キネマのビルも闇市に飲み込まれている。
　道玄坂の歩道には、台やむしろの上に商品を並べただけの露店が並んでおり、これに集る人々で溢れ帰っ
ている。この露店は駅前から続いているが、駅前広場では複数人が大量の商品をまとまって販売している
場所もある（図 5-4-7 の①）。そして、画面上でその奥の地面をよく見ると、縁石が二本見える。これは戦
前に整備されたものと考えられ、手前が駅前広場内の緑地帯の縁石、奥が戦前の街区を区画する縁石であ
ると推測される。この緑地帯は 1947 年には再整備されている★4-14。さらに奥に目を向ければ、対象地区
の街区にもバラックが建設されていることがわかる。
　こうした歩道と駅前広場での露天市場（闇市）と、街区内のバラックの建設によって、終戦直後から対
象地区は再生していった。	
　では、渋谷に闇市を組織したのはどんな人々であったか。
★ 4-14　1947 年 9 月 8 日に米軍が撮影した航空写真「USA-M449-116」（国土地理院所蔵）より。
①
▼
▼縁石が確認できる
▼道玄坂キネマ
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　新宿や池袋の闇市が、いくつかの統制が強い「組」組織のもとで運営されていたのに対して、渋谷の闇
市は「組」の勢力が入り乱れ、まとまりがないままに出現した★4-15。実際、第３章でみた新宿のマーケッ
トに比べ、本章のこれまでの節でみてきたように渋谷では小規模なマーケットが駅周辺に集積している。
また、「組」組織の名前を冠したマーケットも見当たらない。また、安藤昇が安藤組（株式会社東興業）を
設立し、不動産売買、興行、警備、水商売の用心棒、賭博などで渋谷を席巻するのは 1950 年代に入って
からである。
　一方で、新宿では「組」組織の内部へ組み込まれていた「第三国人」の団体が特権的な立場を利用して
闇市へ進出していったことが、渋谷の闇市の一つの特徴であろう。渋谷では、闇市の縄張り争いや違反品
販売に関して、台湾人団体と日本人「組」組織、台湾人団体と警察が激しく交戦している。
渋谷事件と台湾人の駅前マーケット
　終戦直後から台湾人グループが勢力を伸ばしていた。彼らは、渋谷駅前の焼け跡を不法占拠して、闇市
をつくる。
　「GHQは旧日本植民地住民を、日本人ではなく、また連合国側に属するでもないが、後者と同等の待遇
をすべきものと位置づけた。これが、いわゆる「第三国人」の「第三」が意味するところである」★4-16。
彼らは、その特権を利用し、闇市で米や食料品・ゴム製品などの禁制品を売って巨利を得ることとなった。
こうした事態に対しても、当初は警察は取り締ることができず、逆に渋谷署が彼らに呼び出されて、十数
時間に亘って軟禁されるという事件まで起きている★4-17。
　この闇市には、1946 年半ばには「駅前マーケット」★4-18 と呼ばれるようになっていた。この台湾人が
建設した駅前マーケットを映した写真が２枚ある。写真②：駅前マーケット 7月 17 日）は 1946 年 7 月
17 日に駅前マーケットを撮影した写真で、画面後方には道玄坂キネマが、画面左には東横映画劇場が映っ
ていることから、撮影場所は図 5-4-8 の「写真②」の位置で、駅側から撮影したものであると推察される。
これによって、台湾人が建設した駅前マーケットの位置も概ね図の通り推測できる。駅前マーケットがあっ
た場所は、終戦までに都が交通疎開空地として買収していた土地であり、駅前マーケットは都有地を不法
占拠していたことになる。
　二枚目の（写真③：駅前マーケット 7月 18 日）写真③は 1946 年 7月 18 日に駅前マーケットを撮影し
た写真であるが、画面中央上部に写る看板が写真②に写る看板と同一のものであることから、この写真③
が撮影された場所は旧三菱銀行と考えられる。
　彼らはこの時期、闇市だけでなく駅前のロータリーから消防署に通じる一郭を「中国租界」とする計画
を進めていた。1946 年 4 月 1日から台湾人マーケットの「歩道上に凱旋門を作りはじめ」★4-19 た。戦勝
国の一つとなった中華民国は、日本に中華民国軍を 14,500 人進駐させることを決めており★4-20、渋谷の台
湾人グループはこれを迎え入れるために凱旋門を計画したのである。警察は即座にこの門の撤去を命令し
★ 4-15　松平誠『ヤミ市 幻のガイドブック』筑摩書房 , 1995 年 , p.22。
★4-16　青井哲人「渋谷 ―ヤミ市から若者の街へ」『盛り場はヤミ市から生まれた』青弓社, 2013年, 
pp.92-93。
★ 4-17　『渋谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , p.2540。 
★ 4-18　『渋谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , p.2542。 
★ 4-19　『渋谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , p.2541。 
★4-20　青井哲人「渋谷 ―ヤミ市から若者の街へ」『盛り場はヤミ市から生まれた』青弓社, 2013年, 
p.93。
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N
図 5-4-9　写真②　1946 年 7 月 17 日の台湾人グループが建設した駅前マーケット
松平誠『ヤミ市 幻のガイドブック』より。
図 5-4-8　台湾人グループが建設した駅前マーケットの位置と写真①・②・③の撮影場所
▼道玄坂キネマ
▼写真③と同じ看板
▼東横映画劇場
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図 5-4-10　写真③　1946 年 7 月 18 日の台湾人グループが建設した駅前マーケット
松平誠『ヤミ市 東京池袋』より。
たが、彼らは日本の法律は台湾人には適用できないと主張し、撤去を拒否して警察と対立することになった。
そこで、渋谷署はまず駅前マーケット一帯に武器の一斉捜査を実施し、次に凱旋門を切り倒した。
　台湾人グループと警察の対立は、さらに新橋の松田組を巻き込んで続くこととなる。1946 年 6 月末に
新橋の松田組の顧問夫妻が台湾人グループの襲撃にあったことをきっかけに、翌月 7月 16 日に松田組が
渋谷の駅前マーケットへ殴り込みをかける事件が発生し、死傷者を出すこととなった。このとき駆けつけ
た警官が、逆に暴徒に暴行され全治三週間の怪我をおったが、警察は徹底的な調査を進めることもできず、
犯人を逮捕できないという状態であった。
　このような状況を打開するために、渋谷署は駅前マーケットの闇物資の取締を決行することとする★4-21。
1946 年 7月 15 日午後、総員 300 人の警察官が駅前マーケットを包囲し、取り締まりにあたる。警察は禁
制品を押収し、公定価格で買い上げ、十数名を逮捕した。しかし、二日後の 7月 17 日には、駅前マーケッ
トでは早くも禁制品を販売するようになっていた。そのため再び渋谷署は取締に出動し、禁制品を没収す
るとともに十数名を逮捕した。
　こうして渋谷署によって二度の取締が行われたが、台湾人グループの勢力は収まるどころか、さらに警
察との対立姿勢を強めていき、ついにはGHQの介入を受けることになった。そして、駅前マーケットへ
の２度目の取締の二日後、1946 年 7月 19 日に渋谷事件が起きる。
　この事件は七月一九日のことであった。渋谷署においては、台湾人と松田組との紛
争に関連して、台湾人がトラックで麻布区広尾方面に移動中の事実を把握するととも
に、かねて同署襲撃の情報を入手していたので、相当厳重な警戒を敷いていた。する
と午後九時頃になって台湾人の乗車したジープ二台・乗用車一台およびトラック五台
が同署前にさしかかたので、警戒中の警察官が先頭車の停止を命じて検問したところ、
穏やかな態度をしめした。そこで通行を許すと、車上から警戒中の署員に向かって雑
言を浴びせながら動き出したが、トラックの三両目が署長の目の前を通過した瞬間、
突然車上から署長に向かって拳銃が発砲され、署長の側近にいた芳賀巡査部長に命中
★ 4-21　『渋谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , pp.2542-2543。 
◀︎写真②と同じ看板
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した。署側もこれに応戦、彼らは発砲しながら逃走したが、最後尾のトラックだけは
運転手が負傷したために、焼けあとに突込み、その乗員全員を逮捕した。芳賀部長は、
八月一〇日遂に殉職し、ほかにも負傷者四名を出した。一方、台湾人側にも死者五人、
負傷者一四、五名があった。★4-22
　この事件をきっかけに、警察は闇市への取締を強める。それが渋谷事件の翌日 7月 20 日の渋谷・新橋
の両露店街永久閉鎖の強行であり、8月 1日のいわゆる「八・一粛正」であった。渋谷事件以降、台湾人
の暴挙は次第に下火になっていく。
　渋谷事件の翌日 7月 20 日、警察は東京露店商同業組合の幹部を呼び出し、都下 201 カ所の露店市場全
体に自粛を命じ、この自粛期間に、①許可のない者の出店、②指定地域外の出店、③禁制品の取扱をやめさせ、
「新生青空市場」として再出発するよう指導した★4-23。
　そしてこの日、渋谷と新橋の二つの闇市は「永久閉鎖」とされ、バラックやヨシズの一切が取払われた。
翌7月21日の渋谷には一店の出店もない。こうして、渋谷駅前に台湾人集団が不法占拠し建設した駅前マー
ケットは消滅した。
1947 年の対象地区
　図 5-4-11 は 1947 年 9月 8日に米軍が撮影した航空写真である。駅前マーケットが撤去された対象地区
には暫定的な駅前広場が整備されている。この駅前広場の中央に1948年8月にハチ公像が再建されている。
　1947 年までに対象地区は、戦前に近い密度で都市組織が再生している。この時期、対象地区には４つの
マーケットが存在した★4-24。これらのマーケットは1949年の火災保険特殊地図で確認できるマーケットと、
同一のものと同一のものである。マーケット内の戸数、業種については後年の火災保険特殊地図（1949 年）、
名称については新興市場地図（1953 年）をもとにしながら、この４つのマーケットをみていこう。
　一つ目は、かつての駅前マーケットの西側に土地［上通三丁目 11-2］［上通三丁目 11-4 ～ 13］あたり
に建設された、大林百貨店である（図 5-4-15 の区画整理以前の地割と地番を参照）。都有地を不法占拠し
ていた駅前マーケットが撤去されたことで、駅前広場に面して営業を行っている。大林百貨店が立つ土地
のうち、［上通三丁目 11-4］［上通三丁目 11-9］が戦前戦後を通じて大林健介の所有地であることから、こ
の地主の大林が中心となってマーケットを建設したものと推察される。大林が所有する土地［上通三丁目
11-4］［上通三丁目 11-9］以外の土地を借り受けてマーケットを建設したのか、あるいは他の地主と共同
でマーケットを建設したのかは不明である。敷地の長手方向に通路をつくり、その通路と駅前広場、裏通
りに対して店を開くようになっている。1953 年の「新興市場地図」によれば、戸数は 28 となっている。
木造２階建てトタン葺き、モルタル壁の長屋四棟で構成されており、屋根は切妻屋根であったが看板建築
★ 4-22　『渋谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , pp.2543-2544。 
★4-23　「岐路に立つ青空市場 新橋と渋谷閉鎖 自粛三項目通達」『朝日新聞』1946年7月22日朝刊, 
p.2。
★ 4-24　1953 年に都市整図社が作成した「新興市場地図」で新興市場に認定されているものを
マーケットと呼んでいる。大林百貨店と共栄マーケットの名称は「渋谷区新興市場地図 図 8 渋谷
25.26.27.28.29.30」都市整図社 , 1953 年 2 月より、味楽街と丸大デパートの名称については「渋
谷区認定新興市場地区図 図 5 渋谷 12.13.14.15.16」都市整図社 , 1953 年 1 月より。
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状に立面が作られている。駅前広場に対して広く立面を向けているため、ファサード上部には大きな看板
が取り付けられている（図 5-4-12）。
　二つ目は大林百貨店の西側に裏通りを挟んで隣接する共栄マーケットである。このマーケットは、これ
までみてきたマーケットのように、屋外の通路を敷地に通しそこへ複数の長屋を並べていたものは異なり、
一棟の建物でできている。つまり、建物内部に通路を設け、それに面して店舗が並んでいたものと推察さ
れる。1953 年の「新興市場地図」によれば、共栄マーケット内部には 14戸の店舗が存在した。共栄マー
ケットが建設された土地［上通三丁目 13-5］は、1928 年から 1958 年まで一人の地主が所有し、1958 年
に相続された後すぐに売却されている（図5-4-15の区画整理以前の地割と地番を参照）。共栄マーケット（～
1949）、共栄食品デパートと続いていた「共栄」という名が消え、土地売却後に旭パチンコというパチン
コ店に変っている。地主の氏とマーケット名には関連性を見いだせず、共栄マーケットを建設した人物に
ついては不明であるが、マーケットが一体的に建設されていること、土地所有者が変った際に店名が変わっ
ていることから、共栄マーケットは地主自らが建設したマーケットであると推察する。
　三つ目と四つ目のマーケットは、大山街道北側の山手線に沿った街区に建設された味楽街と丸大デパー
トである。
　味楽街は大山街道に面したマーケットで、1953 年の「新興市場地図」によれば 14棟の建物で構成され、
14戸の店舗が存在した。つまり、全て戸建ての建物で構成されたマーケットである。味楽街もその開発者
については不明であるが、図 5-4-11 からも一体的に開発したようには見えない。個別に建てられた商店が
まとまって味楽街という組織を作っていたのではないかと考えられる。主に料理店が集合している。
図 5-4-11　1947 年 9 月 8 日の対象地区の航空写真
共栄マーケット
大林百貨店
味楽街
丸大デパート
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　丸大デパートは井の頭通りと山手線の間に建設されており、井の頭通りから２本の通路を敷地に引き込
み店を並べている。図5-4-11から、棟続きの屋根が観察でき、一体的に建設されていることがわかる。また、
井の頭通り側には看板建築状のファサードを作っている。1953 年の「新興市場地図」によれば 8棟の建物
に対して、21戸の店舗が存在した。丸大デパートが立つ土地は［神宮通一丁目 2-3］［神宮通一丁目 4-1］［神
宮通一丁目 4-4］で、［神宮通一丁目 2-3］は 1939 年から、［神宮通一丁目 4-1］［神宮通一丁目 4-4］は
1938 年から片倉米穀肥料株式会社（現在の片倉チッカリン株式会社）の所有地であった（図 5-4-15 の区
画整理以前の地割と地番を参照）。この土地を丸大という法人が借地し、マーケットを建設した。これ以降
丸大は現在まで同地を借地している。2014年現在、戦災復興土地区画整理事業で土地［神宮通一丁目2-3］［神
宮通一丁目 4-1］［神宮通一丁目 4-4］の換地となった［神南一丁目 31-3］には、北側に地主の片倉チッカ
リン渋谷ビルが、南側には丸大ビル（借地）が立っている。
　以上、対象地区には 1947 年までに４つのマーケットが建設されている。これらのマーケットも、これ
までみてきた東口のマーケット同様、それぞれにフォーマルな権利関係のもと建設されたものであった。
図 5-4-12　1948 年後半の渋谷駅前　『東京の戦後 田沼武能写真集』より。
図 5-4-13　1949 年 10 月の渋谷駅前　元三菱銀行の曳家工事風景
321
第５章　渋谷駅とその近傍の戦災復興過程
★ 4-25　旧土地台帳より。
対象地区の疎開空地跡
　前章で見た新宿駅東口では疎開空地として都に買収された土地が 1947 年に、戦前の地主へ売り返され
ていた。しかし、戦前に疎開空地として都に買収された対象地区の駅前の土地（図：疎開空地土地）は、
戦前の地主へ売り返されることはなかった★4-25。
　図 5-4-11 を良く確認すると、駅前広場に先に指摘した縁石のラインが見える。この縁石は図 5-4-12 や
図 5-4-13 にもみることができ、台湾人の駅前マーケット撤去後に暫定的な駅前広場が整備されたものと推
察される。駅前広場も街路も舗装されていないが、図 5-4-12 などからは人が溜まり花壇やベンチに腰掛け、
憩いの場となっていたことが読み取れる。こうした点は、緑地帯にすることが計画されていたにもかかわ
らず、結局野村専太郎と尾津喜之助によってマーケットが建設された新宿東口駅前の街区とは大きく異な
る点である。もちろん戦前から堅牢建物が存在し、戦災を受けて焼けても、まとまった空地をとれなかっ
た新宿東口と比較すれば、木造ばかりで戦火で焼けた為にこうした暫定的な駅前広場を整備できたとも言
える。
　いずれにしても、戦後の早い時期に渋谷の駅前にはこうした都市計画的な広場が、暫定的なものであれ
整備されていたことには注目する必要があるだろう。
0 10 50m
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
都電
共栄マーケット
ハチ公
味楽街
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大林百貨店
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N
図 5-4-13　1949 年の対象地区の建物の状況
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（２）1948−49 年
旧三菱銀行ビルの曳家
　この時期の対象地区の変化には、戦災復興土地区画整理事業を進める為に旧三菱銀行が曳家されたこと
である。
　曳家では建物を 90度回転させ、駅前広場の中央から玉電ビルの北側へ移動させた。施行は間組である。
旧三菱銀行が立っている土地は、戦中期に既に都に買収されており都有地であった。この曳家では敷地境
界を跨いでおり、現在では確認申請が必要な建築行為であるが、戦災復興土地区画整理では建物移転は曳
家を前提にしており、日本中で多くの建物が曳家されている。旧三菱銀行は移転後も都有地に位置しており、
建物も戦後には東京都の所有となっていた（図 5-4-13・図 5-4-14）。
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区画整理以前
図 5-4-15　東京都市計画第 8−2 工区復興土地区画整理事業　換地確定図
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対象地区における戦災復興土地区画整理事業
　対象地区を含む東京都市計画第８−２地区復興土地区画整理事業は 1972 年 9 月 20 日に換地処分されて
いる。図 5-4-15 は換地処分時点での区画整理前後の地割を示している。
　区画整理では戦前に疎開空地として都に買収された土地が、戦前の所有地に戻らず都有地のままであった
ため、区画整理ではこれらの都有地の換地を捻出せず廃止とすることで駅前広場の造成を行っている。その
ため、対象地区の土地は、ほぼ原位置に換地されている。
　この換地で注目したいのは、味楽街と丸大デパートの土地についてである。味楽街と丸大デパートの土地
には借地であることを示す番号がふってある。あくまで 1972 年当時の状況であるが、味楽街の土地［前：
上通三丁目 2-1 ／後：神南一丁目 31-1］は地主（△）と９者の借地人が使用していたこと、丸大デパート
の土地［前：神宮通一丁目 2-3,	神宮通一丁目 4-1,	神宮通一丁目 4-4 ／後：神南一丁目 31-3］は一者の借地
人（丸大）によって使用されていたことがわかる。
区画整理以後
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（３）1950−55 年
東急会館の建設
　この間は渋谷での東急の急激な躍進をみることができる。4-3-2（４）でみたように、1952 年春に東急
電鉄は渋谷総合計画の研究を建築家坂倉準三に依頼した。このとき、五島慶太は坂倉準三を連れて、東急
文化会館の敷地など渋谷駅周辺を歩いている。計画を話しながら先頭にたって案内したという★4-26。
　これ以降、坂倉は渋谷駅周辺で次々にプロジェクトを実現していく。1954 年に東急会館および跨線廊を、
1956 年に東急文化会館、東急文化会館連絡通路、東横百貨店増築を、1960 年に京王線連絡通路ファサー
ドを、1970 年には渋谷駅西口ビルを竣工させている。
　東急会館竣工時の『東急会館パンフレット』には（図：渋谷総合計画完成予想図）が示されている。こ
れをみると計画当初は東急会館、東急文化会館以外にバスターミナルが計画されていたことがわかるが、
最終的には東急渋谷ビル（東急不動産）が建設されることになった。こうした全体計画は、国鉄をはじめ
とする東急以外の権利者との兼ね合いで、すぐに着工することはできなかったが、全体計画の中核を担う
東急会館は戦中期に工事が中断した玉電ビルの増改築工事であったため、すぐに着工が可能であった。
　東急会館★4-27 は、国鉄線、玉川線、京王帝都線、地下鉄銀座線の総合駅の上部に、百貨店と東横ホール
を積む計画で、さらに隣接する東横百貨店との間をつなぎ合わせるために、既に国鉄を跨いでいる地下鉄
線の上に 3層の跨線廊を設置する計画が加わり、極めて複雑なものとなっていた。
★ 4-26　青井哲人「難波・渋谷・新宿—戦後都市と坂倉準三のターミナルプロジェクト群」『建
築家 坂倉準三展 モダニズムを生きる｜人間、都市、空間』神奈川県立近代美術家 , 2009 年 , 
pp.173。
★ 4-27　東急会館および跨線廊については、石田雅人『坂倉準三と渋谷計画 ―大都市ターミナル
形成の一例として』明治大学大学院修士論文 , 2009 年 3 月 , pp.67-70 を参照した。
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図 5-4-16　支部や総合計画完成予想図　『東急会館パンフレット』
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　東急会館は新時代への渋谷駅のシンボルとして計画され、渋谷の谷に集中する各種の交通機関を円滑に
連絡する総合駅を建設し、そして上部に床を積むことで東横百貨店の売場面積を増やし、さらに東横ホー
ルを完備することで渋谷の、あるいは東急電鉄沿線の文化的向上に寄与することを目指した。
　戦後における東急電鉄沿線の人口増加によって、激増した渋谷駅の利用者（1日 120 万人）の流動を円
滑にするとともに、迷路のようにわかりにくい動線の改善が注目された。
　平面状は既に出来上がっていた旧玉電ビルの2,3 階に京王帝都井の頭線との連絡歩廊のためにさらに5m
増築した結果、南北方向に 10m分拡張された（図 5-4-17）。その結果、2階のコンコースは約 3倍半の広
さに拡がり、玉川線、国鉄、山手線、地下鉄、京王帝都線の乗降客の連絡を混雑から解消した。
　建物の高さは 43mであったが、当時の建築基準法では、31mの高さ制限があったため、東京都の建築
審査委員会（審査委員長当時：内田祥三）では申請に対して約半年間審議が行われた。最終的に建築審査
委員会では、（１）渋谷駅周辺の区画整理事業が 1,2 年後に完成した後は東急会館の周囲に東西約 250m、
南北約 300	mの一大広場ができること、（２）ホールなど、公共的な性格を持っていること、（３）敷地が
宮益坂と道元坂との間の窪地となっているため、高さのある建物が建っても不自然ではないこと、（４）敷
地の東側は、山手線を隔てて東横百貨店本館および東横線ホームであり、西側は多摩川線、地下鉄線、帝
都線がり、南北両面は広場となっているため、日照その他の関係で、近隣住民が被害をうける可能性が少
ないこと、（５）都市計画上からみても、渋谷ターミナルに高層建築があってもよいのではないかという考
えなどから、許可が下りることとなった。またこれ以外の理由として駅舎改造のための資金が大きな問題
となっていた。つまり、国鉄の駅舎改造もこの計画に組み込まれているということが重要であった。戦災
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図 5-4-17　1955 年の対象地区の建物の状況
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★ 4-28　渋谷地下商店街振興組合編『しぶちか二十五周年誌』渋谷地下商店街振興組合 , 1984 年 , 
pp.103-104。
★ 4-29　渋谷地下商店街振興組合編『しぶちか二十五周年誌』渋谷地下商店街振興組合 , 1984 年 , 
p.100。
にあった駅舎や、老朽化した駅舎、利用者が激増した駅舎の改良工事には莫大な資金を必要とするが、国
鉄にはその資金が無く、戦後は民衆駅方式によって主要な駅の改築を進めていたということは、先にみた
とおりである（第一章第三節）。東急会館の二階には国鉄山手線の改札口が設けられている。こうしたこと
は、東急電鉄や玉電、京王井の頭線が国鉄渋谷駅に集まる形でターミナルを形成していたが故に可能となっ
ている。東京の鉄道交通網の形成の特徴が、ターミナルビルの特徴として現れた注目すべき点である。東
急会館は 1954 年 11 月 15 日に竣工している。
　東急会館と東横百貨店の間は山手線が通っており、動線として繋がっていなかった。渋谷全体の東西方
向の交通及び、商業ビルとしての効率を良くするために、地下鉄の上部 5～ 8階までの 4層を幅 16 ｍ、
長さ 32 ｍの大広間で直結する跨線廊が計画された。これまで、百貨店などの商業施設が国鉄線の上部に
建設された例がなかったが、すでに山手線の上部にの 3階レベルに営団地下鉄銀座線渋谷駅があったため、
営団渋谷駅の上に跨線廊を建設するという主旨で国鉄の承認を得ることになった。
　また、跨線廊について坂倉が「お客さんが店内を歩いている感じのままで知らず知らずに通ってしまう
ようにしたい」という意図を示したため、担当者は従来の橋の形式ではなく、建築物と同じような構造形
式をとっている。
　駅中心直上部における跨線廊の施工は困難を極め、さらに、作業時間も深夜のわずか 1時間半しかとれ
ないという悪条件であったが、突貫工事によって 1954 年 10 月 21 日竣工した。これによって渋谷は京王
線連絡通路、東急会館、跨線廊、東横百貨店、東急文化会館連絡通路、東急文化会館と東西方向に繋がる
こととなった。
渋谷の露店整理　しぶちか建設計画
　戦後渋谷の路上で商売を行っていた露店商は、東京都の露店整理事業では２つに分かれて整理されるこ
ととなった★4-28。一つは、先にみた飲食系露店の「のんべい横丁」への整理である。そして、もう一つが
物品販売業が集まって建設を目指した「しぶちか」の建設であった。
　戦後の渋谷の露店は図 5-4-18 の場所に並んでいたが、出店地によって一等地、二等地というように格付
けがあった。一等地は道玄坂、つぎが東急本店通り（現在の文化村通り）、三番目が現在の西武百貨店の前
であった。露店整理事業が開始されたとき、渋谷には露店が 350 店あり、そのうち 120 店が飲食店、230
店は物品販売業であった。これらの露店は６つの親分によって統括されていた★4-29。道玄坂は戦前からの
平日商人の常設露店慣行地であったことから、この六人の中には戦前の常設露店を仕切っていた平日商人
と、戦後台頭してきたテキヤの親分が入り交じっていたと推察される。
　東京都の露店整理事業は露店商が集まって協同組合を結成し、組合として融資を受けることでマーケッ
トやビルを建設するというものであった。渋谷の露店商は渋谷常設商業協同組合を結成し、露店整理事業
を進めることになる。この組合の代表者となり、しぶちか建設に取り組んだだけでなく、露店撤去（1951
年 12 月末）からしぶちかが竣工する 1957 年 12 月までの露店業者の生活基盤の確保に心を砕いたのが、
並木貞人であった★4-30。
　しぶちかの計画は、東京都職員（渋谷区役所）、区会議員、渋谷常設商業協同組合の代表者等で構成され
た委員会において発案された。委員会では飲食系露店ののんべい横丁への整理事業が決定すると、つぎに
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物品販売業の整理事業に取り掛かった。その委員会で区役所関係者から次のような提案が出された。
　渋谷駅周辺を大改造するなら、その一環として駅前に地下商店街を建設し、ここへ
露店業者を収容し、営業させたらどうだろう。ただし、莫大な建設費用をどこから工
面するか、その計画実施はどうするか、また、露店が営業をはじめたとしても採算が
あうかどうかといった種々の問題がある。どれも難しい問題だが…★4-31
　並木がこれに強く賛同したことから、地下街としての露店整理事業の計画が始る。
　しかしこの計画には、都に地下商店街建設の許可を得なければならないこと、建設費四億円の捻出する
ことなど難問が山積みであった。
　こうした難問をかかえた地下商店街建設の計画を後押しした人物がいる。それは東京の戦災復興の現場
を指揮した石川栄耀と、安井誠一郎都知事の実弟の安井謙であった。安井謙は新宿西口の帝都高速度交通
営団用地のマーケットの立退き問題にも政治家として関わっており、マーケット営業者の借地契約確保に
尽力した。
　石川は、露店商による地下商店街建設の計画に難色を示すとの職員を説いてまわり、1952 年、並木を代
表とする渋谷常設街商協同組合に対して、東京都から地下街「建設許可見込み」を取り付ける。
★ 4-30　飲食系の露店整理事業（のんべい横丁）は露店撤去までに完了したが、地下街建設を計画
した物品販売業の整理は、東急の資本によって建設されるなど露店整理事業の範囲では対応しきれ
ず、事業の対象からは外れている。さらに都内の他の露店整理事業と比較しても入居が六年以上遅
れることとなる。そのため、1951 年末の露店撤去からしぶちかの開業までの期間、並木と組合理
事は東京都や横浜の地場有力者への交渉することにより、渋谷の露店商は渋谷駅西口広場での露店
営業認可や、横浜への集団露店移動営業許可を取り付けて急場を凌いだ。
★ 4-31　渋谷地下商店街振興組合編『しぶちか二十五周年誌』渋谷地下商店街振興組合 , 1984 年 , 
p.104。
図 5-4-18　戦後の渋谷駅近傍における露店出店地　東京都臨時露店対策部『露店』東京都 , 1952 年より
一等地
二等地 三等地
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　さらに石川は、資金繰りが難航していた並木に対して、東急に資金援助を求めることを助言。石川のお
膳立てで東急五島慶太、東京都石川栄耀、並木による三者会談が実現した。しかし、当初東急は「地下商
店街の前例がなく…東急側が店舗参加をしたところで収益があるかどうかまったく分からない。さらに、
大企業である東急と露店集団の共存共栄は至難とみる」★4-32 との理由で地下街構想への参画、建設の援助
はしないとする態度を示していた。
　これに対して石川を中心に、東京都は威信をかけて東急を説得する。駅前に地下街を建設するという特
殊なかたちであったため、都の露店対策本部の更生計画から除外されたものの、並木を中心とした渋谷常
設街商協同組合による地下商店街建設の計画は、都の露店整理事業を端緒とするものであったため、都と
しても露店商更生の責務があった。また、これは石川栄耀の意思でもあっただろう。
　そして、次の四つの条件を渋谷常設街商協同組合と東急がともに承諾することで、東急資本での駅前広
場地下商店街建設計画が動き始めた。
　この条件とは、
１．東京都が渋谷常設街商協同組合に与えた地下街に関するいっさいの権利を東急に譲渡すること。
２．地下街の 150 坪は並木側（渋谷常設街商協同組合）に無償譲渡する。
３．地下街管理会社を設け、並木側（渋谷常設街商協同組合）から重役を迎い入れる。
４．地下街建設のために費やした並木の資材約 500 万円を補償する。
の四項目である★4-33。
　東急では地下街建設に関する問題解決、建設工事ならびに管理運営を行うことを目的とした渋谷地下街
株式会社を 1953 年 12 月 23 日に設立し、地下街建設を実行に移すした。この会社では、役員として社長
に西本定喜（東急電鉄専務）、専務に斉藤忠（東急電鉄自動車部次長）、取締役に五島慶太、鈴木幸七、木
下久雄、高橋禎二郎、狩谷幸知、馬淵寅雄、石川栄耀、監査役に河村錯一（東横百貨店取締役）、安井謙（参
議院議員）が就任した★4-34。
　さらに東急は東京都から地下街建設を引き受けるにあたって、東京都に次の三つの条件を付けている。
それは第一に、渋谷駅周辺の戦災復興土地区画整理事業を完成させること。第二に、東急会館前に立って
いる山一証券ビル（旧三菱銀行）を撤去すること。第三に、西口にある都電の停留所を東急文化会館前に
移設統合することであった。
　こうした条件のもと、地下街建設計画は進み、1956 年 9月 20 日に着工されことになる。			
都市組織の変化
　図 5-4-14 と図 5-4-17 を比較すると、一瞥するだけでも全体に色の濃い建物が増えていることがわかる。
この時期、対象地区では木造建ての耐火建築、防火建築への改築が進んでいる、と同時に建築面積も増え
ており、図 5-4-14 よりも図 5-4-17 のほうが建物間の隙間が減っていることがわかる。また、図 5-4-17 の
左下、映画館の東宝の南側では区画整理が進み、角切りされた街区形状に変化している。
★ 4-32　渋谷地下商店街振興組合編『しぶちか二十五周年誌』渋谷地下商店街振興組合 , 1984 年 , 
pp.123-124。
★ 4-33　渋谷地下商店街振興組合編『しぶちか二十五周年誌』渋谷地下商店街振興組合 , 1984 年 , 
p.125。
★ 4-34　東京急行電鉄株式会社社史編纂事務局『東京急行電鉄 50 年史』東京急行電鉄株式会社社
史編纂委員会 , 1973 年 , p.540。
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（４）1956−58 年
都市組織の変化
　この時期の対象地区の変化は、大きく３つであり、これはそのまま東急が地下街建設を東京都から引き
受ける際に出した三つの条件に一致する。それでは図5-4-17と図5-4-19の比較から、具体的にみてみよう。
　まず一つ目は、山一証券ビル（旧三菱銀行）の撤去である。このビルは地下街建設予定地の上に立って
おり、工事の面からも撤去する必要があった。ビルが立つ土地は都有地である。この時、このビルには山
一証券渋谷支店のほか東京海上火災支店、富国生命支店が入居していた★4-35。都は立退きの交渉を進めたが、
建物の権利関係が錯綜しており整理に時間がかかったが、1956 年 1月、入居者の立退きと権利関係の補償
の問題が解決し、取り壊されている★4-36。
　二つ目は、山手線の下をくぐって渋谷駅西口広場にアクセスし、東急会館の一階に接続する形で終点を
作っていた都電を東口の東急文化会館前へ移設し、停車所を統合したことである（本章第三節参照）。都電
の軌道、停車場の移転は 1957 年 3月 26 日に完了した。都電が移設したことによって、渋谷駅前の混雑は
大幅に緩和された★4-37。
0 10 50m
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
東宝
東急会館
東横百貨店渋谷駅
1958
地下街入口
センター街
丸大遊技場
丸大事務所
丸大遊技場
旭パチンコ
井ノ頭線
渋谷駅
N
★ 4-35　「地下街建設へ動く　すっきりする渋谷駅前」『朝日新聞』1956 年 1 月 13 日朝刊 , p.8。
★ 4-36　東京急行電鉄株式会社社史編纂事務局『東京急行電鉄 50 年史』東京急行電鉄株式会社社
史編纂委員会 , 1973 年 , p.540。
★ 4-37　東京急行電鉄株式会社社史編纂事務局『東京急行電鉄 50 年史』東京急行電鉄株式会社社
史編纂委員会 , 1973 年 , p.541。
図 5-4-19　1958 年の対象地区の建物の状況
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★ 4-38　渋谷地下商店街振興組合編『しぶちか二十五周年誌』渋谷地下商店街振興組合 , 1984 年 , 
p.126。先の四項目を条件として双方が承諾したことは、当然、東急の社史には記載されていない。
★ 4-39　「開店休業の渋谷地下街　家賃めぐってゴタゴタ」『朝日新聞』1957 年 12 月 5 日朝刊 , 
p.12。
　最後は、渋谷駅前の戦災復興土地区画整理が進んだことである。区画整理が完了しなければ、地下街の
出入り口を作ることができなかったため、着工の必須条件であった。1953 年 10 月、東京都は建設局に渋
谷地下街建設促進連絡協議会を設置し、戦災復興土地区画整理事業の促進を図ったが、予定通りには進まず、
対象地区の北側の区画整理が完了したのは 1956 年 9 月のことであった。この対象地区北側の区画整理が
完了したことによって、地下街は着工されることになる。駅前広場の西側にも出入り口を設ける予定であっ
たが、こちらの区画整理が完了するのは 1960 年代中盤である。
　この区画整理で、対象地区北西の街区では現在のセンター街ができる。丸大デパートは区画整理でマー
ケットではなくなるが、丸大は同地を借地し続け、遊技場としてパチンコ店や雀荘を作っている。
　一方で味楽街は区画整理後の土地［後：神南一丁目 31-1］に L字状の路地を通し、この路地と周辺の道
路に対して店を並べており、区画整理前の性質を残した建物の配置になっている。
　こうして地下街建設の条件がそろい、1956 年 9月 20 日に着工、槌音が渋谷駅前に響きはじめた。
渋谷駅前の地下街オープン
　工事は 1957 年 12 月 1日の開店を目指して順調に進められた。
　しかし、1957 年の夏、東急が渋谷常設街商協同組合と合意していた四項目の条項を全面的に破棄すると
主張しはじめたのである。もっとも重要な条項であった、地下街の 150 坪の渋谷常設街商協同組合への無
償譲渡を東急は行わず、露店商は地下街所有者の東急と賃貸契約を結んで借家人として入居することとし
た★4-38。
　当然この東急の条項反古に対して、組合は反発し、交渉をおこなったが全く聞き入れられず、開店予定
の 1957 年 12 月 1日を迎え、東急経営の東光ストアのみがオープンした。		
　その後、組合も譲歩し①権利金なしで月坪当たり三千円の家賃②敷金は一ヶ月分③転貸、転売を認める
という条件で交渉をすすめたいたが、東急はこれに対して①家賃は坪四千円で権利金なし②敷金は三ヶ月
分③転売と転貸は認めないという案をだし、対立はつづいた★4-39。
　結局、組合側は東急の要求を全面的に受入れることになり、12 月 11 日しぶちかもオープンを迎えた。
露店商たちは東急から店を賃貸し、入居した。
　図 5-4-20 は渋谷駅西口広場の地下街の図面である。東急フードショーの範囲が、かつての東光ストアで、
壁を隔てた北側がしぶちかである。東急は渋谷常設街商協同組合が東京都から得た地下街建設の許可に関
わる権利を無償で譲り受け、地下街を建設した。民間企業でありながら、駅前広場地下に広大な商業空間
を所有している。その背景には以上のような経緯があったのである。
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図 5-4-20　2014 年現在の対象地区周辺の地下街・地下階の平面図
「yahoo 地図」（http://map.yahoo.co.jp/　2014 年 5 月 2 日アクセス）より
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（５）1959−63 年
　図 5-4-21 は 1963 年の対象地区の建物の状況を示している。
　京王電鉄では 1958 年 10 月に井ノ頭線渋谷駅の新駅ビルに着手し、1960 年 4月に完成させている。こ
の駅ビルの設計も坂倉準三が担当した。この駅ビルと東急会館は連絡通路で繋がれ、井ノ頭線が山手線・
地下鉄銀座線・東横線・玉川線がより密接に連絡できるようになった★4-40。
　西から京王ビル・京王線連絡通路・東急会館・跨線廊・東横百貨店増築・連絡通路・東急文化会館と、
坂倉準三の設計によるターミナルビルによって、谷が立体的に繋がった。	
　さらにこの時期、対象地区では唯一残っていた、駅前広場西側の街区の戦災復興土地区画整理事業が動
き出し、大林百貨店の西側の街区の区画整理が進んでいる。
★ 4-40　京王電鉄株式会社広報部『京王電鉄五十年史』京王電鉄株式会社 , 1998 年 , p.68。
0 10 50m
東宝
東急会館
東横百貨店渋谷駅
1963
地下街入口
井ノ頭線
渋谷駅
N
図 5-4-21　1963 年の対象地区の建物の状況
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0 10 50m
東宝
東急会館
東横百貨店渋谷駅
1967
地下街入口
渋谷駅前ビル
大外ビル
N
（６）1964−67 年
　1967 年になると、大林百貨店の街区の区画整理も進み、換地に渋谷駅前ビルと大外ビルが建てられてい
る（図 5-4-22）。こうして対象地区の戦災復興土地区画整理事業は完了した。
図 5-4-22　1967 年の対象地区の建物の状況
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５−４−３　本節のまとめ
　本節でみてきたマーケットは、台湾人によって不法占拠で建設されたマーケット（駅前マーケット）、地
主が開発したマーケット（大林百貨店、共栄マーケット）と、一つの主体が借地して建設したマーケット
（丸大デパート）、借地の戸建ての商店が集まってできたマーケット（味楽街）に分類できる。不法占拠で
誕生した駅前マーケットは、戦後の一時期は、それを組織した台湾人グループとともに渋谷に於いて強力
な勢力であったが、本論文の当該期でみれば極めて短期的な存在であった。一方でそれ以外のマーケット
はフォーマルな権利関係のもとに建設されており持続性が高いことを観察できた。
　他方で対象地区では、土地を持たない露店商の整理が、地下街建設という特殊な形で進んだ。地下街建
設には多額の資金が必要であったため、東急に援助を求め、計画が実現へと向かったが、結果的には大資
本を有する東急が利権を独占することになった。零細な露店商が、それでもターミナルの近傍で店を持つ
奮闘とその挫折をしぶちかの建設過程は示していた。
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５−５　渋谷駅南西側の戦後復興過程
５−５−０　本節の対象地区
　本節の対象地区は渋谷駅の南西側の図 5-5-1 の範囲である。戦前はいくつかの工場以外は住宅が密集す
る地区であったが、戦後に複数のマーケットが建設されたことで商業地区に変っていった地区である。
図 5-5-1　対象地区　1947 年 9 月 8 日の航空写真
336
第５章　渋谷駅とその近傍の戦災復興過程
５−５−１　終戦までの対象地区
（１）戦前
　図 5-5-2 は 1933 年の対象地区の建物の状況を表している。対象地区の中心部は戸建てが隙間を空けつ
つ並んだ住宅地である。対象地区を囲む南・東・西の街路に対しては長屋が並んでいる。火災保険特殊地
図からはこうした建物の機能を読みとれないが、戦前の土地利用を示した戦災復興土地区画整理事業の図
面「土地区画整理第八地区　現在ノ土地利用状況図（1948 年 10 月 19 日）」★5-1 では「商店街」と記載さ
れていることから小規模な店舗が並んでいたものと考えれる。
　1933 年当時は、対象地区北東に木造の玉川電車の渋谷駅が立っていたが、前節でみた通り、1937 年に
は玉電ビルへの改築が始る。玉電ビルは、1937 年に地上 7階地下 2階の当時としては画期的なターミナ
ルビル計画としてスタートしたが、1937 年の鉄鋼統制令によって 4階まで建設して中止を命じられた。
★ 4-5-1-1-1　中島伸『戦災復興土地区画整理事業による街区設計と空間形成の実態に関する研究　
−東京都戦災復興土地区画整理事業地区を事例として−』東京大学博士論文 , 2013 年 3 月所収。「土
地区画整理第八地区　現在ノ土地利用状況図」と記されているが、戦後の土地利用状況を示してお
らず、戦前の土地利用状況が示されている。この図面が作成された 1948 年 10 月 19 日には、対
象地区には既にマーケットが建設されており、土地利用状況はこの図とは大きく異なる。この意図
については戦災復興土地区画整理事業研究のテーマとして考える必要があるが、本論文の範囲を超
える。
0 10 50m
N
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
玉川電車渋谷駅
1933
図 5-5-2　1933 年の対象地区の建物の状況
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（２）戦災　1944−45 年
建物疎開
　対象地区では、渋谷駅の西側一帯が疎開空地に指定され、建物が除去されている（図 5-5-3 の斜線部）。
これは疎開事業の第三次（1944 年 4月 17 日）で指定された約 2,600 坪の交通疎開空地である★5-2。
　交通疎開空地に指定され、建物が除去された範囲のうち、図 5-5-4 の網掛け部の土地は 1945 年前半に
東京都に買収されている。
　第２章第２節でみた通り、この交通疎開空地は戦前に計画された駅前広場計画に酷似した規模と形態で
整備されている。
★ 5-2　東京都『東京都戦災誌』明元社 , 2005 年 , pp.186-188。
0 10 50m
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
玉電ビル
N
図 5-5-3　1945 年 1 月の対象地区の建物の状況　交通疎開空地を斜線で示す
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1-3
1-1
8-117-2
5-1 4-2
16-2
8-6
桜丘町
大和田町
並木町
一筆内の借地境界線
土地境界線
疎開空地として都に買収された土地（1945 年）
0 10 50m
N
図 5-5-4　交通疎開空地として東京都に買収された土地
東京都市計画第 8−2 工区復興土地区画整理事業　換地確定図より作成
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戦災
　本節の対象地区も前節までの対象地区と同様、1945 年 5 月 25 日に焼夷弾攻撃を受けた★5-3。焼け残っ
たのは玉電ビルのみであった（図 5-5-5）。	
0 10 50m
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
玉電ビル
N
★ 5-3　『渋谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , pp.2519-2522。  
図 5-5-5　1945 年 5 月末の対象地区の建物の状況
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５−５−２　戦災復興から高度成長までの対象地区
（１）1945−47 年
　終戦直後の対象地区の状況を示した資料は管見の限り無く、ここでは 1947 年 9月 8日に米軍が撮影し
た航空写真「USA-M449-116」（図 5-5-6）と、後年の火災保険特殊地図（1949 年）、新興市場地図（1953
年）から 1947 年 9月 8日当時の対象地区をみていくことにする。
　まず、戦中期に交通疎開空地に指定され、建物が除去された範囲のうち、東京都に買収された土地（図
5-5-4）と、その間に位置する範囲が整備され、島状の緑地が５つ配置されていることがわかる。前節で扱っ
た玉川線の北側同様、交通疎開空地が 1947 年 9 月の時点で駅前広場として利用されている。こうした事
実が、これまでの都市計画史では取り上げられてこなかったことは第２章第２節でふれた通りである。
　駅前広場の西側に目を向ければ、焼け跡に雑草が生い茂り、空地のままとなっている場所も見受けられ
るが、６割以上の土地に建物が立っていることがわかる。再建された建物の多くは屋根が白く光っており、
木っ端や防水加工を施した紙をトントン葺きと呼ばれる工法で葺いたものであることがわかる。
　図 5-5-6 からは、1949 年の火災保険特殊地図で確認できる対象地区に建つ５つのマーケットが全て確認
できる★5-4。
　一つ目と二つ目は、駅前広場の西側、玉川線の南側に位置する駅前マーケットと渋谷第一雑貨食品街で
ある。この二つのマーケットはともに土地［大和田町 15］の上に建っているが（図 5-5-12 参照）、両マー
ケットは東西の路地によって区画されており、東西方向に棟をもつ長屋を並べる駅前マーケットに対して、
渋谷第一雑貨食品街は南北方向に棟を向ける配置となっている。また、1953 年の新興市場地図でも、それ
図 5-5-6　1947 年 9 月 8 日の対象地区の航空写真
渋谷第二雑貨食品街
駅前マーケット
渋谷第一雑貨食品街
大和田食堂
大和田マーケット
マーケット 26-2（名称不明）
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ぞれ個別のマーケットとして描かれている。
　駅前マーケットは線路に沿って一列に 3棟★5-4 の長屋を並べ、玉川線を背にして南側の渋谷第一雑貨食
品街に向かって 14戸★5-6 の店を開いている。一方で、渋谷第一雑貨食品街は駅前マーケットの前の路地に
交差する向きに４本の通路を設けて 6棟★5-7 の長屋を並べ、その通路と西側の道路に向かって 31戸★5-8 の
店舗を並べている。両マーケットともにほとんどの店舗が飲食店と飲み屋で、一部古着屋や玩具屋などの
小売店が混じっている★5-9。
　駅前マーケットと渋谷第一雑貨食品街はともに土地［大和田町 15］の一部に建っている。土地［大和田
町 15］は 1922 年に飯島昌三郎が取得し、それ以降は相続などで継続して飯島家が所有している（飯島家
は取得当初から不在地主）。戦災復興土地区画整理事業では、この土地［大和田町 15］は二者の借地とし
て換地されており、駅前マーケットと渋谷第一雑貨食品街の建つ部分は一つの主体が借りている範囲とし
て取り扱われている（図 5-5-12）。この図は換地処分時（1972 年 9月 20 日）の状況を示しているもので、
1947 年時点での状況を示しているわけではないことを留意する必要があるが、駅前マーケット、渋谷第一
雑貨食品街ともに土地境界を跨がず、土地［大和田町 15］の範囲に多くの店舗を並べるよう考慮した配置
がなされていることから、土地の範囲を考慮して建設されたことは間違いない。そのため、焼け跡を不法
占拠しマーケットが建設されたとは考えにくく、地主と賃貸契約を結んでマーケットを建設したものと推
察される。ただ、同じ主体が借地した土地でありながら、なぜ別々のマーケットになっているかは不明で
ある。マーケットの名称は 1953 年の新興市場地図の情報であるため、戦後しばらくして営業者組合など
が分裂したために、別個のマーケットと認識されるようになった可能性もある。
　三つ目は、この２つのマーケットの西側に位置する大和田マーケットである。大和田マーケットは敷地
の東西両側で接道しており、東西の道路を繋ぐように敷地内部に通路を設け、この通路の両側に 6棟★5-10
の長屋を配置し、21戸★5-11 の店を並べている。さらに大和田マーケットの通路は道路を挟んで、駅前マー
ケットと渋谷第一雑貨食品街の間の路地と連続し、駅前へと繋がっている。1949 年の火災保険特殊地図か
らは、図 5-5-6 で切妻屋根になっている場所に大和田食堂という比較的広い店舗があり、それ以外の店舗
はその八分の一程度の面積で、飲食店もあるが小売店の方が多いことがわかる。大和田マーケットが建っ
ている土地［大和田町 28-1］は、1920 年 5月 21 日取得して以降に伊澤孫兵衛が所有していた土地である
（図 5-5-13 参照）。1946 年 2月 15 日、伊澤國六が家督相続し、同日に杉本幸次郎に売却している。そして、
また 1946 年 7月 11 日に杉本は渋谷興業有限会社に売却している。この渋谷興業という会社は、戦災復興
土地区画整理事業後も土地［大和田町 28-1］で不動産経営を行ない、現在も同地に建つビルで営業を続け
ている。渋谷興業が取得した時期は、東京の各地でマーケットが建設された時期であり、渋谷興業が土地
を杉本幸次郎から買収したうえで、大和田マーケットを建設したものと推察される。
　四つ目は、駅前広場から西側の街区へ入る幅員 3mの道路に接して建っている渋谷第二雑貨食品街であ
★ 5-4　マーケットの名称は「渋谷区新興市場地図 図 8 渋谷 25.26.27.28.29.30」都市整図社 , 
1953 年 2 月作製より。
★ 5-5　1949 年の火災保険特殊地図より。
★ 5-6　1949 年の火災保険特殊地図より。
★ 5-6　1949 年の火災保険特殊地図より。
★ 5-7　1949 年の火災保険特殊地図より。
★ 5-8　1949 年の火災保険特殊地図より。
★ 5-9　1949 年の火災保険特殊地図より。
★ 5-11　1949 年の火災保険特殊地図より。
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る。その幅員 3mの道路から直行する向きで敷地内部に一歩の通路を引き込み、両側に 1棟づつ長屋を並
ている。通路は L字状に折れ、西側の道路に再び接道しているが、L字状に折れてからは、片側のみに 1
棟の長屋が並んでいる。計 3棟の長屋に、21店舗が設けられている。マーケット名が渋谷第二雑貨食品街
であることから、渋谷第一雑貨食品街を開発した人物が、それに次いで建設したマーケットであると推察
される。渋谷第二雑貨食品街が建つ土地［大和田町 1-4］［大和田町 18-4］★5-12 は、終戦から 1947 年まで
に所有権の変更がなく、土地所有者は不在地主である（図 5-5-14 参照）。この土地の形状と、マーケット
の配置は一致せず、これまでみてきたマーケットのように土地の形状を意識した開発であるとは言い難く、
渋谷第二雑貨食品街を開発した主体が土地権利者と賃貸契約を結んでいたかは不明である。
　五つ目は、渋谷第一雑貨食品街の南側、斜向いに位置するマーケット（以下「マーケット 26-2」とする）
である。このマーケット 26-2 は新興市場地図が描かれた 1953 年 2 月に焼失しており、名称が記載され
ていない。片流れ屋根をかけた長屋 1棟と、切妻屋根をかけた棟割長屋 1棟によって構成されており、10
戸の店舗が設けられていた。このマーケット 26-2 が建つ土地［大和田町 26-2］は、1929 年 6月 12 日に
［大和田町 26］から分筆されて誕生するが、1900 年 8 月 22 日に［大和田町 26］を江草斧太郎が買収し
て以降、江草家の所有する土地である（図 5-5-13 参照）。土地［大和田町 26-2］の所有者である江草家は、
1929 年から 1933 年までは在地地主であったが、それ以降は不在地主である。戦後に建設されたマーケッ
ト 26-2 は、江草家が自ら建設した可能性と、土地を借りた借地人が建設した可能性があるが明らかではな
い。ただ、このマーケット 26-2 も土地［大和田町 26-2］の範囲を想定して建設しており、焼け跡に自然
発生的に生まれ、土地を不法占拠したものとは考えにくい。
　図 5-5-6 からは、これらのマーケット以外にも対象地区ではバラックによる都市組織の再生が進んでい
ることがわかる。特に駅前広場と、対象地区西側の直線上の道路に沿って商店が建ち並んでいる★5-13。
★ 5-12　渋谷第二雑貨食品街は、換地図でいえば［大和田町 1-4］［大和田町 18-4］［大和田町
18-9］に股がってたっているが、［大和田町 18-9］は 1948 年 4 月 10 日に［大和田町 18-4］か
ら分筆された土地であるため、ここでは［大和田町 1-4］［大和田町 18-4］とした。
★ 5-13　1949 年の火災保険特殊地図より。
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（２）1948−49 年
　図 5-5-7 は 1949 年の対象地区の建物の状況を示している。1947 年 9月 8日に撮影された図 5-5-6 と比
較すると、斜線で示した 7棟が新たに建設されている。この間、対象地区の建物には変化が少なかったこ
とがわかる。
　火災保険特殊地図から、1949 年当時の対象地区の実態に迫っていきたい。これ以降、見ていくほとんど
の建物は1947年には既に建設されており、1947年から1949年頃の対象地区の状況と考えても良いだろう。
　まず、渋谷第一雑貨食品街の南側、駅前広場に沿ってフットプリントの大きな千代田銀行が建設されて
いることに注目したい。戦前は小規模な商店街と住宅によって構成されていた対象地区に、銀行が建設さ
れている。戦前の渋谷の商業地区は、前節で扱った駅北西側の道玄坂界隈から宮益坂の駅周辺に限られて
いたが、戦後間もない時期から本節の対象地区も商業地区として認識されつつあったと考えてよいだろう。
　さらに駅前広場と対象地区南側の道路に沿って商店が建ち並んでいる。戸建ての商店と、長屋状の店舗
が並んでいるが、これらはマーケットの一店舗と比較すると 5～ 10 倍程度の面積の商店であったと推察
される。
　また、ガードをくぐり道玄坂へ接続できる対象地区北西側のエリアでは、幅員 10mの表通りだけでなく、
その内側の細い道路にも、靴屋、魚屋、古物屋などの商店が建ち並んでいる。
　このように、戦前は住宅を中心としたエリアだった対象地区が、商店を中心とする土地利用に変化した
ことがわかった。
　この間、マーケットには空間的な変化はなかったが、名称の変更が確認できる。この時期、渋谷第二雑
貨食品街の名称が「辨天通食店街」という名称に変更されている。これは、渋谷第二雑貨食品街が建つ土
0 10 50m
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
玉電ビル
千代田銀行
密田医院
N
辨天通食店街（旧渋谷第二雑貨食品街）
駅前マーケット
渋谷第一雑貨食品街
大和田食堂
大和田マーケット
マーケット 26-2（名称不明）
図 5-5-7　1949 年の対象地区の建物の状況
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地が、1948 年 5月 10 日に売却されたことが影響しているものと考えられる。建物の所有者が変更されて
いるかまでは明らかにできないが、土地の所有権者の変化とマーケットの名称変更には時期的な相関性が
ある。ただ、この時、辨天通食店街建つ土地［大和田町 1-4］［大和田町 18-4］［大和田町 18-9］のうち、［大
和田町 1-4］［大和田町 18-4］の所有者（楊繁）と［大和田町 18-9］の所有者（市野鎌太郎）が異なっており、
土地の所有と建物の配置がズレている（図 5-5-14 参照）。辨天通食店街を管理する主体が、土地［大和田
町 18-9］を賃貸していたのかまでは不明である。
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（３）1950−55 年
対象地区の区画整理
　1950 年以降、戦災復興土地区画整理事業によって対象地区の都市組織が動き出す。
　図 5-5-8 は 1955 年の対象地区の建物の状況を示している。大きな変化としては、玉電ビルが改築され
東急会館が建設されたこと、駅前広場の一部に歩行者空間が整備されたこと、三菱銀行（旧千代田銀行）
が鉄筋コンクリート造の建物へ建替えられたこと等である。これらは区画整理の換地と関係している。
　図 5-5-9 は対象地区の戦災復興土地区画整理事業前後の地割を示している。まず、東急会館が建設され
た東急電鉄の土地の換地をみていこう。東急の換地は戦前に着工された玉電ビルの範囲にまとめられて換
地されている。駅周辺の所有地だけでなく、駅から南西側に 200mほどの位置に東急が所有していた三筆
の土地も集約して換地されている。前節でみたとおり、玉電ビルから東急会館へ改築する際に、平面的に
は南北方向へ 10m拡張されている。南側（対象地区側）へは、既存の玉電ビルのヴォリュームへ合わせる
ものであったため、元来の東急所有地への拡張であったが、北側には既存ヴォリュームはなく、区画整理
前は都有地であった位置への拡張であった。そのため、区画整理では東急所有地が北側へ拡張するように
換地されている。こうした換地が確定したため、東急会館が着工されたのである。
　東急会館の改築が進むと、対象地区の駅前広場の歩行者空間も改築が行われている。東急会館の南側の
３つの緑地がなくなり、縁石で区切られた歩行者空間が整備されている。この駅前広場の大半の土地は、
終戦までに交通疎開空地として東京都に買収されたていたことは、先述した通りである。こうした土地は、
戦災復興土地区画整理事業で換地を指定されず消滅し、区画整理後に駅前広場などの公共用道路が新たに
0 10 50m
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
東急会館
三菱銀行
密田医院
N
図 5-5-8　1955 年の対象地区の建物の状況
マーケット 1-7（名称不明）
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創出されている。
　つぎに三菱銀行の鉄筋コンクリート造の建物への建替えをみていきたい。図 5-5-8 をみると、改築され
た三菱銀行（旧千代田銀行）の建物は、駅前広場側に空地を設け、ヴォリュームを山手線側へ少し振り、
周辺の都市組織とはズレた配置になっている。これは、区画整理以前の土地と換地の重なる部分に建物を
建設したためである。
　この時期、対象地区でも徐々に区画整理が進んでいるものの、先にみた５つのマーケットの建物には大
きな変化がない。1953 年 2 月にマーケット 26-2 は火災によって焼失した。1955 年には同地に、焼失前
と同規模のマーケットが再建されている。
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図 5-5-9　東京都市計画第 8−2 工区復興土地区画整理事業における三菱銀行と東急の土地の換地
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　他方で駅前広場の南西に接する位置に、新たなマーケットが建設されている。南側の道路から通路を一
本引き込み、駅前広場とこの通路に面して 9戸の店舗を並べたマーケット（以下「マーケット 1-7」とする）
である。1949 年時点では 2棟の建物が建っていた場所である（図 5-5-8）。
　マーケットという商業施設のタイプは、戦後復興期以後一般化したものであるが、低廉な建物で多くの
入居者を募り、家賃収入を得ることのできるものである。つまり、地主や借地人にとっては、手軽な投資
で短期的な営利を得やすい建物類型であった。対象地区の換地予定地は 1948 年 9月 30 日に示され（後に
何度も変更）、マーケット 1-7 が建つ場所は駅前広場になる位置にあった。建物を建てても、区画整理で移
転しなければならなず、地主や借地人としては建物への投資は可能な限り控えたい。そんなときの土地経
区画整理以後の地割
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営として、マーケットの建設が企図されたとしてもおかしくない。こうした意図で地主や、借地人によっ
て建設されたマーケットは東京の各地にあっただろう。マーケット 1-7 もこうした意図で建設されたマー
ケットの一つかもしれない。ただ、逆に土地権利者ではなく、土地を不法占拠した人物がマーケットを開
発したという可能性もあり、実態は明らかではない。
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（４）1956−58 年
　この時期に、対象地区では戦災復興土地区画整理事業による建物の移転、除去、再建がはじまっている。	
　図 5-5-10 は 1958 年の対象地区の建物の状況と、点線で区画整理後の街区形状を示している。対象地区
周辺の区画整理では、北西から南西へ斜めに通る直線上の道路は変更せず、その周辺の街区を矩形に近づ
けるように街区設計が行われている。
　この時期までに対象地区西側の区画整理が完了し、また国道 246 号線が通る対象地区の南側では建物の
移転・除去が進んでいる。そして、対象地区の内側では、すでに換地に再建された建物も見受けられる。
　区画整理直前の 1958 年の駅前マーケットと渋谷第一雑貨食品街を映した写真がある（図 5-5-11）。この
当時、駅前マーケットと渋谷第一雑貨食品街は増改築が進み、二階建てになっていたことがわかる。奥に
は東急会館に接続する銀座線の高架がみえる。
0 10 50m
：耐火建築
：防火建築
：木造建築
東急会館
換地に再建
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図 5-5-10　1958 年の対象地区の建物の状況
図 5-5-11　1958 年の渋谷第一雑貨食品街と駅前マーケットの間の路地
『目で見る渋谷区の 100 年』株式会社郷土出版社 , 2014 年
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（５）1959−63 年
　図 5-5-16 は 1963 年の対象地区の建物を示している。ご覧の通り、本建築での再建がなされていない土
地もあるが、概ね区画整理は完了している。以下、対象地区に戦後発生した６つのマーケットの換地に注
目して都市組織の動きを見ていく。
　まず、駅前マーケットと渋谷第一雑貨食品街についてみていきたい。両マーケットが建っていた土地［前：
大和田町 15／後：道玄坂一丁目 13-11］は、区画整理後も駅前広場に面した場所に原位置換地されている（図
5-5-12）。区画整理後の土地には「渋谷駅前会館（飯島）ビル」が建設されている。もともと土地［前：大
和田町 15／後：道玄坂一丁目 13-11］は二者によって借地されており、借地（１）の位置には渋谷第一雑
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図 5-5-12　東京都市計画第 8−2 工区復興土地区画整理事業における駅前マーケットと渋谷第一雑貨食品街の土地の換地
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貨食品街とは別に建物が立っていた（図 5-5-7）。ところが 1955 年までに、この建物は解体され、渋谷第
一雑貨食品街と連続した建物が建ち、一体となってマーケットを形成するようになっており、区画整理後は、
借地（１）と借地（２）の権利者および地主である飯島家が資金を出し合い、「渋谷駅前会館（飯島）ビル」
を建設したと推察される（図 5-5-16）。渋谷駅前会館（飯島）ビルは、駅前広場に面した一階に八百屋が
入居するビルとして現存している。区画整理前の営業者がどれ程この共同ビルの開発に参加したか不明で
あるが、この八百屋は区画整理以前から同地で営業している業者である。
　つぎに大和田マーケットの換地をみてみよう。大和田マーケットが建っていた土地［前：大和田町 28-1
／後：道玄坂一丁目 15-8］は図 5-5-13 のように換地されている。角地に位置しながら、街区の反対側で
区画整理以後の地割
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区画整理前から接道する道路に接続するように換地された特殊な土地である。区画整理後の土地には、接
道する三方向から通路を引き込んだマーケットが建設されている（図 5-5-16）。先述した通り、大和田マー
ケットは渋谷興業有限会社が開発したと推察され、この換地後も同地には渋谷興業有限会社によるマーケッ
トが建設されたものと考えられる。住宅地図からは、大和田食堂など、大和田マーケットに入居していた
店舗も確認でき、区画整理以前の営業者が区画整理後の土地へ移転してきたみてよいだろう。このマーケッ
トは 1977 年に「ザ・レンガビル」に建替えられた。ザ・レンガビルは多くの居酒屋が入居する雑居ビル
として現存している。
　大和田マーケットの南側に建っていたマーケット 26-2 の換地でも、区画整理前の営業者が換地へ移転
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図 5-5-13　東京都市計画第 8−2 工区復興土地区画整理事業における大和田マーケットとマーケット 26-2 の土地の換地
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し、営業を続けていることが確認できる。マーケット 26-2 の土地［前：大和田町 26-2 ／後：道玄坂一丁
目 16-1］は換地で西へ 80mほど移動している（図 5-5-13）。1955 年の火災保険特殊地図で名称が確認で
きる 4店（全 7店）のうち、3店舗が換地先に移転していることが 1967 年の住宅地図から確認できる（図
5-5-16）。
　このように上記の４つのマーケットでは、区画整理前後でマーケットの性質の連続性をみることができ
た。
　他方で、辨天通食店街とマーケット 1-7 の換地では、共同ビルの建設、マーケットの再建、営業者の連
続性といったものはみられない。辨天通食店街の建つ土地［前：大和田町1-4／後：道玄坂一丁目13-16］［前：
区画整理以後の地割
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大和田町 18-4 ／後：道玄坂一丁目 13-17］［前：大和田町 18-9 ／後：道玄坂一丁目 13-18］は区画整理では、
三筆が隣接して原位置換地されている（図 5-5-14）。また、マーケット	1-7 が建つ土地［前：大和田町 1-7
／後：道玄坂一丁目 12-14］は 1956 年 1 月 6日に東急不動産株式会社に所有権移転されており（これ以
前の所有権者である日本興業株式会社が東急不動産と合併した）、1965 年には渋谷東急ビルが建設される
街区に位置する。土地が買収されたころから渋谷東急ビルの建設が計画されており、営業者は区画整理に
際して立退いたものと推察される。
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図 5-5-14　東京都市計画第 8−2 工区復興土地区画整理事業における辨天通食店街とマーケット 1-7 の土地の換地
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渋谷東急ビルの建設
　ここで渋谷東急ビルの建設過程を概観しておきたい。渋谷東急ビルは渋谷駅近傍において唯一、街区全
体を敷地に建設されたビルであるが、敷地全てが当初から東急不動産の所有地であったわけではない。
　先述した通り、当初の東急の渋谷計画では渋谷東急ビルの位置にバスターミナルを建設する予定であっ
た（図 5-4-16）。渋谷東急ビルの敷地となる土地の五割ほどは、1948 年から 1950 年の間に日本興業株式
会社が買収していた土地であった★5-14。これらの土地が、1954 年 4月 1日に東急不動産株式会社が日本興
業株式会社を合併したことで、東急不動産の所有地となったことから東急不動産による開発計画が本格化
区画整理以後の地割
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した★5-15。
　しかし、東急不動産が日本興業から土地を引き継いだとき、そこには数十軒の不法占拠者の家屋が建て
られており、この処理にあたることになる。東急不動産は東急電鉄管財部に権利関係の処理を委託したが、
1960 年に東急電鉄から東急不動産へ権利関係処理の業務が戻った際にも解決には至っておらず、引続き立
退き交渉が行われた。交渉の結果、1961 年 4月には東急不動産の所有地が完全に更地となった。
　こうした不法占有者の処理と並行して、渋谷東急ビル建設予定の街区内の土地の買収が進められた。
1963 年 2月までに土地［後：道玄坂一丁目 12-3］［後：道玄坂一丁目 12-4］［後：道玄坂一丁目 12-5］［後：
道玄坂一丁目 12-6］［後：道玄坂一丁目 12-12］を取得し、図 5-5-9（区画整理以後）の破線で囲んだ範囲
を東急不動産所有地としている。
　一方で、東急不動産がビル建設を計画している街区には住友銀行の所有地 97 坪と、密田医院の所有地
68 坪があった。当時、店舗ビルを計画していた住友銀行からの申し出もあり、1962 年頃から東急不動産
と住友銀行の間で共同ビル建設の話し合いが続けられていた。その話し合いで、密田医院の土地は住友銀
行で買収することが決まり、住友銀行が交渉を進めていたが、45 坪を買収できたのみで、23 坪は密田医
院の所有のままで買収することができなかった（土地［後：道玄坂一丁目 12-9］）。そのため、共同ビルの
話し合いに密田医院を加え、三者で計画を練ることになり、計画策定が相当長期化することが予想された。
この状況でビル建設が遅れることを懸念した東急不動産は、自社所有地のみでビルを建設する案をまとめ、
1963 年 7 月 9日に着工に踏み切った。しかし、東急不動産は、土地の有効利用を考えても１街区全てを
敷地としたビルを建設すべきとの判断は変えておらず、着工後も三者共同ビル建設の話し合いは継続して
進められていた（図 5-5-16）。
　その後、東急不動産と住友銀行との話し合いが進み「両者で共同ビルを建設し、建物は各所有地上の部
分を所有部分とし、境界線上の柱や壁は共有にする」ということでまとまり、1963 年 10 月に東急不動産
と住友銀行の共同ビル案の建築確認申請を東京都へ提出した。
　しかし、フロアーが所有区分によって分割されていては、利用上著しい支障をきたすことがわかっており、
その後も両者での話し合いが続けられ、結局、東急不動産「所有部分の１・２階の一部を住友銀行に譲り」、
東急不動産は「住友銀行所有部分のうち、３階以上を全部譲り受ける」ということで、1964 年 7月にまと
まった。その後、密田医院所有地についても話し合いが進み、「密田医院所有部分のうち、６階以上を」東
急不動産が譲り受けるという条件で、共同ビルとする合意が得られた。この時、すでに五階までの鉄骨が
組み上がっていた。
　こうして共同ビルの計画がまとまり、地下１・２階を店舗街、地上１・２階は住友銀行などの金融機関
と密田医院および店舗とし、３・４階を店舗街、５～８階は事務所、９階を飲食街という複合ビルとして、
渋谷東急ビルは建設された。
★ 5-14　旧土地台帳より。
★ 5-15　渋谷東急ビルの建設については、東急不動産株式会社総務部社史編纂チーム『街づくり
五十年』東急不動産株式会社 , 1973 年 , pp.256-268 を参照した。同書の中に渋谷東急ビルの土地
に関する図面があるが、本論文では戦災復興土地区画整理事業の換地確定図と旧土地台帳の情報を
優先して記述を進めている。
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東急会館
渋谷駅前会館（飯島）ビル
大和田マーケットの換地
駅前マーケットと
渋谷第一雑貨食品街の換地
マーケット 26-2 の換地
マーケット 1-7 の建って
いた土地の換地
辨天通食店街の換地（３筆）
密田医院
N
：建物
図 5-5-15　1963 年の対象地区の建物の状況
図 5-5-16　渋谷東急ビル起工式（1964 年）
『目で見る渋谷区の 100 年』株式会社郷土出版社
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（６）1964−73 年
　図 5-5-17 は 1973 年の対象地区の建物の状況をしめしている。この 10 年間に、駅前広場周辺で大規模
な開発が進む。
　一つ目は渋谷三菱ビルディングの建設である。三菱銀行の建物は、東急会館を除けば対象地区で最も早
く鉄筋コンクリート造に改築した建物であった。しかし、それはあくまで戦災復興土地区画整理事業が行
われている過渡期の建物であり、区画整理後の土地一杯に建てられたものではなかった。1969 年、三菱銀
行渋谷支店は、三菱銀行を含む地下 2階、地上 10階建ての渋谷三菱ビルディングとして改築された。
　この三菱銀行の改築と同時期、1950 年代前半に改築を行った渋谷駅（東急会館）に接続して、1970 年
10 月、渋谷駅西口ビルが竣工する。
　『東京急行電鉄 50年史』によれば、渋谷駅西口ビルは、東急会館（東急百貨店東横店西館）と 3～ 5階
で接続する東急会館の増築部分として、東急電鉄用地と国鉄渋谷駅南口駅舎の建設計画用地に股がって建
てられたもので、鉄骨コンクリート造地下 2階、地上 8階、延べ面積 11,320㎡、総興業費 12億円であっ
たという。国鉄所有地に民間資本で駅ビルを建設する場合、民衆駅方式がとられるが、この駅ビルは民衆
駅方式では建設されていない。どのような事業スキームで建設されたのか、渋谷駅の形成史としては極め
て重要と考えるが、本研究では精査できていない。
　建物の利用区分は、地下 2階は機械室、地下 1階は店舗・国鉄機械室、地上 1～ 2階は店舗・コンコース・
国鉄駅務室、3階は事務室・店舗・コンコース・国鉄駅務室、4～ 8階は事務室・店舗となっていた★5-16。
　南面のファサードにはガラスを用いて全階吹き抜けのショースペースをつくることで、首都高速道路を
通過する車から渋谷を見たときのランドマークとなるように計画されていた★5-17。
　この渋谷駅西口ビルの完成によって、同ビル 1	階の駅前広場に面してコンコースが整備され、東急会館
を抜けてハチ公口に至る動線が確保された。こうして旅客は西口から北口・東口・南口へと自由に流れる
ことが可能になった。
この渋谷駅西口ビルをもって、坂倉準三による渋谷駅とその近傍におけるターミナルビルに関するプロジェ
クトは完結した。
　さらに 1963 年に着工された東急不動産による渋谷東急ビルが、1965 年 6 月 12 日に竣工し、翌 13 日
に開業している。
　こうして、駅前広場は概ね大型ビルに囲まれ、その裏側（西側）に中小の商店が並ぶ、現在の対象地区
の基盤となる都市組織ができあがった。
★ 5-16　東京急行電鉄株式会社社史編纂事務局『東京急行電鉄 50 年史』東京急行電鉄株式会社社
史編纂委員会 , 1973 年 , pp.623-624。
★ 5-17　石田雅人『坂倉準三と渋谷計画 ―大都市ターミナル形成の一例として』明治大学大学院
修士論文 , 2009 年 3 月 , p.78。
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渋谷東急ビル
東急会館
渋谷駅西口ビル
渋谷駅前会館（飯島）ビル
渋谷三菱ビルディング
0 10 50m
N
：建物
図 5-5-17　1973 年の対象地区の建物の状況
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５−５−３　本節のまとめ
　さて、以上のように対象地区の形成過程をマーケットの形成と整理および大資本の開発を中心にみてき
た。
　本節の対象地区でその形成と変容をみたマーケット 6つのうち、駅前マーケット、渋谷第一雑貨食品街、
大和田マーケット、マーケット 26-2 はマーケットの開発と土地の形状や権利との相関性が指摘できた一方
で、辨天通食店街とマーケット1-7ではこうした関係性が指摘できなかった。建物と土地の関係性の弱さは、
そのまま戦災復興土地区画整理事業前後でのマーケットの性質の持続の差に現れた。マーケットと土地の
相関性を見いだせた前者の 4つのマーケットは、区画整理後にも権利の持続性、営業者の連続性を見いだ
すことができたが、後者の 2つのマーケットではこうした持続性をみることができなかった。
　つまり当然のことであるが、マーケット開発者あるいはマーケットの建物所有者が、土地権利者と一致
するもしくは賃貸契約を結んでいる場合には、マーケットの持続性は高く、そうではないマーケットは区
画整理に際して消滅していったと考えられるのである。
　一方で渋谷駅の駅前広場に面しては、単一資本による渋谷三菱ビルディング、共同ビルである渋谷東急
ビル、渋谷駅前会館、東急と国鉄の土地に渋谷駅西口ビルが建設され、渋谷駅南口に顔をつくった。
　こうして、戦前は住宅を中心であった対象地区が、渋谷駅周辺でも重要な位置をしめる地区へと変貌し
ていく過程を明らかにした。
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５−６　道玄坂三角地帯の戦後復興過程
５−６−０　本節の対象地区
　本節の対象地区は松平誠が「エネルギッシュな三角地帯」と呼び、渋谷の闇市の代表的な場所として取
り上げた、「駅西口の広場を出るとすぐ、道玄坂をその一辺とし、現宇田川町と接する現在の東急本店通り（現
文化村通り）をもう一つの一辺とし、最後の一辺を円山町との境界とする地域」である★6-1。現在は 109
や渋谷プライム、ヤマダ電機 LABI 渋谷などが建設されている地区である。
★ 6-1　松平誠『ヤミ市　幻のガイドブック』筑摩書房 , 1995 年 , p.21。
図 5-6-1　対象地区　1947 年 9 月 8 日の航空写真
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　対象地区は渋谷駅周辺で最も広範囲にマーケットが建設された場所で、戦後から 1960 年代前半まで飲
み屋、古着屋、洋服店が密集し賑わった場所である。その一部は恋文横丁としても知られている。
　戦災復興土地区画整理計画では第８−２地区に含まれていたが、マーケットの整理が懸案となっている間
に区画整理事業が終息し、事業地区から外れることになった。そのため、現在も宅地が入り組んだ状態の
ままである★6-2。対象地区は、1965 年春に起きた火事をきっかけに、防災建築街区造成法の助成を受けて
再開発が進む。
　本節の対象地区は、これまでの節の対象地区と異なり、戦災復興土地区画整理事業の換地確定図の範囲
にも、東京特別都市計画事業復興土地区画整理第８地区第２工区現形予定図★6-3の範囲にも含まれておらず、
他の節と同水準の復元ができないため、火災保険特殊地図・新興市場地図・住宅地図の比較によって、そ
の形成過程を追っていくこととする。
★ 6-2　一般財団法人民事法務協会「登記情報提供サービス」http://www1.touki.or.jp/gateway.
html の地図より。
★ 6-3　中島伸『戦災復興土地区画整理事業による街区設計と空間形成の実態に関する研究　−東京
都戦災復興土地区画整理事業地区を事例として−』東京大学博士論文 , 2013 年 3 月所収。
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５−６−１　終戦までの対象地区
（１）戦前
　図 5-6-2 は 1940 年の対象地区を示した火災保険特殊地図である。戦前の対象地区は建物の配置からみ
るに、三辺のうち、まず道玄坂に沿って商店が並び、次いで宇田川町側の通りに、最後に円山町側に商店
が並んでいる。道玄坂の安田銀行と、宇田川町側の通りの道玄坂キネマのみが耐火建築で、その他は防火
建築（蔵と思われる）が一棟ある以外は木造の建物で構成されていた。先の道玄坂キネマと道玄坂沿いの
キリンビアホールは、対象地区では抜きに出てフットプリントの大きな建物であった。この株式会社渋谷
相互倶楽部が経営する、道玄坂キネマが建つ土地［栄通一丁目 5］は、「戦時中は防空法で都が接収管理し
ていた」★6-4（図 5-6-3）。
　通り沿いは店舗と店舗併用住宅で構成されており、街区の内側の長屋は専用住宅であったと考えられる。
また、対象地区には「越乃湯」という銭湯が確認できる。
　本章第４節でもふれたが、道玄坂には 1908 年から地元の要請で夜店が建ち並び、大正後半には大変な
賑わいを見せており、渋谷で最も繁華な通りであった。
★ 6-4　「もめる恋文横丁　地主松竹へ　” 土地譲れ ” とデモ」『朝日新聞』1960 年 11 月 17 日夕刊 , 
p.5。
図 5-6-2　1940 年の火災保険特殊地図
道玄坂キネマ
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（２）戦災
　本節の対象地区も前節までの対象地区と同様、1945 年 5 月 25 日に焼夷弾攻撃を受けた★6-5。焼け残っ
たのは宇田川町側の通りの道玄坂キネマの建物だけであった。
★ 4-6-1-2-1　『渋谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , pp.2519-2522。 
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５−６−２　戦災復興から高度成長までの対象地区
（１）1945−47 年
　対象地区では、終戦から 1947 年 9月 8日（図：1947 空撮）までに街区の八割以上の土地でバラックに
よる再建がなされており、その半分以上の面積を占めるのがマーケットである。図 5-6-3 は 1945 年終戦
時点での対象地区の地割（マーケットが建設された土地のみ）を示している。この地割と図 5-6-4 を比較
しながら、対象地区にこの時期までに建設された４つのマーケット★6-6 を順にみていこう。
　まず一つ目は、土地［上通三丁目 20］に建設された丸國マーケットである。丸國マーケットは、東京露
店商同業組合渋谷支部長である國松遷三によって建設・管理されていたマーケットである。南側で道玄坂、
東側で区道、北側の一部で現文化村通りに接しており、道玄坂から二カ所、区道から一カ所、現文化村通
りから一カ所で通路を敷地に引き込んでいる。マーケットの建設経緯、地主と國松遷三の権利関係につい
ては不明であるが、マーケットの配置は田中家所有の土地［上通三丁目 20］の形状に従っており、土地境
界を想定して建設された可能性が高い。
栄通一丁目
上通三丁目
土地所有境界線（同一所有者の土
地は一体として表記）
戦後にマーケットが建つ土地の範囲
N
0 10 50m
20 区道
24
2628
30
34
1
5
7
9
★ 6-6　1947 年 9 月 8 日に米軍が撮影した航空写真「USA-M449-116」（国土地理院所蔵）より。
1947 年までに建設されたマーケットの名称については「新興市場地図」（都市整図社 , 1953 年）
を参照した。
図 5-6-3　終戦時点の対象地区の地割と地番　
一般財団法人民事法務協会「登記情報提供サービス」（http://www1.touki.or.jp/gateway.html：2013 年 11 月 19 日アクセ
ス）公開の地図と旧土地台帳記載事項から復原
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　二つ目は、対象地区で最大の面積をもつ道玄坂百貨街である。道玄坂百貨街は、戦後期の渋谷区長であ
る佐藤健造★6-7 の妻佐藤ハル所有の土地［上通三丁目 24］と［栄通一丁目 7］を中心に建設されている。
図 5-6-4 の実線で囲んだ範囲のマーケットは計画的に配置されており、土地［上通三丁目 24］と［栄通一
丁目 7］の範囲を想定して建設されたものと考えられる。一方で土地［栄通一丁目 7］の残存部分と、土地
［栄通一丁目 5］にかけては、先の計画的なマーケットに付随して建設されたような配置となっており、焼
け残った道玄坂キネマの建物の内部を占拠してマーケットを建設している。当初の道玄坂百貨街の動線は、
道玄坂から二本の通路が引き込まれて、土地［栄通一丁目 7］の奥で島状に配置された店舗を回って折り
返すようになっていたと考えられる。この動線の一部から［栄通一丁目 7］の裏へ、そして［栄通一丁目 5］
ヘ抜ける動線が作られ、北側へ拡張していったと推察する。
　佐藤ハル所有の土地［上通三丁目 24］［栄通一丁目 7］内に建設されたマーケット（道玄坂百貨街の一部）
は、地主である佐藤ハルが建設し、引揚者に権利金なしで貸与していたものである★6-8。建物の所有者は後
の渋谷区長佐藤健造であったが、加藤音一という人物をマーケット取締役とし管理にあたらせていた★6-9。
この加藤音一と佐藤健造氏が中心となり、土地［栄通一丁目 7］の残存部分と、戦時中に都の管理下にお
★ 6-7　地方自治法施行以来の第一代・第二代の渋谷区長で、それぞれ 1947 年 4 月 12 日〜
1951 年 4 月 4 日、1951 年 4 月 25 日〜 1953 年 4 月 30 日の計 6 年間渋谷区長を勤めた。『渋
谷区誌』東京都渋谷区 , 1966 年 , p.2652 より。
★ 6-8　「警官も出動大もめ　道玄坂焼け跡　地主が立ちのき要求」『読売新聞』1965 年 4 月 2 日
夕刊 , p.6。
★ 6-9　「私設の区役所　渋谷道玄坂のボス検挙」『読売新聞』1951 年 6 月 19 日夕刊 , p.2。
丸國マーケット
道玄坂百貨街
フクヤデパート
名称不明のマーケット
建設中の寺尾マーケット
図 5-6-4　1947 年 9 月 8 日の航空写真
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かれていた土地［栄通一丁目5］にもマーケットを広げていったものと推測される。この道玄坂キネマが建っ
ていた土地［栄通一丁目 5］は、1947 年に「マ司令部の覚え書きで…東京都から元の所有者の渋谷相互ク
ラブに返されることになった」★6-10 が、終戦からこの時までは都の管理下にあったため、道玄坂百貨街に
不法占拠されていても地主である渋谷相互クラブは反発しなかったものと考えられる。さらに、その後こ
の土地［栄通一丁目 5］を引継いだ地主の松竹株式会社に対しては、占有店舗からは全く地代が支払われ
ておらず、土地［栄通一丁目 5］の店舗については 1947 年の土地返還以降は不法占拠であったといえる★
6-11。
　三つ目は、土地［上通三丁目 26］［上通三丁目 28］に建設されたフクヤデパートである。フクヤデパー
トの建設経緯、開発主体については不明である。また、土地［上通三丁目 26］［上通三丁目 28］の当時の
所有者は、それぞれ小泉榮藏と清水民次郎であるが、マーケット名とも相関性がみられない。道玄坂から
二本の通路を引込み、敷地奥で繋げるU時型のサーキュレーションを持つマーケットとなっている。
　四つ目は、フクヤデパートの西側に位置するマーケットで、切妻屋根の建物を二棟繋げその内側に通路
を一本引き込んだマーケットである。1953 年にはマーケットから一戸建ての店舗に改築されダイマル洋装
店となっているが、それ以前の名称は不明である。このマーケットが建つ土地［上通三丁目 30］の所有者
は山口マツであるが、ダイマル洋装店とそれ以前のマーケットとの関係は不明である。
　以上が 1947 年 9月 8日時点で観察できる対象地区のマーケットである。道玄坂百貨街の北側の部分を
除き、これら 4つのマーケットは全て戦前からの土地形状に従うように建設されていた。それは必然的に
戦前期の同地の都市組織の形成に影響を受けている。すなわち、対象地区の地割は明らかに道玄坂に対して、
垂直により多くの建物を並べることを意図した形状になっている。この土地形状に従って、この時期のマー
ケットも現文化村通りよりも道玄坂側から通路を引き込んでいる。
　また、土地［上通三丁目 34］では後述する寺尾マーケットが建設途中のようであることを指摘しておく。
　次にマーケット以外で対象地区に戦後建設された建物を概観しよう。まず、目に留まるのは、丸國マーケッ
トと道玄坂百貨街の間に建設された大きな切妻屋根の建物である。これは 1949 年の火災保険特殊地図で
確認するとキリンビアホールである。戦前は道玄坂に面して建っていたキリンビアホールが、街区奥に再
建されており、道玄坂側には別の店舗が数等建設されている。
　また、対象地区の北西側でも円山町側の道路と現文化村通りに沿って建物の再建が進んでいることが確
認できる。
★ 6-10　「もめる恋文横丁　地主松竹へ　” 土地譲れ ” とデモ」『朝日新聞』1960 年 11 月 17 日夕
刊 , p.5。
★ 6-11　「もめる恋文横丁　地主松竹へ　” 土地譲れ ” とデモ」『朝日新聞』1960 年 11 月 17 日夕
刊 , p.5。
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（２）1948−49 年
　次に図 5-6-5 から、1947 年 9 月 8日から 1949 年までの対象地区の変化、1949 年のマーケット状況を
より詳細にみていきたい。
　図 5-6-5 から、この間、対象地区の南西部分で再建が進んだことがわかる。まず、土地［上通三丁目
34］に建設中であった寺尾マーケットが営業している。道玄坂に沿って三店舗を並べ、通路を一本敷地へ
引込み、その両側に店舗を並べた、計 9店舗で構成されたマーケットである。通路の入口の幅は狭いが、
奥へ進むと広くなっている。店舗構成は中華そば屋、電気屋、時計店、帽子店、用品店、革製品などで小
売店だけというわけでもない。寺尾マーケットが建設された土地［上通三丁目 34］は、戦前は安田銀行が
建っていた土地で、戦後のこの時期も所有者は株式会社安田貯蓄銀行である。マーケットは土地境界に沿っ
て建設されており、寺尾マーケットの開発者は土地［上通三丁目 34］の範囲を想定していると考えられるが、
地主と開発者との間の権利関係については不明である。
　さらに土地［栄通一丁目 9］には新たにマーケットが建設されている。メリケン横丁というマーケットで、
おもに古着屋が並んでいた。円山町側の通りから通路を引き込み、その通路は道玄坂百貨街へと接続して
いる。通路の両側に長屋を並べ、15戸の店舗で構成されたマーケットである。
　次に、1947 年時点で既に建設されていたマーケットを詳細にみていこう。まず、丸國マーケットを確認
すると、1947 年とこの時期を比較しても通路のサーキュレーションに変更はない。敷地長手方向に二本の
通路を通し、その通路に向かって計 43戸の店舗を並べている。敷地北西奥には「事ム所」との記載があり、
マーケット事務所であると推察される。
　道玄坂百貨街の建物にも大きな変化はない。道玄坂から二本の通路を、現文化村通りからも二本（入口
は三カ所）の通路を引き込み、さらに南西側でメリケン横丁からの通路に接続している。そして、これら
の通路に対して、102 コマの店舗が並んでいる。店舗の大半は古着屋とパチンコ店、そして飲み屋である。
　フクヤデパートの建物にも大きな変化はない。道玄坂から引き込んだU字型の通路に、21コマの店舗が
並んでいる。ここも古着屋や衣料の店が多いが、半数は魚屋、けしょうひ、文具などの小売店である。
　その西側の名称不明のマーケットは道玄坂から通路を一本引き込み、北側でメリケン横丁、道玄坂百貨
街と接続している。切妻屋根に覆われたマーケット内部の通路には、14 戸の店が並ぶ。このうち 12 店舗
が古着屋である。
　このころ、マーケット周辺では防火建築への建替えが徐々に進んでいる。現文化村通りの長屋や、キリ
ンビアホールなどがそれにあたる。
　これ以降、マーケットは増改築によって、徐々に姿を変えていくが、動線などはほとんど変化がない。
次に 1950 年から 1960 年までの対象地区のマーケットをサーキュレーションを中心にみていく。
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丸國マーケット
道玄坂百貨街
フクヤデパート名称不明
寺尾マーケット
メリケン横丁
図 5-6-5　1949 年の火災保険特殊地図
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（３）1950−60 年
　図 5-6-6 は 1953 年の新興市場地図である。フクヤデパートの通路の一本が道玄坂百貨街側まで貫通す
るようになっている。この通路をつくるため、フクヤデパート側でも道玄坂百貨街側でも店舗の改築が行
われている。
　『朝日新聞』によれば、1940 年代後半、道玄坂百貨街に「元陸軍将校の菅谷篤二さんという人が古着屋
を開店した。菅谷さんは英、仏語が達者だった。それを伝え聞いたか、夜の女やオンリーたちがGI へ出す
英文の恋文の代筆を頼みにくるようになり、菅谷さんは「手紙の店」という看板まで出した」という★6-12。
1953 年は、1950 年に始った朝鮮戦争が休戦した年である。朝鮮戦争のためにアメリカから来日していた
多くの軍人が、この年にアメリカへ帰っていった。そうした米兵との別れを惜しんだ日本人女性のために、
菅谷さんは英語の手紙を代筆した。そして、菅谷さんの店をモデルに丹羽文雄が「恋文」という小説を書いた。
朝日新聞で連載されたその小説は大きな反響を呼び、田中絹代の監督第一号作品として 1953 年に映画化
もされた。1953 年ごろには古着屋やパチンコ店はなくなり、バーや中華料理店などの飲食店ばかりになっ
た。そこで、菅谷さんの店がある通りは、道玄坂百貨街ではなく「恋文横丁」と呼ばれるようになった。
★6-12　「”恋文横丁”の灯は消えた　話合いつき立ちのき」『朝日新聞』1962年2月2日朝刊, p.12。
丸國マーケット
道玄坂百貨街
フクヤデパートダイマル洋装店寺尾マーケット
メリケン横丁
図 5-6-6　1953 年の新興市場地図
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　1955 年以降の火災保険特殊地図・新興市場地図には通路に「恋文横丁」との記載が確認でき、1960 年
の新興市場地図では「手紙の店」を確認できる。
　この恋文横丁は、道玄坂百貨街の北側の一部で、土地［栄通一丁目 5］に建設されたマーケットであっ
た。先述した通り、土地［栄通一丁目 5］は戦前戦後を通じて株式会社渋谷相互倶楽部の所有地であったが、
戦時中から1947年までは都の管理下にあった。1947年に株式会社渋谷相互倶楽部に権利がもどされたが、
同地には不法占拠する道玄坂百貨街の一部が建っていた。株式会社渋谷相互倶楽部は 1947 年に解散した
ため、土地［栄通一丁目 5］は株式会社渋谷相互倶楽部の大株主であった松竹株式会社に引継がれた（10
万円で購入）★6-13。松竹はここに映画館を建設する予定であったため、1951 年 7 月、同地を不法占拠し
た佐藤健造（当時渋谷区長）と東京都を相手どって、不法占拠と明け渡しを東京地裁に訴えた。この結果、
1960 年 3月 4日までに土地を明け渡すことで松竹と佐藤健造、恋文横丁協同組合の和解が成立した★6-14。
　1953 年（図 5-6-6）にはさきにみた名称不明のマーケットが、ダイマル洋装店に改装され、マーケット
ではなく一軒の店になっている。
　1954 年には東急会館が完成し、渋谷駅上には旧東横百貨店と合わせて約１万坪の百貨店の売場ができた。
★ 6-13　「もめる恋文横丁　地主松竹へ　” 土地譲れ ” とデモ」『朝日新聞』1960 年 11 月 17 日夕
刊 , p.5。
★ 6-14　「もめる恋文横丁　地主松竹へ　” 土地譲れ ” とデモ」『朝日新聞』1960 年 11 月 17 日夕
刊 , p.5。
丸國マーケット
道玄坂百貨街
フクヤデパート
寺尾マーケット
メリケン横丁
図 5-6-7　1955 年の火災保険特殊地図
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1954 年、道玄坂の商店街は「横のデパート」として対抗しようと、アーケードを設けることとする★6-15。
1955 年の火災保険特殊地図（図 5-6-7）では、道玄坂側のマーケットの通路が点線で表示されていること
がわかる。これがアーケードの印である。道玄坂側のマーケットの通路七本中六本にアーケードが設置さ
れた。またこの時期、寺尾マーケットが改築され、西側の大西用品店と一帯の建物となり裏側のメリケン
横丁との接続部が広くなっている。そして、フクヤデパートの通路のうち、道玄坂百貨街に接続していな
かった通路も、建物が改築され道玄坂百貨街へ接続するようになっている。これ以降、三角地帯のマーケッ
トに大きな変化はない。
★ 6-15　「道玄坂商店街を圧倒　横の連結で対抗を準備　東急会館」『読売新聞』1954 年 10 月
22 日朝刊 , p.8。
丸國マーケット
道玄坂百貨街
手紙の店
フクヤデパート
寺尾マーケット
メリケン横丁
図 5-6-8　1960 年の新興市場地図
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（４）1961−65 年 2 月
　戦災復興土地区画整理事業の対象範囲からも外され、1960 年前後まで整理されることもなく安定して存
在した対象地区のマーケットであったが、1960 年代には開発圧力から再開発が本格化した。
　1963 年の住宅地図（図 5-6-9）を確認すると、道玄坂百貨街のうち北側の土地［栄通一丁目 5］の建物
が除去されていることがわかる。先述した通り、土地［栄通一丁目 5］は地主である松竹株式会社と、営
業者組織である恋文横丁協同組合との間で立退きと売買をめぐって争いが起きていた土地で、訴訟の結果、
1960 年 3 月 4日までに土地を明け渡すことで松竹と佐藤健造、恋文横丁協同組合の和解が成立したはず
であった。しかし、1958 年末に松竹が土地を手放す可能性が出たと恋文横丁協同組合が認識し、再び係争
に発展していた。
　そして、その結果、1961 年「1月 31 日限りで居住者は立退き、土地の代金二億七千五百万円を松竹に
支払えば、土地は地元でどのように処分してもよいと」★6-16 いうこととなった。当初は恋文横丁協同組合
では共同ビルを建設して、再出発することを計画していたが、まとまらず計画は立ち消えて第三者へ売る
★6-16　「”恋文横丁”の灯は消えた　話合いつき立ちのき」『朝日新聞』1962年2月2日朝刊, p.12。
図 5-6-9　1963 年の住宅地図
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★ 4-6-2-4-1　社団法人全国市街地再開発協会『図集・市街地再開発』社団法人全国市街地再開発
協会 , 1970 年 , pp.114-115。
ことになった。そして、37軒の恋文横丁協同組合の営業者は、1962 年 1月 22 ～ 23 日ごろから店を閉じ、
移転していった。
　土地［栄通一丁目 5］の旧土地台帳によれば、1962 年 6月 5日、この土地を株式会社長谷川工務店が買
い取っている。そして、1963 年には土地［栄通一丁目 5］の建物の除去が完了し、1965 年の住宅地図か
らは長谷川スカイラインビルが建設されていることがわかる。
　他方で、1962 年 8月には対象地区の地権者・借家人で道玄坂防災建築街区造成組合を結成し、街区一帯
をビル化する道玄坂防災建築街区造成事業「道玄坂センタービル」が計画されている。道玄坂センタービ
ルは地下 3階、地上 19 の計画で、店舗、事務所、住宅を含む複合ビルの計画であった。平面的には先の
長谷川スカイラインビルや、その西側のビルかしている建物を避けながら、街区全体をビルにするもので
あった★6-17（図 5-6-10）。
　この計画は権利関係が複雑化しすぎていたため、このままの計画では進まず、結局三つのブロックに分
かれて事業化されることとなった。そして、この事業が動き出す最大の要因は火災であった。
図 5-6-10　道玄坂センタービル計画図（配置図・平面図）・計画地の写真★ 6-17
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（５）65 年 3 月−73 年
　1965 年 3 月 30 日 23 時半頃、道玄坂百貨街の中心部付近から出火し、道玄坂百貨街と隣接する福屋百
貨街（フクヤデパート）の店舗および店舗併用住宅約 50 店、1,100㎡を全焼した★6-18。「飲食店などで使
う油に引火したうえ、アーケードが煙突の役目をして、恋文横丁の碁会所も一店焼けた」という。この火
事で焼けた範囲は（図：1967 住宅地図）の破線の範囲であると推察される。
　火事から一日あいた同年 4月 1日、地主と店子が復旧工事をめぐって対立する事件が発生し、渋谷所員
20 名が出動している。先述した通り、焼け跡の土地［上通三丁目］［栄通一丁目 7］は佐藤ハルの所有地
であった。1965 年 3月 31 日の『読売新聞』によれば、佐藤は時期は定かではないがマーケットの立ちの
きを進めていたが、思うように進まず 1964 年までに 14軒が立退いたが、それ以外は占拠を続けていたと
いう。その一方で、佐藤は 1963 年 11 月にはこの土地を株式会社緑屋（当時：世田谷区太子堂町 437）に
売却していた。火事を契機に立退きを進めようと地主側（佐藤と緑屋）は作業員を 50人派遣して、焼け跡
をトタンで囲い立退きを進めようとしたため、道玄坂百貨街組合の組合員と対立したのである★6-19。この
★ 6-18　「深夜の道玄坂で大火　二つの百貨街５０店」『読売新聞』1965 年 3 月 31 日朝刊 , p.15。
★ 6-19　「警官も出動大もめ　道玄坂焼け跡　地主が立ちのき要求」『読売新聞』1965 年 4 月 2
日夕刊 , p.6。
図 5-6-11　1967 年の住宅地図
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後の地主と道玄坂百貨街組合との交渉の詳細は不明であるが、図 5-6-11 をみる限りマーケットは再建され
ていない。そして、対象地区の防災建築街区造成事業第一ブロックとして、1967 年頃、同地には緑屋ビル（現
プライム）が建設されている★6-20。その範囲は道玄坂百貨街の旧佐藤ハル所有地と、フクヤデパートのあっ
た土地［上通三丁目 26］［上通三丁目 28］、そしてダイマル洋装店のあった土地［上通三丁目 30］である。
また、道玄坂に沿って、寺尾マーケットがあった土地［上通三丁目 34］から対象地区の西端までの土地も
防災建築街区造成事業第三ブロックとして共同ビルとなっている★6-21（図 5-6-12）。
　こうして対象地区の再開発が進み、1970 年代半ばにはマーケットとしては丸國マーケットを残すのみと
なった。
★ 6-20　初田香成『都市の戦後　雑踏の中の都市計画と建築』東京大学出版会 , 2011 年 , p.100。
★ 6-21　「渋谷の ” 戦後 ” また一つ　道玄坂のマーケット街　８月に取り壊し　７階ビルに衣替え　
「東急」がらみに反発も」『朝日新聞』1976 年 5 月 20 日朝刊 , p.20。
図 5-6-12　1973 年の住宅地図
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（６）1974−78 年
　対象地区の防災建築街区造成事業で第二ブロックに指定されていた丸國マーケットを中心とするエリア
の再開発は、地主、借地人、借家人あわせて 60人の権利者の調整がつかず、他の第一ブロック、第三ブロッ
クと比較して着工が遅延していたが、防災建築街区造成事業の補助金の期限が切れる 1976 年 3 月に合意
に至り、同年 8月までに既存建物を取壊し、共同ビルに着工することとなった★6-22。建設費は約 40億円で、
1～ 7階にテナントとして入居予定の東急百貨店の権利金、敷金などをこれにあてる事ととしていた。
　この再開発計画では丸國マーケット東の区道を廃道が検討された。これに区議会で社会党、共産党が「新
ビルの工事費四十億円を東急百貨店が新ビルの一部を借りる際の「保証金」という名目で引き受けている
ことから「区道の廃止は東急百貨店への払い下げになりかねない」」と反発したことで、再開発事業が一時
停滞することとなった★6-23。しかし、その区道廃止が1976年6月9日の区議会で可決され、再び動き始めた。
　1960 年代半ばには、宇田川町にセゾングループが進出し、公園通りを中心に勢力を伸ばしていた。東急
としてはこれに対抗し、渋谷駅から東急百貨店本店へと続く現文化村通り通りに顧客を吸収するための拠
点として、対象地区の再開発ビルへの出店を計画していた。
　そして 1979 年 4月 28 日に、東急モールズデベロップメントの前身である旧東急商業開発が「ファッショ
ンコミュニティ 109（現・SHIBUYA	109）」を、対象地区の防災建築街区造成事業第二ブロックの共同ビ
ルに開業した。ファッションコミュニティ 109 は開業当初は 20代後半から 30代の女性向けの店舗を配置
していたが、やがて 10代後半から 20代前半の女性向けの店舗を集積するように方針転換をした。同ビル
は今なお東急グループの売上の多くを占める旗艦店である。
★ 6-22　「渋谷の ” 戦後 ” また一つ　道玄坂のマーケット街　８月に取り壊し　７階ビルに衣替え　
「東急」がらみに反発も」『朝日新聞』1976 年 5 月 20 日朝刊 , p.20。
★ 6-23　「道玄坂　再開発計画、軌道に　区道廃止、区議会可決」『読売新聞』1976 年 6 月 10 日
朝刊 , p.20。
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５−６−３　本節のまとめ
対象地区におけるマーケットの形成
　戦後、対象地区に発生したマーケットは佐藤ハル所有地の道玄坂百貨街以外は、その経緯がわからなかっ
た。ただ、土地所有と建物の関係を分析することで、マーケットは無秩序に建設されたわけではなく、戦
前からの地割に従って建設されていることがわかった。戦前の対象地区は、道玄坂を中心に形成されたため、
道玄坂に宅地を並べる地割形状となっており、戦後のマーケットも必然的にこの性質を形態的に引き継ぐ
こととなった。
　ただ、土地所有とマーケットの所有者、管理者の関係が明らかになったのは、先の佐藤ハルの土地のみで、
あとのマーケットと土地所有の関係は不明である。
対象地区におけるマーケットの整理と再開発
　対象地区は戦災復興土地区画整理事業の範囲からはずれ、1960 年代までマーケットが増改築を続けなが
ら残っていた。これが次の二点を契機として、開発圧力に押され再開発されていった。
　一つ目は、土地不法占拠問題の解消である。松竹所有の土地［栄通一丁目 5］における恋文横丁協同組
合の不法占拠は、約 10年の係争の期間を経て、1961 年に和解が成立した。権利関係が整理されたことで、
土地は転売され、第三者によるビルが建設された。これに影響してか、隣接する佐藤ハルの所有地も 1963
年に緑屋へ売却され、再開発へと向かった。
　もう一つは火事である。1965年に道玄坂百貨街とフクヤデパートが火災で焼失したことが契機となって、
防災建築街区造成事業による共同ビルの建設が進んだ。
　防災建築街区造成事業は当初は街区全体の事業として計画されていたが、権利関係の複雑さから一体で
の事業は進展せず、３つのブロックに分割されて事業化した。
　対象地区は渋谷駅近傍でも最も遅くまで闇市を起源とするマーケットが残っていた場所であるが、以上
のように 1970 年代には姿を消していった。
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５−７　小結   	
　渋谷駅近傍に発生した闇市を起源とするマーケットの特徴は、小規模なマーケットが私有地に合法的に
建設されたことであろう。これは新宿と池袋のマーケットとは大きく異なる特徴である。
（１）闇市の変容・持続のタイポロジー
　渋谷駅周辺のマーケットおよび露店を発生した土地の性質と、その後の変遷から整理すると、①交通疎
開空地に建設されたもの、②私有地に不法占拠で建設されたもの、③私有地に合法的に建設されたもの、
④公道にならんだ露店にの４つに分類できる。ここではそれぞれの類型ごとでマーケットの変容過程をみ
ていく。
①交通疎開空地に建設されたマーケット
　交通疎開空地に建設されたマーケットは台湾人による駅前マーケットのみである。戦中期に交通疎開空
地指定された土地は都に買収され、新宿や池袋と異なり、戦後も都有地のまま区画整理が行われた。台湾
人による駅前マーケットは、渋谷事件の直後 1946 年半ばに警察によって閉鎖されている。その後の渋谷
の元交通疎開空地は、マーケットに占拠されることなく広場として利用されていた。
②私有地に不法占拠で建設されたマーケット
　私有地に不法占拠で建設されたマーケットであると明らかになっているものは、道玄坂百貨街の一部、
戦前に道玄坂キネマが建っており戦中期から 1947 年まで都の管理地となっていた場所のマーケットのみ
である。1947 年に都の管理から外れた土地を占拠していたマーケット営業者と地主の松竹の間で係争が起
き、1962 年に営業者が立退き再開発が進んでいる。
③私有地に合法的に建設されたマーケット
　道玄坂百貨街の一部を除いたマーケットのほとんどが、私有地に合法的に建設されたマーケットであっ
た。区画整理用地内のマーケットは、区画整理後も換地にマーケットを建設するか共同ビルを建設して、
その性質を持続させていた。また、区画整理用地から外れた三角地帯も、防災建築街区造成法によって再
開発が行われた。道玄坂百貨街は火災を契機として営業者の立退きが進められたが、丸國マーケットの営
業者などは再開発ビルへ参加し、1960年代から1970年代半ばにかけて共同ビルによる再開発を進めていっ
た。区画整理による換地にマーケット建設した場所でも、多くは 1970 年代に共同ビルへの建替えが行わ
れていった。
④公道にならんだ露店
　公道にならんだ露店のうち、飲食店は露店整理事業によって都有地の払下げを受け、マーケットを建設
して集団移転した。このマーケットはのんべい横丁として現存している。また、小売店の露店はまとまっ
て地下街を建設することになる。資金難で規格がなかなか進まなかったが、東急資本によって建設するこ
とになり、露店営業者はテナントとして地下街に入居した。
　渋谷駅近傍のマーケットの形成の特徴は、台湾人の駅前マーケットを除き、交通疎開空地や都有地、国
有地など公的な土地にマーケットが建設されず、小規模なマーケットが民有地に建設されたことである。
渋谷の闇市の特徴として、松平誠が「組」組織の非統制をあげていたが、それはマーケットの形成と組織
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1945.8
1930
1940
1950
1960
1970
1980
◎民有地 ◎道路
●台湾人の駅前マーケット ●渋谷第一マーケット
●渋谷小デパート
●渋谷中央デパート
●共栄マーケット
●駅前マーケット
●渋谷第一雑貨食品街
●味楽街
●丸大デパート
●大林百貨店
●大和田マーケット
●渋谷第二雑貨食品街（辨天通食店街）
●稲荷橋小路
●丸國マーケット
●道玄坂百貨街
●フクヤデパート
●名称不明のマーケット（ダイマル洋装店）
●寺尾マーケット
●のんべい横丁
●しぶちか
●メリケン横丁
×渋谷事件・取払い（1946）
●区画整理
　同地に再建
●区画整理同地に
　マーケット再建
●区画整理同地にマーケット再建
●区画整理
　同地に
　共同ビル
●共同ビルに
●共同ビルに
●長谷川スカイラインビル
●防災建築街区造成事業
　共同ビルに→109
●マーケットとして存続
●防災建築街区造成事業
　共同ビルに→ミドリヤ
●防災建築街区造成事業
　共同ビルに
　→道玄坂センタービル
●共同ビルに
●共同ビルに
●区画整理
　同地に
　共同ビル
●区画整理
　同地に再建
×所有権移転で
　パチンコ店に
×区画整理で
　除去
×火事・所有権移転マーケット整理
×火事
×区画整理
　撤去・移転
◯交通疎開空地
　都有地に
●現存 ●現存 ●現存 ●現存
●現存 ●現存 ●現存 ●現存 ●現存
図 5-7-1：渋谷駅近傍におけるマーケットの発生と変容
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の多様性にも現れている。
　こうしたマーケットの多くは、フォーマルな土地所有や賃貸契約のもとに建設されたものと考えられ、
マーケットの建物と地割を比較すると、大半のマーケットが地割に従って建設されていることがわかった。
（２）戦後の渋谷における東急
　渋谷の戦災復興の特徴は東急が大きな力を発揮したということも指摘しなければならない。とくに顕著
なものは、東口の戦災復興土地区画整理事業によって東急の所有地が集約され、東急文化会館の用地が用
意されたことである。
　また、露店を収容した地下街の建設では、露店商との契約を反古にしたことで、私企業でありながら東
急が駅前広場の地下に広大な不動産（地下街）を開発し所有することを可能にした。
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　本研究は新宿駅、池袋駅、渋谷駅近傍の戦後形成過程を明らかにするために、1930 年代後半から 1970
年頃までの対象地区の都市組織を復原し、それらを比較することで都市組織を動態として捉え、とくに闇市
を起源とするマーケットの形成と変容に注目して分析を進めてきた。
　終章になあたる本章では、各章を要約して本研究の結論を述べるとともに、今後の課題を示す。
６−１　各章の要約とまとめ
（１）各章の要約
第１章「序論」では本研究の視点と意義を明らかにしている。東京の都市構造は鉄道ネットワークに支えられ、
主要な都市が山手線沿線のターミナルを中心に形成されてきたことから、こうした地域を対象とする研究が
近現代の東京の都市形成史を解明するうえで意義深いことを示している。これまでの東京の副都心ターミナ
ル近傍を対象とした研究は、戦前期の駅前広場計画を対象としたものや、戦後復興期の闇市をあつかったも
のなどに限られ、通時的な形成過程が明らかになっていないことを指摘し、さらに副都心ターミナル近傍を
対象とした都市計画史研究においては、一般に戦前に計画された基盤整備計画が新宿西口以外は事業化され
ず、戦後になって戦災復興土地区画整理事業に引継がれたと見なされていることを示している。しかし、実
際の形成過程において副都心ターミナル近傍の都市組織は、戦前の駅前広場計画と戦後の戦災復興土地区画
整理事業との間に、交通疎開空地事業、戦災、闇市の発生と展開を経験しており、単純に戦前の計画が戦災
復興土地区画整理事業に引継がれたとは言い難い。本研究はこうした視点から、当該期の新宿・池袋・渋谷
の形成過程を次のような３つのフェーズとして捉えている。すなわち、各対象地区が駅前広場計画、交通疎
開空地事業、戦災を経験した、1930 年代後半から終戦までをフェーズ１、焼け跡から闇市を中心に都市組
織が仮設的に再生していく終戦から 1948 年頃までをフェーズ２、それ以降、主に戦災復興土地区画整理事
業によって恒常的な都市組織が形成されていく時期をフェーズ３とする。また、これまでの多くの都市史研
究の方法論では、ダイナミックに変化し続ける対象地区の都市組織の動態を捉えることが難しいため、ここ
では当該期の対象地区の都市組織を段階的に復原し、それらを比較分析することで、都市組織の変化の傾向
をつかむ方法論を示している。具体的には東京都所蔵の東京特別都市計画事業復興土地区画整理現形予定図
を建物の状況を把握する基礎的資料として利用し、これに加え火災保険特殊地図や住宅地図、航空写真を利
用し時期ごとの建物の状況を示す復原図を作成した。また、時期ごとの地割については、東京都所蔵の東京
特別都市計画事業復興土地区画整理換地確定図や換地明細書、法務局所蔵の旧土地台帳といった行政資料を
用いて復原図を作成した。こうした資料の読解と復原図作成から、都市組織の形態的な変化を読み取った上
で、旧土地台帳からわかる土地一筆ごとの所有者の変遷を読みとり、両者の関係性を分析した。また、各種
の事業誌や当時の新聞記事から都市組織の変化の要因を跡づけている。そして、とりわけこの作業ではフォー
マルな権利に注目するだけでなく、闇市の形成によって発生したインフォーマルな権利（占有権・営業権）が、
その後の戦災復興土地区画整理事業に大きな影響を与えたことにも注目しており、そうしたインフォーマル
な権利が整理・処分されるなかで、一部の闇市を起源とする商業空間がフォーマルな権利関係のなかに組み
込まれていく過程を明らかにすることの重要性を指摘している。
第２章「東京の副都心の形成」では第 3 章から第 5 章の分析を進める上で踏まえるべき情報を整理した。ま
ず東京の鉄道ネットワークの形成過程を概観し、東京市が政策的に私鉄の都心部へのアクセスを拒んだため
に、私鉄が山手線沿線の駅をターミナルとしたことで山手線が「万里の長城」と呼ばれ、山手線沿線に東京
の主要なターミナルが形成されたことを踏まえた上で、新宿駅・池袋駅・渋谷駅のターミナル化の過程を整
理した。次に、鉄道敷設の影響によって交通拠点として重要度が増した山手線沿線の主要ターミナル近傍で
1930 年代に計画された駅前広場と周辺の街路整備計画の事業化を東京市の土地買収から分析し、またその
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後の交通疎開空地との連続性を明らかにした。そして、最後に東京の副都心ターミナル近傍の形成を担った
都市アクターとしてテキヤと民衆駅について整理し、論点を明確化した。テキヤについては、戦前戦後の組
織上層部の連続性、戦後東京の闇市を差配する存在となった東京露店商同業組合について整理した。また、
国鉄が戦後に民間資本を導入して駅舎復興を進めるため考案した「民衆駅」方式については、その立案過程
と全国に建設された民衆駅を概観した上で、その中に民間資本が駅舎建設の費用を全額負担し、駅舎の上層
部を所有した東京圏のターミナル特有の類型を見いだした。
第３章「新宿駅とその近傍の戦災復興過程」では新宿駅近傍の形成過程を明らかにしている。新宿駅近傍の
闇市の多くは、東口では交通疎開空地として都有地あるいは都の管理下におかれていた土地に、西口では戦
前の駅前広場計画で整備されながらも更地のまま終戦を迎えた駅舎建設予定地に建設され、多くが公的に所
有もしくは管理されている土地に発生した。
　具体的にいえば、東口の交通疎開空地のうち都有地となっていた土地には和田組マーケットの露店部が、
都の管理下にあった土地（都が借地）に和田組マーケットの八十四軒部と六十三軒部が建設された。また、
野原組マーケットが建設された場所も、建設時には野村組（建設会社）などを地主とする私有地であった
が、1944 年から 1947 年にかけては交通疎開空地として都有地になっていた土地である。西口でも国鉄駅
舎の建設予定地とされていた都有地と、帝都高速度交通営団所有地に安田組がマーケットを建てている。こ
れらのマーケットは建設時には地主や警察に許可を得ており、合法的な土地占有であった。しかし、第１章
で設定したフェーズ２の終盤である、1947 年には交通疎開空地の土地に関わる権利が戦前の権利者へ戻さ
れ、また 1948 年末には安田組に対して出されていた西口の都有地の一時使用許可期限が切れ、それぞれの
土地に建設されていたマーケットは不法占拠化した。その後、マーケットは都や地主から立退きを要求され、
おもに東口では戦災復興土地区画整理事業によって、西口では駅ビルの建設に際して整理されていくことと
なった。
　新宿駅近傍において最初に不法占拠マーケットの整理が行われたのは、東口での戦災復興土地区画整理事
業によるものであり、1950 年頃と 1960 年頃にまとまって整理が行われている。1950 年頃には和田組マー
ケットの露店部と八十四軒部が整理されている。露店部に対しては隣接する共栄社跡地が期限付きの移転地
として与えられ、同地にマーケットを新設し移転することで、営業者は駅前からほとんど移動することなく
営業を続けられた。同じく和田組マーケットの八十四軒部は、同時期に新宿区事業協同組合を結成して三光
町に土地を取得し、マーケットを新設して移転していった。整理に際しては都から補償を受け、占有権と営
業権の処分を受けた上で、移転地・代替地の斡旋を受け移転していた。一方で、1960 年頃の区画整理では、
すでに市街地化が進み地価が高騰していたことから適当な代替地が用意されず、土地所有権の無い営業者は
金銭による占有権と営業権の補償を受けただけで、代替地のない立退きを受入れざるをえなかった。こうし
て、野原組マーケットや共栄社跡地へ一時的に移転していたマーケットは立退いていく。
　また戦災復興土地区画整理事業では、こうして不法占拠マーケットの整理が行われた背後で、堅牢建物の
特徴的な換地や、大資本の土地の集約が行われていた。戦前から堅牢建物が建設されていた高野や中村屋の
土地は原位置換地されているが、両者の戦前に建設された堅牢建物と高野の 1947 年までに建設された防火
建築が換地に影響を与えたいたことを明らかにした。両者の建物を有効に利用できるように、接道条件がよ
り多い換地がなされていた。他方で戦後に土地の取得を進めていた三越は、戦災復興土地区画整理事業によっ
て、その所有地を戦前からの所有地周辺へ集約し、店舗の増床を進めていた。
　一方の西口では戦前に基盤整備がすんでいたため、戦災復興土地区画整理事業で安田組のマーケットが整
理されることはなかったが、1950 年代中頃からの駅ビルの開発によって整理されていく。整理過程では、
不法占拠であった営業者が金銭的な補償を受けて立退くだけではなく、一部の営業者は同地で借地権や借家
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権を獲得していった。帝都高速度交通営団の土地では、営団との交渉の末に営業者は株式会社をつくって土
地の一部を借り、共同ビル新宿西口会館を建設している。また、小田急新宿駅本屋ビルの建設予定地に建っ
ていたマーケットの営業者も、新宿西口広場の地下街にテナントとして優先的に入る権利を得て一部が移転
した。営業者は戦災復興土地区画整理事業では都から、駅ビルの建設に際しては地主から金銭による占有権
と営業権の補償を受けていた。
　他方で公有地ではなく私有地の焼け跡を不法占拠して建設された一部のマーケットは、地主の反発が強
かったところでは係争によって営業者が公式な借地人となり（新宿マーケット）、他方で地主の反発が弱かっ
たところではマーケットの営業者が土地を買収し店舗ごとに土地を分筆したことで現存していた（思い出横
丁）。
第４章「池袋駅とその近傍の戦災復興過程」では池袋駅近傍の形成過程を明らかにしている。池袋駅近傍に
発生した闇市を起源とするマーケットの特徴は、大規模なものが東口では交通疎開空地に、西口では豊島師
範学校の焼跡に発生したことである。両地区ともに建設時には土地一時的な使用が認められ、不法占拠では
なく合法的にマーケットが建設された。東口の交通疎開空地には東京露店商同業組合の池袋支部長である森
田信一が森田組東口マーケットを建設し、西口の豊島師範学校の焼跡は文部省と借地契約を結んだ複数の主
体が復興商店街、仁栄マーケット、永安公司、上原組マーケットなどのマーケットを建設した。このほか、
私有地にも小規模のマーケットが建設されたが、いずれも合法的な土地占有であると推察された。しかし、
２年間の借地契約が交わされて貸し出された豊島師範学校の焼け跡は、契約期間終了後もマーケットが占拠
し続けたため、不法占拠として扱われることとなった。
　池袋駅近傍の戦災復興過程では、東口の区画整理が極めて早期（1949 〜 1951 年頃）に進んでいること
が注目された。この背景には根津山の存在があった。森田組東口マーケットの移転地、露店整理事業の用地
が根津山から捻出されていたため、早期に区画整理が進んだものと考えられる。森田組東口マーケットの営
業者は、美久仁小路、栄町通り、末廣住宅組合、池袋新天地株式会社などの新設マーケットへ移転するもの
のほか、個人で土地を取得し地主になっていく者もいた。
　一方の西口では、豊島師範学校の土地に発生したマーケットの移転地がなく、区画整理が一向に進まず、
最もマーケットの整理が遅かったところでは終戦から 17 年を要した（1960 年前後に整理が行われた）。また、
区画整理後に都有地の払下げが行われたが地価が高く、ほとんどの営業者は転出していったため、地主になっ
ていったマーケット営業者は少なかった。
　他方で、終戦直後はマーケットによって担われていた駅周辺の商業空間も、1950 年頃から駅ビルへと置
き換わっていく。池袋西口民衆駅は国鉄の民衆駅方式による駅本屋建設のパイロット事業として、取り組ま
れ、1950 年末に東横百貨店をテナントに向かえ開業した。これが、池袋駅周辺で最初の本格的な百貨店で
ある。森田組西口マーケットを一部除去することになったが、駅ビルの建設が比較的スムーズに進んだのは、
戦後も西口の交通疎開空地が空地として残っていたためである。区画整理では駅ビル用地が広く取られ、東
西口で大規模は民衆駅と私鉄の駅ビルが建設された。
第5章「渋谷駅とその近傍の戦災復興過程」では渋谷駅近傍の形成過程を明らかにしている。渋谷駅近傍に
発生した闇市を起源とするマーケットの特徴は、小規模なマーケットが私有地に合法的に建設されたことで
ある。これは新宿と池袋のマーケットとは大きく異なる特徴である。交通疎開空地や都有地などのマーケッ
トによる占有は、台湾人による駅前マーケット以外はなく、台湾人の駅前マーケットも渋谷事件の直後に撤
去されている。公式な地権者である地主や借地人によってマーケットが開発されたため、当然その持続性は
高く、区画整理後においてもマーケットが再建されたり、共同ビルが建設されるなど、戦後のマーケットの
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性質が引継がれている。マーケットの多くは 1970 年代に共同ビル化している。露店整理事業で誕生したの
んべい横丁やしぶちかを含めれば、戦後の闇市を起源とする建物は９つ現存している。
　他方で駅を中心として、東急によって開発が進められた。とくに顕著なものは、東口の戦災復興土地区画
整理事業によって東急の所有地が集約され、東急文化会館の用地が用意されたことである。また、露店を収
容した地下街の建設では、露店商を収容することで、私企業でありながら東急が駅前広場の地下に広大な不
動産（地下街）を開発し所有することを可能にした。東急の勢力が強かったためか、国鉄は渋谷では駅ビル
の開発に意欲的ではなく、新宿や池袋と比較すると戦災復興土地区画整理事業でも国鉄の駅舎用地が広く換
地されることはなかった。
（２）まとめ：マーケットの建設された土地
　このように第３〜５章で明らかになった新宿・池袋・渋谷におけるマーケットの形成過程を土地の性質か
ら整理すると、交通疎開空地、都有地、国有地など公有地に大規模なマーケットが建設された新宿、池袋に
対して、渋谷では私有地に規模の小さなマーケットが建ち並んだということが明らかになった。新宿および
池袋は土地の所有権・借地権を半ば無視したかたちでマーケットを建設したため、第１章第２節（６）で示
した仮説でいえばフェーズ３の戦災復興計画において、地主と借地人の土地を換地するだけでなく、マーケッ
トの所有者と営業者に対して占有権と営業権の補償を行うことを迫られた。一方で、渋谷ではフェーズ２に
おいて公式な土地権利関係のもとマーケットが建設されたため、フェーズ３に移っても地権者と占有者およ
び営業者にズレが少なかったといえる。
　こうしたことから、ターミナル近傍に発生したマーケットを、開発者がなんら権利を持たない土地を占有
することで建設した「テキヤ的開発としてのマーケット」と、地主あるいは借地人などが建設した「地権者
の開発としてのマーケット」に分類することができる。交通疎開空地の土地が戦前の権利者へと返還され、
また終戦直後に交わされた短期的な借地契約の期限が切れたフェーズ２の終盤において、この２類型の差異
は顕在化し「テキヤ的開発としてのマーケット」は不法占拠化した。また、本研究で復原した各時期の都市
組織の分析からは「テキヤ的開発としてのマーケット」は地割を無視したかたちで複数の土地にまたがって
建設されており、一方の「地権者の開発としてのマーケット」は同一所有者の土地（大半が一筆）に沿って
配置されていることが明らかになった。「地権者の開発としてのマーケット」は当然、一筆あるいは同一の
所有者の土地に限定してマーケットを建設しているため、「テキヤ的開発としてのマーケット」に比して小
規模であり、また戦前に都市化し土地の細分化が進んでいるような場所では建設が難しかったと考えられる。
戦後復興期のマーケットの形成は「テキヤ的開発としてのマーケット」であれ、「地権者の開発としてのマー
ケット」であれ、土地所有の状況や交通疎開空地の整備など終戦までの場所の性質に規定されていたのであ
る。
　こうした終戦までの場所の性質とマーケットの形成を地区ごとに整理すると表 6-1-1 のようになる。新宿
では、４つのテキヤ組織が公有地を中心にマーケットを建設しているが、すべてテキヤ的開発として建設さ
れ、土地所有境界を跨いだ大規模なマーケットであった。新宿駅近傍のマーケットの開発主体は、この４つ
の「組」組織である。これに対して、渋谷は地権者の開発としてのマーケットが大半を占め、20 弱もの主
体がマーケットの開発に関わっている。これらのマーケットは新宿のものに比べ小規模で、台湾人によって
交通疎開空地跡地に建設された駅前マーケットを除き、私有地に建設されていた。そして、こうした対極的
な新宿と渋谷の性質の間に位置づけられるのが池袋のマーケットである。大規模なマーケットは公有地ある
いは都の管理地に建設されたテキヤ的開発のマーケットであるため、巨視的にみた形成過程が示す性質は新
宿に近いものの、地権者の開発としてのマーケットも散見される。
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方面 戦前の都市化の概略 駅前広場計画 交通疎開空地 土地所有 マーケットの開発類型 開発主体 マーケット名
新
宿
東口
駅と新宿追分を繋ぐ
新宿通りを中心に商
店街を形成。駅付近
では新宿通りから南
側に入ると、劇場が
点在するものの、倉
庫街となっていた。
計画のみ
鉄道に沿って新
宿通りから甲州
街道にかけての
1900 坪が交通
疎開空地に。
都有地あるいは都の管理地（都が借地） テキヤ的開発 和田組（和田薫） ・和田組マーケット
1944 年から 1947 年までは交通疎開
空地として都有地。1947 年に戦前の
地権者に返還されてからマーケットが
建設された。
テキヤ的開発 野原組（野原松次郎）・野原組マーケット①・野原組マーケット②
交通疎開空地に
指定されなかっ
た土地。
私有地 テキヤ的開発 尾津組（尾津喜之助）・新宿マーケット
西口
東京都専売局の工場
が移転し、駅前広場
が概成したものの、
周辺の宅地は更地の
まま終戦を迎える。
1941 年に概成 なし 都有地・帝都高速度交通営団所有地
テキヤ的開発 安田組（安田朝信） ・安田組マーケット区画整理で基盤
整備が行われた なし 私有地
池
袋
東口
明治通りを中心に商
店街が形成される。
駅前の裏通りには
カフェ街が生まれた
が、駅前以外は住宅
地であった。駅から
比較的に近い場所に
根津山が雑木林とし
て戦後まで残されて
いたことが、戦後の
同地の形成に大きな
役割を果たす。
計画のみ
国鉄駅舎前の駅
前広場計画地と
武蔵野線周辺が
交 通 疎 開 空 地
に。
都有地あるいは都の管理地（都が借地） テキヤ的開発 森田組（森田信一） ・森田組東口マーケット
交通疎開空地に
指定されなかっ
た土地。
私有地 地権者の開発
西武（地主） ・武蔵野デパート
不明（地権者）
・平和マーケット
・ミューズマーケット
・東口マーケット
西口
駅から豊島師範学校
へ続く通称バス通り
を中心に商店街が生
まれる。豊島師範学
校の土地が国有地と
して大きく存在した
ことが特徴。大通り
沿いは商店街となっ
ていたが、そこから
一歩が行く内部へと
入ると、東口同様住
宅地となっていた。
国鉄駅舎前の駅
前広場計画地が
交 通 疎 開 空 地
に。
都有地あるいは都の管理地（都が借地）
不法占拠で商店街が建
設された（特にフェー
ズ３の初期）
不明 ・名称不明の商店街
交通疎開空地に
指定されなかっ
た土地。
国有地（豊島師範学校） テキヤ的開発
洪仁栄（同地の一時
使用許可を得ていた
原定良から土地使用
権を譲り受けた）
・仁栄マーケット別館
不明
（原定良 or 堤栄治） ・永安公司 A
池袋戦災復興会
（井本常作）
・復興商店街（復興マー
ケット）
上原組（上原幸助） ・上原組マーケット
私有地
テキヤ的開発
森田組（森田信一） ・森田組西口マーケット
不明
（原定良 or 堤栄治） ・永安公司 B
地権者の開発 不明（地権者） ・東京マーケット
渋
谷
東口
宮益坂の大山街道に
商店街が形成される
が、それ以外はほと
んど住宅街。大山街
道沿いには東横百貨
店が開店していた。
1940 年代前半に東
急が渋谷小学校用地
の払下げを受け、駅
前の土地集積を進め
ていた。
一部が事業化し
ているが未完。
交通疎開空地に
は指定されてい
ないが、建物が
除去され、空地
となっている。
私有地 地権者の開発
東急（地主） ・渋谷第一マーケット
国 鉄 の 線 路 に
沿って疎開空地
が と ら れ て い
る。
松本家（地主） ・渋谷中央マーケット（松本マーケット）
交通疎開空地に
指定されなかっ
た土地。
不明（地権者） ・渋谷小デパート・稲荷橋小路
西口
道玄坂の大山街道添
いとその周辺に商店
街が形成され、夜
には夜店がならんで
いた。玉電軌道の南
側はすべて住宅街で
あった。駅前には玉
電ビルが建設された
が、戦時体制下で工
事が中断。戦後の東
急会館の工事に引継
がれる。
計画のみ
玉 電 ビ ル の 北
西・南西側の駅
前広場計画地が
交 通 疎 開 空 地
に。
都有地あるいは都の管理地（都が借地） テキヤ的開発 台湾人集団 ・駅前マーケット
交通疎開空地に
指定されなかっ
た土地。
都の管理地（1947 年に返還） テキヤ的開発 佐藤健造（不法占拠）
・道玄坂百貨街
私有地 地権者の開発 佐藤健造（地主の夫）
私有地 地権者の開発
大林家（地主） ・大林百貨店
丸大（借地人） ・丸大デパート
不明（地権者） ・共栄マーケット
渋谷興業有限会社（地
主） ・大和田マーケット
國松遷三（東京露店
商同業組合渋谷支部
長）
・丸國マーケット
不明（地権者）
・味楽街
・駅前マーケット
・渋谷第一雑貨食品街
・渋谷第二雑貨食品街
・マーケット 26-2
・フクヤデパート
・寺尾マーケット
・メリケン横丁
・名称不明のマーケット
表 6-1-1　フェーズ２に新宿・池袋・渋谷駅近傍に建設されたマーケット
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６−２　副都心ターミナルとその近傍の形成過程の特質
　第１章で設定した目的について第３章で新宿駅近傍、第４章で池袋駅近傍、第 5 章で渋谷駅近傍のそれぞ
れの形成過程を明らかにした。ここではまず本章第１節で示したマーケットの開発類型（テキヤ的開発とし
てのマーケット・地権者の開発としてのマーケット）それぞれのマーケットの形成と変容を整理し、その上
でさらにマーケットに関する事項以外で本論文を通じて明らかになった東京の副都心ターミナル近傍の形成
過程の特質を整理し、最後にこれらを総括する。
（１）テキヤ的開発としてのマーケットの形成と変容　占有権と営業権の補償
　第１章第２節（６）のフェーズ３（1949 年頃以降）において戦災復興土地区画整理事業は、駅前の土地
を不法占拠するマーケットを無条件に排除するのではなく、占有権と営業権を補償した上で整理を行ったと
とらえることができるのではないかと仮設的に示した。第３章・第４章・第 5 章を通じてこれを検証した
ところ、テキヤ的開発として建設された新宿と池袋のマーケットではこれを実証することができた（図 6-2-
1）。一方で、地権者の開発として建設されたマーケットの変容の過程は、地権者と借家人の関係として整理
ができる（図 6-2-2）。これについては後述する。第３章・第４章の内容を踏まえ、ここではテキヤ的開発と
してのマーケットの整理過程をみていく。
　まず確認したいのは、不法占拠マーケット（テキヤ的開発としてのマーケット）の整理過程では、戦災復
興土地区画整理事業によって整理されたマーケットと、整理されなかったマーケットがあることである。
　戦災復興土地区画整理事業によって駅前の不法占拠マーケット（テキヤ的開発としてのマーケット）が整
理されていったのは、1950 年頃と 1960 年前後にまとまっていることである。そして、その２つの時期に
おけるマーケットの整理は、ともに都が占有権と営業権を金銭で補償することで進められたが、時期によっ
てマーケットの移転・変容の過程が大きく異なっていた。
　1950 年前後は東京で戦災復興土地区画整理事業が開始された時期である。マーケットの整理は占有権と
営業権を金銭で補償することで進められたが、これとセットでマーケットの移転地・代替地を都や区が斡旋
している。そのため、整理されたマーケットの多くは集団性をもって移転することができた。新宿のゴール
デン街、駅前の共栄社跡地の暫定的なマーケット、池袋の美久仁小路、栄町通り、ひかり町通りのマーケッ
トなどはこの例である。池袋東口の根津山は、このために都が西武から買収した土地であった。
　一方で、1960 年前後のマーケットの整理も占有権と営業権を金銭で補償することで進められたが、この
頃までに副都心ターミナル近傍では地価が上昇し、建物の再建が進んだため空地もなくなりつつあった。営
業者は集団でマーケットの移転地・代替地を得ることができなかったのである。そのため、マーケットの営
業者は、個別に移転あるいは転廃業していくこととなった。新宿の野原組マーケット、池袋西口の復興マー
ケットなどはこの例である。池袋西口センタービルは、この時期の整理では営業者が土地の払下げを受けた
例外的な事例であった。
　他方で、戦災復興土地区画整理事業によって整理されなかったマーケットでも、地主から立退きを求めら
れ、係争をするなかで権利を獲得していったものもあった。マーケット営業者は、交渉次第で地主から土地
を買収したり、土地の一部を借地したり、地主が建設した建物へテナントとして入居する場合があった。新
宿の新宿マーケット、安田組マーケット（思い出横丁）、新宿西口会館、新宿西口広場地下街（小田急エース）
などはこの事例である。
　さらに戦災復興土地区画整理事業によって整理されなかったマーケットには、営業者と地主が交渉し、あ
るいは係争し、営業者が土地を買収したり、借地権を得ていったマーケットも存在した。思い出横丁、旧新
宿マーケット、道玄坂百貨街の一部である恋文横丁などはこうした事例である。
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（２）地権者の開発としてのマーケットの形成と変容
　地権者の開発したマーケットは、地主もしくは借地人が建設したマーケットに複数の営業者が入居したも
のであるから、その変化の過程においてもその権利関係は地権者と借家人の関係としてとらえてよいだろう。
　渋谷駅近傍のマーケットは大半が地権者の開発したマーケットであり、そのほとんどは戦災復興土地区画
整理事業で取り壊されるが、換地にマーケットを再建したり共同ビルを建設することによって、その性質を
持続させている（図 6-2-2）。
　ただ戦災復興土地区画整理事業に際して、大規模な開発を意図していた東急の土地に立つ渋谷第一マー
ケットについては、立退きを求められることとなった。半数ほどの営業者は金銭的な補償を受け取りたちの
板が、その他の営業者は代替地を求め闘争を続けたため、東急は別の場所に土地を購入しマーケットを建設
し営業者を収容した。
　他方で、地権者が開発したマーケットのうち、戦災復興土地区画整理事業の工区から外れていた渋谷の三
角地帯のマーケットは 1960 年代まで更新されることなく残存した。1960 年代半ばのマーケット内での火
災を契機に一部の営業者が立退き、さらに防災建築街区造成事業によって、その後に共同ビル化が進んだ。
渋谷センタービル、ミドリヤ、１０９が、防災建築街区造成事業によって建設された共同ビルである。
テキヤ的開発としてのマーケット
（不法占拠）
→何の権利も持たない土地を一時的に
占有して商業空間を作り出す
→ 1947 ～ 48 年に不法占拠が顕在化
→建物になったことで占有権・営業権
が発生
テキヤ的開発としてのマーケットの変容
戦災復興土地区画整理事業で
整理される
1950年前後の整理
都が占有権（建物所有者）・営業権（営
業者）を金銭で補償
　　　＋
代替地を斡旋
営業者は地主へ
 営業者は集団（一部は組合を結成）
で土地を購入。マーケットを再建。
新宿
・三光町商店街
池袋
・美久仁小路
・栄町通り
・ひかり町通り
池袋
・池袋西口センタービル
新宿
・新宿西口会館
・新宿西口広場地下街（小
田急エース）
新宿
・思い出横丁
・旧新宿マーケット
渋谷
・恋文横丁（道玄坂百貨街）
新宿
・新宿マーケット
・和田組マーケット
・野原組マーケット
・安田組マーケット
池袋
・森田組東口マーケット
・復興商店街
・仁栄マーケット
・永安公司 A
・上原組マーケット
・森田組西口マーケット ?
・永安公司 B?
渋谷
・駅前マーケット（台湾人）
・恋文横丁（道玄坂百貨街）
個別に移転・転廃業
 営業者は補償金を受け取り個別に
移転・転廃業。
 都有地に余裕があった池袋西口で
は払下げの提案があったが、地価が
高く払下げを受けられた営業者は一
部であった。
1960年前後の整理
都が占有権・営業権を金銭で補償
　　　＋
都有地の余裕があれば払下げを提案
戦災復興土地区画整理事業で
整理されない
駅前再開発（駅ビルの建設）
地主が占有権・営業権を金銭で補償
　　　＋
地主が所有地の一部を貸す
　　　or
地主の所有する建物の一部を貸す
営業者が土地を買収・借地
 戦災復興土地区画整理事業で整理
されなかったマーケットの営業者の
一部は地主から土地を購入。
 他方、地主が起こした不法占拠に
関わる裁判の判決がおり、占有者に
地上権が認められ、公式な借地契約
を結んだ場合もあった。
営業者が地主・借地人へ
 マーケットを取り壊されることな
く、営業者が地主・借地人になって
いった。
 恋文横丁などのように即時転売す
る場合もあった。
営業者は借地人・借家人へ
 営業者は地主の土地の一部を集団
（株式会社を設立）で借地し共同ビ
ルを建設、あるいは地主の所有する
地下街へテナントとして入居する権
利を得た。
地価高騰
市街地化
図 6-2-1　テキヤ的開発としてのマーケットの変容
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地権者の開発としてのマーケット
（合法的占有）
→地権者（地主・借地人）が開発した
マーケット
地権者の開発としてのマーケットの変容
戦災復興土地区画整理事業地区内
換地が指定さる
営業者も換地へ移転
換地にマーケットを再建
　　　or
換地の共同ビルを建設
渋谷
・渋谷小デパート
・渋谷中央マーケット
・旧味楽街（名称不明）
・丸大遊技場
・渋谷駅前ビル
・渋谷駅前会館
・旧大和田マーケット（名
称不明）
・旧稲荷橋小路（名称不明）
池袋
・旧東口マーケット（名
称不明）
・旧東京マーケット（名
称不明）
新宿
・第一尾津ビル
・第二尾津ビル
渋谷
・東急文化会館（旧渋谷
第一マーケット）
渋谷
・渋谷センタービル
・ミドリヤ
・109
渋谷
・渋谷第一マーケット
・渋谷小デパート
・渋谷中央マーケット
・味楽街
・丸大デパート
・大林百貨店
・共栄マーケット
・駅前マーケット
・渋谷第一雑貨食品街
・大和田マーケット
・渋谷第二雑貨食品街
・丸國マーケット
・道玄坂百貨街（南側）
・フクヤデパート
・マーケット（後のダイ
マル洋装店）
・メリケン横丁
・寺尾マーケット
・稲荷橋小路
・マーケット 26-2
・マーケット 1-7
池袋
・平和マーケット
・ミューズマーケット
・東口マーケット
・東京マーケット
新宿
・龍宮マーケット
営業者を立退かせて地主が再開発
地主が占有権・営業権を金銭で補償
　　　＋
一部の営業者は地主が買った別の土
地に移転
1960年代半ば以降に再開発
防災建築街区造成事業
営業者も再開発ビルの権利者へ戦災復興土地区画整理事業地区外
区画整理の影響を受けない
営業者は借家人として移転
 区画整理以前の営業者は引続き借
家人として再建されたマーケットも
しくは共同ビル（この場合は営業者
も権利者になる）に入居。
営業者は立退き
一部は別地のマーケットに借家人と
して移転
図 6-2-2　地権者の開発としてのマーケットの変容
（３）有力資本の優遇的な換地
　戦前から鉄筋コンクリート造の建物を建設していた新宿の高野、中村屋、聚楽、新宿ホテル、武蔵野館と
いった有力資本の土地は、堅牢建物が建っているが故に戦災復興土地区画整理事業では原位置換地が行われ、
減歩もほとんどされていない。当然、区画整理では公平性を担保すべきであるから、減歩されなかった土地
については金銭的な清算が行われたことが予想されるが、こうしたことを明らかにできる資料は管見の限り
ない。仮に仮換地が指定された時点（1940 年代後半）で、こうした不公平を金銭的に清算していたとしても、
その後に副都心は急激に発展したため換地処分時点では地価は高騰していたはずで、減歩の少なかった有力
資本が含み益を得たことは確かであろう。
　また、高野や中村屋の換地がより有利な形で行われていたことも確認した。そして、原位置換地ではなかっ
たものの、三越は戦後に複数の土地を取得し、戦災復興土地区画整理事業でこれらの土地が集約したことで、
売場の増床を行えたことも明らかにした。渋谷における東急文化会館の用地の捻出や、池袋西口の民衆駅の
用地も地主の意図が反映された換地として観察された。
　さらに大資本は開発のために闇市を出自とする商店を取り込んでいった。新宿西口の小田急は駅本屋を建
設するためにマーケット営業者を地下街に収容し、東急は露店商とともに地下街の建設をすすめることで公
共用地の地下に開発を行うことができた。
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（４）戦災復興土地区画整理事業における駅舎用地
　新宿、池袋は戦災復興土地区画整理事業で駅舎用地が広く取られたが、渋谷では戦前の計画を引継ぐ規模
にとどまり、駅舎用地はほとんど広がっていない。これは国鉄の駅ビル建設が積極的に計画された新宿や池
袋と、戦前から東急の支配下とでもいえるほどに国鉄の駅が相対的に小さくなっていた渋谷の差とも考えら
れる。国鉄の駅舎建設を考慮した新宿と池袋の換地と、国鉄が駅舎建設を半ば諦めた渋谷の換地には大きな
差があった。
（５）副都心ターミナル近傍の形成過程　経路としての類型
　以上のように戦後復興期に東京の副都心ターミナル近傍に現れたマーケットの性質と変容の過程をみる
ことで、副都心ターミナル近傍の特質を示した。こうした過程を通時的に時間軸のなかで整理すると、図
6-2-3 のようになる。フェーズ２、フェーズ３における形成過程は戦前の土地所有権の性質の差や、基盤整
備事業の有無、戦災復興土地区画整理事業や再開発事業との関係などから変化のパタンが決定されることか
ら、それを経路としての類型化を行った。
　図 6-2-3 の通りこうした経路を類型化し、テキヤ的開発としてのマーケットを類型 A、地権者の開発とし
てのマーケットを類型 B、大資本の建物を類型 C、戦後に現れた露店を類型 D として、それぞれの変容経路
をみていきたい。どの類型もフェーズ２の終盤からフェーズ３にかけて経路が分かれている。
類型A　テキヤ的開発としてのマーケット
　まず類型 A はおもに戦災復興土地区画整理事業によって 1950 年頃と 1960 年頃にまとまって整理と権利
の処分が行われ、前者の時期には合わせて移転地の斡旋が行われていたことが明らかになった。こうした事
業によって、フェーズ２において錯綜していた権利関係は単純化され、フォーマルな権利関係で構成された
市街地へと整理されていった。不法占拠化したテキヤ的開発としてのマーケット（類型 A）は、フェーズ２
の終盤からフェーズ３の初期にかけて３つの経路に分岐する。詳しくみていこう。
　１つ目は 1949 年から 1952 年にかけて戦災復興土地区画整理事業によって整理で、インフォーマルな権
利（占有権・営業権）が金銭で補償される経路 A1 である。類型 A のうち、この経路 A1 をたどるものは、
フェーズ２において交通疎開空地など都有地や都の管理地に建設されたマーケットである。経路 A1 におい
て戦災復興土地区画整理事業によって整理される際には、権利の補償ともに都によって代替地・移転地が斡
旋されて移転していった。こうした経路はさらに、恒久的な土地を協同組合で得て移転した経路 A1-1、恒
久的な土地を個人で得て移転した経路 A1-2、暫定的な移転地に期限付きのマーケットを建設して移転した
経路 A1-3、土地の斡旋を受けず個人で移転・転廃業した経路 A1-4 に分かれている。
　２つ目の経路はマーケット営業者が地主から土地を買い取るか、あるいは借地契約を結んでフォーマルな
地権者へと変化する経路 A2 である。この経路をたどるマーケットは、私有地の焼け跡を不法占拠して建設
されたマーケットであり、地主の反発が強かったところでは係争によって営業者が公式な借地人となり（旧
新宿マーケット）、他方で地主の反発が弱かったところではマーケットの営業者が土地を買収し店舗ごとに
土地を分筆したことで現存している（新宿：思い出横丁）。
　最後の３つ目の経路は上記２つの経路のような変化がなく、不法占拠のまま 1950 年代半ばを迎えている
マーケットがたどった経路 A3 である。経路 A3 のマーケットは 1960 年前後に戦災復興土地区画整理事業
あるいは駅前再開発によって整理されていく。この時の戦災復興土地区画整理事業による整理では、経路
A1-3 で暫定的に移転していたマーケットも合わせて整理が行われている。経路 A1 と同様にインフォーマル
な権利が金銭で補償され、処分されているが、既にこの当時はターミナル周辺が市街地化し地価も高騰して
おり、代替地・移転地の斡旋が難しい状況にあったため、マーケット営業者の大半が散り散りに移転していっ
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不法占拠
不法占拠問題の顕在化
疎開空地の戦前地権者への返還
各地でマーケットが建設される
占有権・営業権の発生
道路では自然発生的な立ち売り
宅地では露天市場が発生
戦前の小売市場にはマーケットと呼ばれていた
ものも存在した。昭和恐慌後に増加。
露店は昭和恐慌後・関東大震災後・明暦の大火
後などの災害後など経済の復興期に活発化した。
戦災復興土地区画整理事業による
マーケット整理　1949～ 52年
1970年代半ば
1960年代半ば
1950年代半ば
1947～ 48年
A1
A3
A2 B1
C1 D1 D2
B2
B2-1
B2-2
A1-1A1-2A1-3A1-4
1946年～
1945年 8月～
戦前
フェーズ１
フェーズ２
類型A 類型B
類型C（大資本）
類型D
フェーズ３
マーケット
テキヤ的開発としてのマーケット
占有権・営業権の発生
占有権・営
業権を都が
金銭で清算
し代替地を
斡旋
占有権・営業権を金
銭で清算。地主が借
地・借家を斡旋
占有権・営業権を都
が金銭で清算。一部
で代替地を斡旋
地権者（地主・借地人）の開発としてのマーケット
営
業
者
が
地
主
か
ら
土
地
を
買
収
あ
る
い
は
借
地
契
約
を
結
ぶ
合法的
（所有権・借地権）
露天市場
小売市場 ターミナルビル・RC 造の店舗
ターミナルビル・RC 造の店舗
ターミナルビル・RC 造の店舗
ターミナルビル・RC 造の店舗
木造駅舎・木造百貨店
未復旧・テント
バラック駅舎・バラック百貨店
バラック駅舎・バラック百貨店
露店
露店
（昭和恐慌後・関東大震災後・明暦の大火後）
宅地 宅地（不法占拠）
露店整理事業
1949～ 51年
ビタ・台・立ち売り
戦災復興土地区画整理事業　
1949～ 50年代半ば
戦災復興
土地区画
整理事業　
1949 ～
50 年 代
半ば
戦後からのマーケット
不法占拠
合法的占有
戦災復興土地区画整理事
業によるマーケット整理　
1958～ 62年
駅前再開発（駅ビル）
新宿西口会館
新宿西口広場地下街
池袋西口
センタービル
共栄社跡
地へ
暫定移転
個 人 で
移 転・
転廃業
個 人 で
移 転・
転廃業
個人で移転
転廃業
個人で根
津山の土
地を購入
個人店舗
開業
美久仁小路
栄町通り
ひかり町通り
三光町商店街
新宿サービスセンター
人生横丁
マーケット街
のんべい横町
しぶちか思い出横丁
旧新宿マーケット
戦災復興土地区画整理
事業1950年代半ば～
60年代半ば
合法的占有
合法的占有
再開発
（防災建築街区造成事業）
マーケット再建
共同ビル化
マーケット再建
共同ビル化
共同ビル化 共同ビル化
渋谷センタービル
ミドリヤ
109
戦後からのマーケット
??
権利関係に大きな変化無し
土地・建物を購入・借りて集団・個別移転
駅ビル・大型百貨店へ
池袋
・民衆駅（西・東）
・三越
・西武百貨店
渋谷
・東急会館
駅ビル・大型百貨店へ
新宿
・民衆駅（西・東）
・小田急本屋ビル
・地下鉄ビル
C2
図 6-2-3　副都心ターミナル近傍の形成過程
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た。このような経路をたどり、類型 A はフォーマルな権利関係へと組み込まれていった。
類型B　地権者の開発としてのマーケット
　類型 B は 1950 年代半ばまでに区画整理が行われた経路 B1 と、区画整理が行われなかった経路 B2 に分
岐し、さらに経路 B2 は 1950 年代半ばから 1960 年代半ばまでに区画整理が行われた経路 B2-1 と、区画整
理工区から外され 1960 年代後半以降に再開発事業（防災建築街区造成事業）によって整理されていった経
路 B2-2 に分かれた。
　類型 B はフォーマルな権利関係のもと建設されたマーケットであるため、区画整理後においても換地に
マーケットや共同ビルが建設され、営業者が移転し権利が持続した。換地に再建されたマーケットは、1970
年代に共同ビル化している。
類型C　大資本の開発
　類型 C の建物には戦前から耐火建築となっていたターミナルビルや百貨店などの店舗と、木造のままで
あった駅舎や百貨店が含まれる。前者は終戦に耐え焼け残り、フェーズ２・フェーズ３の初期を通して利用
されている。一方の木造駅舎・百貨店は戦災で焼失し、フェーズ２では徐々にバラックによって復旧していっ
た。こうした類型 C が大きく変化するのは 1949 年から 1950 年代半ばの戦災復興土地区画整理事業によっ
て（経路 C1）と、1950 年代半ばから 1960 年代半ばの戦災復興土地区画整理事業によって（経路 C2）で
ある。経路 C1 を通るのは、戦後にマーケットによって駅前の公有地を不法占拠されていなかった渋谷駅近
傍と、駅周辺の区画整理が早期に進んだ池袋駅近傍である。
　一方、1960 年頃の整理が行われるまでマーケットが駅前を占拠していた新宿では経路 C2 を通ることと
なった。類型 A と類型 C は表裏一体の関係であったことがこうしたことから明らかになった。
類型D　露店の変容過程
　類型 D は戦後おもに公道上に発生した露店の変容過程である。終戦直後は立ち売りや、地面に敷いたムシ
ロや台の上に商品を並べて店を開いていたが、徐々に天幕が付き、今日吾々が縁日でみるような露店の形態
を整えていく。もちろんそうした形態は戦前からのものであり、戦後は物資が揃うようになってから形を整
えていった。こうした露店は 1949 年から 1951 年にかけての東京都の露店整理事業によって公道上から整
理されていく。整理過程では融資を受け個人で転廃業する経路 D1 と、集団で協同組合を結成し移転地の斡
旋と共同建築の建設費と土地購入費の融資を受け集団移転する経路 D2 に分岐した。いずれの経路をたどっ
ても道路占有権という曖昧な権利から、土地建物を所有するフォーマルな権利関係のなかへと露店商を組み
込んでいった。
　このように本論文では、東京の副都心ターミナル近傍の形成過程を明らかにした。とくに戦災復興過程は、
終戦直後のマーケットによる不法占拠によって発生した占有権と営業権の補償を都市計画に組み込むこと
で、そうしたマーケットの整理を進めていた。本論文は、現在の副都心につながる基盤を築いた時期として、
当該期の都市組織の形成過程を具体的に明らかにした。
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６−３　日本都市史における闇市・マーケットと戦災復興土地区画整理事業
　以上整理してきた結論を踏まえ、ここではさらに日本都市史において闇市・マーケットが与えた正負の影
響、そして都市計画史における戦災復興土地区画整理事業の意義を議論する。
（１）日本都市史における闇市・マーケット
　闇市・マーケットはフェーズ２の経済復興期において商品交換の主要な場となった重要な存在であり、ま
た自然発生的に生まれた闇市が、マーケットへと姿を変えフェーズ２における市街地の再生を担っていた。
露店やマーケットは、鉄道ネットワークの拠点である副都心ターミナル近傍に簇生したが、こうした建物類
型は歴史的にみても災害後などの経済復興期に都市空間に現れてきた。
　初田香成は『都市の戦後 雑踏のなかの都市計画と建築』（東京大学出版会、2011 年、pp.83-131）戦後の
東京に現れたマーケットの一部が戦前の小売市場と連続性があることを指摘しているが、小売市場は地主が
小資本で開発できるリスクの少ない商業建築として、特に昭和恐慌後に爆発的に出現したとされているし、
露店も明暦の大火後、関東大震災後、昭和恐慌後などの経済復興期にその動きを活発化していたことが指摘
されている。戦後の露店やマーケットも、こうした日本都市の持つ再生のシステムとして、経済復興期の普
通の資本が動かない際の建物類型として現れたと位置づけられるだろう。
　本研究で実証的に明らかになったように、巨大なマーケットに建設用地を提供したのは戦前からの公有地
あるいは戦中に生まれた交通疎開空地であり、一時的な使用期間を超えて占拠し続けたことで常設化してい
た。しかし、こうした公有地の不法占拠が仮に起きなかったとしても、戦前から東京の都市構造を支える鉄
道ネットワークの拠点となっていた副都心ターミナル近傍には、マーケットが建設される強い需要があった
と考えられるし、公有地の不法占拠が発生せず私有地において地割ごとにマーケットが建設された渋谷の戦
災復興過程はそれを実証的に示しているだろう。
　このように闇市・マーケット・露店はフェーズ２における都市組織の再生に重要な役割を果たしたが、何
度も確認してきたようにフェーズ３においてはこれが都市計画を攪乱する要因となっていた。すなわち、闇
市・マーケット・露店はフェーズ１で既に計画され交通疎開空地として一部概成していた基盤整備事業を逆
行させ、さらには恒常的な都市空間の形成過程（フェーズ３）においては都市計画の遂行を妨げる強い攪乱
要因となっていたのである。近年の闇市研究が闇市の祝祭性や盛り場との連続性を強調するなかで、本研究
では闇市・マーケット・露店は根本的には都市にとっての攪乱要因であったことを改めて指摘したい。例え
ば盛り場との連続性の議論は、本研究が明らかにしたように闇市・マーケット・露店が都市形成に与えた影
響（攪乱）を示し、その権利の整理・処分の過程を明らかにした上で、それでも持続した性質として議論す
べきである。そして闇市・マーケット・露店の整理・処分という問題は、都市計画史における制度技術の問
題として戦災復興土地区画整理事業が担った特質と考えられる。
（２）戦災復興土地区画整理事業の歴史的意義
　闇市が都市計画にとっての攪乱要因となったのは、インフォーマルな権利関係のもとに成り立っていたか
らであり、そのため戦災復興土地区画整理事業はそれを整理・処分する制度技術としての性格を持つことに
なったのである。
　本来の区画整理事業は土地所有権と借地権を保存し、土地の交換分合によって都市基盤の改善を行う技術
であり、インフォーマルな権利（占有権・営業権）の処分・補償といたものは技術的に担っていなかったは
ずのものである。歴史的にみれば、明治期の日本や同時期の欧米諸国が再開発の手法としていたスラム・ク
リアランスとは異なり、戦災復興土地区画整理事業はインフォーマルな権利を処分した上で、一部をフォー
マルな権利関係のもとへ組み込んでいく制度技術として鍛えられたといえるであろう。こうした点は、進歩
397
第６章　結論と課題
史観にもとづいて描かれてきた、多くの都市計画史を問い直す視点を与えている。
　また本論文では、こうした闇市の整理の裏側で、大資本が土地の取得と戦災復興土地区画整理による集約
を行なっていたことも指摘した。こうした大資本の勢力伸長を推進するような換地設計が、計画段階でどれ
ほど意図的に行われていたかは、今後更なる実証的な検証を必要とするが、戦災復興土地区画整理事業を遂
行する公権力側にこうした意図があった可能性を示す重要な指摘である。
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６−４　本研究で明らかになったその他の知見
　ここでは本章において議論してきた本研究の結論・主題とはずれるものの、本研究が明らかにした重要な
知見を整理する。
（１）戦前の駅前広場計画と交通疎開空地の連続性
　一つ目は戦前にターミナル近傍で計画された駅前広場および街路の計画と、戦中期の交通疎開空地の連続
性を明らかにしたことである。戦前の駅前広場計画を対象としたこれまでの越沢明を中心とした先行研究は、
戦前期の計画のうち都市計画事業として決定されていたのは新宿と渋谷・池袋・大塚であり、実際に事業が
着手されたのは新宿のみであったとし、さらに新宿西口を除き着手されなかった計画は戦災復興事業におい
て原計画が継承され、完成を見たと捉えられてきた。
　これに対し第２章第２節では、事業が着手されていないとされてきた渋谷駅近傍の駅前広場と街路計画が
東口の一部で事業着手されていたこと、渋谷駅西口の駅前広場と池袋駅東西両側の駅前広場は、交通疎開空
地として終戦間際の 1944 年には曲がりなりに完成していたことを明らかにしている。
　新宿、渋谷、池袋の駅近傍を対象とする戦前の都市計画と、交通疎開空地事業を比較し、その関係性を明
らかにした。事業の目的の一致、戦前の駅前広場と交通疎開空地の形態的一致、都による土地買収などを確
認し、さらに渋谷西口と池袋西口では交通疎開空地が戦後も空地として存在したことを指摘した。
　こうした知見は都市計画史研究では指摘されることがなかった。鉄道ネットワークに支えられ、戦災を経
験した日本都市の形成史において、極めて重要な知見である。
（２）日本の都市と民衆駅
　二つ目は民衆駅に関する知見である。民衆駅とは駅本屋の建設費の一部または全部を国鉄以外の事業者に
負担させ、その条件として駅本屋の一部をその事業者に使用させる事を認めたものである。1950 年の豊橋
民衆駅から 1971 年に日本国有鉄道法（以下、国鉄法）施行令第１条が改正され、国鉄が駅ビル開発事業に
直接投資が出来るようになるまで、全国 55 カ所の駅（現存 30 カ所）がこの方式によって建設された。現在
の JR 主要駅には必ずと言ってよいほど駅ビルが存在し、大規模ターミナルの開発は近年目覚ましいものが
あるが、JR の駅ビル開発の起源は民衆駅にあった。
　民衆駅は国鉄の用地において国鉄以外の事業者が建設費を負担して建設する駅であるため、特にその建設
費の負担割合と建設後の建物の所有権に注目して分析を進めた。そして、地方公共団体が主導し建設費を集
めた地方都市型の民衆駅と、民衆駅会社が建設費を負担し開発した大都市ターミナル型の民衆駅という類型
を見いだし、その成立の背景を明らかにした。また、大都市ターミナル型の民衆駅のなかに民間資本が駅舎
建設の費用を全額負担し駅舎の上層部を所有する、東京圏のターミナル特有の類型も見いだした。
　本論文が対象とした新宿・池袋・渋谷では、池袋駅の東口、西口両側で、民衆駅会社の全額出資で民衆駅
が建設されており、新宿でも大都市ターミナル型の民衆駅が建設されている。
　鉄道ネットワークに支えられた日本都市の形成過程を考える上でも、民衆駅は今後重要なテーマと考えら
れる。
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６−５　研究の課題
　最後に今後の研究課題を示す。
（１）戦災復興計画の考察
　第１の課題は東京都の戦災復興計画の分析を進める必要があることである。本研究では当該期の対象地区
の都市組織を段階的に復原し、新宿・池袋・渋谷近傍の形成過程をあきらかにし、戦災復興土地区画整理事
業については換地確定図を利用して換地を復原することで分析を進めた。つまり、戦災復興土地区画整理に
ついてはその計画段階において策定された資料と、都市組織の動態の関連性を分析する必要があると考えら
れる。例えば、（１）戦災復興土地区画整理事業の工区内の土地利用を計画した市街化計画と実際に現れた
空間との比較、（２）山手線沿線と駅前に計画された緑地帯と実際の都市組織の変容の関係、（３）焼け残っ
た堅牢建物などの先行形態が戦災復興土地区画整理事業の街区設計や換地設計に与えた影響について考察す
ることで得られる知見があるはずである。
　また、本研究があつかった換地確定図および換地明細書の情報についても更なる精査が必要である。とく
に換地による減歩については地主ごとの分析が必要と考えられる。本研究で一部明らかにしたように、有力
資本、有力地主の力が換地に表れている可能性があり、一部の主体の勢力伸長を押し進めた可能性をより実
証的に検討できる可能性がある。
　さらに、1954 年に施行された土地区画整理法と戦災復興土地区画整理事業の関係についても考察が必要
である。土地区画整理法が施行された前後において、不法占拠マーケットの取扱が変っている可能性がある。
（２）ターミナルとその近傍の都市史研究としての課題
　本研究では東京の副都心ターミナル近傍の形成過程を明らかにするために、闇市に焦点をあてた。本研究
でみてきたように、闇市を起源とする露店・マーケットは 1950 年前後から 1960 年代には概ね整理される。
これに変ってターミナルの商業空間となったのは、私鉄資本による駅ビル、国鉄の民衆駅、および地下街で
ある。戦後東京の副都心ターミナルとその近傍の形成過程を包括的にとらるには、こうしたは駅ビルや地下
街の考察を進める必要がある。
　また、戦中期にターミナル近傍につくられた交通疎開空地について、本研究では航空写真と旧土地台帳か
ら分析を行ったが、行政文書などの分析を進めるなど、本格的な研究が行われることを期待したい。地方都
市の疎開空地に関する研究は徐々に蓄積が進みつつあるが、東京都の疎開空地に関する研究は資料的制限か
らも研究が立ち後れてきた。本研究でみてきたように、交通疎開空地事業はターミナル近傍の土地所有構造
において極めて重要な意味をもっており、都市計画的な方針と実態の土地所有の変化の比較を行い、東京の
戦災復興の重要な母体となった土地の性質を解明する必要がある。
（３）地割の変遷の分析
　第三の課題は対象地区の地割の変遷の分析である。第３章で新宿駅近傍の地割の変遷を復原し、建物との
関係を分析したが、池袋と渋谷では旧土地台帳から読みとれる土地所有の分析しか行えておらず、両地区の
形成過程を地割との関係から考察する上では、各年代の地割を復原したうえで各年代の建物の状況との比較
が必要と考えられる。

